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本論文 は ､ 日本の 地方自治体の代表的存在で ある東京都の財政再建の 歩み に焦点を当て
ながら､ そ の 行政的営為の政治経済学的含意を分析 したもの である｡ 本論文は ､ 従来の 都
政研究で は都政に対す る部分的理解を 一 般化する見方と並んで ､ 理念先行的見解が広範に
流通 した点に鑑み ､ こ の ような先行業績の あり方が ､ 都政研究にお ける最大関心 の ひと つ
で ある ､ ｢都政は見えな い(都政の 不可視性)+ とい っ た議論に帰結 したと考える ｡ そ こ で ､
本論文は ､ ｢見えない都政+ とは如何なるもの か を､ 70年代中葉以降の財政再建の歴史的
過程か ら解明 しようとす る o
論文全体は ､ ｢都政研究の 視座+ ｢東京都の 統治シ ス テ ム+ の他 ､ 五 つ の 草と ｢結語+ か
らなる｡ まず ､ 本論文は ､ ｢都政研究の 視座+ に お いて ､ 都知事選挙や都議会議員選挙 にお
ける世論の 動向､ 国政 と都政との 相互関係 ､ 都庁移転とい っ た都固有の政策決定に関連す
る執行機関と議決機関との 相互関係 ､ 明治末期か ら大正初期にか けて議論された 旧東京市
の 合併に伴う政治的行政的課題 とい っ た ､ 都政 の代表的な4範噂の 業績 を取り挙げ､ 部分
か ら全体を推定する見方や ､価値的関心 の重視から生 じた理念的見解が､ ｢都政 の不可視性+
を高めた点を析出する｡ 次に ､ 本論文は従来 の都政研究の 視座を批判し､ 先行研究で は過
少であ っ た財政再建 の 営み を記述的 ･ 計量的に分析 し､ 新たな都政像の 構築 を試み ようと
するo すなわち､ 財政再建と い っ た都政運営の あり方に着目すると､ 本論文 の議論は ､ 究
極的には執行機関と議決機関と の相互 関係を問うこ とになり ､ 戦後の 首長と議会の 相互関
係をめぐる論争が重要 になるo しか し､ 本論文は ､ 財政危機人の対処には ､ 執行機 関の優
位に対 し､ ある条件下で は議決機関の優位を主張する議会機能論の 説明では 限界の ある こ
とを指摘 し､ 両者の 関係を ｢動員 ･ 被動員+ とする見方を提示する｡ この 見方で はその調
整過程に 関心 が あるた め両者の 関係は ｢質+ 的に検討される ｡ こ の議論は ､ 従来の ､ 公的
意思決定過程に 関す る諸ア クタ ー の行動や相互関係を政治と捉え､ 政治過程 に政治現象を
求める立場の 政治像や ､ ウ ェ ー バ ー に代表される権力中心の 政治､ さらにイ ー ス トン の 主
張する価値の 権威的配分 と して特徴付けられ る政治像とは異なる ､ 特定の課題の 達成の た
め ､ リ ー ダ ー の 主導性 に基づ い て諸 ア クタ ー の 自律性をある程度抑制 して同 一 方向に動員
するメカ ニ ズ ム と して の政治像を提出する ｡ 本論文は ､ こ の ｢制度の運用を機軸と して参
加を調整す る動員メ カ ニ ズム+ と して の 政治を ｢統治 シ ス テ ム の 管理+ と定義 して い る ｡
従来 の配置に対する変更と い っ たリ ー ダ ー の 主導性の 把握には ､ 統治 シ ス テ ム の 内部過程
を時系列的に長期に 一 貫 して研究する視座の 設定が必要になるが ､ こ の 概念は ､ こ の よう
な要吉割
.
こ答え得 る枠組 みで ある . 本論文は ､ 準備と して分析対象を特定首長 の担う都政毎
に区分 し､ 次に首長と議会の みならず ､ 両者の腐辺 に位置する諸ア ク タ ー も考慮 して ､ 都
政の 統治制度を前提に ､ リ ー ダ ー と フ ォ ロ ワ ー と の 調整過程を動態的に捉える｡
本論文 は ､ 続く ｢東京都の 統治 シ ス テ ム+ にお いて ､ 戦後の都政にお ける統治シ ス テ ム
の 制度と機能 に つ い て の 見取り 図を示す｡ 一 言で い えば､ それは ､ 知事職 ､ 補助機構 ､ 職
員団体 ､ 政党 ･ 会派か らなる議会 ､ 自治省 ､ 運輸省などの 国の 行政官庁､ さらに都内市町
村な どの諸ア ク タ ー と ､ 地方自治体の 税財政制度が織りなす 関係で ある D こ の 関係にお い
て本論文は ､ 都知事には 国に よる財政再建団体 - の 指定の 回避を最大目標に ､ 都政の 統治
シ ス テ ム に関わる諸ア クタ ー を動員する能力の 必要性を指摘する｡ 動員の最大対象で ある
都議会内政党 ･ 会派との 関係で は ､ 知事選挙にお ける支持 ･ 不支持の 関係に必ずしも … 敦
せず ､ それらは独自に行動する こ とも考えられ るため ､ 都知事にはそ の行動を統御する能
力が 必要になる｡ また ､ 財政再建過程で都知事を補佐する財政部門の補助機構は ､ 予算編
成 を始めと した財政制度を通 じて そ の組織の 擁護を目的化す るため ､ 都知事がそ の 機構を
動員するの は容易で なか っ た点が指摘され る｡ そ して ､ 行政組織を単位に組織された労組
の包摂団体は ､ 人件費削減に代表される歳出抑制方策 - の 対処で は ､ 自らの組織利益を擁
護する利益団体と して 立ち現れるため ､ そ の圧力活動を如何に統御す るかが都知事の主導
性と して把握される｡ さらに､ 都政たる所以の 都営の 交通機構や水道機構は ､ 赤字要因を
内在して いたため ､ そ の財政の健全化で は都知事の 主導性が重要であ っ た点も示される ｡
都は戦後 一 貫 して財源超過団体であ っ たが ､ その 反面､ 経済情勢に よ っ て財政状況が動
揺すると い っ た税財政構造を持 っ て いたため ､ 不況時の財源調達とその配分にお い て ､ 諸
ア クタ ー の行動を調整す る主導性が都知事に求め られた｡ 本論文は ､ そ の主導性の 具体化
と して ､ 特定の方策とそ の決定に関わる諸 ア ク タ ー の参加状況と ､ リ ー ダ ー の効果的な主
導性 の あり方を図表で 示す o
表 財政再建政策(方策)の 決定に関わる参加ア ク タ ー 群
執行機関 議決機関その他 参加
a cto r
数
知事 補助機構 議会 国
知事職 財政当局 交通局 水道局 関係局 都労連 政党 自治省 運輸省
歳入 ･増収 起債 ○ ○ ○ ○ 4
税制 ･税率 ○ ○ ○ ○ 4
受益者負担 交通運賃 ○ (⊃ ○ ○ 4
水道料金 ○ ○ ○ 3
公 共料金 ○ ○ ○ 3
歳出･抑制 行政サ ー ビス ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6
経常経費 人件費等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7
組織再編 ○ ○ ○ ○ 4
通常経費 ○ ○ ○ 3
○ : ア ク タ ー は丸印の政策 (方策) 形成に参加する こと を示す o
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表はある方策が選択 された場合 ､ 如何なる ア ク タ ー が関係するのか を､ そ の 方策の 種類
と個々 の 方策の 形成に参加するア クタ ー 数とで表わす｡ 一 方､ 図はある方策の 形成に関わ
るア クタ ー 群が如何なる状況の 時､ リ ー ダ ー の主導性は効果的なの かを､ そ の 方策の 形成
に参加す るア ク タ ー 数 とそ の ア ク タ - の中の 賛成数 (た だし ､ リ ー ダ ー は参加数には入 る
が ､ 自らは賛成に誘導す る立場で あるため ､ 賛成数か らは除外される0) で 示す｡
図中で ､ 主導性の 効果は ､ 原点 0 から 45
'
度の角度で伸びた直線B.(全数賛成線) 上 に
ある限り最大で あり ､ 線上の 優劣はない o リ ー ダ ー は賛成数 (a) に はカウ ン トされ ない
ため a は y 軸上 の 1以上 になる｡ こ の ため ､ 主導性 の効呆は第 一 象限の a - 1 と B とに包
摂された範囲内に留ま る (A)0
また､ 主導性の 効果は基本的には点 C､ D､ E の 3点に代表され､ それらの 関係は C E､
CD､ D E間で成り立 っ ｡ C r E 間は ､ 参加数 (n) が 同 じ (直線H 上) で あれば ､ より多
くの a を得た とい う点で ､ a の比率の高い 方 (C) が a の比 率の低い 方 (E) に優位する場
合で あり ､ C - D 間は ､ n に対す る a の比 率が 同じ (斜線F 上) で あれば ､ より多くの n
から a を得たと いう点で ､ n の値の 大き い方 (C) が n の値 の小 さい方 (D) に優位する
場合である｡ そして ､ D - E 間は ､ a が 同じ (直線Ⅰ上) で あれば､ a の比 率が より高い と
いう点で (斜線 F>斜線 H)､ a の比 率の高 い方 (D) が a の 比率の低 い方 (E) に優位す
る場合で ある o つ まり これらの 関係は C>D>E という順序で主導性の効果 を表現する o
図表は ､ リ ー ダ ー が如何なる方策を選択すればそ の主導性 の効果を高める上で有利 である
か を理念的に示すモ デ ル となるの で ある｡
第3章 ｢美濃部都政 と財政危機+ は ､ 美濃部都政の財政再建方策の選択とそ の選択の 変
容 を要因と して ､ 美濃部都政が退場 した経緯が述 べ られる｡ 美濃部都政で は先ず歳入増収
方策が選択されるが ､ これは財政制度の 改善を国に迫 る主張であ っ た ｡ しか し､ こ の 主 張
は現実的な行政運営､ すなわち運賃値上 げに代表され る受益者負担の 導入や人件費の 削減
に象徴される歳出抑制方策を視野に入れなければ財政再建は 立ち行か ない とい っ た点を回
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適 して ､ こ の ような方策を忌避する利益団体と しての職員団体や革新政党 - の 配慮を意味
したため ､ 国に よる財源統制の 強化と して帰結 した｡ こ の ような美濃部都政の方針に対 し､
議会内の保守 ･ 中道政党 は ､ 地方行財政制度の改善の 国 - の 要求で はなく ､ 都と して対応
可能の ｢内部努力+ の 実施を要請した ｡ 議会内少数派から出発 した美濃部都政は ､ 多数派
の確保 の 必要性からこ の ような主張の 中道政党をも知事派 に動員 して いたため ､ 財政再建
方策の 選択に対す る主張の 差異が起因して ､ 知事派の結束を弱化させ るに至 る｡ さらに ､
都議会議早選挙 によ っ て歳 出抑制方策を重視す る勢力が増大すると ､ 美濃部都政は歳入増
収方策の 選択か ら歳出抑制方策 - 財政再建方策の選択は変容 していく ｡ 議会内の経常経費
抑制を主張する勢力 の意向に沿わざるを得なく なっ て いくの であるo こ の ような状況は ､
知事の 支持勢力でもある職員団体とも円滑な関係を維持できない こ とに帰結し､ 加えて有
権者の 支持も失い ､ 知事 の 主導性は徐々 に失われて い っ た｡
第4章 ｢鈴木都政 の財政再建+ で は ､ 美濃部都政の残 した財政再建が課題 となり ､ 財政
再建方策の選択におい て歳出抑制方策が中心 に進 められる ｡ 受益者負担の導入や ､ 人員整
理や事務事業の 見直 しなどの経常経費と行政サ ー ビ ス の 両面にわた る歳出抑制方策は ､ 知
事の 長期にわたる行政経験 に裏打ちされた統治術に よ っ て用意周到に議題設定されたた め ､
国と の 関係にお いて も対抗的になる必要は過少であっ たo 都内区市町村と の 関係にお い て
も都の役割は見直され ､ 都の行政的機能は緒小 して いく; 職員団体との 関係でも､ 利益の
供与と不利益の 負担 とを連動させ る こ とに よ っ て ､ 人件費を抑制する方策が実演を上げて
いくの で ある o こ の ような方策の選択が可能であ っ たの は ､ 議会との 関係にお いて ､ 経常
経費抑制を主張する勢力が継続 して多数を有したこ とを背景に ､ それ らの勢力に支持され
て い たからで あるo 執行機関と議会内知事支持派と の協議の 場と して ､ ｢与党連絡会+ が制
度化 された の はそ の証左 で あるo 鈴木都政の 80年代前半期の財政再建は ､ 多くの 政治資
源を通 じて ､ 知事の影響力を効果的に行使できたため ､ 実効的であ っ たの で あるo
しか し､ 80年代後半期の 開発行政と消費税転嫁問題 を期に ､ 知事支持派の結束とい っ た
鈴木都政最大 の政治資源が失われると､ 90年代前半期の ｢バ ブル経済+ 崩壊後の財政再琴
で は ､ 知事の 主導性は動揺した｡ 臨海関連と金融秩序問題な どの課題 - の対処に行き青ま
り ､ 後継 にそれらを託 して退場せ ざるを得なか っ た点が鈴木都政の 帰結と して叙述され るD
次 に､ 第5章の ｢青島都政の財政再建+ では ､ 青島都政が ､ 都市博中止 をは じめと した
行政サ ー ビ ス 抑制方策の選択か ら出発 して い っ た経緯が述 べ られる ｡ こ の方策の選択で は､
多く の賛成ア ク タ ー の動員が前提とされたにも拘わらず､ 知事選挙の経緯にお いて ｢無党
派+ であ っ た知事は ､ 議会か らの 同意を十分に動員できなか っ たため ､ そ の 都政の 開始か
ら動揺を来たす｡ これを期に ､ 青島都政は人員整理や通常経費の 削減に代表 される経常経
費抑制方策に移行 した o これらの方策は ､ 議会内保守 ･ 中道政党の 多数化と経常経費抑制
方策に は対立的で あっ た議会内革新政党の 衰退を前提に ､ 一 定程度成果を得る ｡ 鈴木都政
で人員整理 の受け皿 とされた都の 外郭団体 - の 改革も緒につ ける の である ｡
しか し､ 公共料金の 引き上 げに象徴された歳入増収方策の 選択では ､ 議会内多数派の動
員に成功せず ､ こ の 98年度予算案 - の議会 の評価は ､ 都政始ま っ て以来と い っ た厳 しい
もの とな っ たo 一 旦 ､ 知事の 主導性が弱化す ると ､ 職員団体との 人件費の 削減をめ ぐる交
渉にお い ても十分な成果 は得られなか っ た ｡ 青島都政の財政再建 - の意欲は 旺盛で も､ 多
く の政治資源を有効に活用 し､ 統治組織全体を機能的に動員する こ とはできなか っ たた め ､
その 都政改革の 実効性 は乏 しい もの とならざるを得なか っ たの であるo 同都政は - 一 期で退
場する こ とにな っ た｡
続く第6章の ｢石原都政 の財政再建+ では ､ 財政再建に対 し､ 歳出抑制に加 えて歳入増
大も守備範囲にな っ た こ とが示 され るo しか し､ それらの財政再建方策の 選択とそ の 達成
には少なからず問題もあ っ た ｡ 大手都市銀行 - の 外形標準課税や都内宿泊施設利用者 - の
｢ホテ ル税+ の課税は ､ 地方財政制度の 間隙を狙 っ たアイ デアで はあっ た が ､ そ の制度化
には当初か ら税技術上 の 問題も伴 っ て ､ そ の成果 は必ず しも得られて いな い o 公共料金値
上 げ案も議会内保守 ･ 中道政党の 意向に沿 っ た福祉予算の 増大と連動 した｡ 知事の 主導性
はそれらの政党の意向の 実現と引き換えに成立して い たの で ある｡ 都内区市町村 - の 支出
も従来の 継続で あり ､ 職員団体 - の 人件費抑制対応もそれらの政党に配慮して行われた｡
国との 関係でも要求こ そ強調されたが ､ その 主張の 具体的成果は明確ではない ｡
次に ､ 第7章の ｢都政の 計量分析+ で は ､ 3牽から6章までの 都財政における記述的分
析が計量的に確認され る｡ 美濃部都政の歳入増収方策か ら鈴木都政の歳出抑制方策 - ､ 行
財政改革の方 向が変容 した こ と ､ その後 ､ 歳出抑制の 方向は青島､ 石原都政でも支持され
た ことが 示される o 一 方 ､ 議会内の 政党関係では ､ 革新勢力の 衰退と政党シ ス テ ム の弛緩 ､
政党による政治的動員 の低下が示 されるo こ の ような状況は ､ 革新勢力の党派的動員 の低
下の 中､ その対抗勢力 の保守 ･ 中道勢力でも 一 定の支持が 調達されず､ 有権者の政治選好
の浮遊と して説明され るo 通常､ 諸政党に よ っ て組織化され ､ 政党間の党派的対立か ら構
成される構造的な利害対立 は､ 都政の 有権者 レ ベ ル では起きなか っ たにも拘 わらず ､ 議会
内で は議員選出の制度要因か ら 一 定規模の保守 ･ 中道政党が配置され続けたため ､ それら
の 政党に よる影響力の 行使が継続されて いく ｡ 選挙 レ ベ ル の 代表状況とは異なる代表性が
議会内で は成立 して い た点が提示 される o
｢結語+ にお い て ､ 美濃部都政は諸ア クタ - の 参加 の少ない方策の選択を通 じて財政再
建 を図るが､ こ の ような方策に よる財政再建で は効果は限定されて いたo 参加ア クタ ー 数
の多い方策 の選択でなければ財政再建 の実効性は上が らなか っ たの で ある｡ そ の結果､ 参
加ア ク タ ー 数 の 多い方策の 選択 に移行するが ､ それは支持基盤の動揺を来た したた め美濃
部都政は統治の 主導性 を喪失 したo鈴木都政は ､参加ア クタ ー 数の 多い方策を選択したが ､
そ れが実効的であ っ たの は知事の 主導性を安定的に支持する知事支持派の 存在ゆえである b
しか し､ 80年代末期に知事派が動揺 して以降の 90年代前半期の 財政危機にお いて は ､ 参
加ア クタ ー 数の 多い方策の選択に よる財政再建も ､ 知事支持派の 凝集性の 低下に伴な っ て
知事の 主導性が低下したため成功 しなか っ た｡ これを受けた青島都政で の財政再建は参加
ア クタ ー 数の 多い 方策で はあっ たが､ 議会内にお いて賛成ア ク タ ー の 多くを動員できなか
っ たた め政策変容 を余儀 なくされて いく｡ こ の ため青島都政は世論の 支持に よ っ て登場 し
た にも拘わ らず ､ 議会 ･ 政党重視の 統治方法に知事の主導性 の重点を移行 してい っ たた め
世論の 支持も喪失 した o こ の ような経緯か ら青島都政は退場するの で ある D 続く石原都政
で は ､ 増収方策と い っ た参加 ア ク タ ー 数の 過小 の 方策と ､ 経常経費の抑制とい っ た参加 ア
クタ ー 数の 多い歳 出抑制方策の 双方が選択されたo ただし ､ 政策決定に影響力を及ぼす議
会内多数派は特定勢力 に固定 して い たため ､ 知事 の 主導性はそれらに依存した ｡ 内的に は
政党依存 ､ 外的には世論依存の財政再建で あ っ た o
各 々 の 都政に期間の長短はあるもの の ､ それ らの財政再建 の特徴を仮説的に類型化すれ
ば､ 美濃部都政は参加ア クタ ー 数の 多い方策 - の 変容 とい う点で ｢参加拡大型+､ 鈴木都政
は行政統治術 - の過信に よ っ て自勢力の 離反を招来 したとい う点で ｢支持離反型+､ 青島都
政は政治資源が過少にも拘わらず ､ 参加ア ク タ ー 数の 多い 方策 - 移行 した と いう点で ｢能
力不足型+､石原都政は方策の 選択におい て も議会内政党の 支持調達の 点にお い ても特化 し
た勢力との 妥協を前提 と して い たた め ｢妥協型+ と考えられるo
以上 の ように各々 の都政の財政再建の 成果には相違が提 出されたo そ の 相違は知事の 主
導性甲あり方に依存して い たo 本論文は ､ これを財政再建 とい う統合的なシ ン ボル を掲げ
て ､ 諸ア クタ ー や政治資渡 を - 定方向に動員する ｢統治シ ス テム の 管理+ と し七の政治と
し ､ こ の ような政治が都政で行 われて いたと結論する o
以上か ら､ 第 一 に ､ 執行機関にお ける政策課題の解決策の 選択で は ､ 政策決定者の ア イ
デア や価値等が 政策課題 に影響を与えると いう以上に ､ 財政効果の程度が影響 を与えると
い う点が 挙げられる｡ 財政効果の 高い方策で は利害関係者も多い が ､ そ こ で の主導性 の効
果は ､ 賛成の程度に依存す るか らで ある. つ まり ､ リ ー ダ - には ､ 影響力の ある (より利
害関係者の多い) 問題で 如何に目標通りの 成果 (より多数 の賛同を得る) を得るかが 問わ
れて い る ので ある｡
第二に ､ 議会内政党の 統治活動におい て は ､ 何らかの 価値や利益の考慮 ､ さらに政策理
念等が政策決定に影響を与える とい う点が挙げられる o これは ､ 議会の選挙制度が 中選挙
区制の ため ､ 何らか の価値や利益の 考慮等が政党単位によ っ て相違するため ､ 政策 - の 対
応に差異が生まれ るこ と を意味する ｡
制度論は ､ 以上 の 2 論点を導き出す上で重要で あるo 財政再建の ような政策課題で は ､
財源拡大を図る方策の 選択は ､ 制度上 ､ 中央政府 の硫制下にあっ ため､ その 達成は容易で
はなか っ たとい うこ とで ある｡ 一 方 ､ 歳出抑制方策の選択は ､ 都政の統治 シ ス テ ム 内で の
処理で あ っ たため現実的で あり ､ しかもそ の 点によ っ て こそ知事 の主導性 の効果も大きか
っ た と考えられる｡
地方自治体の政策決定にお いて ､ 政策決定 - の執行機関の 主導性は ､ 政策知識の蓄積に
代表される政治資渡 の 点で ､ 議決機関に優位すると いう非対称性を前提とはす るが ､ 自ら
に有利 な､ すなわち統治能力を高め るような政策を選択す るこ とに よ っ て効果的となるo
こ の ような政策決定では ､ 執行機関は現実的対応 を求められるの に対 し､ 議会内政党や世
論は観念的 ･ 情緒的に対応する場合が多いた め ､ 政策決定の方向は複雑化する｡ しか し､
こ の ような場合にお い ても､ そ の 責任は執行機関に帰す るため ､ リ ー ダ ー は如何なる政策
を選択す るか政治責任 の 点で重要である ｡
本論文は ､ 都政の 不可視性 - の疑義に 一 定の解答 を付 したが ､ 可視的都政 - の言及も都
政研究には欠か せない ｡ これが今後の課題で ある
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第1章 都政研究の 視座
1 . ｢都政が 見えない+
現代日本の 地方政府 を語 る上で東京都の存在を見過 ごすことはできない ｡ 東京都は ､ 日
本人 口の 約 10分の 1を有し､ 数千にも及ぶ地方自治体の 代表的存在で ある｡ また 19世紀
に始まる茸代化以降､ 日本経済の 中心 的存在で あり続けた. さらに ､ 東京都は 日本の 首都
の ため ､ 19 43年の東京府と東京市の合併によ っ て ｢都制+ とい う特殊な形態を与えられ ､
他の 地方自治体には見られない行政組織や機能を有する｡ 国と地方自治体との 関係に酷似
したこ の制度は ､ 特別区を都の 内部団体とするため ､ 束京都は ､ 通常､ 市町村が行う消防､
交通 ､ 水道事業な どの事務を特別 区や ､ 一 部に つ い て は多摩地域の市町村に代わっ て実施
して い る｡ こ の ような東京都の あり方が ､他の 地方政府の道府県政とは異なる所以で あり ､
都政の存在意義にもなっ て い る｡
こ の ような東京都の 政治に つ い ては ､数々 の研究1やジ ャ ー ナリズム の 多く の議論も提出
されてきた｡ 60年代後半以降の ｢革新都政+ で は ､ 環境保全や公害防止 ､ さらに老人医療
費助成な どの 政策が国に先駆けて実施されて ､ 都政は国政に先行したとも論 じられた2｡ 近
年で は ､ 都レ ベ ル での 多党化や改界再編が､ 国政選挙に先行 したともい われた3｡ 中でも国
政選挙の前哨戦として実施 される場合の ｢都議選は常々 ､ それに続く国政レ ベ ル の 選挙の
勝敗を占う指標 として重要 な役割を担 っ てき.た
4+ ともされたの である5｡ さらに ､ 先進諸
国家で政党機能論6が蔑諭されると､ 都政選挙に 関する指標でも共通状況が確蒸され るよう
に な っ た o 有権者の 政党に対する 不信感 の 増大7や投票率 の 低 下8､ 改発支持 な し層
(indepe nde ntv oter s)の増大9や絶対得票率の低下など10､ 政党支持の 流動化11臥 改党機能
の衰退すら想起させ る様相を呈 した の である12｡ こ の ような傾向は ジャ ー ナリズ ム を中心
に既成政党に代わる ｢新 しい政治勢力+ の待望論とさえなっ た18｡ 都政 の影響力とそ の役
割 の重要性は広く認識 され ､ 都政研究には多く の 関J亡♪が集まっ たの で ある｡
しか しながら､ 多く の都政研究の 蓄積にも拘わらず､ これ らの研究は 明確 な都改像を結
ばなか っ たためか ､ ｢都政は見えない14+ とい われて久 しい ｡ ｢都政の 不可視性+ は ､ 多く
の 論者の指摘す るとこ ろで あり15､ 都政論は錯綜 して い る状況にあるo 如何 なるこ とか ら
こ の ように主張される ようにな っ たの か ､ 都政の 先行研究を通じてそ の 要因を探り ､ ｢見え
ない+とされる都政とは如何なるもの か ､ それ に 一 定の解答を付すの か本稿の 目的で あるo
一 般的に は財政の悪化の とき ､ その 改善は既存状況の 変更を意味するため ､ そ こ では既
存秩序に常態化 した諸アク タ ー の反発 は顕在 し易く ､ またこ の ような場合に こそ ､L都政を
代表する都知事の主導性は問われるもの と考えられる ｡ したが っ て ､ 本稿は財政再建を素
材に議論を試みる ことにす る｡
2 . 4 つ の範噴か らなる都政の先行研究
従来､ 都政は大別 して 4 つ の観点から分析された｡
第 一 は都政の選挙研究で ある ｡ 都知事選挙と並行 して都議会選挙に つ い ても分析は いく
つ か存在するが ､ こ こ では最近の 議論を取り挙げる｡
星野潔の ｢首都東京 の 政治と選挙16+ は各級 レ ベ ル の 選挙を扱う｡ 具体的には東京選挙
区の 衆議院選挙 ､ 都議会選挙 ､ 都内区市町村会選挙 ､ 都知事選挙が時系列 ､ あるい は特定
の選挙で分析され る｡ 星野は当論文の 冒頭､ ｢東京の 選挙にお いて その 時代の政治状況を先
取りするような状況が しばしば生 じてきた+ と､ 先ず都政選挙の先行性 を指摘し17､ 65年
の刷新都議会選挙､ 67年の 美濃部都知事の 当選 ､ 79年の鈴木都知事の 誕生､ 89年の都議
会選挙 における社会党の躍進 ､ 93年の都議会選挙 における日本新党の進出などの現象 をそ
の 論拠と して挙げる｡
一 方 ､ 河野武司は 93年の 都議会選挙 を扱っ た ｢東京都議会蔑見選挙の 分析18+ を提出 し
て い る｡ 河野は当論文 の冒頭､ ｢都議選は常々 ､ それに続く国政 レ ベ ル の選挙の 勝敗を占う
指標と して重要な役割を担 っ てきた+ と主張 し19､ 5 5年体制成立以降の 10回の都議会選
挙の うちの 8回におい て ､ 自民党の 勝敗はそ の直後 に実施された国政選挙の結果に連動 し
て い たと指摘す る. 道府県会選挙は統 一 地方選挙の 中で実施されたの に対 し ､ 都議会選挙
は 6 5年の ｢刷新都議会選挙+ 以降､ 沖縄､ 茨城県議選とともに統 一 地方選挙を逸脱して ､
2 年後に行われて い る｡ こ の ように ､ 都政 にお ける選挙は ､ 首都東京の ､ ある い は全国で
最も政党化 した自治体の選挙であ っ たため ､ それに国政選挙が後続す ると､ 都政選挙の 帰
趨 は国政選挙にお ける改党の盛衰を測 る指標とも考 えられ ､ 極 めて注目されたの である｡
しか しこ れらの 見方に は異論もある｡ 村松岐夫は ､ 多党化現象と革新知事の 登場 は ､ 東
京都 より京都府の 開始が早い と指摘する｡ 6 7年の東京都知事選挙で美濃部候補が採用 した
｢確認団体方式+ は ､ 既に 63年の 京都府知事選挙で蟻川候補が取 っ た選挙運動様式であ
り ､ 67年の東京都知事選挙 で初めて使用されたとい うの は誤 りであるとする20.
こ の ような事実認識 の 暖昧さは ､ 67年の 美濃部候補の 勝利が､ そ の 時代の政治状況 を先
取りとしたとす る星野の指摘にも見られ る｡ ｢先取り+をどう定義するか とい う点に加 えて ､
そ もそ も大都市の ､ 社共を中心とする勢力に支援されて誕生 した ｢革新首長+ は ､ 東京都
より早く 63年 に仙台､ 横浜 ､ 大阪､ 北九州 の各都市で登場 して い る｡ 村松は ､ ｢全国を先
取 りするとい う話 しです｡ 最初に どこか に動きがあ っ て ､ 東京がや っ た時に本物 になると
い う全国先取 りが東京の 東京たるとこ ろなんですね｡ 有名 な例は ､ 老人 医療の 無料化です
けれ ど､ これは岩手県の 沢内村が最初ですね｡と こ ろが東京都でやるとそれが全国化する｡
ですか らそうい う意味の全国普及力とい うもの が あると思うんです2 1+ と ､ ｢都政の先行指
標論+ ともい う べ き議論に対 し疑義を呈 してい る｡ 河野の ､ ｢都議選とそ の 直後 に実施され
た国政選挙の結果との 間には ､ 高い連動性が指摘でき る+ との 主張に しても ､ そもそ も ｢国
政選挙の 結果+ とは ､ 日本全体 の こ とを指すの か ､ 東京都の 場合を指す の か ､ こ の 点も詳
らかで はない o こ の ように ､ 都政の選挙研究 に散見され る先行指標論は暖昧さを内在する
にも拘わらず､ 都政の政策評価にお いても取り入れ られるが ､ 必ずしも明確 な定義が存在
す る訳で はない ｡
第二 は 中央 一 地方関係論で あるo 代表的議論に土岐舞の ｢東京の政袷 - 都政と国政の対
抗関係22+ が ある｡ 土岐は当論文 におい て ､ 従来か ら見えない とい われて きた都政は ､ な
ぜ見えない の か と問題提起 し､ そ の要因を国政との対抗性に求め ､ 中央政府との対抗 ･ 緊
張関係が 高まると､ 都政の 可視性 は増すとの 見解を示 した｡ 美濃部都政にお ける都と国間
で対立 した政策を論拠 に東京 の政治は活性化 したとするの で ある｡
東京都は 68年 4月 ､ 従来から国が反対 してきて い た朝鮮大学校の設 立 の認可を､ 政治
的課題と してで はなく単に行政的課題と して処理 した｡ この 手法は ､ そ の後東京都に留ま
らず､ 当時保守系知事で あっ た新潟県政や北海道政にも波及 した｡ また､ 69年の都職員の
給与改定では ､国の指導に従 わず5月 実施に踏み切 っ た｡東京都人事委員会は 69年10月 ､
職員の給与改定を5月 に遡 っ て引き上げるよう知事と議長に勧告したが､ 政府は ､ 国の 場
合では 6月 実施を予定 して ､ 地方自治体もこれにならうこ とを求めてい たため都の 5月実
施は違法と して中止 を指導したの で ある｡ しか し美濃部都政は これに服さず5月実施に向
けて補正予算案を編成した｡ . しか し､ こ の予算案は議会審議の 過程で自民党と公明党に反
対されて否決 された23. さらに ､ 公害対策の 事例では ､ 都は国の 方針 に従わず独自に処理
した ことがあ っ たo 60年代末､ 亜硫酸ガス の 排出規制に関 し､ 都娃国より低い 規準で企莱
規制を計画 したが ､ 国は都の 方針 に難色を示 し実施8=
l
反対 したo しか し都は ､ 68年には東
京電力 ､69年には東京ガス と公害防止 協定を締結し､国の 方針には従わなか っ たの である ｡
そ して 68 年の福祉政策で は ､ 厚生省は老人医療費無料化政策を打ち出したもの の ､ 政策
の調整段階で財政逼迫を理 由に大蔵省が反対 したため､ 同省の 当計画は中止 を余儀なく さ
れ た｡ しか し､ 都はこ の導入 を構想 し､ 国の 時期尚早との指導 にも従わず､ 69年 12月 か
ら 7 0歳以上の老人福祉年金受給者を対象に ､ 老人医療費の 無料化を実施 したので ある｡
こ の 政策は ､ 対象年齢や所得制限は異なるもの の ､ そ の後多くの 地方自治体に取り入れ ら
れて い っ た｡
土岐は ､ 東都政から鈴木都政を射程に各々 の都政を比較分析 したが ､ 都政 の可視性は ､
以上の ような ｢美濃部革新都政+ の場合に高ま っ たという点を強調 してい る｡
第三 は都政の政策過程研究で ある｡ 政策過程の議論で は鈴木都政における都庁移転の事
例 を扱 っ た中野実の ｢大都市テ クノ クラ シ ー と政治紛争 一 束京都庁移転の決定過程 - + が
代表的である24｡
中野の論考は ､ 70年代後半から 85年にかけて争点化 した都庁移転計画の ､ 紛争解釈 の
分析で ある｡ 中野の 関心 はふ たつ あり､ 本稿の議論との 関係 では次の点が興味深い .
Lそれ
は ｢東京都政が対中央関係にお い て どの ように自立的25な政治行政シ ス テム を維持 して い
るか+ とい う点で ある o'中野は ､ 庁舎移転問題は全面的に都自身の 問題という点で ､ 都の
政治行政シ ス テ ム の 自立性 と､ テ クノ クラ シ ー の 下での 政治的動態を見るに は最適で ある
と､ こ の事例を取り挙げた理由を述 べ る｡ そ して ､ 知事の 思惑とは異なり知事支持派の自
民党からの 反対が強硬で あっ た め､ 知事 ･ 執行部を如何に して克服 したか に焦点を絞 っ て
議論は展開され る｡
都庁移転計画は､ 鈴木都政2 期目の 83年以降の財政再建の 達成後具体化 された ｡ 当初､
シ テ ィ ー ホ ー ル建設と して立案され るが､ それが都庁の建設計画で あるという点が審議過
程で明確 になると ､ 知事支持派 の自民党からも反対が噴出 した｡ 知事の 思惑は ､ 単に シテ
ィ ー ホ ー ル の 建設では なく ､ 行政機能の移転で あっ たため 一 気 に争点化 したの で ある｡ 注
目す べ きは ､ 知事支持派 の自民党が賛否の 両勢力に分裂したこ七である｡ 都庁移転に異議
を唱えた自民党議員の 18名は ､ 知事支持派総勢か らすれば必ずしも多い勢力で はなか っ
たが ､ ｢東京都庁の位置を定める条例案+ には､ 出席蔑見の 3 分の 2以上の 賛成が必要で
あ っ たため､ こ の 間題が焦点とな っ た｡ 知事は､ 強硬に反対する 18名から賛成を得るた
め ､ 彼 らの 地元に公共施設の 建設 を公約 して同意させるが ､ こ の ような説得は自民党都連
を巻き込 み行なわれた｡ しか しこ の提案は ､ 85年の第二定例会､ 夏の 臨時議会でも可決さ
れず ､ 同年9月の 第三定例会まで待たなければならなか っ た｡ 定数127 に対 し85 以上の
賛成が必要とされるなか に あっ て ､ 公 明､ 民社両党と自民党の 賛成派の合計は 85 に満た
なか っ たの で ある｡ 三度目の 提出を迎 えた9月 の第三 定例会で は自民党都連の 事前調整に
よ っ て ､ 反対派自民党都議 18名の うちの 8名を本会議で欠席させて ､ 議案を通過させ る
とい う方法が講 じられた｡ そ の 結果 ､ 都庁移転は行なわれ るこ とにな っ たが､ 中野は当論
文の 結論部分で ､｢移転問題 の ような大規模な予算を伴う施策で も､中央政府や国会義負(都
選出議員も含む) の介入 の程度は低く ､ 都政の 国政か らの 自立性は本日対的に高い+ と主張
した26｡
しか しながら､ 中野の 主張に疑義が ない訳で はない ｡ 重要な点はこ の移転計画が国から
の 財源に依存したもの で はなく ､ また国の 許認可 に関わるもの で もなく ､ 都単独の 事業で
あ っ たことである｡ そ うで あれば､ 規模の 大小に拘わらず､ 中央政府の 介入は基本的にほ
存在しない訳だか ら､ 都の 自律性 の高さは自明であり ､ 以上 の ような結論になるの は当然
とい えよう｡ 都の単独事業で あれば､ 中央政府や国会議員が不用意 に介入するとも考えら
れない ｡ 従 っ て､ 単独事業 の 分析を通 じて都の自律性 を主張 しても､ それがそれほ ど意味
の あるこ ととは思われ ない ｡ 仮に単独事業であっ ても中央政府の 介入が あると主張したい
の で あれば､ 規模の差異が変数の 一 つ と して考えられなくもない が､ こ の 事例以上に大規
模の単独事業を分析すれ ばよい ｡ そもそも ､ こ の ような事例が取り挙げられるの は､ 分析
者自身に ､ 財政的に自律 して いれば国からの介入は過少で あるはずとい っ た前提が あるた
めで あろう｡ しか し､ 自律の存在如何に拘わらず､ 中央政府 の方針に異論を挟 めば､ 先述
した土岐の分析の いく つ か の事例でも分か るように ､ 国は都に介入 して 中止 を迫るであろ
う し､ それでもそれを実施すれば何らか の報復措置を取る場合も考えられる｡ 問題は自律
性にで はなく ､ 中央政府 - 対抗性に こそ あるの ではない の か ｡
また ､ 中野はこ の 事例 を通 じて ､ 地方政府の 統治制度で ある 二元的代表制では ｢責任政
府+ 意識が希薄である点 を問題とする｡ これは知事支持派の政党規律の 問題と して読みか
えられるが ､ 彼は ､ こ の 政党規律の 低さの ゆえ､ 鈴木都政は ､ 都庁移転に反対する自民党
一 部勢力の 同意を得ようと ､ 説得の 手段として彼らの 地元に公共施設の 建設を約束した点
を批判す る｡ しか しこ の間題 は ､ 強調され るほど重要で あるとは思われない ｡ 大森禰の 以
前か らの 指摘 にもある ように ､ 二元的代表制にはそもそも与野党関係 は存在 しない の で あ
る27｡ 政党規律の 低さは制度内在的に 二元的代表制に本体予定されてい る特質で あり自明
で ある｡ 政党シ ス テ ム が 二党制の 米国の 大統領制が硬直す る ことなく機能 して いる点を想
起すれば､ 二元的代表制に責任政府の 観念自体を投影す る見方が如何に無意味であるかは
明白で ある｡ それ以上に問題は ､ 二元的代表制 に未だに与野党関係を観念す る､ その無自
覚に こそ あるとい わざる を得 ない ｡ これは､ 制度の相違 を暖昧に したままで ､ 国政の 与野
党関係 と都政における知事と議会の 関係を不用意に同視する前提があるためで あろう｡ 二
元的代表制に与野党関係 を観念 しなければ､ 彼 の 主張する ｢責任政府+ の 問題は当然起き
るはずもない ｡
第四に行政研究が挙げられる｡ 赤木須留喜は 『東京都政の 研究28』 にお いて ､ 日本の 地
方自治の構造的特質の 問題 につ い て議論を展開するo 当論文は序章か ら4章まで の 大部で
あるが ､ 本稿の 関心 に従い ､ 第 2 章の ｢東京市政の 構造+ に つ い ての 議論を取り挙げるc
当論文は ､ 昭和7年の 東京市と隣接 5郡 82 カ町村との合併で は ､ 都市問題 は解決 される
どこ ろか助長され ると して ､ ジャ ー ナリズムや識者､ さらに自治官僚までもの 反対があ っ
たが ､
･ それは どの ような論理 からで あっ たの かを､ 合併前の東京市政の構造か ら麗明 して
い る｡ こ こで都市問題 とは行政上 の自治体と実際生活 をす る社会生活圏とが不 一 致にな っ
たとき生 じる都市化現象とされ ､ 府市に よる二重行政､ 広域化 による住民意識の変化 (政
袷 - の無関心)､ 腐敗政治の 3点が挙げられて い る｡ 赤木 の高論を紹介しよう｡
明治44年の市制 ･ 町村制の 改定は ､ 明治2 1年に制定された プロ イセ ン型の ､ 市長とそ
の補佐機関である市参事会とを連痕した合議制執行機関方式を廃止 して ､ 新たに市町村吏
負 - の 市長 の人事権限の 強化と､ 独任制の執行機関を採用 した｡ 政府はこ の 改定によ っ て
昂揚 した政党政治を沈静化 して ､ 行政権の強化を図ろうと
`
した｡ しか し､ この 改革ほ ､ 論
決機 関に よる執行部の 選出という市長の 間接選挙を維持 してい たため､ 不完全で あっ た｡
つ まり ､ 執行機関に自治体の 代表機能と委任事務の 一 端 を担う国 ･ 府の行政庁として の機
能 の 両面を並存させて いたの で ある｡
折り しも大正デモ クラ シ ー に よ っ て市政が政党化 したため ､ 国会議員と市会議員とは相
互依存関係に立 ち､ 利 益政治 が引き起 こされた｡ 政党政治 の弊害､ いわゆる ｢党弊+ が市
故 にもたらされたの で ある｡ また行政庁と して の市で は ､ 委任事務の 執行監督権が政府 に
掌握されて い たため､ 許認可は官僚と政党との協調関係で処理された ｡ 政治家と官僚は癒
着して ､ 腐敗政治が市政に横行 したの で ある｡ しか し､ こ の ような市政は ､ そ の監視役 と
して期待された ｢革新的政党+ が諌会内で少数であ っ たた め解聯されず ､ そ の結果有権者
の政治不信が高ま っ たと､ 赤木は述 べ る｡
こ の分析を通 じて ､ 赤木は ､ 不完全な二元的代表制と政府 による行政統制と いう構造的
問題 が ､ 市政 に腐敗政治と住民の 政治的無関,bを醸成 したと指摘し､ こ の ような問題を抱
えたままでの 合併で は ､ 市政と同様 の 問題を引き継ぐこ とになると､ 不完全な地方自治 の
構造的特質を温存した ままで の合併に警鐘を鳴らすo
ただ､ 赤木 の議論 にも疑問がない訳ではない ｡ そもそ も合併はなぜ忌避される べ き対象
なの かとい っ た点 - の 説明が 見られない ことであるo 合併 - の 反対理由はいく つ か挙 げら
れ るが - も っ ともこれが こ の論考の 実証部分にあたるが - そもそも合併自体の どこに問題
が あるの か につ いて は説明されない｡ 自治にお ける構造的特質がなければ合併は賛成され
得るもの か ､ 自治 にお ける構造的特質が解消された後でなければ合併は行 い得ないもの か ､
赤木 の議論で い えばこ の ような論理 になる｡
こ の ように都政の先行業績を検討すると ､ 次の ような重要で未開拓な研究課題が残 っ て
い るこ とが分か る｡
す なわち第 一 は ､ ｢木を見て森を想像する+議論が行われて い たというこ とである｡ つ ま
り ､ 都政の 一 部の 分析で あるにも拘わらず､ そ こ で得られた知見をも っ て都政全体を理解
したとの認識 に立 っ て い たという ことである｡ 都政の先行指標論ともい うべ き議論が こ れ
に該 当 しようo しか しこ の ような議論は ､ 都政の 断片的な理解には貢献 して も､ それを
一
般化す る ことは適当で ない ｡
第二 は ｢理念先行型+ で あっ たというこ とである｡ 価値的関心と現状分析との 間に帝離
があっ た｡ たとえば､ 国政の 政権党と異なる党派性の 知事の 登場は ､ 国政の 政党政治崩壊
の 予兆とさえ考えられ ､ 都政に対す るこ の ような価値的議論 が先行 したため ､ 実際に日常
的に行われて い た現実政治 - の 理解が唆昧にな っ た｡ 中野の議論 に しても､ 財政的に自律
してい れば政府の 介入 の程度は低いとの前提に立 つ か ら､ 都が独自に ､ 庁舎建設用の 特定
基金に よ っ て行 っ た事業で あっ ても ､ その規模が 巨大で あれば政府の介入 はあるの では な
い かと想定するこ とに もな っ たので ある｡ さらに赤木に しても ､ 合併その もの に対す る理
由では なく ､ 別 の要因に よ っ て議論を行 っ たo これで は合併をする環境セはない から合併
は良く ない とい っ て い るに過 ぎない ｡
これらの先行研究は ､ 都政の部分的理解や ､ あるい は特定の意図を持 っ た党派的理解に
は寄与 したと しても､ 都政の 統 一 的な理解には貢献 しなか っ たといわざるを得ない ｡ しか
も､ それ らの 研究は赤木の場合を除けば主に論文で あり､ 単行本と しては 90 年代中葉の
『シリ ー ズ東京 を考える29』 が あるが ､ これとて多人数によ る論文集で しか ない o しかも
これらは部分的理解の 分析例で あり80､ 増 して単著となればそ の存在は寡聞に して知らな
い31｡
こ の ように ､ 都政研 究は 一 貫 した視座から統 一 的に検討され てい るわけで 柱なく ､ 断片
的に しか分析されて い ない ｡ 如何に部分的理解を重ねても､ それ壮部分的理解の 累積以上
の もの では なく ､ 直ちに都政全体の 理解が進む訳で はない o これらの研究は都政の 統 一 的
理解には結び つ かなか っ たといわ ざるを得ない ｡ こ の た め ､ ｢都政は見えない+ とい っ た結
論にならざる を得なか っ たと考えられる｡ ゆえに ､ 都政研究 - の 課題と しては ､ 第 一 に ､
都政を長期間にわたり網羅的､ か つ 一 貫 した視座 から検討することが必要であり ､第二 に ､
その ような検討には ､ 憲法を始め関係法令の規定する地方公共団体存立の 原則に立ち返 る
必要が ある｡ 憲法 を始 めとする関係法令の定めで は ､ 地方公共団体存立の 基本原則は ､ 自
治の保障とそれを達成するための 統治の制度化が蘭われて い るの である.
地方政府 の統治制度は どの ように議論されてきたの か ､ こ の 点から議論を始め るこ とに
しよう｡
3 . 統治の ｢量+ 論 から ｢質+ 袷 -
関係法令の 規定す る地方政府の 統治制度は 二元的代表制である｡ これは ､ 執行機関の 首
長と､ 議決機関の 議員とが各々 公選されるこ とで ､ 権力の 抑制均衡を保持するもの である32｡
しか し､ こ の ような教科書的な理解とは異なり ､ 現実には首長と議会の 相互 関係の 評価を
め ぐっ て首長優位が主張されて久 しい33｡ 高木鉦作らに よれば､ それは第 一 に､ 戦前以来
の 執行機 関優位の 体制が戦後改革で も継続され ､ いく度か の地方自治法の 改正 によ っ ても
地方自治体の自主性 の確保 は欠落し､ 議会の 審蔑対象 にすらならない機関委任事務が戦前
以上に増したか らで あるとされて い る34o また ､ 工業化 の進展 に伴う社会的 ･ 経済的環境
の 変容で ､ 従来は私人間であるい は社会的な次元の 問題として処理 されてきた経済活動や
生活領域に ､ 行政の 介入 が不可避にな っ たo そ の 一 方で ､ 選挙権の拡大に伴っ て大衆の社
会的 ･ 改治的進出は 旺盛になり ､ 行政と有権者との 相互 関係も緊密にな っ た ｡ その ような
行政需要に応 じて行政の 専門性も事務量も増大 した ｡ その 結果 ､ 行政機音別ま増大 し､ 議決
機 関以上に執行機関中心 で地方行政は機能するこ と にな っ て ､ それが首長優位に帰結した
とす るの で ある35｡
首長優位は権限と い っ た指標か らも説明され る86｡ 首長の自治事務における執行権は概
括例示主義で規定され るの に対 し､ 議会の議決権は制限列挙主義で規定されるという点の
相違がそ の鋭明で ある｡ 地方自治法 149条によると､ 首長に は予算の作成 ･ 執行や決算の
作成､ 課税 ･ 使用料や財産の取得 ･ 処分､ そ して公共施設 の設置などに関する条令の作成､
公文書の保管など､ 幅広く包括的な権限が制度化 されて い るの に対 し､ 同法 96 条による
と ､ 議会の議決権限は ､ 条例の 制定 ･ 改廃や予算に対する議決 ､ 決算の 認定､ 課税 ･ 使用
料などの 条令案に対す る議決 ､ 契約の 締結や財産の 取得 ･ 処分などに対す る同意など､ 明
示 された点にその 権限は 限定されてい るという｡ また同法 112条によると､ 定数の 8分の
1 以上の議員の 同意に よ っ て提案できるの は ､ その 他の議案の提 出であっ て ､ 議員の提出
権は予算案には及ばず､ 地方自治法 は議員権限を制限的に取り扱 っ て い が 7. こ の ような
制 限的な議員権限は ､ 首長 の権限に比較してその 格差は歴然と してい る｡
東京都 の場合で見て も､ 19 67年から2000年までの 34年間の ､ 予算､ 条例 ､ 契約 ､ 人
事に対する知事提出全議案 8,60 3本 に対する調査38で は､ そ の 間登場 した知事の任期中に
おける議案の 可決率は極めて高か っ た｡ 12年間知事 の座 にあっ た美濃部の場合では97% ､
それ に続く 16年間在任 した鈴木の場合で は99 %､ 僅か 1期の青島の場合でも 94%､ さら
に石原の場合(ただ し2年間に限定)に至 っ ては 9 9 %という可決率が得られて い る｡
こ のような地方39行政の 視角と は異なり､ 大原光害らに よる地方行政と地方政治の 二 つ
の 視角か ら首長 の優位 を論 じる立場もあっ た40｡ 大原らによると ､ 高度成長期の京葉湾岸
地域における大規模地域開発は ､ 地域住民の福祉の発展や自治体財政の 充実を目的に開始
されるが ､ そ の 内実は ､ 地元住民の犠牲に よ っ て進出企業の 利益を確保 しようとするもの
で あっ たと いう｡ そ の 工業化の 決定過程は ､ 国から県 へ 県から市町村 - と､ 政策が下降
して ､ 国の誘導政策と して浸透した｡ こ の ような政策の 下降局面における地方政府の政策
決定は ､ 首長 を通 じて企画部門を中心 に議会を迂回する行政主導の形で行われたため ､ 住
民の 意思は反映されなか っ た｡ 執行機関の議決機関に対する優位のもとで ､ 議会に よる民
主的統制は排除された こ とを論拠に首長優位が論 じられた の である41. これ には宮崎隆次
に よ っ て 学問的な疑義が提 出され､ 検証が行われて い る42.
こ の ような首長優位論 に対 し､ 松下圭 一 は ､ 革新自治体か否かを選択する首長選挙が産
業の高度成長か ある い は地域の 平和や福祉環境保全などかの 政策選択を事実上担 っ たと し
た｡ 彼は ､ 議会の政策形成機能の脆弱性は住民の投票に よる政治参加 とい う方法に よ っ て
補完され たと して ､ 首長優位論 を批判した43｡
一 方､ 首長優位論に正面か ら対峠する村松岐夫らに よる散会機能を重視 した見方も提出
された44｡ 村松らは地方議会の機能が劣位である点に対する厳 しい 批判や ､ 地方議会自体
改善される べ き点が多々 あるこ とを認めながらも､ 地方議会に存在意義を見出 した｡ すな
わち､ 地方議会は法的地位の点で首長に比 して遜色がない にも拘わらず､ 従来の議論は法
的潜在力を現実化する条件の提出に無自覚であっ たがゆえ､ 議会無能力論 (- 首長優位論)
の 定着が進行 したと述 べ た｡ 議会無能力論は ､ 意識的に しろ無意識的に しろ議会を取り巻
く特定の 条件や環境を前提として い たが､ 条件が異なれば議会無能力論とは異なる諸相が
顕在化するとした｡ つ まり ､ 大規模自治体の 地方議会に属する政党化 した個々 の 議員は ､
当選回数の累積を通 じて政策に関する専門的能力を開発 ･ 発展させ ､ そ の能力を向上させ
る こ とが可能とな っ たとい うの である｡ こ の ような経験を蓄積した個々 の議員の 明示的影
響力は増 し､ それが議員を包括する読会内政党 ･ 会派にも波及 し､ 重要問題に対する政党
･
会派間の 交渉､ 妥協の 際には ､ 政党 ･ 会派は首長 の決定内容に強く介入でき るようにな っ
たと･ いう. しかも議決 に伴う議員数とい う数の影響力は 一 層議会の 能力を､ 政策決定とい
う局面にお いて 強力に したと主張 した46. 嶺会機能論は ､ 政党化の 進行 した大都市や 中核
都市では政党が主要なアク タ ー とな っ たため議会 の影響力は 一 層強力になっ たと述 べ た.
換言すれば ､ 大規模地方政府の 議会における政党化の進行が ､ 議会機能の 強化を促 したと
い うことで ある46｡
こ の ような点を片岡正昭は首長の 分析を通 じて補強 した｡ 従来の地方政治研究は ､ 国政
と地方政治の 間の 行政 ル ー トの 関係 の分析と､ 首長 の政治的特徴に関する議論とが中心 で
あ っ たた め､首長 の権限やそ の影響力が象徴的に過剰に取り挙げられたとする｡ この ため､
首長研究がさも地方故治の 解明 - の有力な接近方法の 一 つ であるとさえ誤解された と反論
を加 える47｡
こ の ように ､ 地方政府 の統治制度をめぐる代表的な議論は首長と議会の ｢強さ+ ｢弱さ+
をめぐる論争と して展開されてきた48｡
しか し､ 首長優位論 - の批判も首長優位を根拠付ける要因 へ の直接的な批判ではなく ､
新たな基準に よる別の観点か らの もの であり ､ そ の 批判の 根拠 はあくまで相対的な見方 の
提示で しかなか っ たため ､ そ の批判には自ずと限界を伴なわざるを得なか っ た｡､何れが優
位で あるか を測定 し確定する ことは ､ 方法論的な問題が絡む こともあ っ て容易で はない ｡
仮に首長の 政策過程や重要な予算決定過程 の立案段階 - の議会の介入の程度が大きく なっ
て い る点を理由に ､ 議会 は優位で あるとしても ､ そ の 内実は ､ 首長の統制の 仕方の 変化や
新たな役割分担､ ある い は相互 の 了解の 可能性 を残 して い るとも考えられ る49｡
こ の ように ､ 特定の 対象の 観察が 一 般化されたり ､ 分析理論 - の 関心 の弱さは 8 0年代
前後から蓄積されてきた多くの 地方政治研究に見 られた共通現象である50｡ しかもこれ ら
の研究で は ､ サ ー ベ イ ･ リサ ー チによるもの が多く ､ 議会機能論以外にも ､ 首長や職員機
構 の研究51､ 大都市政治 の総合的研究62カミある.
首長か議会か ､ 何れが優位で あるかに つ いて の ､ 観察可能の 指標によ っ て の把握は ､ 基
本的に強 い首長 に対 し反証をいくら提出 しても ､ そ の 証拠自体に方法論的な不確実性が内
在されて い る以上 ､ 所詮印象論程度の議論で しか ない ｡ 議会が首長より影響力を持 っ て い
るという証拠をいく ら蓄積しても ､ その 蓄積を以 っ て議会が首長より優位であっ たこ との
実証 にはならない ｡
そもそも特定の ア クタ ー が能力 を持 っ て いたと して も､ それを運用できなければ意味は
ない ｡ ｢持 っ て い るこ と+ と ､ そ れを ｢運用す るこ と+ とは本来異なるもの だか ら､ 持 っ て
い る ことに意 味があるの で はなく ､ それが どの ように機能 したか にこ そ意味はある ｡ ゆえ
に ､ 特定の ア ク タ ー の 能力 - の判断は ､ 究極的に はそ の アクタ ー の運営能力に対する評価
に ならざる を得ない ｡
こ の 点で本論文は ､ 執行機関の優位に対 し､ 一 定 の 条件下では議決機関の優位の存在を
提出 した ､ 両者の相対化 を含意する議論に対 し､ 財政年機時における執行機関と議決機関
の相互関係 の あり方で は執行機関の 権限を前提 に ､ 両者の調整の 必要性の 点で ､ 疑義を呈
し､ こ の議決機関の 優位を主張する議論とは異なる､ 両者の 関係 は特定の課題の 改善を目
的に ､ 調整 される過程 として把握される見方 を提示する｡ この 見方では特定アク タ
ー の運
営能力の 行使として の調整 の政治過程に関心が あるため ､ 両者の相互関係は ｢質+ 的特徴
と して検討される ｡ こ の 見方に立 てば､ 権限や影響力 の所在はい うに及ばず､ それらの 行
使 の 状態が如何なるもの で あ っ たかも把握でき る｡ で は､ こ の ような政治とは如何なるも
の か ､ それを次に検討す る｡
4 . 政治と して の都政
従来 ｢政治+ は どの ように捉えられてきたの か ､ 伝統的な政治像は ､ 公的意思決定過程
に携わる人々 や集団の行為や相互関係を政治と捉 え､ そ こ に政治の姿を見ようと した53｡
こ れは政治過程 に政治の 現象を求める見方で ある｡ こ の見方では ､ 政党､ 圧力団体､ 主導
性 などとい っ た領域が政治の 中心 をなすもの と して登場する｡ こ こ に見られる政治は常々
の 集団の 自己主張や利益 をめ ぐる競争と角逐と して表現された｡ したが っ て ､ こ の ような
政治は ､ 各々 の集団が公的意思決定過程に対す る影響を介 して その利益の極大化 を図る競
争的活動とみ なされたの で ある｡
これに対 し､ 権力中心の 政治も提出された｡ ウ ェ ー バ ー の 『職業としての 政治』 の 中に
現れ る政治が そ れで ある54｡ そ こで は ､ 国家とい う団体の指導及び ､ その 指導の 及ぼす影
響が政治と規定された｡ すなわち､ 政治に参加する者ほ何か他の 目的に奉仕するための 手
段と して権力を求めるか ､ あるい は権力が与える優越感 を享受するための 手段と して ､ 権
力自体の た めに権力を欲するとい うの であるo こ e)
L
場合､ 国家は ｢合法的な物理的強制力
の 独占+ と して体現され るため､ 政治ほ権力追求と同義とされた｡ 政治を権力 の中心 に見
るとい う発想は ､ 政治現象を敵対関係の存在を前提 に考えられていた｡
そ して ､ 現在最もポピ ュ ラ ー な政治像と して定着 した観の あるのが､ イ ー ス トン の提出
した 政治シ ス テ ム論に見 られ る政治で ある65o 彼 に よると ､ 改治シ ス テム は ｢社会に対 し
て行われる諸価値の権威的配分(the authorita ria n allo catio n ofv alu efo r s o ciety)+ として
特徴付けられ る｡ こ こ では人間の 求める価値の稀少性とそ こ から必然的に起こ る対立を解
決す るために ､ 政治シ ス テ ム が拘束力の ある諸価値の 配分を行わなければならない ことが
描 かれる｡ こ こ に い う､ ｢権威ある拘束力の ある決定+ とは ､ 配分を求める人々 を決声に よ
っ て拘束 し､ そ の決定を彼 らに受け入れさせ る こ とで ある｡ こ の ような ｢諸価値の 権威的
配分+ が人類始ま っ て以来存在してきたという点で ､ こ の 議論は政治シ ス テム の継続を前
提と して い るため ､ 歴史 の展開は政治 シ ス テ ム の形式の変化と して理解された｡ したが っ
て ､ 国家で あ っ て もそ の シ ス テ ム の 中では - コ マ の 存在に過ぎない とされる｡ イ
ー ス トン
の こ の ような政治像 はより 一 般的理論と して定着したの で あるo
しか しながら､ 本稿は ､ こ の ような従来の政治 の 理論 とは異なる政治を提出する ｡ 従来
の 観点と本稿の 主張す る観点の最大の相違は ､ 政治を観察する際の視座にある｡ 従来の観
点は ､ 視座を政府の外 に置い てい た｡ そこでは ､ 政府は観察の対象とならない ばか りか ､
それ - の 関心すら希薄で あ っ た. たとえば､ 第 - の過程に見られる政治は ､ 政治の場に登
場するアク タ ー 間の影響力を測定する ことに 関心 があっ たため､ 諸アク タ ー 間で如何なる
影響力が行使されて い る の かを場外から観察して いた｡ しか し､ こ の ような見方に よ っ て
財政危機 - の対処を説 明するに は限界がある｡ すなわち､ 政治過程におけるア ク タ
ー の影
響力 を測定することで ､ 仮に特定の アクタ ー の 影響力が大きいとい うことが確定 しても､
そ の 影響力が財政危機の 改善とい っ た財政再建 に関 して機能しなければ意味は ない からで
ある｡ 影響力の 確定自体が財政再建を説明する こ とに直接つ ながる訳ではない の で ある｡
･また第二 の 権力自体を政治 と見る立場も ､ 国家自体を権力と同視して ､ 国家は権力 によ
っ て対象を如何に指導 して い たの かを観察して い た｡ こ のとき国家自体はブラ ッ クボッ ク
ス と して扱われてい たため ､ 当然その 中に立ち入 っ て観察が行われて いた訳で はない ｡ こ
の ような見方は国家の あり方を示すもの では あっ ても､ 諸アク タ ー を動員して何らか の 問
題 の 解決を目指す モ デル とはなり得ない ｡
さらに第三の政治 シ ス テ ム と して政治を把握す る立場では ､ 政府自体もひと つ の アクタ
ー と して捉えられて い たため ､ 当然に して政府は検討の 対象外であっ た｡ 政府と他の諸ア
クタ ー 間で の価値の 配分をめ ぐる状況が場外から観察されるの である｡ こ こ では シ ス テ ム
の維持と安定が究極の 目的と されてい るため ､ 何事か を為 して現状の変更を迫る ､ あるい
は特定の 目的の ために資渡を動員 ･ 調達する ､ 本稿の 場合の モ デル にはなり得ない ｡ 本稿
での 調整 はあくまで動員 ･ 調達の 一 手段で しか ない o 権威的配分自体が調整過程を意味す
る こ の 議論とは異質で ある ｡
本稿の 主張する政治は ､ こ れらと柱逆に ､ 政府内の 政治の 行われる ｢場+ に視座を置く｡
こ の政治では ､ 何らか の 問題に対応するため ､ 特定の アクタ - による諸アクタ ー の 動員 ･
被動員の 関係 を､ そ の特定ア クタ ー の側から観察す るため ､ こ の ような場の 中に視座を置
か なければ政治の 姿は見えない ｡ 諸アクタ ー は如何 に動員されたの か ､ その 動員の方法に
本稿は関心 を払うの で ある｡ 視座 に対す る羅識の 相違は新しい政胎像を提供す るが ､ こ の
ような相違は無視できない意義を有する｡ 政府内にお けるアクタ ー の 動員 ･ 被動員の 関係
と いう問題意識は ､ 従来の研究には欠如 して い た 点で ある｡
で は ､ 政治が行われ る場 の集合と して捉えられる政府とは如何なる存在か ､ それを検討
して ､ 本稿の 述べ る政治を具体的に説明する こ とに しよう｡
そもそも政府とは ､ 制度的秩序と公的決定に携わるアクタ ー からなる総体と考えられる
が､ こ の ような政府は ､ 一 定の制度に従っ て権力を持つ アクタ ー を成立させ ､ そ の アク タ
- が活動す る目的を定め ､ そ の 目的遂行の た めの 権限行使 の範囲とその行使手続き を確定
す る｡ こ の ような制度の 上 に公的決定に携わるアク タ ー 群 を位置付ける｡ こ の ように して
成立 した政府 は ､ 何 らか の 目的に支えられたひと つ の組織になるであろう｡
政府 が組織化されるために は､ 目的で あれ ､ 機構で あれ ､ あるい は諸手続きであれ ､
一
定 の 制度化 が必要で あるため ､ 政府に対する選挙民や社会集団の支持や要望は ､ こ の よう
な制度に よ っ て秩序付 けられる｡ そうすると ､ 政府は簡単に は操縦できない存在となる た
め ､ 環境の変化 に応 じて敏感に反応するこ ともできなくなる可能性がある｡ 政府 の制度や
組織 は 一 旦活動を始め ると､ それ自体が硬直化 し､ さらに政府を担う集団に よ っ て ､ 改府
機能は再生産されるため ､ 益々 現状は変化 しにくく なる｡ しかも､ 政府を運営する の が公
的組織とい うこ とになれば､ 組織の 自己目的化も図られやすく ､ その 変更は強い
一
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思表示や外部か ら圧力とい っ たもの に依存しなければ､ 起きにく い ｡ もちろん制度が欠如
して も政府は安定しな いが ､ 制度化が過度に進展 しても､ 政府か ら自由を奪うとい っ た悪
循環が引き起こ される可能性があっ て ､ 政府 は安定 しない ｡
こ の ような組織の 自己強化の 運動力学は､ あらゆる組織に 見られる現象で あるが ､ 政府
の 場合には硬直性 の増大や組織の自己保存にもなる ｡ こ の ような点で ､ 政府は ､ 社会や経
済の状況の 変化に柔軟に対応できず､ そ の組織原理 に基づき ､ 従属変数と いう より独立変
数 と して独自に対応す る余地すら持 つ の である｡
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こ の ように ､ 政府 の社会に対す る相対的独立性 は確か に強力であるが､ かとい っ て 一 旦
政府が外的危機とい っ た事態に直面す ると ､ 政府 は社会を動員しつ つ ､ 上からの ｢革命+
を試みなけれ ばならない ｡ こ の ような ｢革命+ は､ 政府が社会の直接的要求に抵抗して ､
秩序や平和の 維持活動に奔走するな どの問題の 場合に典型的に見られ る｡
また ､ 一 方で ､ 政府の あり方は集団の結成や活動を促 し､ あるい はそ の活動 を定型化 し
た り ､ 争点をコ ン ト ロ ー ルする上で ､ 無視できない影響力持 つ ｡ その 意味で は､ 政府 は社
会的諸力に受動的に対応する だけでなく ､ それを誘導し､ あるい は間接的に規制する機能
も果たすの で ある｡
こ の ように ､ 政府と社会的集団との 関係 は決 して 一 方向的なもので はなく ､ 複雑な双方
向で ある｡ こ の ため､ 自治の 内実は ､ 公的なるもの を如何に運営 ･ 管理するの か とい う点
にある｡ つ まり､ 都政の運営 ･ 管理 を如何 に進 めて いく のかという点が問題となるの であ
る . この 点で本稿の 主張する ｢統治 シ ス テ ム の 管理+ という ｢政治+ は､ リ ー ダ - が政府
の 運営 ･ 管理を如何に実行するの か に焦点を当て る｡ リ ー ダ ー 柱政治活動にお ける政党､
官僚､ 利益集団､ 有権者な どの諸ア ク タ ー を動員 して政策を決定し､ さらに社会の 求める
欲求を社会に還元するこ とが必要で ある｡ そ の際 ､ 政治と社会 とを媒介す るの はリ ー ダ ー
の主導性である｡ こ の 主導性は政拍活動を通 じて ､ 政治に携わるものと ､ それを受け入れ
る者との 間にお い て ｢支持+ と｢受容+ という形で行われる｡ リ⊥ ダ ー の権力は有権者の
了解と承罷 の上に成立 するの で ある｡ そ の 権力の 運用が濫用されなければ､ 社会は受け入
れるが､ そうでなければ社会は納得せず､ 世論の 噴出や ､ 選挙にお ける参加 に よ っ て彼は
統御されるで あろう｡
こ の ため ､ 如何にリ ー ダ ー の主導性が実効的で あっ たかが重要である. しかも ､ 一 定 の
主導性 を介 して現状を改善させ る こ とは ､｢誰もが しなければならない+政治で 桔あ っ ても､
｢誰もができ る+政治で はない から､ こ の 政治で はリ ー ダ ー の 主導性の 実効性 が問われる｡
時々 の 状況 に応 じて政策を決定する場が異なれば､ そ こ に参加するアクタ ー にも異同が
生 じる｡ しか し､ ある場 に参加するアク タ ー は ､ リ ー ダ ー と坂に敵対関係に あっ て も､ 特
定の 問題 - の 対処に関し同 じ目的を持ち､ そ の 目的遂行の ため 一 定の制度を前提 に同 一 方
向に動員され る｡ こ の ような過程 は ､ 参加アク タ ー の自律性を 一 定程度制限 し､ 一 定の 方
向に参加ア クタ ー を動員するメカ ニ ズ ム で あるため､ こ の リ ー ダ ー が ､ 他 の 参加 アクタ ー
を説得 ･ 納得 ･ 同意させて ､ 如何 に動員できるかが焦点に なる｡ こ の決定作成過程では ､
究極的には選挙民や世論 も動員の対象となり､ またこ の ような過程は選挙民や世論 の間接
的統御も受 け､ 評価の 対象に なる｡ こ の ような見方は ､ 諸アクタ ー の 動員方法と ､ それに
対する間接的統御者の 評価 - の 関心で もあるため ､ リ ー ダ ー の 主導性 の あり方を問う議論
となる ｡
お よそ ､政策産 出を基本的に左右する歳入と歳出か らなる政策資源の再調節に は ､選挙 ､
改策形成､ ア ク タ ー 間交渉などを実施する統治機構 が必要である｡ そ の場合｢統治+とは ､
特定の少数者による権力行使を意味 し､ こ の ような少数権力者が､ 権力行使の 対象に国家
の領土と､ そ こ に居住する領民を支配するため ､ 支配の 手段となるの が ｢統治機構+ で あ
る｡ 統治機構は政治の ｢しくみ+ であり､ ｢装置56+ とも見られるが ､ こ の ような装置の形
態が ｢政府形態+､ ある い は ｢統治形態+ に他ならず57､ 民主主義国家では議院内閣制 ､ 大
統領制などの 政治制度が これに対応する｡ これらの統治制度か ら構成される政府は ､ 社会
ll
一 般 を統御す る装置となり ､ 社会の 運動 に 一 定の 方向付けをする58. そ の際重要なのほ政
策出力を具体化 し､ それを貫徹する ｢政府権力+ の必要性であるo 通常こ の政府権力は ､
規範の 決定権力として の 立法 ､ 規範の 執行権力と しての行政､ そ して規範の適用権力と し
て の 司法とい う3権力か ら制度化される｡ この ような権力を有する政府は ､ 第 一 に政策の
決定機関である議会､ 政策の執行機関と しての行政官庁を含め､ さらに裁判所 の 司法 シス
テ ム を含め ､ 統治に関係す る機関全体を包括するアク タ ー として把握される59. これらの
権力 を構造化する政府 の統治活動 を実行する仕組みが ､ ･ ｢統治シ ス テ ム 60+ であり ､ ｢目的
活動 を効率的か つ 能率的に達成するため ､そ の組織態勢そ のもの の推持発展 をはか る機能+
を ｢管理(m a n age m e nt)+ とすれば､ ｢統治シ ス テ ムの 管理+ は ､ ｢制度の 運用 を機軸と し
て参加を調整する動員メカ ニ ズム+ で あり､ 具体的には ｢政府の 統治活動 を効率的か つ 能
率的に達成す るために ､ 政治権力を包括 した政府組織態勢の維持発展を図る こと+で ある61｡
地方政府を取り巻く多様 な環境の 中で ､ リ ー ダ ー に よ っ て 一 定の 目標を指向 して上位政府
あるい は下位改府 ､ さらに地方政府 内の 諸アク タ ー との調整 ､ 了解､ 合意を経て ､ 政策形
成､ 決定を行う｡ この ため､ ｢統治 シ ス テ ム の 管理+ は ､ ｢管理+ とい う概念か ら直ちに想
起 され る ｢効率+ や ｢能率+ とい う言葉に象徴され る､ いわゆる ｢最小費用 による最大効
果+ とい っ た経済性の要請にの み応答する ので はなく ､ 諸々 の変動に よる政府の 自己回復
能力の 喪失状態を､ リ ー ダ ー が如何 に して新秩序に移行するかとい う､ す ぐれて政治的な
課題 に応えるメ カ ニ ズム で ある｡
都政の 文脈で換言すれば､ リ ー ダ ー には ､ 特定の課題に対して ､ 一 定 の ル ー ル 等の下で ､
予算編成､ 収支見積もりと均衡の確保 ､ そ の ため の収支の 状況 ､ 予算の執行 にあたっ て の
財政上 の 統御等 々 の行政活動 を直接的 には政策決定作成に関わる諸アク タ ー を動員し､ ま
た こ の ような過程は究極的には有権者や世論をも動員 して都政を秩序立て て実行 して いく
こ とが求められる｡ こ の過程は ､ 統治シ ス テ ム の究極的対象で ある都民や ､ メディア に代
表され る世論によ っ て 間接的に統御され､ 評価され る｡ こ の評価は政治活動や選挙を通 じ
て統治シ ス テ ム に還元され､ リ ー ダ ー を中心 に した諸ア クタ ー などを間接的に統御するた
め ､ 統治 シ ス テ ム に関わる諸アクタ ー は､ 選挙民や世論の動静をも意識せ ざろを得ない .
したが っ て ､ 統治シ ス テ ム の 管理は非前進的 (後ろ向きの 作業を伴うとい うこと) な面
を持 つ ｡ 財政再建で は ､ 歳入で は負担の増大を､ 歳出では既存利益の削減と いう現状の 変
更を迫るため現行 に不利益を強制す る｡ こ の ような都政の応答には ､ 広く都民 - の説得と
都民の受容を伴うため多くの エ ネル ギ ー が必要に なる｡ 可能であれば回避 したい 事柄で あ
る｡ しか し､ 困難性を伴い ながらも､ 統治 シ ス テ ム の 管理が行われなければ､ 自己復旧は
容易で はなくなる｡ 中央政府 から自律的で ある半面､ 産業社会の影響を受けやすい 財政構
造に なっ て い るか らで ある｡
統治シ ス テ ム の管理 は実践的で ある｡ 財政的自律性が高い と ､ 国に依存する度合い は確
かに過少で あるが､ 自己管理を任されて い るだけに ､ 厳格に ｢ 定の 標準 に照 して統治でき
ない となると､ 逆に国の 管理化に置かれる可能性が ある｡ 特に首長や議会の 地方政府 の中
枢部門は ､ 権力自体を行使する立場 にあるため統治の管理は暖昧になる可能性が高い ｡
統治シ ス テ ム の 管理で は判断性も求められる｡ 時々 の 政権が行う政策では ､ 前政権か ら
の ｢継続+ と ｢遮断+､ 一 定 の政策の ｢強化+ と ｢弱化+､ そ して現状変更と して の ｢新規+
と ｢棄却+ とい っ た作業が同時並立的に行われなければならない ため､ 何を優先させ るの
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か とい っ た点が重要になる｡
最後に ､ 統治シ ス テム の管理では ､ 財政再建の 場合､ 如何なる程度､ 既存利益を擁護 し､
また改革して 一 定の秩序を作成するか ､ リ ー ダ ー の能力に依存せ ざるを得ない点が多い o
以上 の 点はリ ー ダ ー が都政運営を行う際､ 何らか の形で留意 しなければならない 方向性で
ある｡
とこ ろで ､ 政治学にお ける分析枠組み は ､ 一 般法則を提供するためだけにあるの で はな
く ､ 具体的な現象を理解する ための 尺度を提供するものでもある｡ 複療な現象をこ の よう
な枠組みに整序できれ ば､ それは 一 定の役割を果たすo 理論は究極的には ､ 思考枠組みと
して現実を理解するための道具で あればよい の で ､ 当論文で は統治 シ ス テ ム の 管理自体が
説明される対象になる｡ 統治シ ス テ ム の 管理は ､ 独立変数と して状況の説明も可能で ある
が ､ 逆 に従属変数と なっ て説明される対象 にもなり得る枠組みでもある｡
この ような概念は ､ 特定の課題 を解決するた め ､ 場を設定 して諸アクタ ー を動員するメ
カ ニ ズ ム で あるか ら､ 要件さえ整 えば､ 解決される べ き対象を選ばず､ その 汎用性 は高い ｡
都政はもとより ､ 国政､ ひ ろく国際政治の場 にお い ても適用できるメ カ ニ ズム である ｡
5 . ｢見えない都政+ - の 接近方法
以上の 検討から､ 都政研究 に必 要ないく つ かの視角が明らか になる o 第 一 に ､ 都政を組
合的に把握 しようとすれば､ 都政の時系列的な動態に注目する必要が ある ｡ 地方政府の 統
治制度か ら論 じると して も､ 単に制度の 静態的な把握では多様なアクタ ー の動向などは掴
めず､ こ の ような把握で は ､ 制度の解明以上の成果は得られない ｡ しか し､ 制度を運用す
る組織と しての 諸アク タ ー が ､ 特定の課題を如何 に扱っ たの かという動態か ら都政を把握
すれば､ 都政研究は ､ 制度の静態的な研究以上に幅を持ち､ より精微に しかも統 ⊥ 的にな
る｡ こ の ような決定の個々 は静態的なもの であ っ ても､ それが繰り返されば､ 時間という
要因が決定に影響を与えるこ とになる｡ こ こで の 時間要因は ､ ｢時間的制約62+ と して のそ
れでは なく ､ ｢継続的時間+ とい う観点か ら理解す る｡ つ まり政策は各々 の 政策過程で決定
するか､ こ の ような決定は政策形成の都度生 じる｡ したが っ て知事 と政党間で行なわれる
故策決定をめぐる交渉は ､ 連続的な決定の連鏡になる｡ この 点は ､ 政策決定の 要因と して
時間を考慮する場合､ 動態的観点が重要になるこ とをも意味する｡ つ まり､ 本稿は 70年
代後半期か ら80年代前半期､ さらに90年代以降の財政再建期を対象にするため､ 長期的
な政策過程 の決定状況 を扱わなければならない . 一 時的に決定は行なわれても､ それが持
続するもの か否か を見極め るには ､ こ の ような欽定状況が総合的か つ 長期的に如何 に推移
したかを観察する必要がある｡
第二 に ､ 分析の記述に関する技術的問題がある｡ 都政の統
一 的理解には ､ 同時並行的に
進行する いく つ かの 政策過程を如何に描くかと い う点がある｡ 各々 の 政策過程を個別に把
握 し､ それらを積み上 げても ､ それは単に部分の積み上げで しかないため ､ それで全体が
把握できるという訳で はない ｡ 全体の 文脈に必ず しも沿わない政策過程が 出てくる可能性
もある｡ ゆえに､ 政策過程自体の分析で はなく ､ 各々 の改策形成 ･ 決定過程の 意味を問う
て ､ それらを全体に位置付 ける｡ 政策過程は相互 に関連 しながらも ､ 時には独立 したメ カ
ニ ズム で作動するか ら､ す べ て の過程を 一 筋の 流れと して把握する ことは必ずしも適切で
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は ない とい えよう｡ したが っ て ､ 同時並行的に進行す る各々 の過程を 一 定の論理 で相互に
連結させ ､ より広 い視野で把握 して こそ統 一 的な把握は達成され得ると考えられるo
その 点で ､ イ シ ュ ウ - ･ エ リア ･ アプ ロ ー チとい う分析方法 は参考的で ある｡ 大森秀夫
に よれ ば､ それは ､ ある政策領域を選び ､ そ のイ シ ュ ウ - ･ エ リア全体の構造的特徴を分
析す る方法とされる｡ こ の 方法によれば様々 な決定過程はひとつ の集合として捉えられ､
歴史的変動の観察を行 えばそ の決定過程は長期的な展開と しても把握可能で あるとされる｡
さらに こ の方法は政策過程 を素材と しなが らも､ 権力構造､ イデオ ロ ギ ー 構造 ､ 制度構造
など､ 構造要因を検出するの に適 して い るとされる68｡
第三 に ､ 対象とす るア クタ ー の 問題がある｡ 地方政府 の絞治制度として の 二 元的代表制
を基本に分析すれ ば､ 主要なアク タ ー は首長と議会に なるが ､ 都政を統 一 的に把握するの
であれば､ これに加 え､ 周辺 に位置する国､ 都内区市町村､ 補助機構 ､ 職員団体などの存
在も視野に入れ る｡
最後に方法論 の 問題が ある｡ 一 つ の 政治過程を分析する場合､ 幾つ か の方法が考えられ
る｡ 多元主藩論に よ る方法論もひ と つ で あるが ､ これでは都政の相対的な評価 を再生産す
る ことになり ､ む しろ都政の 総合的理解には逆行するの で採用 しない ｡ また社会の アク タ
ー 間の 統治連合によ る方法論は ､ 本稿が地方政府の統治制度を対象と して い るため基本的
には合致しない ｡ 合理 的選択論で の鋭明は ､ 政治家の 行動様式 を単純化 して しまう恐れが
あるた め本稿の議論 には適さない の で採用 しない o そ こで ､ 本稿は地方政府の 統治制度を
機軸に して分析す るという点 で ､ 制度論か らの説明を試み る｡
本稿での 見方は ､ 都の政策決定を事実上独占し､ そ の政策立案に多大の影響力を行使 し
得る執行機 関を如何に捉えるかとい う点で ､多元主義論とは異 なるo多元主義繭において ､
執行機関の政策立案が ､ 議決機関の介入によ っ て大きく変容させられキり､ 撤回させ られ
たりす る事例が頻繁に確認され る ことをも っ て ､ 議決機関の影響力が執行機関の影響力を
凌駕した証拠で あるとされる｡ 首長と議会の 先行研究にお い ても観察された ように､ 首長
の 優位に対 し､ 特定の 条件下で は ､ 首長から議会 - の影響力の 移行が提示 されて い た｡ 仮
に この ような観点を静 め るとすれば､ 次に問題となる の は ､ 議決機関の 政策能力の 向上と
介入 の下で ､ 如何に執行機関が 政策過程 へ 対応 したのか とい う点である｡ 換言すれば､ 政
治過程 - の 執行機関の影響力 が ､ 議決機関の 介入に よ っ て拘束､ あるい は弱化されたこ と
が ､ そ の場合の前提条件の 一 つ となる｡ こ の ため議決機関の 介入が如何なる程度､ また執
行機関にと っ て重要な方策に如何に影響を与え､ 執行機関の政策形成を変更できたかを解
明しなければ､政治過程 にお ける執行機関と議決機関の 関係 の分析として は充分で はない ｡
こ の ため議決機関の影響力 を否定は しない が ､ それと同時に ､ 執行機関が ､ 如何に政治過
程を通 じて その影響力 を行使するかを分析する｡ 具体的には ､ 執行機関を知事 ､ 財務局な
どの補助機 関､ 職員団体と して の 労組に峻別 し64､ 何が知事の 最も重要な政策目的であり ､
それが政策に如何に反映されて い っ た の かを把握した上で ､ こ の ような最も重要な政策が､
議決機関の影響力に よ っ て修正 されたり妥協の対象 となっ たの か ､ ある いは ､ 執行機関の
意図の 通り､ 最終的に政策と して執行されたの か ､ 注意を払らい ながら議論を展開する｡
と こ ろで ､ 多元主義論 は ､ 社会と行政､ あるい は議会とい うように ､ 複数の アクタ ー 間
の相互 関係 に注意 を払 っ た議論で あっ た65｡ しか しこ の ような方法論 とは異なり ､ 社会集
団間の離合集散 ､ すなわち､ 社会における集団や階層の 連合形態に よ っ て ､ 政治の 大体の
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方向や政策課題が決定され るとする見方もある66｡ 民主主義制度の 下で ､ 多くの政策決定
が有権者の合意や同意を得なければ行い得ない ことを考慮すれば､ この ような社会尭団の
連合 を中心 とする方法論の重要性も理解できる｡ しか し 一 方で ､ 政策決定の原因となるよ
うな社会連合の変化が､ 実際に その 政策をめ ぐっ ての 行動や操作の 結果と見なされるの か ､
ある い は ､ より大きな社会経済的変化が､ 実際にそ の政策をめ ぐっ て の行動や操作の 結果
と見なされるの か により､ こ の ような分析の 意味は異なる｡都政にお ける財政再建に対 し､
社会経済変化によ る影響を静 め つ つ も ､ 政策をめぐる異なる利害関係者の行動の結果が如
何なるもの と把握され るかとい う点か ら本稿は出発する｡ したが っ て ､ 本稿では政治過程
を知事や議会 ､ ある い は政党､ 補助機関､ 労組などに よる歳入歳出の調整 の場と捉 え､ 如
何なる要因あるい は状況が ､ アク タ ー の 動向に変化をもたらせたの か ､ あるい は こ の変化
は ､ 実際に如何にそれ らの アク タ ー の 主張に沿うもので あっ たかを検討す る｡
また､ 合理的選択論 は ､ 主に知事や議員などの 政治家の ､ 補助機関や労組に対する操作
の 有効性を主張する ｡ つ まり ､ 首長や議員の再選欲求によ っ て政策決定に反映される有権
者 の 主張が ､ 政策欽定を特徴づ ける主な要因とされるの で る｡ こ の ため補助機関や労組の
影響力 は ､ 首長や議員の 再選 を動機付ける行動 によ っ て制限される｡ 換言すれば､ 合理的
選択論は ､ 政治家と非選 出部門全体との 間で ､ 優位な立場を占める､ 決定における手続き
の有無や ､ 改策に関す る情報や専門知識の 独占とい っ た制度化された安定的要因に ､ 補助
機 関や労組などの 影響力の根拠を求め ､ こ の ような要因の欠如 を明らかにする ことによ っ
て ､ 補助機 関や労組の影響力を否定す るという展開と なる｡ ゆえに合理的選択論で は､ 通
常､ 政治過程で ､ 非選出部門全体が政治家の指示に従うという関係に着目 し､ 政治部門の
優位を主張し､ 行政部門優位を否定す るこ とを前提と して い る｡
しか し ､ 多元主義論者が主張するように ､ 議決機関の影響力が ､ 政治過程にお ける安定
的な構成要素で あるとする議決機関優位の主張は ､ 複雑な政治過程 を単純化 し過ぎるよう
に思われる｡ 一 方で ､ 合理的選択論 の ように ､ 非選出部門全体に対する政治家の有効的な
操作を､ 政策決定の - つ と して制度化 して しまうの は ､ 非選出部門全体の優位の否定する
こ とには有効であっ て も､ . 政治家の 行動様式を単純化 して しまうの ではない か. したが っ
て ､ 本稿は ､ これまで の 検討で も述べ たように､ 統治制度に着目する必要性か ら制度に焦
点を当て て都政に接近する｡
と こ ろで ､ 制度とは如何 に理解でき るの で あろうか ｡ ｢広く受け入れられて い る67+ とさ
れるホ ー ル(Pete rI‡all)によれば､ ｢政治体や経済の様々 な単位における個人間の 関係を構
成す る公式の ル ー ル や遵守手続き ､ 標準的な慣行68+ と定義される｡ また､ アイ ケン ベ リ
ー は制度を ｢政府 の制度､ それ を被う国家の構造､ 規範的な社会秩序69+ とい う 3 つ の レ
ヴ ュ ル に分ける｡ そ うす ると ､ 制度は共同体か ら国家に至 るまで の様々 な レ ヴ ェ ル の社会
を意味付 け､ そ こ に 一 定の 秩序 を賦与するもの と理解できる｡
一 方盛 山和夫は､ 制度を制度体､ ル ー ル ､ 様式の 3類型化キこ分類する. 制度体とは共通
の 制度的秩序が支配する部分とそ れ以外の部分とを区切 るもの であり ､ ｢制度的共同体+と
も呼ばれ るもので あり ､ 国家や社会などの組織と家族や共同体､ 市場とい っ た協同社会と
は 一 線を画す ｡ こ の 制度体を支配する制度的秩序を構成する の がル ー ル となるo そ して様
式はル ー ル の ように明示化され ､ 制度化されて い るわけでは ない が ､ 公共的な意味を持 っ
て人々 の諸行為を拘束 し､ 一 定 の 秩序を現実化する70｡
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この ように3 つ の 制度を関係付けると ､ 組織はル ー ル よ っ て秩序付けられる - 方､ ル ー
ル は組織の 中から創造され る｡ また組織もル ー ル もいずれも様式の影響を受けるが､ 逆に
それらが様式を構成す る｡ したが っ て ､ 制度とは組織 ､ ル ー ル ､ 様式が相互 に影響し合い
なが ら､ ひ とつ の まとまりをなすものとなるo つ まり ､ 制度を構成する都の行政組織は ､
財政の 歳入歳出の決定と実施 に関わるが ､ それと同時に国と都間にお ける財政制度 ､ 知事
と議会間における二 元的代表制や嘩挙制度 ､さらに日本国憲法や法令､ ある いは条例など､
決定や実施 に関わる手続き等の ル ー ル に支配されるの で ある｡ こ の ような都政の 統治制度
をめ ぐる行政組織や ル ー ル は ､ 様 々 な様式の 規制を受ける｡ 本稿では この ような3 つ の制
度を 一 体の もの として扱う｡
以下の 実証部分で確か められる べき は､ 危機 - の対処という共通目的を達成するため ､
都政 の機軸と しての 首長が ､ これの周辺に位置する諸 アク タ ー を､ 時々 の 状況 に応 じて ､
如何 に動員してい っ左かで あるo
以下で は ､第2章で都政の 統治構造を制度面から統 一 的に把握 し､ 3章で は美濃部都政､
4 章では鈴木都政､ 5章で は青島都政 ､ 6章では石原都政､ 7章で は3 章以下6 章まで の 実
証部分を計量的に把握 し､ 結語で各々 の都政に対する評価と結論を示 し､ 合わせて今後 の
研究を展望する｡
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2002年｡ 山崎正 『東京都知事の研究』 明石書店､ 2002年｡ 日比野登編『東京都知事』 日
本経済評論社､ 1995年｡
31 わずか に御厨貴 『東京 一 首都は国家を超えるの か』 読売新聞社､ 199 6年のみで あるo
32 東京都議会議会局調査部『首長主義と地方議会 一 制度とその 実際』東京都議会議会局調
査部､ 1971年､ l衷o
38 同上書｡ 高木鉦作｢議会 ･ 政党 ･ 議員活動+岩波講座『現代都市政策Ⅲ』岩波書店 ､ 1 973
年 ｡ 阿部斉 ｢地方議会 の機能と限界+ 成田額明編 『あすの 地方自治をさぐる ･ Ⅴ 現代社
会と自治制度の 変革』学陽書房､ 1974年｡ 村松岐夫 ｢大都市の 制度的環境と都市政治研究+
三宅 一 郎 ･ 村松岐夫編 『京都市政治の動態』 有斐閣､ 1981年､ 5頁｡ こ の ような議論の展
開された時期 の 64 9市を対象に した 80年の 全国市議会議長会の調査に よ っ て も､ 議会に
提出された全議案における市長提案の 占有率は高か っ たこ とが実証されて い る｡ 議会に提
出された全鼓案に対する市長提案の 占有率は 91.7%で あっ たの に対 し､ 議会 ･ 議員の それ
は 8.3%とな っ て い た｡ さらにそれを条令案に限定すれば､ 市長の 提出率は 98･8%で あっ
たの に対 し､ 議会 ･ 議員の それは僅かに 1.2%で しかなく ､ 市長の 場合が議会の 場合を圧
倒的に上回 っ て いた実態が示 されて い る (全国市議会議長会 『市議会活動に関する実態調
査結果 一 昭和五五年 一 月 一 日 - - 二月三 一 日』 全国市議会議長会､ 1982年 ､ 39
- 43頁)
点からすれば ､ 首長が優位 して いた実態がある｡
3 4 東京都議会議会局調査部､ 前掲書､ 13 5- 43 乱 高木 ､ 前掲書､ 70
- 3 貢o 戦前の 日
本の 地方制度でも ､ 執行機関と議事機関の 分離は制度化されてい たが ､ 機関委任事務制度
を通 じて中央集権体制が強く浸透して執行機関の優位とい う特徴があ っ た｡ こう した特徴
は戦後改革にお い ても継続された｡ この ため戦後の 地方自治体政府 の統治形態 をめ ぐる議
論は ､ 執行権をい か に評価するか とい う問題か ら出発 した (進藤兵 ｢自治体 の首長制度+
西尾勝 ･ 村松岐夫編 『講座 行政学2 制度と構造』 有斐閣 ､ 19 94年 ､ 2 49頁)｡ また ､ 赤
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木須留喜に よると､ 1888年に導入された市町村にお ける地方自治制度は ､ 天皇制統治構造
の 定着化に資するため ､ ドイツ型の地方自治制をモ デルに導入 したもの であっ たが ､ こ こ
で は同時に普通選挙お よび ､ 平等選挙制の排除の ために､ 議決機関から執行機 関を選出す
るという執行機関の 間接選出制も採用されて ､政党故治の否定が構想されて いたとされる｡
こ うした政党政治排除の構想は､ 191 4年の ､ ドイツ型合議制執行機関方式の 廃止 とい う改
正 に よ っ て ､ 市町村長 の権限の強化と､ 市町村会の 権限の縮小 ､ すなわち国政事務の委任
強化 の ための 理事機関の 強化を促進 したが ､ その 際二元主義は以前にも増 して 強化され る
こ とにはな っ たが ､ 他方で ､ その 改革にお いて さえも議決機関による執行機関の 選出とい
う執行機関の 間接選出制は温存されたままで あっ た｡ しか し､ 大正末期か ら昭和初期に下
っ て ､ ｢大正デモ クラシ ー + の 台頭による地方政治 - の政党化が浸透すると､ 普通選挙およ
び ､ 平等選挙の 実施ともあいま っ て ､ ｢党弊+ が懸念されるようになっ た｡ すなわち東京市
政で は ､ 政党化した議決機関の執行機由へ の対抗､ 抵抗､ 介入が ､ 議決機 関の執行機関 -
の 政治責任の 転嫁が増大 し､ 政党政治の弊害が指摘されるようになっ た｡ こ の ため東京市
長 は東京市会の信任を喪失してたびた び更迭させられる事態に至 っ た0 1898年 か ら1945
年までの 5 0年足 らずの 間に 19人もの市長が議会に よ っ て交替させられ ､ そ の 間にお ける
平均在任期間は ､ 1任期4年中の わずか 2年 4 ケ月 で しかなか っ た｡ 依然と して ､ 議会の
首長 - の優位をい う状況 は改善されるまでに は至らなか っ たの である (赤木須留喜 『東京
都政の 研究』 第 2 章)｡ 以上は戦前の市町村にお ける政府形態の制度的特徴の概観で ある
が､ 戦後で は こうした状態は ､ 議決機関による執行機関の選出とい う首長 の 間接選出制の
廃止 によ っ て 改善され るこ とになっ た｡ 執行機 関で ある知事 ･ 市町村長の 直接公譲制が採
用 されたためで ある｡ そ の 際､ 議決機関の 議会は , 執行機関とは別途､ 直接選挙に よ っ て
構成員が選 出され る こ とにな っ たため ､ 米国の大統領制に近似 した ｢大統領制的な首長制
度論+ と して戦後改革は定着したの である｡ こ の 地方自治体の政府形態は ､ 戦前の 反省に
た っ て ､ 首長権限の 強化という帰結に至 るが ､ 議会の位置付けによ っ て は ､ ｢議員内閣制+
と同様の 制度と して捉 える論者もい て ､ 首長をめぐる議論 には混乱もみられた (進藤､ 前
掲書､ 245貢)0
35 阿部斉､ 前掲書､ 267 - 70貢. 東京都議会議会局調査部､ 前掲書､ 143- 52頁｡ 議会の
審議能力に比較して ､ 行政機能の拡大に伴う行政権の 増大化は ､ 制度的行政優位の 状況を
さらに補完したと指摘されてい る｡
36 高木､ 前掲書､ 73- 4 頁｡
37 高木､ 前掲書､ 74- 5 頁｡
38 ただ し､ 決算の 静定､ 専決処分につ い ては除外 した.
39 こ こ で いう ｢地方政治+ の ｢地方+ は ､ 都市 - 農村(u rba n･ ru r al)と しての 意味で はなく ､
中央 - 地方(n atio n al･1o c al)と しての 意味にお いて使用 して い るo 農村に つ い て は ､ 宮崎隆
次｢大正デモ クラ シ ー 期 の農村と政党 - 農村諸利益 の噴出と政党の対応
- +『国家学会雑誌』
第93巻第7.8.9.10.ll.12号が詳 しい ｡
40 大原光意 ､ 横山桂次､ 佐藤竺､ 井出嘉憲 ｢工業化と地方政治 『地域開発』 の政治学+
『年報政治学』 岩波書店 ､ 1962年､ 序論｡
41 上記文献は ､ 次の 著作に結実した. 大原光恵 ･ 横山桂次編著『産業社会と改治過程
- 京
葉工 業地帯』 日本評論社､ 1965年｡
42 宮崎隆次｢開発計画 ･ 工業化と地方政治+ 北岡伸 一 ･ 御厨貴偏『』東京大学出版会 ､ 20 0
19
年 ､ 217- 58貫o
43 松下圭 一 『市民自治の 憲法理論』 岩波新書､ 1975年o
44 村松岐夫 ｡ 伊藤光利 『地方議員の研究』 日本経済新聞社､ 1987年 ､ 第3 章o 同書は ､
議会と首長間の影響力を分類して ､ ｢合意型+ ｢対立型+ そ して ｢相乗り型+ の 3類型を提
出 した｡ 合意型は ､ 保守系首長に議会の 多数派も保守の場合で ､ 両者間には基本的合意が
存在したため､ 議会は首長議案を修正 ･ 否決する意思を持たず､ 両者の 対立は ､ 地位や権
力 をめぐる人的な問題に凝縮された｡ こ の ため首長 による議会 - の鋭得は容易となり､ 議
会 は首長の影響力に操作され る対象とな っ たの で ある｡ これに対 して ､ 重要な政策に関 し
首長と議会間に対立が生 じる場合が対立型である｡ 社共勢力を背景に登場 した ｢革新首長+
の 率 い る ｢革新自治体+で は ､ ｢革新首長+と保守議会という構図が成立 して い る｡ また ｢革
新首長+ に対する保守議会という形態 をとらない場合では ､ 公明 ･ 共産両党の 地方議会 -
の勢力伸長 が､ 議会の 首長 - の牽制 ･ 監視機能を強化 したともされる｡ そ して相乗 り型は
70年代後半期の都市部における多党化と､ ｢革新+勢力の後退を背景に登場 した｡ そ の際 ､
｢保革+ 対立の 潜在化 は､ 首長の脱改党化と首長自身の政権基盤の強化に帰す る政党連合
を議会内に促 したため､ 首長と政党間の対立関係の 弱化と､ 政党の首長 - の協力 ･ 支持 の
低下を前提に ､ 首長 の相対的自律性 を高 めた とされる ｡
46 同上書､ 92 - 5頁｡
46伊藤光利 ｢地方議員の代表役割 - 京都府市町村会議展開査 (3) - +『法学論叢』第 108
巻第6号 ､ 1981年｡ もちろん ､ ｢地方議会の現実の働きが通常い われて い る よりも大きな
役割を果た して い ると考える+ と､ 議会 の役割を重視する論者も同時に ｢現実の 世界で 首
長 の役割が大きい こ とは自明の前提で ある+ とも述 べ ､ 首長の優位性 を全否定 して い る訳
で はない . 村松岐夫 ｢大都市の制度的環境と都市政治研究+ 三宅 一 郎 ･ 村松岐夫編 『京都
市政治 の動態』 有斐閣 ､ 1981年 ､ 5貢が詳 しい ｡
47片岡正 昭 『知事職をめぐる官僚と政治家』 木鐸社､ 1994年 ｡
48 西尾勝 ｢過疎と過密の政治行政+ 日本政治学会編 『年報政治学 19 7 7- 五 五年体制の形
成と崩壊』 岩波書店､ 1979年､ 2 29- 30 頁｡ 首長が主導的で あるとはい っ ても､ 議会が
強い場合もある点が指摘されて い る｡ 首長と議会の あるべ き関係に対する判断の差異か ら
見解が分かれると指摘されて い る｡
49 中野実｢わが国福祉政策形成の政治過程 - 主に昭和六○公 的年金制度改正 を事例と し
て + 日本政治学会編 『年報政治学』 1988年､ 160頁｡
50伊藤光利 ｢地方政府構造と二元代表制+『人文社会研究』 第34 号､ 1990年 ､ 14 8
- 4 9
頁｡
51 地方自治研究資料セ ンタ ー 『地方自治体にお ける政策形成過程の ミク ロ 分析』197 9年｡
北原鉄也 ｢市町村長調査結果報告+『愛媛大学法学会維誌』第 15巻第1号､ 1988年｡ 同､
｢地方自治体にお けるアク タ ー の 意識 ･ 行動にみ る地方自治の現状+『都市間題』 第80巻
第9号､ 19 89年｡ 小林良彰『ア ン ケ ー ト調査にみ る地方政府の 現実』1987年 ､ 学陽書房 ｡
52 三宅 一 郎 ･ 村松岐夫編 『京都市政治の 動態』1981年 ､ 有斐閣o
53La s s w ell H. D. , Politic s:円祖o GetsI柏at, 坪加 D Ho w,1951･ 久保田き ぬ子訳 『政治』
岩波書店､ 1959年｡
54 ヴ ェ - バ ー ･ マ ッ ク ス ､ 脇圭平訳 『職業と して の 政治』 岩波文庫､ 2 02年｡
55Ea sto nI)a vid
,
Tie Poll
'
tlc al Syste m ,1953.p p.129
･30･イ ー ス トン は ｢社会的価値の配分
の ための 諸決定と諸活動 によ っ て構成される網状の 体系+ と した｡
56 内田満 ､ 内山秀夫編 『政治学を学ぶ』 有斐閣､ 1976年､ 103頁｡
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57 山川雄巳 『政治学概論第2版』 有斐閣､ 1994年 ､ 12 5貢｡
58 伊藤光利他訳 『サイ バネテ ィ ク ス の政治理論』 早稲田大学出版部､ 1998年｡
59 山川 ､ 前掲書､ 112貢｡
60 堀江湛編 『統治 シ ス テ ム と国会』 信山社､ 199 年､ 3頁｡ こ こで堀江は ､ ｢統治シ ス テ
ム+ とい う概念を日本国憲法の 規定か ら把握 して い る｡ 必ずしも明確に統治シ ス テ ム とい
う概念に つ い て規定 して い るの で はない が､ ｢今日 ､ 憲法の 規定するわが国の 統治シ ス テ ム
にお い ては ､+ と述べ て い る｡
61西尾勝 『行政学の 基礎概念』 東京大学出版会､ 1990年 ､ 105頁｡
62 曽根泰教 『決定の 政治経済学』 有斐閣､ 1984年 ､ 49 - 82貢.
63 大森秀夫 『政策過程』 東京大学出版会 ､ 1990年 ､ 111 - 12貫｡
64 こ こで いう幹部職農機構とは先にも述 べ た｡ 地方自治体に ｢官僚+ とい う呼称は正確で
は ない の で本稿で は職員機構とす る｡ 伊藤光利 は ､ ｢地方政府構造と二元代表制+『人文社
会研究』 第34号 ､ 1990､ 143貢で ､ 地方政府の影響力構造を理解にするには首長と官僚
制 の 影響力を区別す るこ とが重要となると述 べ る｡ 首長と議会の影響力は常に トレ ー ドオ
フ で あるとは限らず､ 議会の 影響力が首長の影響力とトレ ー ドオフ の 関係 に立 つ 場合もあ
れ ば､ 議会が首長をともに ､ ある い はそれぞれ独立 に官僚制や他の 主体に対 して ､ 強い影
響力 を持 つ 場合もあるからで あるとす る｡
65 たとえば村松 ･ 伊藤､ 前掲書 .
66 松下､ 前掲書｡
67T hele nXathle e n･a nd Stein m oSv e n,
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7 0 盛山和夫 『制度論の構図』 創文社 ､ 1995年 ､ 243･4 6頁｡
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第2.華 東京都の統治シ ス テム
本章で は ､ 東京都の政治行政を執行する統治組織が (1.)､ 都の置かれた行財政の制度
的環境の 下で行財政を運営す る場合､ どの ような点が問題となるの か (2.) を検討するこ
1 . 統治制度とそ の組織
地方政府の 統治制度は ､ 憲紘の 規定する地方自治の保障に始まっ て ､ 以下地方自治法な
どの 関係法令に よっ て具体化され る｡ この ような制度の連用に当たるの は統治組織である
が ､ そ の組織はどの ような存在か ､ それをこ こで は確認する｡
1) 都知事と都議会
首長 と議会の 二元的代表制におい て ､ 本稿は 一 般的には首長優位が通説的理解であるこ
とを既述 した ｡ ただ､ こ の ような見方も法令を始 め､ 規範的な制度的要因を考慮する場合
で あ っ て ､ その制度の動態という点か らでは異なる展開も考えられるため､ そ の ような制
度は如何 に機能するの か とい っ た点をこ こでは考える｡
国政 にお ける自社二党に よる､ い わゆる ｢55年体制+ の成立以降の 都議会では ､ 小政党
の入退場で政党数も増減 したが ､ 基本的には自民､ 公 明､ 社会 (民主)､ 共産の 4 大政党
が議会内に配置され ､ 一 定の影響力を有したo 1965年の刷新議会選挙まで自民党は単独で
過半数を制 したが ､ こ の選挙を期にそれ以降は少数化 して､ 都鼓会は絶対多数党不在の状
況 にな っ て い た. しか し､ こ の ような議会環境の 中でも特に自民党は第 一 党の位置を維拷
して 一 つ の 極を構成した｡
一 方 ､ これに対置 したの は 60年代後半期では社会 ･ 共産党の枠組みで あり ､ 70年代に
は これ に公 明党が加わ っ て ､ 社会 ･ 公 明 ･ 共産党の枠組みとなり､ 80年代に入 ると､ 自民
党に公 明 ･ 民社が協力した｡ 9 0年代前半期には自民党か ら公明党が離脱して社会 ･ 民社が
これ に加わ っ た｡ さらに 90年代中葉以降では ､ 自民党と公明党が主柱をなすなか ､ 固定
した政党連合は不在の まま､ 各政党は競合状況に あっ た1｡ もちろん これらの政党連合に美
濃部都政､ 鈴木都改､ 青島都政､ 石原都政が対応 した の はいうまでもない ｡
こ の ような政党連合では ､ 自民党と社会 ･ 共産両党とが基本的には対立す るなか ､ 公明
党や民社党の い わゆる中道政党は両者の 中間に位置 した｡ 自民党は比較多数の勢力で実質
的に議案を可決させる影響力を保持 したため､ これに対抗したの が社会 ･ 共産両党の い わ
ゆる ｢革新勢力+ であ っ た ｡ 都議会内は ､ 自民党を中心と した
一 極と革新勢力を中心 とし
た 一 極とが並存する状態にな っ て い たの であるo しか し既述の ように ､ これらの政党連合 ､
すなわち 二極はいずれも過半数に は達 しなか っ たため ､ 中道政党は何れか の勢力と協調関
係 を持 つ 立場に位置付けられ､ 一 定 の影響力を維持する方向に機能 した .
と ころが ､ 中道政党はその ような有利な立場を持 っ た反面で ､ ジ レン マ を抱える こ とに
なる｡ 中道政党は両局の 中間に位置 し､ 政策的成果を得ても､ その 評価が議会内勢力の拡
大 に直結 しなか っ たか らで ある｡ 有権者の 関心の 高い 政策課題の 決定段階で はキ ャ ス テ ィ
ン グ ･ ボ - トを握 っ て政策形成 に影響力を行使 しても､ そ の政策結果に対する評価は ､ 中
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道政党には動員されず､ む しろ執行機関とは異なる側に動員されたの である c-公明党は 80
年代後半の 臨海関連政策の 課題 をめぐり､ 執行機関に変更を迫っ たが､ そ の成果は ､ 89年
の都議会選挙で ､ む しろ自民党に対峠 した社会党に動員された｡ 90年代前半期に公明党は
執行機関か ら距離を置くが ､ それに代替したの は ､ 従来執行機関と対立 して い た社会党で
あっ た ｡ 93年の都議会選挙で有権者から評価されたの は ､ 国政との 関連で新たに登場 した
政党で あっ た｡ 議会 レ ベ ル で の中道政党の政党活動も選挙 レ ベ ルでは評価されなか っ たの
で ある｡
多党化 した議会では ､ 社会党がイデオ ロ ギ ー 的に自民党と対立するなか ､ 中道の 公明と
民社両党が ､ 社会党と結ぶ ことを避けて自民党と妥協するの か ､ 社会党と同盟を組んで ､
自民党と距離を保 つ か ､ 次の都議会選挙を考慮すれば､ 世論 の判断に敏感になり ､ 選挙を
意識せざるを得なか っ た の も無理 はない ｡ 労働団体や政党組織内のイデオ ロ ギ ー に影響を
受けた社会党に比 べ ､ 中道政党は ､ イデオ ロ ギ ー 的にも､ 故治的方針の 点で も､ 社共両党
に比 べ れば柔軟で あっ たため ､ 世論の 動向には関心を払 っ たの である｡ そ の場合 ､ 世論が
中道政党の 自民党- の接近に批判的になれば､ 中道政党は､ 自らのイデオ ロ ギ ー 的な方針
や政策判断が許す限りにお いて自民党か ら離れ ､ 世論が自民党に対する柔軟な態度を支持
するなら､ 中道政党は妥協の 道と探るとい っ た傾 向を強めた｡
確 かに , ニ元的代表制では政策形成における権限が執行機関に優位であ っ たと して ､ 読
会 の決定の影響力は強く ､ それが多数党不在の ､ 政党間勢力の括抗する場 ､ すなわち多党
化議会で はなお さらで ある｡ しか し､ 彼らは執行を伴わないため､ 執行 に関わる責任は全
て執行機関に属 した｡ そ の帰結として知事を始めと した執行機関は ､ 議会に比 べ て より多
大な政治責任を伴っ たの で ある｡ こ の ため ､ 利益 の分配には熱心な政党も動員 し､ 財政再
建に立ち向かわなければならなか っ た都知事には多大な主導性が要求された｡
2) 補助機 関
職員機構の 実際
行政組織で はそ の組織化の 状況が ､ 公 共改策の成果に影蜜を及ぼすが ､ その 場合に注目
すべ き は政治と官僚制との 関係で ある｡ アメリカ では中立性を掲げる官僚制の 伝統がなく ､
猟官制度(spoils syste m)に代表される ような行政の 政治化が 自明で あっ たため ､ 公共政策
で は政党政治とは 区別された脱政治的行政が確立 し､ む しろ中立的な官僚制を如何 に樹立
するか が課題であ っ た ｡ 政党政治と官僚制との 緊張関係は ､ 政策決定過程 における主題で
はなか っ たの である｡ 低 い政党規律を背景に ､ 議員個人を中心 と した政治が ､ 大統領の党
派性 とは無関係 に ､ 行政に浸透するとい っ た形態で進行す る ことこ そが 問題 であっ た
2
o
こ れに対 し､ 日本の場合で 臥 社会的亀裂や対立 はあまり見られず､ また政党の組織化も
遅れ ､ 加 えて議員政党と して その 組織も終始弱体であっ たため ､ 明治以来官僚制の みが公
的組織と して圧倒的地歩を築いてきた3｡ 官僚制は利益集団の形成を促 し､ それらを自らの
管轄下に次々 に取り込み ､ こ れに故治が依存したため､ 政党政治は官僚制 を如何 に主導で
き るか に焦点は移っ たの で ある4｡ 一 党優位政党制がそ の実態にお い て官僚制に依存し､ さ
らにそれとの共生関係 を結ん で ､ 官僚優位の政治を補強 した｡ こ の た め政党政治にでは な
く伝統的な官僚制 にこ そ 日本政治の 問題点はあっ たとい うことである｡
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こ の ような点は 日本の 地方政治にも見られた現象である｡ 地方政府の 統治に関わる 二元
的代表制が ､ アメ リカ に代表され る大統領制の制度的要因を 一 定程度踏まえた もの では あ
っ て も､ 実際は国政の場合と同様､ 地方政府におい ても行政組織の優位がほぼ 一 貫 して継
続 した｡ 大統領制 に比 べ て 首長に よる任命職数が極めて過少であっ たか らである｡ 大統領
制で の 猟官制度とは対照的 に､ 日本の地方政府にお いて首長が指名できた任命職は精々 副
知事 ､ 出納長､ 公蛍企業管理者などの 一 部の 幹部に限られた｡ 彼 らに対する知事の選任行
為 は ､ 知事の補佐機構と して ｢足場+ の補強というより ､ 統治組織の体裁を整 える ｢儀式+
程度の効果 しか持たなか っ たので ある｡ 後述するように ､ 執行機関は知事を支える専門集
団とい うよりむ しろ自律的な存在とな っ て ､ 政策形成の 局面で は知事柱む しろ執行機関に
主導され た｡ 二元的代表制 にお ける首長の場合にお い ても ｢官僚制+ の自律が問題となっ
た点に鑑みれば､ 議院内閣制 の 国政におい て首長である首相の 主導性が問題にな っ たの も
尤もで ある｡ ｢大統領的首相+ の 存在が近年頻繁に議論されたこ とは､ アメリカの 大統額制
に首長 の 主導性の あり方 を見出そうとする証左であ っ たこ とを物語 っ てい る5｡
こ の ような政治を形作る地方政府 の行政組織(ad ministr ativ eo rga nizatio n) は ､ ｢自治
体にお ける行政の 指揮監督ない し権限と責任の 配分による行政業務実施の 体系+ と定義さ
れ ､ 首長 ､ 副知事や助役 などの補助機関らの 特別職と､ 一 般職か ら構成される (地方公務
員法 3 条の 2)｡ 彼らの 関わる組織には ､ 首長の補助機関､ 行政委員会､ 議会事務局､ 公営
企業､ 公立諸学校､ 警察 ､ 消防などがあり､ 東京都の場合で はさらに都市計画行政も特別
区に代わ っ て都が担当 して い るo これらの行政組織に従事する 一 般職地方公務員は通常｢職
負+ と称 され ､ 管理監督の地位にある､ あるい ほ機密事項を扱う ｢管理職+ とそれ以外の
｢ 一 般職+ とに 区別され るo そ の 峻別 は､ 両者は同 一 の 職員団体を共有できないとい っ た
規定 (地方公務員法 5 2条 3 項) にも表われてい るほ ど明確である｡ 東京都の 本庁管理職
は課長相 当職以上 の 一 般職で構成され､ 管理職率は 04 年直近 6 カ年間平均で本庁知事部
局全職員の 5.1%か ら5.2%で推移 し､ 実数におい て 3千 8百人あまりとなっ て い る｡
こ の ような管理職に象徴され る幹部職員は如何なる目的で政策形成に加わり ､.財政再建
とい っ た 場面では政策課題 に対処するの か ､ 最も情報や専門知識の 点で大きな役割を果た
す財務局の 予算作成に関わる状況を概観することを通 して ､ 以下では財政制度が ､ 財務局
の 影響力 の増大を促すこ とを検証する｡
都財政を主導する財政当局
政策形成を考える場合 ､ 組織の構成員は組織レ ベ ル の政策目的に沿 っ て政策の企画立案
する ｡ こ こ で扱う財務局 の事例で も､ 政策形成過程で は､ 従来の 慣習や常識が大きな要 因
に なる こ とが多く ､ またこ の ような政策形成過程が財務局の組織的統
一 性 を保持する こ と
にも寄与 して い る｡ そ して能力主義による早期の昇進 ､ 有望な職員の財務局 - の 異動､ そ
の 後の都幹部 - の昇進などの 過程 を通 じて醸成され る財務局職員の職業意識 臥 経験的 に
政策遺産として財務局に定着す るの である｡ こ の ため財政赤字の廊消と いう財政再建の 局
面で は ､ こ の ような政策遺産は財政支出を管理 して財務局の影響力を強化する方向に機能
する｡ そ こで ､ こ こ では職員の採用 ･ 昇進の 制度化が財務局の存在意義の重要性を他 の行
政組織に認識させ ､ 彼 らの 影響力を大きく見せ るこ とに役立 っ てい る点を確認す るo
まず重要なの は職員の採用と昇進の あり方である｡ 都の 大卒程度職員の採用では ､ 国家
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公務員採用試験 Ⅰ種の ような受験時の 成績によ っ て将来の 昇進を規定する選抜とは異なり､
採用後の 勤務の 状況に選考の 重点が置かれてい る｡ 職員の採用は ､ 大卒程度の Ⅰ類 ､ 短大
卒程度の Ⅱ類 ､ 高卒程度の Ⅲ類 ､ 経験者任用の 4区分で行なわれ ､ 新卒の場合､ 学歴で は
なく年齢を要件に ､ 事務系 ､ 技術系が 一 括で採用される6o こ のためⅠ類での 採用者の幹部
職員 - の 昇進は必ず しも保障されて い るわけではない ｡ しか し､ 競争の激しい客観的基準
で採用されたⅠ類合格者は ､まず本庁の各局か出先機関に主事の 最下位の職位で配属され ､
数年 ごとに本庁 ､ 出先あるい は他局等 - の 異動 を繰り返 して職務経験を積む ｡ 彼らはそ の
後主任､ 係長 ､ 課長補佐 - と進み ､ 管理職の狭長､ 統括課長 ､ 部長､ 局長 - と昇進 の機会
が 与えられ る｡ ただ し､ 3 級相当の 主事職か ら主任職 - と､ 課長補佐級職から課長級職 -
の 昇進で は昇任試験が課 される｡
そ の選考に関 し､ Ⅰ類採用で の主任試験は短期､ 長期の 2種類で ､ 短期試験は将来の係
長職を確保す る予備試験の 性格を持 ち､ 合格率は 25%程度で ､ 彼らの 昇進時の平均年齢は
30.1歳(01年)で あるo 一 方 ､ 中堅職員に対する処遇とい っ た意味合いの 強い長期試験の 合
格率は 40% 程度で ､ 合格者の 平均年齢は4 4.6歳(いずれも 01年)と､ 短期試験の合格者の
場合 に比 べ れ ばかなり開きがある｡
こ の ような格差は管理職試験でさらに拡大する｡ 管理職試験制 は 1958 年に導入され ､
そ の 後 66 年 ､ 73年､ 85 年､ 97年に改正されたが ､ 職務経験の 少ない職員でも積極的 に
登用する と いう能力主義の 考え方に変わり はない ｡85年の改正 では若年の 主任級職から早
期選考を行なう A､ 係長級職など 一 定の職務経験を持 つ 職員から選考する B､ 中堅以上の
課長補佐級職 から選考する C の 3 区分が制度化された｡ その 後97年の 受験年齢制限の緩
和で A では ､ 20代後半か ら30代前半の主任暦 2年か ら4年の該当者が受験可能となり ､
各年度事務 ･ 技術系あわせて 32人前後の合格者が出るようになっ た｡ 平均合格率は 6% 程
度で 平均年齢は 31.9歳(01年度)にな っ て い るが ､ こ の合格者はその疲､ 係長 ､ 課長補佐を
経て最短で 3 5歳には課長 に昇進する｡ ‡‡は係長経験者の 50歳未満の職員が該当 し､ C は
課長補佐暦 2年以上の 47歳以上58歳未満の職員が受験できる｡ 各々 合格率は6.7% ､7･3%､
そ して合格者の平均年齢は 43.5歳と51.7歳(いずれも 0 1年度)であるが ､ 経験上A は定年
まで に部長級職に ､ B は課長級職 に ､ C は出先機関の課長級職には昇任される｡ 本庁の課
長職の平均年齢が 4 5歳とい う点か らすると､ A の合格者の 35歳での課長職 - の昇進は飛
び ぬ けて早 い ｡01年の本庁知事部局の 管理職数は課長が 1557､ 部長が 410､局長が 49 で､
知事部局 に占め る割合は 5% 程度でもあっ たため ､ 全職員の管理職に対する割合は 20人 に
1 人とい っ た狭き門で あっ た｡ こ の こ とから､ A
-
の 昇進が如何に異例の早さで行われて い
るか は容易 に理解でき よう7｡ 確か に ､ 二 つ の昇任試験に合格 しさえすれば､ あとは勤務評
定に したが っ て 一 定の 役職までの 昇進が可能の ため ､ 都の 昇任制度は ､ 職員の士気にも
ー
定の配慮を した制度とも考えられるが8､ 都の人事制度は ､ 他の自治体には存在しない比較
的早期か らの 有望若年職員の幹部 - の 登用シ ス テ ム と して の性格が強い は疑い ない ｡｢入り
口 選抜+ の 国の官僚人事制度に対 し､ ｢過程選抜+ とい っ た経過選考 - 能力を重視した人事
制度とも見られるが9､ それは人事院の場合との 比較で あっ て ､ 他の 自治体との 比較で い え
ば､ 都の 人事昇進 シ ス テ ム は早期の ､ しかも学力という基準に よる ｢エ リ
ー ト+ 選抜が そ
の実鰻で ある ｡ 実際､ A での 人事制度によ っ て選抜された若年の 幹部候補職員は ､ そ の後
の異動で 中枢 の 管理部門の局に配属される10｡ 若く して課長職 に昇進す る資格を得た彼ら
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は ､ 財務局 ､ 総務局､ 企画審議室の 管理部門の 3局に異動したの ち､ 統括課長 ､ 部長､ 局
長 - と鼻進する｡ 19 47年 7月 の安井都政から92年 の鈴木都政3期終了時まで の約45年
間にお ける 28 人の 副知事経験者の総務局長と財務局長 - の就任経験人数と平均在職期間
の 比較では ､ 総務局長は 23人で在職期間は平均 2年 ､ 財務局長は 20人で平均 2.2年で あ
っ た｡ また前職に つ いて 見ると､ 総務局長では ､ 総務部門出身者が 3人 ､ 財務､ 主税など
の財政部門出身者が 6人などとな っ て い るの に対 し､財務局長では総務部門出身者が 1人 ､
財改部門出身者が 11人で あっ た｡ さらに後職を見ると､ 総務局長で は副知事 - 7 人(鈴木
都政時の横田政次を含む - 退職後副知事に就任)､ 財務局長 - 2 人､ 退職者が 9人､ そ の 他
で あるの に対 し､ 財務局長では副知事 - 7人(美濃部都政時の 田坂益男を含む - 総務局長 の
の ち副知事 に就任)､ 総務局長 - 2人､ 退職者が4人 ､ そ の他であっ た11｡ 財務局長はほ ぼ
同 じ分野か ら登用され ､ 彼らの 多くは副知事に昇任 して最高位を占めるo 1947年の安井都
政 1期目から石原都政 1期日の 2003年まで の 14回の 副知事人事におい て ､財務局長出身
者が副知事に就かなか っ た期間は ､ 総務局長出身者が副知事に就任 しなか っ た 20年の期
間 (安井都政 1 ･ 2 期､ 美濃部都政の 1期 ､ 鈴木都政の 1期 ､ 石原都政 1期日) に対 し､
安井都政の 3期日 ､ 鈴木都政の 1 ･ 3期目､ 石原都政 1期目の 16年間となっ て いた 12｡
また､ 都政では ､ 中央官庁の 割拠性とは異なり､ 行政の 総合性が必要とされて い るが13､
そ の割に政治職は知事 1人で ､ か つ 知事による任命職もその数は少なく､ 知事周辺 の 幹部
と補助機 関との融合は必ずしも深い訳ではない ｡ こ の ため少数の特別職で こ の総合行政体
を運営するに は ､ 副知事以下の行政組織を知事が如何に主導できるかにかか っ て い る｡ そ
こ では知事と幹部職貞との 協調が前提になるが ､ そ の総合調整に当たるの は管理部門の 3
局 ､ すなわち財務､ 総務､ 政策審議室で ある14｡ ただ し､ 財政再建の 局面では財務局 の存
在なく してそ れが達成される訳ではない ｡ こ の ため ､ 財務局には財故赤字の解消につ い て
次の 二 点が強く羅識され るの である｡ すなわち､
一 つ は財政赤字の 指標とされ る経常収支
比 率の 改善で あり ､ 他の 一 つ は財政再建団体指定 - の 回避で ある15o では こ の ような認識
は如何に形成され るの で あろうか ｡
財務局の存在意義は ､そ の 専門的知識に基づく政策技術の 精巧さにあると考えられ るが ､
それは何も財務局職員に限定されるもの ではない ｡ 他の 多くの局の 幹部職具にも共通する
技量で あるo ただ し､ これらの局の職員と財務局職員とが異なる点 臥 そ の職員意識 の あ
り方に ある ｡ 財務局職員の 人事異動では財務､ 主計な ど主に財改部門を中心に昇進 ､ 異動
を繰り返すこ とで ｢財政畑+ が形成され､ それを通 じてその存在意義が高め られ る｡ 国の
官僚の ､ 高度な知識や理念 を学ぶた めの 国内､ ある い は海外 - の派遣制度は ､ 官僚として
の 認識 と 一 体感 を醸成す る役割が期待されるが16､ 都の 場合､ そ の ような慣習はない ため ､
以上 の ような ｢畑+ の 形成を通 して財務局職員同士 が共通認識を高め るの である
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｡ 換育
すれ ば彼 らに限定された特別 の エ リ
ー ト意識とい っ ても良い であろうo もちろん彼 らはそ
れら以外 にも専門的な議論や財政政策の細部の理解に よ っ ても同志的意識を持つ が ､ 財改
運営を通 して 日々 得られる知識や経験に基づ い て決定を行 っ て い る日常こそが ､ こ こで は
重要である｡ つ まり､ 故策をめぐる技術的な知識や 中立的分析的な解釈の 提示という より ､
歴史的な財務局の 前例や､ 政策の 当事者としての 自覚など､ 経験に照らして望ま しい と考
えられる政策を実現するために ､ 彼らは専門的知識 を発揮し､ その ことこ そが彼 らの存在
意義を高めて い るの で ある. そうで あるか らこそ ､ 彼 らの ような職員は ､
一 般職 の 60歳
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軍年より早く引き ､ 局長で は 56歳で東京都の管理する団体等に再就職する こともいとわ
ない . む しろ後進に道を譲る ことを通 じて､ 財務局の 一 体性を高め､ 個人以上 に組織の政
策遺産の 擁護を追求する の である｡ それが ゆえ､ 幹部職員は ､ 任用か ら退職まで 一 貫 して ､
都がそ の 昇進を保障し､ 安定的 に人事を支える18｡ こ の ように ､ 若年で幹部候補と目され
た職員の 庁内における地歩は ､ 他の職員に比 べ て圧倒的に優位であり､ そ して また ､ その
ような優位性 が彼 らを して他部門からの自律性 を高める要因にもなっ てい るの で ある｡
財政当局の 予算統制
財務局の 権限は ､ 予算作成から､ 私人と して の 財産運用にまで至 る広範なもの であり ､
経理部､ 主計部､ 財産運用部､ 庁舎管理部 ､ 営繕部の各行政組織がそれを分掌する｡ 予算
に対する権限は ､ 一 部門はもとより都庁全体の 総合性19を保つ 上でも重要で あるため ､ 財
務局は ､ 歳入 ､ 歳出の 両面にわた っ て都財政の 全て を管轄するが ､ この権限が財務局を､
他局 に対する影響力､財政情報の集積等の 面で卓越 した存在に してい る ｡財務局の 権限は ､
第 一 に ､ 予算の決定と査定という編成作業を通 して ､ ∴都庁全体の政策形成に影響を与える
こ とが でき ､ 第二 に ､ 予算編成全体の 作業を通 して ､ 全都の利益を図る立場を強調す るた
め ､ 他局の ような部分利益の 代表者ではなく､ 中枢的な存在と して の優位性を高め ､ 政治
的にも中心的な役割を担う｡ ま たその ような立場を通 じ`て ､ 財務局は他の局とは異なる ､
局 の独立性 を印象付ける｡ 予算に関する権限が ､ 財務局にと っ ても如何に重要であるかに
っ い ては ､ 既述 したように財務局長の 副知事 - の昇任数の多さからも分かるで あろう｡
予算編成を通 じて の全庁的統制が財務局の 目標 であるとするなら､ 財務局は＼ その統制
を通 じて如何なる こと を達成しようと七 て
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の かo こ の疑問に答えるには ､ 財務局が予
算に影響力を行使 して い る状況を知る必要がある｡ こ こ ではそれを予算編成の観点か ら検
討する｡
財務局 の影響力の源泉は以下の 3 点と考えられ る｡ 第 一 に､ ｢予算見積もり に つ いて+
と いう副知事名に よる依命通達の前に ､当該年度の 予算編成日程 を調整する ことに よ っ て ､
予算編成の 主導権を保ち実質的に知事の 予算権限を主導す ることである｡ 第二 に ､ 他局と
の折衝や予算要求の ｢聞き取り+ を通じて歳出項目を追加 したり ､ 削除して査定作業を行
なう ことで ある｡ 第三 に ､ 議員や政党か らの予算要望の 受け入れ機会を限定す るこ とで あ
る｡
財務局は歳入 に関 して主計部財政課を､ 歳出に関 して 主計部予算 1 - 3 課を管轄して い
る ｡ 従 っ て ､ 予算規模を予想される歳入の範囲内にお さめ るこ と､ 予算の執行 に閲し歳入
で賄うこ と ､ の 二 つ が財務局主計部の重要な責務とな っ てい る o 予算､ 財政の 両課 臥 経
年 6月 か ら7月 にか けて ､ 次年度の 予算を見積もる際､ 歳入 ､ 歳出を調整 して全体の枠組
み を決定す るo 一 つ の行政組織が歳入 ､ 歳出の 両面を同時に調整する ことが､ 予算要求に
有効な制約と して機能する ことは ､ よく知られて い る｡ 東京都の場合では財務局主計部が
それ に当た る｡ しか し予算要求の 単純な積み上げは ､ 得られた財源を超過する場合が多く ､
財務局はそ れゆえ予算削減に対 し強い 影響力を持 つ ことになる｡ こ の ため財務局が如何な
る程度まで支出圧力を抑制 しようとするの か ､ あるい は如何に財政状況を維持 しようとす
る の かが重要な問題となる｡ 通常､ 毎年度､ 各局にお いて 予算要求がまとめられ る前に､
財務局は ､ 知事から､ 次年度の 予算編成方針を ｢予算見積もり につ い て+ とい う副知事名
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の 依命嘩達で ､ 7 月下旬 に各局と政党､ マ ス ･ メディ ア を通 じて有権者に伝える.. しか し
こ の ような伝達は形式的なものとい わざるを得ない ｡ 都の予算編成を担当す る財務局主計
部は ､ 部内に歳入全般を統括する財政課と､ 予算を統括する予算 1 - 3 課とい う､ 歳入歳
出の 両面を統制する組織を包括 して ､ 予算全体を把握でき る立場にあるた め ､ 知事の依命
通達 の発令前には主計部内で予算編成計画の 素案が作成済みだか らである20｡ 主計部は翌
年 2月 開会の 第 一 定例会で の次年度の 予算案審議にあわせて ､逆算して半年以上にも及ぶ ､
知事 ､ 財務局長 などの 日程 を調整 して ､ 各局に予算見積もりの 指示 ､ 提出期限 ､ 意見聴取
日程 ､ 知事査定の予定等を作成 して ､ 関係者に通知 して い るの である｡ つ ま り ､ こ の よう
な事実は ､ 副知事名 に よる知事の予算編成基準の 提示 は形式的なもの で ､ 予算編成の 主導
権は ､ 実質的に主計部が掌握 して い るというこ と を示す｡
また､ 各局の 予算要求は ､ 義務的経費21と してまとめられる 一 次経費22と､ 投資的経費23
と してま
一
とめられる二 次経費24とい う形態で財務局に提出され､ その後 ､ 11月 以降に予算
査定を経るが ､ そ の 際､ 財務局の影響力が発揮される｡ 管理部門の予算編成は予算 1課で ､
福祉 ､ 住宅 など都民の 生活関連予算の編成は予算2課 で ､ さらに建設 ､ 都市計画など事業
的予算は予算3課 の主査査定か ら開始され る｡ 予算要求は ､ 充分な査定資料に基づく予算
主査 へ の 各局 の要求説 明か ら始まるが､ そ の 際､ 1 - 3 課 の予算課長､ や主計部長 ､ さら
に財務局長 との査定で は ､ 査定者の疑問に正確に回答できる
,
こ とが求められ る.
第 一 段階の主査査定で は ､ ①事業内容 ､ ②都が実行する意義､ ③他局との整合性 ､ ④知
事甲公約や政策方針 との整合性､ ⑤職員定数と の 関連 ､ ⑥事業の廃止の 可能性 ､ ⑦経費や
歳入との整合性 ､ ⑧国の政策との整合性 ､ ⑨政党や各種団体の 要望の反映が 聞き取りの 対
象になる. 係長職に相当す る 4名 の予算主査が 4孝.の 補助主査(あるい は主任)とともに計
8人で約 10局 を担当 し､ 各局要求の
一 事項ごとに経費､ 歳入 ､ 債務負担の 額の 数値を確罷
して いく｡ こ の ような予算査定は予算 1 - 3 課で同時並行的に行なわれる｡ しかも主査査
定は ､ 予算課長査定が開始されるまでの 短時間に集中して行なわれ ､
一 次経費で は約 3週
間 ､ 二次経費で は 2週間の 期間しか与えられて い ない ｡
査定された予算額は ､ 通称 ｢三表26+ とい われ る ､ 各局の 事業別の個別表 に記入され ､
こ の 段階を経て ､ 所属 の予算課長査定が始ま る｡ 3名の 予算課長は､ 担当課 4 人の 主査か
ら主査 レ ベ ル の査定内容に つ い て説明を受け､ 主査間で の査定の均衡を図り ､ 他の 予算課
との調整 が必要な事項 につ い ては問題点を整 理 して ､ 主計部長が判断すべ き事項を抽出 し
て いき ､ 主計部長 の査定後 ､ 三表を朱で訂正す る｡ 主計部長査定は ､ 3 人の 予算課長の 査
定で の均衡を図り ､さらに財務局経理部や他局と の調整 を要する事項に つ い て も整理 して ､
主計部として 予算の 全体像を決定する｡ 最後に予算課長段階での 問題点を解決 し､ 知事の
施策との整合性をも考慮 して予算の統 一 を図る.
他方 ､ 主計部財政課で は ､ 主税局か ら出された歳入額や ､ 主計部公債課 か ら出てきた 国
の起債許可と予算課の 歳出との整合性を図っ たうえで ､ 主計部案の概略 を確定する｡ そ の
後 ､ 財務局長査定が行なわれるが､ こ こでは予算課の 1 2人の予算主査から説明を求め ､
主計部長査定での 懸案事項に つ い ての 査定と調整が行 なわれ ､ さらに知事査定に付すため
の 政治問題 の処理や ､ 議員､ 政党､ 各種団体など都民の 要望に沿っ てい るか否か の判断を
含めて総合的な調整が行なわれる ｡ こ の ような予算過程は ､ 東京都固有の もの で は なく ､
概ね他の 自治体で も同様で ある26｡
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･ 各局予算の査定に関わる 一 つ 一 つ の作業自体は ､ 予算全体の規模から見ると過小なもの
で あり ､ 周辺 的な末節の 作業で しか ない が ､ ただ し各局の政策や重点的な施策の 必要性を
問う意味を持 つ た め､ 財務局にと っ て は重要な作業となる｡ 周辺的な作業の 見積もりが予
算の 骨格を作り全体の枠組みを決定す るの である｡ もちろん地方自治法で は ､ 予算の 作成
権限は知事に あるため ､ 主査査定､ 予算 1 - 3 課長査定 ､ 主計部長査定､ 財務局長査定と
い う段階を経て形作られる この ような財務局の査定も ､ ｢内査定+ とい われて ､ ｢日陰の存
荏+ で しかない が､ 編成された予算案は ､ 12月に財務局原案と して確定されると､ 仮に知
事査定 ､ 復括要求を経て も大きく修正される ことはなく ､ 仮に変更され ると しても ､ 復活
要望にお ける知事枠の 精々 200億円の配分で しか なく ､ 限定されてい るため､ ほとんど｢公
式 の予算+ となる｡ したが っ て ､ 内査定とは い っ ても､ そ の 内実は各局にと っ て重要な意
味を持 つ ｡
こ の ように ､ 予算規模を決定す る財務局の影響力は ､ 予算査定を通 じて ､ 財務局にとっ
て決定的に重要な予算規模を統制する ことで ある｡ しかも､ 予算裸お よび財政課は ､ 翌年
の 予算規模を決 める材料と なる情報を独 占する 一 方で ､ 予算要求基準設定時に は､ 他局に
対 し次年度の税収や経済状態等 ､次年度の予算規模を決定する情報をほとん ど提供 しない ｡
次年度の 予算見積もりは ､ あくまで財務局の過去の経験や経済情勢の 予測 ､ そ して経済に
影響を与 える政治情勢の予想等に基づ い て決定される ので あるo しかも､ 最も重要なこと
は ､ 財務局原案が執行機関内､ ある いは議会で の予算審議に際 して唯 一 の案となる ことで
ある｡ 地方自治法の 149条は ､ 地方公共団体の 長に唯 一 予算案の 作成に関する権利を保障
して い るにも拘わらず､ 首長 の予算案決定の権限は ､ 財務局主計部が掌握 して い る ｡ 予算
を実際に見積もり調整する権限は ､ 細部にわたる事務作業の 全て を行なう主計部に属 して
い るの で ある｡
こ の ような財務局の影響力に対 し是正が試みられなか っ た訳ではない ｡ 主計部 - の 権限
の集中は ､ 行政の あり方を考える上で も問題視されてきた の である｡ た と えば､ 美渡部都
政下の 1968 年 1月 ､ 東京都行政臨時調査会､ 通称長谷部調査会に よ る第
一 次助言は ､ 経
営局内予算部の 新設を提案して い る｡ 知事は ､ 都故に おける従来の総務 一 財政主導体制 を
変更 して ､ 企画調整局 一 経営局主導を構想 した｡ すなわち､ 知事は長谷部調査会の助言に
沿 っ て ､ 財務局の 主計部を新設 の経営局に移動させ ､ 予算部を新たに設置 しようと したの
で ある｡ しか し改革対象部局､ すなわち財務局か らの 強い抵抗に よ っ て ､ 条例改正 は困難
となり ､ 必 要最小限の機構改革で幕を下 ろさざるを得なか っ た27｡ 知事の 予算編成権が如
何に形式的なもの であり ､ また財務局に対する知事の 影響力が如何に限定的で あるかが 良
く分 かる ｡
また議員や政党､ 各種団体からの予算関連の 要望受け入れは ､ 7 月下旬の 知事の 依命通
達の 発令後､ 各局にお ける予算編成作業の過嘩で行 なわれるが ､ こ の要望は ､ 担当各局で
直接､ 案件毎に受 け付けられ ､ 検討されるた め ､ 極めて事務的に処理され る｡ 要望受け付
けに よ っ て予算全体の骨格が大きく修正 されるとい うこ とは皆無とい っ て 良い ｡ 通常､ 財
政的予算的措置 に関連する要望につ いて は財務局が ､ それ以外につ いて は各事業局の 窓 口
が担当す る｡ また 12 月 に編成され る財務局原案段階では ､ 国の 大蔵原案とは異なり公表
されない ため ､ 政党等か らの 要望受 け入れは､ 知事査定の 段階で ､ 要望項目を羅列 した要
望書の提出という形式で行なわれ る｡ しか し､ こ の ような政党か らの復活要望も ､ 知事原
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案発表 の 翌日の 正午には締 め切られるという ように､ 時間的制約があるため ､ かなり限定
的なも の とならざるを得ない ｡
ただ し､ 予算作成の管轄組織で ある財務局も警戒 しなければならない点がない訳では な
い ｡ 財務局が注意を要するの は ､ 政治的圧力や政治的介入以上に､ 予算を外部から制約す
る要因がある場合であるo たとえば､知事主導に より公約を実現 しようとする場合が あるo
鈴木都政における臨海計画が例と して挙げられる. 知事は ｢マ イ タウン東京+ 公約 の 一 つ
と して臨海地区の開発 を行なうが ､80年代後半の都財政の税収の増加 によ っ て それ は可能
とな っ た｡ こ の ような場合には ､ 都政の 目的が明確で あるため歳出増大も正当性を持つ た
め ､ 議員 ､ 利益団体等の予算要求側と同 じ側 に財務局は立た
■
ざるを得なくなる｡ 予算の調
整や ､ 予算決定に財務局が影響力を発揮する ことが難しくなる ので ある｡ また､ 80 年代後
半の財政状況の ように､ 税収が好調な環境で は､ 他局や議員か らの 予算要求が ､ 制約を持
つ こ となく徐々 に累積されて いくため､ 要求側は財務局の意図とは無関係に ､ 予算獲得を
容易に達成す る｡ これらの 場合､ 倣に財務局が組織 の予算決定力を保持 しようとすれば､
予算規模に制約 を課 して ､財務局 の予算作成に対する裁量を残 しておくこ とが必要となる｡
鈴木都政の 後半期に あたる 80年代後半に ､ 増大する税収に対応 して財源 に余剰の 生じた
場合 ､ 財源 の 一 定割合を各種基金の積み立て ､ 1 兆円近い財源を蓄積したこ とは､ 財務局
の裁量が効果的であ っ た ことを示 して い る｡ こ こで は､ 財源に余裕の ある状態でも ､ 財務
局 の予算に対する裁量や影響を損なうような都政の 担当者による制約には､ 財務局は敏感
に反応す るの で ある｡財務局が緊縮財改と放漫財政の 間で巧妙に均衡を図ろうとする のも､
財政赤字は財務局の 予算に対す皇統制を弱めるか らである. こ の ため財政赤字の解消策と
して ､ 歳入財源 に起債を充て ると､ 自治省の許可が必要であり ､ そ の ような蓉合で は､ 財
務局の 予算統制 に対する権限は ､ 自治省の彩響力 に移転して ､ 予算統制力が ､ 財務局の辛
か ら離れて しまうか らである｡
こ の ように ､ 財務局は確か に知事を補佐する立場にあるが ､ 予算作成に関わる制度的統
制 を通 じて ､ 財政赤字の要因を除去す る こ とを目指すの で ある｡ それ は彼らの組織利益を
擁護する方向でもある｡ こ の ため､ 知事の 財務局か らの 支持調達は重要になるが､ 必ずし
も容易では ない ｡
3) 利益団体と して の職員団体
同床異夢の 都労連
昭和 23年の アメリカによる政令 201号は ､ 公務員に対する労働基本権を制 限した｡ こ
れ は労使関係 に対する民間と公務との 区別を意味したが､ こ の政令の趣旨は今日でも継続
されて い るo 中でも地方公務員の労働協約の締結は未だに否認されたままで あり､ そのた
め給与やそ の他 の 勤務条件は ､ 争議権の 代償措置と して地方公務員法で は人事委員会の勧
告に基く ことが定 められて い る ｡ しか し､ 現実には労使で事実上協約を行う場合もあり ､
そこ には 法定主義で は解決 され ない 労使 の 関係も存在するため､ これらの過程は関係ア ク
タ ー の 思惑を背景と して政治過程をなして い る｡ つ まり ､ しばしば労使の取 り決めが ｢ヤ
ミ+ の慣行や協定と して議会やメディ アか ら指弾されるの は ､ そ の ような過程があるから
で ある｡ こ の ような背景には ､公務員と労働者とい う二 つ の 立場の 衝突があるか らで ある｡
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要するに ､ 公務員の 労働基本権に対する制限を支持する立場の 背後に臥 国民に奉仕すべ
き公務員の労使関係が当局と労組間の 力関係で決定される こと - の 不満が あり･､ また制限
に反対する立 場の 背後には ､ 同 じ労働者で ありながら､ その権利の 行使が抑制される こと
- の 不満が あるからで ある｡ 人事委員会はこの ような二 つ の 立場の 均衡を如何 に図るかと
いう点に努力 を傾注 してきた28｡
しか し､ 人事委員会が労使を調整する第三者的な役割を担 っ たと しても､ 年度転の指針
は ､ 知事と議長という統治機関の代表 に対する ｢勧告+ という形態を取 っ て い る点で ､ 労
働側の 立場の 補強を意味して い た ｡ つ まり統治機関内における職員の性格は ､ こ の制度自
体が公務員で ある前に労働者と しての 立場をより重視してい るの で ある｡ この ような環境
の 下で行動する職員には､ 公務員というの はむ しろ倣の姿であ っ て ､ 労働者とい う意識が
強い . そ こ で は公務員と して の 意識は希薄で ､ 一 定 のイデオ ロ ギ ー によ っ て執行機関と対
峠す る立場と して の労組員の意識 に立つ の である29｡
都労連傘下の 単組でも､ 特 に現業職組の構成員は､ 新制高卒の もの が多く ､ 75年に都の
職員制度が制度化 され るまで は ､ 臨時職と して入庁 し､ 昼間は勤務し夜間は定時制学校に
通学 しながら卒業 し､ そ の 後主に外局に配属される ､ いわゆる ｢たたき上げ+ と称する立
場の もの から構成されて い た｡ 大卒で採用 された職員の ､ そ の後の 昇進の あり方からすれ
ば ､ 大きな帝離の あっ たノ ン ･ エ リ ー トとして の彼らは ､ ,｢労働運動でも しなければ出世は
できない+ とい う伝統的職場環境の 中で育っ てい たの である｡ こ の ため彼らは ､ 勤務中で
すら飲酒 し､ 職場 で花札や麻雀､ さらに賭け事をし､ 都合によ っ て欠勤する こ とも多か っ
た｡ とこ ろが､ そ の反面要求だけは人 一 倍するとい っ た ｢うるさ型+ の 労働者と して見ら
れ ､ 特に交通局で は ､ .高度経済成長 とそれによる交通の近代化に よ っ て ､ バ ス 事業に熟練
職を中心 とした余剰人員が発生すると､ こ の ような勤務実態が現出した｡ 彼 らは長年の経
験と勘で車両や軌道の 保守や点検に従事 したが､ 交通機構の近代化に伴っ て余剰となっ た
の で ある｡
こ の ような中で ､ 勤勉か つ 職場改善意識の 強か っ た 一 部の もの は ､ 積極的に労働運動に
入り ､ それ に関わる程度が増大するに従い ､ 出先機関の執行委負から書記長に ､ そ して単
組の 役員 - と ｢昇進+ して ､ 若く して都労連の 将来を担う人材となっ た ｡ む しろ彼らは公
務員としてで はなく ､ 労働運動に関わる ｢運動家+ としての 立場に自らの役割 を見出すの
で ある｡ こ の ため､ エ リ ー ト意識 の 強か っ た幹部職員との 労使交渉におい て こそ ､ 彼らの
存在意義は確認され ､ 幹部職員に対する ｢怒号+ や ｢恐喝まが い+ の言動を通 じて ､ 彼 ら
は労使交渉の優位を印象付 けて ､ 職場に対する貢献と､ 労組幹部と ししての影響力を誇示
するの で ある｡ それでも彼 らの意図が達成されなければ､ 同盟罷業とい う手段を通 じて究
極的には労組員の 要求と職場組織の 擁護の ために ､相互の 結束を固める ことに熱心 になり ､
敵に対 し立 ち向かうとい う意味にお い て ､ 一 定 の実績の あ ったことを労組員や第三者に対
し提示 した ｡ こ の ような方法は､ 彼らの如何なる目的に基づくもの であ っ たの か ｡ これを
以下で確認する.
彼 らの意図は ､ 単に労働条件の改善とい うより､ 労働運動そ のもの にあっ たと考えられ
る｡ 一 連の 労使交渉にお い て注目されるの は､ 人員整理以上に給与削減を忌避 して い る点
である｡ 彼 らの 存在意義が 労組内における昇進である以上 ､ 幹部職員が昇進 して ､ 役付加
算や それの 反射的利益と して の 勤勉手当や期末手当の 差額支給分､ また退職金 へ の 増額な
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ど､ 勤務期間が長期に及ぶ に伴 っ て ､ 得られる彼らの成果は増大するの に反 し､ 昇進の 限
られた労組員の 生涯貸金に は ､ 格段に格差があっ たため､ 労組員は現職中の 人件費の確保
に熱心に ならざるを得なか っ た｡ 退職金削減 へ の反対姿勢の 強化 は ､ 労組員の職場での 昇
進の 望めない 現状に対する 防衛策の ひとつ であ っ たの で ある｡ 労組組織率が 80年代に入
っ て漸減 した実情に鑑みれ ば､ 彼 らにと っ てこの ような判断はきわめて合理的で あっ た｡
労働運動意欲の 旺盛な若年の 労組員の確保が困難祝されてい る点を考慮する ､ ある い は打
破する意味で ､ 労働運動 - の 従事に よ っ ても､ 一 定程度の給与は維持されて い るという意
味を若年労組員に提供する ことで ､ 若年労組員の確保を目指すの で ある｡
また､ 労使交渉過程にお いて も､ 労組員にと っ て不人気な政策､ た とえば､ 人員整理や
給与削減などが提案された場合たは､ 労組 にと っ て優先度の低い ､ あまり重要でない合理
化政策の 一 部 の 変更に応 じることで ､ 当局か ら譲歩を引き出すの で ある｡ 政治的妥協では ､
合理化 におい て最も重要な部分を守り通すこ とが他の 単組に対す る自らの 労使間題 へ の姿
勢を示すことにもなり ､ それから脱落することは他組に対する裏切りとも解釈さhJた. 級
織利益や当局か らの譲歩を引き出す交渉が ､ 合理化を目指す当局に対する戦略の中心 をな
すもので ある｡ こ の ような交渉で は ､ なる べく少ない損失で大きな利益を得るこ とが必要
になり､ 当局に政治的圧力 をか けつ つ ､ 最も有利な形で 交渉を進め るた めにも ー 定の行動
パ タ ー ン を取 っ た｡ より重要 なことは ､ こ の ようなパタ ー ンは単組 ､ あるい は労組員の各々
に共有されるということで ある｡ 実際､ 労組員の中で は ｢相手 の 話 しは聞く な+､ ｢下手 に
出るな+ という交渉戦術が 取られた｡ ｢相手の話 しを聞く な+ とは ､ 相手 ペ ー ス で内容が煮
詰め られ るこ と - の警戒で あり､ 戒 めを意味する｡ また ｢下手に出るな+ とは､ ほとけご
こ ろを出 して ､ 当局担当者 の 情に流されては ､ 当局 ペ ー ス で交渉が進展すると い っ た経験
的事例に基づく判断で ある｡ つ まり､ 交渉で必要なの は ､ 決 して相手の 話 しをま ともに開
かず､ 優位に交渉を進めるために時kは個喝も必要とする交渉術で あるo 相手 と交渉する
ときには ､ なる べく自らに有利な提案から始め ､ その 交渉過程で譲歩を細かく設定 し､ 自
らの 利益 に深く 関わる妥協は最後の段階まで引き延ばす ､ できればこの ような妥協の回避
を目指す ｡ 労組は､ 多く の場合こ の ような方法に よ っ て ､ 政治的圧力に対 し､ 自らの意図
を守ろうと した｡ 換言すれ ば､ 妥協を重ねて も､ それが本質の外側 ､ つ まり周辺部の妥協
で あれば ､ 労組として の 政治的交渉は成功裡に終わり ､ 本質まで後退すれば､ 重要な政策
目的まで損なわれ ると考える ｡ こ の ような 一 連の 交渉過程は ､ ことの解決とい うより ､ 如
何 に して組織の優位性を保持するかとい う組織利益の擁護に こそそ の 目的が あ っ たもの と
考 えられる ｡
管理職以外の 大半の職員を擁する東京都労働組合連合会(都労連)は ､ 行政職､ 労務職､
企業職 ､ 教育職公務員か ら構成され るが ､ その 構成には地方公務員法上 の職員団体と､ 地
方公営企業労働関係法上の 労働組合とが混在 してい る ｡ 地方公務員法上の職員団体と して
は知事部局と特別区の職員を組織する東京都職員労働組合 (都職労後に東京都庁職員労働
組合に発展的改称 した) が､ また都下の 公立小中学校教職員を組織する東京都教職員組合
(都教組)が､ そ して都立 高校教職員を組織する東京都高等学校教職員組合 (都高教) と､
都立大 ･ 都立 短大の教職員を組織す る東京都立 大学短期大学教職員組令 ( 大学職組) とが
ある ｡ 一 方､ 地方公営企業労働関係法上の 労働組合と して は ､ 交通局職員を組織す る東京
交通労働組合 (東交) と水道局 ･ 下水道局職員を組織する東京水道労働組合 (東水野) と
32
が ある｡
法令上異なる根拠 を持 つ 単組 の連合体としての都労連は ､ 加盟団体の自主性を尊重する
点で ､ その機能は任命権者に共通する基本的労働条件を中JL､に交渉､ 連絡 ･ 調整 ､ 統括を
総務局勤労部を交渉窓 口 と して行い ､ 統 一 要求､ 統 一 交渉､ 統 一 妥協の統 一 三原則の もと ､
賃上げの 共闘組織と して存在 した｡ そ して ｢貸金の都労連+ との名声を博す の で ある30｡
なかで も中J亡J的存在は都職労で ある｡ 都職労は戦後いくつ かの節目を経て ､ 49年 11月 の
第 6 回臨時大会で全国組織の 自治労連か ら脱退 した後 ､ 直ちに自治労協を結成 した｡ 67
年に は ｢明るい革新都政をつ く る会+ の組織化を支 え､ 美濃部都政の登場に貢献した｡ さ
らに 7 1年 12月 ､ 代議員の選挙制度を全組合員に よる制度に変更し､ 組織整備と合わせて
組合の 近代化 を図 っ た｡ 以上 の組織体制整備後､ 72年5月 の第40 回大会で ､ 執行部提出
の 特定政党支持案を否決 し ､ ｢政党支持 ･ 政治活動の自由の 原則+ を確立 して ､ 政党支持 の
自由化 を図 っ た｡ その 結果 ､ 70年代初頭以降､ 政治的にはそれまで の社会党か ら共産党勢
力が台頭 した｡ そ の後 ､ 組織再編が行われれ東京都庁職員労働組合になる31｡
東京都庁職員労働組合 (都庁職) は東京都全職員の 約 3分の 1を組織する｡ 都庁職は 75
年 10月 ､ 前身 の東京都職員労働組合 (都職労) の組織内団体と して知事部局を*'bに組
織され ､ 76年 3月 1 日地方公務員法上の職員団体と して登録された｡ 1970年代前半まで
上部団体で ある自治労委員長 を輩出するなど､自治体労働運動のリ ー ダ ー を輩出 してい た｡
また､ 東京都立大学短期大学教職員組合 (大学教組) の 前身は ､ 46年秋に結成された都
立高専職員組合で ある｡ 同労組は 47年秋 ､ 都労連 - 加盟 し､ 49年 4月の 学制改革で新制
大学が発足する と､ 都立大学高専職員組合 に拡大改組 した｡ そ して ､ 61年に は都立工業短
大 の廃止問題を契機と して発足 した工業短大組合と立川短大組合の参加 を得て ､ 6 1年 10
月 に現在の 都大職組 に至 っ て い る｡
都職員と して の東京都高等学校教職員組合 (都高教) ほ ､ 日教組 - の加盟が早か っ た こ
ともあ っ て ､ ｢日教組育ち+ の職員が多く､ 党派的には社会党重視とされる｡
さらに ､ 区市町村職員と して の 身分にある団体と して東京都教職員組合 (都教組) があ
る ｡ この 団体は ､ 45年 12月 ､ 東京都教員組合 (都教) と して結成され､ 4 6年 3月 には東
京都中等学校数職員組合 (中教組) と東京都青年学校数職員組合 (背教祖) が ､ 同4月 に
は東京都国民学校教員組合 (国教) が結結集されて都教職員協議会 (都教協)になっ た o
これが都労連 - 加盟 した の は 47年 2月で あっ た｡ その 後 4 7年 7月 ､ 現在の東京都教職員
組合 (都教組) にな っ た｡
また 労組と しては ､ 歴史的に古い東京交通労働組合 (東交) がある｡ 同労組 の発足は早
く ､ そ の 前身は 1919 年 (大正 8年) 9月結成の ｢日本交通労働組合東京市電従業員部+
に遡 る｡ 金融恐慌時 ｢市電自治会+ と ｢市電自治体現実同盟+ に分裂したが ､ 29年 ｢東京
交通労働組合+ と して再発足 した｡ 一 時戦時体制に入 っ て 40年7月 ､ 解散を余儀 なくさ
れ たもの の ､ 再建 は早く 45年 11月 には登場 して い る ｡ そ の後 ､ 東京従業員組合､(都従)､
東京都教員組合 (都教)､ 束京都水道従業員組合 (水従) にも呼びか け 46年 1月 ､ ｢対都
共同闘争委員会+ を設置 し､ 同年 6月都労連を結成 し束交委員長がその初代委員長にに就
き ､ 都労連の 中心とな っ た｡ 産別組織と して 日本都市交通連合会に ､ 総評結成時には最有
力の 推進メ ン バ ー と して積極的 に参加 して い る｡ 以降､ 都労連委員長は ､ 束交か都職労か
ら選 出され るというほ ど､ 戦後の 都政に影響力を行使 した｡ 束交は日本最古の 労組を自負
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し､ 長年 の伝統の 中で 交通局と家族主義的な労使関係を築い てきた820
また東京水道労働組合 (東水野) は ､ 1945年11月 の ､ 東交､ 都従､ 都教組､ 水従の 結
成後 ､ 12月結成された｡ そ の 後同労組 は 46年 6月都労連を結成して に参加する｡ 水従 を
中J[♪に全国水道従業員組合連絡協議会 (全水連) が 51年 11月 に発足する｡ その 後水従 は
51年 2月都職労水道支部と合同 し52年 10月 には下水道を吸収 し､ 52年 12月 には全水
連の 総評加盟 を実現させ全国単産と して の地位を築い ていく ｡ 水従は 54年 5月 ､ 名称を
改め､ 東京水道労働組合 して発展改組された｡ 続い て 61年3月 ､ 全水連が発展的解消 し､
全国水道労働組合 (全水道) が結成された｡ 62年7月 に東水労の解散が行われ ､ その後8
月 には都労連再加盟 ､ 同 8月全水道関東地本加盟 ､ 9月垂水道 - の加盟が段階的に行なわ
れた｡ それ によ っ て全水道 ･ 東京水道労働組合とな っ たので ある｡
こ の ような団体の構成員には 一 般職33と現業職の 区別があり､ 前者が職員団体に ､ 後者
が労働組合というようにその 組合の所属も分かれて いた o こ の差異は労働基本権と して の
団結､ 交渉権にも関係 したが ､ 特 に待遇の 面で差異が あっ た｡ 待遇の あり方が第三者機 関
に委ねられた の が職員団体で あり､ 企業管理者との 交渉に委ねられたの が労働組合で あっ
たo 警察 ､ 消防､ 教育､ 知事部局 の 一 般職の 待遇は ､ 概ね各年度の 10 月 ､ 人事委員会勧
告の答申に よ っ て処遇されたの に対 し､ 水道､ 交通 の現業職で は人事委勧告を待 っ て ､ 各
単組と所属の 公営企業当局との 交渉に委ねられてきた｡ こ の ような差異が ､ 待遇の 差異に
も連動す る場合があっ て ､ 多く の場合､ 現業職に不満を抱かせ る要因となっ た｡ こ の た め
6 単組 は同 一 の 上部団体と して の都労連に属 しなが ら､ 場合に よ っ ては分裂する可能性 を
持 っ て い た の で ある｡
各々 の 単組は ､ 各々 歴史や組織的特質､ 労使関係 を持 っ てい るため､ 逆に問題 に よ っ て
は乳蝶も生 じ､ それが都労連の行動を制約する可能性も孝んでい た｡ 70年代まで は ､ 形式
的な交渉当事者で ある各局長との個別交渉と並んで ､ 都労連ではまず中央交渉を行 っ て ､
そ の 後に各局労使が 上乗せ をする都労連交渉が賃金闘争を中心 に行われてい た｡ これらの
交渉はい うまでもなく ､ 議会の承罷 を必要と したため､ 都労連各単組は ､ 競 っ て より多く
の組織内議員を都議会に送 り出すこ とに精力を費や したの である34.
4) 公営企業
交通事業の 特質
公営事業は ､大きく行政サ ー ビ ス 供給と行政サ ー ビ ス 需要の 二 つ の領域か ら構成され る｡
供給側は ､ 輸送や給水とい っ た行政サ ー ビス を必要とする対象者 - サ ー ビ ス を提供する領
域で あり ､ 需要側は ､ 不特定の都民などが 一 定量の行政サ ー ビス を購入する領域で ある o
こ こで は これらに焦点 を当て 公営事業制度を確落 し､ 次に公営事業の行政サ ー ビ ス の構成
と特徴を明らか に し､ そ の 特質と意味につ い て検討す る｡
日本 の 定期路線の 公営交通事業には ､ 軌道の 有無に よりバ ス 事業と鉄道事業とがあり ､
さらに鉄道事業では地上か否かで ､ 路面電車 ､ モ ノ レ ー ル事業と地下鉄事業に大別される｡
現在東京都営で は 23 区を中心 にバ ス 事業､ 地下鉄事業が､ 一 部地域で都電 (地上路面電
車) 事業､ モ ノ レ ー ル事業が運営されて い る｡23区を中心 と した ､その 設置主体別内訳(2000
年度現在) は ､ バ ス 事業で は都営､ 地下鉄事業では 4路 鮮5が都営､ 8路線36が公法上の 法
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人 ､ 帝都高速度交通営団(営団)の 所有である｡ 同地域で の営業収入で はバ ス 事業の 11.4%
(455億円)､ 都営地下鉄事業の 22.2%(919.3億円) に対 し､ 営団地下鉄は 66.4% (2 986
億円) と全体の 3分の 2以上を占め､ さらに地下鉄事業の敷設全キ ロ 数に占め る割合にお
い て も都営の 109 kmに対 して営団は 177.2km で ､ 全体の 62% を所有して い る｡
地下鉄事業を大阪市､ 名古屋市と比 べ て見よう｡ 大阪市ではバ ス 事業､ 地下鉄事業は共
に市営とされ ､ 営業収入 (2000年度)比率は バ ス 15% (15.1億円)､ 地下鉄 85% (1 4弧 6
億円)である｡ 地下鉄の 敷設キ ロ 数 115.6 キロ は都営の 109.2 キ ロ とほぼ同規模で あるが ､
営業収入の 点で は大阪市営の 1640億円に対 し都営は 1001億円で約 3分の 2程度で しか
ない ｡ 両者はほ ぼ同規模の供給路線を持ちなが ら､ 営業収入の 点で都営地下鉄 は大阪市営
地 下鉄より採算性が低い とい える｡
また名古屋市で は大阪市と同様､ バ ス 事業､ 地下鉄事業は共に市で経営され ､ 営業収入
(2000年度)の 点で バ ス 事業の 26% (250億円)に対 し地下鉄事業では 74%(7 0 億円)､
さらに地下鉄 の敷設規模で見ると名古屋市営の 76.5 キ ロ は都営の 73%に匹敵する｡ 名古
屋市人 口 210 万人 (1998年度調査) で 76.5 キロ の営業規模を持 つ名古屋市営地下鉄と､
2 3区人 口 789万人 (1998年度調査) で 109.2 キ ロ の都営とでは ､ 人口比で 23区は名古
屋 市の 3.8倍 の規模に対 し供給路線比 は1.4倍で しか なく ､ 都営地下鉄は供給路線の規模
の 点から見ても明らか に過小とい うべ きである｡
以上 の 比較か ら分か る ､ 採算性甲低さや供給路線規模の過小性 は ､ 都営地下鉄 の営団地
下鉄 との ､ 同 一 地域にお ける並存とい う事情か ら生 じてい る. 大阪市や名古屋市の地下鉄
事業は設置都市の独占的経営に委ねるの に対 し､ 23 区では都営と営団とに分割され､ か つ
営団優位の状況で推移 してきた｡ そ の 端緒は昭和 16年制定の帝都高速度交通営団法に よ
る地下鉄事業の ､ 都営に先行した開業であっ た｡ 歴史的に先行 した営団地下鉄事業は ､ 規
模 ､ 営業の 両面で都営以上 の事業となっ たため､ 1960年代以降数度にわたっ て都が 地下鉄
事業 一 元化を要望 したにもかかわらず実現を見て い ない .
また､ 営団と都営との 二元的営業体制は､ 公営交通事業の供給 コ ス トの上昇を招く要因
にもなっ て い る ｡ 東京都の公営交通事業の力点は ､ 60 年代以降の 高度経済成長 に伴う都心
部 - の人 口流入 に よ っ て ､ バ ス 事業か ら地下鉄事業に移行 した｡ 都営の バ ス事業は私鉄 バ
ス と異なり都心部を営業領域と したため､ 人や車両増加に伴う混雑時の営業が非効率に な
つ た の で ある｡
都営地下鉄は営団に 19年遅れて ､ 1960 年 ､ 押上浅草線の開業で交通市場に参入 した ｡
遅れた市場参入 の た め ､ 営団の銀座線､ 丸ノ 内線な どの 収益性の 高さに比 べ て ､ 都営地下
鉄 の 開業路線は そ の後も営団路線の 周辺 に限定され ､ 建設費の面でも後発 の ゆえに高額投
資37が必至 となり ､ 高 コ ス トで あっ た｡ 戦前に制定された陸上交通事業調整法に よ っ て ､
都営交通の 事業地域が山の 手線内側 の 旧市内と荒川放水路を結ぶ狭い地域に押 し留められ
とい う制度上 の制約を負 っ て い たか らである38｡
後発で の 市場参入は高度の 建設技術利用が可能とい う利点の反面 ､ それが却 っ て軌道 と
路線位置 に関 し難点にもな っ た｡ 後発路線は付加価値を高めるため既存路線､ たとえば営
団地下鉄や都心 - 集中する私鉄路線 - の接続を目的に軌道を多様化 した｡すなわち ､銀座 ､
丸 の 内線に対 しては広軌の 1435 ミリ ､ またこ の 2 路線以降に建設された日比谷線な どに
対 して は狭軌の 1067 ミリ ､ そ して周辺私鉄線 - の接続に は 1372 ミリの軌道で対処 した 結
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果 ､ 都営は 3種類の軌道路線を持 つ ことになっ た｡ これは都営地下鉄全線での 車両の使い
まわ しを困難に したため､ 車両費に つ い ても高 コ ス トにな っ たの である｡
また､ 営団地下鉄が主として地下1層､ 2 層に敷設されたの に対して ､ 後発の 都営地下
鉄は営団以上に深部の 地下 3層 を中心に建設され ることにな っ た｡ 深部における建設工事
は コ ス ト高にな っ た｡
こ の ような都営と営団とい う設置主体の 分離は ､ 公共交通機関の効率性を妨げる 一 因に
な っ て い る｡ 東京都以外の 大都市で は､ 近距離 ･ 小部 - のきめ細かな輸送を担当するバ ス
と､ 遠距離 ･ 大量輸送 の地下鉄との機能が明確に区別され ､ 利用乗客の性格に応 じた公営
交通輸送が行われ て い る. ところが ､ 東京都の場合利用乗客の 性格に合わせた輸送 は 一 定
程度守られ て い る もの の ､ 効率路線の 営団 - の偏在が ､ 都営 - の集客に不利 ､ も しくは都
営利用乗客に過重負担を強い る結果とな っ た｡ こうした点が都営交通事業の 供給シ ス テ ム
の 特徴で ある ｡
･公営交通事業の行政サ ー ビ ス を需要面か ら見ると､ 公営交通機関の 収入は ､ 乗車運賃､
各種関連事業の 営業収入 ､ 国 ･ 地方自治体からの補助金か ら構成されて い る｡ 関連事業収
入はそ の 事業展開が限定的で あるため多くの 収入は期待できない ｡ また補助金は国 ･ 都道
府県あわせて建設 費の 7割程度が補助される制度となっ て い るが､10年分割の 運営費補助
とい う形態を採用 して い るため､ 営業中の事業で は建設費の財源と して は計上されず､ 建
設投資財源 に占める国県補助金の割合は極めて低くなっ て い る3 9｡ もちろん設備投資や経
済不況に よ る損失処理に は企業債の 発行や 一 般財源か らの繰り入れも行われ る｡ しか し公
営事業に は ､ 52 年制定､ 66年改正 の地方公営企業法で独立採算制が採用されたため ､ 一
般財源か らの繰り入れも償還の義務化に より 一 時的である. したが っ て運賃収入が経営の
根幹とな っ て い る の で ある ｡
こ の ような東京都の 公営交通事業の特質は､ 基本的には公営交通事業財政を悪化させ る
要因にな っ て い る ｡ すなわち､ 大阪 ､ 名古屋市とは異なる区部における都営と営団との 二
元的営業体制が ､ 技術､ 営業の 両面におい て制度上都営劣位とな っ て い るからで ある｡ し
か し当該事業が制度上財政悪化構造に あっ たと しても､ それが直ちに赤字に直結する訳で
はな い ｡ 制度 の運用が人材によ っ て達成され る以上 ､ それを機能させ るの は マ ン パ ワ ー な
どの副次的要因に も依存して い ると考えられ るからで ある｡
水道事業
また ､ 水道事業の 場合はどうであろうか. 一 般的に水道事業の供給体制は 二 つ の 要素か
ら成り立 つ ｡ ひ とつ は当該領域に給水する事業体と しての 公営事業であり､
他の 公営事業体に分水す る卸業務､ つ まり元売りと しての 公営事業で ある｡
前者 の 立場で は ､ 23 区と多摩地域の 24 市町 (武蔵野 ､ 三鷹､ 昭島､ 羽村､
の 4市1 町 1村 を除く) がそ の 対象に ､ また後者の 立場では武蔵野 ､ 三鷹､
もうひとつ は
東京都の場合
奥多摩 ､ 櫓原
昭島､ 羽村の
4 市が浄水 の分水対象に なっ てい る (2000年度)｡ 従 っ て ､ 東京都内の水道事業は武蔵野
市ほか 3 市が各自治体経営で ､ そ して都営が区部と多摩地域の 2事業体か ら構成されて ､
都合6事業体で 運営されて い る｡
これと異なり大阪府の 場合は後者に当たるが ､ 大阪市が府 に先行 して水道事業を起こ し
独自に給水設備 を整備 した｡ こ の ため府営水道は給水の卸業務を32 市8町 1村､ 約 61 5
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万人に行 い ､ 木阪市は市内地域にのみ給水事業を行っ てい る｡ 府営水道か ら配水される市
町村は独自に給水施設を所有し､ 水道料金 の設定も行わなければならない ｡
名古屋市の場合も大阪市と同様で ､ 愛知県営水道が卸業務によ っ て名古屋市以外の自治
体に給水 して い る｡ したが っ て大阪府も愛知県も ､ 水道事業の料金設定は当該自治体の判
断に委ねられてい るの で ある｡
と こ ろが東京都の場合､ 大阪､ 愛知に比較して供給事業体数は 6事業体に限定され ､ 都
営水道の包括性 が高い とい う特徴がある｡ こ の ため､ 給水世帯 ･ 人 口 ､ さらに配水管延長
距離の何れの 指標 をと っ て も､ 経営主体の負担は広範囲でありかつ 増大してきた｡ 区部と
多摩地域と い うほとん ど都全体を網羅する東京都と､ 市部を中心と した大阪市とい う､ 留
保付 の比 較 (1998年度40) であるが ､ それによると､ 給水人 口で は東京都の 1116 万人に
対 し大阪市で は 259万人で ､およそ 4.3倍の 需要で あるように ､配水管延長距離で は 23000
キ ロ に対 し1400 キロ と極端 (16.4倍) に異なっ て い る｡ したが っ て ､ 都営水道に は給水
人 口 に比 べ て設備投資が過大で あるという特質が ある｡
束京都の水道事業の行政サ ー ビ ス を帝要面か ら見ると､ 収入には水道料金 ､ 起債 ､ 国庫
補助金などがある｡ こうした要素は東京都に限らず大阪府､ 愛知県でも同様で ある｡ ただ
都とこれ らとの 差異は ､ 都営水道の料金収入 - の依存が他自治体に比 べ て小 さいとい う点
で ある｡ 都営水道の財政を 89年から 97 年まで み ると､ 収入総額に占める料金額は ､ 92
年度の 6 7.9%を最低に ､ 89年度の 75.6%まで の範囲で推移 した｡ 最新の 200 年度で見る
と 7 7.8% と最近の動向で は最高の 率で あっ た｡ これに対して大阪府では ､ 200 年度で料
金収入は 95.6%と極めて高い ことが分か る｡ もちろん両者の基本的差異は末端供給事業か
卸供給事業かとい う要因に よ るが ､ 水道会計に占める料金収入比率が高いだ け大阪府営水
道 は ､ 会計上独立的で あり ､ か つ 事業体を しての役割が大きい と判断できる｡ これに対 し
て ､ 都営水道財政は料金収入 を基本と しなが らも､ 企業債 ､ 補助金などに依存す る他律的
財政構造に なっ て い る ので あるc また地方自治体を顧客とする元売り事業で はなく ､ 給水
事業体で ある こ とに よ っ て ､ そ の財政的自立性は低く ､ 経済状況の あり方に よ っ て は財政
基盤の 動揺を引き起 こ しかねない構造とな っ て い る｡ したが っ て ､ 都営水道は末端顧客に
直接接 して い るとい う点で ､ 大阪府営水道をは異なり ､ 経済情勢に左右され る制度上の 特
質が ある こ とが分か る｡
公営事業の特質
こ の ような両事業の ､ 主収入源を利用料金に依存する財務体質は ､別の 問題 を提起する｡
第 一 に ､ 公営交通事業に関 して いうと､ 大阪市､ 名古屋市などバ ス 事業､ 地下鉄事業が 単
一 事業主体に包括された地域で は､ 事業主体の営業領域内での 競合が欠如 して い るため ､
仮に運賃値上げに ､ たとえば党派的抵抗が生 じても ､ それは値上 げの可否の レ ベ ル に留ま
る｡ 運賃額で は ､ 大阪市､ 名古屋市の 場合共 に都営より高め に設定されては い ても ､ 地下
鉄乗車に料金格差の発生とい う問題は生 じて い ない o 設置主体の 統
一 性が運賃に差異を引
き起 こ さない か らで あるo しか し事業主体不統 一 の 地下鉄事業で は ､ 営団の運賃値上げは
営業収支と い う経済性に依存するに して も､ 都営の それは経済性以上に党派的要因に左右
され る｡ すなわち､ 都営交通機関の運賃値上げの 可否は ､ 運輸省 (運輸審議会) の 認可以
上に ､ 議会 にお ける政治過程に依存してい るからで ある｡ もちろん大阪市､ 名古屋市でも
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党派的要因に よる運賃値上 げの争点化がないとい う訳で はない が ､ 23区の 場合の.ような
( 営団都営の 各路線が並行路線で ない) 競合路線の 選択ができる地下鉄利用の 場合で は ､
運賃格差の ゆえに ､ 経営主体で ある都 - の責任追及が議会内で顕在化する可能性が ある ｡
したが っ て ､ 都営地下鉄 の運賃値上げは ､ 大阪市､ 名古屋市､ 営団に比較して ､ 経済性 の
問題以上に政治的要因に左右され ることになるの で ある｡
第二 に ､ 水道事業の場合でみると ､ 各自治体独自に水道料金が設定され る大阪府41や愛
知県と異なり ､ 東京都営では料金にプ ー ル 制が採用されて ､ 区部と多摩地域の料金が平準
化 されて い る｡ こ の ことは ､ 過密な地域が需要の過疎な地域の コ ス トを負担するこ とにな
り､ 区部の利用者にと っ て は負担増になる｡
こ の ような料金体系は ､ 自治体内の水道利用者数に拘わらず､ 事業体全体に わた っ て給
水 コ ス トが転嫁され るため､ 料金が割高に なる自治体が 生じるこ ととな っ た｡ さらに ､ 特
別 区と多摩地域市町村の合算で料金が設定されて い るため ､ 経済的不況時の都心部を中心
と した大 口需要 の低下 ､ あるい は都市部 の鉱工業か らサ ー ビ ス業中心 - の産業構造転換に
よる需要の 変化 など､ 特定地域における問題が経営全体に波及 し､ 赤字や料金値上げを促
進する要因にな っ て い る｡ 1998年の 統計調査時の 単位 (24m3/月) あたり料金で は ､ 東京
都の 3391円に対 し大阪市は 2392円と ､ 約1000円安価に大阪市で は水道利用が可能 にな
つ て い る ｡
そ して ､ 第三 に独立採算制導入問題がある ｡ 一 般行政事務が社会的便益､ ある い は公共
的需要を充足する行政で ､ その 費用を賄う収入 を個々 の支出とは無関係 に主と して税埠に
求め るの に対 し､ 公営事業はそ の サ ー ビ ス の 効果が特定個人に分割して帰属する行政の た
め ､ 利用者の 利用 に応 じて対価で ある料金を支払い ､ それによ っ て コ ス トを賄うとい う特
徴が ある｡ たとえば､ 水道事業で の独立採算制導入は 1948 年制定の 地方財政法第6条に
よ っ て本格化 した｡ 常時 20 人以上 の雇用職員数を有す る水道事業体は独立採算制を導入
･に踏み切 らざるを得なか っ たの である｡ したがっ て ､ 公営事業は行政とは い っ ても ､ 企業
の形態をとるこ とになり ､ さらに市場生産でもある関係上､ 一 定 の範囲で経済法則 にも制
約され る｡ 公営事業は利潤 を目的とは しない が､ 料金を通 じて経営が成り立 つ 限り におい
て ､ 経済法則 に無関心 には成り得ない の で ある｡ しかも安全と低価格と効率化 を常に事業
体外 から要請される｡ その ような要請に応 じるためには､ 政治過程を通 じた多様な圧力を
も甘受 しなければならない宿命を帯びて い るの で ある ｡
こ の ように東京都の都営交通 ､ 都営水道事業は､ 財政悪化を招きやすヤ､制度上の 要因の
ため ､ 赤字の 可能性を孝んで い た｡ そ の ため､ 公営企業の独立採算制の採用 は ､ 企業自身
に よる内部改善､ あるい は受益者負担 ､ さらに両者を促進させ るこ とになる｡ そ の 場合 ､
これらの 政策をどの ように導入す るかが知事の 主導性 に依存することになるの で ある｡
2 . 統治制度と運用
前節で検討した統治組織は ､ いずれも知事職の影響力を強化 して ､ それを定着させる手
段 であ っ たが ､ こ こで は ､ その ような統治組織が､ 都独特の行財政状況の 下で機能す る場
合 ､ 如何なる点が問題になるの か ､ こ の 点を確認する.
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1) 都財政の 特質
①都の 税財政の特質
都財政の 特質
中央地方の財政制度 一 般か ら都財政に焦点を移すと､ 中央政府か らの移転財源が過少で
あるとい う串が､ 都財政の 特徴と して挙げられる｡ 第 一 には ､ 地方交付税交付金が交付 さ
れて い ない ｡ 東京都が課 して いる地方税の税目は､ 都下全域では道府県民税個人分､ 道府
県民税法人分､ 道府県民税利子割り分､ 事業税個人分 ､ 事業税法人分であり ､ これに加 え
て特別区で は ､ 都区制度に よ っ て 市町村民税法人分､ 固定資産税､ 特別土地保有税 ､ 事業
所税 などを都の財源と して徴収する｡ これらの都税の なかでも大きな比重を占める の は ､
事業税牲人分および ､ 道府県民税法人分の 二税で ある｡ 98年度当初予算で見ると､ こ の 二
税は予算全体の 約4割にも上り ､ 地方財政のお よそ 2倍の 比率となっ てい る｡ こ の ような
法人二税が他 の地方自治体に比 べ て多い傾向は戦後 一 貫 したもの で あり ､ つ まり ､ 都財政
は 1954年以来地方自治体が等 しく ､ 合理的か つ 妥当な水準で自主的に事務事業を遂行す
る の に必要な基準財政需要額 を､ 標準的な状態にお い て徴収が可能な税収 の基準財政収入
額が上回 っ て い る の で ある｡
第二 に ､ 国庫負担金42､ 国庫委託金43､ 国庫補助金44からなる国庫支出金 の都 - の移転も
他 の地方自治体に比 べ て過少 に推移した｡ この傾向は ､ 美濃部都政以降に顕著に見られた
が ､ 特 に 84年以降で は ､ 都財政の 歳入 に占める割合も10%を割り､ 地方財政の 2分の 1
か ら3分の 2程度の 比率で しかない 45o 80年代に入 っ て ､ 国の財政支出全体が抑制され る
と､ 自治省は大都市自治体の財政支出を削減 した｡ 自治省は ､ 地方自治体全体の 財源削減
によ っ て 生 じた自治体間の 財政格差を､都などの大都市自治体の税財源によ っ て補填した｡
こ の影響で ､ 国庫支出金の 中でも大きなウ エイ トを占めた国庫負担金 ､ たとえば教育教職
員給与等国庫負担金が削減され ることになり46､ 都財政におい て は少ない 国庫支出金がさ
らに削減される こ とに なっ て ､ 丁 層移転財源は少なく なっ た｡ 98年度の 事例で見ても､ 地
方財政全体では歳入 に占める割合が 15.2 % であ っ たの に対 し､ 都財政ではわずかに 9.1 %
とい う状況であ っ た｡
地方自治体の 水平的財政調整 の役割をする ､ 地方交付税交付金の 不交付や ､ 国庫支出金
の過少性は ､ 確かに ､ それだけ都財政が潤沢である証左で あるが ､ それは景気動向が順調
に推移 して い る場合で あ っ て ､ 逆に経済状況が悪化 した場合､ 都財政の 自律性は裏目に出
て ､ それだけ財政運営は困難となる｡ 都市経済の成長が順調であれば自然増収するが ､ 不
況に陥れ ば法人二税の歳入全体に占める割合が高い だけに ､ 税収 は低下するの で ある｡ そ
の場合の 都の 増収 のための選択は増税か起債か になるが ､ それも必ずしも容易で はない ｡
地方税の 増税で は ､ 課税 できる税 目､ 税率などの主要な課税要件の フ レ ー ム が地方税陰に
よ っ て規定されて い るため､ 都の 思惑通りに ､ 自由にはならない の である｡ こ の ため ､ 都
財政は経済状況に左右され る可能性が高い ため ､ 知事にはそうした点を考慮 して ､ その よ
うな経済性を如何に克服するの か ､ 財政を運営するこ とが求められて い る｡
②国に よる統制
39
政府の 統制
国内の財政全般を捉える国民経済計算では ､ 公共部門は 一 般政府と公 的企業に分類され
る｡ 一 般政府 には中央政府 ､ 地方政府､ 社会保障基金があり､ 公的企業は中央と地方に分
かれ る｡ ただ し財政関係で は中央改府の 下に地方政府が置かれ､そ の地方政府 の管理下に ､
普通会計と公営企業会計を含む特別会計とが配置され47､ こ の ような中央政府と地方政府
との 財政関係 の なかで ､ 中央政府 は租税統制と起債統制という二 つ の財政制度を通 じて地
方自治体 (地方政府) を統制する｡
租税統制に は ､ 地方自治体に課税の自主決定権を認 めない課税否認と､ 税率の自主決定
権を制限する課税制限とい う二 つ の 手段が ある｡ 課税否認により ､ 地方自治体が地方税と
して課税できる租税は制限され ､ 認定された租税以外の 新設 には ､ 自治大臣の 許可48が必
要 になる｡ また､ 課税制限 により､ 通常､ 課税は標準税率とされ ､ これを超過する場合で
も上 限の制限税率を超 える こ とは できない49｡
また地方自治体が資金調達の た め に負担する債務として ､ 一 会計年度を越 えて発行 され
るもの を地方債というが､ そ の 地方債の発行 に関わる統制でも､ 自治大臣の許可50が必 要
とされて い る｡ しか し､ 起債の算定方式には ､ 各地方自治体から提出された起債申請事業
を 一 件ごとに審査 (一 件審査) し許可する場合51と､ 各地方自治体ごとに許可予定額を決
め る枠配分の場合とがあるため､ その流用は容易で はない ｡
しか し､ こ の ような統制以上に地方自治体にとっ て重要なの は ､ 財政再建団体指定で あ
る ｡ 55年に公布された地方財政再建促進特別措置法は ､ 実質収支比率が都道府県の場合で
5%以上 ､ 市町村の場合で 20%以上 の 地方自治体には 一 部の事業債を除き地方債の 起債 を
許可 しない こ とを定め る｡ この 指定を受けた地方自治体は ､ 自治省の管理下 に置かれ､ 8
年度以内に収支を均衡させ るだけの財政再建計画を策定 し､ 自治省の承認を得なければ､
財政再建団体と して ､ 赤字を棚上げする財政再建債の発行が認め られず､ 国の利子補給も
受 けられ ない62o こ のため ､ この 指定は人件費の水準や地方債発行などにつ い て国に よ っ
て財政運営の 規制を著しく高められるため ､ 地方自治体にとっ て最も忌避される対象であ
るo こ の 規定の 制定当初､ 財政再建団体と して 18府県､ 570市町村が指定されて い た58o
こ の ように地方財政制度を通 じた国の 統制に ､ 如何なる態度で 臨むの かが重要である｡
そ の 姿勢の あり方如何に よ っ て は都政の利益を損なう可能性もあか らである｡ したがっ て ､
知事 にはそ の ような点を如何 に主導するか ､ その 点 - の 対応が求め られる｡
③特別区との 相互 関係
都と特別区との 関係 には ､ 都区財政調整交付金制度が ある｡ 市町村民税法人分､ 特別土
地保有税､ 固定資産税の 3税を都は 区を通 じて都税と して徴収 し､ その 一 定率 ､ これが調
整 率にあた るが ､ を区ごとに配分 し､ 他方基準財政需要額が基準財政供給額 を下回る区か
らはそ の 余剰分を都にい っ たん入れ ､ 都と区､ 区間で財源の調整 に使用 して い る｡ こ の 制
度は ､ 調整率を変更する こ とで財源を移転す る方法か ら､ 調整率は 一 定に してそ の 内容 を
充実させ る方 向で制度改正 が行われたが､ 都の 区 へ の支出は何れの 方法によ っ て も充実さ
れた｡
40
また､ 消防､ 水道､ 下水道､ 都市計画に つ いて は都が区に代わ っ て事務をとっ てきたた
め､ 74年の 改正までは特別 区の職員の 半分に都の職員を派遣してい たが ､ 75 年度からは
区の 固有職員に身分変更も した｡
こうした事情から 78年度以降全て の 区で財政収支は実質黒字とな っ てい る ｡ 区全体の
収入 は､ 特別区税が約 3分の 1､ 財政調整交付金が約 4 分の 1となっ て い る54｡ い か に都
の 区 - の財政支出が多大で あるかが分かる｡
都は､ 市町村民税法人分､ 固定資産税､ 特別土地保有税などの 法定普通税や ､ 事業所税､
都市計画税などの 法定外目的税を都税として徴収 し､ また区域内で は ､ 市税と して の法定
外目的税と法定外普通税も新設できる権限を持 っ て いた｡ さらに､都は ､199 年度まで は ､
区が法定外普通税や法定外目的税を新設する場合に､ 許可権を持 っ て い たが ､ それも 200
年度から廃止 された｡
さらに ､ 区の起債許 可権は 199年度まで自治大臣にあっ たが ､ 2000年度から知事に変
わ っ た｡ そ の 際､ 都の 法定､ 法定外普通税の 税率が標準税率を下回っ て いた場合は起債制
限が あっ た が､ 2000年度か ら市町村民税法人分､ 固定資産税の 場合に限 っ て起債制限され
る こ とにもな っ たの で ある｡
こ の ように都は区に対 して ､ 保護的立場 にあっ たが､ この 制度の 改正 で区は都からより
自律 した立場 に立 っ こ とに な っ た｡ ただし､ こ の ような措置は最近の ことであり ､ それま
で都は区に保護的措置を取 っ てきた｡ この ため知事には ､区との 円滑な関係を図りなが ら,
一 方で ､ 効率的に財政支援を行うこ とが求められてい たとい えようo
④市町村との 相互関係
区とは異なり都内の 市町村 は道府県と市町村との 二者間関係 と同様であっ た｡ そ の よう
な制度の 相違からか ､ 都 の 区 へ の都市財源は都財政の約 3分の 1 であ っ たの に対 し､ 市町
柿 - の それは 必ずしも優遇されて こ なか っ たo
多摩地域には 26市5 町 8村の自治体があり､ 人 口 50万人超の 八王子市か ら200人の
青ヶ 島村まで とそ の規模 の 幅は広い ｡ 区部に隣接 した地域は人 口の 変動が少なくなっ てい
るが ､ 西部は増大傾向にあり ､ これとは対照的に ､ 西多摩山村部や島喚の伊豆諸島､ 小笠
原諸島で は過疎化が進行 して い る｡
以上か ら､ 区に比 べ て多摩地区の 振興の遅れを克服する上で ､ しかもそれが多摩地域の
自治体自体の要求でもあっ たため ､ 都は､ 支出金の制度化 ､ つ まり同地域- の行政投資を
恒常的に行 っ てきた｡ 都内全市町村の 歳入合計の うちで90年代以降の 平均で は約 52 から
53 %が地方税で あっ たの に対 し､ 都支出金は 10%超で しかなか っ た｡ 区部に比 べ て明らか
に過少とな っ て い たの で ある｡ 因みに国庫支出金は約 7%､ そ して 地方交付税交付金は約
4%で あっ た｡
また都支出金 には ､ 市町村の 財政補完の 経常経費として は調整交付金､ 投資的経費とし
て振興交付金 ､ そ の他､ 国保事業補助､ 福祉施設補助のための施設補助金などがある｡ 全
国の 地方計画全体から見る と､ 都内市町村 - の地方交付税の 交付比 率はかなり低く なっ て
い る｡ 多摩地域の交付団体数は ､ 都内全市町村のうちの 2 分の 1 から3分の 2程度まで の
開きが あるが ､ 不交付団体が全国的に見ても多い ため ､ 交付団体と不交付団体とは財政格
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差が拡大 してい る｡ こ の ため ､ 地方債に関 しても､ 都が投資的経費に充当する財源と して ､
財源 の 確保 が困難の 自治体に対処する ため ｢区市町村振興基金+ も設置 して い る｡ 199 9
年で は約 2300億円が基金 と して蓄積された｡
したが っ て ､ こ の ような点に配慮しながら財政の効率的な運営が求められたの で ある｡
2) 税財政制度の 運用
以上の ような環境の 下で ､ 都財政が ､ 財政再建を行う場合､ 如何なる点が問題になるの
か ､ こ の点を確落す る｡
①都財政赤字の 定義
財政赤字の 定義
地方自治体財政の財政赤字とは如何なる状況を指すの か ､ 必ずしも明確な定義はなく ､
論者によ っ てもその 扱い方 は異なり ､ 議論も錯綜して い る｡ そ こで財政赤字を定義 し､ そ
れを どの ように改善する こ とが財政再建とされ るの か ､ こ の 点につ い て考える｡
財政赤字に つ い て ､ ひと つ の 指標とされるの は形式申支か ら判断す る方法で ある. こ の
見方 に立て ば､ 形式収支は単純に歳入決算額から歳出決算額を控除したもの で表され ､ 後
者が前者を上回る場合 ､ 形式収支は赤字とされ る｡ こ の ような状況で は､ 翌年度に予算化
されて い る歳入財源を繰り上 げて でも充当 しなければ､ 当年度の赤字は解消されない ため
財政赤字とされ る65｡ ただ ､ こ の 指標か ら都財政の状況を見ると､ 形式収支の赤字は 77､
78年 の 両年度に限られ ､ 90年代 の ｢ バブル 経済+崩壊によ る財政の 危機的状況56をどう理
解するか に疑義が生 じる｡ 短期的 には ､ こ の 指標によ る定義に は意味がある しても､ 長期
的に見た場合､ こ の指標 の 採用で は説明できない 点があるため必ずしも妥当で 埠ない ｡
別 の 論者は地方税収か ら把握する方法を挙げる｡ この 見解は ､ 財政赤字の時の 税収を､
通常時の税収に比較し､ そ こ に解離が ある場合､ 財政運営の 困難をも っ て財政赤字とする
考え方で ある
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一 見理解 しやす い 指標 であるが､ 基礎となる指標 の取り方に よ っ て は ､
財政赤字の 定義が暖昧になり ､ こ の指標も決定的では ない ｡
さらに財政赤字の指標 と して は ､ 公債費負担比率58も考えられる｡ こ の見方 に立 てば､
地方債を税源の ひとつ と して予算が調整され る場合､ 地方債とそ の利子 の 返済は ､ 常識的
には後年度負担 を増す｡ こ の た め ､ 財政赤字を克服する手段と して の 公債発行の 継続は ､
財政支出に占め る償還の ため の公債比率を高め ､ 財政運営を硬直的なもの にするため ､ 財
政赤字と して認識される の で ある｡ ただ し､ こ の 見解を採用すると して も､ 公債発行 は公
債の 償還 を根拠 と して行われ るもの か ､ ある い は財政赤字の 解消を目的として発行される
もの か ､ 識別は必ず しも容易で はない59｡ 財政赤字で あっ た美濃部都政の 3期目の 70年代
後半期､ 公債費負担比 率は ､ 通常10%未満が地方財政では適切とされ る中にあっ て ､ 平均
10.4%であ っ た｡ これに対 し ､ 財政赤字も解消され ､ 景気回復に よる地方税収の 増加も寄
与 して ､行政改革が達成された鈴木都政の 80年代中葉の 2期目にお いて 臥 それが 12･4%
の水準 にあり､ 寧ろ美濃部都政の 末期より高か っ た｡ こ の ような現実か らすれば､ 単純に
公債費負担比率をも っ て財政赤字の指標とするの は問題が ある｡ 以上の議論 は形式面から
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の見方で ある｡
財政赤字は ､ 一 般的には歳出が歳入を超える ことで生 じるが ､ その原因を見 ると､ 歳入
以上 に歳出が膨 張 したため に赤字となる場合と ､ 歳出はあまり増加 しなくとも歳入が歳出
に追 い つ か ない ために財政赤字となる場合がある｡ 経験的に歳出規模を考慮すれば､ 歳出
が､何 らか の理 由に よ っ て大きく変化 しない 限り､極端に削減される ことは稀であるため ､
む しろ歳入の あり方が重要 で ある｡
翌年度の経済成長率を当年度より高く予測 して ､ それに応 じて歳入 ･ 歳出を見積っ て ､
予算調整の段階で均衡予算と しても､ 年度半ばに して予測されたほ ど税収を確保できなけ
れば､ 財政は結果的に赤字 に なる｡ また､ 翌年度の歳出は当年度と同水準で あっ ても､ 翌
年度の経済成長率を当年度より低く予測し､ それに見合 っ た歳入を見込 めば､ それに よ っ
て生 じる歳入 と歳出の 帝離を起債で充当して予算を調整 した場合で も､ 年度中で予測より
税収が増大すれば財政は黒字になる｡ 経済成長率の 予測に基づく税収の 見込 み額の 増減に
よっ て は ､ 赤字 になる場合もあれ ば､ 黒字になる場合もある｡ この ことは､ 歳入見積もり
の 際の 経済成長率予測の あり方が重要に なることを意味す る60｡
都財政で は ､ 通常､ O E C Dの経済見通 しによる翌年度の 日本の実質成長率見通 しを､ 前
年度の 東京都区部消費者物価上昇率で調整 し､ 都税の税収弾性値(1.003)を乗 じて ､ 翌年度
の 税収見通 しを推計 して い る6 1｡
これ に従 えば､ 経常経費に含まれ る､ 人件費､ 補助費 (都区財政調整交付金＋扶助費＋
企業 - の補助支 出)､ 公債費､ 物件費､ 維持補修費などの経費は ､ 轟会計年度にわたっ て継
続的 ､ か つ 恒常的 に支出され る性格を持つ ため ､ 歳出構造の硬直性と財政の健全性を示す
指標と して経常収支比率が妥当とされて い る62｡仮に経常収支比率が80%であるとすれば､
残余の 20% は経常余剰と して建設事業などの投資的経費に充当する ことができ ､財政はそ
れだ け余裕 を持つ こ とになるo 通常市で 75%､ 町村にお い ては 70% 程度が妥当63とされて
い るため､ 本稿は 80%を定義し､ それ を基準に高論を進 める｡
都財政の経常収支比率 を観ると､ 1974年度が 80.1%､ 75年度が 10 2.7% となり ､ 以降漸
増して 78年度が最高の 106.1 %となり､ 逆に 79年度から逓減して ､ 80%を切るの は 87
年度の 71. 8%で ある｡ また 90年代の バ ブル崩壊過程 では ､ 9 1年度に 73.7% であ っ たも
の が､ 翌 92年度に 81.5%になり ､ 99年度が 104.1% で最高となる｡ こ のように見ると､
美濃部都政3期目 の 1975年度か ら鈴木都政2期日の 86年度､ また鈴木都政4期目92年
度か ら石原都政の 2002年度まで ､ 都財政は危機的状況に あっ た｡ これらの時期 に悪化 し
た経常収支比率が ､ 80%以下になる時 ､ 財故再建 は達成され ると考える｡ なお公営企業会
計の あり方も基本 的には普通会計に付随するの で ､ 以上 の期間に沿 っ て検討する｡
とこ ろで ､ 以上 の対象時期の確定を不可思議に思う人もあるであろう｡ 80年代中葉から
後半にか けて の 時期は ､ 日本経済の 拡張期に当 っ て い た からで ある｡ 83年 11月 の レ
ー ガ
ン 大統領 一 行 の 訪 日が 日本 の金融制度にと っ て歴史的転換となっ て ､ 翌 85年 1月 に発足
した レ ー ガン 二 期で は 85年 9月 2 2日の プラザ合意が成立す る｡ プラザ合意後の 日本経済
は ､ 稀 にみ る ス ピ ー ドで ､ 為替 レ ー トを円高ドル安の 方向に動か し､ これまで歴史的に経
験したことの ない ような水準にまで公定歩合の 引き下げを断行 した｡ こ の結果 ､ 可動流動
性は高まり､ 国内で は土地投機 ･ 株式投機が盛ん に行われた｡ こう した マ ネ
ー サプライの
激増は ､ 実質的に ドル 安円高イ ン フ レをもたらし､ 87 年 10月 19 日の ブラ ッ ク
. マ ンデ
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- の株式暴落まで継続 して い る64｡ 都財政でもこ の時期は鈴木都政の 2 期目に当たり ､ 好
景気に よ っ てもたらされ る都税収入 の増加分に よっ て財政基盤 は強化され､ 景気後退に対
する各種基金 の積み立て が本格的に実施された｡ こう した中で大型公共事業 - 大量の財政
資金が投入され ､ 本格的に 臨海副都心 の建設も この 時期に始ま っ てい る｡
しか し､ これは見か け上の ことで あり､ そもそも経常収支比率は経常的経費が経常的収
入 に対 して どの ようで あ っ たかを基準にするため､ 財政再建として の都財政の構造的改革
の 必要性 には変化がない との観点から､ 本稿は以上の 時期 をも対象に した｡
②歳入方策
都財政の 再建に は ､ 起債の 許可を国に要請して短期的財源を確保する方策､ 地方税の新
税創設や税率変更に よ っ て 増収を図る方策､ そ して都営交通の 運賃値上げや営業路線の拡
大を運輸省に申請して認可 して もらう方法などがあるo 一 方不特定の都民に対 しては ､ 利
用料､ 手数料 ､ 運賃など各種公共料金を値上げするこ とに よ っ て財漁を調達するとい う方
策がある｡ いずれ の方策を選択するか は､ 時と場所 と目的に沿 っ て異なるが ､ 首長の権限
に属するこ とで あるため ､ 如何なる方法があり得 るか ､ さらにそれには如何なる条件が存
在するの かと いう点から見 る｡
限定的な地方税
地方税は ､ 使途が制限される ことなく都が自由に使用できる普通税と､ 特定の 目的に し
か使用できない目的税とに 区分され､ 普通税の うち､ 地方税法が税目その他の課税要件を
規定 して い るもの を法定普通税､ それ以外を法定外普通税と呼ぶo この 法定普通税の税目
や課税要件は ､ 地方自治体が独自には変更し得ず､ 自給大臣の許可が必要とされ ､ 地方分
権 一 括法に よ っ て ､ 許可制が事前協議制に改正されたの もごく最近の こ とで ある｡ これに
対 し､ 法定外普通税は ､ 一 定の 条件65を満たせば地方自治体が自主的に税目を設定でき る
が ､ その条件は厳 しく ､ 実際課税して い る地方自治体数も限られてい る66｡ 96年度の都道
府県全体と市町村全体の普通会計決算における法定普通税の 状況を見ると､ 都道府県税 14
兆5915億円の うちの 86.1 %と､ 市町村民税20兆502 2億円の うちの 9 1.7% とが法定普通
税で あり ､ 法定外普通税は ､ 都道府県税で 220億円､ 市町村税ではわずか 6億円に過 ぎな
か っ たo こ の 点か らすれ ば､ 実質的に地方改府 が選択できるの は ､ 牡定普通税であ っ て ､
例外的に法定外普通税 とい う選択肢が あり得るこ とを示 して い る｡
また ､ 目的税にも普通税同様､ 法定､ 法定外の 区別があり ､ 事業所税､ 都市計画税 ､ 国
民健康保険税など､ 通常は市町村民税と して賦課され る税目は法定普通税と同様､ 地方自
治体の裁量 の範囲を超えて い る｡ ただ し､ 地方分権 一 括法に よ っ て ､ 都市計画税の課税は
地方自治体の判断に委ねられ るこ とにな っ たが67､ 98年度都の 普通会計決算で見てもわず
か 3 %程度で しか なく ､ 歳入の 動向を決定付ける程の 影響力はない ｡
さらに地方税の 課税に は税率の 点でも制約がある｡ 地方自治体が課税する場合､ 通常採
用す べき税率が標準税率であり ､ 標準税率が法定され てい る税目では､ 財政の逼迫状況に
など､ 特別 の理由の ある場合を除いて ､ 標準税率を超 えて課税する ことはできない ｡ 標準
税率を超過する場合で あ っ て も､ 多くの税目には上限と して制限税率が設定されて い るた
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め ､ 地方自治体の自由には ならない ｡ たとえば固定資産税は ､ 標準税率が1.4 % で制限税率
が 2.1% で､ 地方自治体は2･1%を超 えて錬税することはできないの である｡ 超過課税は ､
個人 - の課税も認められて は い るが ､ 実施対象では法人関係が圧倒的に多い68｡ 目的税も
限定的で ある｡ したが っ て ､ 選択 し得る方法は それほ ど多くはない ｡
自由度の ない起債
また都など､ 地方自治体が資金調達の ために負担する債務で ､ 返済が 一 会計年度を越え
る地方債は ､ 一 時的な資金繰りの ために借り入れられ年度内に返済される 一 時借入金 とは
区別され る｡ 地方債は ､ 債券発行 の ､ ある い は証書借り入れ形式で起債される建設地方債
に限定される｡ 地方財政法第5条第1項は ｢地方公共団体の歳出は ､ 地方債以外 の歳入を
も っ て ､ そ の財源 としなければならない+と原則非募債主義をとりつ つ ､ 同項但 し書きで ､
公営企業に要する経費の 財源 にする場合､ 出資金および貸付金の財源とする場合など - 症
の 要件の 69場合に は緩和 して い る｡ 適債事業列挙主義を採用 し､ それ以外の 起債 を限定的
に しか静 めて い ない 70o つ まり､ 起債能力を持つ 地方自治体であ っ ても､ 財政状態に よ っ
て起債の 範囲を制限 し､ 一 定以上の歳入欠陥を生 じた地方自治体､ あるい は普通税の税率
が標準税率未満の 地方自治体で は ､ 地方債を公典施設 ･ 公用施設の建設などの 財源にする
ことはできない の で ある｡ まず標準税率にする こ とが優先されるの である｡
●
こ の ような制限に抵触 しなければ､ 原則として都に よる起債は可能である｡ しか し､ 地
方自治法第 250条は ､ ｢地方債を起 し並びに起債の 方法 ､ 利率及び償還の方法を変更 しよ
うとするときは ､ 当分の 間､ 政令の 定めるところに より､ 自治大臣又 は都道府県知事 の許
可を受けなければならない+ と規定 して ､ 都の 意向通りの 起債はできない ｡
さらに先進諸国家に はあまり例 の ない ､ 許可方針71に沿っ て ､ 一 件ごとの算定が行われ ､
各年度の 具体的起債許可は ､ 庵年定められる地方債計画および地方債許可方針ならびに取
り扱い 上 の諸通達 という､ 法令に基づ かない行政的措置によ っ てもい るため ､ 国の裁量の
余地を多く残す こ とに なっ て い る72｡ つ まり総枠を決 めて い るのである｡
中央政府か らの 財源移転に十分依存できない都財政の置かれた環境下で ､ 新税の創設や
増税､ あるい は起債によっ て財源調達を求めようとすれば､ 基本的には国の 基準に従う必
要がある｡ しか し都の自律性 を高めようとすれば､ 知事にはそ の ような基準を如何に して
凌駕するかの 能力が求められ る｡
公営事業会計
都財政には普通会計だけで なく､ 公的企業財政を扱う特別会計もある｡ 特別会計に は公
営企業会計､ 公社などの 事業を扱う事業会計などがあり ､ 何れの公的企業も ､ 現物給付で
は料金 を､ 現金給付で は利子 を徴収 し､ 有償で公共サ ー ビ ス を供給 してい る ｡ 公共サ
ー ビ
ス は ､ 地方自治体の 私的活動でもあるため市場社会と同様に企業の経済性を求め つ つ ､ こ
れとともに公共性も追求されて ､ 独立採算制が採用されて い る｡
この ため､ 公営企業が採算割れすれば､ 一 義的には
一 般会計から特別会計に出資､ 貸付
をする必要が生 じる｡ その 出資を投資とい い ､ 貸付を融資とい うが､ 投資や融資は無償給
付では なく返済を伴う ｡ 融資の 場合には元金返済とともに利子 がつくが､ 投資の場合には
余剰が生 じない 限り返済はでき ない ため危険負担を回避する意味で ､ 原則として投資に は
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普通会計か らの 租税資金 が使用 され ､ 融資に は金融市場から調達 した資金が使用される こ
とが多い73｡ もちろん都の 公 営企業の 特別会計で は普通会計か らの融資という助成措置も
あるが､ そ の場合､ この 措置は基本的にほ会計間の貸借であるため､ 無利子貸付(これを支
出金 とい う)が通常の 措置となる｡ しか し､ 公営事業会計は改善されても､ 普通会計に損失
が生 じる こ とになるた め より慎重さを伴う｡ 逆 にこれ - の 依存が恒常化すると ､ 経営原理
が暖昧にな っ て財政再建に はむ しろ逆行する｡ こ の市場調達を前提と した融資に 限定され
れ ば､ 公営企業の 収入 は料金が中心になる｡ 公営企業会計も財政悪化になれば､ 料金値上
げに依存せ ざるを得ない の である｡ したが っ て ､ 通常､ ①公共料金値上げを基本として例
外的に②財産処分などをするこ とになろう｡
財政再建方策
財政は大きく歳入と歳出の 2 つ の領域か ら構成される｡ 歳入は行政サ ー ビ ス の 需要側が
負担する行政 コ ス トで あり ､ 税､ 使用料 ･ 手数料など地方自治体が独自に入手す る自主財
源と ､ 地方譲与税 ､ 地方交付税､ 国庫支出金など､ 国あるい は地方自治体 (市町村との 関
係 では都道府県) にそ の 供与を依存する依存財源とに分類される｡ この ような歳入は政栄
立案､ 議会審散な どの 手続きを経て ､ 土木費､ 教育費など目的別に､ ある い は普通建設事
業費､ 人件費など性質別 に支出される｡
ただ し､ 何れ の方策を選択するとしても､ これに利害の 関係するアクタ ー などからの反
対が予想 されるた め ､ 知事にはそ の ような点を克服することが必要である｡
③歳出方策
歳出削減で は ､ 経常経費を削減する方策と ､行政サ ー ビ ス 自体を削減するそれとが ある｡
いずれの方策を選択するか は､ 歳入方策の 場合と同様である｡ ただ し､増収方策に比 べ て ､
既存秩序の 変更を伴う歳出の 削減方策は ､諸アクタ ー の 抵抗が予想される行為で あるため ､
首長の 主導性が試され る こ とになる｡ その 際 ､ どの ような条件が必要となるの か この 点を
検討する｡
財政再建方策
都が ､ 地方交付税の不交付団体であり ､ 国か らの 移転財源が少ない と､ 国の財政支出か
ら自律的 になる｡ 税収全体に占め る法人税の 比率が高い と いう点では ､ 経済状況 によ っ て
法人関係税の 税収が変動する可能性が高く ､ それだけ都財政は経済状況の影響を受け易く
なるo こ の ため ､ 都が ､ 中央政府か ら､ 一 つ は地方交付税交付金や国庫支出金などの移転
財源 と､ また地方税 (税率)､ 地方債(発行の 許可) とい う非移転財源との 二 つ の手段に よ
っ て統制されて い る状況下で は､ 都が自主的に行政サ ー ビ ス を行う場合､ 中央政府か らの
財漁移転は期待できず､ しかもその 場合の地方債の 起債は静められる可能性も低くなれば､
都の選択する方法は基本的 には 二通り しかなく ､ つ まり歳出抑制を図るこ とか ､ 地方税自
体の増収 を図る方法か で ある74o しか し地方税収も ー 定の 制度下では自由に は決定 し得な
い となれ ば､ 経済状況 の好調期 には余剰分を各種基金 に蓄積し､ 逆に経済状況 の不調期で
はそれらの基金 の 取り崩 し､ 他の 特別会計か らの借り入れ ､ 減債基金積み立 て の
一 部計上
46
見送りなどの財源対策も必要になる｡ しか し､ その ような方法も限界に達する とJ 都は実
質収支比 率の低下に よ っ て ､財政再建団体指定を回避するために､新たな法定外税の新設 ､
ある い は既存税の税率変更などの 拡充策を構想せ ざる得ない . したが っ て､ 行政サ ー ビ ス
の供給側と して の都は ､ 歳出削減を優先して行政サ ー ビス の 削減を､ またその 需要側の都
民か らの歳入拡大の ための税財源の 保証や受益者負担を求める ことが必要になる｡
その場合､ 財政赤字を克服 し､ 財政を再建するには ､ 歳出に合わせ て歳入 を増大させ る
方法と､ 歳入 に合わせて 歳出を削減する方法とが ある｡ 増税など､ 歳入増収方策の選択は ､
政党などの アクタ ー にと っ て政治的負担となるため導入は容易ではない が､ 危険が大きい
の は､ 歳出削減方策である ｡ 個々 の政治家にとっ ては ､ その選出基盤に関わる政策予算の
減少 に結びつ くため､ 再選 - の 脅威と捉えられて 一 般的には忌譲される｡ 政治家は予算獲
得に は奔走 して も､削減には全力を挙げて阻止 しようと行動する所以である｡ したが っ て ､
財政赤字の改善は ､ 首長に とっ てみれば削減で影響を受ける利益団体などと提携して行政
経費の 削減に反対する議会 を如何 に説得するか ､ また 一 般住民に不人気の負担 を課す増税
に踏み切 るか ､ あるい は双方かを決断する行為となる｡
1980年代以降､ 先進諸国で は､ 行政経費の削減とい う方法が取られた｡ そ の 背景と して
は ､ 脱工業化という経済構造の 変化 ､ 資本や労働の対立の緩和 ､ 中間層の拡大 ､ 一 定 レ ベ
ル の 公 共サ + ビ ス の 達成な どとい っ た社会 ､ 経済状況の変化の なかで､ 財政の 再配分をめ
ぐっ て ､ 政府 の積極的な機能に対する懐疑が生 じて い たためである｡ こ の ような財政赤字
の 改善方策の 実行は ､ 社会 へ 与える衝撃も大きか っ たため必ずしも容易では なか っ た｡
以上の 財政再建は ､ マ ク ロ 経済の 運営方針をケイ ンズ主義からマ ネタリズ ム に変え､ さ
らに新自由主義 - と移行す る 一 方 ､ より少ない費用で行政サ ー ビ ス の遂行を行なう技術と
して注目されたが､ こ の ような技術は ､ 民間経済部門の経営手法を公共部門に持ち込 む､
公共部門の 経営改革 (public m a n age m e nt) であ っ た. 効率化を進め､ 生産性を高め ､ 費
用 を削減する こ とが目指され､ 増税がない かわりに ､ 行政サ - ビス を削減する という歳出
削減政策で あっ たの で ある ｡
こ の ような経営改革は ､ 公共部門には競争がない の で非効率であり､ 競争の ある民間部
門の方が経営に優れて い るとい う前提で ､ 公共部門に市場､ 競争原理を導入するもの で あ
っ た｡ こ の ような経営主義は N P M(n e wpubilic m a n age m e n七)と して ､ 英国 ､ 米国､ ニ ュ
ー ジ ー ラ ン ド､ オ ー ス トラリアなどにおいて実行された｡ 東京都で は､ 二度に わた る石 油
危機後の ス タ グフ レ ー シ ョ ン による財政赤字に際 し､ 70年代末期か ら80年代中葉にかけ
て75､ また 90年 の バ ブ ル経済の崩壊 によ っ て財政赤字が生じ､ 90年代以降の場合も財政
再建が目指された｡
特 に､ 特別 区財政調整交付金は都財政にとっ て大きな負担になっ てきた｡ 当制度は､ 基
準財政収入額 から基準財政需要額を控除 し､ そ の差異の 一 定率につ い て都財政か ら支出す
る国にお ける地方交付税と類似の東京都固有の 制度であるが､ その負担は都区制度から派
生す る区部にお ける消防､ 清掃､ 上下水道などの行政サ ー ビ ス の負担を賄うための財政的
措置で もある｡ しか し当制度は､ 仮に特定区が歳出削減に成功して ､ 財政黒字を確保 して
も ､ そ の 余剰金は都財政に吸収された上 ､ 財政調整交付金の 恩恵にも浴せな い仕組み でも
あるため ､ 歳出削減の 達成の誘因を持ち得ない とい う制度上の 問題も指摘されてきた76o
っ まり ､ 当制度は特別区の 歳出拡大をもたらす要因にもなっ てい たの で ある｡ 花井清人の
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指摘に与ると､ 特別区の 区域で都が行う大都市事務の経費は ､ 92 年度 一 般会計決算で は
31.50/.で ､ 都財政の約 3割以上が大都市事務に充当されてい るとい うカ. 他方､ 都の 財源
を府県財源と大都市財源とに分けると､ 府県財源が70.1%に射 し､ 大都市財源は 29.9%で
あっ た｡ この ように都の財源は大都市事務の ために多く使われてい る0
財政再建方策は都財政におい ても例外ではない ｡ 何らかの要因によ っ て ､ そ の 財源保障
に支障が生 じると､ 行政サ ー ビス は停滞して ､ そ の要因の 除去が図られ る｡ そ の要因が財
政事情悪化に伴うもの であれば､ 歳出の 見直しなどの財政再建78が図られる ｡ そ の 際､ 行
政サ ー ビ ス 供給側で は歳出規律の制度化を目的に ､ 職員定数削減､ 行政組織の 点検など歳
出の 抑制が構想 される ｡ 具体的には ､ 歳入方策には ､ 受益者負担の導入､ 起債による財源
の確保､ そ して税制税率に よる増収方策で ある｡ また歳出削減方策には ､ 都自体の運営費
の削減を目指す､ 経常経費の削減方策､ 行政サ ー ビ ス 全般の削減がある｡
この ため､ 経常経費に削減や ､ 行政サ ー ビ ス の 見直しとい っ た行政役割の 縮小化に は､
そ の利害に関わるアク タ ー か らの 反発を招き易い ｡ こ の ため､ 知事には ､ そ の ようなアク
タ - を鋭得して ､ 円滑に財政再建 を行うことが必要とされるの である｡
④財政再建方策を決定す る場と参加 アク タ ー
統治 シ ス テ ム の 管理の 場では二 つ の 点が強調される｡ ひとつ は ｢アク タ ー の 主導性+ で
あり ､ 他の ひ とつ は ｢ア クタ ー の参加 の状況+ である｡ 財政危機の 改善には ､ 如何なるア
クタ ー の 参加 によ っ て如何なる方策が選択されるの かという点が重要になる｡ 政策決定の
堤 - の ア クタ ー の 参加の 状態が､ 政策選択と特定アク タ ー (リ ー ダ ー) の 主導性に影響を
及ぼすか らで ある ｡ その点で は本稿の議論 は参加論をも含意する｡
先述 した村松の 議論と参加民主主義論が重要である ｡ まず､ 村松の議論か ら見よう｡
村松は ､ 政策決定の 局面で ､ 義決 に参加する議員の ｢数+ が議会の影響力を高めると述
べ 79
､ 首長 の 強力な権限を前提と して も ､ 一 定の 条件下で は､ その権限も議会の影響力に
よ っ て弱 められ る場合にあるこ とを提出 した｡ 村松によれば､ まず､ 大規模自治体の地方
議会に属する政党化 した個々 の議員は ､ 当選回数の 累積を通 じて故策に関する専門的能力
を向上させ たこ とが重要で ある｡ そ して ､ その 結果として ､ こ の ような能力を蓄積 した個々
の 議員の 明示的影響力は増 し､ それが議員を包括する議会内政党 ･ 会派にも波及 し､ 重要
問題に対す る政党 ･ 会派間の 交渉､ 妥協の 際に は､ 政党 ･ 会派は首長の 決定内容に強く介
入でき るように なっ たo しかも議決に伴う議員数とい う ｢数+ の影響力は
一 層議会の 能力
を､ 政策決定と いう局面にお い て強力 に したとい うので ある80｡ 政党化の 進展 には多党化
も連動す ると予想されるか ら､ 大都市の自治体では政党化 のみならず､ 多党化 して ､ 各 々
能力を向上させ た多くの 政党か ら構成され る議会が想定される｡ 実際､ 都議会ではそ の よ
うな経緯を経て ､ 政党化とともに多党化が進展 したことは周知の通りであるo
この ような議会 の影響力は首長の 主導性 にも影響する｡ 多党化 した議会で は各々 の政党
は独自の 主張を持 つ ことになるため､ 政党数が増加すればするに従っ て ､ 首長が議会 の合
意を得る こ とは必ずしも容易で はない ｡ この こ とは ､ 参加者が増加すれば増加 しただけ､
参加者の 合意を得るに は時間と手数がかか っ て調整 に手間取り ､ それだけ首長の 交渉
エ ネ
ル ギ ー は多く を要す るこ とを意味する｡ 参加者が増大 し､ さらにその 参加者の 意向が多義
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に分かれれば､ それだけ首長が彼 らを動員するの は容易ではなく なり､ 首畢の 主導性の あ
り方は参加者数に依存する ことになる｡ したが っ て主導性と参加者数と 僻目互依存関係に
あるというこ とに なる｡ つ まり､ 首長は強力な権限を背景に影響力を持 つ - 参加者の増加
は首長の 主導性 を弱め る - 首長の 主導性と参加者数とは相関関係にある､ とい っ た図式で
ある｡
しか し､ 首長の 主導性は参加者数の 問題のみに規定されるの であろうか ｡ こ の点に関し
て次に参加民主主義輪を見 よう｡
1960年代末期の シ ュ ン ペ ー タ ー に代表される古典的民主主義論は ､参加拡大に伴う危険
性に焦点が置かれて ､ 政治は エ リ ー トが担うものとの認識が存在して い た｡ ゆえに ､ そ こ
では参加に特別な役割を深 めず､ 選挙機構が周到に機能すれば､ その ための 参加の みで了
解されて い た｡ 参加は制度的仕組 みで あり､ 政治的決定に到達するための制度的仕組みさ
え整備されて いれ ば､ それで 民主主義は貫徹されるもの との 幻想があっ たの で ある｡ リ ー
ダ ー 間の 投票獲得競争によ っ てリ ー ダ ー は選出され ､ それによ っ て人民の 統制は有効に機
能すると理解され て い たか らで あろう｡
しか し､ こ の ような理解は画餅に帰する｡ すなわち､ 制度的手続き を通 じてフ ァ シ ズム
の 経験や全体主義国家の 台頭､ さらに 旧植民地諸国の 民主政に動揺を来た したか らである｡
ベ レル ソ ン に始まるこれ以降の現代民主主義論は ､ 以上の 点に鑑みて ､ 参加の程度をどの
ように確定するかとい う点に焦点が移行 した｡平均的市民像や市民の 同質性に誤りを認め ､
選挙民の 間の 異質性の 存在こ そが ､ 政治シス テ ム の安定と弾力性に寄与す るもの とされた
の で ある｡ しか し､ 参加 の 量は､ 現実に得られる民主主義の安定したシ ス テ ム に必要とな
る程度で しかな いとされたため､ 参加 の量 に限界が伴なっ てい たとい わざるを得ない ｡
こ の ため､ 彼 の諌論の 限界は ､ ダ ー ル に よ っ て修正されるが ､ そ こ でもダ ー ル は､ リ ー
ダ ー の統御はリ ー ダ ー 間 の投票 をめぐる競争に依拠 したため､ 普通選挙という改治的平等
さえ確保すれ ば良い とされた｡ 参加 の 量が増大すると民主的シ ス テ ム の 不安定化 を招くと
さえ考えた の で ある｡ 以上の 考えは､ サル トリ ､ エ ク シ ュ タイ ン の議論でも踏襲される ｡
ベ レル ソン に始まる現代民主主義論 は ､ 議席の喪失という制裁によ っ てリ ー ダ ー は選挙民
に選択され るとい う選挙の機能重視に焦点があり､ 人民のか らは最少 の入力で 良い との 方
向で議論は行 われたの で ある｡
しか し､ ル ソ ー は こ の ような点 - の反省から､ 参加型民主主義論を唱えた｡ つ まり参加
概念を従来 の選挙における機会の 確保とい う点か ら決定作成 - の 参加 に拡大 したの である｡
ミル は ､ 国家 レ ベ ル へ の制度的仕組み以外に参加の対象を拡大して ､ ル ソ
ー の参加論を補
強 した｡ ロ ー カ ル な政治 レ ベ ル が政策形成に対する直接参加の 余地を付与する可能性があ
ると して ､ 代議制度と教育的役割との 関係を重視した｡ さらに コ
ー ル は結社の概念を提出
して ､ 職能代表制を提唱 した｡ 地方 レ ベ ル で の地方結社 へ の 参加が行われれば個人の 民主
主義の学習は確保 でき ると述 べ た｡ こうした考えは ､ 肥大化 した現代国家 へ の 個人での 参
加 に限界 の あ っ た点を克服 し､ 個人に代わる結社を通じて参加は達成されるもの とされた
の で ある ｡
こ の ような点 を踏まえて ､ ペ イ ト マ ン は､ 決定作成 - の 最大限の 参加を要求 し､ 国家レ
ベ ル での 代議制度で は参加 は限定的であるため､ 企業の ような非政治的領域
- の 参加 を促
した｡ そ こ で の 教育的効果に よ っ て 国家 - の参加も達成できると考 えた の で ある o そ して
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行動計画と特別 の処方築を提示するという方法で ､ 参加論 - の対策を講じた81｡
以上のような議論札 参加の 形態によ っ て参加者に交替が生 じるというこ とを証明する
こ とにもなっ た｡ 形態によ っ て参加者が異なり､ つ まり高所得者と高学歴者の参加率は高
い という結論が多くの 論者によ っ て繰り返 し確認されたか らである. つ まり顧論の焦点は ､
｢積極的に参加するもの と消極的に しか参加 しないものとの相違は何か+ とい う点に移っ
て い っ たの で ある ｡ そ こで ､ ヴァ - バ とナイは参加経験と団結意識を重視して参加型民主
政治の成立の 可能性を主張 した (So cio･Ec on o mic･Statu s) 82o
政治 - の 参加 における社会経済的平等を重視して ､ せめて政治 へ の 参加 における社会経.
済的な中立性 を達成することを構想 したので ある｡
つ まり､ 社会経済的に恵まれた選挙民の選好と劣位にある選挙民の選好との 均衡を求め
るこ とが必要 という参加民主主義論の 焦点になっ たの である｡ この ような点が政治の安定
性 には寄与するもの と理解されたためである｡
以上の 参加論 の歴史的展開を見 ると ､ 参加の機会を保証 し､ そ の参加に加わらない者 -
の 対処 に方法を講じると いう方 向で議論されてきたこ とが分か る｡ しか し､ 以
'
J=の参加民
主主義論は ､ 参加 の機会を保証 し､ さらにその 参加に加わらない者 - の 対処 に方法を講 じ
るという方向で議論されて も､ 参加 の 状態を問うもの ではなか っ た｡ つ まり ､ 従来の 参加
論は ､ ｢参加で きない+ こ とを克服 し､ さらに ｢参加できても参加 しない+ 者の存在をも考
慮 して藩論されたが､ しか し､ ｢参加 しても加わらない+者までもは視野に入れて いなか っ
たの で ある｡ こ の 点は従来の 参加民主主義論に欠如してい た重要な点で ある｡
以上 の 参加 の状況に関する議論で 明らか になっ た点は ､ 参加には量と質の 両面 - の配慮
が必要で あると いう点であ る｡ こ の ため本稿は ､ 参加の 状態は ｢数+ と ｢程度+ か ら把握
され ､ それが主導性を構成すると考える｡
リ ー ダ ー の 主導性に つ い て の 議論で は､ エ ル ジ ー 佃1ie 氏.)の政治的リ ー ダ ー シ ッ プの議
論を視野 に入れ るこ とが重要で ある｡ 彼は ､ 政治的リ ー ダ ー シ ッ プは制度と社会的状況 の
ふたつ の 要因に規定されると主張した83. 彼の い う制度とはアク タ ー の行為を制約 したり､
権限などの政治資源を提供す る憲法を始め法令などの規範やル ー ル を指すが ､ 但 し､ 彼は
国政を対象に して い るため ､ こ こで はそれを地方政府に読み替えて考える｡ 具体的には ､
①執行機関内の 制度的状況 ､ ②執行機関と議決機関との関係 ､ ③議会内政党あるい は政党
間関係などで ある｡ たとえば､ ①で は執行機関内の 首長の任期､ 権限､ 選出の 状況 ､ 首長
と補助機関との 関係などに 関する法令､ 条例､ 規範などが､ ②で は議決機関の 執行機関に
対す る支持不支持の 状況 ､ 両機関の党派的統 一 性などが考えられる｡ さらに③では議決機
関内で の政党の 凝集性の有無､ 政党間関係 などが制度として考えられる｡
また社会的状況要因に は ､ ①歴史的遺産､ ②社会の態度､ ③住民の要求がある｡ 歴史的
遺産で は首長が主導性を果たす上で ､ それまでに得た知識や経験 ､ 過去 に制度化されたも
の を実施 して いく こ となどが考えられ ､ そ の場合､ 首長の個人的資質にも依存すると考え
られ る｡ 社会の態度では ､ 選挙民の 政党支持態度が ､ そ して住民の 要求で は ､ 社会がどの
ような状況に あるか ､たとえば財政状況が悪化 して い るとか､ 好景気で あるとか によ っ て ､
住民や有権者の 考えは異なるもの と考えられるo そ して ､ 彼は
l) - ダ ー シ ツ プの個人的要
素､ つ まりパ ー ソナリテ ィ ー に つ い ても重視して ､ こ の ような要因もリ
ー ダ ー シ ッ プを規
定すると考えるの である｡ 首長 の 主導性の状況を住民や有権者は判断 して自らの 政拍的態
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度を決定 して 首長に対する支持 ･ 不支持を示 して いく の である｡ 以上の 状況をまと めたの
が表2 で ある ｡
表 2 財政再建政策(方策)の 決定に関わる参加ア クタ ー 群
執行機関 議決機関その他 参加
a ctor
数
知事 補助機構 議会 国
知 事職 財政当局 交通局 水道局 関係局 都労連 政党 自治省 運輸省
歳入 ･増収 壷債 ○ ○ ○ ○ 4
税制 ･税率 ○ ○ ○ ○ 4
受益者負担 交通運賃 ○ ○ ○ ○ 4
水道料金 ○ ○ ○ 3
公共料金 ○ ○ ○ 3
歳出･抑制 行政サ ー ビ ス ○ ○ ○ ○ ○ ○
･ 6
経常経費 人件費等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7
組織再編 ○ ○ ○ ○ 4
通常経費 ○ ○ ･○ 3
○ : アクタ ー は丸印の政策 (方策)形成に参加するこ とを示す｡
次にリ ー ダ ー の 主導性の状況 を表 したの が次の 図2で ある ｡ 主導性の効果は参加の数と
賛成の数で表され る｡
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図2 リ ー ダ ー の主導性 の状況
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Ⅹ 軸は参加数 を表 し､ 右方に いくに従 っ て参加数が増加するの に対 し､ Y軸は賛成数で
示され ､ 上方に 向かうに従 っ て 賛成数は多くなるo 表はある方策が選択された場合､ 如何
なるア クタ ー が 関係す るの か を､ その方策の 種類と個々 の方策の形成に参加するアク タ ー
数とで表わすo - 方､ 図は ある方策の形成に関わるア ク タ ー 群が如何なる状況の時 ､ リ ー
ダ ー の 主導性は効果的な の かを､ そ の方策の 形成に参加するア クタ ー 数とそ の ア クタ ー の
中の 賛成数 (ただ し､ リ ー ダ ー は参加数に は入るが ､ 自らは賛成に誘導する立場であるた
め､ 賛成数か らは除外 される ｡) で示す ｡
図中で ､ 主導性 の効果は ､ 原点 0 から45 度の 角度で伸び た直線 B (全数賛成線) 上 に
ある限り最大で あり ､ 線上 の優劣は ない o リ ー ダ ー は賛成数 (a) にはカウン トされない
ため a は y 軸上 の 1以上 になる｡ こ の た め ､ 主導性 の効果は第 一 象限の a - 1 と Bと に包
摂された範囲内に留ま る (A)0
また ､ 主導性 の効果は基本的に は点 C､ D､ E の 3点に代表され､ それらの 関係は C臥
C D､ D E間で成り立 っ ｡ C - E 間は ､ 参加数 (a) が同じ (直線H 上) であれば ､ より多
くの a を得たという点で ､ a の 比 率の 高い 方 (C) が a の 比率の低い 方(E) に優位する場
合で あり ､ C - D 間は ､ n に対する a の比率が 同じ (斜線F 上) で あれば､ より多くの n
か ら a を得た と い う点で ､ n の借の大き い方 (C) が n の値の 小さい方 (D) に優位する
場合である o そ して ､ D - E 間は ､ a が同 じ (直線Ⅰ上) であれば､ a の 比率が より高い と
いう点で (斜線F>斜線 H)､ a の 比 率の 高い 方 (D) がa の比率の 低い方 (E) に優位す
る場合で ある . つ まり これらの 関係は C>D>E とい う順序で主導性の効果 を表現す るo
図表は ､ リ ー ダ ー が如何 なる方策を選択すればそ の 主導性の効果を高める上で 有利で ある
かを理念的に示すモ デ ル となるの である｡
こ の ような再建手法 の選択は ､ そ の方策とそれに関係す る諸アクタ ー と の 合意で決定さ
れる o 政策なり方策の それぞれ に よ っ て そ こ に登場する利害関係者は異なるため ､ リ
ー ダ
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- は ､ 如何なる方策が選択され る べ きか ､ 財政再建方策を構想 し､ そ の ような方策を成果
をと変換 しなければ財政再建は画餅に帰する o こ の ためリ ー ダ ー は ､ 多伎にわたる資源を背
景に して ､ これ らの 決定 に参加す るア クタ ー 数と程度の 観点か ら動員する必 要がある｡ し
か し､ これまで の検討か らも分か るように､ そ の ような方策の決定には ､ 統治組織の持 つ
性格や ､ それらを包摂す る都財政の置かれた環境の 中で ､ 諸アク タ ー を財政再建とい う目
的に向かわせ なければならない 困難さが伴う｡ ゆえにリ ー ダ ー には有効的な方策を発見(有
効性)し､ それを達成す るため の能力(実効性)が求められるの である｡
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Univ ersityPr e s s,2000. イ ス ラ エ ルで は首相を公選 して ､ 議院内閣制における首相の 主導
性の弱点を補強 しようと した｡
6 東京都職員研修所編 『職員 ハ ン ドブ ッ ク 2001』 東京都政策報道室､ 2001年 ､ 2 13見
通常､ 受験資格に は ､ 試験の レ ベ ル に対応 して 学歴の有資格者の受験を認め る場合と､ 一
定 の年齢要件で の 受験による学歴 とは無関係な学力(能力)主義とがあるが ､東京都は 196 8
年の制度改正以降年齢制限に よる選考を重視して髄力主義を採用してい る｡
7 佐 々 木信夫 『東京都政』 岩波新書､ 2003年､ 39- 41貢. 各職制にお叶る職員の 平均年
齢は概ね､ 課長職の場合で は平均年齢が45歳､ 統括課長では 50歳､ 部長で 5 2歳､ 局長
職で 55歳となる｡
8 稲継裕昭 『日本 の官僚人事シ ス テ ム』 東洋経済新報社＼ 196年 ､ 191頁｡
9 櫓垣正 巳 ｢東京都における能力選抜プロ セ ス+『季刊人事行政』第35号､ 1986年 ､ 2 7
頁｡
102004年 1月 19 日の財務局主計部予算課で主査を勤めた職員O B- の聞き取 り調査によ
る｡
11御厨貴 ｢都庁の 権力構造+ 御厨貴編『都庁の しくみ シリ ー ズ東京を考える③』都市出
版､ 19 95年 ､ 66 - 7貢o
12佐 々 木信夫『東京都政』岩波新書､ 2003年26頁｡ 副知事 - の キャリアパ ス の優先順位
は第 一 が財務局長 ､ 第二 が総務局長とされ る｡
13御厨 ､ 前掲書､ 102 貢 ｡ 真仁田副知事- のイ ンタ ビ ュ ー か ら｡
14御厨 ､ 前掲書､ 102頁o こ こ で御厨は鈴木都政時の 鼻仁田副知事との対談の 内容を掲載
してい る｡ 最仁田は総合行政体を重要視して い る｡
15佐藤進 ･ 林健久編 『地方財政読本』 東洋経済新報社､ 1996年 ､ 70頁｡ 東京都職員研修
所編『職員 ハ ン ドブ ッ ク 2001』 東京都政策報道室､ 2001年 ､ 197頁｡ 195年 に公布され
た地方財政再建促進特別措置法に よる財政合理化政策である｡ 赤字を出した地方団体で､
お よそ8年以内に収支バ ラン ス させる財政再建計画を策定し総務省の承認 を得たもの ｡ 赤
字を棚上げにする財政債権の発行が認められ､ 国の利子補給などが受けられる｡ 都道府県
レ ベ ルで は過去 に青森､ 和歌山県が適用を受けて い る｡
16 国土交通省の キ ャ リア官僚の 聞き取り調査によるo 2000年6月 23 日o
172004年1月 19 日の財務局主計部予算課で主査 を勤めた職員OB へ の 聞き取り調査 によ
る｡
18都が何らか の 出資､ 補助､ 委託 ､ 会費等の 形式で支出 し､ ｢財政支出団体+ と して指導監
督 して い る団体は 1987 年度末時で約800 であっ た｡ そ の なかでも都との財政的結び つ き
が強く ､ とく に指導監督が必要な団体を ｢財政支出監理団体(104 団体)+ と して い るが ､
これが狭義の外郭団体に当たる｡ その うち特に都の 行政を代行 ､ 補完し､ 人事 ･ 組織 ･ 財
政面で都が主導的で ある 50%から100%出資の 団体を ｢指定団体(32 団体)+ と し､ 特別な
5 4
撃督下に置い て い る｡ それ以外に指導監督の必要な団体を ｢ 一 般監理団体(72･団体)+ に指
定し､ これ は内容的に出資団体､ 補助団体､ 委託団体の 3 類型に峻別されて い る｡ 通常､
第3セ クタ ー と言われる団体は ､ 指定団体あるい は出資団体のうち､ ･とく に都市再開発や
地域開発などの事業主体を して国 ･ 自治体(第一 右ク タ -)と民間企業(第ニセ クタ ー)とが共
同出資して設立する企業体を第三セ ク タ ー と定め､ 市場メ カ ニ ズム に基づく株式会社の設
立をすす めて い る ｡ そう した広義の外郭団体で ある財政支出団体- の退職者の再就職は多
い o 現職の派遣幹部職員が約350人 ､ 一 般職員が約 2400人 ､ で外郭団体職員に占める割
合は幹部職見が 25%､ 一 般職員が 10%であるo 管理職は各局の外郭団体や民間企業､ さ
らに都の 再雇用とい う受け皿があるが ､ 都市計画 ､ 建設 ､ 衛生 ､ 公営企業などの 事業系局
では ､ 再就職の斡旋が局幹部の 実力と信頼の指標ともされ､ 民間企業や公共事業との 関連
が薄い管理部門系の 局では ､ 大就職の 斡旋には熱心でなく､ ｢本籍を事業局に持て ｡ 課長､
部長昇任の とき面倒を見ても らえる し､ 退職後も安泰が ｡ その 点､ 官房系局は在職中は良
い があとがダメ だ+ と噂され るという｡ 諌長､ 部長の退職者は退職時に局で再就職の斡旋
を行なうの が原則 にな っ て い る｡ 局長では総務局が 一 括して斡旋し､ そ の人事 は知事 ､ 副
知事の 元で行われ る｡ 局長退職者は本人が希望すれば外郭団体の役員にも再就職可能で あ
るが ､ そ の 在職期間は 6年が原則とな っ て い る｡ ひとつ のポス トに2年あるい は 3年で再
任され るか ､ 別な団体に横行異動する｡ 外郭団体役員の報酬は A､ B に区分され ､ 局長時
代の給料が保障される ｡ A に位置付 けられる団体の 理事長は月額78 万円 ､ 副理事長が 67
万円 ､ 理事が53 万円､ 監事が53 万円､ B で は理事長が67万円､ 副理事長が 61 万円､ 理
事が 53万円 ､ 監事が 49万円というような状況になっ てい る｡ A には副知事 ､ 主要局長が ､
B で は 一 般局長､ 局次長､ 理事などの就任が多い ｡
19鈴木都政3期日時の 鼻仁田勉副知事は ､ 国の場合は割拠性とい うこ とですむかも知れな
い が､ 都の場合は､ 庁と して の規模が大きい ため ｢総合行政体+ とい う意識 が必要で ある
と述 べ て い る｡ その 際調整機能を持 っ て い る の は管理部門系の 3局であるという｡ 御厨 ､
前掲書､ 102貢｡
20 筆者の 元主計部予算課主査か らの ､ 2004年2月 10 日の 聞き取り調査｡
21人件費＋扶助費＋公債費｡ 98年度の 普通会計決算によれば､ 歳出決算全体の うちで人
件費は約28%､ 扶助費は約 3%､ そ して公債費は約8%であっ た｡
22財務局 - の 提出期限が9月 末日｡
2398年度普通会計決算に よると､ 普通建設事業費＋災害復旧事業費＋失業対策事業費か
らなるo 普通建設事業費は約19%であ っ た.
24財務局 - の提出期限が 10月末日｡
25 記入様式 の 一 覧表が ｢様式 3+ とい われるもの で あるため この ように呼ばれ る｡
26 経済企画庁経済研究所編『予算編成における公共的意思殊定過程の研究』大蔵省､ 19 79
年､ 445 - 6頁. 日本都市セ ンタ ー 編 『都市における政策形成の あり方』 第
一 法規出版､
1981年｡
27 進藤兵 ｢都庁にお ける トッ プ ･ マ ネジメ ン ト+ 御厨貴編『都庁の しくみ シリ
ー ズ東京
を考える③』 都市出版 ､ 1995年､ 143- 4頁o
28 村松 ､ 前掲書､ 306- 7頁.
29 都職員 O Bの 取材か ら｡ こ こで対象者は自分たちの運動で世の 中が変革でき ると考えて
いたが ､ 今とな っ て は幻想で あっ たことが分か ると述懐して い る｡ 2004年 8月 11日の 取
材か ら｡
55
30 都労連三○周年記念事業実行委貞会編 『都労連三○年の歩み』 東京都労働組合連合会 ､
1977年｡
3 1東京都区職員労働組合編『都職労の歴史』 第 一 か ら第三巻､ 労働旬報社､.1983年から
86年｡
32 交通局六○年史編纂委員会『東京都交通局六○年史』東京都交通局､ 1972年｡ 532 - 37
頁｡
3B こ こで いう r 一 般職+ とは､ ｢特別職+ に対する概念である｡
34 美濃部都政の 任期中､ 69年に 臥 6名 ､ 73年には5痛当選させてい る. 都労連三 ○周
年記念事業実行委見会､ 前掲書｡
36 浅草線､ 三 田線､ 新宿線､ 大江戸線の 4線o
36 銀座線､ 丸ノ 内線､ 日比谷線､ 東西線､ 千代田線､ 有楽町線､ 半蔵門線､ 南北線の 8線｡
37金額はいずれも開業時の*. 浅草級 (1968年開業 一 建設費864億円)､ 三 田線 (一 部
1976年開業 一 建設費1450億円)､ 同 (2000年開業 - 764億円)､ 新宿線 (1989年開業 -
5820億円)､ 大江戸線 (一 部 1997年開業 - 4039億円)､ 同 (2000年開業 - 98 6億円)､
都営地下鉄の キ ロ 当たり単純建設費は平均194.6億円｡ 営団の場合､ 銀座線は営団所有以
前に建設 されたためそれを除外 ､ 丸ノ内線482億円 ､ 日比谷線671億円 ､ 東西線1321億
円 ､ 千代 田線1618億円 ､ 有楽町線5552億円 ､ 半蔵門線3153億円､ 南北線50 61億円で ､
単純キ ロ 当たり建設費平均 108.2億円であるo
38 『朝日新聞』 1967年6月 27 日朝刊 ｡
39 津谷亮 一 ､ 橋本昌 『公営企業の 管理と経営戦略』 第 一 括規出版､ 1984年 ､ 37 頁.
40 自治省財政局編 『地方公営企業年鑑平成10年度』 第46集､ 199年に よる｡
41 大阪市は独自に水道事業を行 っ て い るため市単独の料金が設定されて い る｡ 他方大阪府
営水道で は､ 分水で あるため､ 府 から元売された浄水に各自治体独自の料金設定を して給
水する ことになる ｡
42①地方財政法第10条に よ ると､ 国と地方相互 の利害に関係ある事務のうち､ その 円滑
な運営を期す るために は ､ なお 国が進 んで経費を負担する必要がある経費｡ ②国民経済に
適合する ように樹立 された計画 に したがっ て実施せねばならない ､ 法律または政令で定め
られた土木そ の他の建設事業費 (同法第10粂第2項)､ また､ これには当分の 間 ､ 国が経
費の全部または 一 部を負担する第34条関係費が含まれ る｡ ③災害にかかわる事務に要す
る経費 (同法第10条第3項)0
43 も っ ぱら､ 国の 利害に関係ある事務に関する経費 (同法第10条第4項) に対 して ､ そ
の負抱の 全額が交付される ｡
441948年の 地方財政法の規定を引き継いだもの で ､ ①国がその施策を行うために特別の
必要があると認 められ る場合､ または②地方自治体の財政上､ 特別な必要を認 めた場合に
交付され る｡
452000年度当初予算でそ の 種類別割合を見ると､ 国庫負担金が 6 2.2 %､ 国庫補助金が
27.8 %､ 国庫委託金が 5.4 %となり､ 国庫負担金が圧倒的に多い ｡.国庫負担金で は､ 教育費
が 62.2% を占めて第1位で ､ 次い で住宅費､ 土木費､ 福祉費の順であり､ 国庫補助金では ､
福祉費､ 土木費､ 住宅費､ 衛生費が､ 国庫委託金では総務費､ 労働経済費の 順となっ て い
る｡
46 金沢史男 ｢財政危機と税財政制度改革の課題+ 東京自治問題研究所『束京研究3』1999
年､ 120 - 21貢｡
47 神野直彦 『財政学』 有斐閣､ 2002年､ 282 - 83頁｡
48200 年4月 1 日から施行された地方分権 一 括法で は許可制が事前協議制に改正され ､
許可制は緩和された｡ こ の 事前協議の 論点は ､ 国税との 重複の 有無の みが対象となる｡
49神野 ､ 前掲書､ 300頁｡
502000年4月 1 日 から施行された地方分権 一 括法で は ､ 許可制から事前協議制に移行さ
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れ､ 中央政府の合意を必要と しない こ とに変更された｡
51 1994年度から 一 件審査方式 は ､ 枠配分方式 へ 転換された｡
52 林宜嗣『地方財政』 有斐閣､ 2002年+204 貢｡
53 佐藤進 ･ 林健久編 『地方財政読本 第4版』 束洋経済新報社､ 199 年､ 70頁o
54 東京都職員研修所編､ 『職員ハ ン ドブ ッ ク 2001』東京都､ 116 - 25頁.
55 持 田信樹 ｢首都財政の 経済学+神野直彦編『シリ ー ズ東京を考える 4 都市を経営する』
都市出版､ 1996年､ 48- 49頁 o 都財政は 1962年以降実質収支の 赤字が続い て い たが､
73年以降赤字が急増 して ､ 財政危機が表面化 した｡ 実質収支とは ､ 形式収支から翌年度に
繰り越す財源を控除した決算収支の ことをい うが､ 繰越事業などを当該年度に執行 し､ ま
たは当該年度に発生 した債務をその 年度に履行 したもの として財政収支の結果を把握する
考え方で あり､ 地方自治体の 純剰余 ､ あるい は純損失を意味する｡ 1965年以降で見ると､
実質収支は 66年度以降80年度まで継続して い る｡ 形式収支は 77､ 78年度が該当する｡
持田も明確に財政危機を形式収支の 指標から判断 してい るわけでは なく ､ 構造的に実質収
支の赤字の継続するなか で形式収支に赤字が生 じた両年度を捉えて ､ 財政危機と称 してい
るに過ぎない ｡
66 青島都政は98年 10月 ､ ｢破たん寸前の都財政+ という緊急ア ピ ー ルを提出 してい る o
金沢 ､ 前掲書､ 105貫 ｡
57 神野直彦 ｢都市経営の破綻か ら再建 -+ 神野編､ 前掲書､ 74･75頁o 神野も明確に財故
危機を税収不足か ら定義して い るわけで はなく ､ 税収不足が財政運営を困難に して い る実
情を指して財政の 危機と把握して い る ｡
58 真淵勝 『大蔵省統制の 政治経済学』 中央公論社 ､ 1994年11･ 2頁｡
59 同上書､ 11･ 2頁｡
60 井堀利宏 ･ 土井丈朗 『日本政治の 経済分析』 木鐸社､ 1998b年､ 139 頁｡
61東京都 『転換期を迎えた都財政 一 束京都財政白書 』 東京都､ 199 5年 ､ 3 5頁｡
62 佐藤進 ･ 林建久編 『地方財政読本 第4版』 東洋経済新報社､ 106頁o
静
68 林宜嗣 『地方財政』 有斐閣ブッ ク ス ､ 2002年､ 18貢.
64 宮崎義 一 『複合不況』 中央公論者 ､ 1993年 ､ 109- 49頁o
65 法定外普通税の課税が住民の 過重負担とならない こと､ 地方自治体間の物流の 障害にな
らない こと､ 国の経済政策との 調和 を条件とし､ 地方自治体にそ の税収を確保できる税源
があり ､ か つ そ の税収を必 要とする財政需要があるとき､ 地方自治体は自主的 に税目を設
定できる こ とになっ て い る ｡
66 少 し古い 資料で あるが ､ 1993年4月 1 日現在､ 沖縄県の石油価格調整税､ 福井 ･ 福島 ･
鹿児島 ･ 新潟など12 県の核燃料税､ 青森県の核燃料物質等取締り税が ある｡
67林､ 前掲書､ 52･3頁｡
68 林 ､ 前掲書､ 52･3頁｡
69 これ以外 に ､ 地方債の借り換えの ために要する経費の 財源とする場合､ 災害応急事業費､
災害復旧事業費および災害援助事業費の 財源とする場合などである｡ 地方財政法第5粂第
1項但し書き ｡
70 特例と して地方財政対策の ための 地方債発行 ､ つ まりい わゆる赤字地方債発行もあるが､
これは国の財政の都合に よ っ て行われたため､ 地方自治体財政が仮に赤字で ある場合､ そ
れを充当する目的で あ っ たと しても ､ 地方自治体の自由にはならない 0
71 ①地方債元利金の 払い 込みに つ い て遅延 して い るもの ､ 著しく事実に相違した申請によ
り地方債の許可を受けたもの に は許可がされない ｡ ②過去3年度間の 平均公債費比率が
20%以上の 場合は､ 一 般単独事業および厚生福祉施設整備事業にか かる地方債で は許可さ
れず､ 30%以上の 地方自治体に は 一 般事業の 起債が許可されない等の 要件が ある｡ ③赤字
公営企業では ､ 経営健全化 の ため努力を払わない場合は起債許可されない ｡
72 佐藤､ 前掲書､ 203- 04頁｡
57
73神野 ､ 前掲書､ 327･2 8頁.
74神野 ､ 前掲書､ 74頁 ｡
75 第 一 次行政改革 (80年 - 83年)､ 第二次行政改革(84年か ら86年) 東京都 『平成1 0
年度職員定数の概要』 凍京都 ､ 19 8年｡
76 村松岐夫 ｢国と自治体の たたか い+ 御厨貴編『都政の 五十年』都市出版､ 1994年､ 145
頁｡
77 花井清人 ｢経済社会環境の 変化 と都市経営+ 神野直彦編『都市を経営する』 都市出版 ､
1995年､ 181頁｡
78 行政改革と財政再建とはどの ような関係と して定義が可能であろうか｡ 岩崎美紀子によ
ると､ 両者は相互に密着に 関連する概念と捉えられて い るo両者は各 朋リの概念で あるが､
1980 年代､ 行政改革を試みながら､ 財政赤字の縮小 しなか っ た国が ､ 90年代には ､ 財政
再建を目標と して ､ その 実現を目指 した過程で行政改革が進んだという事実か ら､ 行政改
革が財政再建 を導くとい う より ､ 財政再建が行政改革をもたらすことを述べ て いる (岩崎
美紀子 『行政改革と財政再建 - カ ナダは なぜ改革に成功 したの か』 御茶ノ水書房､ 2002
年､ 36- 7頁)｡ すなわち､ 財政的に ､ 維持可能となるような公共部門の あり方が ､ 問われ
るからで ある｡
ここで行政改革とは ､ 政府の役割を再定義することとされる(岩崎､ 前掲書､14 - 6貢)0
そうす ると､ 政府とは如何な る主体になる のか ｡ それを岩崎の定義に従 っ て確認 して置く
こ とにするo 行政改革には ､ public m a n eg m e ntr eform ,public s ecto r refo r m, new public
m a n e age m e nt, administrative r efor m などが定義されて い るが ､ 行政改革を､ 公共部門
の管理運営の改革と把握するか ､ 民間部門との関係や政府の あり方にまで拡大するかで用
語の使い方も元なる｡ 日本で は ､ ｢行政改革+ とひとつ で表記されるが ､ その 内容までは明
示されて い ない ｡ この ため ､ 政府の役割を規定しておくことが重要である｡
それに したが っ て ､ 政府の 定義を行なう (岩崎に よると､ 政府は 5 つ の役割を提出 して
い る｡ しか し､ これは国の場合で あるため､ 本稿の地方自給体の 場合で は､ これに若干の
修正 を加 えて ､ 3 つ の 役割を提示 した｡ 岩崎は ､ これ以外に ､ 先導者と しての役割と､ 調
整者と して の役割を提出 して い る｡ 前者は､ 差別 の矯正 ､ 社会変動の触媒､ 価値体系､ 国
際社会における国家の 舵取りなどが､ 後者は ､ 情報提供､ 協議の場の提供､ 合意形成の 触
媒などで あるo 岩崎､ 前掲書､ 1 6頁)｡ 第 一 に ､ 雇用者と しての 政府があるo 公共部門の
雇用者で ある政脚ま､ 人見削減二行政組織の 改編､ 人事管理 ､ 経費削減などがあり､ 経営､
効率を目指す｡ 第二 に､ 規制者と しての役割がある｡ すなわち, 規制緩和､ 民営化 ､ 委託
などが これに当たるが ､ 競争原理を導入するもの である｡ 第三 に､ 行政サ ー ビ ス の供給者
と しての 役割がある｡
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第3 華 美渡部都政と財政危機 - 参加 にお ける理想と現実
美濃部亮吉は ､ ｢天皇機関説+ を1912年に提出して高名な憲法学者の 束京帝大教授の長
男と して 190 4(明治 37) 年 ､ 現在の 束京都文京区小石川で出生 し､ その 後､ 第二高等学
校､ 束京帝国大学経済学部に進み ､ 東京帝大では マ ルク ス 経済学者の 教授に師事 して ､ 経
済学部助手､農学部辞師を経て 法政大学教授に就任 し､経済学者と しての 道を歩み始めた｡
彼の母方の親族 には有力者も多く ､ 外戚の祖父は東京帝大総長 ､ 文部大臣も勤めた人格者
で ､ その 家系に は明治の 蘭学の 開祖､ 物理学者 ･ 学士院院長 ､ 民法学者らの 人材が排出さ
れて い た｡ この ような華麗な家系を背景と した彼も 1938年､ 教授グル ー プ事件に連座 し
て治安維持法違反容疑 に問われ入獄するが､ 終戦後の 46年には総理府内閣統計委員会事
務局長に就任し､ 49年 には束京教育大学教授に転じ､ さらに 57年には再び総理府に戻 っ
て統計局長を勤めるなど､ 官界と学界 の双方を経験するが ､ 意外なことに彼の行政経験の
経歴はあまり知 られて い な い o そ して ､ 知事選挙前には N H Kの 教養番組 にも登場 して ､
｢ス マ イル+の似合う経済学者と して茶の 間の 人気を博して い たの はあまりに有名で ある｡
この ような経歴の 彼は ､ ｢嘘はい けない+ とい う純朴な気風と自由を重ん じる r教育 一 家+
の 中で養育されたため､ ｢私 は つ ねづね政治家には向かない+ と自ら吐露するほ ど正直な性
格の 持ち主で あ っ たとされ て い る1｡
美濃部は ､ 1967年4月 15 日投棄の 知事選挙で社会 ･ 共産両党の支持を得て ､ 自民 ･ 民
社両党推薦候補および ､ 公明党推薦候補を抑えて ､ 安井誠 一 郎､ 束竜太郎に続く戦後 3人
目の都知事に当選 して ､ 美渡部都政を発足させた｡ 発足当初は社共中心の 少数勢力だっ た
が政治参加を背景に､ 2 期日後半からは公明党の 協力も得て政権基盤を安定させた｡ 興味
深い ことに ､ 一 見順調に推移 した美濃部都政が ､ なぜ 70 年代後半の 経済危機では動揺し
たの か ､ その 点を以下で検討する ｡
まず 2 章で確落 した統治シ ス テ ム が財政悪化 の 下では ､ どの ように作動するの か ､ また
その作動の仕方は如何なる示唆を提供するの か ､ こ の ような点に注意を払う｡ 次に､ こ の
ような作動様式は財政再建 の 局面で有効で あっ たの かを検討する ｡
1 . 統治 シ ス テ ム における作動 の 仕方とそ の示 唆
ニ クソ ン ･ シ ョ ッ ク の与 えた都財政 - の 影響
美溝部が都知事に就任 した 60年代後半の東京都の財政状況は ､ それまでの 東都政とは
異なり ､ 税収 の伸びも堅調で積極的予算編成が行える状態であっ た｡ 67年の 美濃部都政発
足時の普通会計歳入は ､ 5 079億円で 一 期目最終年の 70年度まで前年度比 2桁で伸び ､ 70
年度の歳入 は対 67年度173. %とい う伸び率であ っ.た｡ 歳入に占める税収率は大きく､ 65
年の歳入 に占めた国庫支出金と都税との 比率が 16.6%､ 60%で あっ たの に対 し､ 7 0年 の
歳入で は ､ 国庫支出金 の 比 率が 12.8%に減少するなか ､ 都税の 比率は逆に 66%に伸び ､
65年■10月 か ら70年 7月 まで ､ 57 ケ月 にわたっ て拡張 した ｢い ざなぎ景気+ の恩恵を､
都財政は税収増とい う形で 受けてい た｡
しか し､ 71年8月 に起きた ｢ニ ク ソン ･ シ ョ ッ ク+ は ､ そう した財政状況を 一 変する衝
撃的な事件とな っ た｡ 第二 次大戦彼の 国際経済秩序は ､ 圧倒的に強い米国の経済力に支え
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られて い たが､ 60年代後半にな っ て ､ 財政赤字や物価高騰に よ っ て米国の 国内経済にも解
りが生 じ始め たo そ の結果 ､ 米 国の 国際収支は悪化 し､ それに伴っ て基軸通貨の ｢ドル+
の価値は低下 し､ 米国大統領 Nix o nRicha血= ま､ 71年8月 ､ ドル と金の 交換停止 と､ 米
国の
一 方的な輸入課徴金 の制度化を内外に宣言 したo 束国大統領の こうした措置は ､ 金本
位制を基本と した戦後の 国際経済秩序､ い わゆる｢ブ レ トン ウッ ズ体刺+の崩壊を意味し､
国際経済に多大な影響を与 えるこ とになっ たの である2｡
こ の ような米国の 対応 は ､ 日本経済にも波及 し､ その 中心 の東京の 経済で は都内市場の
約 9 割を占めた中小企業に大きな衝撃を与えた｡ ｢ニ ク ソン ･ シ ョ ッ ク+ の影響につ いて
71年9月 2 7日公刊の ｢束京都商工指導所+ 調査 (71年 8月 31 日時点) によれば､ 調査
対象企業1360社の うち 8音uが ｢ニ ク ソン ･ シ ョ ッ クによる不況は ､ 今後 - ､ 二年は続く+
と予想 し､ 各企業は不況対策と して都による低利融資という方法での 金融故策の 実施を要
望 したことが詳述されて い る｡ 特 に彫響が大きか っ たの は輸出関連 の製造業で あっ た｡ 製
造業は､ 米国貿易 - の依存度が高か っ ただけに､ 輸入課徴金が 23%にもなると､ 企業の営
業中断や契約廃棄を余儀なくされ ､ 企業収益も ー 段と減少 した｡ そ の ため ､ 各企業は経費
節減などの経営努力を行 わざるを得ない状況であっ た｡
ただし､ こ の ような彫響は ､ 市場 の みならず都財政にも陰を落と した｡ 都財政は､ 戦後
地方交付税の 不交付団体に指定され､ 固か らの 自席性が高い とされたが ､ そうで あるが ゆ
えに逆に地方経済の あり方 に左右され る構造にもなっ て い た｡ つ まり ､ 税収の 半分以上を
事業税法人分と道府県民税法人分､ い わゆる法人2税に依存 してい たからで ある｡ それが
71年度末 には当初見込み の 半額にまで減少 しかねないと危慎された ｡ この ため都で は 65
年以来の財政危機に見舞われ る可能性が生 じたの である｡
普通会計決算の形式収支 では ､ 67年が 116､ 68年が 173､ 69年が 2 97､ 70年が 2 7 4億
円と伸びたもの の ､ 71年に は 38億円にまで減少 した. また実質収支では 67 年 - 32､ 68
午 - 15､ 69年 - 17､ 70年 - 22億円と推移し､ 71年には - 392 億円まで 一 気 に赤字額が
増大 した｡ 7 1年当時の財政規模が歳入 1兆133億円で歳出 1兆9 5億円で あっ た点か ら見
ても､ そ の赤字額 は深刻で あ っ た3｡ さらに都税の 前年度比 で は､ 6 7年が 20.5 %､ 2 1.5 %､
21.1%
､
21.5%と推移 して 7 1年に 9.4 %に落ち込み､ その減少部分を補て ん して都債ほ逆
に増加 して い る｡
この ような財政悪化は ､財政危機 の 予兆と して ､財政担当者には深刻に受け止 められた｡
この ため ､ 70年代前半期の美濃部都政で は ､ 法人二税の減収を始め ､ 景気後退に伴う税収
減少 - の歳入増加対策と､ 物価高騰によ っ て生 じた行政経費の増大 - の歳出抑制対策と の
課題に取り組まざるを得なか っ たの で ある｡ 中でも独立採算制で運営されて い た都営企業
の経営は ､ 経済情勢の 影響を受けやすい存在であ っ･ただけに ､ その 運営は関心 が持たれた
の である｡
知事選挙直後の 71年の都営交通の 財政再建
東京都は都区制度の 下に ある ため ､ その 行政で は ｢大都市として の事務+ が実施されて
い る4｡ 特別 区の 区域は 一 つ の 大都市を形成して い るため ､ 通常では市に属する消防､ 上水
道､ 下水道､ 都市計画､ 交通などの 事務は ､ 大都市行政の 一 体性 ､ 統 一 性を確保する観点
から､ 特別区に代わっ て都が行 なっ て い る ｡ こ の ため都営交通事業や水道事業などの 公営
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企業の 運営は都の 所管とな っ て ､ 他の 道府県政とは異なるとこ ろで ある ｡ 通常､ 住民か ら
身近の 自治体行政と して実施される公営企業などの公共料金も､ 都の管理に属すろため､
これ らの運営は ､ ひ ろく都民の 関心の 的とならざる を得ない ｡ しか も､ 独立採算制の下に
ある交通や水道事業な どの 公営企業は ､ そ の企業自体が 一 つ の 行政機構 を組織するため ､
東京都の 内部組織とは い っ て も､ その財政規模や ､ そ の経営状況は､ 都の政治行政に大き
な影響を与えて い る ｡ 東京都の 場合に は､ 軌道事業 ･ 自動車運送事業 ･ 鉄道事業､ 水道事
業などが あり ､ いずれも知事の 指揮下で管理者が置かれ ､ その 管轄下で行政サ ー ビ ス や行
政事務は処理 される ｡ 軌道事業 (都電) ･ 自動車運送事業 (都バス) ･ 鉄道事業 (地下鉄 ､･
モ ノ レ ー ル) では 交通局が､ 上水道事業 ･ 工業用水道事業では水道局が､ 下水道事業で 披
下水道局が各々 そ の 事務を所管して いるo
｢ニ ク ソン ･ シ ョ ッ ク+ 後 ､ 公営事業会計で は景気後退に伴う収入減 へ の対応と ､ 支出
に占める人件費の抑制 とを訣題と した財政再建 が求められて いた｡ 当時､ 都営交通は､ 高
度経済成長 に伴う物価上昇から生 じた運営コ ス トの 増大､23区内における都営バ ス の輸送
効率の低下､ 地下鉄建設に伴う建設費用の高騰などの 要因に加 えて ､ 路上における車両ゐ
増大という時代的要 因なども加わり､ 公営事業会計 の赤字は増大 してい たの で ある｡ 特に
｢ニ クソ ン ｡ シ ョ ッ ク+ 後の都営交通の財政状況は ､ 財政破綻とい う事態にまで達 して い
た｡
7 1年の 交通事業 (バ ス ､ 都電) で は 1日あたり の赤字が 1畠oo 万円にも及び ､ 高速電車
事業(地下鉄) の 赤字分を加 えると赤字額は 日計 3200万 円にも上っ た｡ 都営バ ス ヾ 都電 ､
都営地下鉄 は ､ 主に 23区内を中心 に1 日合計28 万 3000 キロ 運行 して い たが ､ 後発に伴
う建設費や運行 コ ス トの 増大 に加えて ､ 限定された営業範囲という非効率的要因か ら､ 赤
字は走行距離に比 例 して拡大するとい っ た構造にな っ て い た｡
さらに ､ 都営交通は人 口減少に よ っ ても影響を受 けた｡ 日本経済の 高度成長が始まっ た
60年か ら70年まで の 10年間に東京都の人 口は 118 万人6増加 したが ､ 経済成長か ら来る
土地価格 の高騰で ､ 多く の住民が都心 に居住できない 状況で あっ た｡ こ の ため人 口の 増加
は都営交通の 乗客数増加 には必ずしも結び つ か なか っ たの で ある｡ 住民は ､ 低廉な土地価
格と整備された住環境 の都心周辺 部の衛星都市に分散 し､ 周辺自治体か ら都心 - の移動に
は ､ 旧国鉄や私鉄 を利用 したため ､ 山手線内を主な営業領域とした都営交通 の 一 日当たり
の 輸送数 は ､ 60年 の 266万人か ら70年には 199万人に ､ 逆 に67 万人も減少 した｡ 周辺
都市から区部に入 る交通機関は､ 都心部では営団地下鉄に連絡して ｢相互乗り入れ+ をし
たため ､ 利便性の 点で住民は主に これらの機関を利用 した｡ 営業領域が 限定され ､ か つ 路
線的にも営団に遅れをと っ た都営交通は ､ 営業上不利な状況に置かれて ､ そ の財政赤字は
益々 増大 したの で ある ｡
都営交通が抱えた累積赤字は 70年度決算で ､ 都バ ス と都電の 交通事業が 185億円 ､ 都
営地下鉄 の 高速電車事業が 150億円で合計 335億円にも達 した｡ この ため 67年､ 自治省
か ら財政再建団体に指定され て ､ 73年度までに赤字の 解消が図られ るこ とにな っ た｡ とく
に都バ ス と都電は財政再建が急務で あっ た｡
したが っ て ､ 交通局は知事選挙直後の 7 1年 8月 ､ 都寵と都バ ス の 初乗り運賃を各々20
円引き上 げて ､ そ の不足分は普通会計から支出金と して補てんする財政再建 のために増収
方策を計画 した｡ しか し ､ 知事 は利用する住民の こ とを考慮すれば､ ｢公共料金の値上げは
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できるだけ避 ける+ と ､ 運賃改定には消極的で あっ た｡ こ の ため交通局は ､ 知事の 意向を
受けて ､ 運賃値上げ以外 の方法で収入を確保する ことに し､ 都有地の処分や人件費を削減
するための バ ス 路線の 再編成や ､ さらには 72年度の 予算から前借して財政赤字を埋めよ
うと計画の 練り直しを行 っ た6｡
非現業職 の給与改定は ､ 各年度の 夏から秋 にか けての 時期に人事委負会から勧告され ､
概ね年度内に差額が支給され たが､ 交通局や水道局などの現業職の場合は ､ 必ず しも年度
内に支給される とは限らず､ 翌年度支給も しばしばで あっ た｡ また交通局職員数は ､ 財政
再建計画か らは除外 されて い た都営地下鉄事業に関わる職員数を除い ても1 万人 にも達す
る規模で あ っ たた め､ 給与改定の 実施にほ約 20億円の財源が必要であ っ た｡ こ の ため財
源捻出は容易で は なか っ たの であるo しか し､ 従来か ら交通局長は ､ 一 般職と同様に交通
局職員の 給与改定も､ 円滑な行政サ ー ビ ス の供給の ためには必要であると して ､ 都有財産
の処分などを行 っ て財源を捻出 してきて い た｡
都は 一 般職の 70 年度の 給与改定を実施 したため ､ 交通局職員の 給与改定も行わなけれ
ばならなか っ た｡ こ の ため ､ 交通局の 財政再建に関する第四次(71年度分) 財政再建計画
案7には給与改定分 の財源が盛られ ､ 71年 9月 の第三定例会にその提案は提出された｡ し
か し､ 9月 30 日の 公営企業委員会で の審議では ､ 都議会自民党が ､ ｢都の企業努力は不十
分で ある+と述 べ ､ 運賃値上8ヂの前に ､ 企業に よる経費削減努力が必要であると反対 した｡
これに対 し､ 社会党都議会 と共産党都議会は ､ 全面的に当提案に賛成した｡ また都議会公
明党は ､ 交通局 の 主張の 通り ､ 運賃値上げは認 めるが ､ 企業自身による経費削減努力も必
要で あるとしたo こう した各党に よる相違はあ っ たが､ ただしこう した違いが直ちに賛否
には影響せず､ ｢給与の うえで ､ 交通局職員と他局の 職員とを差別するわけに いか ない+ と
各党とも知事提案に賛成 したため､ 給与改定を含む こ の提案は大きな反対もなく可決され
た｡
72年の都営交通 の財改再建計画
70年代初期の 公営事業は東京都の みならず全国的に赤字の状況にあっ た｡ 自治省発表の
71 年度地方公営企業決算概況8に よると ､ 交通 ､ 水道 ､ 病院などの地方公営企業の経営は
財政的に悪化状態に あり ､ 調査の開始された 47年以降の 累積赤字額は全計で2363億円に
達 して い た｡ 全国の 2863地方公営事業が70年度に得た収入は､補助金なども含めて 9 708
億円に対 し､ 支出は 9882億円で 174億円の損失とな っ て い た｡ 中でも公営交通事業の財
政事情も悪く ､ そ の赤字額 は 71年度に限定して も 342 億円にまでなり ､ 平均収支比率は
全体で 80%を割るまでに低下 して いた (71年度79.7%､ 7 0年度84.6%)｡ 特に東京 ､ 横
浜､ 大阪などの 6大都市9で は ､ バ ス ､ 路面電車､ 地下鉄 のV.
､ずれの分野におい ても赤字で ､
6大都市の 交通事業の 赤字総額 は325億円で ､ 全国公営交通事業の赤字額の 93.2% を占め
て い た｡ 大都市部の公営交通の 運営が容易では なか っ た実態が浮き彫りになる｡ 赤字対策
と して ､ 各事業体では①経営の効率化 ､ ②国や上部団体か らの 支出や補助､ ③運賃改定な
どの 必要性に迫られて い た ｡ ･
しか し自治省が各公 営事業体に指導したの は 主に運賃改定であ っ た10｡ 最大手の東京都
- の 指導も運賃改定で あっ たことはいうまでもない ｡ 交通局長は 71年 10月 の第四次都営
交通財政再建計画案を自治省 - の提出 した際､ 企業自身によ る経費削減努力を自治省か ら
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求められて い た｡ 交通局長は ､ ｢第五次変更で は値上げに踏み切る+ と内内に受け入れて も
い た ｡
■
実はそ の ため の 環境整備も行われた｡ 70年度まで ､ 15%が上限とされ てい た国から
の 地下鉄建設費用 へ の 補助金 は ､ 7 1年度以降 48.2%にまで引き上げられ ､ 路面電車の 撤
去費用も国から支出される ことに なり ､ 都営交通の 再編成をより低廉な費用で行うことの
可能の 条件は整備 されて い た11｡ こ の ため自治省は公営交通の財政改善を地方自治体に運
賃改定とい う方法で求 めて い たの である｡
また､ 首都圏では東京都に先行 して競合他社も運賃改定を して い た｡ 営団は 72年 4月
か ら平均 32%の運賃値上げを運輸省に申請する準備をして い たo 営団ほ 66年 1月 ､ 23%
の 運賃を値上げしたが､ それ以降も人件費上昇などで営業費用が増大 し営業収支は悪化 し
て ､ 71年度末に は営団開始以降の累積赤字額が 160億円にも達 しようと して い た｡ 営団
に続い て ､ 東京 バ ス 協会加盟 の 大手9社の私鉄も運輸省に運賃値上げを申請す ることを明
らかに した12o これ に加 えて ､ 大阪､ 横浜などの他の 5 大市の市長も､ 公営事業会計に膨
大な累積赤字を抱 えて いたため､ 運賃借上で の財政改善を目指し､ 束京都の先行値上げを
期待 して い るような状況に あっ た13o そ して ､ 72年 1月 31 日の 6大都市交通局長会議で
は ､ 6 自治体に よる運賃改定申請が主な議題 となる ので ある｡ 都営交通の 運賃値上げは必
至 の情勢に あっ た
しか し､ 知事は 1月 21日 ､ 71年度予算の 知事査定で ､ 都営交通の運賃値上 げは実施 し
ない と､ そ の方針 を早々 と宣言 した｡ 交通局長は 2月 の 72 年第 一 定例会での 提案を念頭
に ､ 都電で は 23%､ 都バ ス で は 39.7%､ 都営地下鉄 では初乗り4 キロ 3 0円などを主な内
容とす る運賃改定 の 交通局案を独自に作成 して知事の 説得に かか っ た14｡ 交通局長 は､ ①
都電の撤去経費を盛り込んだ第五次都営交通財政再建計画案が2月 の第 一 定例会 に提案さ
れない場合､ 自治省か らの都電撤去費用補て ん の財政的補助金を受けられない こ と ､ ②都
営交通の財政再建を行うに際し､ 第五次案が少なく とも前年度内に成立 しない場合 ､ 手続
き的にも日程的にも自治省 の承認 を得られな い可能性が高い こと､ ③財政再建に は短期的
には運賃値上げが有効で あるこ と､ ④交通局職員の 71年度の 給与改定分 の財源 を運賃改
定による増収分で充当する計画 に してい るため運賃値上げは必要で あることを､ 知事に進
言 した｡ 第 一 定例会開会前の 1月末 ､ 運賃値上げに反対 して い た知事も ､ 4月 か らの実施
を延期して 10月 か ら実施する ことを条件に交通局長の 説得に応 じた｡知事は記者会見で ､
｢値上げす べ きか否 か ､ ハ ム レ ッ トの悩みで して+ と述べ ､ 苦渋の選択を して値上げに踏
み切 っ たことを吐露した15｡
都営交通 の運賃改定を含む第5次都営交通財政再建計画案は ､7 2年3月 の 第 一 定例会に
提出され ､ 公営企業委員会に付託された ｡ そ こで の審議を通 じて ､ 社会党都議会 ､ 共産党
都議会とは同提案に賛意を示 したが､ 都議会自民党､ 都議会公明党､ 都議会民社党の 3党
は ､ 同提案は給与改定の ための運賃値上げであ っ て ､ 都営交通の財政再建策が具体的に提
起され て い るわけで は ない と反対 した｡ 3 党が主張 したの は ､ 値上げによ る増収分の 56
億700万 円が､ 交通局職員の 71年度の給与改定分の 57億7000 万円に ほぼ見合 っ て い た
点を反対の 根拠に したの で ある｡ 賛成反対の 両勢力 の 主張に歩み寄りが なか っ た め､ 3 月
23 日の 公 営企業委員会の審議で ､ ｢やむを得な い場合 ､ 一 般会計からの繰入れが考えられ
る｡ この場合 ､ 自治省が許可 しない こともある ので ､ その 時は同省が指定 した財政再建団
体を返上す る ことも考慮する+ と､ 知事は値上げが 認め られない場合､ 都独自で処理す る
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旨の ､ 議会を軽視 し､ 反対派を刺激するような発言を した｡ こ のため都議会自民党はこ の
発声に反発 し､ 知事の 態度を非難 して審議を中断させ たo ことの重大性を常識 した知事は
3月 2 7日の 公営企業委員会で ､ ｢答弁の 一 部に配慮が欠けて いたo さらに検討する+ と釈
明 して ､何とか都議会自民党を審議に復帰させた ｡ こ の ような職員の待遇重視の 背景には ､
安井都政暗か らの ｢交通 一 家+ とい っ た管理者と労組との相互協調慣行がなお存在 して い
た16｡ こ の ため､ 給与改定には管理者の理解も あっ たの である｡
知事 を支持 した社会党都議会と共産党都議会の 勢力は ､65年選挙で相対多数を得たもの
の ､ 4年彼の 6 9年 の都議会選挙で は ､ 社会党が 45議席から24議席に半減し､ 共産党の
18議席を加 えて も､ 両党の 勢力は定数126議席では 42議席に留まり少数で あっ た｡ この
ため ､ 可決 には都議会自民党の 54議席か ､ 都議会公 明党の 25議席か の ､ 少なくともいず
れか の 賛成が必 要であ っ たo
こ う した事態に､ 副知事や知事派の 都議会社会党は自公両党と接触して ､ 同提案 - の 賛
成を要請 した｡ 交通局長も議会対策に奔走 した｡ そ の結果 ､ 自公両党は財政状況 の悪化と
いう現実を改善するために ､ 運賃値上げ案に は賛成する旨の 同意を得るまでに発展 したc
そ して公営企業委員会 の審蔵で は 一 応両党の賛同を得て可決 した｡ 続く年度最終日の 3月
31 日の本会蔑で は ､ 運賃値上げを含む公営事業会計予算案が全会 一 致で可決されたが､ 値
上 げの 実施に伴う関係条例改正案は ､ 都議会自民党､ 都議会公明､ 都議会民社党の 3党の
反対に よ っ て継続審諌とされた｡
こ の 定例会で結論の でなか っ た第5次財政再建計画案の値上げ実施条例案は ､ 続く 6月
の 第二定例会に再度提案された｡ しか し自公民 3党は ､ そ こ でも反対 したため再度継統審
議にな っ た｡ 9 月 の 第三定例会までその結論は持ち越 され るこ とになっ たの で ある｡ 事態
を重視 した交通局は ､ 同提案に反対 の都議会自民党に対 し攻勢をかけ､ 賛成 - の 条件を模
索する ｡ 都議会自民党は ､ 9月 の第三定例会を目前に した8月 28日 ､ 議員総会で ､ ｢70歳
以上の 老人と重症身障者を無料にする+ という条件を交通局長に提示 した｡ これ を交通局
長 は飲み ､ 一 応都議会自民党の 賛成を得る ことに成功した. 8月 29 日の公営企業委員会で
は ､ 都電 ､ 都営地下鉄 ､ 都バ ス など都営交通の 運賃値上げの関係条例改正案が ､ 都議会自
民党の 賛成によ っ て成立 したの である｡ そ して続く 9 月 30日の 本会議では自民党の加 え
て公 明､ 民社両党も賛成に加わ っ たため､ 全会 一 致で 可決され るに至 っ た17o
経費削減を重視する自公 民の多数に対 し､ 人件費の 確保 を重視する杜共が少数 であ っ た｡
こ の ため自公 民の うちの 何れか の勢力 を知事派 に動員す る必要があ っ た ｡ つ ま り知事は財
政再建 に対する値上げ反対に見られたような原則論は少数であっ たため多数派 の確保が必
要で あ っ た の で ある ｡
合理化計画を含ん だ74 年の 石 油危機後の都営交通 の運賃改定
まず､ 公 明党は 73年 3 月 から知事を支持する立場に変わ っ て い た｡ 知事を支持 して い
た社共両勢力が少数で あ っ たため ､ 不安定な議会審議の 状態の 改善には公明党の知事派 へ
の組み入れが必要で あっ たの で ある｡ 知事 には予て から公明党が視野に入 っ て いたようで
ある｡ 73年 3月 7 日､ 知事と公明党委員長は都内で会談 して ､ 覚書を交わ した ｡ ｢私にと
っ て みれば少数与党か ら多数与党に転換 したわけで ､議会の運営が非常にやり易くな っ た｡
また ､ 公明党にと っ て も､ こ の 与党化は ､ 都議選をひか えて革新イメ ー ジを打ち出すこ と
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によ っ て 退潮ム ー ドに歯止 めをかける意味があ っ たの ではないか . 三百六十万票を集めた
私の い わば ｢美濃部ガサ+ に期待 したようにも見受けられた+ と述べ て い る18｡ こ の 点を
確辞する｡
73年 10月 の 第 一 次石 油危機後でも､ ｢都民生活を防衛するために値上げは適当で ない+
と ､各種利用料や手数料､都営交通運賃などの公共料金の 引き上げに知事は慎重で あ っ た｡
しか しそうした知事の 姿勢も 74年に な っ て変化 していく｡ その背景には都財政の 悪化 が
あっ た｡ 74年度予算の 知事査定にお い て明らか にな っ た都営交通の財政状況は ､ それまで
の財政再建計画の 実施 によ っ ても改善されておらず､ さらに累積赤字が増大する状況に あ
っ たので ある ｡
74年3月 に始ま っ た第 一 定例会の 予算案の 審議におい て ､ 知事は値上げに含みを残 したo
自民党議員の 交通事業会計の 赤字に対する質問に答えて ､ ｢49 年度は赤字予算になっ て い
る ｡ 9月 までは交通料金を据え置くが ､ でき るだけ早 い時期に料金適正化 などによ っ て収
支の 均衡をはか りたい+｢独立採算制が原則で あるが､ ある程度の 公約負担 は必要+ と知事
は述べ た の で ある19｡ そ の背景に は ､ ①74年の 春闘で は 30%の 給与改定が行なわれて いた
こと､ ②石 油危機に伴う燃料費の 高騰や バ ス 車両の 購入費などの負担増に よ っ て都営交通
の 赤字額が増大 して い たこと､ ③首都圏の競合他社が運賃値上げを計画 して いたことなど
があ っ た｡
首都圏の私鉄 14杜は ､ 石油危機に よる経営難を理由に軒並み運賃改定を本格化する｡
14社は合同で普通運賃を平均 26.9 %値上げする提案を運輸省に申請 した20. これに合わせ
て営団も 74年 5月 の決算時に､ 同様の 理由か ら運賃値上げを示唆した｡ こ の ため都も都
営交通の 運賃改定 の意向を固め､8月 に臨時会を召集 して審議することを7月 11日に決定
した｡ 知事 は 7月 12 日の 記者会見で ､ 7月 ｢15 日まで に最終案を決め ､ 11月 1 日から実
施 したい+ とそ の 構想を明らか に した21o
7月 15日 の最終案の 決定を前に した 14 日､ 知事 ､ 副知事､ 交通局長の 3者 は運賃値上
げに つ い て検討 した｡ 知事は､ 交通局長 の都バ ス運賃 75% という引き上げ案に ､ ｢都バ ス
の 75%と いう記録被りの値上げ幅は避 けた い+ と難色 を示 した｡ 交通局長は ｢政策的料金
叫こよ っ て 生 じる赤字対策をどうす る+ か は問題 で あるが､ 財政運営の観点から設定 した
75%は止む を得ない措置で あると した｡ 交通局長の 主張は ､ ①73年1月 に値上 げした現行
の都バ ス 料金は ､ 大阪 ､ 横浜などの 5大都市より 10 円廉価で あっ たため都市間で均衡が
取れなか っ たこ と､ ②バ ス 運賃を現行の 40円か ら70円に値上げ しても 74年度に見込ま
れる赤字は解消できず､ また60円に抑制 して も収支は 一 層悪化 して ､ 75年度には再度の
値上げが忽ち必要 にな っ てく ること､ ③普通会計か らの 赤字補て んは ､ 福祉 ､ 都市間題 な
ど､ 都の 行うべ き事業を圧迫するうえ, 同 じ公共交通機関という点では ､ 都民の利用 して
い る民間バ ス にも援助 しなければ税配分の 公平は担保されないという点を論拠に して い た｡
知事は翌 日､ ｢ぼくは ドロ をかぶ る+ と述 べ ､ 交通局長案を受け入れた｡ 知事は ､ 交通局
長の ｢昨年 一 月 に決めた現行料金 40円を東京以外 の 5大都市並み に 50円に引き上げて い
たら､ 今回は 40%の値上げ幅ですんだ｡ 政策的に料金を抑えると来年も値上げしなければ
ならない+ との 主張には納得せ ざるを得なか っ た の で ある28｡
74年 7月の 臨時都議会開会前の段階で は ､ 社会党都議会､ 都議会公明党､ 共産党都議会
の 3党は都営交通の 運賃値上げには慎重であ っ た｡ 社会党都議会の 政調会長 は ｢参院選で
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公 共料金 の 三年凍結を公約して い る立場から､ 与党とは い えすんなり受け入れるわけには
い かない ｡ 党中央本部とも相訳して妥協の余地があるか どうか ､ これか ら検討する+ と述
べ 1 共産党都議会団長も ｢都民生活の 足で ある都営交通料金を値上げする ことはの ぞま し
くない ｡ 提案の具体的 な説明が行われた段階で 革新都政を擁護し､ 発展させ る立場から検
討したい+ と述 べ た｡ さらに都議会公 明党団長も ､ ｢改定しなければ都営交通財政がもたな
い の もわか る｡ 都営交通の経営内容を検討 して 妥当な値上げか どうか判断 したい+ と述べ
てい た24｡
これに対 し､ 都散会自民党政調会長 は ｢これまで人気取りの 一 時しの ぎの 手段で値上げ
しなか っ た方が問題で ､ この ため上げ幅が大きくな っ て しま っ た ｡ 一 般会計か ら交通会計
に赤字補てんすると ､ バ ス を利用 しない人 に負担 をかけることになる+ と述 べ ､ 運賃改定
には積極的で あっ た｡ ただ し都諌会自民党幹事長は ､ ｢公営企業法で独立採算を建前 に して
い る限り ､ 上げる べ き時には値上 げを しなく ては ならない ｡ しか し､ 都民がイ ンフ レに最
も悩んで い る時期に ､ いきなりバ ス の 75%ア ッ プは都民に親切だろうか ｡ こ れまで四十円
に抑え､ 苦 しくな っ たか らあげる､ というので は あまりに政策がなさす ぎる o こ の 際､ 都
の 公共料金 につ いて長期的な見通 しを誤 っ た知事に反省を求め､ 都民 へ のサ ー ビ ス がどう
行われ るか によっ て賛否を決 める+ とい う見方もあっ て ､ 必ずしも同党の賛否は確定 して
い るわけで はなか っ た｡
その 後知事を支持 した社公共 3 党は値上げ容認に傾斜して いくo 共産党都議会団長ほ ､
｢赤字にな っ た原因の 主な責任は政府にあるo だか らこ の点を明確に しながら検討するが､
利用者の負担増に必ず しも反対は しない ｡ ただ ､ イ ン フ レ で上 っ た分を全部利用者負担に
するの は問題がある｡ 都がこれまで都営交通料金 を抑えてきたこ とには 一 定の効果があ っ
たと評価 して い るQ しか し赤字をどうするかというのも重要で ある+ と述 べ たo,また都議
会公明党幹事長は ､ ｢値上げの 事情ほ理論的には理解でき る｡ 中途半端な修正 をしてもまた
問題を持ち越す｡ 継続審議にも しない方が よい ｡ しか し､ 世論を盛りあげ､ こ のイ ン フ レ
による値上げの国の 責任は問わねばならない+ との 見解を示 した25｡ 社会党都議会は知事
支持の 立場か らも同案に賛成 して い た｡
とこ ろが ､ 8月 5 日､ 臨時会が始まると､ 初日の本会議の 開会冒頭か ら都労連傘下 の労
組員か ら反対行動が起きた｡ 額に赤い鉢巻 ､ 胸にゼ ッ ケン 姿の東京交通労組青年婦人部の
労組員 40 人あまりが本会議場の 傍聴席を占拠 して ､ ｢値上げ絶対反対+ ｢合 理化反対+ と
叫び ､ 知事が所信表明説明を始め ると, ｢それでも革新都政か+ ｢値上げ阻止+ などと ､ 激
しい ｢ヤ ジ+ を知事に浴びせ ､ 本会談場は 一 時騒然となっ たの である26o
続いて ､ 8月 6 日､ 東交 (飯村委員長以下労組員12000人) は ､･東京地評とともに ｢都
営交通料金値上げ ･ 合理化反対 ､ 八 ･ 六総決起集会+ を都庁第 一 庁舎前に労組員ら約 2000
人を集めて開い たo こ の集会の 演説で飯村委員長は ､ ｢消費者米価､ 国鉄運賃など 一 連の公
共料金が相次い で値上 げされようと して い る現状の 中で革新都政が他都市の 公 営交通に先
が けて値上げをすべ きでない+ と述 べ た｡ 同労組は ､ ①イン フ レ ､ 高物価を助長し都民負
担の増大をもたらす運賃値上げは実施 しない こと､ ②束交労働者に対する人員削減などの
合理化 は行わない こ とを要求 して ､ ｢ス トライキも辞さない+ 構えで あっ た27｡ これに対 し
て ､ 社会党都本部は ､ 同日､ 自治対策局長が､ ｢社会党は東交労組の 要求を誠実に受け止 め
る+ との談話を出 して ､ 東交の方針を支持 したため ､ 問題は拡大した｡
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社会党都本部の 労組 - の賛意表明は労組 を勇気付ける結果となり､ 8舟 6 日の公営企業
委員会の審議で は ､ 労組員の 抵抗姿勢が強固にな っ た｡ 運賃値上げと交通局の 再建合理化
反対を訴 えて 傍聴席に入 っ た束交青婦部労組員16人は ､ ｢席があ いて いるか ら､ 廊下でま
っ て いる組合員にも傍聴 を認 めよ+ と ､ 委員会室前につ めか けて い た同労組員の委員会室
へ の 入場も認 めるよう要求 し､ こ れを制止する衛視と衝突した28｡ 委員会室内では ､ 執行
部か ら提出された 27項目の 資料の鋭明の 最中に ､ 16人の東交青婦部組合員らが騒ぎだし､
仲裁 に入 っ た束交労組幹部の ｢傍聴規則を守るように+ との静止 を振 り切 っ て ､ ｢ダラ幹帰
れ+ と絶叫して労組幹部とも対立 したo こ の ため､ 同委員会は - 暗中断せ ざるを得ない 状
況になり ､ 同日の 午後に審議は移 された｡ 午後か らの審議にお い て も同労組員の傍聴席で
の 騒動は収 まらず､ 傍聴券を持たない若手労組員が新たに委員会室に乱入 して審態は再び
中断するとい っ た事態に発展 した｡
こ の ような事態を重く見た議長 は ､ 混乱を避けるべく労組員の若手代表ら2 人と話し合
い ､ 事態 の収拾に当た っ たため､ 再開後の 審議で は労組員の 騒動は 一 時収ま っ たかに見え
たが､ 交通局長が職員数の 削減に つ い て話 し始めると､ 幾人か らの労組員は ､ 再び ｢再建
計画の人員 より余計にな っ て い る+ と発言 し､ あとは流言輩常にな っ て収拾がつ かない 状
態にな っ た ｡ ｢余計とは何だ｡ 年寄りはジャ マ だというの か+ ｢労働者を何と考えて い るの
だ+ と絶叫して彼 らは立ち上がり ､ 腕を振り上げ怒号が続き､ 審議の場 は混乱 したの で あ
る29o
さらに翌 日の 8月 7 日の 審議では ､ 彼らは ､ 一 般傍聴券 30枚全部を独占して ､ 妨害し
たため ､ 午後 1 時か ら予定されて いた委員会は場所を変更 して 開か ざるを得なか っ たが ､
その 変更場所 にも労組員が駆 けつ け､ 委員会室前の廊下を占拠 して多数座り込んだ｡ そ の
結果､ 公営企業委員長は ｢報道機 関を除く傍聴の 禁止+ を決 め ､ 午後 4時半議長に ｢警官
派遣を含む善処+ を要請 した｡ 議長は各党幹事長らと会談の上 ､ 警官出動を決定して ､ 丸
ノ内管察暑か ら80人 の警官が動員された｡
警察官の動員､ 一 般傍聴 の禁止 など異例続きの なかで審鼓された運賃改定案は､ 8 月 8
日､ 知事 ･ 執行部を支持す る社会､ 共産､ 公 明の 3党間で調整され ､ 都バ ス 運賃の 値上げ
幅の縮小 を付帯決議と して提出する方向で合意した｡ 翌､ 8月 9 日の 公営企業委員会で ､
運賃改定を含む条例改正案 5 件は社会､ 公明 ､ 共産 3党の 賛成多数で可釈され ､ 8月 10
日の 本会議でも 3党によ っ て可決 された30｡
ただ し､ 束交は都営交通運賃改定と同時に提出されて いた交通局の 路線再編の 経費削減
計画に反対 して ､ 8月 17日始発 か ら午前10時まで ､ 都営地下鉄 ､ 都バ ス ､ 都電の 時限ス
トライキ を行 っ た｡ 同時 に､ 同労組は ､ ｢都営交通の赤字は大幅な財政援助や路面の 交通規
制 ､ バ ス レ ー ン の 拡大 などの交通政策を擁立 しなくては解決 しない ｡ 料金値上げと合理化
の繰り返 しでは打開で きない+ と交通局の経費削減計画の撤回を求めたの で ある81｡ こ の
ような事態 に憂慮 した執行部は経費削減計画 を撤回し
.
たため､ 労組の 反対は収拾された｡
当運賃値上 げ方策は ､ 単に受益者負担とい う問題の みならず､ 行政経費の 削減とい う ｢合
理化+ 計画 を前提 として い たため ､ 労使間題にまで発展 して ｢政治化+ した｡ では石油危
機は都政に どの ような影響を及ぼ してい たの で あろうか ｡
自治省の 統制下の 下で の 75年 の知事選挙を前に した予算編成と合理化計画の 提出
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石油危機彼の 地方自治体を取り巻く財政状況はさらに深刻化する｡ 地方制度調査会は ､
74年 7月 23 日､ 第 16次答申を自治大臣に提出した82｡ そ こで は､ 大幅な自然増収に見込
まれて高度経済成長 した地方経済の終篤から安定成長 - 移行し､ 財政収入の伸長の 鈍化 し
た 1970年代の 地方経済環境を背景に , 二 つ の 点が指摘されたo すなわち ､ 第 一 に ､ 人件
費などの 義務的経費の膨張や､ 固定化 した財政体質､ さらに収支均衡の 崩壊 した地方自治
体財政の 是正 を求め る対策の必要性と､ 第二 に ､ 行政の担う責任範囲の 基準や ､ 租税によ
る負担と行政サ ー ビス の受益に よる負担との 区分の 明確化とで ある ｡ この ような指摘は｢地
方自治体行政の あり方33+ と して以降の 地方自治体の政治行政に影響を及ぼ してい く｡
しか し､ 都は ､ 自治省 ･ 地方制度調査会の 主張に反 し､ 国の経済政策の誤りに よ っ て地
方自治体財政は悪化 したと主張 して い た｡1960年代以降の 国の高度経済成長政策を前提 に､
73年 の石油危機によるイ ン フ レ ー シ ョ ン の進行が､ その対策としてその後に取られた総需
要抑制政策とあい ま っ て経済不況を生起させ たため､ 企業収益は減少して ､ 法人関係税に
税収の 大半を負う形態 の都財政は税収不足か ら財政悪化に陥っ たとするの で ある｡ しかも､
こ の ような国の経済政策の 影響に拍車を掛 けたの が､ 国に よる都の財政制度であっ たとい
う｡都財政で は法人二税 め税収に占める比率が高 い上に ､地方交付税の不交付団体と して ､
超過負担が加 わっ て おり､ そこ では､ 単価､ 規模､ 対象に関 して 国の補助額が他の地方自
治体以上に過少に積算される ため ､ そ の負担額が財政悪化要因に なっ たというので ある｡
ただし以上 の 見方は変容 して いく ｡ 都財政が悪化 して いたからで る｡
7 0年代前半の 都財政は硬直的に なっ て い たo 東京都が 76年 1月 12 日都財政の現状と
してまとめた ｢白書+ に よ ると､ 70年代前半の ドル危機､ 二度に わたる石油危機の発生に
伴い ､ 歳入不足下､ 歳出は依然と して拡大傾向にあっ た｡ 美濃部都政 2期日､ 3期目の 初
年度(7 1年度､75年度)比 較にお い て ､ 義務的経費の全体に占め る割合は ､ 71年度の 37.6%
から 75 年度に は 47.1%に増大し､ そのうち人件費は 71年度の 32.30/.か らi5年度には
40%にまで達して いた｡ そ れを額の 比率で みると､ 歳入総額が 4 カ年で 189.5% 伸びるな
か ､ 義務的経費は 134.8%､ うち人件費の伸び率は 132.4%で ､ 義務的経費とほぼ同率で
人件費も支出されて い た. 歳出の 2大経費で ある 一 方の 投資的経費の伸び率は 71- 75年
度間で 28.7%で しか なく ､ 占有率も 28.3%から 19.5%に低下 して いた｡ これらは ､ 財政
が硬直化 して い っ た実態を表 して い る｡ 美濃部都政発足時の 67年 4月 ､ 21万 790人で
あっ た職員数は75 年 4月時で ､ 25万 9100人となり 4万 1千 200人も増加 してい たの で
ある34｡
74年末を控えて ､ 東京都の財政状況は ､ ｢自治そ のもの の危機35+ と紙上などでは称さ
れるほど困難な状態 に あっ た ｡ 7 5年 12月 時点の ､ 普通会計と公営事業会計を合算 した総
合予算では ､ 支出超過 が 100 億円にも達する こ とが明らかに なり ､ 76年度 へ の財源繰越
も叶わず､ 財務当局 の見込 みでは ､ 76年度予算では歳入欠陥がさらに 400 億円を超過す
る段階にまで達する恐れがあるの で はない かと懸念されて い た｡
75年度予算は 75年 1月骨格予算として編成された｡ すなわち､ 75年4月 には知事選挙
36
.を控 えて い たためで あり ､ この 時期には ､ 不況37が進んで いたため ､ 税収見込みが前年以
上に立ちにく い という事情が あっ たか らであるo その ため ､ 1月 13 日発表された予算案で
は ､ 所得制限の 緩和や補助単価の 引き上げによ る福祉費の増額38や ､ 職員の人件費89などの
増額は認 められたもの の ､ それ以外の 中小企業対策費､ 住宅費､ 都市基盤整備費等の投資
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的経費は極力抑制されたもの となっ て いた40｡ 規模に して 一 般会計は 1 兆 7322億円で ､
前年度比 では 3.5%の減額で あ っ た｡ 福祉政策が重点化 され たわけでもなく ､ また新規特
定政策が盛り込まれ たわけで もなく ､ ｢目玉予算+ の ない経常的経費を中心に した 16年ぶ
りの 骨格予算であっ た41｡
こ の 時編成された 1 4事業か らなる特別会計は3113億円で前年度比 18.8% 増､都の経営
する交通 ･ 上下水道などの 公営事業会計は 7466億円で前年度比 2.6% 増と､ 予算額上で見
れば前年度以上の規模にな っ て い たが ､ ただ し､ 特別会計予算の 9割は ､ 都区財政調整交
付金42と､ イ ン フ レ ー シ ョ ンに よ っ て高騰した用地費で ､ また公営事業会計にお ける主た
る予算も ､ 職員の人件費と高騰 した建設費に充当され るもの で しか なく ､ そ の 実態は3分
の 1を 一 般会計か らの補助金 に依存して い たの で ある48Q
知事選挙を控えて い た ため骨格予算となっ たが､ こ の ような予算編成は ､ 財源調達の点
でも容易で はなか っ たため知事 ･ 執行部にと っ て美濃部色を出せない 不自由なもの とな っ
て いたの で ある｡ ただ し､ それ以上に問題なの は ､ 同時に審高された人事委員会勧告を如
何 に取り扱うかとい う､ 7 4年度の補正予算案の 行方で あっ た｡
人事委員会は前年の 74年 8月 27 日､ 74 年度の 職員の給与改定に つ い て勧告したが ､
そ の 内容は､ 給与平均額 の 29.6%を74年 4月 に遡 っ て引き上 げるというもの であ っ た o
こ の勧告 は国家公務員給与に 関する人事院勧告と同率で あっ たが ､ 定期昇給分を含めると
都の場合 は 3 1.9%にもな っ て ､ 過去の事例か らしても大幅な給与改定となっ て い た44. し
か し､ 反面で財政状況 からすれば､ 勧告が直ちに実施でき るほ どの 財政的余裕柱なく ､ 7 4
年の夏時点で の財務当局 の 下半期の税収見通 しでは ､ 73年度決算の 繰越分を含めても､ 予
算化され てい るもの 以外 に ､ 捻出可能で あっ たの は ､ 精々600億円程度の財淑で しかなか
っ たの で ある｡ 言うまでもなく ､ 給与改定では勤勉手当など諸手当などの 必要経費も含ま
れるため ､ 人事委員会勧告 の 実施 には ､ 一 般職に限 っ て も7 0 億円前後の財源が必要とさ
れたo そ こ で都は ､ 76 年 1月か ら3月 までの 改定分に つ い ては支給 したが ､ 7 4年4月か
ら12月分の 9 ケ月分が未払 い にな っ てい たo
知事 は年が明けて 75年の 1月 25日､ 福田自治相を自治省に訪ね ､ ｢昨年四月か ら十 二
月まで の職員給与の ベ ア分約 一 千億円が未払い で あり ､ 五十年度予算案も復清予算しか組
めない状態+ のため､ 人件費対策として の起債を許可 してもらえる よう要請した ｡ 福田自
治相は ｢実情を調 べ たうえで ､ 事務当局に結論を出させ たい+ と述 べ たが ､
一 方で ､ ｢職員
給与の 高 い実態や都が不 交付団体で ある こ とな どを考慮 して 公正 に扱わなけれ ばならな
い+ とも発言 して ､ 起債許 可 にはあくまで浜重で あっ た｡ 知事 の訪問日的は ､ 起債許可の
要請に あっ たにも拘 わらず､ 逆に自治相か ら職員給与の是正 を示唆されて ､ む しろ人件費
の抑制が 前提にされる とい う始末で あっ た45｡
都は ､ 短期的な合理化 対策と して ､ 2月 10 日､ ｢内部努力+ 方針を打ち出した｡ それ に
よると､ 第 一 に行政組織の 再編成に よ っ て職員配置を行ない ､ 中枢管理組織の 簡素化や業
務の 一 体化を図っ て 17局 113部400課の現行組織を縮小する こ と ､ 第二に ､ 60歳以上の
高齢職員5100人を対象に勧奨退職を促進 し､ 75年度か ら 64歳以上の職員 - は昇給を停
止す ること､ 第三 に ､ 74年度は 2 159人の増員で知事部局の 定数が602 78人にも達 して い
たため､ 75 年度 には 500人程度に増分を抑制する こーと ､ そ して ､ 給与改定を行なっ ても
勤勉手当 - の ｢はねか えり+ 分の 差額支給は行 なわない こ と､ とい うもの であ っ た｡
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こ の ような方策の 選択に は ､ 労組との調整が 必要であ っ たため､ この構想は船橋副知事
か ら都労連 に同日伝えられた｡ す なわち､ 船橋副知事 は ､ ｢給与改定差額につ い ては ､ 四十
九年度補正予算に組み込んで議会に提案し国に対する強力な要請の成果が あが っ たとき支
払う｡ ただ し､ 精算に あた っ ては ､ 勤勉手当の 再計算は しない+ こと ､ 第二 に ､ 行政組織
の 再編 ･ 整理に よ っ て 退職職員の不補充を主な内容と した職員定数の抑制や､ 高齢職員の
勧奨退職の促進とい っ た ｢内部努力+ に協力するこ とを要請 した46｡ つ まり ､ 船橋副知事
は ､74年度の 給与改定の末文給分は ､74年度補正予算案と して第 一 定例会に提出するが ､
一 方で ､ 中期的対策と して ｢合理化+ もあわせ て 75年度予算案と して提出するため､ 都
労連 にも協力を して欲 しい をい うこ とを申 し入れたの で ある｡ 都労連は､ 給与改定の差額
分を各種手当にも反映させ るよう要望 したが47､ 船橋副知事は ､ 都の提示 した 内容は ｢健
全な財政状況を確保するための 最低限必要な措置で あると+ も述べ ､ こ の 要望には応 じな
か っ た｡ 飯村委員長 は ｢労働条件の低下に つ ながる恐れが強い+ と反対 して ､ 両者の主菜
は平行線を辿 っ た48｡ 都は財源捻出に苦慮して い た か らである｡
74 年度補正予算案は総額 934億 2800 万円で あっ たが ､ そ のうち､ 給与改定分が 760
億円を占めた｡ しか し財源 の調達には苦労し､ 806 億2800万円は起債で ､ 残り 12 8億円
は 74年度に計上された道路整備や学校建設の未執行分で充当された49｡ 未執行事業の取り
崩 しによ る計上はとも かく ､ 起債に大半を依存 した予算編成自体は異例で あり ､ こ の よう
な操作をしなければならなか っ たの も､ 都財政が危機的状況 に置かれて いたか らで ある ｡
しか しそれ以上に財政当局が懸念したの は ､ 実質収支の 赤字額で あっ た｡ 給与改定分を 74
年度の 一 般会計か ら支出 した壕合､ 一 般会計の 実質収支の赤字額が､ 地方財政再建促進特
別措置法に よ っ て財政再建団体に指定される650億円を超過する恐れがあっ たからである
50
｡ 財務局は ､ 建設関係事業などの 起債振り替えと､ 起債許可とで乗り切ろうとしたが ､
知事は ､ ｢自治体の 財政危機は地方財政の あり方に問題がある｡ 従 っ て ､ 再建団体の 指定は
受けない+ と異議を唱 えた｡ 政府との 対決姿勢を強調 しても ､ 具体的方策が知事に あっ た
わけで はなか っ た51｡
第 一 定例会の審議におい て ､ ｢合理化+ の 必要性 は都議会公明党からも要請された. 同党
は ｢合理化+｢内部努力+ の達成を､ 75年度予算や 74年度補正 予算に対す る賛成 - の 前提
条件と した ｡ 2月 12日の 一 般質問で ､ 都議会公明党議員は ､ ｢都庁機構の合理化など､ 内
部努力も必要｡ 職員定数 ､ 高齢者職員対策､ 給与などに つ い て ､ 都民が納得できる基準を
策定するた め ､ 学識経験者などの 参加を求める調査委員会を設け､ 洗い なおすべきで はな
い か+ と知事を質して い る｡ 一 方､ 都議会自民党は 2月 15 日の 一 般質問で ､ 職員の給与
や待遇問題 を取り上げた｡都議会自民党議員は ､｢都職員給与の 定顛昇給時期の 一 斉短縮や ､
教職員の 勤勉手当の 支給方法などが不明朗+で あり ､ ｢都職員の 給与の定期昇給の 実施時期
を 一 斉に 3 ケ月短縮 して ､ 早く定期昇給させ て しまうい わゆる ｢3短+ に つ い て ､ ｢都は
長期病欠者だけを除い て ､ 四六年度に 1回､ 四七年度に
,
3回も ー 斉3短や っ て い る. これ
はボ ー ナ ス 退職金にもは ねか えるから､ 相当の 出資 にな っ てい る はずだ｡ 本来 ､ 三短は特
別に熱心で優秀な職員だけに実施 され るはずなの だが ､ 都議会に報告も しない で ､ 一 斉に
実施 して い るの はおか しい+と､ 人件費の使われ方に つ いて質したo また別の 同党議員は ､
｢都労連の 在籍専従者は ､ 監査委員から違法､ 不当な債務負担 して い ると勧告されて い る
の に ､ 是正 されて い ない の はなぜか｡ また特別昇給や ､ 勤勉手当の 運用に不当な面がある+
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と主張 し, 労組の 勤務姿勢の あり方も問われた ｡ 知事は ､ 前者の 問題に つ い て は 74年度
に つ いて も実施する か否 かは未定であること ､ 後者に つ い ては目下労組と交渉中であり､
仮に不正 があれ ば正すと回答したが ､ この ように都議会自民党は､ 人件費の あり方 につ い
て詰問 し､ 合理化の 必要性を強調 したの で ある52｡
もちろん美渡部都政が人員整理 に無頓着で あっ たというわけでは なく ､ この 間にも希望
退職とい う方法で ､ それ は実施されてい るが､ ただ し､ 人員整理が進む 一 方で ､ 退職金 の
支出も財政圧迫 の要因に 一 つ にな っ てい たとい う点も見逃せなか っ た060歳以上の高齢職
員は ､ 知事部局と 23区配属職員とで約2800人 いたが､ なかには81歳とい う高齢者もい
た｡ 都は 73年度までは 60以上 63歳まで の職員を対象に退職金を5割増すとい う条件で
希望退職を募集 して い たが ､ 問題 の 74年度では ､ 当年度に限定 して ､ 65歳以上も対象と
し､ 退職金の 額を3割増 しとして希望退職を募集した｡ この 結果職員の退職数は増加 した
が ､ 他方で退職金額も増大 して ､ 74年度で は 115億円の予算計上を大幅に超過 し､ 20億
円が不足するとい う事態にもな っ た｡ こ こで は財源を 75年度予算から先行支出して 120
億円を手 当て した88o
こうした方策に自民党都連は ､ 2月 20 日､ 都財政の ｢悪化の原因は美濃部知事の 運営が
悪 いか ら+ で あっ て ､ これ を知事は ､ ｢原因は国の行財政制度にある+ と主張するが ､ そ も
そ も第 一 に ､ 給与水準が 国家公務員に比 べ て都は 18.3%も高い こと ､ 第二 に､ 知事の 8年
と いう在職年間に職員数は 5万人も増加 して い る こと ､ さらに交通事業や病院事業 - 一 般
会計か らの 補助金 が相変わらず多く支出されて い るとい っ て非難した640
と こ ろが ､ 75年 4月 の 知事選挙を目前に しながらも､ 共産党か ら支持が得られて い ない
状況の ため ､ 知事は 3選不 出馬を2月 16日に表明 した55o こ の結果､ 強硬な反対姿勢で予
算審議に臨ん で い た都議会自民党も､ ｢やめる知事 を深追いするの は - +と知事 - の追及 を
弱め､ また公 明､ 共産 両党も ｢六月補正予算まで ほお っ て おいて は都民生活に支障が出る+
と ､ 予算案に 一 定の 理解を示 したため ､ こ の提案は ､ 3月 3 日の予特委で は社会党､ 公明
党 ､ 共産党の 3 党で ､ さらに 3月 5 日の本会議で は自民党の賛成も得て成立 した｡ ただ､
予算案は論決されても ､ 給与改定分の 差額が ､ 自治省の起債許可に依存 して い たこ とに変
わりはなか っ た56｡
都財政 - の危機的意識 は船橋副知事や都議会自民党の みならず､ 財政方策を現実的に取
り仕切 る財務当局にも共有されて い た67. たとえば､ 主計部長が
′
､ 知事選挙が同年 4月 に
予定されて い たため ､ 75年度予算案が例年 より早期に処理された3月は じめ､ 財政状況 の
危機を職員に説明 し､ また 75 年度から導入が決定 した事業所税､ あるい は道府県民税法
人分の 税率の引き上 げ､ 73年以来据え置かれて いた各種使用料 ･ 手数料の値上 げ､ 上 ･ 下
水道料金 をは じめとす る公共料金 の 引き上げなどに よ っ て ､ 増収を図っ て行かなければな
らない 点を強調 して い た ことは ､ 都庁の 広報誌にも掲載されて い る｡ 彼はさらに､ 民間企
業が厳 しい 経済環境の 下で企業活動存続の ため ､ コ ス ト削減､ 人件費削減などの経費節約
に取り組 んで い る努力 を ｢反面教師+ として ､ 民間部門に見習っ たかた ちで ､ 経費削減や
行政組織の 改廃､ 人事 の配置転換や人件費総額の抑制など､ い わゆる ｢内部努力+ を行 っ
て いく こ との 必要性も訴 えて い る58｡
と ころで ､ 知事は 2月 16 日 3選不出馬を表明 して い たが ､ その 後､ 知事を支持する集
団の 強力な要請 によ っ て ､ 再び知事選挙に出馬する こ とが 3 月 10 日決ま っ た｡ 既 に自民
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党は石原慎太郎参議院議員に出馬を要請して ､ 当人も受諾 して い たため ､ 知事は石原と争
うことにな っ た｡
さて ､ 船橋副知事に交替して常陸副知事が 3月 25日､ 都労連との 交渉で提示 した内容
は､ 船橋副知事が先に都労連に対 して提示 したもの で しかなく ､ 労組 にと っ て進展の ある
もの で はなか っ た｡ 飯村都労連委員長は 6月 と12月に支給され る期末手当と､ 3月に支給
される年度末手当で ､ 給与改定で生 じる差額分の支給を要求 したが､ 常陸副知事はそれに
は応 じず､ 継続 して交渉するというもの で しかなか っ た｡ それは事実上の差額支給の 拒否
で あっ たが､ しか し都労連もそれを受け入れざるを得なか っ た59o
しか し､ 74年度の給与改定を実施する ことが 困難にな っ た｡ 自治省は､ ｢人件費に消え
るような起債は静 められない+ として ､ 都が給与改定の財源と して考えてい た起債を許可
しない方針を決定 したの で あるo さらに悪い ことに ､ 公共事業を名目と した起債も実現で
きない 見通 しとな っ た｡ 自治省の小林地方債硯長 は､ ｢起債はあくまで将来に備えた公共事
業に当て る べ きで ､ 事実上 ､ 人件費に使われて しまう起債は認 められない+ と ､ そ の理由
を述べ た60c こ の ため ､ 都は財源調達に苦慮する ことになり ､ 給与関係費を75年度予算か
ら｢先行執行+す る措置を取らざるを得なくな っ た｡ 近 々 に迫 っ た知事選挙を前にすれば､
仮に誰が ｢革新+ 系候補に なっ たと しても ､ 給与改定問題で都労連と対抗する こ とは得栄
ではなか っ た｡ また財政当局にと っ ても､ 先行執行 は財政再建団体として の指定を回避す
るために も必要な措置であ っ た｡ 75年度予算か ら､ 給与改定に必要な 745億円を 4･月 4
日に繰り上げて 支給 したが ､ こ の ような支出は 75年度の財政負担をさらに硬直的なもの
にする こ とになるの で ある｡
2 . 増収方策模索の挫折
3選彼の 75年 の水道料金値上げに見る知事派の結束の 強さ
昭和50年度予算案を審議 した75年第 一 定例会が 3月 上旬に終了す ると ､■あとは知事選
挙 一 色にな っ たが61､ 知事選挙運動期間中に も､ 財政再建の ための通達は発令された｡ 75
年度の 年度始め にあたり､ 三副知事による ｢予算執行に つ い て+ の 依命通達が､ また財務
局長 によ る ｢予算の執行に つ いて+ の 留意事項が発せられた｡ こ の ような通達に よ っ て ､
内部努力 の推進 が､ 副知事などによ っ て公式に全庁的に指示されたの である62c
一 方､ 75年 4月 に行われた知事選挙の選挙戦を通 じて ､ 美濃部は杜共を軸と した ｢明る
い革新都政をつ く る会+ と公明党を支持基盤 に立 っ たため ｢都民党+ と して の 党派的立場
を強調 した｡ また政策で は､ 当時福祉費と人件費に対する抑制の欠如が原因で ､ 美濃部都
政は財政難に陥 っ て い るとの世論が強か っ た こ とに対 し､ 都財政が危機的状態 に陥っ て い
たことは確かで あ っ ても ､ それは三割自治に よる税配分制度に原因があるとして ､ 反論 し
て いた ｡ そ して ､ 東京にお ける集積の利益を利用 し､ 公害などの社会的不利益をふ りまき
ながら､ 利潤 を得た独 占資本や土地成金か ら不当利潤を吐き 出させる ことが 必要で あると
主張 した｡ 74年に実施 した事業税法人分の超過課税を例に ､ 制度是正 による財政運営の
必要性を強調 したの で ある63｡
知事選挙は美濃部､ 石原慎太郎､ 松下正寿の 有力 3名で争われるが､ あまり盛り上が ら
ない ､ ｢シラケ選挙+ とい われた64｡ 実際､ 投票率は 67.29% (71年選挙
- 72･36%) で前
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回を下回り･ ､ 美濃部の 得票も ､ 71年が 3615299票で対立候補の 秦野章が 1935694であっ
たの とは対照的に ､ 2688566票で大きく減票 し､ 次点の 石原 (2336359票) 票に接近して
い たの で ある ｡
4月 23 日､ 3選後の 初登庁で知事は幹部職貞をまえに､ ｢政跡 こ迫っ て地方行政制度の
不合理 と不公正 の 是正と ､ 大資本や土地成金 からとる べき税金をとるこ とにより ､ 都政の
財源確保を不退転の 決意をも っ て実現する+ と述 べ ､ 政府との対決姿勢を強調 した｡ しか
し､ 一 方で ､ ｢目前の財政危機の 克服 こそ焦眉の 急である+ とも述 べ て ､ 財政再建 - の 意歌
も覗かせ た66｡
とこ ろで ､ 受益者負担 を重視して い た政府の 公共料金に対する方針にひと つ の転機が訪
れたo 75年当時石 油危機 の彫響に よるイ ン フ レ ー シ ョ ン に よ っ て公営企業会計が悪化 して
い たため ､ 地方自治体は公共料金の 値上げに よ っ て ､ その ような状況を克服 しようとして
いた｡ それは自治省の 方針 でもあっ たからで ある｡ 自治省財政局長は､ 公営企業財政の改
善には ､ 利用料 ･ 手数料の 引き上げが必要で あると した. 一 方､ 安易な公共料金の 引き上
げは物価高騰を招くため､ 公営企業自身によ る経営合理化に よ っ て克服 し､ 公共料金はな
る べ く引き上げない努力をすべ きであると した経企庁物価局長 の見解もあっ た｡ 政府は ､
75年 6月 6 日､ ｢公共料金 の安易な引き上げの 否定+ と､ 公営企業の財政改善には公営企
業自身に よる ｢内部努力+ を前提に ､ 例外的に受益者負担原則の適用 (料金値上 げ) の 羅
定とを政府 方針と した66｡ こ の 方針は運輸省で も取り入れられた｡ 地方自治体の 公営交通
の運賃の罷 可権を持つ 運輸省自動車局は ､ 6月 6 日､ 政府方針に合わせ るか たちで ､ 公営
交通機関は私営に比 べ て経営努力が足りな いため ､ 安易な高率値上げは認めないとの 見解
を表明 したの である67｡ 従来 の受益者負担重視の 方向から経費削減による財政再建 の方向
へ 政府 の方針が変容 した の で ある｡ この ような見解は都の 方針をも拘束して いく こ とにな
る｡
知事選挙後知事が着手 したの は水道料金 の 引き上げであ っ た｡ 7 4年9月 2 日､ 知事は神
宮外苑日本青年館に集めた水道局の職員約 900人を前 に ､ 水道局の財政事情と水道行改の
現状につ い て述 べ て い た｡ こ の集会は ､ 水道料金問題で値上げをす べき か否か ､ 決定をし
かねた知事が ､ 自らの 値上げに対す る姿勢と水道行改の現状を職員に理解させ ､ 一 方で は
都民に水道問題 に つ い て の 関心 を高め てもらう目的で召集 したもの であ っ た68｡ 水道料金
に触れ､ ｢ふくれ あが る赤字に対処するには ､ 水道料金の 値上げ しか ない と思うが ､ 水道事
業の 公共的性格を考えれば､ 何とか して値上は回避 したい と思い ､ いまだに迷い続けて い
る+ と述 べ た｡
しか し､ 水道局に よれ ば値上げは必至 の情勢に あっ た｡ 70年代前半当時､ 上水 1 トン の
生産に約 80 円の 生産費が必要であ っ たが ､ 売価は 37円で こ の轟額は水道局所有の 土地の
売却と 一 般会計か らの支出(支援)で賄われて い たo 累積赤字が増大 し77年度末には 3000
億円を突破する勢い で あ っ た｡ 同時期､ 都営水道の水源地の群馬県で は ､ 水道料金は都営
水道料金 の 2 倍か ら3倍にな っ て いた｡ 水源地か ら遠隔の 都営水道料金が 群馬県より安価
であ っ た実態から推定すれば都営水道の場合には財政措置が かなり効い て い たことに なろ
う69｡
こ の ような措置に是正 を求める意見はあ っ た｡ 74年 9月 の 第三定例会で は ､ 都議会自民
党議員が ｢知事の 公共料金政策には政治的 なス タ ン ドプ レ ー が目立ち､ 長期的な見通 しに
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立 っ た合理的な選択が欠 けて い る+ と知事を批判 した｡ しか し､ 知事は ｢国の高度成長政
策の ヒ ズ ミで都の 仕事がふ えたの と､ 税制が自治体に不利にできてい るこ とが都の財政難
の原因だ+ と ､ 料金値上げは行わない ことを強調 した｡ 75年2月 の定例会では都議会自民
党議員が ｢水道事業の累積赤字は 五十年度末に 一 千億円近くになろうと しでいるo それも
四十四年度か ら四十九年度までに ､ 一 般会計か らの繰り出しや水道局用地の 売却資金合計
六百六十九億円を使 っ た上で の赤字だ｡ 都の水道料金は ､ 水渡県の群馬県に比 べ てはるか
に安い上 ､ 大阪､ 名古屋市などが料金値上げをした際にも値上げを見送 っ てきた｡ この よ
うな都の 無料化 ､ 低廉化政策が都民間の不公平を広 帆 都財政にマ イナ ス 与えて い る+ と
指摘 した｡ しか し知事は ｢これまで何回も料金値上げを考えたが､ 厳しいイ ンフ レに拍車
をかける心配があっ たため､ 歯をくい しばっ て値上げをやめた｡ 私の手で料金値上げを実
施して ､ 水道事業の財政を安定させ たうえで ､ 次の 知事に譲りたい と思う気持ちはやまや
まで ､ 赤字 の ままで譲る ことになるの は大変心 苦しい+ と答弁 して値上げには慎重で あっ
た70｡
と こ ろが こ の ような知事の 姿勢は変化 した｡ 3 選すると知事は水道料金値上げに踏み切
つ たの で ある｡ 同 じ公営企業でも ､ 都営交通の 運賃値上げは ､ 都電 ､ 都バ ス などの 大量輸
送機関の 利用の抑制に なりかねない面があるが､ 水道料金の値上げは ､ 全世帯に関係する
ためむ しろ水 の需要抑制効果さえを持 つ と値上げ理由を説明
`
した71｡ そ して水道局は 6 月
6 日､ 一 般家庭用 の基本料金を現行 の平均2.68倍に 9月か ら引き上げる値上げ案を発表 し
た｡
こ の値上げ案は 75年度の 補正予算案を審議す る 6月臨時会に提出された｡ しか しこ の
議会で は値上 げそ のも の に つ いて は蘇諭されなか っ た｡ 6月 8 日の 公営企業委員会で ､ 都
議会自民党は累積赤字の処理に つ い て質した｡ 8月未まで に 690億円見込まれた累積赤字
の処理 に関 して ､ 水道局案は ､ 水道局所有の 旧淀橋浄水場跡地を財務局に所管変え して ､
その額に応 じた財政措置を 一 般会計か ら受ける ことを計画 して い た｡ 都議会自民党は こ の
ような方法に異議 を挟ん だの である｡ これ は赤字財源の 出所を単に変更 した の みで ､ 赤字
の根本的解決に はな っ て い なか っ たの である｡ こ の議会で は結論が出ず､ 6 月後半か らの
第二 回定例会に結論は持 ち越 された｡
6月 27 日､第二定例会には ､水道で は平均 2.68倍の値上げで 68年12月以来7年ぶり､
下水道料金で は平均 3.83倍 で 65年以来 10年ぶ･り ､ また6月 10 日､ 工業用水道料金で は
平均 3.1倍の値上げ案が提出された. 工業用水道料金値血判まは じめてで あ っ たo 赤字事
業会計の 再建が理由で あっ たが ､ 革新都政と して は異例の こ ととされた72｡ 大幅な値上げ
に反対の 世論が強か っ たの で ある｡ クリ ー ニ ン グ業､ 公衆浴場業か らの値上げ反対の 声が
上が っ た｡ 都内の浴場経営者の 同業団体で ある東京都公衆浴場業環境衛生同業組合 (組合
員数 2 4 0名) は ､ 水道料金値上げをすれば顧客料金 へ の転嫁が必要となり､ 集客に影響
するため65 万名の署名と共に議会に値上げ反対を陳情した73.
7月 3 日の 予算特別委員会 (予特委) で自民党都議は ､ 臨時会で 問題とな っ た 一 般財源
からの 補て ん計画 の撤回を執行部に求めた｡知事原案に大筋で合意 してい た社公共3党も ､
これに は反対でき なくなり､ 大幅な値上げに慎重にな っ た｡ 3 党は料金値上げで影響を受
ける零細中小企業の こ とを配慮し､ 値上げ幅を 2割抑制する修正案を予特番から審議の委
託を受 けた公営企業委員会に 7月 9 日提出 した ｡ こ の修正案は月寝の水畳 ュ,00 トンまでの
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ラン クを原案より 1ラ ン ク増や して料金体系に幅を持たせ る内容に なっ て い た7i｡
しか し､ 都議会自民党は 3党の修正案に反対 して委員会審議 は中断 した｡ 7月 9 日午後
の審議から都議会自民党議員は退場 して ､ 公営企業委員会は定足数が不足で 開会できなく
な っ た｡ 7月 10 日未明にな っ ても委員会は開催できない状態が続い た｡ さらに同日 の午前
にな っ ても､ 都読会自民党の審議拒否 の意思は固く ､ 公営企業委員会をは じめ ､ 超過課税
の審議を して い た財務主税委員会や ､ 補正予算案審蔵の予特委でも都議会自民党議員の出
席はなか っ た｡ 3 党の修正 案に可決の 見通 しが立 っ たため ､ 都議会自民党は ｢上下水道の
審議を､ も っ と尽くすべ きだ+ と主張 して 10 日午後からの審議もボイ コ ッ トした75｡ 4 日
間の 中断の後 ､ 期間延長 した最終日の 7月 15 日､ 3党は各々 の 委員会で都議会自民党の 出
方を待つ が ､ 同党か らの 出席はなく ､ 7月 16日 ､ 都議会自民党の 不在の まま各委員会で は
審読が続行された｡ 公営企業委員会では 3党修正案が賛成多数で可決されたo さらに本会
議でも､ 工業用水道料金値上げ案と道府県民税法人分の超過課税案は原案通りに ､ 上下水
道料金値上げ案は3党の修正案が 可決されて 同定例会は閉会した760
知事派の 安定 を前提と した労組 - の甘 い姿勢
こ の蔵会で は ､ 知事選挙 の ため 2月 に編成された予算が骨格予算で あ っ たため ､ 75年度
の補正予算案も審議されて い た｡
一 般財源 は ､ 前年度の繰越 が902億円､ 道府県民税法人分超過課税が 86 億円で総額98 8
億円であっ た｡ 4月 時点で都は 6月補正予算の 一 般財源として 102 9億円を見込んだもの
の ､ 4 月 の 地方税法改正で当初見込み額の達成は 困難となり､ 事業所税の 新設 による増収
分を見込 んで も､ 127億円の減収になり ､ 902億円程度に留ま'っ た｡ 歳出で は ､ 74年度の
給与改定に対す る 75年度分からの先行執行に伴う歳出が7 10億円､ 特別 区の 権限拡充に
伴う都から区 - の財政調整交付金 が 110億円､ 多摩地域の 市町村に対する各種補助金が
300億円､ 営団地下鉄建設費に対する都の 支出分が 150億円などで合計 1260億円必要で
あっ た77｡
こ の ため ､ 起債や国庫支出金 に よる事業規模の大きなもの を中心 に予算化された. 一 般
財源の 不足分を起債や国庫支出金で賄うという方法で ある｡ それらを局別 に見ると ､ 建設
局の 780億円 ､ 住宅局の 590億円 ､ 港湾局の 238億円などの投資的経費が由加 し､ 逆に
当初予算との 合算で も前年度比 で ､ 首都圏整備局 26% 減､ 物価局 17% 減､ 衛生局 14%減
となっ て い た｡ 都の 単独事業が抑制された結果 ､ 国の 補助事業が相対的に大きな比重を占
めたの で ある ｡ こう した方法では ､ 起債許可額が都の 予定より少額の 場合､ 予算編成の と
おりの執行は不可能になるとい う問題もあっ た78｡
こ の ように編成された予算案は ､ 6月 2 7日開会の第二回定例会に上程された｡ 知事は ､
施政方針説明で ､ ｢国と自治体間の税源配分の不合理 ､ 起債許可制､ 国に よる 一 方的な財政
需要の算定､ 国庫補助対象事業の 超過負担など､ 中央集権的な地方財政制度の 欠陥+ が財
政危機の 主因で あると述 べ ､ 国と自治体との制度上の 問題から地方自治体財政の 危機を捉
えた79
｡ その 上 で ､ 財政危機は ｢政府の経済政策がもたらしたイン フ レ と不況の はさみ撃
ちに あっ て ､ 地方行財政制度の構造的矛盾が 一 挙に爆発 したもの である ことは ､ 何度で も
指摘 して おか なければならない と考えます+ と､ 自らの持説を展開したの は いうまでもな
い
｡
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しか し､ 注目されたの は知事の姿勢に変化が見られたことで あるc ｢今日まで の政府の態
度を見る限り ､ 国は､ 財源 の 再配分などの 抜本的な制度改正 に 一 顧も与えないばかりか ､
自治体が当面痛切 に必要と して い る地方債の 弾力的運用さえ､ いわゆる財政健全化計画を
条件とするなど､ む しろ､ こ の危機を契機に ､ 地方財政に対する中央統制をい っ そう強め
る気配さえ示 しております+o こ の ため ｢財政戦争の長期戦略の 第 一 歩と して ､ 私は､ しば
らく活動を停止 して い た新財源構想研究会の 陣容を強化し､ 緊急の 検討を煩わすこ とと致
しま した+ と も述 べ たの である80｡ 知事は ｢私も, 政府に戦争を しかける以上､ 都も自ら
のぜい肉を落とす こ とは当然と思 っ てい た｡ 機構改革や勧奨退職､ 定数削減などの 内部努
力に極力つ とめたの も､ こ の ためで ある+ と述懐 してい る81｡
社会党都議会議員は ｢都財政の危機は 日本の 資本主義自体の危機か ら構造的に発生 した
もの で ､ 経済構造や地方財政制度の改革な しには打開できない+ と､ 共産党都議会 (6 月
30 日の 一 般質問) 議員も ｢都財政危機の原因は ､ 政府のイ ン フ レ ･ 高度成長政策と大企莱
の 高蓄積にある+ と述 べ て従来の 知事の 姿勢に協調 した｡ これに対 し､ 都議会自民党 (､
7 月 1 日の 一 般質問) 議員は ､ 都財政の危機に つ い て ｢原因は知事の放漫経営にある｡ そ
の 経営姿勢をなお ざりに して ､ 故人都民税 の引き上げなど増税することは ､ 行政姿勢の筋
が通らない+ と述 べ た｡ 財源と して知事提案に盛り込まれた道府県民税法人分の 超過課税
導入 につ い ても､ 別 の都議会自民党議員は ｢都が内部努力と十分に取り組まないまま財政
難を切り抜けようとする の は おか しい+ と主張 した82｡ また都諌会民社党は ､ ｢財政危機に
対する内部努力の ために ､ や はり都と都議会が共同 しての機構 を作り､ 都の徹底的な自己
点検を行うべ きだ+ と主張 した｡ そ して ､ 都議会公明党 (7月 3 日の 予準委) 蔑員は ､ ｢国
の行財故に は ､ 明らか に不公平 ､ 矛盾がある｡ 都は現実の デ ー タを積み重ね ､ ハ ラをすえ
て これと取り組む 必要がある｡ 国は けしからん ､ と口 でいうだけでは ダメだ+ と制度上の
問題を指摘 しながらも ､ 都財政 - の 現実的な対応の 必要性を促 した83｡
こ の ように ､ 知事の地方財政における原則論的見解に近似 して いた の は社会党都議会 ､
共産党都議会で あり ､ 都議会自民党､ 都議会民社党は ､ 行政組織自体に よる行政経費削減
努力の 促進 を､ そ して知事支持 の都議会公明党は中間的位置 にあっ た｡ ただ し経費節減が
都政にと っ て 必要である との認織 は ､ 社共両党では なく､ 自民 ､ 民社に加 えて ､ 知事支持
の立場 にあ っ た都議会 公明党にも共有されて い た｡
75年 6月 ､ 補正予算案は議論 の余地を残 しながらも､ 知事支持の 3党の 協調 によ っ て成
立 したが ､ こ の 予算の 成立後 ､ 一 段落したか にみえた都財政は ､ にわか に あわただ しい様
相を呈する｡ すなわち 8月 に入 ると､ 都税収入の柱となる事業税法人分の減収が 74年に
比べ て 3 0%にも達する こ とが明確にな っ た｡ こ の 額は都税総額の 12%にも匹敵し､ こう
した事態が継続す ると都は財政再建団体指定 になる可能性さえあっ たの で ある84｡
こ の ため ､ 職員の待遇 にも変化 が見られる ようにな っ た｡ 6月 7 日の 田坂副知事と飯村
都労連委員長ら幹部との 交渉におい て ､ 都労連 は ､ ｢2.0 ケ月分＋ア ル フ ァ+ の 75年度の
夏季期末 ･ 勤勉手当と定期昇給とを要求 した｡ しか し田坂副知事は ､ ｢1.7 ケ月分+ の 夏季
期末手当支給と定期昇給とを実施すると したが､ そ の 際勧奨退職年齢を 63歳か ら60歳に
引き下げる ことを条件に した . 都労連がこ の提案には反対 したため交渉は 一 旦打ち切 られ
た｡
そ の後 ､ 都労連は､ ｢1.5 ケ月 ＋25000円以上+ の 期末 ･ 勤勉手当てを要求 して ､ 再交渉
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をしたが､ 都は6月 14 日､ 伸び率が10大都市の 中で最低で あっ たこと､t定期昇給の停止
と 64歳以上 の高齢職員 - の 昇給停止 が行 なわれたことなどの代償と して ､ 1.7 ケ月分の期
末手当を支給する こと のみ を約束 しただけで あっ た｡ こ の た め､ 都労連傘下の東京交通労
組 ､ 全水道 ･ 東京水道労組 ､ 東京都高教組の 3労組は､ 統 一 同盟罷業で妥結を図ることを
主張したが ､ 東京都職員労組 ､ 東京都教職員組合､ 都立大教組の 3労組は同盟罷業に反対
した. こ の ため都労連 は ､ 統 一 行動 を取れない 状態に陥っ た. 統 一 要求 ､ 統 一 闘争､ 統 一
妥結を信条と してきた都労連も､ ｢十六 ､ 十七 の 両日､ ス トを含む実力行使 をする+ との本
部指令にも統 一 できず､ 全国の 地方自治体の なか でも組織 ･ 規模の 点で優位な職員団体と
して全国的にも注視され てきた団体の ひとつ で あ っ たにも拘わらず､ 結成以来はじめて路
線問題で 内部対立をする こ とにな っ た｡ 強硬派の現業労組 の東京交通労組と全水道 ･ 東京
水道労組 は､ 6月 16日始業時か ら半日の 同盟罷業に入り､ また､ 東京都高教は早朝時 1
時間の 同盟事業を打ち､ さらに 3者は 7月 16､ 17 日の 両日にも同･盟罷業を実行 した｡ こ
れに反 して ､ 3労組に反対の 立場で あっ た3労組は ､ 始業時から29分の職場集会を精々 行
なっ た程度で あっ た86｡
こ の ような事態に憂慮 した 田坂副知事は ､ 7月 17 日､ 都労連に対 し､ 勤勉手 当につ い て
は行財政緊急対策プロ ジ ェ ク ト ･ チ - ム が財政再建方策の 作業を行なっ て いく過程で ､ 財
政的見通 しがつ けば､ ｢o.17ケ月 ＋22000円+ を上積み し､ 定昇に つ いて は ､ 60歳以下の
職員に対 して のみ 7月 に実施 し､60歳 - の勧奨年齢引き下げ措置につ い て は継続協議とい
う妥協案を提示 した86｡ 因み に 74 年魔の 上積み額は ｢0.37ケ月 ＋18200円+ であっ た｡
飯村委員長は即答を避けて組織に持ち帰り改めて回答すると 田坂副知事に約したが､ 事実
上 これで妥結 した｡
7 5年の 国 へ の 対決姿勢の 強化と合理化強化の 同時進行
知事は 6月 10日 ､ ｢三年な い し五年の 期間をふまえて都の長期財政計画 を策定 したい+
と､ 木村喜八郎前座長の 死去 によ っ て欠員に なっ てい た座長に新規に ､ 新聞社出身の 山本
正雄日本福祉大学教授を迎 え､ 新財源構想研究会87を再興する ことを明らか に した｡ 続く 6
月 13･日には ､ 財政状況 の悪化に対処するため ､ 各局横断的な組織と して ｢行財政緊急対
策プロ ジ ェ ク ト ･ チ ー ム+ を企画調整室に新設す るこ とも明らか に した｡ 知事は ､ ｢危機の
責任全部が自治体に あると言う政府 には ､ 根本的な援助はの ぞめない+ ため､ 目前の財故
危機をどうきりぬ ける か ､ 長期の財政計画 をどうたて るか ､ 安定成長期の財改政策はどう
ある べ きか ､ 構想 しても らい たい と述べ ､ 新財源構想研究会との連携を密接に して ､ 財源
の拡大方策と経費の節減方策とい う財政の健全化計画の研究と ､ そ の計画書の作成とを期
待 したの である88｡ これ を受 けて ､ 7月 25 日､ 企画鯛整局企画室長を責任者として 8人か
ら構成され る行財政緊急対策プ ロ ジ ェ ク トチ ー ム89が新設された｡ そ こで は ､ 当面､ 都政
の基本的指針である ｢中期計画90+ の大幅な見直し作業が行なわれる ことになっ た｡
続い て ､ 7月 30 日､ 3副知事 による各局長などに ｢行財政緊急対策の推進 につ い て+ と
い う依命通達 が発令された｡ そ こで は､ 行財政緊急対策プロ ジ ェ クト ･ チ ー ム を軸に ､ 全
庁組織と全職員が､ 財政危機打開の ために固く結束した行動をとる ことが促されてい た｡
財政危機の なかで ､ 都政の体質転換を達成するには､ 知事自らが指揮するプロ ジ ェ クト ･
チ ー ム を孤立 させ て は何の効果も上げられない ため､ 計画 の策定や諸対策の 実現には､ 全
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庁ゐ英知の結集と全職員をあげて の理解と協力とが必要で あるとの趣旨が展開されて いた
91
｡ 主税局 の試算で は ､ 不況 の影響で 75 年度の都税収入は当初見込みより ､ 法人二税で
1300億円､ 個人住民税で 200億円の 合計1500億円も減少する ことが分かり､ 都財政の運
営が難しい段階に達 して い た｡ 以上 の都税収入の 当初予算計上額からの減少傾向は ､ 71年､
74年と続き ､ 3度目に なろうと して い たの で ある｡
こ の 時期の財務局は ､ 知事の 方針に したが っ て ､ 歳出は都民の シ ビル ミ ニ マ ム を具体化
するため の手段であるとの認識に立ち､ 財源不足に対 して は歳出を減額するとい う方法以
上に ､ 歳入の 落ち込みを可能の 限り別途財源の 確保に よ っ て補て んするという方針を重視
してい た92｡
ゆえに ､ 人件費に つ い ても基本的に は支給する方針で あっ た｡ 9月 2 日､ 田坂副知事と
都労連との 勤勉手当の 支給に関する交渉が行なわれた｡ 田坂副知事は ､ 行財政緊急対策プ
ロ ジ ェ クト ･ チ ー ム の 作業によ っ て支給が可能となっ たため､ 75年夏季の勤勉手当と 75
年度の 定期昇給との支給を 9月 5 日行うことを伝えた｡
ただ し､ 同時 に､ 13 日に支給で あっ た 9月給与の 16 日へ の繰り延 べ 支給を依頼した0
飯村都労連委員長 は戸惑うが､ 都労連 内で協議すると即答を避け､ この 件につ いては 一 旦
交渉は中断 した｡ 都労連内で の協議では､ 社会党系の 3労組が反対 し､ 兵産党系の 3労組
は柔軟な姿勢で結論は持ち越された98｡ 9月 7､ 8 日の 両日開催された拡大中央闘争委員会
に提案されたが､ こ こ でも紛糾 して結論が出なか っ た｡ 飯村委員長な どの幹部は8 日の 最
終日 ､ 反執行部派を鋭得 し､ ｢十三 日の 定日支給を求め ることは ､ 時間的に､ 物理的にもは
や不可能にな っ た+ の で ｢こ の際やむをえない+ と声明を出 して受け入れた｡ 地方自治体
の給与遅配は全国的に も珍事とされ紙上を賑わ した94｡
10月 3 日から始まっ た第三定例会で も､ 都議会自民党議員は ､ ｢人件費が都税収入 の七
割を占めて い る現状は異常で あり ､ 財政危機の要因に人件費をあげて い る都民が過半数を
超えて い る ､ という世論調査 の結果もある+ と述 べ て ､ 人件費の あり方を問題に したので
ある｡ 知事は ｢財政再建団体の指定を回避するためあらゆる努力をおこ なう+ と述 べ ､ 人
件費の 抑制 の必要性に は回答 しなか っ た95｡ 10月 8 日の財務主税委員会で の ､ 都議会自民
党諌員の質問でも ､ ｢内部努力をしないで ､ 打開策を値上げに求めるの は納得できない+ と
して ､ 提案されて い た高校授業料などの ､ 公共料金の値上げ案に対 しても反対される状態
であ っ た｡ こ の ような主張に共産党都議会も加わっ たた め ､ 社会党都議会､ 都議会公明党
の 賛成にも拘わらず､ 可決の 見通 しはたたず 10月 9 日､ 都立高校 ･ 都立大学の授業料値
上げ案､ 国民健康保険料などの 引き上げ案は ､ 継続審議 にならざるを得なか っ た96｡
む しろ知事は ､ 財政危機に対す る政府 - の要望交渉を ｢財政戦争+ と位置付け､ 都職労
が 10月 28 日 に行っ た ｢危機打開パネル討論+ 会にも参加 して ､ ｢私達の財政戦争は決 し
て孤独 なたたか い では ない . 私も ､ みなさんと
一 緒に ､ い よい よ頑張る つ もりであります+
とも述べ て ､ 政府との 対決姿勢を強調 してみせた97｡ 財政問題を世論に訴えたの である｡
一 方､ 緊急対策プロ ジ ェ ク ト ･ チ ー ム は ､ 11月 21 日､ 地方財政制度の根本的な変草と ､
都政全般の 見直しを提言 した報告書を出 した｡ それに よると､ 税源の 再配分､ 超過負担の
解消､ 起債許可制の廃止 などを国に求める 一 方 ､ 固定資産税と自動車税の超過課税､ 土地
利益還元税の創設 ､特別公募債､公営企業の永久債の発行などを通 じた財政基盤の 強化と､
不 要不急事業の整理 ､ 管理職数の 削減､ 職員の 新規採用の 当分の 間の停止 な どの 内部努力
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の必要性とを提言 した｡ その ために は ､ 事務事業､ 人員配置､ 内部管理などの ､ 各部門に
わたる簡素合理化が必要とされた｡ しか し､ それを実現すると しても､ 都民 - の行政サ ー
ビス を低下させ る財政規模の 縮小で はなく ､ 逆に施策拡充の 方向に沿 っ て ､ む しろ財改を
拡充するこ とが 必要で あると述べ られた98｡ こ の 報告は ､ ｢低成長期の自治体はどうある べ
きか+ を主題 と した都の は じめての 総合的指針とされ ､ 職員の 間では大胆な印象を受けた
もの が少 なく なか っ たとい う99｡ たとえば､ 組織 ･ 人事の場合､ ｢局クラ ス の機構は3分の
1 に+ ｢局､ 部､ 深長級ポス トも3 分の 1に減らし､ あふれた管理職は格下げ､ 減給する+
｢退職勧奨年齢を 55歳に引き 下げ､ 3年間で職員定数を 1割削減する+ とい っ た内容がそ
れで ある ｡
以上の ように ､ 報告書は､ 政府に地方財政制度の矛盾の是正 を要求す ることを静め る 一
方で ､ 行政経費の 削減の 必要性も強調 した｡ ただ し仮にそれを達成するに しても ､ 行政需
要を抑制する の で はなく ､ む しろ行政改革によ
一
っ て肥大化 した行政経費の 削減を追及する
ことの重要性 を指摘 して い る ｡ 同報告書の方向が ､ 知事の 主張 した ｢財政戦争+ と い っ た
大仰な政府との対決姿勢の 強化にで はなく ､ む しろ都財政の合理化の 強調を指向して い た
点は重要で ある100
こ の報告に都労連は ､ 財政確保の 提案につ い て はその実現に向けて都と努力するが､ 仮
にそ の場合で あっ ても ､ 行政改革や職員の労働条件に関 しても一､ 現状より低下する ような
ことがあ っ て はならない と述 べ ､ 一 方的の合意の な い行政改革の実施には反対 し､ あくま
でも労使交渉によ っ て 問題 は解決される べ きである いう意向で あっ た101｡
都議会自民党は ､ ｢わが党が常に言 っ てきたこ との
一 部を取り上げた に過ぎず､ 都の 労働
組合の行政介入などに はなん ら触れ られて い ない の は不可解｡ 機構改革は即時に実施すべ
きだ+ と述 べ ､ 従来の 党の 方針の 正当性 を強調 した｡ 都議会民社党は ､ 都政の構造的改革
に勇気も持 っ て 取り組もうと して い る点は評価できるが ､ ｢改革を進 めて いくなかで ､ 労働
組合とかなりぶ っ か る場面も出て こ ようが､ 組合には ､ 大所高所から考えて の 理解と協力
を望みた い+ と注文を付けたo これ に対 して ､ 都議会公明党は ｢わが党や各方面か らこれ
まで指摘されてきた当たり前の こ とが多く ､ 具体性に欠けてやや期待はずれ+､ ｢安易な増
税で財政危機を乗り切 る こ とは得策で はなく､ 内部努力の 点も迫力不足+ と し､ 知事が捨
て身の姿勢で取り組むなら党を挙げて協力すると述 べ た｡ 共産党都議会は､ 報告書の基本
的観点に つ い て は都の 意欲 を評価しながらも､ ｢報告を行政に生かすうえで ､ 最も重要なの
はすべ て の職場で討議を保障する ことであり､ とくに行政改革につ い て は労組の 意向を尊
重 して進め る べ きだ+ として ､ 労組との 関係を前提と した改革を主張した｡ 社会党都議会
も ｢都行政の 内部改革に つ い て は､ わが党もそ の 必要性は認 めるが ､ 都職員もまた国の 高
度成長政策の 破綻に よる被害者で あり ､ 労組も主張す べ きは主張し､ 当局も労組を十分協
議すべ きだ+ と した｡
各政党は ､ 行政組織自身に よる経費削減努力の 必要性では合意しながらも､ それを進め
る場合､ 抵抗の予想され る職員団体との 関係 をどうして いくか とい う点に相違が あっ たの
である. 都労連が 11月 21 日､ ｢都側 が ､ 都労連との 協議､ 了解なしに ､ 一 方的に実施す
る ことは許 さない+ との 声明 を出して い たか らで ある102｡ 美濃部都政登場時の 67年に は
15局76部で あ っ た行改組織が､ 75年度には 17局 112部に ､ 知事部局の職員数も 45231
人から 58000人台に ､ 管理職数も 1863人から 2974人に ､ いずれも増加 して い たの であ
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る ｡
知事は ､ 11月 28 日の 定例会見で ､ 行財政緊急対策プロ ジ ェ ク トチ ー ム が提言 した､ 都
の機構､ 人員の縮小 ､ 不要不急事業の整理 ､ 財源増加策を実施に移すため ｢行財政改革推
進委鼻会+ を新設す る構想 を明らか に した｡ これは ､ 副知事を委員長に ､ 中枢局の局長 を
委員とする委員会で ､ 下部に中枢局の部長 を集合 した幹事会を設け､ それ に組織､ 人事改
善､ 事業整 理 ､ 財源拡充､ 行財政3カ年計画 ､ 財政白書作成､ 都民広報の 7部門の専門委
員会を附属させ ると いうもの で あっ た103｡
そ して ､ 12月 5 日に開会された第四定例会の所信表明説明で ､ 知事は ､ ｢来年度はたと
え大幅な収入不足が生 じても完全な形の年間予算を組む+と表明した｡ ｢都財政が どん なに
逼迫しても ､ 都民 - の義務で ある福祉と防災はやり抜かねばならない+｢誤解を恐れずい え
ば､ 東京 の福祉はも っ とバラまかねばならない+｢逆にやらねばならない仕事を前提と して
必要な財源 を調達する姿勢を貫く+､ ｢も し必要な財源が調達できない場合､ こそ の 理由を都
民とともに見極め ､ 要求すべ きとこ ろ は要求する+ と述 べ ､ 一 定の 行政水準の確保 ､ それ
を前提として の財源調達という､ 行財政緊急対策プロ ジ ェ ク ト チ ー ム が答申 した路線に
立 っ て ､ 財政再建を目指す方向を明確に したの で あるo 知事は ､ 国との 対決を示唆す る 一
方 ､ 都独自で対応 して行 こうとする ､ 現実的な 一 面を提示 してもいた｡ この ような方針は ､
税収落ち込みを補てんする減収補て ん債に依存した事業展開をする ことなどでは なく ､ 不
確かでは あっ ても ､ 起債の許可を前提と して事業を予算化する方法であっ た｡ しか し､ こ
う した財政運営の手法は ､ 国からの起債許可が 降りない場合､ 起債を見込ん だ事業が展開
不能になるこ とは無論 ､ む しろそれ以上に ､ そ の 帰結と して都財政の執行 に､. 執行可能と
不能の 両面を内在させ る ことに拍車をかけたため､ 財政状態は 一 層深刻な事態に陥る危険
性を孝んで い た104｡ こ の 点に関して知事は ､76年度は大幅な財源不足が明らかで あ っ ても､
年間予算を編成 し､ その 際必要な財漁の調達が不可能になれば､ 都民に説明 して負担を求
めると主張 して い た｡
12 月 の第四定例会で は ､ 都立高校､ 都立大学の 授業料､ 国民健康保険料の 引き上げが
75年度補正予算案と して提出され た｡ 9月 の第三 定例会で は ｢都財政逼迫の おりから､ 値
上げは基本的に止 むと得ない+ とする社会､ 公 明両党に ､ ｢都民生活に密着した学費などの
大幅値上げは静 められな い+ と主張する典産党都議会とが対立 したため ､ これらの提案は
継続審議 に なっ て いた｡ 高校授業料値上げで は ､ 現行800円が 1800円に引き上 げられる
案に対 し､ 社会､ 公明両党は 1500の 減額修正案を提示 して ､ 共産党都議会との 協調点を
模索した が､ 共産党都議会は拒否 して ､ こ の 案件をは じめと して ､ 他の値上げ案も含めて
全て の値上げ案は ､ 12月 15 日の 最終日の議会でも成立 の 目処がたたず､ 16 日午前零時の
期限を迎 えて審議未了 ･ 廃案となっ た. 問題 は ､ ｢も し必 要な由源が調達できない場合､ そ
の理由を都民とともに見極め ､ 要求すべ きとこ ろは要求する+ と述べ た 12月 6 日の知事
の所信表明説明を達成できなか っ た点に ある｡ 自律路線の連択の 諸段階で美濃部都政は つ
まずいた こ とになる｡ 因みに ､ 美濃部都政で , 知事提案が廃案とな っ たの は ､ 68年 12月
の組織改正問題 ､ 70年 3月 の議員費用弁償新設問題 ､ 73年6月 の 71年度決算問題 ､ そ し
て当該問題と過去を含め 4回 しかなか っ た｡
美濃部都政を支えた 3党の 相互関係は知事 にと っ て重要で あっ たが､ こ の ような状況は
共産党の美濃部都政に対する姿勢に問題を残 した105｡ 社会党都議会は共産党都議会の 動向
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に対 して ､ ｢値上げ案に つ い てわが党は革新都政の前進をはかるため､ 原案に都民生活防衛
の ための 措置を加 える方針で成立に努力 した｡ だが与党である共産党が知事原案は考慮に
催しない と して反対 した. こ の ことは ､ 財政危機 に直面して知事､ 与党が - ･体となっ た努
力が必要とされて い る革新都政の 前進に新 しい苦難を呼び起こすもの であり､ 遺憾なこ と
だ+ と述 べ た｡ こ の こ とは ､ 知事はもとより ､ 社会党都議会にと っ ても ､ 共産党都議会に
対する不信を深く した｡ こ の ため知事は共産党都議会以上に､ 社会､ 公明の 会派の意向を
重視するようになるの で ある106｡
都は12月 26 日 ､ 行財政緊急対策プ ロ ジ ェ ク ト ･ チ ー ム が提示 した財政健全化方策を実
施するために実働を担う二 つ の機関を正式に設置 した. 一 つ は ､ 行財政緊急対策プロ ジ ェ
クト ･ チ ー ム の 山本座長 が責任者を務め､ 知事の 私的諮問機関の ｢行財政改善委員会107+
で あり ､ 他の 一 つ は ､ 同委員会が提示する諌題 を具体的に検討する､ 磯村副知事を委員長
とする ｢行財政改革推進委鼻会108+ とで ある｡ 知事柱､ 事務事業の整理､ 公共料金の あり
方 ､ 組織の 改善などに関 して ､ 一 定 の結論が出れ ば､ 76年度予算にも反映させ たい と､ 答
申に期待 した109｡
こ の ように ､ この時期の都政では ､ 知事は政府との 対決姿勢を依然として強調 しつ つ も
一 方で は 二 つ の実働機関の 設置に象徴的の ように ､ 都市経営を重視する ｢現実的+ 対応も
指向 して い た110｡
財務局 は ､ 副知事による ｢行財政三 カ年計画に つ い て+ という依命通達を76年 1月 16
日､ 各局長 ･ 所長宛てに発令 した111｡ 都財政の危機的状況の 継続で､ 昭和 51年度にはそ
の厳しさが 一 層増すこ とが予想され､ この財政危機を克服するため､ 現行 の中期計画以降
の長期計画と して の方針を目指すことが示された｡ こうした政策方針が ､ 従来発令された
計画と異な っ た点は､ 現行の 中期計画は主に物的施設に関する建設計画で あっ たの に対 し
て ､ この 計画 は ､ 一 般行政経費や人件費に つ い ても計画的に縮小させ る ことが方向と して
示された点で ある ｡
こ の ような方向は ､ 予算編成にも加えられたo たとえば 76年度 一 般会計予算では ､ 規
模こそ 2兆 3000億円 (75年度12月補正 予算を含めた 75年度比で伸び率 110%) と前年
実績を上回 っ たが ､ わずか に ､ 物価上昇に伴う人件費の修正分で増額があ っ たほかは ､ 各
局か らの 予算要求額は原則的には 75年度水準に抑制されたの である｡ こ の ような行政経
費削減の ための予算抑制の 方向は ､ 行財政緊急対策プロ ジ ェ ク ト ･ チ ー ム ､ 行財政改善委
員会､ 行財政改革推進委員会､ 知事､ 財務､ 主税当局の 何れにも共有され て いた112.
そ して総務局は ､ 76年1月 23 日､ 行政組織の 縮小と職員定数の削減を目的とした再宿
方策を76年第二 定例会に条例改正案と して 提案する ことを決定 した｡提案の 主な内容 は ､
第 - に ､ 本庁 の現行 15局を4局削減 して 11 局に再編し､
l
さらに外局 10局を原則的に本
局に統合する こ と､ 第二 に ､ 都庁全体の職員を合理的に配置して76年か ら78年 の 3年間
に最低 2000人の職員を削減する こと ､ と いうもの であっ た｡ 局の 統合は ､ 重複 して い る
各局にある総務､ 庶務担当部課の職員削減にも寄与することになり､ 職員の 合理的配置が
可能になるという利点が あ っ た｡ そもそも自治体職員の かく首は基本的に困難で あっ たか
ら､ この ような措置は意味があっ た｡ したが っ て ､ 東京都は､ 通常時 ､ 年間約 700人 の 定
年退職者の 補充人事に つ い て ､ 欠員補充を当該局内の 異動で操作し､ これ に高齢者の勧奨
退職を促進すれば､ 3年間で 2000人の職員数削減は可能と判断 したの で ある113｡
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, 職員削減計画は 1月 24日 ､ 知事部局か ら開始された｡ 58000人の知事部局の職員定数
削減で は ､ 76年度は 75年度より 200人削減を予定した｡ 知事部局の定数は ､ 67年 4月
の美濃部都政の発足時 45200人で あっ たが､ 行政需要の増大に対応 して ､ 在年 1 500人平
均で増大の 一 途を辿 っ てきた. この 削減方針は職員定数の増大傾向に 一 定の 歯止 めをかけ
ることを意味した114｡
一 方 ､ 行財政改革推進委農会も 1月 26 日には､ 当面の短期政策として ､ 76年度予算に
反映でき るもの に つ い て答申した. こ の 第 一 次報告では ､ 整理の対象になる事業と､ 存続
の対象事業との 峻別が行われ ､ それらの整理によ っ て ､ 事業数にして 103事業､ 予算額に
して総額 36 億円もの事業が整理可能とされた｡ さちに知事は ､ それ以外 にも ､ 行財政 3
カ年計画の 内容に着目 し ､ 行政組織自身の 点検によ っ て改廃できる事業があれば､ 8 月末
までに再度提出する よう求めた116｡
また行政組織に つ い て の 改革案は ､ 同委員会の 第二 次報告とされたが ､ 2月 25 日知事に
提出された｡ そ こで は ､ 知事部局 16局 8所を 14局 5所に改組される こ とが提起 されて い
た｡ 局の 特定は ､ 同委員会が検討するこ とにな っ て い たが､ この ことは ､ 昭和 18年 の都
制施行以来は じめて都の行政組織の 改組が行なわれ ることになっ たこと ､ さらに改組 に付
随する事項と して ､ 定年退職 した職員の後任を補充しない こ と､ 対象局の 部課数が整 理さ
れたこと､ さらに人員整理などが可能とな っ たこ となど､ 都の 行政経費の 見直 しという方
策が ､ 不可逆的存在とな っ た ことを意味した116｡
総務局の まとめた提案を具体化 し､ さらに二 次報告も参考に して ､ 2月 2 5日公表された
行財政改革推進委農会の 第 一 次案は ､ 第二定例会に提出されることになっ た. それに よる
と､ 本庁の中枢管理機能強化の ために企画調整局と広報室の 一 部を統合 して政策室に改組
し､ 都市計画部門の強化 を目的に首都整備局と総務局の 一 部を改組 して都市計画局を設置
する こと､ さらに残存部課が再編され るなど､ 本庁で 2局外局で 4局を削減する とい う提
案であ っ た117｡
2月 27 日か ら始ま っ た 76年第 一 定例会で の 知事の 施政方針説明では ､ 行政改革に関す
る方針 の説明が行われ ､ ｢歳出全般 の 見直しを行 なう中で ､ とりあえず廃止 五十 一 件を含む
百三事業の整理を行 い ､ これまた､ 五十 一 年度予算に反映させております｡ 最大の 問題で
ある機構改革に つ きま して は ､ 行財政改革推進委員会が ､ か ねての 作業結果を第 一 次改革
案と して私に報告すると同時に ､ 世間に も公表 い た しま した｡ この案は ､ 現時点で都の行
なっ て い る事務事業を前提と し､ あくまでも実現可能 をむねとしながら､ 機能の整理再編
によ っ て ､ まず二局と四 つ の事業所の 縮小をは かろうと しております+ と述 べ た｡ 行政改
革が行われ る ことにな っ た の である118｡
続いて 同委員会 は ､ 財政健全化 の強化の ため ､ 行政経費の 見直しと して の ｢財政フ レ ー
ム (試算枠組み)+ を設定 し､ それを 2月 28 日､ 公表 した119｡ こ の枠組みは ､ 第 一 に ､ 昭
和 51年度の予算を基本 と し､ その 限度内で 次年度q)予算編成を行なうこ と ､ 第二 に ､ 昭
和 51年度の予算にお い て決定された ｢内部努力+ による行政経費や人員整理は次年度に
も継続させ る こと ､ 第三 に ､ 行政施策は現行の 水準に留めるという 3 点か らな っ て い た｡
その中で ｢内部努力+ と して設定された方策は､ ①昭和 51年度か ら53年度まで に知事部
局総定数の 4%に当た る 2300人の人員整理を行うこ と､②新規採用を極力抑制するこ と､
③知事部局総定数の 4%にあたる 2300人が 60 歳以上の 高齢職員で構成されて い るため､
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これを 1%台まで に抑制する こ と､ ④人事委員会勧告による給与改定につ い ては財政事情
を勘案しながら実施 して いく こと､ ⑤昭和 52年度以降も事務事業の 見直 しをして ､ 財政
再建団体指定を回避することを目標とする こ とを内容と してい た｡ さらに税源と して は､
①自動車税 ･ 固定資産税法人分の 超過課税､ ②高速道路利用税の創設､ ③事業税法人分の
外形標準課税の 導入な どが盛 られた｡ これ らの 方策は､ 76年度の 普通会計予算案を基礎に
して ､以降の予算編成も行 われ る べ き こと､行政水準を現行基準と同程度に抑制す るこ と､
という基準が創設されたこ とを特徴と して い た｡ その 結果､ 人員整理､ 行政経費の 削減も
達成され るという基準と なっ たの が重要で ある｡
とこ ろで ､ 76年 4月 14 日 には､ 第 一 次改革案をめぐっ て知事と関係局長 との 会議が開
かれ､ 実施 につ いて の基本的な考え方 ､ その後 の計画 の進め方が決定された120｡ そ こで は
機能的な行改組織が作られるためには組織の効率化が必要とされ ､ 6 月 の 第二 定例会にそ
れらの 内容 が盛り込まれた具体的提案が行われ ることになっ たこと､ そ の ため､ 19 日まで
は総務局との 調整が､ そ して 5月初旬まで には部課長 での調整が ､ 行 なわれ る ことになっ
た ｡ これ らの 細目の 作成段階で はさらに都職労との調整も必要とされたため ､ そ の調整も
予定された｡
翌､ 15日 ､ ｢行財政の 推進に つ い て+ という 3副知事による依命通達が発令された ｡ こ
れは ､ これまで庁内で 高められてきた行財政改革の推進の 一 層の 強化と各局の積極的な取
り組みを要請 したもの で ある ｡ 具体的には ､ 行財政三 カ年計画の 推進 ､ 事務事業の整理 ､
行政組織改革と人員整理 ､ 各種手数料 ･ 利用料の値上げの 4 点に つ い て職員の 協力を求め
て いた . そ して 6月 7日 ､ 2月 に行財政改革推進委員会がまとめた第 一 次案をもとに ､ 第
二定例会 - の 提出が可 能になる よう､ さらに具体的に検討が行なわれた｡ それ によると ､
政策室と都市計画局 の新設は 2月 の既述答申に沿 っ たが ､ さらに都民塞と物価局とを廃止
して広報室の 大部と統合 し､ 総務局 ､ 民生局 ､ 公害局の 一 部を統合して都民生活局 の新設
を行うというもの に変更された121｡ 続い て 6月 21 日には 1月 23 日に続い て ､ 総務局の第
二次案が決定されたが ､ 福祉部門の整 理統合と事業局の統合が提案された122｡
行財政改革推進委員会は ､ 6月 2 2日 ､ 第四次報告と しての 第二次改革案に つ い て知事に
答申した123. こ の報告は ､ 第 一 次改革案が 6月 25 日から予定されてい る第二定例会 に提
出される こ とに なっ た ため､ それ に関連 して中間報告的意味合 い から答申されたもの で あ
る｡ こ の ため ､ 76年秋にも予定されて い る同委員会の最終報告の方向性を提示す るもの と
なっ て い た｡先に提出された第 一 次案で は ､当面緊急を要するもの に つ い て措置されたが ､
最終報告で は福祉も含めて事業の 実施部門を中心 に総点検を行なうことが目指され､ そ の
枠組み を維持する方向を示 し､ 両者の 連携的役割を担 っ たものとなっ て い た｡ したがっ て ､
今後 ､ 事務事業の洗 い 直し､ 行財故三 カ年計画 との 整合性を図り ､ 各局との 調整を経て改
革案はまとめられ る｡ た だし､ 注 目す べ きは ､ 行政組織は都民に対 して柔軟に適応するも
の である こ と､ 都と区市町村の相互関係で は事務の 再配分を行い ､ 責任の 明確化 ､ 相互協
力関係 の構築を行ない ､ 新しい 両者の 関係が目指される こと､ 都の 役割を限定 して ､ 第三
セクタ ー の活用 などに よ っ て ､ 自治能力を高める ことが新たに提起されたの で あるo すな
わち都の効率的な行改組織の 運営という､ 体質改善の必要性が強調されて い たの である124｡
そして 7月 3 日の第二 定例会本会議で都の第 一 次改革案である組織条例改正案は知事提案
の原案に沿 っ て全会 一 致で可決された｡ そ の 内容は ､ 第 一 に､ 物価局 ､ 広報室､ 都民室を
83
廃止 し､ 都民生活局の新設 ､ 第二 に ､ 政策室の 新設と企画調整局の廃止 ､ 首都圏整備局は
都市計画局に再編するとい う内容で本庁において 2局の削減が達成された126. 第
一 次改革
案は､条例化 されたが､6月 22 日に行財政改革推進委員会が出 した第四次報告と して の｢東
京都の 第二 次組織改革の方向に つ い て+ と題された第二次改革案は､■8月 15 日｢総務局試
秦+ と して都の公式見解をなっ た. そ の総務局試案によると ､ 第 - に ､ 現行の 労働局と経
済局を ｢労働経済局+ に統合 して 一 局削減すること､ 第二 に ､ 現行の都市計画局を港湾関
係の 一 部組織と､ それ以外と
■
に分割 し､ 前者と港湾局､ 建設局とを統合して臨海開発本部
を新設 し､ 残余の 都市計画局はそ の まま残 し､ 三局を二局に改組し､ 五局を三局に 二局削
減すると いう内容で あ っ た｡ ただ し､ これが後に間藤となる｡ 以上の ように財政再建に
向けて の状況は強化されたい っ たの で ある｡
76年運賃改定に見られ る労組 に あまい知事 ･ 執行部の 変化
都営交通 の 財政赤字は増大 して い た｡ 公営事業会計は 74年単年度に限 っ でも財政収支
は赤字で ､ さらにその 累積は 74 年度末で 1087億円にも達する規模にまで増大 して ､ 75
年度末に返済期限の 迫っ て い た大蔵省資金運用部資金や郵政省簡易保険資金 などか らの 借
入金 の返済も､ 困難な状態に あっ た｡ 当会計を所管する交通局は ､ それらの借入金を返済
するため､ 大手市中銀行や ､ 都の 普通会計､ 職員互助会からも ｢借金を返すた めに借金を
しなければならない+ とい う悪循環に陥っ て いたの である｡
こ の ような財政状況 を改善するため､ 行財政緊急対策プロ ジ ェ ク ト ･ チ ー ム が知事に答
申 した財政再建方策は ､ 営団地下鉄と都営交通とを統合して ､ 経営の安定化 を図る ｢経営
一 元化論+ で あっ た126｡
一 方 ､ 交通局が独自にまとめ ､ 75年 12月 23 日に､ 飯村東交番員長 ら､ 幹部 に提案し
た都営交通 の ｢財政再建計画+ は ､ 経営 一 元化論ではなく ､ 経営効率を追及 した点に特徴
があっ た｡ すなわち､ 第 一 に､ 企業内努力と しての 業務見直 しを徹底的に行うこと ､ 第二
に､ 事業の 効率的運営を実現する こ と､ 第三 に ､ それらの達成の後､ 自力再建 の 限界を超
えるも の に つ い て は ､ 公共負担 の 拡大 (他会計からの支出) と運賃値上げを図っ て いく こ
とが述 べ られて い たの である127｡ 具体的には ､ 7 6年度から79年度まで の 4年間に ､ 12 200
人の職員数を2038人削減 して 10160人にするという人員整理で あ っ た｡ 交通局長 は飯村
東交委員長 に ､ ｢二月 中にも大筋で妥結したい+ と同提案 - の 理解を求めた128｡
しか し､ 飯村委員長 は ､ ｢都営交通存続など､ 将来展望を明らか にするの が先決+ であっ
て ､ それが明白で ない 以上何れ の 方策にも応 じられない と して ､ 交通局長の 申し入れを断
つ た129｡
知事は こ の ような事態 を打開すべ く ､ 都営交通の財政再建化の ため に 76年 2月 20 日､
志賀副知事を責任者に した ｢交通問題対策会議+ を庁内に設置 した130｡ 同会議設立に際し
て知事は ､｢値上げが連続的に続く なかでもう ー 度考えてみなければならず､ い まは白紙だ+
と慎重姿勢で はあっ た が､ 交通問題対策会議に対 して運賃値上げに つ い ても検討 してもら
い たい と述 べ た｡ 運賃値上げによる財政再建方策 - の知事の 意欲は ､ 3月 6 日の 75年第
一
定例会本会議 での 所信表 明説明でも ､ ｢早急に値上げ幅､ 時期な どを都の 交通問題対策会議
で検討させ る+ と触れ られた｡
しか し､ 運賃値上げに よ っ て都営交通の財政再建を図ろうとする知事の 姿勢は都議会自
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民党の反発 を招 いた｡ 3月 12日 の予算特別委員会で自民党議員は ､ ｢匹け 二 年から四十七
年まで の 再建計画で は ､ 四千八人 の職員を削減するはずだ っ たが､ 実際には 千三十五人も
積み残された｡ また､ 料金が改定された四十九年七月か らニ カ年で ､ 千六人を削減し､ う
ち八百四十人を知事部局 - 配置転換する計画だ っ たが､ 現状は ゼ ロ ｡ こ うした経緯か らす
ると､ 交通局が作成した五十 一 年度から四 カ年 にわたる経営改善計画の 実現化も危ぶまれ
る+｢向こ う四 カ年の こ の 改善計画では ､ 二千三十八人の職員が削減される予定だが､ 局外
に配転される四百八十七人 の 年次削減計画は どうなっ て い る の か+｢先に公表された都財政
収支見通 しの試算では､ 五十 二年度から三年間､ 知事部局で八百人程度の 定数融減が盛り
込まれて い るが､ 交通局か らの配転職員は含まれて い るの か+ などと知事に削減計画 - の
疑問を投げかけた｡ 運賃改定以上に ､ 人員整理 の重要性を述 べ たの で ある｡ 交通局長は ｢労
組の 協力で危機を乗り切 らねばならない+ が ､ 詳細な削減計画ができて いるわけで はない
と回答した｡ 具体的な削減計画はできて い なか っ たの で ある｡
そ こ で ､ 知事は交通問題対策会議を拡大改組 して ､ そ こ に対応 を委ねた｡ 5月 10 日には
学識経験者を新たに加 えて131､ 同会鼓に ｢合理化や料金の適正化などの 当面の対策と､ 不
合理な制度など構造的な問題に対する恒久対策に つ いて の審論を求めるとともに ､ 一 応 の
結論 を来年度予算編成の始ま る九月 を目途にまとめて ほ しい 132+ と諮問 した ｡
こう した状況 になっ て ､都営交通の あり方に都民の 関心が集まる ようになると､束交も ､
交通局作成の合理化計画に 理解を見せ るように なっ たo 東交が 同月 28､ 29 日に予定 して
い た定期大会用の 運動方針案に は ､ 労働条件の 保証を前提に ､ それまで拒ん でい た設備の
機械化や ､ 一 部事業の 民間 - の外注化にも応 じる ことが明記されたの で ある183o
また 6月 22日には ､ 東交を側面か ら支援 して い た上部団体の ､ 総評 ､ 全交通 ､ 都市交
などで構成する束交闘争対策会議(議長 ･ 須藤義美都市交副委員長)が志賀副知事を訪ね ､
合理化計画が労使 一 体で協議され るの で あれば ､ 東交は定数削減の 交渉にも応 じる用意が
あるとの意 向を伝えた｡ 志賀副知事は ｢大筋で は申し入れの趣旨に 同感だ+ と述 べ て ､ 労
組と の協調 関係の 維持 を約束 した134｡
知事も ､ 6月 25 日か ら始ま っ た76年第二 定例会での 所信表明説明お いて ､ 財政再建方
策に つ い て ､ ①自治体の 責任と して あくまでも都営交通を維持 し､ ②都営地下鉄建設で は
国の援助も求めて財政状況 の 改善に努めると述 べ た ,13 5o 東交は 6月 29 日の定期大会にお
い て ､ 既述運動方針案以上に踏み込み､ 12月 以降事実上成立 して い なか っ た合理化交渉に
も応 じる こ とを提案した ｡ 代議員か らは大 した異論もなく ､ 賛成が得られた ため､ 労使協
調が再現される ことに なっ た の で ある136｡
交通問題対策会議は ､ 東交か らの意見を逐次聴取するこ とと並行 して ､ 7月 28 日には､
束交をは じめ ､ 都市交 ､ 総評なども招き､ 合理化計画に対する労組の考え方の 聴取も行 っ
たo ｢合理化促進は ､ あくまで も交通局と東交との労使交渉を優先し､ 都営交通の営団と の
経営 一 元化には反対する+ と飯村委員長は述 べ た137o 労組の 柔軟化を受 けて ､ 8月 4 日､
交通局長は ､ ｢合理化案に つ い て の 協議を早急に は じめてもらい たい+ と早期解決を改めて
束交に促すと､ 飯村委員長 は ｢合理化だけでなく ､ 都の 一 般会計か らの 補助な ど､ 都営交
通の行財政問題全体を煮詰めて もらわなければ困る+と述 べ たため ､合理化促進を前提に ､
個別問題に つ い て の労使 の 協議機関 ､ 労使委員会の 設置が新たな課題となり ､ 相互 協議 の
場の設定が決定 した138｡
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そ して ､ 財政危機で凍結されて い た75年度給与改定差額清算分の 75年度の 残額10 ケ
月分に つ い ても､ 増収見込みがた っ たと して ､ 9月 11 日の 76年第三定例会に 76年度補
正予算案と して提出される ことに なっ た｡ そ の財源は 一 般会計か らの貸付金であっ たにも
拘わらずで ある139o 同補正予算案は10月 4 日の財務主税委員会におV･､て ､ また本会議 に
おい ても全会 一 致で原案通り可決されたo
若干 こ の人件費の 問題は経緯を振り返 っ ておくと､ 人事委員会は前年の 75年10月 4日
に ､ 75年度の 一 般職職員の 給与改定を同年 4月 に遡 っ て 10.39%の引き上げる よう勧告し
てい た｡ しか し財政難で勧告どおりの 実施が困難祝されたため､ 知事は､ 76年1月 24■日､
都労連幹部16人を招い て ､ 一 般職の給与改定 に つ い て ､.｢財政事情が許すかぎりベ ア の実
現をはか るが ､ 年度内で の完全実施は 困難｡ 五十 一 年度 - の積み残 し分も今の 財政事情で
はメ ドがつ か ない+ と述 べ ､ 給与改定の棚上げを要請 した｡ 都労連柱知事の意向を受け入
れる方向で再検討する ことを約し､ 結論は後日 になっ た｡ 年度末にな っ て ､ ようやく交渉
内容に目処を付けた執行部は､ 3月 29 日､ ①76年度の 年度期末手当を 0.5 ケ月分4月 5
日に支給する ､ ②75 年度給与改定分の 76年 2月 ､ 3月 の 2 か月分に つ いて は 76年 3月
3 1日支給する､ ⑨74年度の 勤勉手当のうち､ 74年度給与改定に反映される部分につ い て
は 76年3月 31 日支給する ､ という回答を都労連に伝えた｡ これは 一 般職の場合であっ た
が ､ 現業職 に つ い ても ､ 支給の 日時は必ず しも同 一 で はないが ､ 基本的に 一 般職に準 じて
い た｡
話 を戻そう｡ 合理化推進の 背景には都営交通 に対する経費削減問題につ い て ､ 都民の意
識が高か っ た こ とも影響 したもの と考えられ る｡76年当時 の公営企業の財政問題 につ い て ､
東京都が行 っ た都政モ ニ タ ー 調査 によ ると､ 75年度末で 1千億円にも上 ･3 て い た赤字財政
につ い て ､ 都民は ｢よく知 っ て い る+ が68%にも達 して いた｡ そ の 対策を問われると､ ｢バ
ス 路線の 再編+ が 60%､ ｢独立採算制をより重視 し､ 受益者負担を図る+ が52%､ そ して
｢内部努力を求め る+ が 33%にも達 して い たの で ある (6月 中旬､ 都政モ ニ タ ー 50 人を
対象に行われた調査 (回収率 94.6%))0
また､ 運輸省の全国 の 地下鉄経営調査に よると､ 都営交通は ､ 経営効率の 点で最下位に
位置 して い た｡ 第 一 に ､ 横浜 ､ 札幌などの 地下鉄は ､ 建設 コ ス トこそ 1 キロ 100億円と都
営を超過 して い たが､ 運転の自動化 ､ 改札の機械化､ 自動券売機の導入などによ っ て運営
コ ス トは都営地下鉄に 比 べ て割安で あっ たこと ､ 第二 に ､ 都営地下鉄は営団地下鉄に比 べ
て乗客数や路線構成でも劣勢に あり､ 営業キ ロ 当たりの従業員数で は札幌の 3倍､ 従業員
一 人当たり の旅客収入 で は営団の 半分以下に位置 して いた こと ､ 第三 に ､ 高齢職員を抱え
てい たため人件費は年々 増大 して いた こと､ 第四 に､ 一 駅あたりの 従業員数は都営 40 人
に対 して大阪市営で は 39人 ､ 営団で は31人と人員配置の 点で非効率で あっ たこと ､ そし
て第五 に ､ 施設管理面で も､ 自動券売機は 一 駅あたり都営で 2.9台 ､ 営団9.4阜､ 大阪 10･3
台であ っ たこと.､ さらに都営で はキ ロ 当たりの保安員数が 5.8人に対 して ､ 大阪市営で 5
人 ､ 営団で は 3.8人で あ っ た｡ こ の ような状況で あちたため ､ 省力 ･ 合理化が運賃値上げ
方策の前提条件となっ たの も無理 の ない とこ ろで あっ た140｡
合理化に伴う具体策の 提示 は ､ 交通問題対策会議がそ の役割を担 っ た｡ 橋本博夫営団常
務理事や広岡治哉法政大学教授ら､ 外部委員は ､ 知事 の要請に基づ い て 76年 9月 17 日に
中間答申を行 っ た｡ そ こで明示された内容は ､ 交通 ･ 高速電車事業会計の 財政赤字の処理 ､
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赤字の バ .ス路線の 再編成､余剰人員の削減､職員の勧奨退職年齢の引き下げとな っ てい た｡
これらの 方策は ､ 公営企業の 運営に関して ､ 国が従来から地方自治体に要請 して い た基準
でもあっ た｡
しか し､ こ の 中間答申が出され ると､ 東交は今まで の協調的姿勢か ら反転 して ､ ｢提言内
容には極めて不満で あり ､ 都と交通当局が ､ こ の 提言 に便乗 して不当な合理化攻撃をお こ
なうなら総力 をあげて戦い抜く+ と､ 反発 したo 人員整理 を前提とする配置転換､ 定年切
り下げ､ バ ス 路線の 再編などの再建方策は到底飲めないと主張 したの で ある｡
しか し交通局 は ､ 束交 の反対にもかまわず､ 既述検討会議の方針に沿 っ て ､ さらにその
内容を具体化 して いく｡ 交通局は9月 22日 ､ バ ス 事業は79年度に収支を均衡させ ､ 地下
鉄事業は 80年度に運賃収入 で費用 (人件費､ 物品費) を賄うことを目標とする ｢経営健
全化計画+ をまとめた ｡ バ ス の 路線の再編では ､ 137系統を77年度か ら79年度の 間に35
系統を減ら して ､ これに伴う職員654人を知事部局 - 配転させ て ､ すで に計画 に盛り込ま
れて い る 2038人とあわせて 2692人をバス 事業か ら削減すること､ 高速電車事業では､ 人
員削減を図るために既 に労組には提案ずみ の機械化と 一 部業務の外注化が計画されたこ と､
勧奨退職年齢で は 60歳か ら 3 歳引き下げて 57歳にされたこと､ そ して運賃値上げで は
77年 3月 ､78年 10月 ､80年 10月 の 3回とされた こ となどである141｡ 知事は 9月 2 4日､
交通局長か ら提出された こ の 計画を大筋で了承 し､ 労組側ではなく ､ む しろ交通局の方針
を支えた｡
しか し､ ｢東交闘争対策会議+ の 須藤議長 は ､ 9月 2 4日 ､ 志賀副知事を訪問 して ､ 交通
局の まと めた経常再建計画に つ いて ､ ｢計画は ､ 料金値上げや合理化 ､ 定年引き下げなど､
目先の 問題だ けに終始 してお り+､労使の雇用契約という基本的問題には触れて い ないと述
べ
､ 同提案の撤回を求 めた142｡ もちろん東交自身 も､ 10月 12 日の執行委員会で ､ 57歳と
された勧奨退職年齢引き下げ､ バ ス 路線の再編に伴うさらなる654人の職員の 削減を前提
とする ような交通局 の ｢経営健全化計画+ には合意できない と反対を明らか に した148｡
とこ ろで ､ 労使協調 に なっ て ､ 合理化が 円滑に進もうとして い た矢先､ なぜ こうした対
立が生 じたの か ｡
都営交通の 人員整理 の 実際は､ 必ずしも容易で はなく ､ 68年度か ら72年度までの財政
再建中にお い ても ､ 1035人の定数削減が計画されながら未消化に終わり ､ また74年の 運
賃値上げの 際には ､ 労使双方で 1006人の定数削減が合意されながら､ これも履行され な
か っ たとい う経緯が あっ た｡ こう したことが生 じた背景には､ 当時の 人員整理は欠員不補
充によ る職場異動で あっ たため､ 定数削減局と受 け入れ局とを足場とす る労組 の対立が あ
っ た｡ 都労連傘下の 6単組 のうち､ 束交は党派的には社会党を､ 都職労は共産党を支持す
る職員団体で もあり､｢革新都政+を共に成立させた関係では あっ たが､職場 レ ベ ル見れば､
他局の職員を受 け入れ るこ とは ､ 党派的異質性 を増大させ る ことをも意味 したため ､ む し
ろ忌避され る問題と.なっ たの である｡ こ の 時期 ､ 定数削減の中心とな っ た職場は交通局で
あり ､ 人員移転先は知事部局の交通局以外の 局で あっ たため ､ 都職労にと っ て交通局職員
(東交労組員) の受け入れは ､ ｢都は財政難で あり ､ 内部努力の 最中では ない の か+ との 都
職労委員長 の発言に象徴されたように ､ ｢迷惑な問題+ で あっ たの である｡
こ の 一 連の 労組との 交渉につ い て政党の 見方は分かれてい た｡ 9 月 2 8 日の第三定例会
での 一 般質問 にお い て ､ 都議会自民党は､ ｢これまで ､ 数次にわたる財政再建計画は ､ 知事
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のやる気 の なさと ､ 局 の怠慢で つ ねに､ 絵に描い たモ チに終わっ てきた｡ い ま､ 必要なの
は ､ 百の 提言 より ､
一 つ の実行だ+ と述 べ たo 都議会公明党は ､ ｢局の 再建計画 は 一 応 の評
価をするが ､ 重要なの は労組 の合意と ､ 都民の理解を得るこ とであり､ 知事 の不退転の決
意がなければならな い+ と述 べ た｡ 共産党都議会は ､ 都営交通の 経営危機にほ 国の都市政
策の不在が要因で ある とい う見解を示 しながら､ ｢労組は事態を深刻に受け止 め､ 都民の利
益と労働者の権利を統 一 的に守 る方向で ､ 職場対策に より自ら改革案を提起する土とも必
要だ+ と交通局の 削減問題 は自局で解決す るの が望ま しい との 意向を示唆して いた｡ 都議
会民社党は ｢都営交通は ､ い まや都民の厳 しい 監視下にあり､ 労使はこれまで の 因習を打
破すべ きた｡ これまで ､ なぜ合理化できなか っ たの か ｡■民営バ ス は大部分が黒字なの に､
都営はなぜ赤字なの か ｡ 企業経営に対する労使双方 の 姿勢が問われてい る+ と述べ た｡ 社
会党都議会だけは､ 財政再建 の必要性に つ い て は認 めなが らも ､ 構造的な外部要因によ っ
て都営交通の 経営は困難にな っ て い るため ､ 経営効率の観点からの み運営をするの は問題
であり ､ そ の 困難解消 の ため には交通政策の 抜本的改革が必要であると主張 した｡ 束交に
対 しては社会党都議会の みが理解を示 して したの で ある144｡
知事は東交の反対姿勢を憂慮 した｡ 10月 13 日､ 都庁に束交の 3役を招い て交通局の 計
画 へ の協力と､ 人員整理に対する労組の 意向を第四定例会開会まで に明確にす る よう要請
した｡ 知軍が ｢公営企業の 労使間題+ に直接介入 して ､ 労組 に協力を要請したの は異例で
あっ た｡ 知事は ｢危機の 最大の 原因は外部状況の 変化 にある+ が ｢かとい っ て ､ とうて い
自分自身に甘えて い られ る状況で はない ｡ 何と い っ て も局の 内部努力が中心 にならざるを
得ない+ と､ 交通局内で の問題解決の 必要性 を強調 した｡ しか し､ 知事の鋭得にも拘わら
ず､ 飯村委員長は 同意 しなか っ たの で ある ｡
知事の調整は成功 しなか っ たため､ 都は内部努力を前提に ､ 10月 男0 日､ 都営交通 の運
賃値上げ案を､ 12月 定例会に提出する方針を明らか に した｡ そ して 10月 22 日には､ 交
通局作成の ｢経営健全化計画案146+ を了承 して ､ 交通局の 合理化促進方針は 正式 に決定 し
た146o
そ して ､ 10月 26 日交通局長は ､ 末交と経営健全化計画案が提案したバ ス 路線の 再編に
伴う 654人 の職員の 整理と ､ 勧奨退職年齢引き下げとをめぐっ て交渉した｡ 東交は いずれ
の 方策に つ いて も受け入れがたい と撤回を求 めた｡ 交通局長は､ 個別の 問題 に つ い ての 諾
否ではなく ､ 経営健全化計画全体につ い て受け入れ るよう要求 したが､ 東交が反対 したた
め交渉は 中断 した147｡
交通局長は ､ 11月 9 日の 公営企業委員会におい て ､ 経営健全化計画案が 11月 中に は妥
結でき るように束交に協議 - 申し入れて い るが ､ そ の 回答が 11月 20日まで にもらえない
場合､ 交通局は単独で も経営健全化計画を実施すると述 べ た｡ 12月 の第四定例会で の運賃
値上げ審議 を予定 して いたか らである148｡ しか し交通局の要請は ､ 東交が 同日開い た中央
委員会で反対の 決議を したため ､ 事実上 困難にな っ た119o 同労組は､ 75年 12月 ､ 行財政
緊急対策プ ロ ジ ェ ク ト ･ チ ー ム の提案した 2038人の 人員整理案には合意し､ 交渉を通 じ
て詳細を交通局と詰めて はいたが､ 更なる負担の 経営健全化計画案には同意で きなか っ た
の で ある｡ 特にバ ス 路線の 再編につ い ては ､ ｢労組案を土台とした交渉で ない と応 じられな
い+ と ､ また勧奨退職年齢引き下げ案に つ い て も ｢制度化は絶対薄められない+ と飯村委
員長は中央委員会でそ の理由を述 べ た｡ しか し､ 交通局長が ｢労組から合 理化交渉に応 じ
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るとの回答が二十 日まで になければ､ 一 方的な見切り発車もある+ と強硬方針を明白にす
ると､ 知事も 11月 19 日､ ｢運賃値上げを提案するには ､ 労組か ら回答がない 場合､ 節約
政策を交通局長の 判断で
一 方的に進めざる を得ない+､ ｢この 方針 は知事と しても全面的に
バ ッ クア ッ プする+ と述 べ て ､ 交通局長を擁護した｡ これに対 し､.飯村委員長 は 11月 22
日の交通局との 交渉の 場で ､ ｢組合が主張 して い る方 向で撤回または ､ 白紙 に戻さなければ
交渉に応 じられない+ と反論した160o
こ の ような勝者状態 を憂慮した知事は 11月 29 日､ 今度は東京交通労組本部を自ら訪問
して東交の鋭得に当た っ た｡ 知事は会談で ､ バ ス 路線の再編成や勧奨退職年齢引き下げに
関して ｢直ちに合理化交渉の テ ー ブル に つ き ､ 来年 一 月中に結論を出して ほ しい+ と要請
した｡ 強硬姿勢の 労組 も､ 知事自らの 要請 に妥協して ､ 同日執行委見会を招集 して対応を
協議 した結果 ､ 知事 の協力要請 を受け入れ る ことを決定した161｡ さらに 11月 30 日､ 束交
は緊急中央委員会を開 い て ､ 知事の 要請 の受諾 を報告し､ 同日 ､ 知事立会い の もとで交通
局長と東交委員長とが｢覚書+を交わ して ､ 経営健全化計画案の実施が決定したの で る152｡
合意が成立 した の で ､ 12 月 9 日に予定されて い た半日の 同盟罷業は中止 された158｡ こ の
結果､ 束交との合理化に対する合意も得られたため､ 運賃値上 げ案は第四回定例会に提出
されるこ とにな っ た164. さらに 12月 9 日に再開された労使協議にお い ては ､ ｢経営の危機
的状況に つ い て の認識は双方 が共有する+ こ とも確課 されたため155､ 合理化促進 はさらに
進展する こ とにな っ たの である｡
76年12月 14 日の第四定例会で ､ 知事は運賃値上げ実に つ い て ､ ｢提案すべ きか どうか
迷 っ た結果 ､ 世間の批判を十分考慮 しつ つ も ､ 提案すべきだとの判断に達 した+｡ また人員
整理 につ い ても ｢内部努力 の実を伴わない 運賃改定は , い たずらに廓民に ツ ケをまわすも
の という批判は何 よりも鋭く 心に突き刺さる+と述 べ ､｢あまりに切迫したこ の 事態 の 中で ､
料金面における重大な矛盾 をい つ までも引き延 ばして い ては ､ い よい よ抜きさ しならぬ状
況を招く+ こ とになるの で ､ ｢再建 - の 足がかりと して どう しても避 けられない こと+ と提
案理由を説明 した166.
都議会公明党議員は ､ ｢いま ､ 最も必要なの は ､ 何 よりも内部努力に実を上 げるこ とだ+
｢値上げを提案するに は ､ 本来なら､ 内部努力 に何らかの 実績を示す べ きで あり､ 来年 一
月中に結論 を出すから信用 してくれ ､ とい われても信用できない ｡+ と述 べ た｡ また都読会
自民党高鳥は ､ 営団や民間に先行 して の安易な値上 げに反対 し､ 経費削減を進める ことを
提案した｡ 共産党都議会議員は､ 運賃値上げをしても赤字が改善されない の は ､ 公共交通
の持つ 費用負担 の 問題 もある の で ､ 公 的な補助を必要とするが､ 交通局自身に よる努力も
必要である と主張 した ｡ これ に対 し､ 社会党都議会議員は､
■
国の 交通政策の 転換を図るた
めに基本方向 を示 し､ 交通局自身に よる経費削減は 一 方的であ っ てならず､ 抜本的に解決
する方法を作成するように提案した157.
続い て 12月 20 日に行われた都営交通運賃値上げに関する聴聞会では ､ 社会党都議会推
薦以外 の 陳述人は全て ､ 交通局自身による経費削減の 必要性を強調した｡ こ の ように社会
党都議会以外 の会派は ､交通局の人件削減を含めた合理化推進 に傾斜して い っ たので ある｡
運賃値上 げ案は 12月 21日の 公営企業委員会で ､ 社会 ､ 公明､ 共産の 賛成多数で可決さ
れた｡ ただ し､ こ の提案 - の賛成を条件と して ､ 公共両党は､ ｢値上げ申請は 内部努力 の具
体化進行とあい ま っ て行うこと+ とい う決議の付帯を主張 した｡ 社会党都議会も これには
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同意せ ざるを得なか っ たの である｡ 審議過程では都議会自民党が ､ 運賃値上げが実施され
ること - の 警戒感か ら継続審議を主張 したり､ 都議会公明党も同様の理由か ら 一 時継続審
議に賛成の意向も示 したが ､ 経費の 削減を知事や交通局長らが､ 明確に約束したため都議
会公明党は社典に同意した188｡ こ の結果 ､ 都営交通運賃条例改正案は 12月■23日の 本会議
で都議会自民党以外 の 賛成多数 で可決された169o ただ し同案は､ ｢運賃値上 げは合理化後+
という付帯決議が付されたた め､ 交通局の合理化は運賃値上げ前に実施するこ とが可能と
な っ たの で ある｡
しか し､ 東交は ､ 77年1月 13 日の 中央委員会で ､ 人員整理を含む ｢合理化の 大筋+ の
合意には 理解を示 しつ つ も､ 勧奨退職年齢引き下げには反対を表明した160｡ これ を聞い た
知事は ､ 1月 18 日､ 合理化政策を東交が受け入れ るまで ､ 交通事業会計に対する 一 般会計
か らの助成と給与改定 を含む都営交通関係予算を凍結すると述べ た｡ 知事は給与改定を実
施 しても労組 が合理化に妥協しない場合を懸念 したの である ｡ こ の ため ､ 給与改定を含む
都営交通関連予算案は 12月 24日の 原案内示の 段階で停止する ことになっ た の である161｡
そ の 結果 ､ 束交は ､ 76年度の 給与改定の差額未払い分の 早期支払い と､ 勧奨退職年齢引
き下げ案の撤廃を主張 して ､ 1月 25 日に半日､ 同 31 日か ら48時間の 同盟罷業を宣言 し
た162｡ これ を重視した知事は ､ 1 月 22 日､ 東交幹部を都庁に呼び ､ 経営合理化の早期決
着- の 協力と ､ 同盟罷業回避 とを要請した｡ 都労連 内に は知事の要請を受諾 して同盟罪業
を中止 しようとする単組もあっ たが+ 全体的動きになならず､ 一 本化草れなか っ たため ､
同盟罷業は現実的問題 とな っ た｡
こ うした状況 を受けて知事は ､ 1月 24 日､ ｢勧奨退職年齢引き下げの 制度化+ 提案を取
り下げる意向を明らか に し､ これ を条件に ､ 2692人 の 人員整理を受け入れる よう東交委員
長に伝えた｡ こ の提案には東交委員長も同意したため ､ 合理化問題 は改めて 9月 まで に結
論を出すこ と ､ バ ス の 路線の再編成は労使を中心 に調整 して 10 月まで に結論を出すが取
り決められた｡ これは都労連も受け入れたため同盟罷業は中止 された0
とこ ろが ､ 交通局 の 労使間で合意 した 2692 人の 定数削減の方法は ､ 交通局の 労使間の
合意に よ っ て希望退職に切り替 っ た｡ 交通局長は ､ 1月 27 日の公営企業委員会で ｢希望
退職を中心 に ､ 局内で の やり繰りを基本と して対処する+ との意向を表明 した ｡ これに共
産党都読会と社会党都議会は賛意 を表 したもの の ､ 都議会自民党と都議会公 明党はととも
に反対 し､ 運賃値上げ案などが審議不能の状態に置かれるほど紛糾した｡ 彼 らが納得でき
なか っ た の は､希望退職によっ て生 じる退職金増と定数削減そ のもの の不徹底とにあっ た｡
すなわち､ 経営健全化計画で は ､ 業務の機械化 ､ 外注化 ､ バ ス 路線の再編成に よ っ て 269 2
人の 余剰人員の削減に つ い て ､ ①知事部局 - の配転に 655人 ､ ②79 年度開通予定の新線
地下鉄に 665人 ､ ③高齢勧奨退職 の 不補充に 646人 ､ ④ 一 般退職 の不補充に 240 人 ､ ⑤
勧奨退職年齢引き下げに よる退職の不補充 486人が予定されて いた｡ しか しこ のうち⑤が
労使 の合意で撤回されたため ､ 486人分の 処遇と､ それが希望退職の 場合の 退職金増額と
が結果的に は経費増大に結びつ く こ とにな っ たの で ある ｡ しか し､ 事後の こ とであり ､ 反
対派も同意せ ざる を得なか っ た｡
運輸省に提 出して い た都営交通な どの運賃値上げ申請は ､7 7年1月29 日 に受理された｡
ただ し､ 都は運輸省から都営地下鉄の 経営状態の 悪化を指摘され ､ 値上げ認 可の条件と し
て ､ 一 層の 経営の効率化を指導された163｡ 運輸省の調査 によると､ 都営交通の累積赤字 の
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7 割は都営地下鉄分で占められ､ こ の赤字の原因は営業によっ て生 じる経費というより ､
人件費に よ っ て生 じたものと判断されて い たの である｡ 運輸省は ､ 都に ､ 合理化計画に基
づく年次別計画の 提出を要求 し､ 合理化 の進捗状況に つ い て逐次報告することをも義務付
けた｡ 都は これを受諾せざる を得なか っ たため､ 交通局は ､ 私鉄や国鉄並に同省の強い 監
督を受ける ことにな っ たの で ある ｡
とこ ろで ､ 77年1月合意 した労使の経営健全化計画は ､ 春闘､ 参議院湛 ､ 都鼓選､ 組合
の役員改選な どの 出来事の ため具体的には進展 して い なか っ た｡ しか し､ そ の 間にも都営
交通の 赤字はさらに増大 し､ 東京都が 9月 3 日にまとめた都営交通の 76年度決算では赤
字は 283億6千万円にも達 して い た｡ 交通局は ｢財政再建計画に関する合意+ の 実施を目
指して強硬姿勢になっ て い っ た｡ そ れは第 一 に ､ 人員削減に反対する労組を説得する過程
で ､ 知事は ｢勧奨退職年齢引き下げ+ 案を撤回 して まで譲歩したにも拘わらず ､ 定数削減
に帰結しなか っ た こと164､ 第二 に ､ バ ス 路線の 再編に つ い ても､ 具体的に進展 して い なか
っ たためで ある｡ その結果 ､ 78年 2月 か ら開始された交通局の 希望退職職員にお いては ､
募集対象が希望退職で はあ っ たが ､ 50歳以下の若年層にまで拡大されたの で ある｡
国との対決姿勢重視の知事の 姿勢と世論の帝離
77年5月 2 日､ 東京都主催の 憲法施行30周年記念講演会において ､ 知事は地方自治体
の起債権に触れ ､ 東京都は全国の地方自治体に先がけて ､ 自給体の 起債権を国に認 めさせ
る訴訟を行うつ もりで ある発言 して い た｡ 美濃部都政が歳入増収方策を重視 してい た点か
らすれば､ 当然の発言で あっ た｡
こ の構想が具体化した の は ､ 77年の 第三定例会を前に した9月 であ っ たo 9月 9 日の 主
税局の報告によ っ て ､ 77年度の総合予算で 2900億円もの 財源不足が濃厚になると､ 知辛
は ､ 各種料金 ･ 手数料と下水道料金の値上げ案を第三定例会に提出 して増収を図る方針 を
打ち出 した｡ そ の際､ 予てか ら関心 の あっ た起債権を獲得するため の訴訟 (起債訴訟) も
行い たい ため ､ そ の 同意を読会か ら得たい とも述 べ た｡ い わゆる ｢地方債の許可制度の 撤
廃を求める 同意案+ を議会に提出する旨を明か に したので ある165｡ 財務局が報告 した ｢都
財政の 現状に つ い て+ を閲覧した知事は ､ ｢これは現在の 地方税財政制度の構造的矛盾が結
晶したも の だ｡ 構造の 問題だから即効薬はない ｡ 何とか当面の応急措置を工夫しながら､
構造の 壁その もの を突き崩 して いく以外にない+ との感想 を述 べ たが ､ そ の 報告書が同構
想提出の 契機となっ たの で ある166｡ つ まり ､ 77年度の下半期 の税収状況は､ 財政再建団体
167に指定され る赤字額が 1025億円とされたなかで ､ 上半期に比 べ て停滞の 兆候を現 して
い た｡ こ の ため財政当局にと っ て は ､ 財政再建団体の 指定回避 に ､ あらゆる手段を講 じて
税源 を確保する必要があっ たの で ある｡ こ の ように して知事と財政当局との 思惑は 一 致し
た｡ 美濃部自身の ｢起債が大幅に制限され る｡ それだけ収入も減るわけである｡ 従 っ て ､
莫大な赤字をかか える都財政は立ちゆかなくなる｡+ ｢私柱､ どうい うこ とがあっ ても､ 赤
字団体に転落するこ とだけは避 けなければならない ､
.
と固く決意して い た+ との 述懐にも
あるように ､ 財政再建団体指定は如何なる方法によ っ て も回避 されなければならない対象
で あっ たからである168｡
地方自治法230条は地方自治体に よる地方債の 発行権を認めなが ら､
一 方で は250条で
｢当分 の間､ 政令の 定めるとこ ろ によ り､ 自治大臣､ 知事の許可が必質+ と して ､ 30年以
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上にもわた っ て自治体の起債権を事実上凍結してきた｡ しか しこれは違憲で あると知事は
考えたの で ある169｡ そ して知事は ｢起債訴訟 を地方税財政制度の構造改革の 突破口とする
とともに ､ 内部努力と して の行政改革をすすめたい+ とそ の意義を強調 した170｡
財政再建に は ､ 通常､ 各種料金 ･ 手数料の値上げなどによる増収方策が直接的 には有効
であるが､ こうした措置で は額にも限界が あるため､ 起債の効呆的活用を企図 したので あ
る｡ また知事の 意向に沿うことは財務当局にと っ ても無意味で はなか っ た｡ ｢内部努力を推
進 し当面可能 な財源の 拡充に どれほ ど努めて も根本的な財故問題 の解決 にはなりません ｡
結局は､ そ の根源すなわち制度の変革を求める以外にはない ､ 私 はそう思 い つ めておりま
す+ との 知事の発言がそ の点 を代弁 した171｡
しか し､ こう した知事 ･ 財務当局の 思惑に対 して反対もあっ た｡ 都議会自民党は ､ ｢起債
許可制は何ら違憲 じや ない+ ｢起債は不可能だ｡ や っ ても裁判所か ら門前払 い され るのが､
確実だ+ と知事 の 姿勢を批判 した｡ また都議会新自由クラブや都議会民社党も ､ 基本的に
は起債自主権の 是認論を支持すると しても､ ｢自治大臣に会うなど､ 訴訟の 前にや るべ きこ
とがも っ とある+ と消極的で あっ た｡ これに対 し､ 都議会公明党は ｢許可制が廃止された
あとの歯止 め策などが必要だが ､ 基本的には賛成+で あると述 べ ､ また社会党都議会は ｢訴
訟を決意 した こ とを高く評価 し､ 全面的に賛成する+ と同調 した｡ 共産党都議会も･｢自治
権の なか に起債権が含まれ るの は ､ 当然､ 基本的に賛成+. として 賛同 したの で ある.
9月 29 日 から10月 13 日まで の 15 日間の会期で第三定例会は始まっ た｡ 同提案が付託
されて い た財務主税委員会で の審議を通 じて ､ 社会党都議会､ 都議会公明党､ 共産党都議
会の 3党は同提案を支持 したの に対 し､ 都議会自民党､ 都議会民社党の 2党は同提案に反
対 した172｡ こ の ため未だ賛否 を明らかに して い なか っ た都議会新自由クラブの動 向が注目
された｡ 7 月 の都議選で は起債自主権の必要性に触れてい たもの の ､ 審議過程で はそれ に
対する態度を明確に して い なか っ たか らである｡
とこ ろが ､ 都議会新自由ク ラブは 10月 12 日の委員会採決の当 日にな っ て反対の意向を
明らかに した. ｢起債の自主発行は基本的には賛成だが､ 訴訟に踏み切る 前に人件費削減な
ど内部努力が先決だ し､ 国に制度改善を働きかけるなどの 努力をすべ き だ+.とそ の理由を
述べ た｡ ただ ､ 事前折衝が十分で はない上で いきなり採決 に入 っ たため ､ 都議会自民党､
都議会新自由クラブ ､都議会民社党の 反対と､社公共3会粥の賛成とで可否同数となっ た｡
たまたま同委員会の委員長 は自民党議員で あっ たため ､ 委員長は自民党の意向の とおり反
対 したため同提案は否決され るこ とになっ た｡ 続く ､ 14 日未明に開かれた本会議でも､ 自
ク民の反対多数で 同提案は否決され ､ い わゆる知事らの 構想 した ｢起債訴訟+ 問題は水癌
と帰した｡ 財政問題に よ っ て都民世論を喚起 しようと した知事の思惑は実現しなか っ たの
で ある173｡
とこ ろが､ 同提案が財務主税委員会で否決された 10月 12 日､ 自治省は地方債の 起債許
可権の決定方式を変更 したo 自治省は ､ 従来､ - 件ごとに許可審査 をして いた都道府県の
単独事業に対す る起債の 算定方式を改め､78年度から枠配分方式にする旨を公表 したので
ある｡
起債許可方法には ､地方自治体の申請 した個々 の 事業に つ い て起債の是非を審査するト
一
件審査方式+ と､ 各自治体の 起債許可予定額の 総額を定めて ､ そ の 範囲内で自治体の裁量
を認め る ｢枠配分方式+ とがあっ た o 一 件審査方式は ､ 手続きの 煩雑さに加えて ､ 自治権
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甲侵害であるとの羅識も自治体側 にはあ っ て ､ そ の是正 の 必要性 は第二 臨調の答申にも指
摘されて いたほ ど地方自治体には不評で あっ た｡ この ため ､ 予てか ら枠配分方式 へ の改定
を検討して い た自治省は ､ 10月 11 日 ､ 新自由クラブの 要請に基づ い て ､ 石原信雄審議官
の ｢その 方向で改善するよう努力する+ との 回答によ っ て制度を改めたの で ある｡ こ の見
解は翌 12 日 の大蔵省との 協議でも合意されたため ､ 自治省は これを公式見解と して公表
した｡
改正 前の都道府県レ ベ ル で の 単独事業の 一 件審査方式による起債は､ 庁舎や交通安全施
設の建設な どが対象とされ ､ - 自治体あたり約 10 件が各年度に申請され ､ 自治省の審査
の後 ､ 大蔵省地方財務局との 協議を経て決定される ことにな っ てい た｡ しか し､ こ の制度
の改正は ､ 都道府県が国か ら認められた金額の範囲内で ､ 起債事業の 内容に自由裁量を持
つ こ とを意味 したため ､ 地方自治体の 財政当局にと っ ては利点があ っ た｡ また､ こ の改正
は､ ｢結果と して起債の 自主発行は必要で はあっ て も､ これをいきなり訴訟 に持ち込むこ と
は時期尚早で あり､ 提訴の 以前に ､ 起債制度改善の 方法など､ や るべ き ことは別 にある+
と してきた新自由ク ラブの 意向にも､ 政策能力 を実証する点で沿うもの で あっ た174｡ これ
に増して ､ 自治省に は起債訴訟 を事前に抑止 した点で利点が あっ た｡ 起債訴訟 の提起は成
功 しなか っ たの で ある ｡
しか し､ 同時に当定例会で審議された下水道料金の値上 げ案が､ その 上 げ幅をめぐっ て
争点化 して肝余曲折の 後 ､ 修正 ､ 可決 された こ とと､ 起債訴訟提案が継続審議や付帯決議
に該当する こ ともなく ､ 容易に廃案に なっ たの とは対照的であ っ た｡
下水道料金値上げ案は ､ 190.9%と ､ ほぼ二倍にも及ぶ引き上げ幅で当定例会 に提案され
た｡ そ の 際焦点にな っ たの はそ の上げ幅に対してで あっ た｡ 自民､ 新自由ク の 2党は原案
の 30% 削減を求めたため ､ 社会､ 公 明､ 共産の 3 党は ､ 15%まで削減 して ､ 合意を得る
べ く交渉を継続するが ､進展は見られなか っ た｡ さらに会期末を翌自に控えた 10月 12日 ､
最終局面で の調整折衝も試み られるが ､ 合意は得られず､ 結論 は会期末の 13日の 公営企
業委員会審議 に委ねられた175｡ しか し､ 10月 13 日の最終日にな っ ても結論は出されなか
つ た ｡ こ の ため蔑会運営委員会は理事会を開い て 一 日間会期を延長す るこ とに した . 13 日
か ら終日､ 断続的に開かれた委員会審議の 結論は ､ 14日未明にまでもつ れ こ んだ｡ そうし
た経緯の後 ､ 同提案は値上 げ幅を縮小する こ とで各党が合意した｡ すなわち､ 78年度は
44%､ 79年度は68%､ 8 0年度にな っ て初めて 90.9%に引き上げるという ｢段階的値上げ+
修正案で合意がされた の で ある176｡
議会審議にお いて は ､ もとより ｢数+ の影響力は重要で ある｡ 起債訴訟提起の構想は ､
長期にわた り慎重に検討され たと して も､ 77年 7月 の 都議会選挙における ､ 美濃部都政支
持の社公共勢力の 少数化か らすれば､ その 結論は 明らか なこ とで あっ た177｡ 当選挙では､
自民党55､ 公明党25､ 社会党18､ 共産党11､ 民社党3､ そ して新規に進出 した新自由ク
ラブが 10議席を獲得 して ､ 政党配置 ( 無所属 4 議席) に変化があ っ た｡ 美濃部都政を支
持した社公共 3党は ､ 54議席で過半数に満たず､ 白虎､ 新自ク の 動向が提案の議決を左右
する状況に あっ た ｡
知事が去 る9月 28日 ､67年 の知事選挙か ら美濃部を支持 した共産党や社会党で はなく ､
73年3月 か ら支持に移行 した公明党の 竹入委員長 に公 式に初めて 4選不出馬を表明 して以
降､ 次期知事候補の適任者が各政党間で ､ ある い は報道機関でも取りざたされて ､ 関心は
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一 気 に ｢ポス ト美渡部+ に向けられて い た178｡ 具体的人物の 特定まで されるようにな っ て
いたの である｡ しか し､ 知事はこの ような世情に抗し､ こ の起債訴訟提起を ｢革新都政の
給仕上げ+ と し､ ｢国が握 っ て い る起債許可制度は憲法違反だ+ ｢現在の誤 っ た地方行財政
制度を改めなけれ ば､ 自治体の財政は悪化するばか りだ｡ ぜひ訴訟に持ち込んで ､ 法廷で
決着をつ けたい+ と して意気込みを見せて いた｡
しか し､ 知事を取り巻く政治環境は必ず しも高揚 しなか っ た｡ 社会党東京都本部は､ 右
派と左派との 派閥抗争で ､ 8月以降7月 の 参院選挙の 責任問題が継続して混迷状態にあ っ
た179｡ 美濃部の 述懐に よれ ば､ 同和問題の 影響で ､ 美溝部の 3選以降､ 知事と共産党との
意思疎通は必ずしも円滑で はなか っ た｡ さらに社共勢力は都諌会選挙で いずれも前回獲得
議席を下回り､ 特に共産党は美渡部都政を支持した政党の 内の 比較第三党に転落して い た
のであるo したが っ て ､ こうした状況を､ ｢残る任期が 一 年セ ヶ月 になり､ 革新都政は総仕
上げの段階に入 っ た｡ とこ ろ が､ 知事が公約しなが ら実現をみない多く の積み残 し課題を
抱えてい る ｡ こ こで ､ 一 気に 手形を落とすためには ､ 都庁内部が結束して ことにあたる必
要がある｡ 起債訴訟を先頭に難問を片付け､ 次の 革新都政 - バ トン タ ッ チするの が作戦だ
っ た+ と解説 した､ 美濃部側近の 発言はか なり鋭得力 を持 っ た180｡ 都に対する起債許 可率
が美濃部都故に至 っ て ､ それまでと極端に低下 した事実は無く ､ 起債許可率の推移を見る
と､ 上昇すれ ども､ む しろ減少 して い る点を確認する ことは困難でさえある181｡ 東都政末
期の 66年が 56.1 %､ 美凍部都政 一 期目最終年度の 70年が 63:90/.､ 二期目最終年魔の 74
年が 49.9 %､ そ して 77年が 87.3 %となっ て い る｡ 許可率 の流動性は ､ 政権の性格とい う
要因によ るとする よりも､ む しろ起債限度額上限まで起債申請を行うという財務当局の 予
算編成方針に起因すると した議論182がむ しろ説得的で ある ｡
起債訴訟否決の 直接的要因が､ 都議会自民党､ 都議会民社党の 反対に対 し､ 都議会公明
党､ 社会党都議会 ､ 共産党都議会の賛成という構図で現出され るなか ､ 都議会新自由クラ
ブの動向に あっ た ことは確か である｡ しか し､ 都議会新自由クラブの ､ 起債否決 の 同日の
夜の記者会見で明らか に した ､｢現在の起債許可制度は可能な限り改める べ き+ ではあるが､
｢議案として提案されて か ら今 日まで の 間に､ 美濃部知事 ら都幹部から､ こ れを どう して
も通過させたい とい う意欲が全然見られなか っ たの が なんと しても不思議183+ だ っ た､ と
の発言は ､ 美濃部都政の 当時の様相を表現 して い て興味深 い ｡ とこ ろで 区市町村の状況は
どうであっ たの ､ こ の点 を見よう｡
3 . 革新都政の 限界
削減に甘い 姿勢の 知事 に よる区市町村対策
以上の検討か らも分か る ように ､ 都は美濃部の 3選以降､ 財政支出の抑制を強化 してき
たが
､ こうした傾向は 区や市町村に対 しても同様で あるの か ､ こ の点を検討する｡
日本経済の高度成長に伴っ て ､ 区部から周辺自治体 - ､ ある い は都心か ら西部の 多摩地
域 - ､ 人 口分布の 重点が移ると､ それらの自治体で は人 口増加 に伴っ て政策的対応が求め
られた｡ た とえば､ 75年当時の 義務教育分野にお ける小学校舎の 鉄筋化率は､ 区部で は
86%で あっ たの に対 し､ 多摩地域で は 75%で しかなく ､ 同様に､ 幼児教育分野での公立幼
稚園数では 区部の 242校 94 % に対 し､ 多摩地域で は僅か 15校 6 % で しかなか っ た｡ 教育
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分野に限定しても ､ 急激に人 口増加 した多摩地域に対 し､ 行政の対応は十分ではなか っ た
ことが分かる184｡ こ の た め多摩地域の 首長は ､ 知事と党派的差異がある場合で あっ て も､
当地域 - の行政投資を求めて ､ 特に年末の 予算編成期に は陳情を常態化させて い た185｡ た
とえば､ 東京都の 市長会および町村会が ､ 73年 7月 ､ ｢三多摩格差等調査委員会+ を設置
して ､ これを足がか りに ､ 教育､ 衛生 (下水道)､ 医療などの ､ 住民に直接影響を与える分
野を優先 して ､ 圧力活動を都に展開 したの は この 点を端的に物語 っ て いる｡ こうした運動
の結束 ､ たとえば水道事業では ､ 統合前の 各自治体経営の 水道料金 より 一 元化彼の都営水
道料金の 方が高くな っ て ､ 住民の 不満が噴出するとい っ た 一 部地域の 問題も皆無で はなか
っ たが､ 美漉部都政 2期目末ころまでに は区部と同水準にまで格差が是正されたo こうし
た行政格差是正 の 状況 は ､ 行政投資額でも確認でき ､ 美濃部都政発足時の 60年代後半で
は5億6千万円程度の 多摩地域 - の行政投資額が､ 多摩地域の自治体の 振興 ･ 開発 を目的
に制度化された ｢振興交付金+ ともあい まっ て ､ 3期 目開始時の 75年には 58億円にまで
増大 して い たの で ある｡
一 方､ 特別区 - の都 の対応は どの ようであっ たの かo74年 ､ 地方自治法が改正 されると､
義務教育施設 などの 一 部を除い て ､ 都が区に委任して いた事務の多くが区 - 移管される こ
とにな っ た｡ それ に伴な っ て ､ それまで都が負担 して いた事務費も区に移管され る ことに
なり ､ それを決定す る都区財政調整交付金 の算定様式も､ ｢ 一 件算定+ 方式から ｢単位費用
化+ 方式に改めらた｡ さらに約3万 人の 都の派遣職員の 特別区職員 - の 身分変更も行なわ
れた｡ 都制度の緩和 は ､ 調整率の 40%から 43% - の 変更と して現れ ､ 都の 区 - の 行政投
資額は着実 に増大す る こ とにな っ たので ある｡
とこ ろで ､ こ の調整率の 変更はその後 ､ 76年 に 1 %引き上げられて 4 4% になり ､ 200 0
年にな っ て ､ 特別区が基礎自治体と して位置付けられと 一 気に 52 %にまで 引き上げられて
い る｡ 『東京都の財政 一 昭和 40年代の 歩み - 186』 に よる と､ 60年代後半か ら70年代後半
まで の約 10 年間 の都区財政調整制度における ､ 交付金算定の基礎となる基準財政需要額
と基準財政収入額は ､ 各々 前年度を上回 っ て前年度比が上昇するなかでも ､ 特に基準財政
需要額の伸び率は基準財政収入額の それを継続して上回り､ しかもそ の節離の 幅は年々 拡
大基調にな っ て い た｡ 単純に比較はできない が ､ 国の地方交付税交付金制度の 交付税率と､
都区財政調整制度の調整率とを対比 して見ると ､ 興味深 い こ とが分かる｡ 所得税､ 法人税､
酒税の ､ い わゆる国税 3税 の調整率は ､ 1954 年 に 20 % で開始されると ､ 55 年 22%､ 56
年25% ､ 57 年 26 %､ 58年 27.5 %､ 59年 28.5 %､ 62年28.9 %､ 65年29.5 %､ そ して 66
年には 32 %となっ て ､ 戦後の 経済復興に合わせて地方の行政需要に政府は対応 したこ とが
伺われるが ､ その 上げ幅 は 55年 から66年の 10年間でも高々 10% 程度で しか なか っ た ｡
高度経済成長が定着す ると ､ む しろ調整率は安定し､ 66 年の 改定以降では ､ 99年 の地方
分権による 32.5% - の引き上げまで変更されて い ない o
これに対 して ､ 都区間の調整率は異なる様相を見せ て い る｡ 制度成立時の 65年の 25%
を出発点として ､ 66年 26%､ 67年28.5 %､ 68年 30 %､ 69年 31 %､ 70年 32.25 %､ 71
年36.75 %
､ 73年 40 %､ 75年 43 %､ 76年 44%と短期間に頻繁に改定され ､ しかもそ の調
整率は急上昇 して い た｡ 両者の調整率安定化の 時期は異なるもの の ､ 67年の 美濃部都政開
始時から 76年まで で 15.5 %にも達 し, これらは国の 調整率の約 1.5倍に当たっ て い るc
そもそ も都区財政調整制度にお ける調整率は ､ 都区間の事務配分を基準と して決定され
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る性格の もの で あるため､ 事務配分に大きな変更がなければ､ 調整率は原則と しては変わ
らない はずで ある｡ しか し実際には ､ 以上の ように頻繁に変更された｡ 基準財政需要額と
基準財政収入額の 解離 - の 対処は､ 無論調整率の変更で あるとしても､ 調整率の変更を通
じて ､ 結果と して 同交付金が増大 したというの で あれば､ その 帝離は基準財政需要額に算
定された支出項目の 増加 に よるもの か ､ ある い は項 目数は変わらずとも ､ 項目ごとの金額
が増えたためか ､ 基準財政需要額Fこ算定される行政経費の種類とそ の範囲の検討に焦点は
移らざる を得ない ｡
都区財政調整条例 10条 2項お よび 3項によると ､ 人 口 ､ 面積など予め定められた指数
による費用算出が行 われる基本的算定方式がある. 一 方､ 特定施設の借地料等お よび公共
施設の建設に要する経費の 算定と都の 出向職員の人件費の みは ､当分の 間､例外とされた｡
人件費の 算定で は ､ 区採用職員の 場合､ 職員定数に単位費用が乗ぜられて人件費は機械的
に算定されたが ､ 都から区 - の 出向職員の場合では ､ 派遣元の 給与額の 平均値が基準財政
需要額にそ の まま算定されたの で ある｡ この ため ､ 都の人事委員会勧告などによ っ て 生 じ
た都庁職員の 労働 コ ス トの 増大は､ 出向職員の労働 コ ス トにも連動し､ 年毎に区の 人件費
を増大させ る こ とに帰結したが､ それでもその算定に裁量の 余地は乏 しか っ た｡
これに対 して ､ 建設経費で は ､ 一 件毎に経費が積算され るもの の ､ 経費の種類は､ 儀会
費､ 総務費､ 民生費などの大区分は規定されて も､ そ の 下の 小区分 になると ､ たとえば69
年度には 27区分で あっ たもの が､ 70年度に は 25 区分に減少 したり ､ またそれ らの 区分
をどの程度積算するか という測定単位で見 ると ､ 69年度で は 一 区分で 55 であっ たもの が
70年度には 58に変更されて い たとい うように ､ いずれも ー 定ではなか っ た187.
.
一 種類の
経費が複数の 測定単位に よ っ て算定され､ しか も種類も測定基準も年度によ っ ても変更さ
れたとい うの で あれば､ 算定者に裁量の余地の あっ たことが容易に分か る. ,議会費にお け
る議員数の ように当経費を必 要とす る要因が明白で ある場合には - 測定単位の設定で不都
合は生 じないが ､ 総務管理費や河川費などの ように ､ その 事務自体が抽象的で あっ たり ､
あるい は複雑な構造を持 っ て い たりする場合は ､ 一 律の基準で は算定できないと い う事務
処理上 の 問題があるo 83年発行 された 『都区財政調整制度の しくみと沿革188』 に よ ると､
既述期間における基準財政需要額に関する 一 件算定分の前年度比 は ､ 各年度とも 15 %以上
の高い率で推移 し､ さらに基準財政需要額に占める 一 件算定案件の 率も､ 65年の 19.1%を
最低に ､ 74年で は 25.8 % にまで に達 してい るの で ある｡
事務配分の 大幅な変更がなか っ たにも拘わらず､ 調整率が上昇 して い たというの で あれ
ば､ そ こで は政治的駆 け引き の行われたこ とを伺わせ る｡ 算定権限は知事にあ っ ても､ そ
の状況は知事 と区長との 力関係 に依存するため ､ 多数の 区長に対 して知事が主導性を十分
に発揮できたとは考えにく い 189｡ 美濃部都政は多分に 区側の 要求に応 じざるを得なか っ た
状況が想像でき る190｡
革新系知事が ､ 多く･の保守系区長で構成され る区長会や､ 区部選出の多くの保守系都議
で構成される都議会か ら距離を置 いて ､ 自律性を保ち ､ 彼 らとの党派的相違を理由に対抗
することも ､ 知事と､ 区長や都議との 関係の あり方と して は否定できない が ､ しか し､ こ
の点より ､ 彼 らの 主張に 一 定 の理解を示 し､ 自らの 政治基盤 の 強化 に､ 一 連 の 交渉を繋げ
ることの 方が ､ む しろ合理的で ある. 美濃部都政 一 期目に 6.25 % であっ た引き上げ幅も ､
二期目に は 7.75 %となっ て上昇し､ 三期目の ､ 77年秋の 4選不出馬表明までの期間で い え
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ば､ 75､ 76年の わずか 2年で 4%も引き上げられて い たの で ある｡ しか し､ 4選不出馬 を
表明した77年 ､ 78年に は引き上げられて い ない点か らすれば､ この ような見方もあなが
ち誤りとはい えな い ｡
議会と労組に対する知事の影響力 の衰退
第二 次行政改革の具体化は ､ 77年8月 11 日､ 76年8月 に本庁部局を2局削減 した第 一
次行政改革に続く第二 次行政改革 ･ 総務局試案と して総務局か ら公表された｡ それに よる
と､ 第 一 に､ 労働 ､ 経済両局を統合し､ 第二 に ､ 港湾局を廃止 して ､ 都市計画 ､ 建設両局
に吸収するとい っ た内容で ､ 77年12月に予定され て い る第四定例会に条令改正案と して
提出後 ､ 78年度か ら実施の 方針が明らかに された19 1｡ 知事は 8月 15 日の 政策会蔵にお い
て､ こ の 総務局案を了承 したため､ 事務当局は労組 との協敢､ 第四定例会にむ けて準備に
入 っ た｡ 総務局長 は ､ こ うした行政組織の改組 によ っ て ､ 課長級以上の 管理職数が20､ 一
般職員数が 160人整理でき ることを明らか に した192｡
しか し､ こ の ような行政改革に対 し､ 知事部局 を中心とす る職員団体の 都職労 (向谷正
夫委員長)は 9月 26日反対を表明 した｡ 同労組港湾支部は､｢鮮実の撤回を求め るともに ､
われわれ の対置案の 実現をめざす+ と､ また同労組 労働支部も ｢経済局と の 単純合併は ､
基本的に反対+ と､ さらに同労組経済支部も ｢単なる組織い じりの試案は ､ 理解できない+
と主張 したの で ある193. 都職労の 反対は ､ ｢協議をつ くさない で 一 方的に強硬実施す る こ
とには賛成できない+ との羅識で あっ た194
知事は 10月 3 日から始ま っ た第三定例会で ､ 都議会公明党議員の ｢十二月議傘に行改
改革に伴う組織条例改正案を提案する考えの ようだが ､ 反対も多く実施でき るか+ との 質
問に応 えて ､ ｢時代の要請に こ たえて組織を見直すわけで ､ でき るだけ早く実施 したい+ と
述べ た｡ また都議会新自由クラブ議員の ｢人員削減の 目標を数字で示せ+ との質問にも､
｢第二 次機構改革では ､ 管理職を二十ポス ト削減する+ と回答して ､ 行政改革に対する意
欲を強調 して い た195｡
しか し､ 都職労委員長は 1 1月 16 日 ､ ｢試案に対する都職労の提言+ をまとめ､ ｢試案の
抜本的練り直し, 再検討を求めて いく+ と総務局試案に反対の意向を明らか に した196｡ こ
うした主張は ､ 同盟罷業も辞さずとい うまでに発展 し､ 都職労港湾支部は 11月 22 日 ､ ｢こ
の試案は ､ 港湾行政の 実態を無視したもの で あり､ 受け入れる ことはできない+ と､ 東京
湾で ､ 全日通労組 ､ 全 日本港湾労組 ､ 全海連東京地 区協議会などの 参加も得て海上子 トラ
イ キを行 っ た197｡
都職労の 反対は 強硬で あっ た｡ 11月 16 日に は｢行政改革シ ンポジウム+ を開き､ また
都内120あまり の 団体の 反対運動や都議会 - の反対請願運動も起きた｡ これに は産業経済
行政に関わる研究者や文化人 をも巻き込み ､ 12月 12 日に は統 一 行動となっ て都庁で集会
も開かれた｡ 都職 労経済支部は 18回 10万枚の 宣伝ビラを配布 し､ 都庁前の 早朝宣伝で は
連日 30人 を動員して抵抗したの で ある198｡
しか し､ 都は 11月 30日､ 労働経済両局を統合 して経済労働局に改組 し､ 港湾局はそ の
一 部を都市計画局に移転して再編する構想 を第四定例会に提案する ことを決定 した｡ これ
に対 し都職労委員長は ､ ｢都の 組織を全庁的に見直して改革を進める必要がある｡ 総務局試
案は各局の 事実実態を無視 したもの で ､ 十 二月 定例会 へ の 提案を見合わせ る べ きだ+ と再
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検討を射めた. しか し総務局長は､ ｢財政危機下に ､ 国に対 して起債許可を求 めて行くた め
にも内部努力 の裏付 けで ある組織改革が迫 られて い る+と都職労の主張には応 じなか っ た｡
12月の第四定例会 - の 提出を前にした 11月 下旬で の交渉にお い ても､ 両者の 主張は噛み
合わず､ 交渉は勝者し､ 調整は困難な状態とな っ たの で ある｡
そ こで都は方針を転換 して港湾局 の廃止案に つ い ては断念 し､ 労働､ 経済両局の 統合改
組の みを提案することを都労連 に提案した. 都職労との 対立を残 したままで の
一 方的解決
は好ましく ない との判断が 一 部にあ っ たため､ ｢港湾局 の廃止 は時期が早すぎる+ と して ､
港湾局の 存続を決虚して しま っ たの で ある199｡ こ うした経緯に対 し､ 12 月 2 日の 記者会
見で知事は ､｢行政組織改革が､労働､経済両局 の統合にだけにとどま っ たの は不本意だが､
今後も外郭団体､ 二十三 区 - の 事務の 委譲問題な ど､ 行政改革を進めたい+､｢組織改革で ､
都職労と合意に達 しなか っ たの は残念だ. 過去十 一 年間 ､ 組合との間で ､ 意見が食い違う
こ とがあっ た が､ 今度ほ ど深刻に対立 した ことはな い ｡ 組合も､ 都政の 現状 を考え､ 忍 び
がたきを忍ん でもらい たい ｡ 最近 ､ 都議会全党の代表者と懇歌したが､ 終着駅 の ない都政
のためにがん ばりたい+､ ｢現在の都政の危機 は ､ - 知事や 一 党 一 派の 問題 で はない と倍 じ
ており危機克服 の ために ､ 議会の 協力 を願 っ て い る+ と述 べ ､ 労組の抵抗を翻意させ得な
か っ た点を知事は認 めた200｡
とこ ろで ､ こ の第二 次行政改革案に対 して ､ 各政党は どの
'
よう に考えて いた の かo 労組
のみならず､ 同提案は社会､ 共産両党にも不評で あ っ た｡ 社共両党は､ 行政組織再編案が
結局は人員整理 に つ なが るとして反対 して い た都職労の 考えを無視できず､ 合理化反対を
受け入れ ざる を得なか っ た. これに対 して ､ 自民 ､ 民社､ 新自由クラブ､ そLして美濃部都
政を支持 して い た公 明党は ､ 反対では なか っ た｡ さらに人件費の 見直し､ 高齢者勧奨退職
の推進､ 管理職数の抑制 ､ 事務､ 事業や外郭団体の 見直し､ 行政サ ー ビス の低下の 防止 と
いう付帯決議 を付 けて ､ 可決させ ようと構想して いた｡
社共両党は ｢付帯決議 は組織の見直しに とどまらず､ 職員数の 減少や人件費などにも条
件をつ けて おり ､ も っ と慎重に審議すべき だ+ と述 べ ､ 付帯決議に反対 し､ 継続審議を主
張した が ､ そ の 主張は 4党の 多数の前に は少数意見に留まらざるを得なか っ た｡ こ の こと
で､
'
積極的に賛成 した公明以外 の 3党は ､ 執行部に厳 しい条件をつ ける機会 を得たが ､ 社
共は支持する知事の提案より労組の 主張を重視 したため ､ 都議会公明党が知事の提案に賛
成 して執行部 には協力 した構図とな っ たの で ある201｡
定例会最終日 の 12月 19 日夜､ 総務都民生活委員会で は ､ 1局削減をめ ざす行政組織改
革案の採決 をめぐっ て各党間は紛糾 したが ､ 社共両党は明白な反対を主張できず､ その 態
度を保留 して ､ 継続審議 を主張 し､ 一 方 ､ 自民 ､ 民社､ 新自由クラブ､ そ して行政改革に
はもともと反対で は なか っ た公 明党は ､ 同提案に賛成の して4党はまとま っ たo 採決は 12
月20日未明まで もつ れ こん だが ､ 自公民ク の賛成多数で可決成立した202｡ こ の ように知
事の財政再建に向けた こ の 方策は ､ 不完全で はあ っ たが ､ 美濃部都政を支持 しない勢力 に
よっ て達成された｡ つ まり美濃部都政の第二次行政改革は ､ 保革横断的提携によ っ て成立
したの で ある｡
固定資産税 へ の超過課税の 断念に見る補助機構 - の影響力の衰退
税収増を図 るための 税源の確保 を目的と した固定資産税 - の超過訣税方策は ､ 75年 1 1
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月､ 行財政緊急対策プロ ジ ェ ク ト チ ー ム で構想された203o そ の後､ こ の方策は ､'76年8
月 には､･新財源構想研究会の 第5次報告でも ｢不公平税制と財政構造 の改革+ の 一 環とし
て提言され るが ､ 74年 4月施行の 事業税法人分の超過練税､ 75年10月施行 の 道府県民税
法人分の超過課税に続く ､美濃部都政の超過課税方策の第三弾と して位置付けられてい た｡
経済の高度成長を通 じて 土地価格が上昇すると､ 自治体の課税対象と して の必要性が高ま
る 一 方で ､ 美濃部都政の ｢目玉政策+ であ っ た福祉政策の 向上には ､ 安定 した自主財源の
確保が必要で あっ たた め､ 同構想は本格的 に検討されるようになっ たの で ある20 4｡
76年 10月 14日の ｢政策会議205+ にお いて ､ 知事か ら指示された内容は ､ 非住宅用の
土地､ 家屋 ､ 償却資産の 3資産を対象に ､ 現行税率の 1.4%を､ 自治大臣の許可を必要と
しない 1.7%に引き上げ､ 77年度から実施できない もの かというもの で あっ た｡ 仮に ､ こ
の超過課税が実施できれば､ たとえば 76 年度では ､ 固定資産税の 年間収入 2358億円の
14%にあたる 320億円が新規税振と して見込まれ ､ その うち都の 収入分が 180億円､ 都区
財政調整制度で特別区 - の 移転分が 140億円配分で きるため ､ 都はもちろん ､ 特別区にお
い ても少なか らず利益があ っ たの である｡ 当時 ､ 固定資産税の超過課税は ､ 東京都の構想
したような不均 一 超過青果税で はなか っ たが､ 住宅用資産に 一 律課税する事例は ､ 全国の 地
方自治体で は既に約 500自治体で定着 して いただけに ､ 知事の 導入意欲は強か っ た｡ しか
しそれ以上に ､ 課税対象の性格から ､ 法人 2税の事例の場合と同様に ､ 大企業の事業用資
産に的を絞 っ て不均 一 に超過課税することを通 して ､ 現行の 地方税財政制度を改革して ､
国との論争を引き起こ すことに知事の 主眼はあ っ た. つ まり ｢財政戦争+ の 一 環であ っ た
の である206｡
しか し､ こ の ような東京都の意 向の 対象にな っ た経済界 はもちろん反対 した｡ また自治
省も税法上の観点か ら反対 した｡ さらに執行部内で は主税局も課税技術上 の 問題として難
色を示 したの で ある｡ すなわち､ 資産自体の把握は現行制度か ら可能で あっ ても ､ その中
から大企業の みに限定 して資産を認定するには時間を多く要するというの がそ の 理由で あ
つ た｡
しか しい っ たん ､ 方策と して提示 した以上､ 知事は ､ 77年度実施が困難に な っ た場合の
政治的影響力 の 大きさを憂慮して ､ 主税局の 実施に伴う懸念を調整 して でも ､ あくまでも
実施 したい と固執 した｡ そ の調整 の結果 ､ 課税段階で対象を峻別する方法 を変更して ､ い
つ たんは 一 律に課税し､ その上で中小零細企業 へ は別途救済策を講 じるとい う方針に切り
替っ た207｡ しか し主税局長は ､ こ の ような場合におい ても､ 既述課税上 の 問題は基本的に
解消されない ため､ 中小零細企業対策は困難で ある と主張 して ､ 知事と主税局との対立は
解消されなか っ たo 全国で行なわれて い た地方自治体の事例は不均 一 超過課税ではなく ､
一 律課税で あ っ た点は ､ 税技術上の難点を克服するもの であり
■
､ 主税局の 主張の妥当性を
示す根拠で もあっ た｡ 社公共の 3党も､ 同年 7月 に は都議選を控 えて い たた め､ 完全な中
小企業対策が不可能とい うこ とで あれ ば､ 条例改正案は仮に提出されて も責任はもてない
と して ､ この 時期で の 提案には難色を示 した｡
77年 1月 24 日､ 77年度予算案の 公表に際 して ､ ｢まず懸念の 固定資産税の 超過課税に
つ いて は ､ 財政戦争遂行の 重要な要素として構想されたもの であり､ 私はそ の 実施に つ い
て - 歩も後退する つ もりは ありません o しか しながら､ 中′+､零細企業に対する問題が重大
でありますの で 五十二 年度予算で は実施を前提 として ､ その 実態を明らか にするた めに調
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査費を計上 しております｡ その調査の 結果を踏まえ､ 中小企業等に対 して い か にすれば最
大の対韓を取り得るか を慎重 に検討 して最も早い 時期に実施にふむ切 る ことは申すまでも
ありませ ん208+ と知事 は述 べ ､ さらに ､ 2月 25日 の第 一 定例会初日の施政方針鋭明では ､
｢前々 か ら､ こ の 超過殊税に対 して公然たる政府の圧力がありますが､ 私 は - 歩も交代す
る つもりはありませ ん｡ この 調査 の結果を踏まえ､ 中小企業に対する十全 の対策を加味し
た上で ､ 実施に踏み切ろうと考えて おります+ と述 べ て ､ わずか に同税 - の決意を提示す
るのみで あっ た209｡
こ の ような政治状況は､ 知事に 77年第 一 定例会 へ の 提案を断念させ ､ わずか に調査費
として 1億4000 万円の 計上を予算化させ るの みで あっ た｡ したが っ て 77年1月 に編成さ
れた78年度予算案は､ 経済の 低成長下における都政に つ い ての 指針､ すなわち都行財政3
カ年計画の初年度にもあたっ て い たため､ 徹底的な経費削減見直しの 下 ､ ｢都民生活を守 る
ために ､ 最低これだけは必要+ とされ る事業につ い ての み財源の 手当が行われたの である
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予算案の審議視程にお い て都議会自民党､ 都議会民社党はさらなる内部努力の 徹底を要
請した｡ 社会党都議会 こそ知事を擁護 したが､ 公明､ 共産両会派も､ 間接的な表現ながら
も内部努力の 推進 ､ 都営交通 の財政健全化を要請 した2 11o こ の ため知事 は 77年 2 月 23
日 ､ 自治省に小川自治相を訪ね､ 起債許可と都営交通 の企業債発行を陳情 した｡ 77年度予
算案及び 76年度補正予算案で は都債などの財源を見込んで い たためで ある212｡
さて ､ 同構想 は 一 旦立 ち消えにな っ たが ､ 再び検討され始めたの は 77年11月 の こ とで
あっ た｡ 78年度か らの 実施を前提 にすれば､ 12 月 9 日から 19 日まで ､ 11日間の会期で
予定されて い た第4定例会で の成立が必要とされたか らである｡ 77年度の予算執行の状況
を点検した主税局は ､ 11月 22 日､ 一 般会計予算の 収支見込をまとめたが ､ そ こで は都税
収入が 当初見込み より 700億円も縮小する こ とが明らか となり､ さらに自治省の 起債不許
可も重なっ て ､ その 赤字幅は 1900億円にも達する状況であ っ た｡ こ の ため ､ 都は､ 不足
した税収 の補てん策と して ､ 都独自で行 い得る財源の調達方法の検討を急がねばならなか
つ たの である｡
しか しながら､ 知事 ･ 財務局の思惑とは異なり ､ 同税導入 の調査結果は導入にと っ て好
ま しい もの ではなか っ た｡ 77年度予算には 同税導入 の ための調査費も計上され､ 実際年初
来その調査も行 なわれた｡ 主税局の 調査 によると ､ 固定資産の利用者には中小零細企業が
多か っ たとい う現実は ､ 資産の 所有者とその利用者との 関係 を複雑にさせ ､ そ の 峻別が付
きにくい構造で あっ たため､不均 一 の超過課税は税技術上困難と結論付けられたの で ある｡
さらに､ 固定資産税は地代に転嫁される率も高く ､ 超過課税に伴う増税は ､ 地代 - の 転嫁
を助長 して地価高騰を招き易い と いう事情も明らか になっ た｡■この ような結果 は皮肉にも ､
大企業に限定 した課税とい う当初の 目的が裏目に出て ､ む しろ､ 救済すべ き中小零細企業
へ の 負担を増大せ しめ る ことにな っ た｡ 折り しも､ 77年下半期には ､ 都内における中′J､企
業の販売額の低迷が続き ､ ｢円高倒産+ も懸念されて い たため､ 課税環境と しては不適切と
なっ た の で ある213｡
知事は ､ 11月 2 2日､ ｢中′ト企業の 固定資産の所有と利用の 関係が複雑に入り組んで い る
実態か ら､ 超過課税は中小企業経営に悪影響を及 ぼし､ 救済措置をと る ことは 困難だ+ と
述べ て ､ 12月 9 日か らの 第四 定例会を前に ､ こ の 構想 を断念した｡ こ の ため都は ､ 行政経
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費の削減と新たな財源対策に奔走 しなければならなくなっ たの で ある0
合理化に見られる統治能力 を喪失 した政治家に向か ない知事
財政再建と して の人件費問題 は ､ その 削減が焦点であ っ た｡ 77年度給与改定で は､ 77
年10月 14 日､ 人事委員会は6.68%引き上げる勧告を知事と議長とに各々 提出 した｡ しか
し知事は ｢勧告を尊重する姿勢に変わりはない o しか し､ 都財政の 状況は大変厳しい o 一
般会計分の財源措置は､ いま の とこ ろきわめて難 しく ､ 公営企業は 一 層厳 しい+ と述べ ､
場合によ っ て は､ 勧告の 実施は 困難に なる ことを示唆した｡
一 方､ 現業職の交通局 に関 して見 ると ､ 交通局長は ､ 10月 ､ 一 般職の期末手当の 支給が
欽定しても､ 経費削減に解決 の端緒が見出せな いままでは交通局職員の期末手当の 支給を
保留にせ ざるを得ない とする異例の 措置を束交に通告して いた｡ 都営交通の運賃値上げに
っ い ては ､ 都民からも ｢内部努力をせずに､ また値上げだけを食い逃げするの で はない か+
との 批判が財務局に多く寄せられて いたか らで ある214｡
都がこの ような措置を取 っ た の も､ 77年1月未の ､ 労使の 合意が成果を挙げて いなか っ
たからで ある｡ 交通局長は 77年 11月 29 日の 記者会見で ､ ｢経営改善計画に協力を約束し
ながら､ そ の ための 勤務時間延長 には応 じられない というの では ､ 何の ための 合意か わか
らない ｡ 都民に合理化を約束 したか らこ そ､ 運賃値上げも認 めてもらっ たの に ､ 十ケ月 も
たっ てそれがまだ実行されない とあ っ ては ､ 都民 - の約束違反に なる+ と述 べ た｡ 交通局
の合理化は労使で合意したが ､ 77年度に入 っ てかち､ 労組の 役員選挙 ､ 都読会選挙､ 参敢
院選挙などの影響で 一 向に進展 して い なか っ たの で あるo これに対 して束交は ､ ｢合意は､
合理化交渉の テ ー ブル に とにかく つ こ う､ というだけ｡ 合理化提案の 中身は ､ 具体的に検
討しなければ､ こなせ るもの か どうか ､ わか らない の で はない か+ と反発した215o そ して
東交は支給を求めて 11月 25日早朝か ら同盟罷業を した｡ さらに 29日､ 12月 3 日にも同
盟罷業の構えを見せ たの で ある ｡
こ の時期､ 都財政は深刻な状況に あっ たo 12月 6 日､ 都は副知事利 こよる ｢都は現在､
景気回復を目指 して事業を積極的に進める必要がある 一 方､ 起債制限団体 へ の 転落を防ぐ
という深刻なジ レン マ に卓たされて い る｡ こ の難局を乗り切 るの は ､ 絶望的な困難さを伴
うが ､ 万難を排 して ､ 経費節減 ､ 起債の 確保 に努め る こと+ とい う依命通達を各行政組織
に発令して い る216o それ は都政の ｢非常事態宣言+ とでもい うべ き異例の通達で あっ たの
である｡
こ の ような状況を懸念 して ､ 知事は年が明けた､ 78年 1月 10 日､ 予てか ら親 しい福田
首相を官邸 に訪ね､ 財政再建団体指定を防ぐために 550億円の 起債許可を要請㌧た ｡ そ し
て次に加藤自治大臣に 同様の趣 旨を依頼 したが ､ 自治大臣は ｢まず財政健全化計画を出 し
てもらい たい+ と難色を示 した217｡ 都が既に自治省に提出して い た550億円の起債許可申
請は受理せず､ 都だけを例外と して扱うわけには い か ない と述 べ たの である｡ 職員給与に
つ い ても ､｢都の職員は国家公務員より給料が 14%高い+､ 局長級 の高額退職金も含めて｢都
が人件費を抑え､ 職員数を削減す るなどして内部努力 を徹底 しなければ､ 起債には応 じら
れない+ と､ 自治省は起債許可 の前提条件と して人件費の 抑制を要請したの で ある218｡ 実
はこ の人件費抑制 へ の都の対応が後に問題に なる｡
知事は ､ 政府からの財政的支援に楽観できない状況を考慮 して ､ 内部的な問題からの財
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政対策に着手 した｡ 高校授業料､ 都立大学授業料､ 都立病院で の分娩料､ などの 各種公共
料金の値上げ方策によ る増収策で あっ た. また知事は､ 職員給与の 定期昇給分120億円の
78年度の計上見送り､ 管理職手当てと給与の 一 部の削減､ 都有地など都有財産 の売却､ 一
定職以下の 幹部職員の公用車で の 送迎廃止 など､ 幅広く ､ 行政全般にわた っ ての 経費節減
要請を全都庁に要請したの で ある2 19｡
こ の ような状況に至 っ て ､ 新財源構想研究会も78年 1月 2 4日には ､ 高額所得者や大企
業に有利な現行地方税制の 改革などを骨子とした､ 第六 次報告書を知事に提出した｡ ただ
し､ それは都の財政運営にと っ て 必ずしも即効性 の ある有効な解決法ではなか っ たため220､
78年度予算案で は､ 知事の構想を踏まえて ､ 職員給与の 定期昇給の見送り､ 管理職手当て
の 一 部削減､ 都立学校授業料などの値上げに着手 した. これらの 点は､ 自治省の 起債許可
の前提条件と して要請された ｢内部努力+ の 一 環に催するもの で あっ た. 自治省の主張を
ある程度取り入れて予算編成が行なわれたの で ある221｡ そ して ､ 知事は 1月 ･26 日には､
さらにその方針 を強化す る ｡ 78年 4月か ら､ ①警視庁､ 東京消防庁､ 公立小中高教員を含
む全職員の 定期昇給を凍結 し､ ②管理職手当て を20%削減し､ ③都立高校の授業料を値上
げして ､ 新たに 175億円を捻出すると表明 したの で ある222｡
こ の ような措置に対 し政党は どのように考えて い たの かo 意外 なこ とに ､ 共産党都議会
は ､ 定期昇給見送り方策は ､ 今後に重大な問題を残す可能性が あるが ､ とに かく人件費の
抑制が達成されようと して い る点は ､ 雇用 一 辺倒の今までの 知事 の姿勢の 転換して い るた
め､ 評価でき ると したの で ある223｡
2月 17日に 開会された 78年第 一 定例会では ､ 知事は専ら財政再建方策の 推進 を述 べ た
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0 3月 10 日の財務主税委員会で知事は ､ 都蔑会自民党議員か らの質疑に答えて ､ 定昇
は｢計上でき る見通 しは立たない の で ､ 一 年間定昇をス トッ プせ ざるを得ない+と述 べ た225o
また3月 25 日の予特委で の総括質疑では ､ 都議会自民党議員の ｢内部努力 を盛り込んだ
第二次財政健全化計画 を作成 しな いか+ との 質問に ､ 知事 は ､ ｢財政危機が悪化すれば､ 第
二次財政健全化計画を作成する+｢財政戦争を進め るための統合機関の設置を設置 を検討す
る+ と表明 して ､ 内部努力 - の 意欲を強調 したの で ある｡ そ して予特委での 採決を控えた
3月 27 日､ 78年度 一 般会計予算案につ ける付帯決議の 内容をめ ぐっ て各党の調整が つ か
ない とい う事態 になっ た｡ 特に新自由クラブは ､ ｢これまで の 財政運営に対する厳しい反省
がみられない ｡ 安易な人員増､ 職員配置 ､ 管理職の増大を続 ける限り､ 財政危機は克服さ
れない ｡ 職員の採用を手控えるな どの 厳しい 措置を講 じなけれ ば､ 財政危機は乗り切れな
い+ と述 べ て ､ 同提案に反対 したの で ある｡ こ の の ち､ 自民党議員､ 令明党議員､ 社会党
議員､ 共産党議員､ 民社党議員が各々 議論するが ､ これら4党は定昇凍結や ､ 内部努力に
対する要請な ど個々 に は要望が提 出されたが ､ 付帯決議 の添付を条件に賛成した｡ こ の 結
果 ､ 新自由クラブの反対に対 して ､ 5 党の賛成多数で 同提案は可決されたの である226o 続
く 29日の 本会議でも･5党の 賛成で可決された｡ 77年度 一 般会計補正予算案が成立 したこ
とで ､ 77年度の給与改定が措置される ことにな っ たが ､ そ の 際の 賛成を条件と した付帯決
識は ､ ①自治大臣に提出された 78 年度の 定昇を 1 年間延 ばすこ とを含む財故健全化の た
めの 緊急措置を確実に履行する こと ､ ②内部努力の徹底することの 二点か ら成っ て い た227｡
とこ ろで ､ こ の 定昇凍結の 背景には ､ 78年度 一 般会計予算案 へ の 78年度分の 定期昇給
額126億円の 予算計上をめぐっ て知事と財政当局との 衝突が存在した｡ すなわち､ 財政担
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当副知事と財務局長は､ ｢定昇分を計上 したら､ 予算が組めなく なる｡ 赤字解消にならない+
と述べ ､ 財政不均衡解消 の ためには 一 般職の定昇分126億円をこの予算案には計上できな
い ことを知事に提案した｡ これに知事は ､ ｢私を支えてくれる職員の 定昇をス トップするの
は､ 忍びない+ と難色 を示 して対立 した228｡ 知事は ､ 定昇を凍結すれば､ 77年度分の勤勉
手当は支給できる との期待 から､ 1月 27 日､ 定昇凍結を決定 したの で ある｡ そ して自治省
は､ 3月 29 日､ 550億円の財政健全化起債を許可 した｡
都は､ 財政再建団体指定を回避するため､ 起債許可を申請したが ､ そ の際､ 定昇凍結と
合理化を条件として受け入れたの で ある｡ む しろ､ 都は ､ 現実的対応を行なっ て ､ 財政再
建を目指したの で ある ｡
ところが､ こ とはそう簡単で はなか っ た｡ 都は ､ 先に都労連か ら出されて い た勤勉手当
｢o.5 ケ月 ＋1 万円+ の 要求に対 して ､ 4月 5日 ､ 0.5 ケ月 の 年度末手当と ｢0.05ケ月 ＋ 1
万円+ の 勤勉手当とを､ 4 月 15 日以降事務手続きが整 い次第､ 支給す ると回答 した229.
ただし､その 際 ､｢財政の 健全化 をはか るため には ､ こうした慣行を断ち切 るこ とが必要で ､
今後 一 切 ､ プラス ア ル フ ァ を出さない という､ 解決金の 意味で支給 した+と都は説明 した230o
とこ ろが､ これ
.
は単な る労使交渉の 問題 には留まらなか っ た｡
都議会自民党は 4月 7 日役員会を開い て ､ こ の財源が 78年度予算に計上されて い る人
件費を先行執行するも の で あっ た ことを問題 に して ､｢内部努力 をすると約束した舌の根も
乾かぬうちに こ んなこ とをするの は ､ 付帯決議を無視したもの ｡ 議会軽視にもつ ながる+
と述べ ､ その 支給に反対の 意向を表明 したの で ある｡ こ の点が報道され ると ､ 7 日には都
民の ｢こ の 不況時､ 倒産の 危機にさらされて い る中小零細企業が多い の に ､ 都庁はぬるま
湯だ｡ もう税金を払わない+ とい う批判が電話で都庁に殺到 した ｡
知事はこの 事態に対 して ､ 自分の 知らない ところで都庁幹部が組合に支給を約束したと
弁明 したが ､ これに は都議会新自由クラブが反発 した｡ 知事の 了解なしに ､ 担当副知事と
都労連との約束で ､ 勤勉手当の 支出に合意がなされた点を釈明するよう､ 都議会新自由ク
ラブは､ 翌 8 日､ 都に申し入れ をしたの で ある｡ また同日都議会自民党も､ 役員会を開い
て対応を協議 し､ 知事 の不信任案の 上程も視野に入れて ､ 臨時都議会の開会要求を欽定す
るという状態で あっ た o 勤勉手当問題が 一 気 に政治問題化 した の である23 1o
都職員は ､ 国家公務員と同様に ､ 夏季 ､ 冬季の他に ､ 年度末に ､ ｢年度末手当+ という特
別給が支給されて いた｡ 通常､ これは本俸の 0.5 ケ月分に当たるが､ 勤勉手当は この年度
末手当に加 えて別途支給 される性格の もの で ､ こ こで はそれが ｢0.05 ケ月 ＋1万円+ に相
当して いた ｡ そ の額はひ とり平均 20700円となり ､ 職員全体では 15億1千万円にもなっ
た｡ 因みに年度末手当と合計すればひとり平均 12万 7 400 にもなっ たの で ある232｡
都議会自民党の 臨時議会開会要求に は ､ 都議会新自由ク ラブも同調 したため ､ 知事はそ
の対応に追われる ことに なる｡ 臨時会の招集が知事 にと っ て弱点で あっ たの は ､ 知事派の
議会内勢力が､ 77年都.議会議員選挙から少数化 して いたためで ある占
知事は 4月 10 日､ 宮部都労連委員長と合い ､ ｢臨時議会が終わるまで支給を見合われる
措置をと っ たが､ 都政の 置かれたてい る状況を理解 して協力 して ほ しい+ と述 べ て ､ 勤勉
手当て支給の停止 を示唆 し､ 翌 11 日に は､ 明確に知事は宮部委員長に手当支給の 中止 を
伝えた｡ この ような事態は政府か らも批判的に見られて い たようである｡ 自治省は ､ ｢極め
て不適切な財政措置と考える+ と､ 同日の衆院地方行政委員会で の民社党議員の質問に答
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えている｡ 都労連委員長 は ､ ｢勤勉手当は官民較差を埋めるために主張してきたもの で ､ 組
合としては正当な要求だ｡ 支給の 中止 につ い て は ､ 都労連の 基本的な態度か ら了解とは い
いがたい が､ 現在の都政をめぐる状況か ら理解する+ と述 べ ､ 事実上都の支給停止 の 要請
を受け入れた｡
4月 13 日､ 知事は ､ 総務都民生活委員会に自ら出席を求めて ､ ｢勤勉手当問題 で都民を
はじめ各方面か ら批判を受け､ 都議会に ご迷惑をか け深くお詫びする+ と陳謝 した238o 臨
時会の招集を歳長 に提 出 しようと してた都読会自民党と都議会新自由クラブも､｢過ちを認
め､ まい たタネを自らの手で刈り取 っ たの だか ら､ これ以上 ､ 深追 い は しない+ と述 べ て ､
知事不信任案上程 を目的とした臨時会の召集を取り下げた｡ 都議会公明党が ､ ｢い っ たん開
会して しまえば､ 各党ともタテ マ エ 論で押さざるを得ず､ 打開の道は遠のく+ と して 臨時
会招集回避を各党に働きかけた結果でもあっ た284｡
これで落着したかに見 えた､ 同問題 は､ これだけで は収まらず､ 意外な展開を見せ るこ
とになっ た｡
知事は 5月 2 日､ 7 7年度予算に計上されて いた ､ ｢抜てき昇給235+ と ｢等級格付け286+
による特別手当の 支給 を 一 時凍結し､ 9 月 の第三定例会に ､ こ の改正案を改めて提案す る
とし､ 同日都労連 に伝えたの である｡ 都民の人件費に対する ｢ヤ ミ+ 支給問題は大きな批
判を受けたためで あるo ｢都財政 は極度の危機が続き ､ か つ て ない事態に直面 してい るc 都
財政の運営に対 して ､ 都民の 関心 と批判が厳 しい+ とその理由を知事は述 べ た237｡ しか し
宮部都労連委員長は ､ ｢定昇 ス トッ プ､ 勤勉手当支給撤回で ､ 組合は革新都政継続発展の た
めに､ 苦渋の 選択 を行 っ た. とこ ろが､ 昇給経費は予算化されて い るにも拘ゎらず､ 予算
を執行 しないで ､ 改めて補正予算を組むと言うこ とは理不尽で ､ 承服 し難い ｡ 理由の如何
を問わず支給す べ きで ､ 美濃部知事を厳 しく糾弾す る+ と反対 した288｡
知事ら都幹部と都労連幹部らとの 交渉は 4 日午後か ら行われたo 知事は ､ 都民 ･ 世論q)
影響を考慮せざる を得 なか っ たの で ある｡ 勤勉手当支給の 際も､ 一 度はそ の支給を決定 し
ながら､ 都民の反対や都議会自民党の反発 を懸念して 提案を撤回せ ざるを得なか っ た こ と
を経験に､ 知事は ､ ｢い ま支給すれば､ 再び都民の 間に素朴な反感が広が り ､ これまで築き
上げた革新都政の 意識 自体が無に帰す る恐れがある+ と して ､ 都労連の反発の 予想され る
なか ､ 敢えて支給見送りを決断 したというの で ある289. ただ し､ 技術的に は ､ 5月末の 77
年度の 出納閉鎖を控えて ､ 78年度予算か ら 200億円 の ｢繰り上げ充用+ をしなければな
らなくなり ､ 特別手当の 支給 を 77 年度予算で処理するこ とが困難になっ たため ､ 第三定
例会に提出する 78年度補正予算案に計上 して ､ 都民 の理解を得た上で支給 したいと説明
した｡ しか し宮部委員長 は､ これ らの 特別給は ､ 事務的に決定 したもの で あっ て ､ 政治問
題ではない と主張 し､ 特 に ｢等級格付け+ 手当は総務局との合意で支給細目に つ い て も協
定されて い る点も明らか に して ､ 知事に翻意を促 したの である240｡ こ の 日の交渉には事前
に労組員の動員が かか っ て い たため､ 丸 の 内庁舎 2 階に ある庁議室では ､ ｢労働者を犠牲
に して ､ なにが革新知事か ､ やめて しまえ+ ｢裏切り者｡ 反動｡ あなたは非民主主義者か+
などど激 しい ヤ ジと罵声が飛 び交い ､ 室外にまで届 い たとい う24l. 引き続き協議する こ と
で同日の 交渉は終わ っ た｡
こ の ような異常事態 に憂慮 した社会党の 飛鳥田委員長は ､ 知事と都労連委員長の 共通 の
友人とい う立場で ､ 両者間の調停に乗り出すこ とに な っ たo 飛鳥田は5月 6 日､ 都庁 に両
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者を個別に訪ね､ ｢現在 のような政治状況下で ､ 双方がいが みあ っ て もしようがない ｡ 穏や
か に解決する ことを望む+ と仲裁 した242｡ 知事は 同感であると応 じたが ､ 宮部委員長は応
じなか っ たとされ る｡
知事 ･ 執行部は協議の 末､ 5月 8 日､ 支給延期を改め､ 早期支給に傾斜 した｡ そ して 9
日､ 再度交渉が行なわれた｡ 同日は ､ 都労連傘下の東水労労組員 40､ 50人が総務局長室
に入 っ たり､ 磯村副知事童､ 知事秘書室にも乱入する騒ぎもあ っ た｡ その ため都幹部も打
ち合わせ場所を庁舎外に求め､ 混乱 したが ､ 午後 4 時､ 第三庁舎の特別会議室にお いて ､
交渉は行なれ ､ 知事は ｢実施機関の申し入れは撤回 します+ とメ モ を読み､ 頭を下げ陳謝
した｡ これに対 し､ ｢曲折はあ っ たが ､ 知事の こ とばを素直に受け取り､ 今後は労使の 正常
化につ とめて い きたい ｡ これで団交をおわります+ と宮部委員長は席を立ち､ 交渉は3､ 4
分で終わっ た｡ 交渉の 終結とともに ､ 都労連は 労組員の座り込み指令を解除した｡
都議会新自由クラブは ､ 同日夜記者会見を して ､ ｢政治家は 一 度約束したことは実行すべ
きである｡ ただ し､ 抜てき昇給の 支給そ のもの に は賛成だ｡ 委員会の席上で､ 知事に説明
を求めて いく が ､ 臨時議会は要求 しない+ と述 べ ､ ことは終わ っ た248. 特別手当支給延期
は撤回され ､ 総額15億 100 万円の 手当が早期に支出されることにたり ､ 宮部都労連委員
長もこれに同意 した｡
77年 10月 の人事委員会の 給与改定の勧告に対する知事の勧告実施は困難との発言､ 7 8
年 1月 の 定昇 1年停止発言､ 4月 の勤勉手当支給の 停止 ､ そ して今回の特別手当支給問題
とい うように ､ 都の人件費に対する施政は変化 した｡ 美濃部都政は､ 手 当支給とい う事務
的問題が労使間題 に発展する過程で ､ 反知事派 に よ っ て動揺させ られたが ､ 知事の 当事者
能力を喪失した の である ｡
遅きに失 した都政の現実
78年度の 給与改定で は ､ 勧告の 内容に都の 判断が加 わり､ そ の勧告実施は都労連 には厳
しいもの とな っ たolO月 19日人事委員会は ､ 一 般職の 給与を78年4月た遡及 して 3.74%
引き上 げる勧告を知事 と議長 に振出 したが ､ それと同時に この勧告には ､ 勤務成績に拘わ
らず全職員の 給与水準 を 一 律に平均的に改定す る ことが盛り込 まれて い た244. しか し都は ､
定期昇給を凍結し､ 職務に対する習熟や遂行能力 の 増進 ･ 生活費､ さらには勤務成績によ
つ て勧告を実施する こ とを明らかに した245o 都は財政再建団体指定回避の ため ､ 78年美濃
部知事が ､ 福 田首相に 550億円の起債を陳情 した際､ 起債許可を受けるにあた っ て自治省
との 間に 78年度の定期昇給凍結を約 した経緯があ っ た｡ そうした経緯の なかで定期昇給
の凍結を解除する こ とは ､ 知事が国に対 して約束 を反故にする ことを意味 したため ､ 勧告
の 趣旨には沿えなか っ た｡
人事委員会は ｢定昇は ､ 職務に対す る習熟と能力に応 じて支給されるもの なの で ､ 給与
改走分に 一 律に含めれ ば､ 職員給与に不均衡が生 まれる｡ また ､ 定昇は義務的経費と して
他の 人件費に優先 して 措置 されてきた+ ことか ら ｢定昇は今年度中に実施され る+ べ きと
主張して凍結解除を都に要請 した｡通常給与改定は 定期昇給後の給与表を前提とするため､
給与改定の勧告は通常定期昇給を含んだもの で あ っ たo 都労連は ､ ｢勧告は低額で納得でき
ない ｡ 都はまず定昇を実施すべ きだ+ と述べ ､ 定昇凍結解除を要求 した｡ これ に対 して 田
坂副知事は ､ 78年 10月 19 日の 交渉にお い て ､ ｢勧告は尊重するが､ 都財政の 状況か ら厳
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しい 情勢だ+ と述 べ ､ 凍結解除が容易で ない こ とを印象付けた｡ 起債許可の権限を自治省
が持っ て い る以上 ､ 同省との約束を反故にする こ とは叶わぬもの であっ た｡
しか しながら､ こうした勝者状況を打開するため都は ､ 79 年度に内部努力と して 2600
人規模の職員数削減を実施する ことを前提 に､ 定期昇給凍結解除の条件を都労連に提示 し
た｡ つ まり定昇凍結解除と職員数削減を通 じた人件費抑制とを取引したわけである ｡ただ､
77年度は ､ 550億円の 起債許可の ために定昇を凍結 し､ 78年度は定昇凍結の 上 ､ さらに
自治省 へ の財政健全化計画書の提出､ 都立高校などの 授業料値上げを､ そ して 79 度は ､
職員数削減の具体化が焦点となっ て いたため､ 内部努力の 規模は事態の推移とともに強化
され ､ 都労連にとっ て は厳 しい 内容となっ て い た っ た｡ しか し､ 都労連はこうした合理化
案を飲ま ざるを得ない 状況 に追い 込まれて い たの で ある｡
5月 17 日の 政策会商で ､ 78年第 一 定例会で可決された労働 ､ 経済両局の 統合を中心と
する第二 次行政組織改革が具体的にまとまり､ 6月 1 日か ら実施することが決定 したこと
によ っ て ､ .1局 4部 11課が削減され､ 管理職数も 11席が削減された246｡ 5月 18日明 ら
かになっ た77年度決算では ､ 一 般会計の歳入決算額が 2兆5783億円に対 して ､ 歳出は 2
兆 5934億円とな っ て ､ 形式収支で 151億円の 赤字が計上された｡ しか し 78年度に繰り
越す財源が 65億円で しか なか っ たため総額 216億円もの 赤字が出ることにな っ た｡ 都の
財政再建団体指定は現実性 を帯びたので ある｡ この た妙知事は 10月 20 日の 定例記者会見
で､ ｢破局的な都財政の危機を立 て直すため､ 職員の定数削減､ 手数料値上げ､ 外郭団体 -
の補助金整 理 ､ ム ダな経費の 節減などを検討 し､ 徹底 した内部努力を進める+ と述 べ ､ ｢職
員定数の 削減､ 手数料引ア ッ プ､ 都有財産 の売却､ 経費の 節減､ 補助傘カ ッ トなどの外郭
団体の見直しなど+ を行 うと述 べ た247｡
都は知事部局 の みばか りで はなく ､ 11月 8 日以降､ 教育委員会､ 警視庁､ 東京消防庁 に
も経費削減を要請した｡ 知事は蝋山正道教育委農長 ら5人の 教育委員との定例懇散会の席
上で ､ ｢東京都が起債制限団体に転落す るこ とを防ぐため､ 教育委員会にも協力をお願 い し
たい+ と ､ 教育の分野で も内部努力を求めたo 教育委鼻長は ｢都の財政状況は十分認識 し
ており､ 教育水準の 低下をきたさない範囲で協力する+ と答えた248. さらに､ 11月 21 日
には東京消防庁 の 味岡消防総監にも消防職員削減を求め ､ 11月 2 2日には警視庁に国島警
視総監を訪ね ､ 警察官数の 削減に つ い て協力 を要請 した｡ 知事が警視総監に警察数削減の
協力要請をしたの は始めて で あっ た249｡
78年 12月 5 日 ､ 第四定例会が始まると､ 知事 は所信表明説明で 77年度に 自治省に提
出した ｢財故健全化計画 を着実に実行 し､ 内部努力の 推進が不可欠だ｡ 人員の大幅削減な
ど思い切 っ た対応 が必要だが ､ 職員の 理解と都議会の 支援を願 う+ と述 べ て ､ 引き続き財
政再建 - 取り組み ことを表明 し､ 協力を要請 した250o 都塵会自民党議員の ｢定数を削減し
て退職手当債 を獲得 しても ､ 一 時 しの ぎの財源対策過 ぎずに､ 基本的な危機切り抜けにな
らない ｡ 警視庁と消防庁 は これまで内部努力 を行 っ て い るの で ､ 定数削減で知事部局と同
じに扱う べき でない+ と質した｡ これに ､ ｢財政健全化計画を着実に実行 し､ 起債制限団体
へ の転落を回避する ｡ そ の た めには ､ 定数削減などの 内部努力を徹底し､ さらに新たな財
政健全化計画 を作成するな どして総合的な財源対策を立 てる｡ 警視庁 ､ 消防庁 の 定数削減
は ､ 身を切られ る思 い だが ､ 破局食い とめの ためお願 い して い る｡ ただし､ 削減は 一 律に
やるの で はなく ､ 職場の 実態に応 じてや る+ と知事は述 べ ､ 財政健全化の 方向を明らかに
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した｡ 共産党都議会議員は ｢児童増に伴う教職員の当然増員を確保 し､ 教育に直接影響す
る教職員の削減は絶対行うべ きではない+ と述 べ たの に対 し､ 児玉教育長は イ教職員の削
減は教育の質的低下をもたらさない ように配慮し､ 財政危機の乗り切りの ためには協力 し
ていく+ と ､ 削減は回避できない との意向を明らか に した25 1｡
12月 11 日の財務主税委員会では 78 年度の財政見通 しが示された｡ そ こで は税収減を
補てんするために減収補て ん債を820儀礼 事業執行の凍結で 100億円 ､ 起債の 追加措置
で 100億円が計上できたこと ､ 合計 1020億円の財渡の見通 しがつ い たこ とが明らかに さ
れた｡ 財政再建団体指定回避 の ために必要な財源は1600億円で あっ たため､ 1020億円を
控除した財源不足額の 580億円が当面の必 要額とな っ た｡ 財務局は職員定数削減とそれ に
伴う退職手当て債の発行許可で凌ごうと した｡ 具体的には ､ 知事部局職員 ､ 都立学校教職
員､ 警視庁警察 ･ 職員､ 東京消防庁職員で 2669人を削減する方針が決定された252｡ こ の
ような職員定数の 大幅な削減に踏み切 る ことを決定 したの は都政史上初めての こ とで あっ
た｡
年が明けて ､ 79年度の 予算編成の 知事査定に入 っ た｡ 79年度も､ 都税収入 の伸びが見
込 めなか っ たため厳しい予算内容とな っ た｡ こ の ため当面 ､ 公共料金の値上げで増収を図
り､ 都の 単独事業を凍結するという方法をと っ た｡ 料金値上げでは高校授業料や都立施設
の利用料の値上げなどが 20億円も含まれた｡ また歳出抑制と しては､ 福祉関係費が主な
削減対象となっ た｡ 都営交通機関に無料で乗車可能な ｢敬老乗車証+､ 敬老の 日に支給され
る ｢敬老 丁 時金+ など美濃部革新都故の象徴的福祉政策とされ た福祉関係費 - の所得制限
.や支給年齢の引き上げなど､ 都独自に全国の地方自治体に先行 して実施 した単独事業費が
抑制された258｡ こ の ようにして編成された 79 年度 - 般会計当初予算尭は福祉予算の 削減
と公共料金値上 げで財政収支を図る均衡予算で あ っ た｡
知事は､ 1月 10 日､ 福田首相､ 飛鳥田社会党委員長 ､ 竹入公 明党委員長らを訪問し､ 首
相には赤字財政で財政再建団体指定回避の ための 580億円の起債許可を､ 両委員長に は財
政危機克服 のT=めの協力 を要請した.
そ して ,美濃部都政最後の 79年第 一 定例会が 開会されたo 都議会自民党と都議会新自由ク
ラブは定昇復活 には反対で あ っ たが ､ 3月 1 日 の審議で は ､ 都議会自民党が定期昇給復活
承認の条件と して高額とされた退職金削減を提案 した｡ 都議会公明党は ､ 定昇復括 には賛
成で あっ たが､4月 の知事選で の自公 民体制を優先して ､都議会自民党の 提案に賛成 した｡
こ の結果､ 高額退職金見直 し方策が定期昇給復活の 条件となっ た の である｡ 社会 ･ 共産両
会派は｢職員に支給されて い る諸手当の 見直しを新たな内部努力に加えたの は厳 しすぎる+
と不満を表明 し､ 都労連も ｢起債制限団体転落､ という最悪事態を回避するために五項目
内部努力を合意したの に ､ 退職金と諸手当の 見直しはダブル パ ンチだ+ と批判 したが､ 自
公民の多数の 前には限界があ っ た｡ 最重要の問題が解決 したため ､ 総額4兆237億円にも
及ぶ79年度･ 一 般会計当初予算案は ､ 予算特別委員会り審議を経て ､ 79年 3月 7 日の 本会
議におい て全会 一 致で成立 した. こう した都の 措置に対 し､自滞省は 79年3月 30日､12 16
億円の起債許可を与えたo この ため都は同日 一 般職職員 - 期末手当 ､ 78年度分定期昇給､
78年度給与改定分の 差額が支給可能となっ た｡
79年3月 15､ 16 日に実施 した世論調査によ ると､ 財政再建に つ い ては48%の 人が ｢都
自身が もっ と節約する+ 必要があることを指摘して いる｡ さらに調査で は知事の資質と し
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て 一 番必要な条件を聞い て い るが ､ 回答は ｢決断力+ を重視 して いた｡ 知事の 主導性 の あ
り方が重要であ っ たことがイ司える254｡ こ の ような点は､ 鈴木都政で はどうであ っ たが､ そ
れが次に検討される｡
108
注釈 第3華 美渡部都政と財政危機
1 美濃部亮吉 『都知事 12年』 朝日新聞社､ 1979年 ､ 43･4貢｡
2 猪口孝 ･ 大沢真幸他編 『改治学事典』 弘文堂､ 2000年､ 835貢｡
3 東京都 『平成6年度決算の 状況』 東京都､ 1995年 ､ 38貢｡
4 東京都職員研修所編 『職員ハ ン ドブ ッ ク 2001』 東京都政策報道室､ 2001年 ､ 107頁｡
5 1960年 - 9 683802人が1970年には 11408 071人に 117.8万人増加 した｡ 東京都財務局
『東京都財政統計資料』東京都､ 1989年 ､ 78- 9頁｡
6 『朝日新聞』 1971年10月 1 日朝刊｡
7 美濃部都政の 67年に､ 財政再建 の ため に自治省の 指定を受け入れた｡ 68年 … 72年まで
の 5カ年で再建される予定になっ て いた｡ 各年度にお いて ､ 財政再建計画を作成して自治
省に提出する こ とが義務付 けられて い た｡
8 自治省監 『70年度地方公営企業決算概要』 自治省､ 1971年｡
9 札幌､ 東京 ､ 横浜 ､ 名古屋 ､
10 『朝日新聞』 1971年10月
ll 『朝 日新聞』1971年 10月
12 同上｡
13当時､ 東京 ､ 横浜､ 名古屋 ､
大阪､ 神戸の都市
11 日朝刊｡
11 日朝刊｡
大阪､ 京都､ 神戸の 6大都市は ､ 公営交通の 運賃値上げに
つ い ては協調 して 同 一 歩調 をと っ て い た｡ ただ しそう した協調 は東京都の 姿勢に合わせる
ことが多く ､ 単独で の行動 は稀で あ っ た｡ この ため赤字の 企業会計をそれぞれ所有して い
た各自治体は ､
であ っ たた め ､
14 『朝日新聞』
15 『朝 日新聞』
16 『朝日新聞』
17 『朝日新聞』
値上げ策を採 るこ とを最終的な目標と しながらも､
値上げに踏み切れない とい う状況に あっ た｡
1972年1月 25 日朝刊｡
197 2年 2月 5 日朝刊 ｡
1972年 3月 28 日朝刊｡
1972年 8月 30 日朝刊｡
東京都が値上げに反対
18美濃部､ 前傾書､ 77 貢｡ 公明党は､ 言論出版妨害問題 を契機と して政教分離を宣言 し
たが､ 直後 の 72年の 総選挙で は大幅に議席を減ら した｡ それ以降同党は革新色を強化 し
ていた｡
19 『朝日新聞』1974年 3月 6 日朝刊 ｡
20 民間大手 1 4社は72年5月 か ら7月 まで に 14社平均で普通運賃2 6.9%値上げをする申
請を運輸省に申請して い た｡ 同省は 73年 10月 に運輸審議会に諮問 して ､ 同年 12月 に は
答申が で る予定で あっ たが ､ 石油危機に伴う政府の 物価抑制方針が 打ち出されて見送られ
た経緯がある｡
21 『朝日新聞』 19 74年 7月 13日朝刊｡
22必ず しも市場の論理 に支配されず ､ 政策的判断に よ っ て､ 特定の層 - の料金 が割り引か
れてい る｡ たとえば､ 浴場関係者や福祉施設 へ の料金緩和措置などが該当する｡
28美濃部､ 前傾書､
24 この運賃値上 げ案と同時に ､ 75年度まで には都電 をワ ン マ ン化する こ とで都電職員
1006人が余剰となり､ そ の 人件費と して 25億円が削減され る条令案も提出されて い た ｡
25 『朝日新聞』 1974年 8月 4 日朝刊 .
26 『朝日新聞』1974年8月 6 日朝刊｡
27 『朝日新聞』 1974年8月 6 日朝刊｡
28 『朝日進軍』1974年 1 2月 6 日夕刊｡
29 『朝日新聞』1974年 8月 7 日朝刊 ｡
30 『朝日新聞』1974年 8月 9 日朝刊 ｡
81 『朝日新聞』1974年 8月 11 日朝刊｡
32 ｢地方財政の硬直化を是正するため にとる べ き方策を中心と した地方行財政制度の あり
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方に関する答申+ の ことを指す｡
33 西尾勝 ･ 村松岐夫編 『講座 行政学 制度と構造2』 有斐閣､ 1994年､ 310- 1頁｡
34 『朝日新聞』 1976年 1月 13 日朝刊｡ 他に都の財政統計資料に よる｡
85 『朝日新聞』1976年 1月 1 日朝刊 o
86美濃部知事は社共両党の 支持 を前提に ､ 75年 4月 の 知事選挙 - の 出馬意欲を表明 して
い たが､ こ の 時点で 共産党はまだ美濃部3選支持を明確に して い なか っ たため､ 美濃部が
3選でき るか否 かに つ いて は流動的で あっ た｡ 知事の 明白な交替 ､ あるい は交替もあり得
るとい うような流動的の 場合､ 当該知事 ･ 執行部は後継知事を考慮して予算編成において
は､ 経常的経費を中心と して ､ 政策経費を編成 しない 骨格予算にする場合が通常である｡
37 その 背景と して の 昭和 50年当時の都財政の置かれた財政状況は､ イ ン フ レ ー シ ョ ン に
伴う経常経費の高騰と ､ 政府 の 昭和 49年度における総需要抑制政策の実施 に起因した経
済不況による地方税収の 伸び の 鈍化とい う経済環境にあっ た｡
38老人医療費補助､ 保母配置 ､ 障害児保育などの事業は 74年度実績以上の積み増しを行 っ
た｡
8975年度当初予算で は ､ 人件費の伸び率が74年度当初予算の 31.6% を上回り39.3%で
あっ た｡
40 『朝日新聞』1975年 1月 14 日朝刊｡
41骨格予算案 法律上や制度上定義付けられて い る訳で はない が ､ 一 般的には当初予寡
編成にあた っ て政策的経費を極力抑制 し､ 契約等に基づく ､ 義務的経費や経常的経費を主
に編成する予算と定義され る｡
4昭 和49年 の地方自治法の改正 に伴う都か ら区 - の事務事業の移転に関連 して ､ 都区財政
調整制度はそれまで の 算定方式が改められつ つ も ､ そ の調整率は 2月 3日引き上げられ､
都区協議会でも区長会か ら予算的措置を要請された知事は ､ 都財政の税源不足という状況
にも拘わらず､ 都区間関係で はむ しろ財政支出は拡大する方向で処理 された ｡
43 『週間とち ょう』1975年 1月 29日｡
44 『朝日新聞』 19 74年 8月 2 7日夕刊｡
46 『朝日新聞』 1975年1月 25 日朝刊｡
46 『週間とち ょう』1975年2月 19 日｡
47 昭和 48年度の 勤勉手当は ､ 6月 に 0.37ケ月 ､ 12月 に 0.276ケ月 の 合計 0.646 ケ月で妥
結されており ､ 差額計算 した差額金額は ひとり平均1500 0円で あっ た ｡
48 『朝日新聞』1975年 2月 11日 ､ 朝刊｡
49 『朝日新聞』1975年 2月 11日朝刊｡
50 こ の 補正予算案で の 起債を許可 した場合､ 都の 昭和 49年度の 累積起債残高は､ 地方財
政特例措置法 の財政再建団体指定の範囲にまで落ち込 む恐れが あっ たため ､ 自治省は許可
をしない 方針を明らか に して いた｡
51 『朝日新聞』1975年 2月 14 日､ 夕刊｡
62 『朝日新聞』 1975年 2月 15 日朝刊｡ 同2月 20 日夕刊｡
58 『朝日新聞』 1975年 2月 14日朝刊.
64 『朝日新聞』1975年 2月 20 日､ 夕刊.
55 美濃部知事は 2月 16日 に三選不出馬を､ そ して 3月 10 日再 出場を表明 した｡
66 『朝日新聞』 1975年3月 4 日､ 朝刊｡
57都庁全体と して ､ 財政的危機に ある点 は理解できて い たが ､ 個別に見れば､ 利益団体で
ある職員組合の要望 を入れ る形で 高齢者の退職優遇措置 を行 っ たり､ 区の 要望 どおりの都
区間の制度改定を行うな ど､行政組織の財政危機 - の 取り組み はその意識が希薄で あっ た｡
こう した決定は ､ 執行部とは 直接関わりの ない庁外 の知事の ブ レ ー ン集団の意向に沿う方
策ともされて いた｡
58 『週間とち ょう』1975年3月 7 日｡
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69 『週間とちょう』1975 年3月 28日 o
60 『朝日新聞』1975年 4月 1 日朝刊 o
61各誌は知事選挙の 報道 一 色で ､ 都の 行政に つ い ては報道されて い なか っ た点が見受けら
れた｡
62 『週間とちょう』197 5年4月 10 日.
63 美濃部､ 前掲書､ 2 57頁 ｡
64村松岐夫編 『東京 の政治』 都市出版､ 1995年､ 445貫｡
65 『読売新聞』1975 年 4月 24 日､ 朝刊
66 『朝日新聞』1975年 6月 7 日朝刊 ｡
67 運輸省は ､ 公営バ ス は ､ 人件費や燃料､ 修理費な どを合理化すれば､ 利用者が多い の で
収支の 改善は ､ ある程度でき ると見て い た｡ 特に公営企業体に は ､ 高齢職員が多く ､ 経営
収支と無関係に べ アが行なわれて いたため ､ 赤字の 大きな要因になっ て いると して ､ 大幅
な値上げは食い 止 め る方針を強化するこ とに したことが述 べ られて い る｡『朝日新聞』1975
年6月 7 日朝刊 ｡
68 『朝日新聞』1974 年 9月 14 日朝刊｡
69 『朝日新聞』 1974年 9月 14 日朝刊 ｡
70 『朝日新聞』1975年 2月 20日朝刊 ｡
71 『朝日新聞』1975年 5月 19 日朝刊｡
72 『朝日新聞』 1975年6月 7日 ､ 朝刊｡ こ こ で朝日新聞は ､ 知事の ｢理念+ が財政危機
の 前に屈 した初の例と評されて い る ｡
73 『朝日新聞』1975年 7月 4日朝刊｡
74修正案 : ①口径 25 ミリ以下 ( 一 般家庭､ 中小企業に適用) の 重量料金は 2 1- 30トン
ー ト ン当たり 75円 (原案 90円)0 51 から - 100t ､ トン当たり90円 (原案120円) ②
口径 30､ 40 ミリでは ､ - 100トン 90年 (原案51トン以上 は 12 0円)｡ こ の ように ラ
ンクを細分化 して料金 の刻 みを増やすという方法で弱者救済を図る内容に したの である｡
75 『朝日新聞』1975年7月 11日朝刊｡
76 上水道で は原案の 2.68倍が修正で は2.59倍に ､ 下水道で は 3.82倍か ら3.79倍 - 修正
された｡ 工業用水道は 3.11倍で原案どおりあっ た｡ 75年 10月 1 日から､ 道府県民税法人
分の超過課税で 23区内で は現行の標準税率の 17.3%か ら制限税率上限の 20.7%に ､ 23区
以外で は現行 5.20/oが 6.2%まで引き上げられた｡
77 『朝日新聞』1975年6月 2 日朝刊｡
78 『朝日新聞』 1975年 6月 5日朝刊｡
79 『朝日新聞』1975年 6月 27 日朝刊｡
80 『週間とちょう』1 975年 7月 3 日｡ 昭和50年第二 回定例会で の知事発言より ｡
81 美濃部､ 前掲書､ 127頁｡
82 『朝日新聞』
88 『朝日新聞』
84 『朝日新聞』
85 『朝日新聞』
1975年 7月
1975年7月
1975年 8月
1975年 7月
10 日朝刊｡
4 日朝刊｡
9 日朝刊｡
11日､ 朝刊 ｡
86 『週間とちょう』1975年 7月 30 日｡
87 当該研究会は 1972年に発足 した｡ 都合これまで 4回 の報告を知事に提出し､ 法人事業
税 ､ 法人住民税 - の超過課税実施､ 所得に応 じて税負担率 の漸減する個人所得課税の 制度
の改革､ 法人 に多くの 減免税を認めて い る租税特別措置制の廃止 を提言 して い た.
88 『週間と ちょう』1975年6月 19日｡
89当該チ ー ム は上述研 究会の 構想 を受けて ､ 実施に移すための機関であり ､ 局長､ 部課長
級職員か ら構成されて い た｡
111
90都民生活 にとっ て最′J､限必要な行政水準の達成をめざして 68年につ くられ､ 6回改定
されて い た｡ しか し都財政の 歳入状況の 悪化で 計画を実施には解離が生 じ､ 直近の 7r4年
度版も財政難か ら極度に圧縮され 6月補正予算案で は ､ 実現不可能と見られてい た｡
91 『週間とち ょう』1975年 8月 6 日｡
92 『週間とち ょう』1975年 10月 16日 ｡ ｢都財政 の現状を考える+ 財務局主計部財政課の
主張による｡
93 『朝日新聞』1975年 9月 7 日朝刊｡
94 『週間とち ょう』1975年 9月 10 日｡ 『朝日新聞』 1975年9月 9日朝刊 ｡
95 『朝日新聞』
96 『朝日新聞』
97 『週間とち ょ
98 『週間とち ょ
1975年 10月 4 日朝刊｡
1975年 10月 10 日朝刊 ｡
う』 1975年 10月 30 日｡
う』 1975年 11月 26日｡
99 『朝日新聞』1975年 11月 2 2日朝刊｡
100こ の 点は ､ 美濃部都政の都庁内職員の 立場での ブ レ ー ン と自称 した､ 日比野登の 『財
政戦争の』 によ っ ても指摘されて い るところで ある｡ す なわち ､ 日比野によれば､ 予想 し
たより政府との対決姿勢を抑制した穏健な内容の 答申で あっ たとい うの である｡
101『週間とち ょう』 1975年 12月 4 日｡
102 『朝日新聞』
103『朝 日新聞』
104『朝日新聞』
105『朝日新聞』
1975年 11月 22 日朝刊｡
1975年 11月 29 日朝刊｡
1975年 12月 6日朝刊｡
1975年 12月 16 日朝刊｡
106美濃部､ 前掲書､ 78貢｡ 美濃部知事は ､ 共産党は与党とは い え､ 12年間通 して み ると､
反対に回 っ た議案数は自民党と変わらない ほど多か っ た｡ 公明与党化は ､ こうした共産党
の動きをある程度抑える意味もあ っ た｡ 公明党は都議会にお い て政治力があり､ い っ たん
約束 したこ とは必ず守 っ てくれた｡ と述懐して い る｡
107知事の 諮問を受けて ､ 助言 を行なう機関で ある｡ 大原光恵中央大学教授 ､ 栗山益夫行
政管理委員会委員､ 高橋誠牡制大学教授 ､ 寺沢和子練馬 区教育委員会委員長 ､ 山本 正雄日
本福祉大学教授と 3副知事で構成され る｡
108 同委員会は ､ 知事の 指示に基づき ､ 課題別 の部会 (事務事業､ 行財政 3カ年計画 ､ 公
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127『週間とち ょう』 197 6年 1月 8 日.
128 『朝 日新聞』 1976年5月 11日朝刊｡
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っ た｡ そ して ､ こうした要因の解消 こそ が都営交通の 経営安定化 に寄与する と結論付けら
れたの で ある ｡
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第4草 鈴木都政の財政再建 - 統治術に対する過信と陥穿
美濃部都政後継の 鈴木都政は ､ 自公民の 3 党体制に支えられて 80年代初頭には財改再
建に成功した｡ 都政史上稀に 見る 4期という長期政権を樹立 した｡ しか し､ それも 90年
代初頭の バ ブル経済崩壊後の財政運営におい て は､ そ の対応を散り退場せざるを得なくな
っ た｡ 当時 ､ 都財政は､ い わゆるバ ブル 経済の 崩壊によっ て大幅な景気後退を強い られて
い た｡ 都税収入は89年から6年連統 して減少 し､ 90年には 75年以来15年ぶりに前年度
を下回るというような状況1で ､ 普通建設事業費も鈴木都政 3期日以降､ 平均約 14%の伸
びと順調に推移 してき たが､ 92年 ､ 93年で ほぼ頂点となり ､ 一 転 94年には前年度比約
20%に まで落ち込んで い たの で ある2｡ 興味深 い こ とに ､ 80年代初頭に財政再建を達成し
た政権が ､ 90年代初頭に は再び財政悪化を招い て しま っ た｡ 問題は､ 80年代初頭では可
能であ っ た財政再建が､ なぜ 90年代初頭では実行できなか っ たの か という点で ある ｡
財政再建と財政危機との 両政治過程 の対比で注目され るの は ､80年代初頭の 財政再建で
は知事派の 多数に支えられて 鈴木都政 の安定的な財政運営が現出されたが ､ 90年代以降は
その 知事派に異動があり､それが 改植の不安定要因にな っ たとい うこ とで ある ｡以下で は､
先ず､ 美濃部都政末期か ら鈴木都政に至 る経緯を振り返りなが ら､ 70年代後半に明らかに
なっ た財政再建 の殊題 を鈴木都政は 80年代初頭に如何に して達成して い っ たの か ､ また
90年代初期で は､ 鈴木都政はなぜその状況を再生産できなか っ たの か ､ そ して ､ それは如
何なる帰結に至 るの か ､ それ らを以下で検討する ｡
1 . 財政再建 の模索
美濃部都政か ら引き継い だ財政再建 の課題
1980年代前半期の 日本の経済状況で は ､ 経済の低成長と国際競争激化の 下で ｢効率+ が
重視され るようになり ､ 行政部門にお い ても財政再建や福祉の 見直 しなど､ 従来行 なわれ
てきた行政が再考され るようにな っ て い た｡ こ の ような状況の東京では ､ 国際化 ､.情報化
の進展で ､ 都心部にお い ては外資系企業も進出 して社会情勢が変化するなか ､ 行政部門に
おい ても行政サ ー ビ ス の あり方が厳 しく問われ るようになっ て い た｡ 東京都の場合 では ､
70年代後半に明白にな っ た財政赤字の解消が急務とされ ､ 80年代初期には財政再建が目
指された の で ある｡
79年4月 の 知事選挙では､ 公明党がそれまで協力関係にあ っ た社会, 共産両党から､ 自
民､ 民社両党に ､ その対象を移 したため､ ｢革新自治体+ の継続が全国的な関心 を集めるこ
とにな っ た. 美濃部後継を模索して 公明党は､ 当初､ 社公中心 七候補擁立に動くが ､ 元総
評議長 の 大田薫が唐突に立候補を表明 して3､ 総評もそれを支持する方向になると､ 他の 中
道政党との 連携を視野に入れて ､ 79年 1月 8 日には､ 民社党と康京都レ ベ ル におい て候補
擁立で合意する｡ 公明党都本 ､ 藤井書記長と民社党都連､ 林書記長 は､ 東都政下で副知事
を務めた自治官僚出身で ､ 当時公営企業金融公庫総裁であ っ た鈴木俊 一 を擁立する こと忙
したの で ある｡ 勝利可能の 候補を模索 して い た自民党も､ これに同調することになり ､ 自
公民 3党の統 一 候補と して鈴木が確定した4｡
3 党の 支援を受けた鈴木は ､ 社共支持の太 田､ 無所属の 麻生などの候補を抑 えて ､ 選挙
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で勝利し､ 戦後4人目の東京都知事に当選 した｡ この 結果 ､ 都政におい ては､ それまでの
社共を中心と した ｢革新都政+ は美濃部都政を最後に終鳶 し､ 代わっ て自公民3党中心の
保守 ･ 中道都政が登場する こ とにな っ たの である｡
美濃部都政に交替した鈴木都政成立時の 79年当時､ 都財政は危機的状況で あっ た｡ 79
年度の 一 般会計では形式収支が 1100億円 ､ 形式収支から翌年度に繰り越すべ き財源を控
除した実質収支では1970億円の 赤字があり､ 公営企業会計の赤字額の 1500億円と合計す
ると単年度でも財政赤字は 3470億円にも達 して いた｡ 経常収支比 率も 106.1とな っ て ､
かなり高い状態で あっ たの で ある6.
美浪部都政の - ･ 二期目に あた る60年代後半から70年初頭に かけて ､ 日本経済は高度
成長期に あたり､ 都の総合予算の 歳出は鯨年平均で 20%にも達 して ､ 高い 増加率で推移 し
て いた｡
･
こ の ような高い伸び率 を支えて い たの は､ 年平均で 20%という伸び率の都税収入
であ っ たが､ なかでも牲人 二税の 寄与すると ころは大きか っ た｡ こ の財政状況に支えられ
て美渡部都政は ､ 他の 地方自治体の追従を容易には許さない 先行的な政策を積極的に行う
ことが可能で あっ たため､ 報道機関には ｢地方政治の 指標+ とまで注目されて い たの で あ
る｡
しか しながら､71年8月 に起きた｢ニ クソ ン ･ シ ョ ッ ク+ から都税収入の停滞は始まり､
さらに 73年 10月 に発生 した石油危機による ス タグフ レ ー シ ョ ンによ っ て ､ 税収は減少傾
向に転じた｡ 都財政は移転財源 - の依存が低か っ ただけに ､ 経済情勢から受ける影響も大
きく ､ い っ たん不況 に陥れば､ 財政的危機に陥る危険性が大きか っ たの で ある｡ 神野直彦6
の指摘に よれば､ 政治的指導者の 能力を超 えて ､ 経済的に不安定になる構造的要因が都財
政には内包されて い たとされる所以で ある｡ 持田借樹も指摘の ように7､ 都財政の 70年代
後半における危機的状態 ほ ､ 石油危機後の 74年には 80.1%で あっ た経常収支比率8が ､ 75
年には 102.7% - と急上昇 して ､ 美濃部都政末期の 78年には 106.1%にまで達 した｡ 経常
経費を見ると ､ 74年に人件費 ､ 公債費､ 補助費の 財政全体に対する割合は 47.3%､ 7%､
16.2%で あ っ たが ､ 4 年後の 78年には ､ 56%､ 16.1%､ 25%と大幅に変化 してい た｡ 財
改全体が拡大 して い たなかにあ っ て ､ 各々 の割合が上昇したとい うことは ､ そ の規模も膨
張 して い たというこ とに なる｡ こ れらの数値か らも分か る ように ､ 中でも人件費の拡大は
著しか っ たの である｡ また次に補助費の 占有率も高く , 中でも調整率が頻繁に変更されて
増加 した都区財政調整交付金 と､ 公営事業 - の 支出金とが そ の中心 を占めて い た｡ したが
っ て ､ 特 に鈴木都政に求められた の は ､ 人件費､ 公営企業 - の支出金 ､ 都区財政調整交付
金を中心とする経常経費の削減に よる歳出抑制方策であ っ たの である0
美濃部都政との非連続で行われた財政再建
79年 4月 知事選挙を終えて 知事 に就任すると､ 知事は施政の基本的方針を 6月 13 日､
庁内放送 を通 じて職員に伝えた｡ そ こでは ､ 当面都財政の 財政再建を行い ､ 然る後 ､ マ イ
タウン東京を建設 して ､ 福祉を充実させ るこ とが表明された｡ こ うした目標を達成するた
め 79 年度の 補正 予算で は ､ 先ず､ 財政再建の ための 方法が盛り込まれ､ 知事は ｢既定経
費も全面的に見直さない限り､ 財政再建 はできない+ の で ､ ｢まず確実に財源がつ か める範
囲内で ､ 緊要度の高い経費か ら優先的にみ ていく+ と､ 財政再建の 方法を提示 した9｡ 美濃
部都政下で は地方財政法で起債が認められて い る事業はもとより ､ 国が起債金額や起債充
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当率で制限 して い る事業に つ い ても ､ 横極的に起債申請を して ､ 多くの 行政需要に応えよ
うとしたため､ 都の行政役割は増大したが､ 反面で ､ 起債 しても執行できない 事業､ い わ
ゆる ｢カラ起債+ の事業が生 じるこ とになっ た｡ 起債には総量規制や許可方針もあっ て ､
起債申請の 全てが許可される訳で はなか っ たにも拘わらず､ 起債許可を前提と して予算編
成が行なわれたため ､未執行 の事業も増加 して財政も不安定にな っ たの である｡ この ため､
鈴木都政は ､ 自治省が許可する範囲内に起債申請を留め､ 確実に歳入と して見込まれる起
債にのみ 予算措置を行 い ､ 編成作業を行っ た｡ この ような方法 へ の変更は ､ 全額予算が措
置されない こ とによ っ て生 じる事業の中止や､ 予算不足によ る不完全事業の展開を防止す
る上で ､ 財政の安定イヒに寄与する ことが可能で あっ たの で ある100
一 方､ 財務局は､ 鈴木都政の 財政運営の方針 を提示する『都財政の現状』､ 通称 ｢財改白
香+ を6月 4 日発表 した11｡ 知事は就任直後か ら､ ｢鈴木都政がどのくらい借金 を背負 っ て
スタ ー トするかを明らか に してお きたい+ として ､ 財務局に ､ 都財政の 内容を公表するよ
う指示 して い たo こ こで は ､ ｢財政の 状況+ と ｢財政運営につ い て+ 述 べ られ ､ 都税の割合
は6割以上と高い にも拘わ らず､ 都債 - の依存も依然と して 15%とい う高い率で推移して
い る現状か ら､ 歳出で は 5割以上 を占めて い る人件費などの経常経費の割合を低下させる
こと､ 他方で ､ 著しく抑制されて い る投資的経費の割合を増加 させ るこ となどの改善が求
められた12o
また ､ 6月 8 日に は､ 都瀬余白民党と都労連との 会合がは じめて持たれた｡ 都読会自民
党か らは正副幹事長､ 政調会長な どが ､ また都労連か らは委員長 ､ 書記長 ､ 有力執行委見
など､ 双方 8名ずつ が出席 した｡ 美濃部都政下で は ､ 知事と労組間との折衝 ･ 連絡を円滑
にするため都労連出身の 知事の特別秘書がい たが､ 鈴木都政の発足時にはそ うした関係は
希薄であ っ たため､ 都議会自民党が知事に代わ っ て労組との 関係構築の ため接触を持 っ た
の である｡ 会合での 焦点は ､ 執行部の提示 した内部努力 に対す る都労連の意見の調整 であ
っ た｡ 都労連の 宮部民夫委員長は､ ｢ゼイ肉落としとい う点で は東京 は先行 して い る｡ 職員
が多い とい うが ､ ふ えて い る の は病院､ 福祉施設 ､ 警察関係などで 一 般職員はむ しろ落ち
てい る+, したがっ て ､ ｢も し減量 - の 協力などを求めてくる なら､ 何 らかの措置を出して
こ ない 限り答えはノ ー だね 13+ と述 べ た｡ 財政再建 の達成に は労組との相互関係の 重要性
が強調されたの で ある｡
そ して ､ 79年度の 骨格予算を審議する第二 定例会は ､ 6月 27 日から 7月 14日までの
18 日間の会期で開会した｡ 27 日 の開会 日の施政方針説明で ､ 知事は ､ 行財政の運用面で､
高度成長か ら低成長 へ の 転換期に おける対応が適切でなか っ たため､ 巨額の 財政赤字を生
むことに なっ た しま っ たの で ､ 先ず ､ 都庁が合理化に撤して ､ 行政も効率的になる必要が
ある｡ そ の ためには ､ 組織の簡素化 ､ 行政経費の節減､ 外郭団体の 見直し､ コ ス ト意識の
徹底など､ 都市経営の効率化と活性化に全力を挙げて取り組むと, その 所信を表明した
14
｡
そ の 一 環として ､ こ の 定例会に は ､ 従来高額過ぎると､ 報道機関か ら批判の あ っ たた指定
職の退職手当の支給率 を､ 80年か らの 3年間で段階的に 10%を引き下げる条例改正案が
提出された16｡
また､ 公営企業の経常経費の 削減の ために ､ 水道業務の 民間委託も行われる ことになっ
たo 水道局長は予算特別委員会で の新自由ク ラブ議員の 質問に答えて ､ ｢水道メ
ー タ ー の検
針員は民間に委託する方針 を固め ､ 組合と協議中+ であると述べ ､ 都は ､ 従来水道局の検
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針員が行 っ て い た水道メ ー タ ー の 検針検査を委託業務する こ とを明らか に した｡ この よう
な方策は ､ 議会内で は自民 ､ 公明､ 民社の 3 党が知事支持の 立場で あっ たため ､ 3党の賛
成多数で知事提案は全 て可決 され た｡
そ して第二定例会が終 了すると ､ 知事は 7月 18 日､ ｢財政再建の 公約を実現するために
は､ 今後の厳 しい財政再建 の作業を進めなければならず､ 知事として の 姿勢を明らかに し
ておきたい+ と述 べ ､ 向う1年間､ 知事の給与を半額返納する措置を自ら取り､ 20日専決
処分を行 っ た ことを明らか にした16｡
さらに､行政組織の 改組と人事異動を通 じて管理職の 人員整理も行なわれた｡すなわち､
新設を予定 して い た財政再建香魚会や マ イタウン構想懇散会の 事務局と して の体制を整備
するため ､ 政策室を8月 1 日か ら企画報道室に改めた｡ こ の ため､ 参事級の 次長 3ポス ト､
副参事級の 理事､ 技監で 7 ポス トの ､ 合計10ポス トを削減するこ とができたの である17o
こ の ように ､ 鈴木都政は ､ 財政再建方策の 正当性 を､ 美渡部都政 - の非連続とい う駆織
によ っ て示そ うと したの で ある18｡
2 . 老櫓な合理化手法 の 始動
議会の多数派を背景と した合理化の周到な展開
都財政を再建するための 協戟機関と して ｢財政再建委員会+ が79年 7月 24 日､ 設置さ
れ､ その 構成員が明らか にな っ た19｡ 稲葉秀三 ･ 産業研究所理事長を委員長に ､ 行政経験
者､ 経営者､ 研究者､ 労働界､ 言論界の各分野か ら 18 人が選考された20. 7月 31日には
第 一 回目の 会合が持たれ ､ 知事は開会の 挨拶で ､ ｢財政再建 は ､ 如何なる施策を進めるに当
っ て もその 前提条件となる最重要課題だo 五十三年度 一 般会計決算で ほ ､ 事実上の実質赤
字額が二千億円に達 して い るが､ 今後四年間に この解消 をは かるとともに ､ 四年後には現
在 100% を超えて い る経常収支比 率を九 五%以下にまで低めたい+ と財政再建 の目標を具
体的に述 べ ､ ｢五 五年度予算にお いて緊急 に措置すべ き財政再建の 具体的方策+ と､ ｢五七
年度まで の 四 カ年で財政再建 を達成するための総合的具体的方策+ を諮問した｡
その 後､ 財政再建委員会は､ 8月 9 日には第2回の会議を開き ､ 財務局長か ら都財政の
現状などの 事情鋭明などが行 われ ､ 8月 30 日の 第3回目の会議からは､ 委員同士 で高論す
る本格的な協議に入 っ た ｡ 9月 26日には第5 回目の 協議も行われ ､ 中間答申に向けての 論
点整理作業に併せて ､ 9発か らなる小委員会も設置 された o
一 方 ､ 都と特別区と の あり方に つ い ても協議をす るため､ ｢区検討委員会+ が 7月 27 日
に設置された｡ 都と区の 事務事業の 見直し､ 事務区分の再確定､ 都区財政調整制度の 見直
しなどが協議される こ とに なっ たの で ある｡ 構成員は ､ 都側が知事 ､ 副知事 ､ 企画報道室
長 ､ 総務局長､ 財務局長 で ､ 区側 が正副区長会長 ､ 役員区長で あっ た0 11月 5 日には第2
回の 検討委員会が開かれ て現状分析が行なわれ ､ 第3回以降の 協議で本格的な議論に入 っ
た2 1｡
そ して ､ 80年度の 予算編成を迎えた 8月 中旬22､ 知事は財政再建の ため経常収支比率を
低下させ る依命通達を発令 した｡ 知事 ･ 財政当局は ､ 予算要求段階か ら各局の事務事業の
積極的な見直しを求める方針を固め､ 8月 17 日には各局に対 して.｢法律､ 条例に基づく義
務的な支出､ 都の 政策的な単独事業などを除く 一 般行政経費は ､ 要求額を今年度予算額 の
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5% 減の 範囲内に抑える こと+ を目標とする マイ ナス ･ シ ー リ ン グの予算編成方針を提示
した23｡
また､ 報道機関によっ て ｢高すぎる+ と酷評されて い た都庁職員の給与の あり方も問わ
れ､ 職員の待遇も焦点に なっ た｡ すなわち日本経済の 情勢は ､ 長引く不況と円高とによ っ
て低迷 し､ 大平内閣の 目指 した7% 成長は困難とな るなか ､ 全失業者数は117万人にも達
し､ 不況の長期化が､ 勤労者の 貸金抑制と合理化 を正当化する要因となっ て い たためで あ
る24｡ こ の ような状況 の 中､ 人事院は8月 9 日､ 定年制の導入を求める勧告を政府に提出
し､ 60歳定年制の 法制化が具体的に風上に上る 一 方､ 翌 10 日に は前年の 3.84%を下回る
平均 3.7%の 給与改定の 人事院勧告を提出 した26o 人事院は隔週週休二 日制の 導入と共に ､
60歳定年制の 制度化 を提案 した｡ これに対 して束京都で は ､ 総務局と都労連との 間で小委
員会が設置されて ､ 人件費の あり方が協議されて い たが ､ 中でも退職手当の支給率の 見直
しが焦点にな っ て い た26｡
また本庁以外 に外郭団体に出向して い た出向職員の 人件費に つ い ても､ その あり方が問
われた｡ 79年当時 ､ 国や地方自治体職員が外郭団体に出向する場合 ､ ｢出向時調整+ に沿
っ て ､ そ の 給与は出向元の それより通常引き上げて 支給される の が慣例化 して い た｡ 東京
都の 場合で い えば､ ｢住宅供給公社+ ｢生鮮食品管理公社+ など､ 主要な外郭団体27で は ､
同じ職級の都職員より2 号俸引き上げて給与が支払われ七いたc この ような慣例は､ 人件
費の増大を引き起こ したばかりか ､ 外郭団体で採用 された職員との 間で は給与格差を生 じ
る原因ともなり､ それが外郭団体採用職員の士気 にも彫響して い たため､ 都給務局は ｢調
整措置はなる べくや めて いく方向で外郭団体を指導 して いく+ 方針を明らかに し､ こ の よ
うな措置が取られたの である28｡
10月 16 日の 第三定例会で ､ 都議会自民党議員が､ ｢高い退職金の計算方式の 見直し､ 職
員の 定期昇給の 一 年延伸､ または ベ ア の 一 年停止 ､ 管理職手当二割削減の継続実施 ､ 制度
本来の 趣旨とずれた運用が行 われて い る特別昇給の支給 一 時停止 ､ 職員定数の 五% カッ ト
などの 是正 の必要性+ に つ い て知事を質すと､ 知事は､ ｢職員定数は これまで凍結するとい
っ てきたが ､ 一 歩進 めて再建期間中に相当程度の 削減をする考えだ. 行政組織も部､ 課 の
統廃合を含む相当規模の ポ ス ト削減に努める｡ 退職手当や特殊 勤務手当も内部 に委員会を
作っ て検討 中だが､ 見直しはぜ ひ必要だ+ と答えて ､ 合理化 - の意欲を強調 して い た29｡
知事と知事派との 関係 で は ､ 福祉費の あり方をめぐっ て削減を主張する知事側 と､ それに
新調で あ っ た都議会公明党間で ､ 若干の相違30は存在したが､ こ のような都の 合理化に対
する意向は ､ すなわち経常経費､ とりわけ人件費の削減は知事を支持 して い た 3会派にも
異論は なく ､ 合理化 は執行部と議会の知事派間で は合意されたの で ある｡
また､ 都と市町村との 関係で は ､ 10月 30 日､ 知事を委員長とする ｢市町村検討委員会+
が設置された｡ こ こ で は ､ 補助費の削減の ため に ､ 都と市町村との 事務事業の 見直し､ 事
務分担の 明確化 ､ 都と市町村の財政負担 の適正化な どが中心 的な検討事項となっ た3 1｡ 都
から市町村 - の 支出は ､ ｢市町村補助制度+ と して制度化されて い たが ､ そ の補助率が東京
都の 場合で は ､ 大阪府の 場合の 2倍とい う高率補助で あっ たためである｡
79年11月 9 日､ 財政再建委員会の ｢都財政再建 の方策+と した中間答申が発表 された｡
それによ ると ､ 行政は最小の 経費で最大の 効果 を発揮でき るよう ｢効率的+ である こと ､
その ために は ､ 行政サ ー ビ ス の 供給と費用の負担に 際して は ､ 分配が ｢公平+ である こ と､
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こ のような行政の ためには ､ 行政サ ー ビ ス が ｢安定的+ に供給される ことが必要で あると
された｡ そ して ､ こ の 基本原則 を前提に ､ 経済の 好況時における財源の 蓄積､ 79年度普通
会計予算の形式収支の 赤字の解消､ 80年度普通会計予算の 実質収支の赤字の 限度額を 2
分の 1以下に圧縮する こと､ さらに 82年度には普通会計の 実質収支め赤字を解消する こ
と､ そ して少なくとも経常収支比 率を90% 程度に抑制することなどの 具体的方策が提案さ
れた82｡ こ の ような点 は ､ 同委員会が設立された際､ 知事から諮問された点に見合う見解
でもあっ た｡
中間答申を達成するには ､ 人員整理を､ 知事部局の みならず､ 都立大学 ･ 学校､ 督療､
消防にまで拡大 した こと､ 人件費の見直しでも ､ 給与 のみならず退職手当てや特殊勤務手
当も見直しも対象と して ､その 範囲が拡大 した こと ､さらに行政組織の 見直しに関 しても ､
管理職数の削減に合わせて ､ 組織の改組 ･ 統廃合など､ 行政組織全般の あり方が問われた
こと､ さらに料理飲食等消費税徴税率の 向上 ､ 徴税努力の 必要性などが提起された｡ また ､
既定の 事務事業の 整理 ､ 民間委託 ､ 新規事業に つ い ても財政的裏づけが明確にな っ た場合
に限定 して の起案､ 使用料 ･ 手数料などは原価計算に基づ いて設定するこ と ､ 公営企業に
対する普通会計からの補助金支出の抑制､ 公営企業の 受益者負担の 原則重視､ 区市町村 -
の補助金 の 見直しとそ の役割分担を明確にする こ と､ 地方交付税の 不交付 に伴う財源調整
の税制や首都警察費に対する特別措置を国に要望する こと､宝く じ､法定外普通税の 新設 ､
超過課税 の継続に よっ て自主財源 を確保するこ と ､ 起債の 活用など､ およそ 可能で ある こ
とは網羅され ､ 詳細な計画が提案されたの で ある53｡
財政再建委員会委員長 は ､ 内部努力 ､ 事務事業の 見直 し､ 区市町村との 関係 の 是正 ､ 国
との協力と い う方針 を打ち出 したと述 べ ､ 美濃部都政とは異な っ て ､ 国と協力 関係 を維持
し､ 内部努力に重点を置くこ との 必要性を強調 した畠4｡ こ のような点が達成されれば､ 翌
80 年には形式収支の 赤字の 解消が ､ 82 年 には実質収支の赤字の解消さえも不可能で は な
い という主張にな っ て いた｡ ただ し､ 実際には 81年に実質収支の赤字は解消されたの で
ある｡ こ の 中間答申は ､ そ の後80年4月 23日に ｢都財政再建の 方栄+ と した最終答申が
出されたが ､ それは中間答申を基本的には踏襲 したもの となっ て い た350
そ して ､ 財政再建委員会の中間答申が発表された同 日､ 庁議におい て財政再建委員会 の
中間答申 で提言され た事項に つ いて具体的な実施方策を固め ､ 実現を図っ て いくための 機
関と して庁 内に知事 を本部長とす る ｢財政再建推進本部+ が事務局を企画審議室 に ､ 設置
された｡ こ の ように して財政再建員会の答申をもとに財政再建方策が計画されて い っ たの
で ある ｡
79年 11月 の財政再建委員会の 中間答申が提示されて ､ 都と市町村との 関係にも変化 が
現れた｡ 12月 1 日開かれた｢市町村検討委貞会+にお いて ､ 都か ら市町村 - の補助制度は ､
一 般財源 の 不足を補て んするため支出され て い た ｢市町村振興 一 般交付金+ と､ 特定事業
の補助の た め支出されて い た ｢市町村振興特定交付金+ とからなっ てい たが､ これらが統
合されて ､ ｢市町村財政調整交付金+ に 一 本化されたo
外郭団体に関 して は ､東京都が財政危機に直面 して い た状況下でも ､｢新都市建設公社+､
｢都営住宅サ ー ビ ス 公社+､ ｢東京港 フ ェ リ ー 埠頭公社+ など､ 主要外郭団体で は ､ 出向の
幹部職員 へ の期末 ･ 勤勉手当ての 支給額が ､ 都職員 - の それより厚遇されて い た｡ 都は 11
月 16日 ､ 都の期末 ･ 勤勉手当て水準以上を支給して いたこれ らの外郭団体に対 して ､ 都
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並み
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n 水準にまで給与水準を引き下げるよう改善通達 を出した. 住宅供給公社の 例で見る
と ､ 団体の 事業会計で は実質収支が赤字に なっ て いたにも拘わらず､ 78年の期末 ･ 勤勉手
当では､ 4.9 ケ月 分の支給と いう都の水準を上回っ て 7.5 ケ月分を支給されて い た｡ また
役員に つ い て もそ の額は都の 局長級 の 4.2 ケ月 を上回 っ て ､ 6.8 ケ月分が支給されて い た
の である36｡
また都と区の 関係では ､ 従来､ 都が全額補助を して特別区が実施して い た事業の補助費
が廃止されて ､ 都区財政調整交付金会計に併合されたo 80年 1月 か ら老人福祉手当 ､ 心身
障害者福祉手当､ 児童育成手当､ 特別区国保事業､ 保育料補助､ 老人福祉手当 ､ 身障者福
祉手当な ど､ 都の 事業で あ っ たもの が 一 部､ あるい は全部都か ら区に移管されるに伴い ､
従来都が区に支給 して い た補助金を廃して ､都区間の財政調整交付金に委ねられ ることが､
｢区検討委員会+ にお い て協議されたの で ある｡ 都の 意向に特別区側は難色 を示 したが ､
調整後､ 都の 事業と して 10割補助を行っ てきた老人福祉手当､ 身障者福祉手当など､ 12
事業で総額が 108億円が削減され､ また国保事業に伴う事務費も､ 都区間の財政調整交付
金会計 - 組み入れ るこ とになっ た37o これに伴い都職員の 削減も可能になっ たの である.
また､ ｢特別職報酬等審議会+ は11月 30日､ 知事､ 副知事､ 都議会議員など､ 都の 特
別職の報酬等に つ い て の改定を見送 っ た｡ 特別職の報酬引き上げの 見送りは ､ 石油危機後
の 75年以来 の できごとで あっ た88｡ また､ 野村副知事 を委員長とする ｢退職手当等検討委
員会39+ は ､ 1 月 7 日､ 諌長級以上の 幹部職貞の 退職金制度を見直した｡ 殊長級以上 の幹
部職負の 退職に は有利とされて い た退職金 の ｢役付加算+ 制度が 81年度からの 4年間で
全廃され ることにな っ たの で ある40｡ 79年第二 定例会で ､ 指定職退職金の 10%削減が 80
年度からの 3年間で行 われ る ことは既に決定して い たが､ 課長級以上の 指定職が退職する
場合､ 在職期間に退職時の 給与月額を乗 じた額が加算される仕組みであ っ た｡ 課長級で は
1年在職で 0.7 ケ月 ､ 部長級では1年在職で 1.15ケ月 分が上乗せ されて ､ 一 般職に対 して
有利で あ っ た｡ こう した慣行が世論か ら批判されたの で ある｡
また ､ 普通会計か ら公営事業会計 - の補助金支出は､ 79年度では 14 47億円で あっ た｡
その 内､ 条例で規定され て い ない ｢任意補助金+ は 310億円 にも達 し､ そ の大半は 91億
円の 交通事業会計と128億円の 病院事業会計 - の 支出で占められてい た｡ こ う した支出は ､
各々 の事業会計の財政赤字の補て んと して充当される場合が多か っ たため ､ 独立採算制を
重視 して任意補助金 の廃止 が計画された｡
79年 12月 6日 の第四定例会での 審議で ､ 財政再建委員会の 中間答申に対する公営事業
会計 - の 任意補助金支出の停 止 につ い て都議会自民党議員から質問された｡ 彼 は ､ ｢行政水
準の 低下に つ ながらない よう慎重な配慮が必 要+ と したが､ 知事は ､ ｢任意補助に早急な見
直しが必要だが､ 打ち切 りによる都民生活 - の影響には慎重な配慮をする+ と回答した｡
また共産党都議会鼓員は ､ 仮に任意補助金 を削減 した場合､ その 打ち切り分を料金で補て
ん しようとする と､ 都営地下鉄で は 100円が 200円に､.都バ ス では 110円が 180円にな
ると､ 補助金削減が､ ｢都民負担の 大幅な増大に なる+ と指摘した｡ 知事は ｢企業自身がギ
リギリの 努力をす
●
べ きで ､ 安易に料金 に求 める べ きで はない+ と､ む しろ内部努力 の 必要
性を強調 したの で ある｡
また ､ 受益者負担で は､ 都が行 っ て い る行政サ ー ビ ス に対する利用料 ･ 手数料の値上げ
が挙げられる｡ それは福祉施設におい ても例外で は なか っ た｡ 都内の 精神薄弱児施設や擁
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硬施設な ど児童福祉施設 - の入所や通学の ための 利用料金が 23%値上げされた｡ 79年当
時､ 都が直営､ あるい は民間に委託 して い た養護施設 ､ 教護院､ 精神薄弱児施設などの児
童福祉施設 は都下で 97箇所 ､ 600人の 児童が就学して いたの である｡
また国と都の 関係で は ､ 国の 80年度の 一 般会計予算案に関する都の 関連分に つ い て復
活要求がなされた｡ 義務教育教職員給与国庫負担金の財源調整撤廃と､ 首都警察の 特別な
財政需要に対する措置に つ い て ､ 知事ら幹部職貞は ､ 関係大臣に陳情して ､ そ の 予算の復
活に務め たo その結果 ､ 教職農給与で は退職手当補助の 是正要求は認められなか っ たが ､
単価が是正される ことになり ､ また首都響察予算でも超過勤務手当が諏 められた｡
こ の ような手順 を踏まえて ､ 都は ､ 80年 1月 17 日､ 80年度以降の人員整理計画を発表
した｡ こ の 計画は財政再建委員会の中間答申で提案された､ 80年からの 3年間で全職員の
3%にあたる 6600人を削減するという提案まで には及ばなか っ たもの の ､ 知事部局の ､ 全
職員数に対する削減率6%の 3460人を筆頭に ､ 公営企業が3.1%の 737人 ､ 都立大学 ･ 学
校が 1.3%の 971人 ､ 警視庁99人 ､ 束京消防庁 81人で ､ 合計5348人に も上る規模のも
の であ っ た｡ 特に知事部局 の 削減数は他部門に比較 して圧倒して い た｡ 具体的にそれらを
見ると ､ 知事部局の 内訳は ､ 都区間の 事務移管に伴う事業の廃止 ､ 縮小 ､ 外部 - の委託な
どに よる こ とからもたらされる人員削減が中Jbで あ っ た｡ 次に実数の大きか っ た学校関係
の場合に つ い てみると､ 国の 基準を上回 っ て増配置されて い た教職員の 削減が行われた｡
体育の 専科教員を都の 水準か ら国の既定の レ ベ ル まで低下させた点､ 26 クラス 以上の 小学
校に 4 人設置 されて い た音楽､ 美術､ 家庭科などの 専科教員を3 人に した点 ､ 栄養職員､
事務職貞､ 用務員の 過剰分を削減 した点などが挙げられる｡ 79年当時 ､ 都の都内公立学校
の教職員定数は ､ 国 の標準法定数を上回 っ て い たため､ 財政再建委員会の中間答申は ､ ｢標
準法定数を上回る分に つ い て ､ 年次的 に解消をはか る べ きだ+ と主張 し､ その趣旨に沿 っ
て削減計画は標準法定数を上回る分つ い て実施 された｡ 国は 80年度か ら40人学級制 の導
入を図る こ とに して い たが ､ 都はそ の 現状 に近似しようと したの で ある｡ こ のため中間答
申の削減計画も､ 国の方針に配慮 した上で ､ 過剰分につ いて の み削減するという方向にな
つ て い た｡ 削減の 内訳は ､ 小学校 470人 ､ 中学校 135人 ､ 高校342 人などで教員が 533
人で あっ た｡ 小中学校の 事務職員と養護教員は ､ 標準法定数で は各々 4 校に 3人であっ た
が ､ 都の場合現行で は1校に つ き 1 人配置 して い た｡ この ように して①21､ 2 2学級に配
置されて い る体育専科教員の廃止 ､②26学級以上の小学校に 4人か ら5人配置されて い る
その 他 の専科教員を3人から4人に縮小 し､ ③現行 1.5校に 1人配置されて い る栄養職員
を2校に 1人 にす るなどの方針が示 された｡ また警視庁では本庁各部で 1人 ､ 諸島部を除
く 90署で 1人 ､ 東京消防庁の 場合､ 各部で 1人､ 山間部を除く 74署で 1人とい う内容で
あっ た｡
80年度予算案に こう した人員整理が盛り込 まれたため､ 知事査定の最終日にあたる 1
月 17 日､ 労組は反発 した｡ 6 万人 の組合員を有する都庁職組 (都庁職員労働組合) は約
100人が知事査定を阻止すべ く知事室前の廊下を占拠 して座り込み ､ 午前10時から午後2
時まで ｢福祉後退の 予算は静めない ぞ+ ｢中間答申粉砕+ ｢五十四年度の ベ ア を確定 しろ+
と叫ん で反対の デモ ン ス トレ ー シ ョ ン を行 っ た｡ また同日は ､ 都労連も労組員の ｢2 割動
負+､ 約 15000人の参加を募っ て ､ 知事査定に圧力 をかける べく都庁前庭で抗議行動を行
つ た｡ 財政再建委員会の 人員整理 では ､ ｢三年間で 六千六百人の職員を減らす+ という大規
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模な内容で あ っ たため､ 都労連の 反対も強硬で あっ た｡ 都労連幹部は ､ ｢これまで大幅に削
減してい るか ら削る余地ほない ｡ これでは ､ ぜ い肉落と しではなく ､ 骨削りだ｡ 特に知事
部局がねらいうちにあ っ た+ と感想を述 べ た｡
都労連は ､ 先の 中間答申の提案を踏まえて ､ 都の方針が ､ ①80年度から82年度までに
6600人 の職員定数の 削減を行おうと して い たこと､ ②給与改定で は､ 国が指定職以上は
10月実施を行っ てい たため ､ それが都で は - 般職にまで波及するの で はない か と懸念され
たこと ､ ③現業職を中心と した特殊勤務手当の 見直しの 恐れ､ ④退職手当の 支給率の見直
しの恐れな どの点か ら､ 反対 を強硬 に主張して いたの である41｡
労務担当の 野村副知事は ､17 日午後7時間か ら都労連と交渉した｡都労連 は ､そ の 席で ､
79 年 10月 23 日に 3.59%の 引き上げ率で勧告された給与改定の完全実施 と､ 職員定数削
減の 撤回を要求 したが ､ ｢ 一 両日 ､ 時間を貸して欲 しい . ともかく十八日 の ス トは自重 して
ほ しい+ と野村副知事は都労連に同盟羅業の 中止 を要請 した｡ しか し団交に参加 して い た
各単組 の委員長 は ､ 口 々 に ｢骨まで削りながらベ ア勧告には答えない ､ とい うの は理不尽
だ｡ とても承服できない+ と ､ また都教組の 稲宵三夫貸金教財部長も､ ｢教育に は採算性が
ない から､ 財政再建を教育にまで押 しつ ける暴挙+ で あると反発 し､ 18 日の 同盟罷業を予
定通り行 うと憤 っ た42. 野村副知事の 要請も空 しく､ 翌 18 日､ 都労連は､ ｢ベ ア ･ 確定､
都財政再建委 の 中間答申粉砕+ を掲げて 1時間の 同盟羅業を行っ たの で ある48｡
事態 を重視 した都は ､ 18 日夜 ､ 都労連との 交渉に入 っ た｡ 先に出された財政再建委員会
の 中間答申で は､ 79年度の 給与改定は ､ 経費削減を進める観点から､ 4月 か ら9月 まで の
上期分の 給与改定は行 わず､ 10月 以降の 下期分を実施する ことを提案 して い た｡ しか し､
こう した提案に対 して都労連は ､ ｢ベ ア勧告の完全実施は公務員労働者の 基本的権利+ であ
ると して反発 したの で あるo 都は ､ 厳 しい人員整理計画を円滑に進め.るため に は都労連と
の協力も欠 か せず､ また国をはじめ､ 地方自治体の 中には､ 一 般職の 79 年度の給与改定
に閲 し､ 4 月 からの完全実施 を行 っ て い た事例もあっ たため､ 完全実施 を決 定 した｡ 野村
副知事は｢4月 実施とい うこ とに踏む切ります+とそ の 交渉で都労連に回答した｡ 知事も､
｢都労連との 泥沼の抗争を避 ける には ､ 四月実施もやむをえない+ と了承 して いた｡ ただ
し､ 都労連 - の 回答の 際､ 都は ､ 給与改定 の実施通告と合わせて ､ それまで都労連が交渉
を拒否 して い た ､ 人員整理 ､ 退職手当支給率の切り下げ､ 現業職に対する業務手当の見直
し､ 現業職 の 特殊勤務手当 の見直しに つ い ても交渉に応 じるよう要求 した｡ 都労連は､ 給
与改定の 4月実施 という完全回答が得られた点を評価 して ､ 都の 要求に は応 じざるをえな
か っ た44o こ の ため都労連は合理化 に 関して執行部と協議する方向で行動する ことになる
の である｡
人員整理 をするため ､ ｢片たたき46+ に達 しない 40､ 50代の 中堅職員の 希望退職も行 わ
れる ことが 80年 1月 24 日には明らかに なっ た｡ 60才に達 した職員の退職勧奨や ､ こう
した ｢特別勧奨退職46+ は美濃部都政時の 79年1月 にも行われて いたが､ 特別勧奨退職は
この ときも継続され るこ とになり､ 退職金も5割増しとされた｡ 特別勧奨退職による削減
数の 目標は ､ 知事部局と公営企業で 400人 ､ 教職員で 500人の 合計 900人であ っ たが､
80年度は対象年齢を 79年度に比 べ て条件をさらに拡大 して ､ 2歳引き下げ43歳以上 59
歳にまで とした効果もあっ て ､ 2 年間で合計 1495 人にも達 し､ 目標値を上回 っ たの であ
る47｡
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この ような合理化案の盛り込まれた 80年度予算案は､ 80年 1月 30 日､ 知事査濠を経
て決定された｡ 財務局は ､ 80年度の 予算案に対 して ､ 79年中に ､ ｢内部努力や値上げなど
多岐にわたる対策をと っ た結果 ､ 千四百億円余りの財政効果が得られた｡ この ため､ 年度
中に必要な経費の - 部を翌年度に先送 りするという悪習慣をや め､ 必要額すべ て を当初予
算に組むことができた+ と述 べ た ｡ また知事 臥 こうした状態を､ ｢任期前半で財政再建を
達成するとい う公約は､ この 予算で果たせた+ と自画自賛した｡ 財政再建は予定より早く
達成できる見込みが立 っ たの で ある｡ この ため､ こ の 予算編成か ら財政調整基金条例 の改
正 が行われ ､ 税収 が 一 定基準以上伸び た場合に ､ そ の伸び分を積み立て ､ 財源不足に対応
できる よう措置されたの で ある48｡
確か に受益者負担､ 区市町村 - の 補助金 の整理 ､ 国との 交渉による財源の確保 など､ 普
通会計の 増収方策は - 定程度成果 を得たo しか し､ 財政では督通会計と共 に大きな比 重を
占めた公営事業会計の 財政再建も問題 であ っ た｡ この ため財務局は ､ 80年1月 31 日､ ｢各
公営企業の 赤字額を明らか に し､ その赤字をどう解消 して いく かは ､ 近く公営企業等財政
検討委員会を設置 して審徹 して もらう+ と し､ 同委員会の設置が決ま っ た49｡
そ こで ､ 都は､ 交通､ 上 ･ 下水道などの公 営企業の赤字対策に つ い て検討するため ｢公
営企業等財政検討委農会 (稲葉秀三貴最長)+ を80年2月 21 日設立 した｡ 同日の第1回
目の協諌で ､ 知事は ､ 公営企業の財政再建 の基本的方針と して
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､ 効率的経営確立 の ための
企業努力の推進 ､ 利用者負担 の適 正化､ 一 般会計の負担の 明確化に つ い て 80年 11月 を目
途に答申するよう諮問 した60o
これ に並行 して ､ 80年 3月 ､ 都職員を対象として管理職の 削減が行われたo 削減ポス ト
は総計61 にも及び ､鈴木都政にな っ て以来 ､部課長級以上の ポ ス ト削減数は97 にもなり ､
総ポス トの 3.3%にも達 したの で ある｡ 内訳は､ ①福祉作業所､ 児童学園､ 生活実習所が
79年度で特別区に移管され るの に伴う削減 23､ ②総務局研究調整訣 ､ 都民生活局流通施
設課などの 6 つ の課 ･ 室を他の課に統廃合する こ とによる削減 6､ ③主幹､ 副主幹などの
削減が 26､ ⑥出先事務所の 廃止や内部組織の縮小などによ る削減12の ､ 合計 67 であ っ
た｡ 逆に新規事業の 開始に伴う増設も 6 ポス トあり ､ 総計で 61 の減 (部長級 8､ 課長級
53) とな っ たc 確か に削減数として は これ により､ 知事部局 ､ 行政委員会､ 公営企業をあ
わせ て都の 管理職総ポス ト数 2914 から2853 に削減され ､ 約 2.1%が削減されたこ とにな
つ たの で ある61o
こ の ような都の 管理職数の 削減を通 じて の合理化 は ､ 同時期開催された 80 年の第 一 回
定例会の予算特別委員会で の 審議 におい て ､ 都営交通の 合理化の 必要性を強調する議論 に
もつ なが っ て い っ た｡
3月 10 日の 予特委で の審議に おい て ､ 都議会自民党議員は ､ 都営交通に対する 一 般会計
か らの任意補助の 打ち切りによ っ て ､｢これ により都営交通財政再建計画で十月 に予定され
て い る料金値上げが大幅に ならな いか+と質問すると ､交通局長は ､｢料金改定は民間バ ス ､
営団や他都市などの動向を踏ま えて検討する必要がある｡ 公営企業等財政再建委員会の検
討も持たなければならな い+ と答えた｡ しか し､ 都議会公明党議員の ､ 都営交通職員の 高
額給与 の是正 を求める観点か らの ､ 都営交通の さらなる合理化を促す質問に対 し､ 交通局
長 は ､ 営団と比 べ て高額な都営バ ス の職員の給与実態の 直接的原因は ､ 都電撤去に伴う高
齢職員の 局内異動によるもの で あるとの羅識を示 した. 運賃値上げや 一 般会計か らの財政
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支援の 困難祝された状況下で の都営交通の 財政再建にほ ､ さらに内部努力の 推進が必要で
ある点が強調 された の で ある｡ この 点は知事や交通局長､ さらに議会内知事派の都議会公
明党にも共有されて い っ た62.
年度が 80年に なっ て ､ 4月 11 日の財政再建委員会の 最終会議において最終答申案が協
商され ､ そ して 4月 23日 ､ 最終答申が決定された｡ 中間答申によっ て提起された財政再
建の方策は ､80年度予算におい て緊急 に措置すべ き財政再建の ための 具体的方策であ っ た
が､ それ らは 80年度予算に盛り込まれたため､ 予算の 執行が財政再建 を達成するという
構図にな っ て い た｡ そこで最終答申は､ 財政再建の ための 82 年度まで の中期的総合的方
策の提示 となっ た88. 具体的に財源額か ら見ると､ 最終答申に盛られた内部努力の推進 ､
事務事業の 見直しと受益者負担の 適正化､ 区市町村との 事務分担の 見直しと財改負担の適
正化､ 税財政制度の改替などを行えば､ 80年度は 1400億円､ 81年度は 2100億円､ 82
年度は 2750億円が捻出可能とされたが ､ 倣に中間､ 最終答申を実施 しない 場合､ 各年度
で 1960､ 2600､ 2600､ 合計で 7150億円の財源が新たに必要になるとも指摘して い た64o
知事は ､ ｢これを極力尊重 し､ 全力をつ く してその 内容の 実現に努めたい+ と して答申を受
けた｡
答申を受けて ､ 5月 1 日､ 都の 行政組織を見直し､ 最終答申を実施するために ､ 副知事
を委員長 と して都の 幹部か ら構成され る ｢組織検討委員会+ が設置された65｡ また委員会
の 下部機構と して総務局総務部が事務局を担当する､ 局次長クラス の幹部職見で構成され
る ｢幹事会+ も設 けられた｡ また､ 財務局は ､ 6月上旬に ､ 81年度予算編成を前に して各
局との 間で意見交換を行 っ て ､ 財政再建委の 最終答申を予算編成に活かすために ､ 全庁的
理解を深め る行動に 出た｡
一 方､ 最終答申の 指摘は外郭団体の合理化にも及ん だ. 都の 関係する外郭団体 - の 合理
化は財政再建委の答申で も触れられ たが , 都は､ 6月 20日 ､ 都の 監督権が直接に及ぶ公社
など10団体66の役員 ･幹部職農の退職手当の 5割増を80年 10月 1 日から廃止すること､
部長 ､ 課長 などの退職金 の 役付加算も都職員に準 じて段階的に廃止する こと ､ 出向職員の
給与の 上乗 せ措置を廃止する こ と､ などを決定 し､ その 他の 関連 20団体67に つ い ても､ こ
れに準じた措置を取 る よう指導 したの で ある58.
こ の ように , 都の財政再建 の 進捗状況は順調で あっ たため､ 6月 30 日から 7月 8 日ま
で の 9 日間の 会期で開かれた 80年 の第二定例会で ､ 知事は､ 財政状況は 一 年前の破産寸
前の状態に比 べ 大幅な改善が 見られ るため､ 財政再建 の 足がかりは得られたを胸を張っ た
59
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そ して ､ 組織検討委員会は ､ 7月 11日､ ｢組織改革の方向につ いて+ とい う提言をまと
め知事に提出 した｡ そ こで は ､ 行政組織の 改組60､ 管理職数の削減を局長級で 8 ポス ト､
訣長級で 50ポス ト､ 81年 7月 の 定期異動まで に行うことが明記された61｡ そして知事自
身も7月 17 日､ さらに 一 年間延長 して ､ 自らの 給与を半額返納することを表明 した62. そ
して ､ 職員向けの庁内放送で ､ 知事は行政組織の 改組に つ いて訴 えるの である｡ すなわち､
｢簡素でわか り易い もの に改めるとともに ､ マ イタウン東京構想の 実現を推進 して いくた
めの 体制 と して整備 して いく+ ことを明らか に した63｡
さらに都区間では ､ 第5回都区検討委貞会にお い て ､ 財政調整制度に関 して その 配分率
を - 定期間固定するこ と ､ 現行事務事業の 見直しを行うこ となどが協議され ､ 最終結論は
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11月 の協哉に持ち越されたが ､ 事実上都区間の行政事務の配分も決定したの である ｡
適切な労組対策による公営企業の財政再建
公営企業の財政再建 を検討 して い た｢公営企業等財政再建委員会(稲葉秀三委員長)+は､
80年 11月 14 日､ 鈴木知事に答申を提出 した｡ 答申で は公営企業運営の ｢独 立採算制+
の観点か ら､ 公営企業の財政再建 には ｢企業論理 の適用+､ すなわち ｢経済性 の 必要性+ を
強調した内容になっ て い た｡ 具体的には､ 公営事業会計の 赤字解消に は､ 人件費の抑制､
内部努力の 実施 ､ 受益者負担 の適正化 (料金値上げ) が必要とされた｡ こうした公営企業
経営に対する経済性重視 の倫理は､ 一 般会計か らの補助金に よる支援の抑制 を前提とした
経営､ すなわち公営企業自身による財政再建を求めたもの で あっ た｡ したが っ て ､ そこ で
は第 一 に ､ ①定数削減､ ②バ ス路線の 再編整備､ ③非効率な事業の廃止 とい っ た､ 公 営企
業自身による ｢内部努力 の推進+ が ､ また第二 に ､ 受益者には行政サ ー ビ ス の 対価として
の負担が求められたの で ある｡
これ に対 し､ 共産党都薄団は 11月 14 日､ こ の 答申につ いて ｢経済性の 発揮の みを強調
し､ 料金 の 大幅値上げを中心に ､ 都民サ ー ビ ス と職員の 労働条件の 切り下げ､ 人員削減に
よ っ て収支の帳 じりを合わせ たもの+ であり ､ ｢この ような反都民的答申を知事が実施する
ことに断 じて反対する+ と声明を出して ､ 反対 して い た64占
答申を受けて ､ 東京都は 80年 11月 26日､ 交通局職員の 削減､ バ ス 路線の再編 ･ 整備
などを主な内容とする公営企業の ｢内部努力の推進+ 方策を､ 都営交通運賃と下水道料金
の値上げを内容とする ｢受益者負担の 適正化+ 方策を中心とした ｢交通事業と下水道事業
の財政再建 3 カ年計画 (81年度から 83年度)+ を発表 した｡ ｢内部努力の推進+ 政策の 内
容は､ ①機械化の促進 に よ っ て交通局の職員数を3年間で 1223人削減 し､ 83年年度末時
に 9320人体制にする ､ ②都バ ス の 営業所の 統廃合によ っ て 1部 6課 2事業所を廃止 し､
さらに非効率的なバ ス 路線を再編 ･ 整備して ､ 赤字バ ス 路線の 運行を黒字路線の 利益で補
てんされる範囲内に留め､ これ以外 の赤字路線の継続に は地元自治体へ の財政的負担を求
める ､ そ して③交通局職員の退職 ､ 超過勤務､ 特殊勤務な どの諸手当を是正す る､ という
もの で あっ た｡ そ して ､ そ うした政策の実施 によれば419億円の財政削減が期待できると､
同計画は強調 したの で ある ｡
次に受益者負担の 点を見 ると､ 都営交通 の運賃値上げは 78年10月 以来､ 下水道料金 の
それは 7 8年 4月 以降轟年行われて い た｡ 既述財政再建 3 カ年計画における値上げ実は､
81年 2月 から都バ ス 運賃では初乗り 130円が 10円引き上げられ 140円 (平均27.3% )
に ､ 81年 6月か ら都営地下鉄運賃では初乗り 100円が 20円引き上げられ 120円 (平均
32.1%)に ､ 改正 され る とい うもの で あっ た｡ また ､ 下水道料金 の値上げでは ､ 81年 4月
から月 の排出量が 10 立方メ ー トル 以下で は基本料が180円か ら325円 (80.5%)に ､ そ
れ以上の ラ ンク で はそ の ラ ン ク に応 じてその 基本料が各 々80% 値上げされ るとい う内容
であっ た｡ こ の ため値上 げ幅は ､ 月 あたり排出量 25 立方メ ー トル の標準家庭 (夫婦子 2
人) の 場合､ 料金 は 8 55円か ら1525円 (78.4%の引上げ率) に値上げされ ることにな っ
た｡ こ うした背景には､ 79年度末で公営事業会計が ｢二 千七 百七十二億円だ っ た累積欠損
金は ､五十八年度末に は六 千億円を超 える(知事)+とい う財政事情が存在したか らである｡
そして知事は ､ ｢内部努力 などによ っ ても､ どう してもまかないきれない部分に つ い て ､ や
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むなく利用者の負担をお願 いするもの ｡ 事業の 維持管理の ために は避けて通れない+ と 80
年第四定例会の開会冒頭の 所借表明説明で その意 向を明らか に した｡
80年 12月 の第内定例会で は ､ 都営交通運賃､ 下水道料金値上げの 知事提案が審議され
たが､ 以上 の 知事方針 は議会内知事派にも支持されて い っ た ｡ 80年12月.8 日の 代表質問
では ､ 都議会自民党と都議会公明党の 両会派は ､ 都営交通や下水道などの都の 公営企業の
財政再建に あた っ ては ､ 職員の 定数削減や組織の 簡素化 , 業務手当の是正 など､ 企業努力
の必要性を強調 し､ 都民に対 して値上げを持ち出すなら､ 先ず公営企業が 一 層の量経営に
努めなけれ ばならない ､ と主張 した｡ これに対 し､ 社会党都議会と共産党都議会の 両会派
は､ 大幅値上げは都民 の 家計 に多大 な影響を与えるため反対で あると主張 した66. また公
営企業委員会で の 12月 11 日の質疑で ､ 杜共両会派の 議員が､ 人員削減などの 内部努力 は
すで に行 っ て い る. 都市交通の企業環境を改善し､ 一 般会計か らの補助金を求める べ きだ
と述 べ たの に対 して ､ 自民 ､ 公明の 蔵貞は ､ 値上げする以上､ 親方日の 丸意識 を変え､ さ
らに 一 層 の 内部努力をす べ きだと主張 した66.
以上 ､ 知事派 と反知事派間に都営交通 の運賃値上げに対する賛否の相違■は存在したが ､
両派の読会内政党配置 の数の格差が, 知事派 - の 反知事派 の対抗を抑制 し､ こ の 間題 にお
ける議会内 ｢争点化+ は潜在化 した｡ ただ し､ 財政再建計画に盛 られた内部努力という合
理化の推進が付帯決議 と して成立の 前提条件とされたの で ある67｡
これに対 し､ 下水道料金値上げを巡る対立は知事派 ･ 反知事派間ではなく ､ 知事派 内で
顕在化 した｡ 12月 16日 の 公営企業委員会の審議過程では付帯決議の内容をめぐっ て自民
党内で の 対立 が表面化 した の である｡ 下水道料金 の 引き上げ幅が80%と大幅なうえ､ さら
に78年4月 に 引き上げて 以来連続 して 4年間も引き上げられ ることにな っ たとい う点で ､
下水道 を大量 に使用する生活 関連業の 中小企業が､ 引き上げ幅の抑制を都議会自民党に働
きかけたの で ある ｡ 生活関連業界､ すなわちクリ ー ニ ン グ､ 豆腐 ､ 製麺業などを支持基盤
に持 つ 都議会自民党は ､ 減免措置 の あり方 を巡 っ て党内で対立 した｡ この ため都議会自民
党内で の減免措置調整 は難航 し､ 同提案の成立 は委員会審議最終日に至 っ ても可決されな
い状態で あ っ た｡ 結局 ､ 業界 - の 減免措置が都議会自民党内で調整されると､ そ の 内容が
付帯決議に盛 られて 同提案は知事派の 多数によ っ て可決 されたが ､ この ような状況は ､ 美
濃部都政下の 79年 3月 ､ 職員の 定期昇給復活問題 をめぐっ て ､ 総務都民生活委員会が そ
の 結論 を翌日未明 にわた っ て引き延ば した例以来の こ とで あっ た680
都営交通運賃と下水道料金 の値上げが決定すると､ 次に行 われたの は財政再建委員会が
最終答申した合理化計画 の処理に つ い て であ っ た｡
80年 1月 17日に出された都の 人員整理計画で は ､80年度から82年度まで の 間に ､5348
人に上 る定数削減が提案されて い た｡ 80年度に 305人の 整理が進んで い たため､ 残りは
2343 人で あっ たが ､ 知事は ､ 計画の 最終年度の 82年を待たず81年で終了させ ようとの
意向を持 っ た｡ すなわち ､ 80年度には都立高校授業料の値上げが実施され ､ 8 1年度に は
下水道料金 の 80%もの 値上げに加 えて ､ さらに 82年度には都営交通運賃の 30%もの値上
げが予定されて い たか らで ある｡ 都民 の負担を求める公共料金の 値上げ方策が矢継ぎ早に
出されて い た ため ､ 早急 な内部努力の推進が ､ 都民感情を融和させ るには必要で あっ たの
である69｡ こ の ような都の 方針 に対 し､ 都労連は ｢大幅定数削減は都民サ ー ビス を低下さ
せ ､ 職員生活をおびやかすも の+ と反発 し70､ さらに都庁職は ､ ｢不当な削減の 強行実施を
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糾弾する+ との抗議声明を出 して反対 した｡ こ の ため､ 都労連は 1月 14 日から･22日まで
に断続的に合計5回の 時限の 同盟罷業を行 っ て執行部に対抗を示 したの である｡
しか し､ 都労連の執行部 - の抵抗は意外 な展開を見せ るこ とになる｡
財政再建委 の最終答申によ っ て提言された退職金 の 削減と ､ 特定職の退職金特別支給制
の廃止 とは重要な論点とな っ た｡ 財政再建委の 答申で は退職金 は現行の 給与月 額の 90ケ
月 から2嘗f] を削減する こと､ また警視庁 ､ 東京消防庁 ､ 交通局職員などの特定職の 場合は､
特別加算を廃止す
1
る ことが提言されて い たo
都庁職 ､ 都教組､ 都高教､ 都大職､ 全水道 ･ 束水労､ 束交の 6単組の うちで ､ 人事委に
よる勧告 は ､ 都庁職､ 都教組 ､ 都高教､ 都大職の 4 単組に適用されたの に対 し､ 全水道 ･
束水労､東交の 現業職の 2単組 の待遇改善は ､地方公営企業法の 1952年10月 の制定以降､
任命権者で ある水道局長や交通局長の権限になっ て い た｡ ただ､ 実際には企業職員の採用
や昇進な どの 待遇 につ い ても 4 単組に準じた取り扱い はなされて いた71｡ したが っ て ､ 全
水道 ･ 東水労の場合､ 基本的 には､ 東京都と都労連との交渉結果に拘束されたが､ 水道業
務手当を始めとする特殊勤務手当等に関して見 ると､ 両者間に交渉がなか っ たわけで はな
い 72
｡ これ に対 して ､ 東交の場合､ 基本的には水道局と同様で あっ たが､ 水道 と交通とい
う職種の 差異か ら当局との 交渉は水道の場合以上に広く認められて い た. その ような交渉
結果 の 一 つ が退職金の 特別支給制にも現れて い た｡ こ の ため､ 財政再建委 の提示 した特定
職の 退職金特別支給制 の廃止 は ､ 交通局労組と同 じ現業職の水道と ､ あるい はそ の他の労
組とを分か つ 要因 の 一 つ とな っ たの で ある o 交通局職員は ､ 他組が明確な定年制を敷い て
い なか っ た の に対 し､ 6 0歳完全退職を遵守 して い たこと､ 多くの 職種が隔日勤務を始 めと
する変則勤務体系で あっ たこ と､ 他組の職員が誕生 日の 年度末退職であっ たの に対 し､ 誕
生日 の月 末退職で あ っ た ことなどの 点で ､ 退職時給与月 額の 96ケ月支給が制度化されて
い たの で ある73o
35年勤務で 60歳退職の 場合の退職時の 給与月額は ､ 90 ケ月支給であ っ たの に対 して ､
交通局職員 の場合は ､ 業務の 特殊性か ら､ 同様の 条件の場合､ 90 ケ月 ＋6 ケ月支給が慣例
化 して い た ｡ しか し､ 財政再建委 の最終答申に よ っ て 2 割削減が実施されると､ 交通局以
外の職員の場合は 削減対象が 18ケ月で あっ たの に対 して ､ 交通局職員の場合は ､ 24 ケ月
になっ て ､ その 削減のデメ リ ッ トが加重され る可能性 があ っ たの で ある｡
しか も､ 知事 ･ 執行部は ､ 両者を 一 括して扱い ､ 加 えて ､ 都労連は束交に詳細な交渉経
過 をそ の都度説明せず ､ 妥結が成立 したため､ そ の 交渉結果に拘束された束交は ､ 交渉結
果 に不満を持 たざる を得なか っ た. こ の 結束 ､ 束交は都労連 の ｢統 一 戦線+ からが離脱 し
た｡
しかも都は ､以上の ような人員整理と､80年の給与改定とを + 括 して処理 しようとした｡
1月 22 日､ 総務局は ､ 人事委員会勧告のとおり ､ 4.56%を4月 に遡 っ て支給する こ と､ す
なわち80年度給与改定の完全実施 と､ 年度末手当の 0.5 ケ月支給とを決定 して ､ 都労連 に
通知 した ｡ 宮部都労連委員長 は､ 交渉後記者会見 して ､ ｢都労連として は これで解決する と
思 い ､ 単組 の討議に下ろ した｡ 二 十三 日午後五時まで に ､ 単組か ら都労連に返事がくる ｡
内容的に は人事委勧告は完全実施されたが､ 公民格差､ 退職手当削減につ い て は不本意な
状況 での 選択だ っ た｡ これらは ある意味で はワ ンセ ッ トにな っ ており ､ 苦汁をなめながら
解決 を求めた+ と釈明 した74｡
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都労連との 協調体制 から離脱 して いた束交は ､ 同日 ､ 交通局執行部に独自に団交を申し
入れた｡ これに対 し､ 交通局執行部は ､ 人員整理に つ い て は早急に合意すると いうことが
組合で確認されなけれ ば､ 給与改定につ い て は応 じることができない ､ また退職手当につ
い ても都と同様に処理する ことを回答した75o 東交にと っ て ､ 執行部と都労連間で合意 し
た以上の 成果は得られず ､ 束交の 要求は拒否された形となっ たの である76｡ こ の ため退職
金削減方策は ､ 待遇の 制度上の 差異を調整せず､ 執行部と都労連との 交渉内容で 一 律に都
労連全体の待遇が処理 されたため ､ 都労連の 一 体性に亀裂を生 じさせ るこ とにな っ た｡
さて ､ そ の 後 ､ この 交渉結果は ､ 都労連と執行部間で調整され ､ 最終的に は ､ 20% 削減
から11%削減で妥結した｡ これか らすれば都労連が執行部に優位 したという帰結の ように
見えるが､ 同時に､ 都労連は､ 知事の 意向を受け入れて ､ 81年度での 人員整理に合意 した
の である ｡ 都労連 は ､ 退職金削減を最小限度に留め､ か つ 給与改定で は80年 4月 実施 と
い う成果を得たが､ 一 方で ､ 人員整理で は1年早めて 削減を受け入れ､ さらに束交との 関
係では対立 して ､ 都労連とい う組織の 弱化を招く ことにな っ たの で ある77｡
また ､ 財政再建委の 最終答申に盛 られた合理化計画に は水道職員の業務手当の 削減方策
もあっ た｡ 80年 6月 ､ 執行部の提案では ､ 業務手当の 支給率を基準給与(本棒＋調整手当)
の 6%に改め､ 3 年間の経過措置を置い て廃止 するこ とが､ 社会党系の全水道東京水道労
働組合 (12000名) と共産党系の 東京水道労働組合 (650名) に対 し提示された｡ これに
対 して両労組 は ､ この制度は1969年以来の職員の生活権の 一 部として定着 して い る こ と､
また貸金など労働条件に関する変更は労働協約 の対象事項となっ て い る こと､ これらの 点
を主張 して反対 したため､ 交渉は暗礁に乗り上 げたo 両労組は 一 方的美称ま困ると主張 し
て ､ 同盟罷業が繰り返されてきたの で ある78｡ そ もそも､ 業務手当は､ 知事部局 の職員と､
法律上身分的 に異なる扱い をされてきた公営企業職員の 給与制度の点で ､ 独自性の 強い 勤
務体系を持 っ て い る現業職に対 して支給されてきたもの で あっ た｡ 水道局で は 72 年4月
か ら､ 下水道局では 73年4月 から基準給与の 11%が支給されてきて いたの である｡
この ため予定 した8 0年 10月 1日の 実施に は間に合わず､ 保留とせ ざるを得ない 状況 に
置かれて い た｡ 事態 を重く見た水道､ 下水道両局は , 80年 10月 27日 ､ ｢労働協約+ に則
り ､ 業務手当 の停止通知を発 した｡ こう した状況に なると､ 労組の 回答に拘わらず ､ 90 日
後の 1月 26 日 には､ 業務手当が自動的 に廃止 される こ とになる ことになっ て い た79｡
こう した経緯の後 ､ 水道 ､ 下水道両局は81年 1月 27 日､ 両労組に対 し､ 2月 1 日か ら
業務手当を削減するこ とを通知 した｡ この ため両労組はさらに反発を強めて い っ たの で あ
る ｡
その 後 ､ 業務手当問題 は ､ 意外な展開を見せ る こ とに なっ た｡
両労組は ､ 3月 11 日､ 業務手当削減と､ そ の 阻止闘争に対する当局の処分に関して ､ 都
地方労働委員会に斡旋申請 を行 っ た｡ 両労組 は ､ 事情か ら見て団体交渉の 結果 からは解決
の 糸 口が見出せない との 判断をして ､ 仲裁と いう方法に踏み切 っ たの である80｡ そ の 後 ､
都地労委 に調整 を委ねられた業務手当問題は ､ 5月 27日 ､ ｢業務手当を 81年 2 月 か ら 4
年間で段階的に 7% 相当額に減らす+ とい う仲裁裁定が両者に出された｡ 労組 の 主張は ､
調整期間の 1 年延長と､ 削減率 1%の 阻止 とい う ことで終結したが､ 概ね都 の 主張が取り
入れ られ る こ とにな っ たの で ある81｡
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強気 の財政再建 の推進 とそ の財政的内実
さて 5月 31日､ 出納が閉鎖され ると ､ 財務局は 6月 2 6 日､ 前年度で ある 80年度の 一
般会計決算の 状況をまとめ､ それを発表 した｡ それに よると､ 形式収支で は 79年度が93
億円の 赤字で あ っ たの に対 し､ 80年度は 232億円の 黒字に転換された点が注目される｡
さらに実質収支を見 ると､ 80年度は 208億円の赤字で あっ たが､ 79年度の 607億円の赤
字に比 べ ると ､ その赤字幅は縮小されて い た｡ も っ とも､ 81年度には実質収支は黒字にな
つ てい たことか らすれ ば､ 都財政は改善されて い っ た様子が伺える｡ 78年度の実質収支の
赤字額が 1012億円で あっ たことか らすれ ば､ わずか 2 年あまりで二都財改は かなり改善
されたこ とに なる｡ すなわち､ 合理化 を始 めとする財政再建委員会の答申した財政再建方
策の実施が効果的セあ っ たということになるが､ 財政再建委員会の最終答申に述 べ られた
｢実質収支の 赤字は五十五年度に赤字限度額の 二分の - 以下に し､五十七年度まで に解消+
すると した財政再建の 目標に対照 しても ､ 80年度の 実質収支の赤字額は ､ 財政再建団体に
指定され る赤字額 の 6分の 1以下とな っ て ､81年度に財政再建をな し得る と した知事の 主
張も､ あながち論拠の な いもの とは い えない状況で あっ た82｡
当然､ 鈴木都政の財政再建路線の実行 が財政再建 の 要因であっ たとい う帰結になるが､
果た して どうなの か ､ それを確認するo 80年度の普通会計 (ニ ー 般会計十特別会計 一 重複
分) 決算によ ると､ 歳入 は2 兆 9353億円で歳出は 2兆9020億円であ っ た｡ 実はこの 8 0
年度が分岐とな っ て ､ 都財政 の財政再建 は著に つ い たと いう議論が88説得力 を持つ の で あ
るが84､ そ の財政状況 の好転とは如何なる こ とを指すの で あろうか0
収支決算の みで は ､ 財務当局の操作を否定できな い ため85､ やや詳細に検討する必要が
ある｡ 報道に よれば､ 都税の状況は ､ 80年度の 都税の 決算見込み額が ､ 79年度の それに
比 べ て 10.8%増加 して お り､ なかで も法人 二税が 13.8%､ 道府県民税個人分が 11.2%で ､
いずれも 二桁の伸びを示 して い た｡ 当然 ､ 78年度以上に 79､ 80年度の両年度が増加 して
い る こ とは容易に想像され る｡ 法人二税の税収に寄与 したの は ､ 金融､ 石油 ､ 弱電､ 鉄鋼
などの製造業で あっ た ようで ある86｡ ただ ､ こ の ときの都税の捕捉率は 79年度が 95.1%
で､ 80年度は 95.3% となり､ わずか 0.2%とは い っ ても ､ 伸びてい るの は確か で あるが ､
かとい っ て ､ 補足率に大きな変動が あっ た訳でもない 87o したが っ て ､ 徴税努力 によ っ て
財政再建がなされたと いう訳で はない とい うこ とになる｡
さらに詳細な数値か ら 78年度の普通会計決算を見 ると､ 形式収支で は 78年度が 29億
円の赤字､ 7 9年度が 204億円の 黒字､ 80年度が 333億円の 黒字となり ､ 実質収支では ､
78年度が1011億円の赤字､ 79年度が 607億円の 赤字､ そ して 80年度が208億円の 赤字
となっ て い た｡ 経常収支比 率も 78年度の 106を最高に ､ 79年度は 100を割 っ て 97､ 80
年度は 91と逓減 し､ さらに82年度には 90を切っ て 89.5 に
■
まで低下 して い る｡ 収支均衡
して い っ た様子が伺われ る｡
歳入の うちの 6･割以上 を占めたの は都税で あり ､ 国庫支出金が 1割あま りで これに続く ｡
美濃部都政3期日最終年度の 78年 に都税は歳入総額の 62%を占めて 1兆6 14億円で あ
つ たが
､ 鈴木都政1期日初年度79年度で は､ 前年度比 12%増の 1兆81 71億円､ 続く 80
年度が同様に 11% 増の 2 兆140億円､ 81年度が 同様に 8% 増の 2兆 1662億円､ 最終年度
の 82年度がやはり 7% 増の 2兆3261億円とな っ て い た｡ 鈴木都政3年目の 81年度には
財政が好転して経常収支比率も90,9%にまで逓減 して い る ことから､ 財政は再建されたと
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されるが ､ 78年か ら81年まで の 3年間で都税は 34%も増加 して い る｡ 鈴木都政1期日最
終年度の 8 2年度で は美濃部都政最終年度の 78年度に比 べ て 44% も税源が増大 して い る
の で ある｡
これに対 し歳入規模は ､ 美濃部都政3期め初年度の 75年と最終年度の 78年とで は､ 4
年間に歳入規模は 1･5倍に拡大 し､ 都税も同様に 1.5倍にな っ てい た｡ 鈴木都政1期目の
79年度と 82 年度との 比較におい て は ､ 歳入規模が1.2倍に拡大したの に対 して ､ 都税規
模は1･38倍にな っ て ､ 都税が財政規模以上に増大 した88｡ こうした事実からすれば､ 都財
政の 80年代前半期の 好転は､ 財政再建方策以上に増大した税収の 恩恵に浴 したもの で あ
ると考えられ る｡
しか し､ こ の ような点はあ っ たが ､ 財政再建は 一 応 の著に つ い たとして ､ 知事の もうひ
とつ の 公約 で ある ､ マ イタウン東京構想実現の ため､ 鈴木都政は溝進 いて いく ので ある ｡
長期計画 を盛り込む訣題 とそ の具体的内容を検討するため ｢長期計画懇談会+ は 8 月 12
日発足 し､ 同日初会合も持たれ ､ 恕散会は各界か らの代表 17名で構成されて い た｡ 82年
4月 を目途に中間答申を､ 同年 9月 に最終答申を出すこ とも決定された｡ この ような計画
の 策定 は ､ 63年2月 に ｢東京都長期計画+､ 67年 1月 に ｢これからの東京 二 十年後 の
展望+､ 71年 3月 に ｢広場と青空の 束京構想+､ 74年 9月 に ｢新しい都民の 生活像+ と 4
度提出されて い る｡ さらにこ の流れ は ､ 8月 7 日 ､ 2副知事各で発令された ｢マイタウン
東京構想+ の推進を主眼とする 82年度予算編成方針の依命通達の発令に よ っ て本格化さ
れて いく の で ある｡
知事派には弱い知事
81年夏 の都議会選挙では自民党が 56議席か ら 52議席- ､ 公明党が 2 5議席か ら27議
席 - ､ 社会党が18議席か ら 15議席 - ､ 共産党が 11議席から 16議席 - ､ 民社党が3読席
から 5議席 - ､ そ して新自由ク ラブが 10議席か ら8議席- と変化 した｡ 自公民 3党柱定
数127 議席中の 84議席を占めて ､ 引き続い て安定勢力を維持 した｡ 3党は 77年選挙より
1議席増加 した｡
都は次 に都営交通と水道の 財政に つ い ても対策を講 じた｡ 都営交通に つ い て は経費削減
のため運行体系を見直 し､ 水道につ いて は料金 の値上げで あっ た｡ 交通局は ､ 都の財政再
建計画 に沿 っ て ､ 人員削減を実施するため都バ ス の.25路線で運行 を284 便往復削減する
ことに し､ 10月 1 日から実施 に移され ､ うち2路線で は最終便の運行時間を繰り上げる措
置も取 られ た｡ 他方で ､ 7 路線では 73往復の便数を増加させ ､ 最終運行 時刻も繰り下げる
措置を取 っ て ､ 増収 に対する措置も行な っ た｡ これ らの方法によ っ て交通局は乗務員､ 特
に運転手の 定員を170人 ､ 整備などの技術職員を 10人削減する ことにも成功 したの で あ
る89｡
一 方 ､ 水道料金 の値上げにつ い ては ､ 8月 13 日､ 水道料金を48%に値上げし､ 11月 1
日か ら実施する構想がまとま っ た｡ 水道料金 を48%に値上げした場合､ 標準家庭で は月 あ
たり 800円程度の値上げにな っ たが ､ 下水道料金 が81年4月 に値上げされた直後の 計画
であっ たため､ 知事派各派は難色 を示 した｡ 従来水道局は ､ 75年度か ら3年ごとに財政再
建計画を策定 し､ その都度､ 水道料金 の値上げを行 っ てきて い たが､ 81年は都議会議員選
挙もあ っ たため ､ 値上げは保留されて い た. しか しながら､ 水道局長は ｢値上げが - カ月
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遅れれば値上げ幅は 二 %増える｡ 九月議会で通れば､ 値上げ幅は四○% 台ですむが､ 十 二
月議会に なれば五 ○%を超えざるをえない+と､ 早期の値上げを主張 して いたの である90｡
知事は 81年8月 27日の知事派との ｢与党連絡会+ での席上で ､ 水道料金を始め､ 工業
用水道料金 ､ 国民健康保険料の 値上げ案を9月 の 第三定例会で提案したい七の 意向を明ら
かに した｡ そ の 際､ 知事は ､ 水道の 48.74 %と工業用水道の 4 5.95 % は11月 1 日か ら､ 国
保保険料は 35 から37 % に, 82年4月 か ら各々 改定 したい と説 明した｡ そ して知事は ｢ギ
リギリの 内部努力をして ､ 値上げ幅を少 しでも抑えられない か どうか ､ 事務当局に引き続
き検討して もらっ て い る+ とも述 べ ､ 値上げに対する配慮を示 して い た｡
国保保険料に つ い て は79年 7月 ､ 既に国保委員会から37 %- の改定を答申されて い た
ため知事折か らは異論は出されず､ 3 会派との合意は取り付けられた｡ しか し､ 水道料金
の 改定につ い ては知事派 3 会派は合意せず､ ｢内部努力をさらに徹底させ ､ 少 しでも上げ
幅を低く して欲しい+ と3会派か ら要望され ､ 内部努力の推進が前提条件とされたの で あ
る91｡ 大幅な水道料金値上げは ､ 都薄会選挙を意識する議員心理か ら､ 頻繁な値上げが忌
避されたという政治的事情に加 えて ､ 水道事業その もの に関わる要因も存在 して いた｡ す
なわち ､ 水道事業の拡張工事 に充当した企業債の 残高の増加で ､ 元利償還費が増大 したた
めである｡ 水道需要に伴うダム建設 の 建設費用の 負担増､ 物価高騰に伴う施設 の維持管理
費の増大､ そ して景気後退に伴う大 口需要者の減少などで ､ 水道の 需要量その ものが減少
した結果 ､ 従来低廉な料金で供給されて い た 一 般家庭用の水道料金が､ 減少 した大 口需要
者分の 負担を､ 賄うかたちとな っ たの で ある｡ 独立採算制で運営される水道事業対する需
要量の 減少 は ､ 供給単価を引き上げる こ とに帰結 した｡ 景気の動向や産業構造 の変化に よ
つ ては ､ 一 般家庭の需要者以上に大量需要者で ある企業の需要量に変化が生 じるため ､ 事
業会計 は不安定になる ことは避 けられず､受益者負担が増大するという構造にな っ て い た｡
水道局 の作成した 48%の 水道料金 の値上げ実に難色を示 した知事派 3 会派 に知事は譲
歩して ､｢与党連絡会+で説明 した改定率を46.83%に圧縮して9月 9 日議会には提案した｡
水道料金 は使用量 に無関係の 基本料金 と､ 需要量に応 じて受益者が負担する従量料金か
ら構成され て いたo 知事提案の 引上げ案は ､ 一 般家庭で使用されて い る蛇 口 口径 が小 口 13
ミリ 口径管の 場合､ 基本料金を 410円か ら 610に 200円引き上げ､ 従量料金を 11t から
20t まで は 1 t あたり現行 80円を120円に引き上げるもの であっ た｡ これを妻子 4人の
標準家庭に適用すると ､ 月 25t の使用で 1710 円か ら2560円に 49.7 1%引き上げられる こ
とにな っ た｡ これに対 し､ 300 ミリ 口径の 大量需要者の場合で見ると､ 月 1000t 使用で
は 292万円か ら 413 万円とになり ､ 41.44 %とな っ た ､ 標準家庭に比 べ て低廉になり ､ 小
量需要者 - の負担が大きい 改定内容で あ っ たの で ある｡
知事は ､ 9月 26 日の第三定例会､ 開会日の 本会議の 提案理由の翠明で ､ ｢水源 ､ 水道施
設の拡充の ため過去に投資 した資金 の企業債残高が累積､ 給水人 口 一 人当たり約七万円の
債務を負 っ て い る｡ 取り替え､ 補強 ､ 改修を必要とする老朽化 した配水管や浄水施設も多
い
. 料金改定に当たっ ては､ 職員削減や事務事業の 見直 しなども指示 し､ 一 般会計か らも
約三十九億円を繰入れ るこ とに したが ､ なお累積赤字が五十八年度比に 一 千八 百三十四億
円に達する+ と述 べ て料金改定 - の 理解を求めた92｡ これに対 して ､ 都議会自民党は ､ ｢水
道局は どの ような内部努力をするの か ｡ 大 口利用者に甘く ､ /J､ 口にか らい庶民直結型 の値
上げだとい う批判があるが ､ その なの か+ と質 した｡ また都議会公明党は ｢クリ ー ニ ン グ
134
業界など水を大量に使う事業団体では特別措置を望む声が強 い ｡ どう対処する のか ｡+ と､
また都議会民主ク ラブは ｢水道料金値上げ案の基礎にな っ た経営合理化計画によると､ 内
部努力を して百八十九億円を見込んで い る｡ しか し､ 多摩地区 - の 分水料金値上げを差し
引いた本来の 内部努力は七十 一 億円に過ぎない ｡ さらに内部努力をすべ きだ｡+と主張 して ､
知事派3会派は､都の 内部努力 - の取り組み を強調 した｡ この ような知事派の 主張に対 し､
共産党都議会は ､ r - 般家庭の 値上げ率が大 口に比 べ て高くな っ て い るが､ 自治省の 見解に
迎合したもの で はない か+､ また社会党都蔑会も ､ ｢大幅値上げで あるばか りか ､ 逓増料金
体系を緩和 した庶民直結型 の値上 げだ｡ この 十年間､ 需要は横ばい なの に ､ 将来 ､ 水需要
が急増すると予測する根拠は何か｡ 赤字と自動的に料金負担に求める方式で はなく ､ 水道
財政の負担 区分を住民参加で再検討すべ きだ+ と主張 し､ 料金改定には難色 を示 した｡ 知
事は ｢値上 げに当たっ て は ､ 小 口使用は低額に抑えるよう配慮 した｡ しか し大 口の 場合､
料金の 最高額は原価計算の 面か ら - 七三百五十円と限界 コ ス トが決ま っ て い るo 一 方､ 小
口は これまで も原価を大幅に 下回 っ てい たため､ 平均ア ッ プ率 を上回 っ た｡ それでも 一 般
家庭の 場合 ､ 給水原価の 半分以下に抑えて い る+ と述 べ ､ 値上 げ - の理解を求めた｡ 10月
5 日の公営企業委員会で は ､ 都満会自民党議員が ｢下水道料金は生活関連業種に対 して減
免措置を して いる｡ 水道料金に できない はずはない+ と主張 した｡ これに水道局長 は ､ ｢特
定の人の 料金を減免すると､ そ の分をだれ かが負担する こと･ になり ､ 原価主義をとる現行
の料金体系 にな じまない+ と回答した｡
こ の よう に ､ 知事派が値上 げに慎重であ っ たため ､ 執行部は特定層 - の減免措置という
知事派の 主張に譲歩した｡ こ の結果 ､ 10月 6 日の公営企業委員会での審議では知事派 の賛
成多数で可決された｡ また ､ こ の提案は ､ 工業用水道､ 23区の 国民健康保険料などの 引上
げ案とともに ､ 10月 8 日の 本会議で も3会派によ っ て 可決されたの である｡ 水道 ､ 工業用
水道は 11月 か ら､ 国保 は 82年 4月か ら各々 引き上げられ ることになっ たo そ して水道料
金に つ い て は ､ 値上げに伴う 一 般家庭や中小企業- の 影響の 大きさに配慮 して ､ また浄水
を大量需要する業種か らの減免措置の 要請にも応 えて ､ 特定業種 - の減免措置を実施する
とい う付帯決議が付された｡ メ ッ キ ､ 用水型皮革､ 染色などの不況業種 をは じめ､ 豆腐､
クリ ー ニ ン グなどの 生活関連業穣 ､ さらに低所得者や福祉施設に対 しても ー 年間料金を抑
制する減免措置が取られたの で ある98｡
挑発に乗らない知事の 政治術
81年 10月 15日 ､ 人事委員会は公営企業を除く都職員の 給与を81年 4月 に遡 っ て平均
5.19%引き上げる勧告をまとめ ､ 知事と議長に提出 した｡ 勧告案は国の人事院勧告より引
き上げ率で は 0.04%低か っ たが ､ 金額で は逆に 1935円国より高く ､ また政令都市で は京
都市の 5.22%に次ぐ引上げ率で あっ たが､ 金額では全国の地方自治体の なか で最高額とな
つ て い た｡ 国家公務員の給与改定で は ､ 鈴木内閣が行政改革を進めて い た関係で ､ 人事院
勧告の完全実施をめぐっ て政府と公務員共闘とが激 しく対立 したため､ 一 般職に つ い ては
労組の要求 を入れて 4月 実施が実現 して い たが ､ 期末 ･ 勤勉手当では反映させず､ 調整手
当の引上げ率も凍結されて い た｡ 東京都を除く他の 地方自治体で もおおむね国に準じて ､
81年度の 給与改定は行なわれて いたの で ある｡
しか し､ 東京都の場合はこれとは相違して いたo 知事は､ 81 年 ､ 82 年には人員整理を
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行っ て い たため､ こう した点に配慮して ､ 給与面では人事委員会の勧告どおりの 実施を表
明した｡ さらに労使関係 の 悪化 は ､ 職員の 士気にも関わると して ､ 給与改定分を期末､ 年
度末､ 勤勉手当にも反映させ ることに し､ 82年1月 21 日の 都労連との 交渉では､ その 旨
伝えられた9 4｡ そ の 際､ 都が提示 した内容は､ 係長級以下の 職員には 4月完全実施する こ
と､ 課長級は実施時期を半年間繰り下げて 10月 からとするこ と､ 部長級､ 局長級の幹部
は引上げ時期を1年間凍結して 82年4月 から実施すること､ さらに課長級以上には期末 ･
勤勉手当 へ の反映を 81年度分は凍結するこ となどで あっ た｡ こ のような措置に伴う予算
額は 600億円であ っ たが ､ 81年度当初予算で計上されて い た額は 115億円で しかなか っ
たため､ 不足額を自治省の 起債許可に依存しなければならなか っ た｡
1月 21 日 には､ 都は ､ 新たに 82年度､ 83年度の両年にわた っ て 1150人の 人員整理 を
行うことに を計画 し､ 知事部局の 労組の 都庁職に通告 した｡ 総務局人事部による定数削減
計画の 内容によると､ 知事部局が 745人､ 交通局が25人 ､ 水道局が176人 ､ 下水道局が
10人 ､ 都立学校の教職員が 180人 ､ 瞥視庁 ･ 東京消防庁が14人とな っ て いた｡ 人事部は
職員定数削減の条例改正案を2月 の第 一 定例会に提案 し､4月 1 日から実施 した い とした｡
都庁職は 同日 ､ ｢五十八年度以降の 定数削減をい ま出す必要性 はない ｡ 現業部門を中心と し
て定数見直しは ､ 都民 - の行政サ ー ビ ス の切り捨てだ+ として反対 した｡
一 方､ 自治省は ､ 都の人勧に対する対処に反対の意向を明らか に した. 近藤事務次官は
1月 27 日､ 野村副知事 を自治省に呼び ､ 81年度の職員給与改定に対する完全実施とい う
都の決定に ､ ｢国並みの 抑制を しなか っ たの は極めて遺憾だ+ と述 べ ､ 財政面で制裁措置を
とる ことを表明 した｡ 同次官は ､ 期末 ･ 勤勉手当 - の 給与改定 の反映は ､.国家公務員の場
合に準 じて行なわれる べ きで あると し､ ｢都の 決定は ､ 先の通達に違反 した措置だ+ と述 べ
たの で ある｡ 野村副知事は ､ 都が昨年来 の定員削減や退職金 の 是正 などに取り組んできた
経緯を同次官に伝え､ 労使交渉で給与面まで犠牲を求めるの は 困難であると勧告尊重の 立
場を説明 した｡ すなわち､ ｢今回 の ベ ア 100% 実施 の決定は三年間で九千 二 百人の 定数を削
減する厳 しい内部努力 の中で ､ 職員組合との 関係 も考えて行 っ た苦渋の選択の 結果だ｡ ベ
ア は 一 年限り の負担増だが ､定数削減は将来も長く負担減になる o大変重要な決定なの で ､
容易に変更するわけには ゆか ない ｡ 起債をカ ッ トするとい うような具体的な話は なか っ た
が､ 財政再建 の 正念場で もあるの で ､ 起債に つ いて も自治省とよく相談して理解を得たい+
と野村副知事は事情を記者会見で説明 した95. しか し世耕自治大臣は ､ 1月 29 日の閣議後
の 記者会見で ､ ｢事情は ある にせ よ ､ 自治省と して は､ よくわか っ て い るという顔をするわ
けには い か ない+ と都 の対応 を批判 し､ 再考を促 したの で ある｡ 都の完全実施が他の地方
自治体に及 ぼす影響を自治省は懸念 しての こ とで ある｡ しか し､ 知事は､ 29 日の 定例記者
会見で ､ ｢減量経営の努力を無視して ベ ア の ことだけとやかくいわれ るの は誠に心外+､ ｢だ
い たい 政府が自治体に制裁を加 えるとい うの はおか しい+｢九千 二百人余定数削減と退職手
当の カ ッ トで ､ 年間六 百五十億円の節減が可能になっ た｡ こ の ような内部努力を度外視し
て ベ ア の 実施だけをい われる の は大変心外+ と反論 した｡ さらに ｢知事と都議会が決定し
て実施する こ とに､ 政府 が制裁 をおか しい+｢知事と しての 良心 に従 っ て決めた ことで ､ 都
議会が い かん というなら反省するが､ 政府にい われたからとい っ て反省す る必 要はない+
と主張 した96｡
ところが ､ 3月 26 日､ 都は ､ 自治省に許可を求めて いた 81年度分の退職手当債200億
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円の起債申請 を取り下げる行動に出た｡ 81年度の実質収支が黒字化 したため､ 起債に依存
しなくても人件費支出が可能になっ たためとされたが､ 自治省の制裁を受ける前に､ 都は
自主的に回避する方法 を取 っ たの である97｡ ただ し､ その ような起債許可申請は撤回 した
が､ 都の 方針は変わらなか っ たの である｡ こうした過程の なかで ､ 都と都労連との 交渉に
当た っ て い た稲田総務局長 は､ 疲労か ら急逝するという事態も起きてい た｡
当時自治省は地方自治体の職員に対する行政改革などを指導してい た｡ 自治省は 3月 31
日､ 東京都を除く全国46道府県と人 口 20万人以上の 96市につ い て ､ 望ま しい 一 般行政
部門の削減職員数は どのく らい になるの かを試算し､ 標準定員モ デル を公表した｡ これに
よると ､ 道府県で 3700人 ､ 指定都市を含む人 口 20万人以上の市で 3300人の合計 7000
人の 削減が可能で あるとされた｡
また､ 82年度の人事委見会勧告で は ､ 82年10月 13 日､ 81年度の 5.19%に は達 しな
いもの の ､ 公営企業を除く職員の給与を4月 に遡 っ て平均4.5%､ 額に して 12547円引き
上げる勧告が出され ､ 知事と議長に提出された｡ しか し都はそれを実施でき る状況にはな
か っ た｡ そ の 年の 春闘で ､ 公務員共闘は ､ 総理府総務長官の 回答として ､ 財政事情が厳 し
い 状況下で の 給与改定は難 しいとの感触を得たが ､ 政府 も､ 9月 20日､ 給与関係閣僚会議
にお い て早々 と人事院勧告の 凍結を決 め､ 同 24日の開幕で は正式決定をして い たの であ
る98｡ また､ ｢今年度の都税収入 は､ 予算に対 して約四百億円の 減収となる見込み｡ そ して ､
人事委の勧告を実施す るに は ､ 公営企業の職員を加 えると約六 百億円かか る｡ 合わせ ると
一 千億円 の財源がなくて は完全実施できない+ と ､ 10月 15 日､ 知事が述 べ たように､ 都
の 事情と しても財源的 にも困難祝されて い た｡ 知事は､ 都労連に ｢取り扱い は慎重に検討
して いきたい+ とだけ述 べ た99｡
一 方 ､ 都は知事 ､ 副知事の退職手当を 15%削減する ことに し､ 8 3年度予算案に盛り込
むことに した｡ 知事の 退職手当ては給与月額の 70%に在職月数を乗 じた額とされてい たが ､
これを60 % に して在籍月数を乗 じた額にする ことに改めようと した｡ 総務局長 は ｢鈴木知
事から､ 都財政再建 に全力 をあげるため ､ 自分の給料を半額辞退 してきたが ､ 退職手当て
につ い て も､ 同 じ姿勢で の ぞみたい ､ との強 い希望があっ たため+ と説明 した｡ 同様に副
知事の 退職手当に つ い て も給与月額の 55 %が47 % にされたの である｡ こ の ような措置を取
つ た上で ､ 都は 11月 19日､ 82年度も引き続い て 45歳以上の 一 般職具につ いて退職金を
最高5割増しに して希望退職を募集する｢勧奨退職+の実施を決定 した｡ さらに 1月 5 日､
都は地方公務員の 60歳定年制が 85年3月末から実施 され るこ ともあっ て ､ 副知事や関係
局長らか ら構成され る人事制度検討委貞会を設置して ､ 人事 ･ 待遇の 全般に つ い て見直し
を図る こ とに した の で ある ｡ その 背景には ､ 当時の報道機関の報道は ､ 財政赤字の要因が
公務員の人件費にあるとの認識で ､ 行政改革の 必要性 を強調 してい たため ､ 世論も国､ 地
方合わせて ､ 公務員に対する人件費には厳 しい 見方 を示 して い たこ とが存在 してい た100｡
11月 18 日 には主要 な駅頭で ビラ配布によ っ て ､ 都労連の 人勧実施の訴えも行われ､ 同2 9
日には決起集会なども行 われた｡ 12月 に入 ると､ 各任命権者との個別交渉､ 知事室前の座
り込み ､ 職場集会､ 同盟罷業なども行われたが ､ しか し､ 12月 23 日の 交渉で は､ 野村副
知事から ｢ベ アに つ い て は真剣に検討してきた｡ しか し状況は依然として厳 しく不透明で
ある｡ 今後とも組合と誠意をも っ て協議を して いくの で了解して欲しい ｡ 来年度の予算編
成で努力 したい+ と事実上の 凍結を回答された｡
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この 方向は変わらず､ 1月 に入 っ ても､ 83年度予算編成でも知事原案で は給与改定分は
計上されず ､都が1月 11日に発表 した復活予算におい て ､ 給与改善費名目で ､ わずかに 1%
の予算が 82 年度補正予算案と して計上されたのみ であ っ たの である｡ しか し､ 都の この
対応に は自治省が､ たとえ1%でも人勧凍結の 方針は変わらない と して反対 したため､ 1%
の財源に つ い て は翌年度に充て ることになり ､ 83年度分を 4.5%と して 83年度予算案に
計上する こ とにな っ た｡ しか し自治省は ､ 82年度の 1%分を翌年回 しに して 4.5%と して
予算計上 しようと したことに強く反発 した｡都は 4.5%か ら4%に削減せ ざる を得なくなっ
たの で ある101｡
こ の ような状況 の 下､ 局長級の退職金も削減され るこ とになり､ 79年度まで は90ケ月
が支給され て い たが ､ 80年度か らは 1年に 3 ケ月 づ っ 削減するこ とが83年度予算案に盛
り困れた｡ しか しそれ でもなお､ ｢民間の相場に比 べ て高すぎる+ との批判が都民から噴出
したため､ 人事制度検討委は ､ 87年度まで ､ 1年に 3 ケ月づ つ 段階的に削減して ､ 87 年
度まで には支給月 数を68ケ月 にす る方針を決定した102.
1月 21 日に なっ て野村副知事は､ ｢4%の給与改定費は計上 したが ､ 給与条例を第 一 定例
会に提案する ことは できなくな っ た+ と､ 交渉で都労連に説明し､ 同年度の 給与改定は凍
結される ことにな っ た｡ 都労連は ､ ｢57年度の ベ ア を絶対あきらめない ､ 給与の 口座振込
み等小委交渉で つ めた事項は "塩漬げ' とする+ と したが ､ 受け入れざる を得なか っ たの
である103｡ こ の ように して知事 は 83年 4月改選 を迎 えた｡ 自公 民3党が支持 したの は言
うまでもない ｡
83年4月 の知事選挙で は ､ 知事が自民､ 公明 ､ 民社の各党の支持の もとで有効投票 の約
60% を獲得 して ､ 社共支持 の松岡英夫を下 して 2期日が発足 した｡
知事派 あっ て の合理化方策の実効性
上下水道料金､ 都営住宅家賃､ 高校授業料などの ､ い わゆる ｢公共料金+ の 値上げに つ
い ての 議論が狙上に登 っ たの は ､ 鈴木都政2 期目の ､ 知事選挙後の 副知事選任に関する 83
年 5月 11日 の臨時議会におい て であっ た｡ こ ごで知事は ､ 公共料金の値上げにつ いて ､
共産党都議会諌員､ 社会党都議会議員の質問に答弁す る形で ､ ｢審議会の意見や､ 他自治体
の動向など総合的にみて ､ 検討する｡ 都民生活 を考えて ､ 改定率の抑制に努力 したい+ と
述 べ た104o
都は ､ 公共料金 の なかでも全世帯に関係する上下水道料金 につ い て検討す るため ､ 6月
8 日､ ｢上下水道財政調査会+ を設置す るこ とを明らか に した｡ 同調査会は上下水道の 料金
体系の あり方 を調査 し､ 同年 10月 に答申の提 出を予定した｡ 81年に都は上下水道の 料金
改定を行 っ たが ､ その 際､ 議会か ら ｢合理的な料金体系の あり方め検討+ を求める付帯決
議がなされ て いた こと､ また上下水道事業会計 における財政再建に関連して ､ 81年度に始
ま っ た同計画が 83年度に は終了する予定で あ っ たこ とから､ 都は 84年度以降につ いて も
新たに財政債権計画作成の 必要性 から同調査会 の設立 を決定したの である105｡ そ して ､ ｢上
下水道財政調査会+ の 下水道部会 (橋本徹部会長)+ は ｡ 9月 29 日､ 現行の 下水道料金 の
見直しな どを盛り込んだ中間答申案を発表 した｡ そ こ で は ､ 排水量の 増加に比例 して料金
の割増率が高く なる現行の 逓増型料金体系は ､ 大 口利用者に負担が重く､ 小 口利用者には
比較的負担 が軽い とい う特徴があ っ たため､ そ の 是正 がひとつ の 課題とな っ た106｡ そ して
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同調査会は 10月 13 日､ 水道と下水道の 現行料金体系の 見直しを正式に知事に答申した｡
その内容は ､ 最高額と最低額との 差異が水道で は 5.7倍､ 下水道では8倍という格差の あ
る現行料金体系は是正され る必要があるとい うもの であっ た｡ 石油危機を分岐に水需要に
占める大口需要者の割合が減少 し､ 一 般家庭などの 小 口使用者の増加 によらて ､ 高度成長
期には合理的で あっ た料金体系が現状に適合しなく な っ たというの がその提案の理由で あ
る107｡ こうした答申を踏まえて東京都は ､ 10月 31 日､ 84年度以降の新財政健全化計画を
策定するた め､ そ の計画の 一 部と しての 水道料金 の値上げ案をまとめた｡ それによると､
平均値上げ率 (基本料金と従量料金) は12%で あっ たが ､ 使用量別に見ると､ 基本料金が
企業など中 ･ 大口 口径使用者では 5 %の値上げ率で あっ たの に対 して ､ 一 般家庭用 25 ミl)
以下の 小 口 口径使用者で は40%以上になり､ い わゆる ｢庶民直結型+ とも いう べ き小 口使
用者 - の 負担 の大きい 改定内容となっ て い た｡ 確か に ､81年11月 の平均引上げ率46.83%
の場合と比 べ ると､ こ の 引上げは値上げ率こ そ抑制されて い たが､｢大口 に甘く小 口 に辛い+
とい っ た政情批判の通り ､ 従量料金におい て大 口使用者の負担が軽減された方向で まとめ
られて いた の で ある108｡
こ の引上 げに は消費者団体の 日本消費者連盟か ら反対が上 が っ た｡ こ の 団体は全水道東
京水道労働組合とともに ｢上下水道料金以上 の値上げの原因と東京の水を考える懇談会+
を 12月 5 日､ 都消費者セ ン タ｢ で開催した｡ 代表は ｢こんどの値上げは大 口に甘く ､ 小
口に辛い家庭直結型に なるはず｡ 値上げの原因は水がだぶつ い てきたの に拡張事業に膨大
なカネをつ ぎ込む水行政にある+ と述 べ た109｡ また､ 12月 13日の 千代田区の都道府県会
館で行われた知事と 28 の消費者団体か らの 参加者 55人との ｢タウン ミ ー ティン グ+ にお
い ても､ ｢基本料金 の 大幅ア ッ プや ､ 企業な どの 大 口利用者の引き上げ幅を抑え､ 一 般家庭
など小 口利用者の 上げ幅を高くすると伝えられ るが ､ 都民生活無視の態度で はない の か+
｢水道の 需給計画 は過去何回も縮小変更されて きた｡ 常に設備投資が過大に見積もられて
お り､ そ の ツ ケが値上 げにはね返 る｡ 安易に値上げせず､ 料金を抑える努力 をして ほ しい+
と述 べ られて ､ こ の値上げは不評であ っ た110｡
しか し､ 同計画 は 12月 28 日､ 翌 84年 の 2月 に予定されて いた第 一 定例会で提案され
る ことに なづ たo さらに ､ 都の 方針 によると､ 水道料金の みならず､ 都営交通や下水道料
金の値上げまでもが提起され るこ とにな っ たの で あるo 値上げは ､ 84年 5月 か ら水道では
標準改定で は現行 2110 円が 2370円に ､ 下水道は現行 1525円が 2 210円に ､ さらに 85
年1月か らは地下鉄初乗 り運賃120円が 140円に ､ バ ス の 均 一 運賃 120円が 140円に ､
都電 120円が 140円に各 々 値上げされる ことも盛られた｡ さらに ､ 高校授業料､ 大学授業
料､ 都営住宅家賃､ 使用料 ･ 手数料の値上げも合わせて計画され ､ 使用料 ･ 手数111料など
を含めると､ い わゆる ｢公共料金+ 値上げは 一 般会計で 85種棟､ 公営企業会計で 20種類
となり合計 100種類を超える大規模なもの とな っ た｡
84年 1月 7 日､ 知事は ｢与党連絡会112+ で こ の 提案成立の ため協力を知事派の 3 党に
要請 した｡ 都営交通 ､ 水道､ 下水道の 3大公共料金 の 同時引上げは東都政時の 61年以来
23年ぶりで もあ っ た｡ ただし､ 知事派 3会派は ､ こ うした多くの種類の 値上げには難色 を
示 し､ 引上 げ案の 見直しを知事に提出 したため ､ 知事は執行部に再検討を指示 した｡ こう
した措置は異例で あっ たが ､ 知事派 3 会派の 批判は ､ 公共料金の引上げが集中 した上に ､
上げ幅も大幅で あ っ た点につ いて であ っ た｡ この ため知事派3会派の幹事長は 1月 10 日､
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関係各局長 ､ 知事と会放し､ 値上げは基本的に静 め革もの の ､ 合理化などの 内部努力に よ
っ て値上げ幅を圧縮するよう申 し入れた｡ こ の ため知事は 1月 13日､ ｢内部努力に よ っ て
ギリギリ の案を再提出するよう+ 担当局長に指示 したため､ 内部努力による合理化が都営
交通などの 公共料金値上げの前提となっ たの で ある｡
この ように して執行部は修正案を 1月 18 日に再度 ｢与党連絡会+ に提案 した｡ 提示さ
れた修正案は､ 上下水道料金に つ い ては値上げ率を 1% 抑制 し､ 都営交通の 運賃値上げに
つ い て は値上げ時期を延 ばすことになっ た｡ ただ この修正に よ っ て､ 公営事業会計上 ､ 不
足額が水道で 71億円､ 下水道では33億円 ､ 都営交通では 94億円にも達することにな っ
たo こ の ため執行部は ､ 業務委託 の促進 ､ 補習費の 一 部見直し､ 人員整理などを行なっ て
それを賄い ､他方で都営交通に つ いて は 一 般会計か らの無利子貸付もされ るこ とに なっ た.
こうした前提 の上に値上げされ るこ とに なっ て い たため ､ 3大料金の 引き上げは ｢合理化+
を促進する前提とな っ て い っ たの で ある113｡ こ の財政再建計画によれば､ 84年度か ら86
年度まで の 3年間で水道局では 310人 ､ 下水道局で は 134人 ､ 交通局で は 475人 ､ 3局で
合計 86年度未までに 919人ゐ定数削減が計画されて い た｡
こ の 料金値上げ方策は ､ 3月 23 日の 第 一 定例会の 公営企業委員会で可決され ､ 付帯決議
が付された｡ 上下水道に つ い ては ､ 社会福祉施設 ､ 公衆浴場､ 低所得世帯 に対する料金の
減免措置を詳ずる こ と､ 必要と静める生活関連業種には 2 年間の減額措置を諦ずるこ とで
ある｡ また都営交通 に つ い て は ｢経営健全化計画に示 された内部努力の完全実施とサ ー ビ
ス 向上 の 向上 を図ること.+ が条件とされたの で ある｡
美濃部都政に学ぶ 国との 関係 の あり方
人事院は 83年 8月 5 日 ､ 83年度の給与改定に関 して ､ 6.47%を勧告して い たが ､ 政府
は10月 21 日､ 4月 より2.03% 実施する こ とを決定 した｡ 都の 人事委員会は 10月 13 日､
6.31% を勧告 したが , これは困難祝されて い たため､ 都は事務レベ ル で改定率に つ いて自
治省と交渉 して い た｡ 82年度の給与改定は国の 指導に よっ て凍結したため､ その分を考慮
して 国の引き上 げ率の 2%台に2%程度上乗せする方向で 4.5%の支給率を目指 して いたの
で ある ｡ この都の 改定率が収に決定されれば､ 政令都市で は 3 市が都を上回 っ て い たが､
道府県で は首位に位置するもの で あっ た｡
一 方 ､84年 1月 27 日 には､鈴木都政の 第二 次行政改革と して人員整理が明確 になっ た｡
東京都は第二 次行政改革と して 84年度か ら86年度まで の 3年間に公営企業部門(削減数
919人) 4154人規模 ( 増員数455 人､ 削減数 8709 人 ､ 合計 41 54人削減) の職員定数
削減を骨子 とする計画案を発表 したの で ある｡ これが倣に実施されれば､ 80年 から83年
まで行われた第 一 次行故改革に次 ぐ規模のも の であ っ た114o こ の ため知事は ､ 1月 29 日 ､
全国知事会長で あっ た点にも配慮 して ､ 突出 した格好 の給与改定につ い ては ､ ｢都はすでに
国に先がけて厳 しい 内部努力に努め､ 二年連続黒字達成の財政再建も成し遂げてい る｡ ま
た人事委員会勧告は ､ 基本的には尊重す べ きで ､ 今後の 効率的都政運営に職員の 協力は不
可欠である こ となどを考えた熟慮の末の 決定だ+ と述 べ て ､ 定数削減達成の成果と して の
給与改定で あると主張 したの である116o こう した都の 方針 は､ 同日都労連に伝えられたが､
都労連は こ れを受け入れたため妥結した. 内容は ､ 給与改定率は 4.5%で ､ 一 般職具は 83
年7月 か ら､ 課長級では 10月か ら､ 局長級で は 84年 1月 からと実施とされた｡ 国の 給与
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改定の 83年 4月 から2.03%の 改定率で あっ た｡
ただ し､ こ の ような都の方針に自治相は ､ 1月 30日 ､ 知事と会談して ､ ｢他の自治体に
与える彫響が大きく遺憾だ｡ 撤回 して ほ しい+ と述 べ た｡ さらに同省は文書でも都に撤回
を求めたが､ 都が応 じない場合､ そ の財源と して い た都債の起債を制限する との 制裁措置
の実施 にも言及 した｡ しか し､ 知事は ｢今回の 措置は ､ 大幅な行草の 実施や マ イ タウン東
京実現に向け職員の 協力が不可欠なこ となどを総合勘案 した熟慮の 末の決断｡ 今後国に都
の立場を理解 してもらうようあらゆる努力を払 いたい+と述 べ て ､ 都の立場 を強調 した116｡
都の こ の ような措置に対 し､ 都議会自民党は､ ｢国並みを上回る ベ ア の実施は遺憾｡ しか
し､ 都政の行財政体質強化の ために は ､ 今回の 合理化案は極めて高く評価でき るo 従 っ て
都は ､ 都民､ 国の理解を得るべ くあらゆる努力 を払うべ きだ+ と 一 定の 理解を示 したc 都
議会公明党も､ ｢行革な しの ペ ア はお か しい ｡ 二十三区は､ 都にみならっ て行革すべ きだ｡
都はすで に大幅な行革をやり､ 再び実施するの で は文句はい えない+ と述 べ て こ の 方針に
賛成の 意向を表明 した｡ 社会党都議会､ 共産党都蔵会の 両会派は ､ ｢都と都労連 の 労使関係
で合意した こ とは尊重する+ としながらも ､ 大幅な定数削減に対 して ､ 共産党都貴会は ｢静
められない+ と反対 した｡ 他方で社会党都議会は ､ ｢慎重に検討する+ と両者の 意見は ､ 別
れて い た117｡ 都議会民主クラブも同提案に賛成で あっ たため､ 共産党都議会以外の 会派は
一 致できた こ とになり , 知事提案の支持は 多数となっ て い た｡
知事は ､ 国を上回 っ て の 給与改定率に反対を表明 した自治省に､ また都労連や議会内の
各会派の双方にも配慮 して ､ ｢今年度分の突出部分は ､ 五十四年度の ベ ア の 際に調整 して ､
国家公務員の 引き上げ率よ り削減する+ ｢その こ とはすでに組合側にも伝えて ある+ 述 べ ､
理解を求めた118｡ ただ し､ この給与改定に対 しては自民党か ら批判が提起された｡ 自民党
地方行政部会は ､ 自治省と同様の 見解で都の 姿勢を非難したため ､ 知事は 2 月 3 日､ ｢都
の ベ ア は ､ 退職金 ､ 職員定数などの大幅削減とワ ン パ ッ ケ ー ジにな っ てお り､ 手法が違う
だけで ､ 政府の行革の 理念に根本的に合致 して い る ｡ 他自治体が行草を行わずに ､ ベ ア の
数字だけをまねされる の は大変困る+ と述 べ ､ さらに 89年度まで には 68 ケ月 から 63ケ
月にまで引き下げる予定の 一 般職貞の 退職金支給率につ い ても､ その 方針を明らかに して ､
説明 した｡ 給与改定の財源は ､ 84 年度の 予備費予算の 300億円で充当されたが ､ こうし
た給与改定に伴う人件費予算は ､ 第二 次行政改革に よる定数削減後の予算か ら補てん され
る ことに なっ たため ､ こ の 年の都債依存率 は､ 前年度比で 0.7% 減の 4.9%とな っ た｡
とこ ろが ､ 臨時行政改革推進審議会が 2 月 6 日には､ 都の 方針 に対 して遺憾を表 明し､
政府方針 に従 わない場合に は財政的措置をとる こともあり得るとの 方針を示 した119｡ 都内
にお い て は ､ 個人事業主で組織されて い る東京青色申告会連合会も､ 2月 7 日の 理事会に
お いて ､83年度の 都の 給与改定率 は民間給料の 平均給料改定に比べ て大幅で あると主張 し
て同日知事に実施中止 を申 し入れた｡ そ して自治省は ､ 2月 10 日､ 横田副知事を自治省に
呼び ､ 都が決 定 した改定率を国並みに抑制する よう要請したが ､ 副知事 は ｢原案通り実施
したい+ と要請を拒否 した｡ さらに土屋事務次官は ､ 制裁措置と して 3月中の 発行 を申請
して い た起債 334億円を許可 しない方針 を副知事に通告したの である120｡ さらに ､ 税金と
行政改革などの 監視運動を展開して い た ｢不公正 をただす都民の会+ の代表 ら40 人は ､ 2
月 10 日都庁 を訪問 して ､ 第 一 定例会に提案が予定されて い た給与改定案の 撤回を求 め､
要望書を提出 した121｡ 都は ､ 職員給与改定に関する都民 - の 理解を求 める べ く自治省､ 大
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蔵省､ 都民モ ニ タ ー など - 文書などを通 じて鋭明を行わざるを得なか っ た122o-
2月 28 日､ 84年度の予算案を審議する84年度第 一 定例会が開会されたo 知事 は開会初
日の所信表明鋭明を通 じて ､ 行政改革を引き続き行う意思を明確に示 したが､ ｢しか し､ 行
政改革はこ れで終わるもの では ない ｡ 今後取り組む行革は ､ 新しい時代の 変化に対応 し､
都民の 多様な要望に こ たえるため､ 都政の 質的転換を図るもの だ+ と税明 した｡ さらに ､
こ の提案以外にも ､ 今後3年間に は事務事業の整理や民間委託の拡大 ､ 最新の 情報通信技
術を駆使 して の事務処理 の効率化 を図ると､ 情報処理の推進の 必要性を強調 した｡ また給
与改定で は､ 自治省の反対 を振り切 っ て実施に踏み切 っ たこ とに対 して ､ ｢今後 ､ 引き続い
て広範な行草をすすめるためには ､ 職員の 協力と信頼は不可欠で あり､ また､ 改革の機を
外すこともできない ｡ こ の行革の 実施 は､ 長期的にみて ､ 都の行財政に寄与する こ とが極
めて大であり ､ 結果的 には必ず都民の利益 になると確倍する+ とそ の 意図を強調 した｡ 知
事は､ 3月 1 日 の行革国民会議で の 講演で ､ ｢今後もこの方式が先例にな,る+ と述 べ ､ 行革
を進める上で ､ 給与改定と職員定数削減とは｢ワ ン パ ッ ケ ー ジ方式+との点を強調 した128｡
あくまでも知事は､ 行革と給与改定とは 一 体で あるとの 認識を示 したの で ある o
第 一 定例会で の給与改定を中心 と した83年度補正予算案は ､ ｢都民サ ー ビ ス の 一 層の充
実､ 行政改革の推進 ､ 職員の服務規律遵守の徹底を期すこ と+ とい う付帯決高が付けられ
共産党都議会以外 の 賛成多数で可決 され､続く 12 日の本会議でも賛成多数で可決された｡
翌 13日 ､ 田辺議長と 5 会派の 幹事長は､ 自治省の石原財政局長を訪ね､ 給与改定は長期
展望にた っ た都の政策で ある旨を説 明 して ､ 起債許可と給与改定 - の 理解を求 めた12 4｡ し
か し､ 自治省は 3月 30 日､ 制裁措置と して ､ 起債要望額 1856億円の うちの 人件費相当分
の 445億円に つ い ては許可 しなか っ た ｡ ただ し､ 都は ､ 事情執行上必要な起債は最小限度
確保されたこ と､ 税収 の確保で実質収支が黒字に なる ことが明確にな? たこ となどによ っ
て ､ 起債に依らない方法で人件費の財源は調達できる見通 しが立 っ た｡ こ の ため自治省の
意向に は従わなか っ た の である125｡
経験に裏付 けられた知事の 政治手法の発揮
東京都は部課長ポ ス トの 削減を実施するこ とに した｡ 84年8月 ､ 知事の 諮問機関で ある
｢活力 ある都政を進める懇談会+ か ら ｢細分化 し過ぎた組織編成を抜本的に見直せ+ と指
摘され た総務局は ､ 機構改革に踏み切 るこ とに し､ 20部 100課が再編の対象にな っ た｡
計画は 9月 1 4日に具体化 し､ 行改改革の ため の庁 内推進本部は ｢ 一 部4 5人､
一 課 15人+
の規模に達 しない部 ･ 課に つ い て は 一 部例外を除い て再編 ･ 統合するこ とを決定 し､ 12月
から実施される こ とに な っ た｡ 都庁の機構組織は 67年と比較すると､ 1部の人数は 109
人か ら81人 - ､ 1課で は 29 人から 21人にまで組織の細分化が進んで い た｡ もちろん事
務事業の 盛衰に併せて福祉､ 公害等 ､ 行政需要に合わせて行政組織が拡大 した面の否定で
きなか っ たもの の ､ 高度成長 にあわせて管理職ポス トの 卿和が行われた面もあっ た｡ 知事
部局には 97部 366訳が存在 して い たので ある｡ こうした行政組織再編の 対象に なっ た部
課は 28部 14 課 ､ さらに 一 級事務所 ､ 行改委員会､ 公営企業局を含め ると 37部 187課
にも上 っ た126｡
また ｢係+ に つ いて は ､ 本庁で 1590､ 出先機関で 3287あっ たが､ そ の うち5人未満の
753係 を見直し対象と し､ 85年 4月 まで に 2人以下の係 は全て廃止 し､ 3､ 4人の係 の 場
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合は廃止 または統合 した｡ その 結果 ､ 本庁で は 229､ 出先機関では 43､ 合計272 の係長ボ
ス.トが削減されることにな っ たの で ある｡ さらに ｢職+ ポス トの 参事､ 主幹､ 副参事 ､ 副
主幹などの ス タ ッ フ ポス トも84年度か ら5年間で 376人から100人を削減し､84年には
37削減させ 25を増加 させ ､ 合計 12 を削減する こ とができた｡ また255の審議会や懇談
会も整理統合された127｡
また給与改定で は ､人事委員会が 84年10月 12 日､職員給与を4月 に遡 っ て平均3.91%
引き上げる勧告をまとめ知事と議長とに提出した｡ 前年度の給与改定の 際､ 84年度の勧告
は国の 勧告を下回 ることが約束されて いたため､ 83年より低い勧告とな っ た｡ しか し 85
年 1月 に都が都労連に対 して提示 した引き上げ率はその勧告をも下回る 2.7%で しかなか
っ たため ､ 都労連は こ の 結果 に反対し､ 都庁職は 1月 18 日始業か ら 一 時間の 同盟羅業を
都に通告した ｡ こう した背景に は､東京都の勧告率が他の道府県以上に高額であ っ たため､
全国 - の波及 を懸念 した自治省が､ 起債制限という方法によ っ て国の勧骨率を下回る率で
の妥結を都に要請 したという事情があっ た128｡ こ うした事態に東京都は ､ 新規の 給与表を
作成 して基準に なる給与を変更 して 実質的に勧告率の 3.91%の額に相当する給与を保証
しようと した ｡ しか しこれ には都労連委員長が ､ ｢人勧制度と地方自治の 放棄で 四十年間の
労使関係に重大な汚点を残す+ と述 べ て撤回を迫 っ た｡ これに対 して ､ 知事と宮部委員長
との 2者会散が行 なわれ ､ 両者の調整 によ っ て ､ 都の 方針が決定した129｡ 都労連は ､ 都の
2.7%の決定を受け入れ ､ 都は給与表の 改定を行 っ て ､ 実質的には都の 方針を貫い たので あ
る130｡
そ して ､ 第 一 次､ 第二 次と二度にわた っ て行 われた人員整理が中心の 行政改革とは異な
り ､ 87年 1月 16 日にまとめ られた第三次行政改革は､ 外郭団体など都から財政支出 して
い る団体の 経営効率化や､ 都庁行政機構全般にわたる経営基盤 の強化を目的と した改革が
中心となっ た｡ たとえば､ 36の 外郭団体のうち､ 食肉供給公社等2 団体を廃止 し､ さらに
東京港サ ー ビ ス 公社などの 9団体とそれ以外 の 3団体の 12団体を 87年､ 88年の 2年間
で 6団体に統合する ことにな っ た｡ この 時期､ 都が財政支出を して いた団体はお よ800団
体存在 したが ､ こ の 改革で は ､ 存在意義の 薄れて い る団体の 統廃合､ 機能が類似の 団体の
統廃合が行われたの で ある181.
また､ 外郭団体の 統廃合に よ っ て ､ 局長級退職者の再就職先が減少 したため､ 知事は局
長級の勧奨退職年齢につ い て ｢部課長級と同様 ､ 六十歳と した い+ と述 べ ､ 58歳を段階的
引き上げ91年まで には 60歳定年 の方針 を明らかに した｡ 職員の 定年は 85年 3月 の定年
条例の 制定以降､ 部課長 につ い て は 60歳が確定して いた｡ 局長級に つ い ては 84年の 56
歳か ら 85年の 57 歳 - ､ さらに 87年には 58歳に段階的に引き上げられてきて いた1320
これに伴ない 退職金も削減された｡ 局長級の 退職金 は ､ 79年まで退職時給与の 90ケ月分
支給で あっ たが､ 80年度か ら削減が行われ ､ 89年度には 62 ケ月 にまで削減されたので あ
る133｡
また ､ 職員の 労働管理も強化された｡ 教育委員会の ｢人事行政刷新委員会+ は ､ 88年 3
月 2 日 ､ 教職員の 勤務実態や服務規律の 見直しを行い ､ 組合対策を行うための ｢勤労部+
の 新設 を盛り込ん だ最終答申 を教育委貞長に提 出して い る｡ 同委員会は ､ 教職員の服務規
律面で は勤務時間中にお ける休憩時間の とり方につ い て ､ 組合対策で は勤労課と福利厚生
部の統合によ っ て 勤労部の新設 を答申 したの で ある｡ これはそ の後 89年度から導入され
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た｡
また校長､ 教頭の管理要領､ 職員を対象に した出退勤の管理も行われ､ そ の 一 環と して
職員の 身分証明春を兼ねた多目的磁気カ ー ドの 導入が決定した｡ この ような管理の 強化に
よっ て ､ 出退勤に つ い て も把握が 可能となっ た｡ 都庁職はこうした管理強化には反対 した
が､ 職員の ｢隔週休2日制+ との 一 括処理に よ っ て行われたた め､ 都労連も 7月 1日の 交
渉で導入を受け入れたため､ この ような措置が決定 したo これらの 改善で 一 部の職場に残
っ てい た長時間勤務も解消され るこ とになり､ 週42時間制が本格化した｡
3 . 繰り返される財政危機
鈴木都政の ア キ レ ス 膝
知事は 87年 4月 の知事選挙 におい て ､ 社会党支持の 和田静夫と共産党支持の畑 田重夫
に勝利して ､ 鈴木都政 3 期目が発足 した｡ 知事 の得票は有効投票の約 58%で あっ た｡ 87
年度は ､ 急激な円高の影響に より､ 輸出関連産業を中心 に企業収益も悪化したことで ､ 産
業によ っ て は雇用不安が増大 して ､ 日本経済の 先行きも不安視された｡ しか し､ その 後の
順調な回復 によ っ て ､ 年度末には金融 ･ 証券 ･ 不動産産業を中心に､ 好調な経済成長に支
えられて ､ 法人 2税は増収と なっ た｡ 決算では対前年度比 20.
′
5% 増とい う､ 74年度以来
の大幅な伸び率とな っ たの で ある. こ の ため 87年度には 7190億円の 一 般会計補正予算を
組み､ 都禽交通の 経営改善の ため都営交通事業経営改善特別対策事業を実施 し､ 地下鉄 12
号線建設整備基金や地域福祉振興基金の新設､ 財政調整基金の積み増し等も行? た｡ こ の
結果､ 決算で は､ 一 般会計 の財政規模では5兆 237億円となり ､ 対前年度比 で 23.9%とい
う伸び率で あっ た｡ また実質収支は引き続き345億円の 黒字になり､経常収支比率も71.8%
と､ 前年度の 82.1%に比 べ て 10%以上 の 大幅な改善も見られた｡ 税収増が大幅で ､ 財政
調整基金の 膨張が懸念 されたため ､ 条例の 改正 に よ っ て他の 特定目的基金 - の振替も行 っ
たの で ある134｡
また 88年度の 財政で は ､ 景気の 拡大によ っ て ､ 当初予算で は都税収入 を対前年度比
26.6% 増の 4兆9.53億円とする
一 方 ､ 一 般会計の財政規模では対前年度比 5 1.4% 増と過去
最高の伸び率にな っ た｡ 引き続い て各種基金の充実を図り､ 連続立体交差事業基金 ､ 中小
企業対策基金 ､ 国際平和文化交流基金､ 美術資料取得基金を新設 したほか ､ 財政調整基金
- の積み増 しも行 っ た結果､ 基金全体の年度末残高は 1兆283億円と初めて 1兆円台に乗
つ た｡ 財政調整基金 の年度末残高も3107億円に達 した｡ 決算で は ､ 都税収入が 4兆470 7
億円､ 対前年度比 13.5%増と､ 引き続い て 2桁の大幅な伸びとなり､ 一 般会計の財政規模
も5兆 4821億円と､ 対前年度比 9.1% となっ た｡ 実質収支は引き続い て 32 2億円の 黒字
となり経常収支比率は 68.5%と70%を下回る水準にまで改善されたので ある185o
さらに 89年度では ､ 税制改革の 結果 ､ 消費税創設がなされたため都税収入 の減収も懸
念されたが ､ 引き続い て 内需主導で景気拡大が 見込まれたため ､ 当初予算では ､ 都税収入
も前年度比 で 18.6%となり､ 2桁の伸びとなっ たo さらに ､ 財政規模も 18.7%となり､ ほ
ぼ同水準に達 した｡ 特に投資的経費に つ い ては ､ 対前年度比 39.6% 増と過去最高であっ た
88年度 (51.4%)に次ぐ伸び となっ たの で ある｡ 基金も設置 したほか ､ 財政調整基金も積
み増 しし､ 多摩振興基金 ､ 東京 フ ロ ンテ ィ ア基金 ､ 環境保全基金の 新設 ､ 年度末基金残高
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は1 兆1825 億円にまで達 し､ 過去最高にな っ て い た136｡ こ の ように 80年代後半期の ､
鈴木都政3期日は好調 な財政状況で あっ たの である｡
こ の ような中で ､ 消費税 - の 転嫁問題が浮上 した｡ 中曽根内閣による売上税法案は ､ 中
小企業や流通業などの 強硬な導入反対連動に加 えて ､ 首相の 公約違反に反発した幅広い勢
力の動員を可能に した結果 ､ 国会で審議未了のまま87年の 統 一 地方選挙後の 87年4月廃
案とな っ た137｡ その後 この 付加価値税問題は消費税という形態で 87年11月登場 した竹下
内閣下で導入が行 われ ､ 大平内閣以来の 懸案であ っ た税制改革は決着した｡ 同税は89年 4
月 から導入され るこ とにな っ たが ､ 都議会自民党の ように税制問題は国政の課題と割り切
り ､ 地方 は国政とは異なると いう ｢地方の論理+ で 済ますことの できなか っ た公 明党､ 民
社党にと っ て ､ 消費税導入問題 は深刻な問題であ っ た｡ 折り しも鈴木都政3期日の 89年 7
月 には ､ 都散会論点選挙 と参議院選挙が予定されたい たか らで あり､ また竹下内閣下で の
消費税導入決定に両党が少なか らず協調したとされて い たためである188｡
86年衆参同日選拳で絶対多数を得てい た自民党は ､ 国会運営に関 し安定勢力を有して い
たため当該案件の 早期成立の達成は可能で あっ たが､ 多数に依存して の単独で の 可決 には
世論の反発が予想 され たた め慎重であ っ た｡ したが っ て政策的に近い公明､ 民社両党を巻
き込 んだ ｢自公 民路線+ とい う政党間協調が成立 した189｡ しか しなが ら､ 税制改革法案の
国会審議をめぐる自公民 3党による政党間協力は､ 牛歩戦術を採用 して強硬な反対姿勢を
みせ た社会党に対 し､ 民社党の 柔軟路線､ これに追従する形の公明党の審議拒否の 放棄と
いう状態 で あっ たため ､ 最終的にはほぼ自民党案の 通りの 税制改革を成立させ た｡ こ の 点
で世論は公明 ､ 民社両党は 自民党と取引を したと非難したの で ある140o したがっ て この よ
うな両党を取り巻く環境の存在が ､ 公共料金 - の消費税転嫁論争をより複雑にさせ ､ 両者
に強硬な姿勢を選択させた｡
公民両党に とっ て都議会選挙は重要で あっ たo 都議選の 帰趨は ､ 都政にお ける両党の影
響力を左右 しかねない要因で あ っ たことに加え､ 有権者の 都政 - の審判を通 して消費税導
入の 賛否 を問う意味で も注目される状況にあっ たか らである｡ またそれに加 えて両党を取
り巻く 一 連の 政治事件は ､ 両党のイメ ー ジを低下させ る要因にな っ て いた. 88年 2月 には
公明党都韻に よる相鉄建設か らの 100万円献金見届け事件も､ 同年 6月 には公明党代議士
大橋敏雄除名処分 に反発 した藤原行正都議の創価学会批判に対する除名処分事件､ 同党代
議士池 田克也 の実弟 へ の リク ル ー ト コ ス モ ス 株譲渡疑惑が ､ そ して 89年 2月 にはリクル
ー ト問題で 民社党委員長塚本 三郎の 引責辞任というような事件が頻発 して いたためで ある｡
89年 4月 からの消費税導入に伴ない ､ 公共料金 - の転嫁問題が明らかに なると ､ 強固で
あっ た知事派の結束は乱れ ､ 同派の 凝集性 (cohe siv e n e s s) は低下 した｡ 消費税の公共料
金 - の転嫁問題に対する都議会各会派の 具体的反応は ､ 89年2月に開会された第 一 定例会
の 前後か ら始ま っ た｡ 89年度予算案は知事査定を 1月 17 日まで に経て編成され るこ とに
なっ て い た が ､ 同案は議会でも例年にも比較して注目されてい た｡ それも､ 知事にと っ て
は 3期日折り返 し点で の予算案で あ っ たうえ､ 消費税導入 に伴う国､ 地方自治体の使用料 ･
手数料の 値上げなどが報 じられ る中での 予算案でもあ っ たからで ある｡ したがっ て ､ 各会
派とも要望事項は多数になり､ しかも政党方針に したが っ て ､ 政治色の 差異を鮮明に して
い た｡ たとえば､ 注目された消費税に関 して ､ 都議会自民党の 要求は ､ 公共料金の転嫁に
は触れず､ ｢牡定実施知事任せ+ とい う態度で あっ た し､ 都議会公明党の それは ｢税制改革
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の影響もあり財政運営は慎重に+ とい う姿勢で あっ た｡ 都議会民社党はそ の ことに は全く
触れず､ 例年通りの 政策要請という態度で あっ た｡ 総 じて知事派の 政策要求は､ 消費税転
嫁に関して執行部任 せとい う態度であ っ た｡ しか し社会 ､ 共産両会派の 態度はこれ らとは
異に して いた｡ 両会派は ｢消費税導入反対+ の 立場を鮮明に して ､ 都でゐ上乗せ実施の不
採用を主張 して い た｡ ただ､ この 段階で都は消費税に関して ､ 最終判断をするには至 っ て
い なか っ た｡ 確か に ､ 財務局は ｢消費税は最終的には消費者が負担するもの ｡ 従 っ て転嫁
が原則+ と年頭には受け入れを表明 して い たし､ 自治省も､ 上下水道､ 都営地下鉄 ､ 都バ
ス などの料金 - の 上乗せ実施と都に要請 してい たが ､ 知事の判断は明確で はなか っ た1410
したが っ て予算案は転嫁 の 場合と不転嫁の場合の両案が作成され知事の判断を待つ とい う
状態で あっ た｡ それ は都の財政事情が極めて良好で あ っ たという理由による｡ 都諌会自民
党は都税収入の 大幅な増収が数千億円単位で見込まれ る ことが予想されて い たため､ 消費
税分を増収分で補てん して相殺すれば､ こ の間題 は処理可能という程度で しか当該問題を
捉えておらず､ 深刻な状態に あっ たとほ い えなか っ た｡
したが っ て ､ 知事が ､ 都バ ス ､ 上下水道､ 都営地下鉄などの公共料金 ､ 都営住宅家賃な
どに消費税を転嫁する方針を89年 1月 20日午前の ｢与党連絡会+ で ､ ｢89年 4月か ら実
施 したい+ 旨提案すると知事派 3会派は 一 気 に紛糾 した｡ 知事派は ｢都議選前の料金値上
げでは ､ 野党に格好の攻撃材料を与えることになり ､ 選挙が戦い にくくなる+ と主張 して
一 様に難色 を示 したの で あるo 知事はこ の 要請には妥協せず､ 1月 27 日まで の 回答を要望
してこ の 日 の交渉は 一 旦打ち切 っ たが､ 期限の 1月 27 日に至っ ても知事派からの回答は
なか っ た｡ これを督促 した知事に対 し､ 同派の知事 - の ｢もう少 し時間が欲しい+ との 回
答を知事 は前向きに受 け入れ ､ 2月 4 日まで に回答延期を了承 した｡
知事が切迫 して い たの は第 一 に ､ 予算案の定例会 - の提出で は期限が迫 っ てい たとい う
点か らで あっ た. 第 一 定例会 - の 提案の場合 ､ 89年度当初予算案の確定は ､ 少なく とも 1
月 25日 の復活予算決定まで に実施 されねばならなか っ たの で ある｡ これに遅れ ると､ 当
初予算と同時補正予算に よる上乗せ予算の 編成とい う方法もあっ たが､ そ の場合でも2月
10 日が限度で あっ たか らで ある｡ 無論知事の法定遵守姿勢を知事派が理解 してい なか っ た
わけで はなか っ た｡ ただ ､ 都議選が同年6月 に予定されて いたため､ 知事派には消費税転
嫁を含んだ予算案の取り下げを知事に期待するという判断が あっ たの である｡ したが っ て ､
｢法定には従う べ し+ との知事判断は ､ 知事派にと っ て挑戦的と映り､ 同派はむしろ態度
を硬化させ る こ とにな っ たの で ある｡ 知事は自治省の 指導には従わなければならない と い
つ た点に加 えて ､ 全国知事会長 として の 立場､ 都の意 向が全国の他の自治体に及ぼす影響
を懸念 して ｢法定遵守+ とい う態度に終始 して いたの で ある ｡ しか し､ 同派は知事の意向
とは異なり ､ 87年売上税論争時における ｢むこ う三年間は水道料金等は値上げしない+ と
の知事答弁を根拠 に反対姿勢をさらに強硬 に して い っ た142｡
都議会公 明､ 都読会自民の 両会派 は､ 各々 1月 31 日､ 2月 1 日の 両日に議員総会 を開き
同問題 の 対応 を協議す るが ､ そ の時点で ｢大勢と して 反対が強い もの の 実施時期等 の検討
を したい+ ｢実施時期に反発が強い+ と主張して 4 月 実施の延期とい う方向で両者の調整
は進み､ 上乗せ完全反対とい う状況で はなか っ た｡ したがっ て知事 ･ 財務局は同問題の解
決には比較的楽観的で あ っ たの で ある ｡ しか し知事 ･ 知事派 によ る2月 4 日の ｢与党連絡
会+ では両者の 主張は 折り合わず､ 第3回目の交渉でも結論は出なか っ た｡ 鈴木知事は再
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度15 日ごろを目処に再検討を要求した｡
こうした状況を 一 変させたの は89年2月 12日に行われた参諌院福岡選挙区補欠選単 に
おける自民党候補の 敗退で あっ たo 消費税公典料金転嫁問題 は 15日ギろを目処 に解決さ
れる見通 しで あっ たが､ この選挙を期に鈴木知事は自民党議員総会に異例の 出席を求めら
れ､ 同問題 の 帰趨如何が都蔵選 - の彫響に甚大と判断 した議員を前に ､ 譲歩案を迫られ る
という状況に追 い込まれた｡ 鈴木知事の消費税に対する姿勢は変更せざるを得なか っ たの
である｡
知事支持派 の蔑見が知事の 提案に強硬に反対 したの は次のようなことか らで あっ た｡ 都
税収入の 一 部を消費税分に充当すれ ば良い との考えが知事派にあっ たためで ある｡88年度
の税収は当初見込みを上回り ､ 3808億円の 増収にな っ た｡ 税収の伸び率は前年度比 38.4 %
という驚異的伸長率となり､ 同収入 は福井､ 山梨､ 滋賀､ 奈良､ 鳥取､ 徳島､ 香川 ､ 佐賀
県などの 地方自治体の 年間予算にも匹敵するもの で あ っ たo
知事は 89年 2月 16 日､ 譲歩案を持 っ て ｢与党連絡会+ に出席した｡ 知事は参議院選挙
結果を考慮 して ､ 公共料金上乗せ対象になる事業を82 事業か ら54事業に限定した譲歩案
を提示 した ｡ しか し知事派の 反対姿勢は強硬で ｢都蔑選が戦えない+ という理由で同日 の
交渉も物別れに終わっ た ｡ 特に都読会公明党の反対姿勢は強硬で ､ 予算原案に は賛成す る
が､ 消費税上乗せ秦の 条例改正案には反対すると強硬 に粘 づ た｡ したが っ て ､ こ の 第3回
目の交渉でも知事の 妥協案は同派には受け入れられず､ 知事は再度の譲歩を迫られ る こ と
になっ たの で ある｡
知事は､ 3党会派との対立改善に向けて 2月 17 日､ 自民党都連会長粕谷茂衆議院議員を
訪問したo 都政打開の協力を要請 したの で ある. これ をうけて自民党中央本部は打開策を
模索するが ､ 党の政調会長で ある渡辺美智雄を 2月 2 0日都庁に派遣した｡ 渡辺 は ､ 紛争
して い る点 に関 して ､ ｢水道 ､ 下水道料金は都民生活 に影響しない よう企業努力で料金 を
3 %引き下げ､ 生 じ税を3 %上乗せする方法ができない か+ と斡旋案を提示 した｡ これは い
わゆる ｢東京方式+ とされた方法で あっ た｡ 結局知事は同解決策の 採用を決断 し､ 2月 21
日､ 水道､ 下水道 ､ 工業用水道に つ い ては料金の 4 %を値下げして 3%の 消費税を転嫁 し､
都電は転嫁せず､ 都営地下鉄と都バ ス は転嫁､ 手数料 ･ 使用料に つ い ては 4月 1 日実施を
見送ると いう 54 条例案をさらに 5条令案までに限定して与党連絡会に臨ん だ｡ つ まり同
案は事実上転嫁を先送 りするもの となっ たの で ある｡ 同条令案は知事派の 同意を得て議会
に提出された ｡
2月 28 日開会された89年第 一 定例会の 3月 7 日の代表質問でさ耳､ 知事は ､ 上下水道料
金の 5 カ年間の据え置き ､ 都営住宅など 一 般会計分の手数料 ･ 使用料の 1カ年間の据え置
きなどの譲歩案提案 した. 代表質問に立 っ た都議会自民党議員は ､ 一 応知事の 提案に賛意
を示 したが ､ 都議会公明党議員は納得せず､ 消費税転嫁に は反対 ､ 上下水道料金の 向こ う
5 カ年間の据え置き ､ 都営地下鉄の初乗り運賃の 据え置き ､ . 都営住宅家賃の 1 年間凍結な
どを逆 に提案 した｡
しか しながら､ こ の ような状況 を 一 変させ る事態が生 じた. 3月 19 日に実施された千葉
県知事選挙 の 結果で ある｡ 同選挙は事実上現職と共産党新人との 対抗選挙であ っ たが､ 現
職沼 田武は 971687票 に対 して ､ 共産新人石井正 二 は 786238 票と肉薄したため ､ 共産党
候補の善戦が象徴的で あっ た｡ 保守王国とされた千葉県で の共産党の善戦は ､ 知事派に消
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費税の影響力の 大きさを示 した形とな っ たの である｡ そ の結果 ､ 公 明､ 民社両会派はさら
に危機感を強め､ 社共両会派とともに消費税廃止 ､ 抜本的見直しを求める意見書を議会 に
提出する動きを見せ た｡
第 一 定例会会期末を1週間後に控えた 3月 22日に至 っ ても､ 公明､ 民社両会派は予算
原案には賛成して も ､ 消費税転嫁条令5実に つ い ては態度未定というように ､ 都議牟自民
党以外の 知事派 の 予算案に対する賛成の 同意は得られ なか っ た｡ そこ で知事は ､ 都議会自
民党幹事長､ 都議会公明党幹事長 ､ 都議会民社党幹事長の 4者会故に 23日臨み､ 千葉県
知事選挙における共産党候補の 善戦を指摘 しながらも､ 消費税転嫁5条令案の 取り扱い に
つ い て賛成を要請 した｡ これに対 し､ 都読会自民党幹事長は知事の努力を評価して賛意 を
示 したが､ 都議会公 明党幹事長 は千葉県知事選挙を例に都民の 不安､ 不満が強 いと主張 し
て知事の 意向に難色を示 した｡ 一 方､ 都議会民社党幹事長も5条令案の取り扱い に つ い て
は慎重な対応を要望 して ､ 4者はまとまらなか っ た｡ 知事派 3会派内は ｢自民+ と ｢公明 ･
民社党+ とに断片化 し､ また知事と知事派の 関係では ｢知事と自民党+ と ｢公明 ･ 民社党+
とい うよう に対立 し､ 4者は 一 致点を見出せず､ 決裂 して知事派結束は乱れた.
会期末の 3月 30 日の本会諌に ､ 焦点の 消費税転嫁灸令実は上程された｡ 実質値上げに
なる都営地下鉄 ､ 貸切バ ス の 2条令案に都議会公明党は反対 した｡ 同会派の反対にもか か
わらず､ 自民 ､ 民社2 会派で多数を占めたため同条令案は結果的には成立 した｡ しか しな
がら､ 都議会民社党は賛成を条件に ､ 当面 の間 ､ 転嫁 を見送 る付帯決議を条件と して執行
部に要請 した｡ したがっ て消費税転嫁は事実上行 われ ない こ とになっ た｡
都議会公明党の反対は ､ 料金値上げに なる条令案に対 してで あっ た｡ 交廼関係に関 して
は 3%が転嫁され る こ とに なる ため都民負担が増すとい う理 由で反対 し､ 上下水道に つ い
て は 4%値下げ して 3 %転嫁とい う方法で は都民負担 はない という判断で賛成に回るとい
うもの で あっ た｡
消費税転嫁で紛争 した彼の第二定例会は 5月 の連休明けから始ま っ て6月 8 日に終了 し
た｡ こ の 定例会で の 中心課題 は ､ 第 一 定例会で の 消費税転嫁条例をめぐる社其 の動向に対
して ､ 知事派が都議う畢を控 えて如何なる状況 に至 っ たたかとい う点であっ た｡ 特に転嫁廃
止の 立場 に あっ た都議会公明党の 出方が注目されたの で ある｡ 共産党都議会は 5条例廃止
案を提出 して ､ 社会党都議会を同 一 歩調 を取っ たが ､ 第 一 定例会で地下鉄 ､ 貸切バ ス運賃
の転嫁に強硬 に反対 した都諌会公 明党も､ こ こ で は同調せず､ 同条例案に反対 して ､ 消費
税転嫁を支持 した｡ 理由は既 に決定 したこ とで あるか らとい うもの であっ た｡
89年都読会選挙にお ける知事派の 弱化の始動
こうして 消費税が争点にな っ た都議選は ､ 89年 7月 2 日投開票が行われた｡ 社会党都議
会は推薦も含めて 36議席とい う改選議席の 3倍に躍進 した｡ 一 方 ､ 都議会自民党は 13議
席減の 43議席で ､ 都議会公明党は 29 議席か ら 26 議席 - ､
･共産党都議会は 19 議席か ら
14議席 - と 5議席減少させた. したが っ て ､ こ の 選挙は社会党の 一 人がちで あ っ た. 特に
都議会公明党にと っ て ､ こ の 選挙は ､ 消費税導入 に伴う公共料金 - の転嫁問題で反対姿勢
を鮮明に して ､ 公共料金 へ の 転嫁を抑制 したとい う点に貢献した割には ､ その ことが議席
に反映されなか っ たの で あるo 知事 ･ 執行部と知事派 へ の批判 臥 社会党都議会 - 動員さ
れた構図で あ っ た｡
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12月 4 日 に開会した第四定例会で は､ 国会で の社公民3党による ｢消費税廃止法案+ に
関連して 消費税廃止意見書案が社会党都南会､ 都議会公明党､ 都議会民社党､ 共産党都議
会か ら提出された｡ 12月 7日 の代表質問で社会党都議会と､ 共産党都轟会は知事 に公共料
金 - の消費税転嫁廃止 を要望 したが､ 知事は こ れまでの 姿勢を崩さず､ 国の 動向を見守る
という点を改めて強調 した｡ 国の動向にあわせて社会党都諌会､ 都議会公 明党､ 都読会民
社党の 3会派が結束すれ ば､ 廃止意見書案はもとより､ 消費税転嫁廃止 条例案や条例案の
委員会- の上程は ､ は じめに議会運営委員会段階で各会派の全会 一 致の 賛成が あ っ て行わ
れるの が原則 であるとの 論拠を持ち出 して ､ 委員会上程に難色を示 した｡ こ の ため同意見
書案の 上程及 び ､ 審議は実現 しなか っ たの で ある｡ しか しながら､ この こ とを通 じて社会
党都議会､ 都議会公 明党､ 都議会民社党とい う国政にお ける政党間関係と同様の 枠組みが
都議会内にお い ても表面化したの であるo
さらに ､ 都議会公明党は ｢臨海計画+､ 世界都市博に ｢促進+ という立場と取 っ てきて い
たが､ こ の 時期か ら計画見直しに傾斜し始めた143｡ 同会派の 関心 は臨海地 区にお ける都営
住宅建設に あ っ た144｡ 都議会公 明党は､ こ の 定例会でも臨海地区における公共住宅の供給
数に つ い て知事に回答を求めたが､ 知事は具体的供給数に つ い ては明示 しなか っ た145｡ ｢臨
海計画+ に つ い て見る と､ 推進に立 つ都散会自民党と都議会民社党､ 見直し ･ 反対派の社
会党都議会 と､ 共産党都散会､ そ して中間的立場 の都議会公明党とい う構図が そこ には存
在したの で ある｡
これを機会と して知事派の結束 は動揺 し､ 以降特に都議会公明党が反知事姿勢に転向し
ていく の で ある｡ 折り しも経済危機が深く進行 して い た｡
都財政の潜り
こ の 消費税の転嫁が問題となっ た 80年代後半は ､ 好調で あっ た都の税収も ｢バブル経
済+ 崩壊とともに陰り始めた｡ 90年代当初､ それまで堅調な税収を支えてきた法人二税の
伸びが金融業等の減益に より鈍化 し､89年度に実施 された消費税導入に伴う政府 の税制改
革や ､ 都の 法人事業税の 分割基準の 見直しなどが行われて ､ 当初予算計上額は 5兆279億
円となり ､ 対前年度比 14.1%の国税や､ 地方財政計画の対前年度比 7.5%の 地方税 の伸び
に比 べ ると ､ 都の 予算は これらを大きく 下回わり 3.6%で あっ た｡ また普通会計に特別会
計などを含む 一 般会計の財政規模は前年度比 7% 増の 6兆6630億円で ､ 7.3%の 地方財政
計画こ そ上回 っ たもの の ､ 国の 9.6%に は達 しなか っ た｡
都税収入 に つ い ては ､ 90年度末に至り ､ 金融 ･ 証券業などの減益に よ っ て ､ 法人 2税が
当初予算額を大幅に下回わっ たため ､ 89年度に引き続い て滅額補正も行 っ た｡ しか し決算
では さらに落ち込み都税収入 は 4兆7164億円とな っ て ､ 75年度以来 15年ぶりに前年度
決算額を 1.2% 下回る こ とになっ た ｡ こ の ため ､ 財政調整基金を1470億円取り崩 して ､ 実
質収支は 3200 万円とわずか ながら黒字に なっ たとい う状況で あっ た｡ 基金の 年度末残高
は 89年度よりさらに減少 し､ なかで も財政調整基金残高は2338億円(89年度3522億円)
に減少 して い た｡ これ に伴い ､ 経常収支比 率は 72.5%と前年度の 68%を 4.5%上回ること
にな っ た146｡ こ の ように都財政は 90 年度を分岐に財政悪化の 状況に至 る過程 にあっ たの
である｡
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その 状況を見ると､ 86年度の歳入 は 4兆3332億円､ 87年度5兆2666億円 ､ 88年度5
兆6733億円､ 89年度 6兆2488億円､ そ して 90年度が 6兆5750億円で あ っ た｡ 86年
度を10 とすると､ 87年度は122､ 88年度は 131､ 89年度は 144､ そ して 90年度は 152
という指数に なる｡ 一 方 ､ 歳出中の 土木費は 86年度決算で 7640億円で あ っ たc これを
100とすると ､ 87年度は 136､ 88年度 163､ 89年度226､ そ して 90年度が 220とい い
う指数であ っ た｡ これに対 し､ 民生費は 86年度決算で 2852億円支出され たが ､ 同様に指
数化すると､ 87年度107､ 88年度116､ 89年度131､ そ して 90年度は 139 となる｡ 90
年度の 歳入総額は86年度の 1･5倍に拡大 し､ 土木費も86年度に対 し､ 90年度は 2 倍強
に増大 して い た｡
他方 ､ 90年度の 民生費は 86年魔の 1.4借弱に しか増額されてい ない ｡ つ まり ､ 歳入増
大の効果は ､ 土木費拡大 には寄与 した格好であ っ たが ､ 民生費はその 恩恵 をあまり受けて
い なか っ たとい うことが 分かる｡ それは歳入の 伸び率をも下回るもの で しかなか っ たの で
ある｡
鈴木都政の 4期日､ 90年代前半期の都財政で は ､ 土木費 - の予算偏重の 比重が問題 とな
り､ したが っ て鈴木都政 4期日で 必要であ っ たの は､ 普通建設事業費などの 投資的経費の
抑制があっ た｡
80年代中葉以降の鈴木都政の 政策裸題で特に注目されたもの は､ ｢臨海部副都心開発計
画 (臨海計画)+ であ っ た｡ 臨海計画構想 は ､ 85年4月 ､ 世界テ レポ ー ト連合東京テ レポ
ー ト会議で の 知事による構想発表以降蔵輪されは じめ､ 東京の ｢世界都市東京+ - の脱皮
とい う潮流の 中で具体化 して い っ た の で ある147｡
第 一 に 90年代前半の 臨海計画で 臥 計画自体は継続されたもの の ､ 鈴木都政を支持す
る議会内政党の要望に沿 っ て見直 しが図 られたが ､ しか し､ 第二 に注目す べ き こ とは ､ そ
れにも拘わらず､ 鈴木都政は退場 したという点である｡ なぜ､ そうな っ たの か ､ こ の 点を
検討する｡
臨海計画をめ ぐる国との 主導権争い
臨海計画 の起渡は ､ 1984年 9月 5 日に発足 した､ 中曽根首相の私的諮問機関､ 経済政
策研究会に求める ことができ る148｡ 首相は こ の 初会合で ､ 政府の財政負担軽減を目標とし
た臨調答申に は立 ちながらも､ 民間活力培養に よる内需振興 のための 具体的提言を同会に
要請 した149｡ こ の要請は翌月 の第6回会議で ｢東京湾岸横断道路の建設+ 提言とい う形で
具体化 したo 一 方 ､ こ の 公 共事業推進とい う方向性 は自民党内にも影響を及ぼ したo 85年
7月 の ｢公共的事業 - の 民間活力導入に 関する特別調査会 (民活導入調査会) 150+ の 第二
次報告書がそれ である｡ 同報告書は ､ 政府 の 公共事業は､ 従来型の財政依存に よる内需刺
激策に よ っ て行われ るの で はなく ､ 民間資金の 見込まれ る事業 (たとえば東京湾岸横断道
路､ 明石海峡大橋) によ っ ても行われ るべ きで あると提言 した｡ ただこの 公 共事業推進と
い う方向は ､ 従来の 臨調路線を変更するこ とになるという点で 問題であ っ た｡
しか しながら､ 大槻第 一 次行革審会長代行 の 民間資金導入 を前提として の束京湾岸横断
道の 建設容認発言 (7月 23 日) と､ 五島日商会頭の 大槻擁護発言 (同日) は､ 従来路線
転換を印象づ ける格好とな っ た｡ したが っ て ､ 大型 公共事業凍結解除は ､ 民活導入とい う
留保付きでは あ っ たが事実上認められ ､ 公共事業､ 大規模開発事業を民間資金の 導入 によ
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っ て行うと いうい わゆる ｢中曽根民括路線+ は始ま っ たの である161o
一 方で ､ 東京都の 臨海計画は政府 ･ 自民党の場合とは異なり情報通倍社会 - の 対応 を意
味したテ レポ ー ト構想か ら出発 した162｡ すなわち､ 85年 4 月 ､ 世界テ レポ ー ト連合の東
京大会で鈴木知事は､ 21世紀の 国際化 ､ 情報化 - の対応として ｢情報 の 港+､ すなわち高
度情報通信基地の 東京港 13号埋め立て地 - の建設 (東京テ レポ ー ト構想) を発表 したの
であるo この 後同構想は､ 7月 の ｢凍京テ レポ ー ト構想検討委貞会 (テ レポ ー ト検討委)+
設置に伴い具体的に動き出す｡ 翌86年8月 の 同委の中間報告には､ テ レポ ー トの 必要性､
13号埋め立て地の実現性 ､ テ レポ ー トの 運営の 点が明記されてい た｡ そ こ で は総開発面積
98.3 - クタ ー ル ､ 総床面積340- クタ ー ル の 情報関連分野の業務用高層 ビル建設 ､ これに
伴う10 万人 の就業人 口 の街の 建設 ､ ビル屋上 - の パラボラア ンテ ナ建設 (8基)､ 87年度
着工とい う内容 が煮詰ま っ て い っ た16B｡
しか しながら ､ 以上 の ように臨海計画浮上の 動機は政府 ･ 自民党と東京都で は異なりな
がらも ､ 同計画 は規模の 拡大化を共通点と して 86年7月 の衆参同日選以降過熱化 した｡
7月 22日発足 の 第三次中曽根内閣は天野光晴 ｢民活導入調査会+ 長 (中曽根派) を建設
相に ､ 金丸侶幹事長 を民活担当相 (副総理) に当てて ､ 高層業務用 ビル の 建設方針 を打ち
出した154｡ 80年代半ばにおける都心部の事務所不足と86年4月 の自民党の ｢民活導入調
査会+ 報告 (臨海部､ 東京駅周辺 での 再開発を促進する こと)
`
がそ の 背景にあ っ たか らで
ある ｡ 金丸は ､ 9 月自らの私的諮問機関 ｢民間活力活用推進懇散会+ を設置し､ 翌年度予
算案 - 大都市臨海部再開発事業化策が盛り込まれるような政策提言を同機関に要請 した｡
同作業に関連 して 9月 22 日 には ､ 金丸以下 ｢民活導入調査会+ メン バ - の晦海地区視察
が行われた｡ 当時副知事にあ っ た横 田政次はそ れ以降同地 区 - の 開発が政府 ･ 自民党主導
で進められて い っ たことを述 べ て い る155o
以上の ような政府 ･ 自民党主導の ｢同計画+ - の 積極的姿勢は束京都に危機感を抱かせ
た｡ ｢民活導入調査会+ 報告の 13号埋め立て地 - の ス ー パ都市建設構想､ 東京駅周辺 再開
発推進政策が､ 第 一 に都市基盤整備 (たとえば下水道､ 道路交通) の遅滞 した環境下で は
都心部過密化 の激化を､ 第二 に都市機能分散化を目標 とした ｢長計+ との矛盾 を招く可能
性を持 っ て い たためで ある156｡ こ れに伴い東京都の対応 は活発化するo 東京都は 9月来臨
海部副都心開発計画会議 ( 臨海計画会読 委員長 知事)167を発足させ る とともに ､ ll
月 28日発表 の ｢二 次長計+ に は､ 8月 の 中間報告 (｢テ レポ ー ト検討委+) を上回る規模の
臨海計画 を盛り込むの で ある｡ たとえばその 内容は ､ 13号埋め 立て地に加えて有明貯木場
埋め立て計画 (予算額 440億円)､ 晴海､ 豊洲地区再開発 (同 130債円)､ 10号地埋め立
て地 - の 国際展示場建設調査費の見積もり (同 1億円) そ して 13 号地 - の 東京テ レ ポ ー
トの整備推進などで あっ た158｡
一 方政府 ･ 自民党も東京都と並行的に ､ 運輸省によ る東京臨海部再開発推進検討委員会
の設置 (10月 29 日)､ 首相の東京再開発重視発言 (11月 16 日)､ 12月 2 日の 四全総に関
連 した国土庁の 東京で の都市開発重視表明 へ とさらにその ト ー ン を上昇させた｡
これ に対 して東京都は 87年年明け以降 ｢臨海計画+ に拍車を掛ける｡ 1月 26日の ｢臨
海計画会議+ の組織充実159､ 3月 11 日の ｢テ レポ ー ト検討委+ の 最終報告 ､ 6月 3 日の ｢臨
海部副都心開発基本構想 (基本構想)+ 発表が それで ある｡ 具体的には､ ｢テ レポ ー ト検討
香+ の 最終報告で は業務用 ビル 建設数増加 (20棟 -)､ ホテ ル ､ 催事ホ ー ル ､ 住宅建設が
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盛り込まれ ､ その 投資額は1兆 8900億円に達するもの で あっ たの で ある160｡ それに留ま
らず ｢鹿本構想+ で はさらに ､ その 計画は就業人 口 を15000人増加させた上､ 高層団地建
設( 定住人 口 4 万 4千人で住宅供給数12500戸を想定)､ 開発面積440- クタ ー ル ､ 交通
シス テム 計画が新規に加 えられ ､ それは総事業費3兆4千200億円 (広域交通基盤整備費
1兆4千200億円を含む) に及ぶ大事業に拡大されたの で ある161｡
しか しなが ら､ 政府 ･ 自民党と東京都の 両者が競合するように して拡大された ｢臨海計
画+ は ､ 87年秋以降の 政府 ･ 自民党の方針転換に よ っ て新たな展開を見せは じめた162｡ す
なわちそれは､ 政府 ･ 自民党の前述両者競合状況か らの 退出と東京都の ｢同計画+ - の 独
自性強化 という点で ある｡
政府 ･ 自民党の ｢臨海計画+ 重視路線はまず10月 2 日転機を迎える｡ 政府､ 東京都な
どで構成され る ｢同計画+ の利害調整機関､ 東京臨海開発推進協議会が､ 6月 策定の東京
都の ｢基本構想+ - の 政府追認 を了承 したためで ある. さらに 11月 6 日の 竹下内閣の発
足は､ 民活路線か ら税制重視 - の政策転換の強化を意味した168｡ たと えば金丸民活担当相
の更迭 ､ 民活担当相の廃止 が それで ある｡
一 方 ､ 束京都は88年 3月 29日､ 既設 の ｢臨海計画会議+ を昇格させ ｢臨海部副都心開
発推進会耗 (推進会論 議長 知事)+ を設置し､ 4月 12 日その 事業計画 を策定した｡ そ
の 計画を87年6月 策定 の｢基本構想+との比較でみ ると ､確か に就業人 口34000人減(810 0
人)､ 居住地域の総床面積 90 - クタ ー ル減 (205- クタ ー ル)､ の ように縮小された部分
もあ っ たが ､ 開発面積8 - クタ ー ル増 (448- クタ -)､ 定住人 口 2300人増 (67000) と
膨 らみ､ 総事業費は 7200億円増加 して 4兆 1400億円というもの で あっ たの で ある164｡
他方世界都市博覧会に関して東京都は 8月 23 日 ､ 東京世界都市博覧会基本癖想恕散会の
答申か ら ｢臨海副都心 開発 ･ 東京 フ ロ ンテ ィ ア推進会議+ を､ 実施行機関と して は ｢東京
フ ロ ンテ ィ ア準備局+ を設置 した｡
この ように東京都の ｢臨海計画+ は ､ これをめぐっ て政府 ･ 自民党と東京都とが競合す
る中､ その 規模も組織も拡大され ､ 原計画とは懸け離れたもの になっ て い たの で ある｡ な
ぜこの ような計画が可能で あっ た の か ､ それを財政面か らみて みる ことにする ｡
当時の東京都の財政事情を普通会計決算か らみ ると､ 地方税収入は鈴木 2期め (83年度
から86年度 11兆4028億円) は 1期め (79年度か ら82年度 8兆3233億円) に対 し
37% (3兆 795億円)､ 3期め は (87年度か ら90年度 17兆902 1億円)2期に対 し57%
(6兆 4 9 3億円) も伸び て い た｡ したが っ て 2期め に対 し3期めに増額した地方税収は
約 6兆5000億円で ､ 年度平均 にすると 1兆 6000億円の規模で あっ た｡ これ は 3期めの
単年度平均地方税収の 約 36 % に当た っ てい た｡ 単純に考えれば､ 3期めには毎年前年度比
130 %の 伸び率の 地方税収が あ っ たということで ある｡
一 方性質別歳出の 中の 普通建設事業費をみ ると ､ それは 2 期め (2兆 2576億円) が1
期め (1兆 8543億円) に対 し2 2% (4033億円)､ 3期め (5兆4365億円) は 2期めに対
し141%伸びて い た. したが っ て 2期めに対 し3期めで増額 したそれは約 3兆2000億円 ､
単年度平均で も約 8000億円 の規模で あっ たの で ある｡ そうすると､ 2期めに対 して 3期
めで は単純にみ ると年度轟 1兆6000億円の 地方税増収分の うち半分の 8000億円を普通建
設事業費に充当してい た勘定 になる｡ また各種基金残高も 2期め の 7100億円か ら3 期め
は 4兆円に達 し約470 %も伸びて ､ そ の基金数でも 6基金から 16基金 - と増加 して い た｡
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3期めに増額にな っ た基金 を年度平均 にすれば約 8000億円になるo
また､ 2期めと 3期めで人件費､ 公債費などの い わゆる義務的経費16の 伸び率は 8.7 %､
で しかなか っ たの に対 して ､ 普通建設事業費などの投資的経費166は 138 %の伸び率であ っ
た｡ 当時臨海計画は策定中で あり増収分が ｢臨海計画+ 建設 とその基金 にすべ て充当され
たとは断定できないが ､ この ようにみてい くと､ 3 期めの財政は 一 方で義務的経費を低く
押さえながら他方で増収分を建設事業に半分､ 各種基金に 半分充当するというような構造
であっ たことが分か るの で ある｡ つ まり上述の ような財政的裏付けがあっ たがゆえに ｢臨
海計画+ の ような政策が構想可能であ っ たの で ある｡
こ の ような状況の なか で議会内各政党はい か なる評価を して い たので あろうか｡ この 点
に関 して は ､ 社会党都散会､ 共産党都諌会は反対であ っ たが ､ 諌会内勢力と しては少数で
あっ た｡ これに対 して都議会自民党､ 都蔵会公明党､ 都議会民社党は知事 ･ 執行部の臨海
計画に賛成の立場と取 っ て いた｡ しか しながら､ 都諌会自民党､ 都議会公 明党からも同計
画推進 - の慎重輪､ 反対論 が台頭する ようにな っ たの で ある｡
この ことが､ 蔵会内におい て表面化 したの は 90年第二定例会 (90年 5､ 6月) で あっ
た｡ 都議会公明党は 6月 17 日 ､ 住宅港湾委員会で都民要望 の住宅供給数充実を理由に ｢臨
海計画+ 延期､ 見直しを知事に要求 したo 加 えて都読会自民党若手議員か らも ｢同計画+
へ の 批判が噴出した｡ 都議会公明党は 6月 11 日の 住宅港湾委員会で ｢臨海計画+ 中の 住
宅建設に対 し､ 公共住宅建設と民間住宅建設との 比率､ い わゆる ｢公民比率 (89年4月 の
計画で は公共 60 %､ 民間 35 %､ その 他 5 %)+ の 公共部分の 比 率ア ッ プ - の 改善を求め､
これが達成されなけれ ば ｢同計画+ に は賛成できない と主張 したo また都議会自民党 一 部
議員の 要求 は ､ 同計画が知事主導で行われて諌会の意見が反映されて い ない というもの で
あっ た｡
さらに 10月 27 日､ ｢臨海計画+ 事業費が88年4月 の臨海部開発推進会議 の事業計画か
ら比較して約 91%上昇する ことが第三 定例会で明らか にな っ た｡ 広域交通基盤整備費は 1
兆5100億円から2兆7900億円に､ 地域内都市基盤整備費が 4900億円か ら 1兆1700億
円に ､ そ して総事業費が 4 兆1400億円から7兆 9200億円に達 してい たの で ある｡ もちろ
ん同事業費は企業負担に よっ ても賄われるが､ しか し総事業費の 15%､ 約 1兆1880億円
は財政で 手当される こ とにな っ て い たo 当該状況下 91年 3月 7 日の 第 一 定例会では ､ 臨
海副都心 開発事業会計が ､ 都議会自民党 一 部 ､ 都議会公明党､ 社会党都議会､ 共産党都諌
会などの 賛成多数で否決され ､ 普通会計では臨海 ､ フ ロ ンテ ィ ア予算案 1800億円が凍結
され ､ 同事業が全面中断す る こ とにな っ た｡ 85年の 原案(テ レ ポ ー ト用地 40ヘ ク タ ー ル ､
就業人 口約 3 万人の都市建設) からみ ると ｢同計画+ 拡大 は明らかで あっ たの で ある｡
選挙民の ニ ー ズを取り違 っ た鈴木都政
79 年の 第二次オイ ル シ ョ ッ ク以降東京 の 一 極集中化は 始ま っ た｡ 85 年の 円高不況後､
金融緩和 ､ 内需拡大 ､ 規制緩和 ､ 大規模プロ ジ ェ ク トなどに よ っ てさらに諸機能の東京 -
の集中が顕著に なると ､ こ の 集中化は地価の 高騰を生み都民の 都心部 - の 居住を困難にさ
せ た｡ その 結果都心部と区部の 定住人 口 の低下 ､ 昼間就業人 口 と夜間居住人 口の 不均衡が
拡大 した167｡
政府は こ の ような状況に対応す るため 国土利用計画法に よ る監視区域制度の 強化を図っ
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た｡ さらに政府は 89年には ｢土地基本法+ を制定 し､ その 理念の 下 ､ 土地利用計画の 抜
本的な見直しを含めた都市計画払､ 建築基準法の改正 の 総合的な対策を推進 した｡ しか し
ながら､ い わゆる バ ブル 経済に よる異常な地価高騰と建築工事費の高騰が相まっ て住宅価
格は上昇 し､ 都民が適正な価格に よ っ て適正な規模の住宅を確保することは困難な状況 に
なっ たの で ある168｡
こ の ことは都民意識 を東京都の 住宅対策に向か わせ る の に充分で あっ た｡ 88年時で の 住
宅局の ｢住宅帝要意織調査+ 169をみると､ ｢住宅に対する評価+ で ､ 全国平均では 47.6%
が ｢満足+ であっ たの に対 し､ 東京都で は 40.5 %､ ｢不満+ になると全国 51.5 % に対 し東
京都は58.8 % であ っ た｡ 89年時の ｢都政全般に対する調査+ 170によ っ ても ｢都政に要望す
るもの+ の第1位は ｢住宅政策+ であっ た｡ 住宅政策に対する要望は､ 87年度が第4位､
88年度が第2位とな っ て 徐々 に順位を上げた｡ こ の よう に都民の住宅問題 - の 関心 の高さ
とそれに対する不満意識が何える ｡
こ の ような状況下で東京都は ､ 88年 2月 ､ ｢束京都住宅政策懇散会+ を設置し､ 知事は
東京都における住宅政策の あり方に つ いて新たな視点に立 っ た検討を同懇散会に諮問 した｡･
同懇散会は ､ 一 極集中化下で の良好 な住宅政策の あり方 を検討 し､ 同年 10月中間報告を
行っ た｡ そ の報告で は中堅所得者層を対象とした ｢都民住宅+ の供給と ､ 公共住宅と公共
施設との ｢合築+ の推進が提言されたが ､ ただ ｢都民住宅+
J
の供給開始は 89年11月 か ら
であ っ た171o
そ して最終報告が 90年 4月 に行われ るが ､ それによ ると､ 従来の都営住宅供給重視の
住宅政策を改め､ 土地高騰による公示単価上昇に伴い ｢新たな政策提示+､ たとえば中堅所
得層向け施策の 充実､ 民間市場 エ ネル ギ ー の公共住宅 - の括用 ､ 住宅 マ ス タ ー プラン の 策
定､ 東京都住宅基本条例 の 制定 ､ そ して優良民間賃貸住宅制度の創設が提言 された172｡
こ の ような対策は従来 の 住宅政策の転換を意味したが ､ ただ 3期中で実際効果があっ た
かとい えばそれは寧ろ期待で きないもの で あっ たとい うべ きで ある ｡ すなわち同方針の 具
体化は ､ たとえば､ 住宅 マ ス タ ー プラン の 策定は 91年 7月 ､ 優良民間賃貸住宅制度の 創
設は9 1年7月 ､ そ して住宅基本条例制定が92年 4月 で あ っ たとい うように ､ 寧ろ 9 1年
度以降で あっ たか らで ある｡ したが っ て 3期めで の東京都の住宅対策は ､ 従来政策の継続
が中心で あり､ わずか に都民住宅の供給が 89 年度か ら実施されたという状況であ っ たと
いわ ざるをえなか っ たの で ある ｡
鈴木 2 期中で実施され た住宅政策は､ ｢都営住宅+ ｢公社住宅+ ｢区市町村住宅+ の 公営
住宅供給と ｢住宅建設資金貸付融資斡旋住宅+ であ っ た｡ こ れに対 し 3 期中での 政策は､
｢住宅建設資金貸付融資斡旋住宅+ 制度の 88年度で の廃止 に伴い ､ 新たに 89年度か らの
｢住宅賃貸融資住宅+ の 制度化と 89年度か らの ｢都民住宅+
■
の供給で あっ た｡ 都民住宅
という新規政策が制度化された点では従来政策の漸進 を意味す るが､ それに よ っ て住宅政
策が著しく向上 した と判断でき るまでに は至 っ て い ない ように思われる｡ すなわち上述都
民意識調査での ｢不満足+ の 状況 ､ 80年代の住宅政策は寧ろ無策であっ たという議論173､
そ して住宅局職員､ 篠木昭夫による著作か らも､ 住宅供給数は充分でなか っ たとい う指摘
ができるか らで ある174｡
こ の状況は歳出普通会計決算の性質別分類の 面か らも指摘できる｡ 普通建設事業費の な
かの ｢住宅+ 決算は鈴木 2期め (83年度から86年度) と3期め (87年度か ら90年度)
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の比較で みると､ 2 期めが 4252億円 (単独事業費と補助事業費の合計) であ っ たの に対
して 3期めは 5193億円 (同) で あり､ その 伸び率は 22.1 % で しかなか っ た｡ これ に対 し
同じ普通建設事業費内の ｢道路 ･ 街路+ の 事業では ､ 前者が 4693億円に対 し､ 後者が 1
兆3583億円で伸び率は 195.7%とい う数値で あっ た｡ 同様に普通会計決算の普通建設事業
費でみると､ 2期めが 2 兆2576億円に対して 3期めは5兆 4364億円で ､ 普通建設事業
費の伸び率は 140.8%とい うもの で あっ た｡ これらの ことから判断 しても住宅政策がとり
わけ重視されて い た とい う証拠 は見出せない ｡
ではその こ とを住宅供給数の点か らみてみ ることにす る｡ 既述住宅政策の 分類中､ 都営
住宅は2 期め に 19660戸 ､ 3期 めで は21361戸供給されて い る｡ 都営住宅供給数か らみる
と3期には 8%供給数は増加 して い る｡ 89年度から新規制度化の都民住宅も供給され当骸
年度は 871戸の 供給があ っ た｡ しか し住宅総供給数は2 期めの 45278戸に対 し 3期めで
は 29920戸と寧ろ 34%も減少 して い るの で ある｡ 具体的にみると住宅建設資金貸付融資
斡旋住宅は 88年度で 終了 し住宅賃貸融資住宅 - 切り替わるが､ 単純に両者合計でみても 2
期め2 2373戸が3期めは4840戸 に減少 した｡公社住宅は2期め2553戸に対 し3期め1992
戸､ 区市町村住宅が 2期め1535戸 に3期め859戸 に減少というような状況で あっ たの で
ある｡ つ まり住宅供給数の 面でも束京都の 住宅政策は 2期めと比較して 3期めは充実して
い なか っ たことが分か る｡
実際年度寝で みても 87､ 88年度の住宅供給は 2 期め を踏襲するもの で あっ た｡ 政策が
都営住宅 ､ 公社住宅､ 区市町村住宅､ そ して住宅建設資金貸付融資斡旋住宅で あ っ た点も
2期めに対 して 同様で ある｡ 都営住宅供給は 86年度の 5363戸に対 し 87年度5651戸､
88年度 5107戸と 5000戸台は確保するが ､ 住宅建設資金貸付融資斡旋住宅は 86年度の
3935戸に対 し87年度1575戸 ､ 88年度812 戸と寧ろ減少化傾向を示す｡
89年度歳入は､ 好調な景気を背景と して前年度比で 10.1 %伸びた｡ この ような景気状況
は歳入 の 面で も顕著で ､ たとえば86年度歳入 は 85年度歳入に対 し3028億円増収で あっ
たもの が ､ 87年度歳入 は前年度に対 して 9334億円､ 88年度でも同様に 4067億円 ､ 89
年度では対前年度5755億円増収で あっ た｡
一 方 ､ 歳出をみると 89年度は､ 臨海部副都心開発 に 88年度の約 3倍に当たる 66 億円
を投入 し､ あわせて幹線道路､ 地下鉄 12 号線､ 多摩モノ レ ー ル建設など､ 投資的経費は
前年度 (1兆3516億円) をさらに 上回り 1兆3739億円にも達 した｡ これは 75年度以来
過去最高の 投資額で あ っ た｡ 公共投資の 指標と して の普通建設事業費内単独事業も 88 年
痩 (1兆 712億円) をさらに上回り1兆973億円に拡大 した｡
また東京 フ ロ ン テ ィ ア (世界都市博覧会) 基金など 4 畢金が創設されたの も 89年度で
あり ､ その 総額は 750億円､ 既存の 12基金とあわせた総額は単年度1兆 1825億円に達
した｡ い わば当年度は開発事業の開始年度で あ っ たと い っ ても よい が､ そ の反面住宅対策
は必ず しもこれ らほ ど充実 して い たわけで はなか っ た｡
89年度で の 住宅政策は 4点に分類でき るo 第 一 は前年度か らの 継続政策であっ た. 具体
的には ､ 中堅所得者層中心 の都民住宅建設が 457戸 ､ 都営住宅建設が 5577戸 ､ 区市町村
住宅353戸 ､ そ して地域特別賃貸住宅 (公社住宅) 建設が 481戸であ っ た｡ 第二 は ､ 施設
改善と いう方法で あ っ た｡ たとえば､ それ は木造住賃貸宅 の建て替え､ 高齢者が利用 し易
い環境を提供するための 施設改善とい うもの で あっ た｡ 第三 は供給数の 増大を図るための
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方法で あっ た｡ 高齢者利用に供する目的の 民間住宅の 借上げ､ ひとり麗らし老人用住宅と
しての民間住宅借上げ ( 住宅賃貸融資住宅) がそれで ある｡ そ して第四は区市町村 - の 予
算補助の実施 で ､ 区市町村が管理する公共住宅 - の補助 (区市町村住宅) 353戸を東京都
は行 っ た｡
続く 90 年度では ､ 第 - は従来の継続政策で あるo 都民住宅建設が 414戸 ､ 都営住宅が
5026戸､ 地域特別賃貸住宅 (公社住宅) が 594戸で あっ た｡ 第二 に ､ 住宅資金援助の木
造賃貸住宅 の建 て替え へ の 資金援助 (住宅賃貸融資住宅) 1697戸が実施された176o 第三
は供給数増加対策で あ っ た. 区市町村住宅対策と して 156戸が実施されたo ただ 一 方で都
営住宅の料金値上げも平均 10.5% 行われた176｡ そ して第四に ｢第三次長計+ が 90年 11
月発表された｡ それは ､ 2000年度までに公営住宅 の ほか財政支援など東京都が関与する住
宅 350, 00戸供給を目標とするとい うもの で あ っ た｡ 内訳 は都営住宅が合築を含めて
60100戸(新規17600戸 ､ 建替え42500戸､ 第二 次長期計画が52 500戸(新規15000戸 ､
建替え37500戸))､ 都民住宅が25500戸 ､ 優良民間賃貸住宅が 10 万戸､ 木造賃貸住宅が
6792 戸 (建 て替えの み)､ 簡易耐火住宅が 22388戸 (建て替えのみ)､ そ して利用権設定
型ケア付住宅が 1000戸 (建て替えの み) な どで ある｡
この ような執行部の住宅政策に対 して議会内各会派は どの ように考えて い たの で あろう
か｡ 都議会自民党は全種類の 住宅供給数増加 を要望 して い たが ､ 知事 ･ 執行部の政策を基
本的には評価 して い た m o 都議会民社党は都議会自民党と同様知事を支持 して い たが ､ 同
会派は住宅政策より中小企業対策の 方に重点があっ た178｡
これに対 し都議会公 明党は ､ 公共施設と都営住宅との 合築をしてで も､ 都営住宅 の建設
数を増加させ る こ とを要望 して い た｡ 特に都営住宅 の供給数が増加 しない 点を 89､ 90年
度の 第 一 定例会でも指摘 して いたo また臨海計画における住宅供給で ｢公民比率+ に固執
して いた ｡ したが っ て 同会派 は臨海計画より住宅政策の 方を寧ろより重視 して い たとい っ
てよい179｡
他方社会党都議会は ､ 第 一 に住宅予算の扱い に不満を表明して いたo すなわち ､ 一 般会
計歳出目的別内訳予算案で みると ､ 89年度は前年度比で ､ ｢都市の整備+ は 31.1% 増の伸
び率で あっ た の に対 して ､ ｢住宅の建設+ 20.7%増で しかなく ､ またその 構成比 でみて も､
｢住宅の建設+ は歳出全体の 4.4% で しかなか っ たと主張 したの で ある180｡ こ の こ とは ､
9 0年度予算案審議 でも指摘されるo 一 般会計歳出予算総額は ､ 前年度比 7.3% に押さえな
がら､ ｢都市の整備+ は 28 %と3年連続の伸び を示 した｡ そ の反面 ｢住宅の建設+ は 4.4 %
で しかなく ､ 社会党都議会は これを開発偏重で あると主張.したの で ある181｡
また住宅種別 では ､ 同会派は中堅所得者層が借りられる住宅の 供給を要望 して いた ｡ 80
年代後半の 時期は地価高騰の ため に民間住宅賃貸価格が高騰 してい たが ､ こ の ような状況
下で打撃を受 けて いた の は所得基準で公営住宅に入居できない中堅所得者層であっ た｡ こ
れに対 し東京都は ､ 中堅所得者の 住宅確保 に取組むが ､ 具体的には民間協力 に よる供給数
増大策を講 じた｡ これは優良民間賃貸住宅制度で ある｡ また 90年度以降都民住宅の供給
数も増加するが ､ その増加が同党の主張に対応 した形とな っ たこ とも重要で ある ｡
共産党都議会は社会党都議会と同様知事不支持 の 立場であ っ た｡ 同会派は 一 貫 して都営
住宅の供給数 を問題に した｡ 計画数どおりの建設 が可能に なっ て い ない 点182､ また同住宅
の 建設戸数が美濃部時代に比較して低下して い る点が主な主張の 内容で あっ た｡ したが っ
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て知事の 住宅政策は評価は でき ない というの が同会派の基本的姿勢であ っ た18｡
つ まり都諌会自民党､都議会民社党は知事の住宅政策を評価しながらも､都議会公明党､
共産党都議会の 両会派は都営住宅の供給が十分で ない点で ､ また社会党都議会は ｢住宅の
建設+ 予算が ｢都市の整備+ 予算に比較して少額であ っ たという点で知事の 住宅政策に異
議を唱えて い たの で ある｡ ただ社会党都議会は ､ 特に中堅所得者に対する住宅政策を重視
も して い た｡ こ の 点で ､ 都民住宅､ 優良民間賃貸住宅の供給が行われるようにな っ たこ と
は同会派の 主張が政策化 されたという点で着目されて よい ｡
こ の ように鈴木都政 3期めの 東京都の住宅政策は､ 87､ 88年度は 2期めの改策の継続
が主たる内容となり､ 89､ 90年度でややそれらが漸進をみせ るが､ 住宅建設総供給数で は
寧ろ2期めを下回り ､ 2 期め以上に当政策が向上 したとは い えない状況で あっ た｡ 特 に都
議会公明党は都営住宅供給数､｢臨海計画+ における公営住宅の建設数の 点で不満を示 した｡
社会党都蘇会は中堅所得者向け都民住宅の 建設開始を評価するもの の公 共事業投資 - の予
算配分との関連で住宅政策を批判す るo また 一 方都民意識 でも住宅政策に対する不満は全
国平均との 比較でも多く ､ 必ずしも民意を反映 した住宅政策が実施されて い たとの 評価 は
できない とい うの が鈴木知事2期めの状況で あっ た｡
増収方策の挫折
以上鈴木 3期日に対 し､ 4期めでは ､ ｢臨海計画+ が見直しとい う転機を迎 えた｡ すなわ
ち 一 つ は､ 91年度の 一 般会計予算案を審蘇する 91年 3月 の第 一 定例会にお い て ｢臨海計
画+ 関連の 予算案が否決 されたということに よ っ てで あ っ た｡ こ の 否決は社会党都議会､
共産党都蘇会とともに ｢臨海計画+ 推進で あ っ た都議会自民党の 一 部と都議会公 明党が同
案に反対票 を投 じたゆえに起きたもの で あっ た｡ こ の ために東京都は同予算案の見直 しを
迫られ る ことに なっ たの で ある184｡ そ して他 の ひ とつ は知事自身が 4月 の知事選挙で ｢臨
海計画+ の 再検討を公約せ ざるを得なか っ たか らで ある｡ こ の ような対応を迫られた背景
には景気後退の影響で本来 ｢同計画+ が予定 して い た事務所需要が､ 構想 当時と比 較して
落ち込ん で いたとい う事情があっ た｡ こ の 時期都内各地の 事務所 - の入居率 は低下 して 賃
料引き下げが進行 して い たの で ある｡ たとえば東京都の調 べ に よると､ 87年度か ら89年
度事務所空室率はゼ ロ で あ っ たが ､ 90年代に入 っ て 上昇し､ 91年で は 10% 程度にまで伸
びて い た｡ 特 にそれは都心 の 区部では 40 % にまで達す るとい うような状況に あっ た ので あ
る｡ こ の ため東京都は同定例会以降 ｢臨海計画+ の 再検討 に入 っ て いく こ とにな るが 185､
具体的には 6月 26 日発 足 の 高橋副知事をトッ プとする ｢臨海副都心開発等再検討委員会
(検討委)+ の 設置か ら始ま っ た186｡ 以降7月 12日に は同委員会の 幹事会が (座長 中山
企画審議室長 束京 フ ロ ンテ ィ ア推進本部長)設置され ､ さらにそ の 下に企画総合部会(部
会長 見山東京 フ ロ ン テ ィ ア推進本部調整部長)､ 開発 ス ケジ ュ ー ル部会(部会長 中村港
湾局臨海部整備担当部長)､ フ ロ ンテ ィ ア部会(同 米川東京フ ロ ンテ ィ ア推進本部業務推
進部長) が組織され執行部の 見直し - の 対応も本格化 して い っ た. 一 方議会も､ 特に都議
会自民党は ､ 会派内 一 部議員と都議会公明党との 連携に よる ｢同計画+ 予算案の否決を深
刻に受け止 め､ 両者と社会党都議会が主張 して い た ｢臨海計画+ にお ける住宅問題 ､ た と
えば居住者用住宅の戸数増加と公共住宅の 充実化 ､ そ して世界都市博覧会 の 94年4月 開
催延期の 作業に入 っ た｡
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この 後 ｢同計画+ 予算案は ､ 上述経緯を経て見直されるという方向転換が図られたこ と
で ､ ｢同計画+ に対する賛成が議会内におい て多数となり､ 7月 11日の第二 定例会本会議
におい て 可決された｡ ただ議会内には ｢同計画+ を審議する特別委員会も新たに設置され
る ことになり ､ その 審議は住宅港湾委員会と同時並行的に行われるこ とに な っ たの である
187
0
｢検討委+ は 89年 4月 に構想された ｢臨海計画+ を基本的に は変更 しない もの の ､ ｢同
計画+ の始動期と東京 フ ロ ンテ ィ ア開催時期を 2年遅らせて 96年3月 開始､ 住宅供給を
10 0戸増設するという見直し案をまとめ ､ 8月 22 日知事に提出 した｡ 知事は こ の 見直し
案を受けて 9 1年9月 の第三 定例会にそのまま提案 した188｡
一 方､ ｢同計画+見直しを求める声は執行部､ 議会以外でも起きて い たo 第三次行革審(臨
時行政改革推進審耗会) の ｢豊か なく らし部会 (細川譲照会長)+ は､ 91年 6月 13 日部
会報告の最終案にお い て ､ 東京 一 極集中是正 の ため｢臨海計画+見直しを明記 して い た189｡
同問題に 関心をも っ て 取組ん でい た 10の 市民団体等で組織する団体 ｢どうすべ きか ､ も
う 一 つ の湾岸ア ク シ ョ ン実行委員会+ も見直しを求めて都議会諌負 (自民 一 山田宏､ 公 明
一 石井義修) らと見直 し行動を起 こ し始めたの である｡ それには他団体か らも行動が起き
た｡ 自治労都本部の 中心組織東京自治研セ ン タ ー も ｢臨海計画+ には異 を唱 え 一 極集中是
正と環境の観点重視か ら見直しを求めたの で ある190｡
確かに ｢同計画+ をめぐる経済環境も当時悪化 して いたo 第 一 にそれは ､ ｢同計画+ を実
施する第三セ ク タ ー 3社の 事業費が当初計画の 2倍以上になる ことが判明 した点で ある｡
同3社の事業費は計画時 3社合計で 2000億円と見積もられて いた｡ しか し建設 コ ス トの
上昇と景気後退で期待 して い た参加企業負担分の建設資金拠出が見込まれない状況を呈 し
たか らで ある｡ そ の 結果 3社事業費は 4 270億円にも膨張 して いたため､ こ の影響で東京
都の 一 般会計か らの支出が 78億円増額になるという状況が 生じたの である191｡
第二 は景気悪化に伴い 臨海部の 中心 的事業になる東京 フ ロ ンテ ィ ア - の参加 が当初の進
出予定数より後退 したためで ある｡ 92年 12月 16 日､ パ ビリオ ン 出展呼び かけの企業説
明会が経団連 で行 われるが ､ 鈴木知事 ､ 平岩外 四東京フ ロ ン テ ィア協会長 の熱心 な勧誘に
も拘わらず企業側 は消極的であ っ た192. 参加企業数は当初見込みの 半数に も達 して い ない
とい う状況で あ っ た｡ さらに ｢同計画+ に進出する企業数も確定しなか っ た｡ 90 年8月 に
行われた第 一 次の 進出企業募集で は平均競争率6倍とい う難関であっ たが､ 出店に際しそ
の建造物の建設費の 高騰と進出初年度での 投資額 一 社当たり 100 億円以上 という負担が
企業進出を蹄曙させた格好とな っ た｡ これに対応すべ く東京都は二度にわた っ て借地料を
下げたが こ の 効果 はなか っ たの で ある193｡
また東京都の進 出企業に貸し付ける都有地 の価格引き下げの 影響で ｢同計画+ の収支が
マ イナ ス 5 100億円にも達することが判明するという ように ｢同計画+ を取り巻く状況は
悪化 の 一 途を辿 っ た. そ して 93年3月 31 日の 土地 の賃貸借契約の 締め切り を迎 えるが進
出内定 12企業の 内 ､ 東武鉄道は進出辞退 ､ 束京商工 会議所 ･ 住友商事 ･ 東京玩具製問協
同組合等3社の 契約延期は ｢同計画+ の存続自体を動揺させる状況を呈 したの で ある ｡ 仮
に東商を除く 3 グル ー プの 区画が埋まらないと ､30年間で権利金約2 4 2億円 ､借地料1500
億円が減収となり､ 権利金と借地料で約 4兆円に の ぼる基盤整備費を賄う ｢新土地利用方
式+ も成立 しなくなるとい う状況で あ っ たか らで ある194｡ これに対 し市民団体 ｢臨海部市
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民アク シ ョ ン 実行委貞会+ は計画中止 を訴えて東京都の対応を批判 した｡
そもそも臨海副都心 - の 進出に つ い て企業は ､ 91年 11月の 時点で景気後退などを理由
に都所有地 の 権利金支払い の 延期や借地料負担の軽減など契約条件の 緩和を求めて い た
195
｡
したが っ て この時点で 91年9月 の 第三定例会の 見直し案をさらに拡大させて規模縮
小とか中止 にすればよ か っ たの で あるが､ そういう選択を執行部は しなか っ た｡ しかも東
京都はさらに 92年6月 12 日東京都財産価格審議会におい て､ 進 出企業に貸 し付 ける都所
有の 土地の価格を平均 20% ､ 場所 に よ っ ては最大 31%引き下げる決定を行な っ た196｡ ま
た同時に これ によ っ て減収となる事業費収入に対する対策として ､ 東京都は収入 ､ 支出の
両面から検討する方針を取 っ た｡ そ の方針は ､ 具体的には､ 収入確保 の ために埋 め立 て事
業会計からの 借金 ､ 景気低迷 に対応 した長期起債によ っ て不足分を賄い ､ 支出につ い ては
埋め立て事業会計 - 支払う ｢臨海計画+ の 土地造成代金の支払 い延期という方綾で あっ た
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｡ 上述対策によ っ ても ｢臨海計画+ の 実施 は､ 収支均衡年次が 2031年度となり､ 当初
の 2027年よりさらに 4年遅れ るとい う状況で あっ たの で ある198｡
こ の ような状況下にお い ても束京都は既に事業が進行中であるために規模の縮小の ため
の見直しを行うことは ､ 経費が無駄になるとい う理由でその規模縮小を拒み続けた｡ しか
しながら計画見直しの 声は財務局か らも上がり199､ そ して東京都は遂に 93年 9月 9 日 ､
規模縮小を前提と して見直しを行うことに したの で あっ た｡ 鈴木知事は､ 93年9月 28 日
の 第二 定例会の代表質問にお いて ｢地価の大幅な下落や､ 不況の長期化を予測しえなか っ
たことは遺憾 である+ と初めて責任の 一 端を認 める発言を行い ､ 計画自体は存続させ るも
の の 始動期と世界都市博開催時期の 延期を表明 した200｡
結果的に は ､ 計画終了時に おける参加企業の 借地料収入の ｢臨海計画+ 事業総額に対す
る見込み額が大幅に低下 した201｡ したが っ て 民間で賄う当初計画の 6兆7′320億円のうち
2兆4 0 0億円 しか収入が 見込まれなくな っ たため､ ｢同計画+ は 4兆3320億円の 赤字を
生む 状況となっ たの で ある｡
以上の ように ｢同計画+ は経済環境悪化を伴い ､ 世界都市博､ 臨海始動期ともに 2年延
期､ さらに計画予算の収支均衡が崩れ大幅赤字を生 じるような結果となっ たの で ある｡
一 方 ､ 財故面からみる と､ 3期め の 87年以降､ 普通会計決算にお ける実質収支比 率202は
1･3､ 1.0､ 0.6と低下 して 90年に はゼ ロ にな っ た｡ それ は地方税収の 伸び率が マ イナス と
な っ たこ とが影響して い る｡89年度対前年度比 6.8% であ っ た伸び率の 地方税は 90年度に
は マ イナ ス 1.2%となり､ 91年度で若干持ち直す (2.8%) もの の 92 年度以降再び マ イナ
ス となっ て い っ た｡ 地方税の 中で も法人2税 (法人住民税､ 法人事業税) の 地方税に占め
る割合が東京都の 場合は ､地方財政計画と比較して高い だけにこれの 落ち込みが影響した｡
89年度に は歳入全体の 56.6 %(法人 2税を含む地方税の割合は 78.8%)を占めて い た法
人 2税の 比 率がそ の後低下 して 92 年度には 40.8% (同様に 62.4%) にまで推移したの で
ある203｡
しか しながら､ こ の ような状況の 中で ､ 東京都は 90年秋に策定された ｢第三次長計+
で最初の 三 カ年 の予算措置の 概要等具体的な取組みを盛り込ん だ ｢都総合実施計画+ をま
とめたが ､ その 内容は ､ 都営住宅等を含めた公営住宅供給を行う住宅政策､ 道路建設､ 多
摩モ ノ レ ー ル建設等の 交通政策､ そ して高齢者用住宅建設等の福祉政策等で あっ た204｡ 更
に ｢臨海計画+ では､ 90年度に引き続い て約 6800億円強の 予算措置が取られ てい た｡ こ
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れらの政策の 措置と して東京都は ､ 税収不足分をこれまでに貯めた財政調整基金やシテ ィ
- ホ ー ル 建設基金等13基金か ら2646億円取り崩し普通会計に組み入れ るとい う方法を
採っ たo また都債発行額を対前年度比 40.5 %増加させ て3815億円に増や した の で ある205｡
つ まり ｢臨海計軌 と民生関連の 同時並行的な予算化が行われたの である｡ この ような執
行部の 対応 に対 し､ 満会内の 政党はどの ように対応したで あろうか ｡
都散会自民党､ 都敢会民社党は知事 ･ 執行部の 提起 した ｢臨海計画+ 見直し案を認めて
い た｡ 都議会公明党も当初こそ同計画 に賛意を表 して いたが ､ これも見直しに傾斜して い
つ た｡ こ れに つ い て は社会党都散会も同様で あっ た｡ 特に都銀会公 明党と社会党都議会が
主張 したの は ｢臨海計画+ にお ける定住者の 住宅問題に つ い て
■
で あ っ た｡ 都議会公 明党は
い わゆる ｢公民比 率+ につ い て ､ また社会党都議会は住宅供給数の増加 に つ いて執行部 -
要求 した｡ しか しながら知事の住宅供給数増加 を図るとの 表明が 91年第二 定例会で行わ
れれると両者は知事 ･ 執行部の見直し方針に同意 した｡ したがっ て知事自身に よる ｢同計
軌 の 見直し発言は ､ 共産党の反対路線とは異なっ て同会派を除く各会派 の対立を緩和さ
せ る効果も持っ たの で ある｡
議会重視 - の 路線転換
一 方 9 1年度以降の住宅政策の 注目点 は､3期めと比較し
'
T住宅供給数増加対策が採 られ
たこ とで ある｡ それは ､ 住宅 マ ス タ ー プラ ン の策定 ､ 住宅基本条例の制定で あ っ た206｡ 住
宅マ ス タ ー プラン は91年7月 策定されたが ､ その内容は公 的住宅供給数を2000年まで に
35万戸建設するとい う計画で あっ た｡ また住宅基本条例は 92年4月 に制 定されたが､ そ
れは住宅政策を法令的に整備 して そ の供給数増加対策の ために民間住宅施設や民間 の協力
を得て供給数の確保を進める内容であ っ た｡ これに伴い従来の 住宅政策懇談会は廃止され
｢東京都住宅酸策審韻会+ に発展改組 され た｡
これ らの 政策の採用は ､ 景気が下降局面に入 っ て いたとは いうもの の 土地価格 は未だ高
く住宅予算の大半が土地取得費に消失 して い たという事情からで ある｡ 国土庁の 統計に よ
ると､ 1月 1 日にお ける土地の 公示価格は ､ 23 区の 場合､ 8 3年を 100 とす ると 92年は
248.7 と いう水準であ っ た｡ 87年が 208.5､ 88年が 300.5､ 89年が 2 8 4.9､ 90年が 286.0､
91年が 28 6.9 であ っ たことからすれ ば､ 土地の公示価格は依然と して高い水準に あっ たこ
とが分か る207｡ したが っ て ､ 東京都が住宅供給数増加対策と して民間の活力 を利用する方
法を採っ たの も肯ける｡
具体的に 91年度では新たに ｢優良民間賃貸住宅+ が制度化されたが ､ それ以外は従来
の住宅政策を継続するもの で あっ た｡ 各 々 の 供給数は ､
712 戸 ､ 区市町村住宅が 438戸､ 都民住宅が 14 73 戸､
して住宅賃貸融資住宅が 189 戸とい うもの で あっ た｡
れて住宅供給数増加が 図られたこ とは注目されて よい ｡
都営住宅が 5388 戸､ 公社住宅が
優良民間賃貸住宅が 5335戸 ､ そ
特に優良民 間賃貸住宅が制度化さ
これは ､ 東京都が予 め指定した建
築基準を満た した民間住宅に対 して建設費の利子補給と施設整備 - 補助 を行 っ て ､ 民間に
よる住宅建設とい う方法で供給数増加 を図り ､ しかも同住宅 の 家賃を 一 定 に保 つ と いうも
の と ､ 一 部民 間住宅 を東京都が借上げて , こ れ を公共住宅 と して 供給す ると い うもの で あ
つ た｡
そ して 92 年度では新たに 公社住宅と して ､ 住宅供給公社によ る ｢利用権設定型ケ ア住
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宅+ 制度の導入 が図られたことで ある. 同制度は入居金 の 一 定額を支払えば生涯入居が可
儲となり､健康管理 ･介護等の サ ー ビス 面で優遇措置が受けられ るとい うもの であっ たが､
住宅の多様化 を図るとい う点では供給数増加に効果があっ た｡ 前年度供給数が712戸に対
して 1102戸とそれ は増加 して い る｡ さらに ､ 都営住宅 - の入居環境の 緩和を図る対策が
行われた｡ それ は都営住宅の入居基準に ｢多子世帯+ - の 抽選優遇措置の導入 した こ とで
ある ｡ すなわちそれ は ､ 入居希望の 世帯を高齢者 ･ 4人家族等の 場合を ｢甲優遇+ に､ 5
人以上 ･ 母子 ､ 父子家庭の 場合は ｢乙優遇+ におの おの 区分け し､ 入居抽選倍率を 一 般抽
選の それとは区別 して この ような世帯の 入居に配慮する制度で あ っ た｡ こ の 点で 同措置が
導入されたことは多子世帯 の入居促進に効果を持 っ た｡
これらの 政策を供給数の 面か らみると､ 都営住宅の 着工戸数が 5161戸 ､ 区市町村住宅
が 227戸 ､ 都民住宅が 2289戸 ､ 住宅賃貸融資資金住宅が 1955戸 ､ そ して優良民間賃貸
住宅が 12091戸供給された o 新制度の利用権設定型 ケア付き住宅は 1000戸の 供給とい う
もの であ っ た. 知事は 92 年の第 一 定例会同年度予算案提案理由の 施政方針演説で ｢これ
まで以上に都民福祉向上 の ため取り組んで象る｡ 208+ と述 べ たが ､ 供給数の 面か らみ ると
それは証明された形で あ っ た｡
続い て 93年度をみ ると ､ 第 一 は住宅環境整備が行われた点であっ た｡ それは住工混在
地区での 住宅と工場の 区分け整備を行 っ て街区の住環境を整備するもの ､ 高齢者居住用住
宅向けの 設備整備､ 例えば手すり設置等の事業化､ 地域冷暖房計画 ､ たとえばガス ･ 電力 ･
水道等をまとめて予め設置したところ - 住区を設定す るとい うもの などで あっ た｡ 第二 は
住宅供給数増加 の 点で あっ た｡ 92年 6月 の都市計画法､ 建築基準法改正 に伴う用途地域と
用途規制 の緩和 で ､ 都心部の住宅と商業業務施設が立地する地域での 中高層階住宅建設が
可能になっ た｡
これらを住宅供給数の 面で みると､ 都営住宅は 5700戸 ､ 公社住宅85戸 ､ 区市町村住宅
329戸 ､ 都民住宅が 3700戸､ 優良民間賃貸住宅は 1 2724戸 ､ そ して住宅賃貸融資資金住
宅292 9戸 というもの で あ っ た｡
さらに 9 4年度の住宅供給数は ､ 都営住宅が 5690戸 ､ 公社住宅が 38 1戸 ､ 区市町村住
宅が 156 戸 ､ 都民住宅が 5982戸 ､ そ して優良民間賃貸住宅が 8063戸とい うもの であ っ
た｡ 第二 に住宅供給公社 - の 工事費支援増加が図られた点が挙げられ る｡ それは 93年度
比 2.7% とい う伸び率で あ っ た｡ 87年度以降93年度までが各年度約 1%の 伸び率であ っ
たことか ら比較すると こ の伸び率は 3､ 4期中では最高で あっ た｡ そ して第三 に小規模住
宅用地に対 して都市計画税の 軽減措置が 96年まで延長され るという措置も講 じられた｡
そ して次は 95年度の住宅計画が い かに計画されたか という点でその 予算案をみる｡ 95
年度 一 般会計予算案の 住宅政策は ､ 第 一 は住宅供給数の面で量と質の 両面か ら対応された
という点が挙げられる ｡ 量 に関 してみ ると､ 都営住宅は 17188戸に ､ また都民住宅 は6600
戸に ､ 優良民間賃貸住宅は 37372戸 の予算措置が図られた｡ 質に関 してみると､ 住宅政策
審議会の 提案によ る区部で の フ ァ ミリ ー 世帯向けの 賃貸住宅の供給が予算化された ｡ また
防災上の 対策と して木造賃貸住宅密集地での防災上 の対策と しての 住宅 の高層化が予算化
された209｡ そ して他 の 一 つ は高齢社会対応住宅で あ っ たが､ それは現行の 高齢者住宅を発
展的に規模拡大 して対応するというもので あっ た｡ これは 2015年まで の 20年間にわたっ
て対応 して いく こ とが 目指されて い るが ､ 具体的には 区市町村との 連携で供給数増加 を図
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るこ とと供給数確保の ために都心部での 建設で は他の 公共施設との ｢合築+ を目指すもの
である｡
しか しながら他方 ､ 受益者負担も行われたo 市場機能の活用を求めた応能応益型家賃制
度の 導入がそれ で ある210｡ 同制度は 94年2月 の住宅政策審議会の答申に よ っ て導入 され
たが､ 95年 1月 から都営住宅家賃に適用され るこ とになっ た｡ 銀行の家賃体系が 87年度
の料金改定当時とは変わ っ て入居時の料金設定がそ の後 の所得状況から支障を来すように
な っ た からであるo 都営住宅 - の入居基準は年収 ､ 家族の 人数で規定されて い るが ､ 入居
者の収入 の 高低や入居後の収入 の変化か ら､ 長期入居者は入居基準を上回 っ て も居住が可
能で あっ たり､ また逆に入居条件は満た してい て も空室がない ため入居でき ない者が出る
という状況が生 じた｡ ただ家賃見直 しは約64 %の 入居世帯の 実質的な家賃値上 げで あ っ た
ため ､ 都議会公明党と共産党都満会はこれに反対 した211｡ これに対 して知事 ･ 執行部は 95
年度第 一 定例会におい て ､ 福祉住宅 (母子住宅 ･ 民生住宅) の申込上限基準を現行 の 所得
制限より引き上げて適用家庭を増加させるとい う対応 を行 っ て都読会公明党との 妥協を図
つ た212｡
次に会派の住宅政策 - の 評価 を予算案審議か らみると､ 自民党都読会は ､ 92 年度予算で
は ｢住宅の 建設+ が8･1%､ ｢福祉と保健対策+ が 6.5%､ 91度年予算に対 して 伸びた点を
評価 した213｡ また同会派は ､ 93年度におい ても民間活力 を導入 した住宅政策214､ 都営住
宅､ 都民住宅の供給数の 拡大 ､ 高齢者住宅対策､ 優良民間賃貸住宅の過去最高の供給数が
図られた点を評価 した216｡
都議会社会党は ､ 全体的には ｢住宅 ･ 福祉政策+ - の予算配分が開発予算より重視され
た点で知事の予算に対する姿勢に賛意を表 した216｡ たとえば､ それは 9 4年度予算案で顕
著になるが ､ 94年度予算案を目的別に見た場合､ ｢福祉と保健+｢住宅の建設+ はおの お の
6･9%､ 5･6 %とな っ て 93年度を上回る措置が取られて い た｡ 特に ｢福祉 と保健+ は 9 3年
度予算案全体の 構成比 で い っ ても 9.0 %とな っ てお
.り､
これは 92年度予算案の 7.8 %､ 93
年度予算案の 8･2 %に比較 しても増加 して い た217｡ また 95年度予算案でも､ ｢福祉と保健+
｢教育と文化+ ｢労働と経済+ と共に ｢住宅建設+ の 予算案全体に占める割合が 5.0%代に
上 っ て い たとい う点を同会派 は評価した218｡
都轟会公 明党は ､ 鈴木 3期め か ら総合的な住宅政策遂行の ための法令整備を要望 して い
たが ､ こ の点で は 92 年第 一 定例会において ｢住宅基本条例制定+ が行われ ､ 96年度以降
に適用 される見通 しにな っ た｡ また優良民間賃貸住宅制度､ 高齢者住宅､ 区市町村住宅 -
の 予算支援も同定例会で措置された219｡ さらに住宅供給数増加 の 対策と して都民住宅 と他
の 公共施設との合築を促進するとい う方法を同会派 は要望 して いたが ､ これに つ い ても 93
年度予算案で都民住宅に関 して ､ 都有施設 の階上で の ｢合築+が措置される ことにな っ た｡
この ようなことか ら同会派 は住宅供給数の点でも住宅諸制度の 導入の 点で も同政策を評価
した｡
都議会民社党は ､ 都民住宅の 建設促進220､ 福祉住宅対策としての環境変化適応資金の 増
額を要望 して いた が､ こ の 点も92年度予算案以降措置されたの で住宅政策を評価した221｡
ただ都議会共産党は ､ 都営住宅新規着工戸数に関 して不満を述 べ た222｡ 同会派はもとも
と､ 都営住宅供給戸数に要望の 重点をおい て い たが ､ 計画と完工とに罪離があり過 ぎると
い う点 を指摘したの で ある｡ 実際この 節離は予算段 階と決算段階の比較で見られる｡ たと
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えば､ 都営住宅で 92年度計画 560戸に対 し実数は 5 161戸､ 9 3年度で は 5 8 1 2
.
戸に対 し
5700戸 ､ 94年度計画で は 9800戸に対 し実数5690戸というようにそ の 翻任は明らか であ
つ た｡ こ の 点に関 して知事の 答弁は既存都営住宅の 用地利用で の改築を含めた新規着工 を
目指したが 予定通り実現しなか っ た点に言及 したが同会派はそれに同意でき なか っ た223｡
なお 93年度で は､ 都議会日本新党が､ 95年度では都議会新進党が住宅供給数の増加 を
要望 して い たが ､ これ に つ い ては増加がなされたという点で両会派は住宅政策を評価した
224
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確か に醜会内の 各会派が主張 したように住宅供給数増加は図られてい た｡
具体的にみ ると､ 3期めで の 住宅総数は 29052 戸で あっ たが ､ 4期めで は 46766戸に増
加 して い たo 内訳で い えば､ それは ､ 公社住宅こそ 1992戸が 1021戸と減少 したが ､ 都営
住宅は 21361戸が 21595戸 - ､ 区市町村住宅は 859戸が 1111戸 - ､ そ して都民住宅は
89 年度か ら制度化されて 91年度から供給が本格化 した こと ､ 優良民間住宅が 9 1年度か
ら供給され る ようにな っ たことなどで ある｡
他方 ､ 歳出の普通会計決算面で みてもその ことが確認される｡ 歳入は ､ 87年度の 歳入を
100とする と､ 91年度が 157 (6 兆8107億円)､ 92年度が 162(7兆 116億円)､ 9 3年
度が 165(7兆1378億円) そして 94年度が 156(6兆7625億円) であっ た｡ 同様に普
通会計決算の 目的別歳出 をみると､ ｢民生軌 は 91年度(40左6億円)が 14 2､ 9 2年度(4376
億円) が 153､ 93年度 (4 796億円) が157､ そ して 94 年度(7 202億円) が 1 78となり ､
一 方 ｢土木費+ は91年度 (1兆368億円) が239､ 92年度 (1兆9526億円) が 256､ 93
年度 (2兆5816億円) が 249､ そ して 94年度 (2兆2291億円) が 215 であ っ た ｡ した
が っ て この 状況 は ｢民生費+ の増加 ､ ｢土木費+ の減少傾向を示 し ｢民生費+ が ほぼ歳入 に
応 じて充実されて い っ た様子 を示 して い る｡
たとえば､ 91年度 一 般会計当初予算案は前年度比 較で 6.1% ､ 92年度は 2.3 %､ 93年度
は マ イナ ス 3･0% ､ 94 年度は マ イ ナ ス 2.5% ､ そ して 9 5年度は 2.0 % であ っ た｡ こ れ らの 予
算案は上述財政状況悪化 の なかで都債､ 財政調整基金 ､ 減債基金 ､ 土地開発基金か ら取り
崩 し､ 借り入れを行 っ て 手当され てい た225. そ の点か らすると ､ こ の ような状況下でも｢民
生費+ が増額されて い っ たとい う点では 3期め と比較 して 4期めの 住宅政策は財政的に向
上 して い たとい えるの で ある｡
以上か ら東京都の 住宅政策は供給数増加が議会内各会派にとっ て は重要で あ っ たこ とが
分か る｡ しか しながら住宅供給数増加 とい うこ とでは ､ 実際そ の数が増加 した こ と､ また
歳入の伸び悩み にも拘わらず住宅予算の向上が 図られたこと､ この ような点は共産党都議
会を除く各会派の住宅政策に対する評価を賛成に導いた｡
こう した 路線転換は有権者の ニ ー ズ にあ っ て い たの か をみて お こう｡ 束京都の 予算編成
作業は 7月初旬の 準備か ら始まり ､ 12月中旬の 予算原案作成まで の過程で終わ る｡ 8月初
旬に は知事の 予算編成方針 が提出され るが ､ これ を待 っ て各部局は義務的経費( 一 次経費)
と政策的経費 (二 次経費) を前者 は 9月末 ､ 後者は 10月 末を目処として まとめて第 一 段
階の 作業は終わる｡ 続い て各部局で作成された ｢部局の 予算要求+ を確定 して財務当局 -
提出す るの が第二段階で ､ そ して財務局が これに議員や各種団体等の 要望を盛 り込 ん でま
とめるの が 第三段階で ある｡
この ように して財務局 でまとめられた原案は知事 に提出される ｡ こ の 段階で読会内の会
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派 (政党)は当該年度の予算要求項目を 一 覧に して知事に直接提出する｡ こ の原案は ､ 1
月初旬知事の査定を受け ､ 復活要求を終えて から当該年度の 予算案は確定する｡ 知事は知
事支持の会派 - の 配慮と して各会派の 三役に事前に予算の説明を行う226｡ こ の ような予算
編成の 政治過程 は多様なアク タ ー の 政治的駆 け引きの場と位置づけられ易い が､ しか し財
政規模が巨額で あるような自治体で は 内部組織が実質的な編成決定権を持 ち議会や知事の
影響力は形式的なもの となり ､ 知事が影響力 を発揮するの はせいぜ い予算編成の 最終段階
である復活折衝や知事の 査定の 段階で しかない227｡ 例えば非日常的な事業で ある ｢臨海計
画+ で あ っ ても ､ 確かに東京都に とっ ては 80年代から90年代にかけて重要な事業で あっ
たが ､ ｢同計画+ におい ても例外 では なか っ た
｡
｢同計画+ は港湾局 ､ 企画審議室､ 都市計
画局等に よ っ て 対処されたが ､ 港湾局開発部が事務局的役割を果た した｡ つ まりこ の こと
は､ ｢臨海計画+ が こ れらの組織の 議論 によ っ て行われたというこ とで ある228｡ したが っ
て東京都の場合でみると ､ 内部職員組織が政党以上に予算編成に対 して影響力を持 っ て い
るという こ とで ある｡ 実際こ の ことは財務局職員の ヒヤリン グによ っ ても ､ 例年約 20 億
円程度 しか政治的予算は ない というこ とで あっ たこ とからもこの こ とは裏付 けられて い る
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こ の ような特徴が選挙民の 政治選好を反映させにくい 土壌をもつ ことにな 即 ミ､ この よ
うな臨海計画と住宅政策に対 して都民は い かなる評価を下して いた の か ､ そ の こ とを世論
調査から拾っ てみ る｡
臨海計画 に つ い て の東京都の 87年度調査230で ､ 同計画に導入する機能で重要と思うも
の を選択 させたところ ､ 1位は ｢公園 ･ 緑地を充実 し､ 水辺環境を生か した景観の 良い都
市+ で54.9 %､ 2位は ｢多様な住宅を配置 し､ 職と住の調和のとれた都市+ で 36.3%であ
つ た｡ 一 方 ｢都市の情報化 を推進 し､ 情報通信の拠点とする+ とい う回答は 28.9%で最下
位 (5位) で あっ た｡
また 88 年度の ｢都市の整備に関する世論調査+ 231での ｢臨海部副都心 を整備する にあ
た っ て どん な機能を充実したらよ い と思い ますか (一 つ だけ選択)+との質問で は､ ｢公園 ･
緑地を充実 し､ 水辺 を生か した美 しい都市景観+ が 37.1%で第 1位で あっ た反面､ ｢未来
型情報産業な ど先端技術の拠点+ は16.5 %､ ｢情報通倍の 拠点+ は 9.2 % で しかなか っ た｡
続い て 89 年都議会選挙前に行われた ｢鈴木都政+ に対す る朝日新聞の 世論調査232にお
い て ､ 鈴木都政 を評価する理由と して第①位は ｢行故手腕+ であっ た(17%)0 2 は｢福祉 ･
医療+ の 15% , 3位が ｢都市再開発+ の 13%で ､ 以下 ｢政治姿勢+ の 8%､ ｢環境問題+
の 7%､ ｢文化育成+ の 5%､ そ して第6位が ｢地価 ･ 住宅+ で 3%で あっ た｡
また 95年調査233に よると､ 東京 の ウオ ー タ ー フ ロ ン ト?イメ ー ジと して は ､ ｢埋 め立て
地+ が50.2%で 1位で あり ､ ｢世界都市博覧会+ は6位の 25.7%で しか なか っ た｡ またそ
のイメ ー ジと しても ｢自然が豊か で の んびり した気分になれる所+が第 1位で 73.0%､ ｢臨
梅計画+ に対する自由意見でも ｢自然を残 した緑地+ が･17.9%で 1位を占め､ 以下 ｢防災
拠点をつ く る+ ｢気楽に安く楽 しめる場所+｢住宅を建て る+｢公園をつ く る+ が続き これら
は上位5位の位置にあ っ た｡
そ して 95年 4月 の 知事選挙 にお ける朝日新聞調査234によると､ ｢鈴木都故の 継続+ が
17%で あっ たの に対 して ｢非継続+ は 62%で大きく上回 っ てい た｡ ｢世界都市博+ につ い
ては ｢計画通り開く+ が 14%､ ｢計画を縮小 して開く+ が 46%､ ｢中止+ が 22% とい う結
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果で あっ た｡
これらを見て気づく ことは ､ 知事 ･ 執行部が行おうとした情報通信基地と して出発 した
｢臨海計軌 が必ず しも支持されて はい ない ということである｡ 都民はそれ よりも寧ろ臨
港地区を公園 ･ 緑地などの 休息の 地と考えて い る ので ある｡ そうであるとすれば知事 ･ 執
行部が行お うと した臨海計画は選挙民の 政治選好を反映 した政策課題で はなか っ たという
ことになるo たとえば､ 鈴木都政に対する評価を聞いた調査をみると､ 知事を評価 してい
る点は ､ 都市開発や住宅政策では なく知事の ｢行政手腕+ というこ とになっ て い る ｡ 確か
に議会は知事 ･ 執行部の提案する政策を支持 して責任の 一 端を担 っ てきたが､ それは選挙
民の政治選好を反映 したもの で は なか っ たということである｡ この ことは 95年の 知事選
挙での調査に よ っ て も鈴木都政の 非継承を望む世論が多数で あっ たことに表われてい る｡
もちろん知事も選挙民の政治壌好を無視して い たわけではない ｡ 選挙民の政治選好集約
の 方法にはたとえば､ 地方利益団体が利益団体の経歴を有する議員を地方議会内に送り込
むことに よ っ て ､ これらの蔑見を通 じて決定形成に影響力を及ぼすことを期待する場合が
ある｡ またこれ らの 団体自らが公式 ､ 非公式に自治体の政策決定者に接触 を図る場合もあ
る. 特に公式的に接触する場は ､ 審読会や諮問委貞会等でもある286｡
実際東京都で は知事にな っ て以来 こ の ような審態会は多用された｡ 79年に知事の就任以
来 10ケ年で 64設置された｡ もちろん これらの審議会の機能は決定機関の 専横を排し､ 行
政の 一 元化の ため に多様な利益団体等の利害を調整する手段として設置される ことが多い
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｡ しか しながらこれらに参加 して い る大企業は これらを通 じで情報 を得て行政組織に食
い込もうとする｡ 中小企業の 場合が直接知事を支持する会派の議員を通 じで情報 を入手す
るの とは異なる｡ た だこ の ような状況は政策の論蔑の 場を非公式の審議会等 に求める結果
となり ､ 議会の審議が形骸化する傾向を生 じが ちである237｡
知事の 私的諮 問機関に当たる ｢懇歌会+ は 二期8年間で 48 機関､ 美濃部都政と二期8
年間で比 較すると後者の場合 19 機関で しかなか っ た｡ 例えばそれらは都財政の 再建に貢
献したとされる ｢都財政再建委員会+､ 都庁舎移転計画を進める支えとな っ た ｢シテ ィ ー ホ
ー ル建設構想恕歌会+ 等で ある｡ 審議会とい っ ても法令に基く場合と知事が任意に要綱等
を根拠 に組織する場合があるが､ 前者では構成員の枠組は予め決ま っ て い ても ､ 後者の場
合は知事の裁量が及ぶ｡ 通例事務局案が素案と して予め合意されて い る場合が多く ､ もち
ろん修正や変更の 意見も加 味され るが ､ 多く は知事の意向に添 っ た事務局案が審議を通 じ
て採用され る場合が多い238｡
もともと知事と議会とい う関係 を持 つ 地方自治体の統治制度は､ 予算編成は知事 の権限
に委ねるもの で ある｡ 論会は審鼓 を しても編成そ の もの には参加 しない289｡ したが っ て知
事の 影響力は大き いもの となる240｡ こ の こ とを利用 して知事は予算編成にお いて自らの改
治的基盤 を強固にするよう悉意的に予算を配分す るとい われてきた241｡ 知事は 80 年代後
半財政が好調で ある時 ､ 税収 の増加分を特定基金と して積み立て ､ しかも義務的経費は行
政改革等で経費歳出の 軽減化を図 っ て余剰分を政策的経費として主に ｢臨海計画+ をは じ
めとする事業に投資 し､｢バ ブル 経済+崩壊後は これらの財政調整基金の 取り崩 しに よ っ て ､
また都債発行によ っ て調整 した242｡
実際知事 ･ 執行部が行っ てきた予算配分は ､ 公 共事業が中心 であ っ た243｡ 知事自身は ､
税収が伸びて い ない時 には 政策的経費の縮小を試み ､ 同 じ公共事業で も新規に設立するも
165
の を重視して い た244｡ こ の意味では東京都には ｢はこもの+ が多数で あるとい う点も肯け
る｡
住宅政策をは じめ ､ 地域福祉政策が見直されるの 臥 鈴木4選後に出された総合実施計
画にお い てで あ っ た｡ こ こで は住宅政策の総合的な展開､ 地域福祉の基礎づく りが希求さ
れており､ 80年代後半あまり力点がおかれてこなか っ た分野 - の 見直しが行われたの で あ
る246.
では政党 (会派) を通 じて の選挙民の政治選好集約という点では どうであろう｡
自民党都議会議員が議会に蘇席を得るための選挙活動の パ タ ー ンは世話焼き活動と後援
会活動の 二本立てで あるとされてきた246｡ それらの 主要な対象は自民党都連の 支持団体で
もある ､ 約 360の中小企業団体からなる各種団体協議会である｡ 当該団体は知事選華や国
政選挙でも威力を発揮する247｡ また都議会には都議会自民党による議員連盟が設置されて
おり､ 同会派 とこの 各様団体協諌会の 代表との 間で予算等の協議が行われる ｡ こ こ で集約
された案件は都散会自民党内でまとめられて ､ 91年知事選挙までは ､ 毎年 1月行われる知
事と知事支持派との 会談､ い わゆる ｢与党連絡会+ で予算原案が調整される ように なっ て
い た (92年以降は執行部と各会派との 個別折衝に変容 した)248｡ しか しながら､ それは会
派の 3役と執行部との 協議で しかない ため形式的であるというの が実状で ある｡ もちろん
こ の 調整は都議会自民党に限定され るもの では ない ｡ 知事支持会派の他会派も同様の会蔑
が持たれ る｡
また都読会公 明党の 場合で あるが ､ 同党の支持者の約 80%は宗教団体- の加盟を認めて
い る. それが創価学会である こ とは明らかで あるが249､ そればかりではなく同党は特徴的
な支持者像を持 っ てい る｡ つ まりそ の 支持者に ｢自営業+､ 被用者の場合では ｢ブル ー カ ラ
ー + という職業的な特徴が見られ るということで ある. 自営業で は商工サ ー ビ ス よりも農
林漁業が､ また後者で は工員､ 運輸関連が同党支持者の 中心で ある250｡ しかも同党の 場合
は 区議か ら都歳 - とい うような読会 - の 進出形態をとるの ではなく ､ 各級議員の相互移入
がない ため特定の 支持者との つ なが りができれば長期に安定的な支持基盤 を確保できると
い う特徴がある｡ したがっ て長期に わたっ て知事支持派と して存在するとい うこ と は､ 都
歳会自民党同様に各種団体との ､ 相互依存性を選挙と民意反映に関して持っ とい うこ とで
ある251. したが っ て同会派 の 民意集約も宗教団体と特定団体との 接触から得る民意で あり ､
限界性がある の である｡
これに対 し社会党都議会の場合は ､ 主に 旧総評系の労働組合がその 主た る支持団体とな
つ て い る252｡ 労組員が支持者で あるがゆえに同会派の 政策も労組員の要望に添 っ たものと
ならざる を得ない263｡ したが っ て党の支持基盤 に多大な影響を与える特定勢力 の政策には
敏感にならざるをえない254｡ 確か に政党と特定集団との 結び つ き は確実な支持基盤を確保
し選挙を有利に戦う上で は大きく貢献してい る｡ 政党組織を安定させ るために は役立 っ て
い る ｡ しか しこ の こ とは政党の 政策に対 して広範な利益を包括するというよりも特定利益
集団との密接な関係が構築され るためにかえっ て政党の 政策に対する選択幅は狭められる
とい うジ レ ン マ も抱えて い る265｡ 従 っ て政党の 政策は都民の支持 を得るための もの とい う
より支持母体の 支持調達の ため の もの にならざるを得ない の で ある｡
で は住民団体はどうで あろうか ｡ 彼 らの運動 は抵抗型 ､ 行政サ ー ビ ス 要求型 の 二通り に
なり ､ 前者の 場合は迷惑施設設置に対する反対 に代表されるように大義名分を持 っ た道徳
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性の 強い 要望が特徴的であ るが ､ これは政治的に馴染みにくい 場合が多い ｡ したが? て問
題解決の
一
ための 妥協や譲歩は取りにく いという側面がある｡ 一 方後者の場合､ これは公害､
自然環境等性急な解決が要 求され ることが多く ､ 知事の 判断に よ っ て政治の場に登場する
ことに なり易く ､ これ らの政治選好が政治に反映されるか否かに つ いて は知事の 姿勢に依
存して い るo 自らの 選挙で 有利に なれ ば知事は採り上げるとい うことも考える266o もうひ
とつ は 町内会で あるが､ これが行政- 要望する場合､ 東京都とい うよりも基礎的自治体で
ある区市町村を対象にする場合の 方が多い ｡ 問題の多くは消防警察- の要望とされて い る
267
｡ したが っ て住民の政治選好も限定されたル ー トで しかない の である｡
確かに知事の場合は ､ 3 期め途中まで都蔵会自民党､ 都議会公明党､ 都議会民社党の 3
会派によ っ て支えられ関係で ､ 3 会派 の支持者を中心として幅広くそ の行政的利益は配分
されたもの と思われ るが ､ ただ選挙態勢の 主軸がい かなる政党 (会)に あるか によ っ て知
事の 政卿勺重心 の置き方も異なる｡ したが っ て ､ 知事選挙で中心となっ た政党の支持基盤
に知事も依存しやすく なるが ､ さらに政策でもそれらの集団の要求に重点を置く場合があ
るという傾向である｡ したが っ て執行部と政党 (会派) との 関係 では選挙民の 政治選好集
約がなされたともい えるが ､ 政党 (会派) の選挙民の政治選好集約の 点で限界性があっ た
の であ.る｡
こ の こ とは予算の特定政党 (会派) - の配分とい う問題とも関連する｡ 知事選挙で共産
党以外 の政党が相乗りをする ようにな っ た｡ たとえば 80年代以降､ 多数の政党の 支持を
受ける ように なっ たが故に ､ 保守系知事では あっ ても福祉増額を主張して知事選挙 に臨む
ように
.
な っ た｡ 福祉政策は ｢対立争点+ ではなく ｢合意争点化+ するように なっ たので あ
る258. こ の こ とは､ 知事支持か否か の政党対立を希薄化 させ る 一 方 ､ 政党の 数が増えただ
け幅広 い行政的利益配分を行うことに なっ て政党 (会派) 対立を縮小させた の である｡ 社
会福祉政策や人件費の抑制 と い っ た政策に関する党派的な対立ほ全体的に薄らい で行く傾
向に ある259. しか し､ 東京都の ような場合は保守中道政党に支えられた知事で あっ たため
に ､ 知事の 政策的選好が存在する｡ したがっ て財政的に豊か であれば知事の 選好に よ っ て
政策的配分も行われ る可能性もあり､ 政党間対立を助長する場合も出て来る ｡
以上の諸事例か らも明らか の ように ､ 80年代後半の政策決定は ､ 好調な経済を背景に し
て ｢臨海計画+ 重視､ 住宅政策軽視の 状況で あっ た｡ こ の こ とほ議会内会派 の不満を生 じ
させ た｡ したが っ て ､ この ような政策決定は ､ 91年知事選挙でみられた ように ､ 知事支持
の会派とそうで はない 会派 とに ､ 知事派を分裂させ る背景に なっ たので ある ｡ しか しなが
ら､ 90年代前半の知事4期 めでは ､ 経済低迷を背景と して ｢臨海計画+ の見直 しが行われ
る ように なっ た｡ 他方 ､ 議会内会派 の要望も強か っ た住宅政策が重視される ようにもなっ
た｡ こ の ことは議会内会派 の知事 ･ 執行部による政策決定- の 不満を抑制す るには 一 定の
効果が あ っ たと言わざる を得ない が ､ そうで あるなら､ なぜ鈴木都政は退場 しなければな
らなか っ たの で あろうか｡ それ は､ 既述の通り､ 会派 の要望を満足させ ることにはなっ た
として も､選挙民の政治選好に必ずしも沿 っ たもの では なか っ たともい えるが､ はたして ､
どうで あろうか ､ こ の 点を検討する｡
4. 鈴木都政の レ ー ム ダッ ク
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安定した議会内の 足場を喪失 した鈴木都政
90, 年 に入 ると知事 の 4 湛問題が浮上してきたo 都議会自民党と都議会民社党は鈴木 4
選を支持 して い た260｡ しか し都散会公明党は これに関 しては明確ではなか っ た｡ ただ しこ
うした動きは都議会自民党の中か らも顕在化し始めた｡ 都読会自民党の ∴ ､ 二期目の若手
議員によ っ て発足 した ｢知事選 を考える会+ がそれで ある. 同会臥 知事選 における候補
者選考､ 政策に つ いて自民党本部や都連にも働きか けて いくことを目的として結成された
もの で あっ た｡ 会の メ ン バ ー の ひ とりは ､ ｢三期目は有権知事で も転機｡ 白紙か ら考えて み
るこ とが必要. それとこれまでの 鈴木都政は ､ 長老､ 古手都議ばかりを重視 し､ - ､ 二期
生には 目もくれ なか っ た｡ また､ いままでの 知事選の経緯をみると､ い ずれも上からの 推
しつ けだ っ たが ､ それは許 さない というこ とだ261+ という声に代表されたように､ 都議会
自民党も決 して強固で はなか っ たの である ｡ 都議会公 明党の知事離れに加えて ､ 都議会自
民党の 凝集が低下 した262｡
90年第二 定例会で注目
､
されたの は ､ 都議会公明党の 臨海副都心開発に対する姿勢の変化
と都議会自民党の 断片化で あ っ た｡ 都議会公明党は臨海開発 ､ 世界都市博に促進とい う立
場を取 っ てきて いたが ､ 都議会公明党副幹事長も ｢何が都民の プラス になるの か ､ 明らか
でない . 今後 ､ 計画の詰めの中で具体的に担保 してい く ことになろう+ と変化 した263o 特
に同会派 の 関心は臨海副都心開発で都営住宅が どの程度増加可能であるかに つ いて払われ
て いた2 64｡ 彼は ､ ｢フ ロ ンテ ィ ア開催までの 五年間に住宅が何戸建設できるのか+ ｢臨海副
都JL､開発 に伴う都民 - の メリ ッ トが少ない+ と発言 して知事を追及 した. 知事 は住宅戸数
は具体的には明確 にはで きない と要請を取り合わなか っ た265o こ の間題で は支持 ･ 推進に
立 つ 都議会自民党､ 都議会 民社党､ 見直し ･ 反対の 社会党都議会､ 共産党都議会､ そ して
中間に立 つ 都議会公 明党とい う構図で あっ た｡ こ の ように第二定例会 でも､ 同会派は知事
選単 に関 しては不明瞭な姿勢に終始 しながら､ 臨海副都Jb開発 ､ 世界都市博に対 しで険重
な姿勢を崩さなか っ た｡
知事派 のまとまりの欠如 ､ 知事の 4選 - の慎重姿勢､ こ の ような状況に 一 石を投 じたの
は90年 11月 16日 ､ 23区特別区長会に鈴木知事4選 出馬要請であっ た｡ また 11月 28 日
には多摩地域の 21市長会､ 30 日には都下 15町村会も 4選を支持 したo
第三次長期計画266の中で の住宅 35万戸の供給につ い て ､ 知事は同会派の要求には ほぼ
満額の 回答を約束して い たが ､ 同党幹部の 評価は ､ 高くはなか っ た267｡
た だこ の ような状況下でも都議会公明党に具体的な動きは なか っ た2680 11月 27 日､ 28
日には公 明党東京都本部大会が行われた269｡ 知事は来賓と して招待されたが ､ 知事選に対
する同党か らの 具体的要請 はなか っ た270｡
公 明党に動きが見られたの は ､ 12月 19 日の 党大会で あっ
∵
た｡ こ こでは じめて沈黙を破
っ て ､ 石 田委員長は鈴木 4選に難色を示 した271｡ こ の ことは翌日の自民党小沢幹事長の見
解でも支持され るこ ととなり､ 鈴木4選問題は新たな展開を迎えることになっ た272｡ 都議
会自民党､ 都議会公明党､ 都議会民社党の 3会派の 代表 は ､ 26 日､ 対応を協議するが､ 鈴
木 4選 は事実上 困難にな っ た｡
91年に なると､ 公 明党都本部は ､ 1月 10 日 ､ 自公民3 党による都連 レ ベ ルで の会談で
鈴木 4選不支持 を明確に した｡ 続い て同日3党の 党本部も対応を協議するが ､ こ の方針 を
追認 したの みで あ っ た273o しか しながら､ 知事は 2月 5 日､ 9 1年第 一 定例会にお い て ､ 4
168
選出馬を表明 した｡
公明党が鈴木不支持の 理由と したの は ､ 同党の要求が知事の 政策に反映されにくくなっ
たとい う点で あ っ た｡ 同党都本部副幹事長は ､ ｢三期後半になっ てか ら､ ウチ が主張 して も
首をタテ に振らなくな っ たことが結構 あっ た｡ 特に臨海 ｡ フ ロ ンテ ィア は平成六年開催と
いうが､ その 時期は見直すべ きだと二 年前か ら委員会の 場などで い っ てきた｡+ しか し知事
は ｢話は 聞い て い る+ と理解は示 しながらも､ 実際に は各局に指示 しない ､ とい う独断性
が増大 したと いう主張であ っ た274o
2月 15日 ､ 磯村は知事選 出馬の ための政策を発表 した｡ 同政策は主なところで は ､ 臨海
副都心開発計画 を全面的に 見直す､ 世界都市博を延期､ または 一 時凍結するというもの で
あっ た｡ さらに ､ 磯村は臨海部の 開発 につ い て は住宅中心のまちづくりを目指すとした｡
鈴木とは対照的で ､ 鈴木の 全面否定とい う立場を取 っ たの である27古o こ の政策は開会中の
議会での 審議に影響を与えた｡ 住宅港湾委員会で の 質療で ､ 都議会自民党蔑見は ｢臨海開
発計画は職住接近をうたっ て い ながら住宅不足をさらに悪化させるもの+ と批判した ｡ 続
いて別の 都議会自民党議員も ｢国際展示場は建築確認もせずに地盤改良を行 っ て い るの は
疑問｡ - 新庁舎やフ ロ ンテ ィ ア を知事選前に持 っ てく るの は ､ 知事が自分の任期と都民 の
事業を連動させて い るの で はない か+ と知事を批判 した｡ つ まり都議会自民党からも鈴木
批判が噴出するとい う事態に至 っ たので ある｡ 臨海開発 ､ 世界都市博問題は両者とも住宅
港湾委員会が所管で あっ たため知事提案せ成立が危ぶ まれ るとい う状態で あっ た｡ 都議会
公明党は ､ 当初か ら反鈴木を鮮明に し､ これらの案件に反対であっ たため､ 28 日､ 平成 3
年度予算案 (臨海副都心事業会計､ 埋 め立 て事業会計) の 修正案を提出 した｡ 社会党都議
会も､ この 予算案の組替え案を提出した｡ こ こで都議会自民党の ｢知事選を考える会+ 所
属の議員は ､ 知事案に批判的で あっ たため独自に､ 公 明党案と同様の案を別途提出 した｡
採決にお い て 3案は い ずれも少数で否決されたが､ 同時 に知事案も都議会自民党と都議会
民社党が少数化 したため否決されるという事態に至 っ た276｡ こ の結呆 ､ 平成3年度予算案
の 臨海開発事業会計に 関係す る予算の 一 部が否決されたが､ こ のような事態 は鈴木都政 12
年間で も極めて異例の こ とで あっ た277｡ 続い て上程された本会議で も同予算案は否決され ､
臨海､ フ ロ ンテ ィ ア関連事業は当面停止 という事態 に至 っ たの で ある ｡
知事選挙は ､ 91年 4月 7 日､ 投開票されたが ､ 鈴木俊 一 が大差で 4選を果た した ｡ 投
票率51.7%は 87年選挙を約 8%上回り ､ 選挙民の 関心 の高さを現 した形であ っ た｡ 鈴木
俊 一 が 2 292846 で次点の磯村の 1437233を抑えた｡
こ の ように都議会公 明党が 89年の公共料金 へ の 消費税の転嫁で紛糾した第 一 定例会か
ら89年 7月 に か けて の都議選く らい か ら知事と距離を置き始め､.91年知事選挙で は反対
候補を擁立 して鈴木に対抗 した｡ 同会派が臨海 開発計画と住宅政策にお ける不満が議会 内
で顕著に なっ たの は90年にな っ てか らであ っ た｡ 同会派が 91年知事選挙で鈴木と対抗す
る ような結果 に至 っ た発端 は ､ 消費税転嫁問題 に求めながらも ､ そ の背景に はそうした政
策決定 - の不満が あっ た の で ある｡ 知事離れの時期と知事と同会派との 政策決定をめ ぐる
対立の 時期は 一 致 して い た｡
鈴木 4選後､ 都議会公明党が ｢野党宣言+ をしたため ､ 知事は知事派形成の 必要性が あ
っ た278
o 第 一 に ､ 知事選挙後 の 91年5月 の 臨時議会で ､ 副知事と出納長選任の 人事案件
があっ たか らで ある｡ 都議会自民党､ 都議会民社党の 知事選挙前か らの 勢力で は過半数に
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は達 ･しなか っ たの で あるo 第二 に ､ 仮に都議会自民党内の 旧磯村派が反対に回 っ ても､ 安
定多数体制の維持 の ため新たな勢力の確保が重要で あっ たの で ある｡ 結果的に は社会党都
議会がこれに加 わることで その 目的は達成されたが ､ その 政治過程には横田政次の 主導の
下に行われた｡ 横田は以前か ら個人的な関係の あ っ た社会党都議との間で交渉を行 い ､ 5
項目の 政策裸題 に合意して社会党都議会の ｢与党化+が実現する ことになっ たの で ある279｡
91年 6月 27 日に始ま っ た第二定例会で焦点にな っ たの 臥 第 一 定例会で否決 ･ 凍結さ
れて いた臨海副都心関連予算の全面的復活と ､ 臨海計画の 見直しとで あっ た280. 第 一 定例
会から都議会自民党､ 都散会民社党は これらの 問題 に対 して知事提案に沿 っ た形で合意 し
てい たが ､ 社会党都議会と都議会公明党ほ ､ そ の 行方が注目されたo 社会党都議会は､ 臨
海副都心開発 関連の 予算の復活 は､ 臨海計画の 見直 しが前提となると主張 して ､ 特 に臨港
地区 - の住宅着工戸数増加 を臨海開発関連予算の復活条件に据えて い た｡ 知事提案で は 2
万戸が予定されたが､ 同会派はさらに 2000戸の 上乗せ をとして 22000戸 (うち公共住宅
5000戸) を要求 した. 一 方 ､ 都議会公明党は ､ 臨海副都心 開発関連予算復活の 条件は､ 住
宅戸数の ｢公民比率+ の 見直しで あっ た｡
しか しながら､ 第二定例会前の 知事 ･ 執行部との 交渉で は社会党都議会は ､ 要請 して い
た住宅上乗せ 5000戸 の感触が得られたため ､ 第二定例会前の 6月 18 日 には ､ 凍結予算の
解除に傾斜 して い た｡ こ の ような動向を注視 して い た都議会公 明党は ､ 2 4日 ､ 臨海計画の
見直しと条件に ､ 臨海開発の 見直 しを条件に臨海関連予算の復活を基本的には認める方向
に軟化 せざるを得なか っ たの で ある｡
7月 3､ 4 日の 本会議で の代表質問で は､ 社会党都議会政調会長が ､ 5日 ､ 都市計画環境
保全委員会で は ､別 の社会党都蔑会議員が､それぞれ住宅着工戸数増加 を知事に質問 した｡
代表質問に対 して ､ 知事は ｢住宅の 二 万二 千戸建設は計算上 ､ 可能だが ､ 基盤整備や財改
収支など関連する課題 が ある｡ しか し十分検討 して参りたい 281+ と慎重な回答をした が ､
知事の答弁は ､ 事実上増戸を認 めるもので あ っ た｡ この ため社会党都議会は これ を評価 し
た o 都議会公明党副幹事長は 3 日の 代表質問で ､ 住宅の公共部分と民間部分との割合に つ
いて知事 に質 した ｡ 知事は世界都市博につ い ては ｢平成六年四月の 開催は延期する ことに
なると考えて い る282+ と述 べ て ､ 初めて延期に言及 したが､ 住宅の 公共と民間の 比率に つ
い て は明言 したなか っ た｡
以上の ような経過で社会､ 公明両会派は ､ 知事提案の 臨海副都心 開発 関連予算復活 と臨
海計画見直 し問題 をあ っ さり認めた｡ 社会党都議会が知事派に転向 したこ とが重要であ っ
た｡ 都議会公明党は仮に反対に回 っ てみて も､ 多数派 の 前には可決 は必至 で あっ た｡ した
が っ て ､ 社会党都議会の知事派入りは ､ 臨海問題 の争点化 を潜在化させ ､ しか も同開発推
進を前提と して ､ 個別事情 (たとえば､ 住宅着工戸数の増加とか ､ 世界都市博の 開催時期
の再検討など) での 政党間競合を生 じさせ る結果とな っ た｡
しか しながら都議会公明党の 姿勢は 93年に な っ て変化する｡ 93年7月 には都議会選挙
が あっ たの で ある｡
93年 の都議選で は ､ 自民党が前回の 43 から 44議席 - ､ 公 明党が 26 か ら25議席 - ､
民社党が 3 から 2議席 - ､ 社会党が29 から 14議席 - ､ 共産党が 14 から 13議席 - 変化
したが ､ 特に 日本新党が いきなり 20議席を獲得 して ､ 都議会にも進出 した｡ 知事派 の自
社民は選挙前の 128定数 (過半数 65議席) の 中で ､ 75議席か ら60議席に減少 して少数
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にな･ ･, たため､ 公明党が影響力を再び持 っ てきたの で ある .
知事が政治生倫を賭 して推進 してきた臨海副都心開発と､96年3月開業で進めて いた世
界都市博283は ､ 前者は推進 ､ 後者91年末の 時点で は開業を 2年延長 して開催す ることが
議会内で は合意されて い たo しか し財政悪化で議会から強い見直し論が起きた｡ 93年度で
は減収見込み額は ､ バ ブル 経済崩壊後の 景気反映して ､ 金融､ 証券､ 不動産 などが軒並み
減益に追 い込 まれたため ､ 特に法人税収入は落ち込ん でい たの である｡ 骨格予算と して 前
年度比 マ イ ナ ス 3%に なるの は ､ 79年の 0･6%以来であり ､ 都税総額でい えば､ 88年度決
算をも下回る水準にまで落ち込んでい た｡
この ような状況 の もとで ､ 都議会公明党は ､ 他政党に先行 して二 つ の研究会を発足させ
て ､ 臨海 開発見直し - の積極姿勢を鮮明に して い た｡ また葵産党都議会とともに ､ 景気浮
揚の ため に促進する立場であ っ た｡ しか しながら､ 社会党都議会は､ 知事派で はあ っ て も､
自民 ､ 民社両会派とは異なり､ 規模縮小 ､ 見直しと求めて た｡ 臨海問題に対する対応は ､
政党間で政策距離があっ たが､ 都議会自民党内も ー 致結束してい たわけでは なか っ た｡ 旧
磯村派が こ の 間題で ､ 知事批判を繰り返 して いたか らで ある｡ こ の ように政党の 思惑が入
り乱れて ､ 知事派の 枠組みが融解状態であ っ たの が ､ 93年の 時点での もうひ と つ の特徴で
もあ っ た ｡
2月 23 日 から始ま っ た93年第 一 定例会で は ､ 臨海副都心開発 - の参加企業数が順調 に
伸びて い な い こと ､世界都市博事業の財政問題 という二 つ の論点で議論が行われた｡都は ､
これまで 1兆 1千億円以上の 臨海副都心 開発 に投資 してきたが､ こ の 巨額の投資は ､ 参加
企業の 地代や権利金で充当 し､事業開始以降25年で収支を合わせ る計画が行われてきた｡
しか しながら､ 景気の 後退で こ の 収入は減少 し､ 25 年はおろか 33年以上 かか る こ とも明
確になっ てきた｡ また財政問題では ､ 都の負担が当初計画を大幅に超過すると いう問題と
して発生 した｡ フ ロ ンテ ィ ア協会は都出資で基金 1千億円とされて い たが､ これまで基金
を含めて 400億円を出資した｡ しか し､ さらに都に各局負担で 600 から800億円が必要
と見られて い た｡ つ まり､ 都の財政支出は都合上 ､ 1 千億円を突破する ことが 分か っ てき
た｡ これ には財政当局が難色 を示 した｡
特に社会党都読会議員の代表質問は ｢野党並+ で あ っ た｡ 彼は第 一 に ､ 企業の 出展が計
画どおりで は なく ､ 遅れて い るとい うこ とに対 して ､ 値引きに よる誘致では なく ､ あくま
でも原則 を重視 して企業誘致を進めない とさらに財政支出が必要になるの で安易な妥協を
しない こ と､ 始動時期に つ い て は計画とお り進 めるに しても､ 以降は企業収益などを勘案
して柔軟に対応する こと ､ そ して世界都市博に つ い ても 1千億円以上 の財政支出が見込ま
れるため ､ テ ー マ 館や エ コ パ ー ク などは立 てず､ 国際展示場などを活用 して ､ 多目的利用
を図る ことな ど計画の 見直 しを迫 っ た の で ある284｡
結局第 一 定例会 の論戦は ､ 自民､ 民社両会派 は促進の 立場で知事提案に賛成 し､ 社会党
都議会は見直 しの 立場で あっ たが ､ 代表質問に対す る知事答弁で ｢柔軟に対応する+ との
言質を取 っ た こ とで知事提案を了承 して賛成に回り ､ 公明党は見直 しの 立場で あっ たに も
関わらず ､ 始動期に つ い て過去に賛成して い たと いう関係 で賛成して ､ 知事提案は原案と
おり成立 した｡ 他方 ､ 議長や自民党古参議員は ､ 若手の 旧磯村派と公 明党との 動向に注視
して いたが ､ 両会派の 連携を分断 して ､ 公明党の反対が拡大するの を抑止 した｡ 結局､ 促
進､ 見直 し､ 廃止 と各党の 主張はまとまらず､ それぞれの 主張が少数化 し､ その 結果､ 知
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事提案が成立するとい うことにな っ たの で ある285｡
とこ ろで ､'93年6月 18 日に告示された第13回都議選 は ､ 候補者 260人にも達する規
模(89年選挙で は 246人) で あり ､ また翌月 に迫っ た衆議院選挙との 関係も重視されて ､
全国的な関心 を集めたo しかも選挙は 日本新党な どの新党進出に伴う ｢
.
新党ブ ー ム+ もあ
つ て ､ 浪戦模様の 激しい選挙戦とな っ たの である｡ 27 日投開票の結果､ 自民 44､ 公 明25､
日本新20､ 社会 14､ 共産 13､ 民社2､ その他 10 という結果で あっ た｡ 特に社会党の敗
退と日本新党の進 出とい う結果になっ たが､ 知事派 は改選前の 81諌席から68議席に減少
したが､ 東京 ロ ー カ ル 政党の合流が社会党 - あ っ た ことも彫響して知事派は辛ろうじて多
数を維持 した｡ しか し､ 自民党内の凝集性が国政における ｢政界再編+ の影響で低下 し､
また社会党の議席減の影響もあっ て公 明党の影響力が注目されたの で ある｡ こ の 点を 94
年2月 の第 一 定例会で の公共料金引き上げの審議過程で検討する｡
都議選後､ 半年 あまり経 っ て ､ 94年の 第 一 定例会で ､ 上 ･ 下水道､ 都営交通など､ いわ
ゆる公営3企業の公共料金 の 引き上げが問題となっ た｡
都の 公営企業は独立採算制で ､企業経営は財政の大半を料金 ･運賃収入に依存 して い た｡
公営企業では上 ･ 下水道 ､ 都営交通などがあるが､ これらの企業の財政運営の赤字の場合
で は ､ その解消に は通常 一 般会計からの繰り出しや料金引き上 げが実施 され て い た. しか
し､ 一 義的に は受益者負担 の原則 に従 っ て 料金引き上げが重視されて い た. 上 ･ 下水道料
金引き上げは ､ 84年以降都を取り巻く経済情勢に よっ て実施されなか っ た ｡ む しろ 89年
消費税導入時には料金 を 4 %引き下げて消費税の 転嫁が図られたため実質値下げは行われ
て い なか っ たo こ の間にも企業内で の定数削減が実施され ､ 10年間に 590人の 職員が 削
減されたが ､ さらに定数削減計画は継続され ､ 9 4年以降97年までの 4 カ年間で 450人 の
人員削減が予定されて い た. しか しこ の ような企業内努力 によっ ても - 般物価高騰と工事
費増大 によ っ て 90年度か ら財政赤字が見込まれる こ とに なっ て ､ そ の増大幅は 97年度に
は 1700億円にも達する ことが見込まれて いた286o
たとえば､ こう した状況 を都営交通に関して見 ると､ 94年度予算書によ ると､ 都営地下
鉄事業で 2 25億円､ 都バ ス 事業で 46億円の 財政赤字が見込まれて いた｡ こ の ため都営地
下鉄の初乗 り運賃を14.1%引き上げて 170円に ､ 都バ ス に つ い ては 11.1%引き上 げて 180
円の 初乗り運賃を200円に い ずれも引き上げる運賃改定案が財務局で 計画された｡ 仮に原
案通りの運賃引き上げが実施 されても単年度で の財政赤字の解消には貢献しない こ とは 明
らかで あっ たが ､ 赤字幅の縮小を図 っ て 運賃引き上げが計画された｡ 94年度単年度に限定
しても赤字額は都営地下鉄事業で57億円､都バ ス 事で 2 4億円にも達する見込みで あっ た｡
したが っ て ､ 都営交通の運賃引き上げに つ い ても ､ 84年以降引き上げの 実施 されて い たに
状況に鑑み ､ 当該定例会で引き上 げを決定 し､ さらに 実施時期に つ い ても財務局は ､ 運輸
省 - の許可申請 ､ 運輸審議会答申などの手続きを経て 94年 7月実施を予定 した287｡
知事は 94年 2月 23日潤 会した94年第 一 定例会初日の 所信表明演説にお い て ｢公共料
金の 改定が引き続く折､ 都民の皆様に新たな負担 を求 める ことは誠に心苦しい が ､ 真に止
む得ない措置を考えて い る+ と議会や都民の 理解を求 めたが ､ 各会派の 反応は 必ずしも好
意的では なか っ た288｡ 同案の提示が長らく継続されて い た景気低迷､ 民間部門にお ける人
員削減な どの 社会経済情勢に加 えて ､ 相次ぐ公共料金引き上げ (たとえば､ 都内民営バ ス
の 運賃引き上げ､ 郵便料金の 引き上げなどが前年に実施 された)､ さらに都民所得の も低迷
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とい っ た状況下にあっ たか らで ある｡
都議会自民党は慎重で あ っ たが ､ 知事派とい う立場上 ､ 知事提案に理解を示 した｡ 代表
質問で都議会自民党幹事長 は ､ 運賃値上げは前提と して ､ 都営地下鉄初乗り運賃の 140円
を据え置く とい う妥協案を提案 した｡ 共産党都議会のように明確な運賃引き上 げ反対の 意
思表示 はなか っ たもの の ､ 各会派 は ､ 不況 の中で の 引き上げに疑問を呈 し､ 公典料金 の引
き上げの 一 般物価に対する影響を懸念するなど､ 引き上げに は慎重で あっ た. この ような
中､ 都議会自民党から低所得者層に対する減免措置 ､ 実施時期の延期などの調整後､ 知事
原案を敢決する方針が提示 されたo 知事提案の実施 時期に つ いて ､ 第 - 定例会で議決され
た場合､ 通常実施時期は上 ･ 下水道では 74年 6月 ､ 都営交通では 74年7月 が ､ 過去 の例
から しても有力であっ た｡ これに対 して都議会公明党 臥 公共料金の 引き上 げの影響を考
慮 して ､ 引き上げ実施の 時期につ いて上 ･ 下水道を 9月 ､ 都営交通を 10月 に いずれも 3
ケ月 の経過措置を設 ける よう提案した｡ 都議会公明党政調会長は ｢長引く不況の 中で都民
感情に配慮し､ 秋 口 には景気回復するとの 見方もあり ､ こ の 二点を考慮 して決めた｡ これ
までの 論議の過程では半年､ 一 年延期をいう ことも考えられたが､ 各公営企業財政 へ の影
響も考慮 し､ こ の程度なら企業努力セ吸収できる はずとみて 3 ケ月延伸に決めた+ と提案
理由を鋭明 した289｡ 当提案は具体的には交通運賃に つ い ては付帯決議で ､ 上 ･ 下水道料金
につ い て は条例修正案で措置する とい う内容であ っ た｡ しか しながら､ 知事は難色 を示 し
た｡ それ というの も､ 佼に 3ケ月料金引き上げを延伸 しても公営企業経営の本質的な解決
策に ならなか っ たか らで ある｡ すなわち ､ 都議会公 明党案に従 っ て ､ 仮に引き上げ延伸の
場合 ､ 上 ･ 下水道事業では 198億円､ 都営交通では 29億円の減収が考えられた か らで あ
る｡
都議会 公明党に独走を許 した格好の知事派､ 都議会自民党､ 都議会社会党は これ に反対
した｡ もともと､ 両会派は都議会公明党が提案した奏で 当問題 の決着を図る予定で あっ た
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｡ そ の た めに は都営地下鉄の 初乗り を140円に据え置き､ 運輸省に申請の場合､ 引き上
げは 10月実施 を予定 し､ 上 ･ 下水道料金では ､ 公共施設 - の減免措置には公衆浴場､ 福
祉施設 ､ になると ､ 該当者は水道蛇 口 口径 が 13 ミリの対象者になる こ とに なっ た291o こ
の 世帯は都下に 470 万世帯が該当 した ため概ね準備に は 3ケ月 が予定されて ､ 引き上げは
9月 を想定した｡ したが っ て いずれ の場合でも結果的 には 3 ケ月 の延伸に当たる ことが想
定されたの で ある｡ 知事支持派も都議会公 明党も 3ケ月後の実施を見込んで い た292｡ しか
しなが ら ､ こうした状況下､ 自民､ 社会両会派の 主導で政局を運営しようと したとこ ろが ､
都議会自民党内の - 部勢力で あっ た ｢旧磯村派+ が都議会公明党と連携 して ､ 自社路線を
選択 して い た宇田川執行部に抵抗 したo こ う して知事提案は ､ 都顧会自民党の 一 部と都議
会公 明党との 連携による ､ 知事提案 - の 対抗で変容 したの で ある｡
影響力 の 背景を失 っ た都政の 末路
94年 12月 1 日開会され た第四定例会 の所信表明説明におい て ､ 知事は 5選を断念する
旨を表明 したため､ 後継知事 をめぐっ て各党は動き出 した｡ ただ し､ 既述 したように ､ 93
年 9月 の 第三定例会におい て ､ 知事が臨海開発 に つ い て ､ 見直しをする こ とを明白に して
い たの で ､会派の 差異があっ たとすれば共産党都議会 の みであ っ たため ､その 他の 会派は ､
その 点に 限定すれ ば､ 共 同 して候補者を擁立でき ない状況で は なか っ た ｡ さらに住宅問題
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は鈴木都政3期日に対 して 4期日では 予算的､ 制度的にも充実化されてい たため､ 会派間
において 政策的対立は緩和されて い たo したが っ て ､ 後継知事擁立に関する政党間調整の
枠組みは ､ 一 部を除いて い ずれ の政党にも与 えられ る可能性があっ たの である｡
具体的には3 つ の 集団が存在 した｡ ひ とつ は ､ 94年12月 8 日､ 都議会自民党の 主導で
結成され た ｢都議会知事選連絡協議会(都蔑協)293+ で ある｡ 構成政党は ､ 都議会自民臥
都議会公 明党､ 都議会日新党､ 社会党都議会､ 都蔵会民社党､ 都議会新生党､ ユ ニ テ ィ の
7会派で あっ た｡ こ の枠組みは 91年の前回の知事選挙 の 教訓か ら､ 政党中央の介入を回避
して都散会各会派の 枠組みで知事候補擁立 を図ろうとする政党 ･ 会派連携で あ っ た｡ 二 つ
目は ､ 11月 21 日､ 都議会新生党､ 都議会公 明､ 都議会日新党など､ 後に新進党に合流 し
た各党の 国会蔑見か ら構成された ｢東京都政を語る会 (語 る会)+ である｡ そ して連合東京
が提唱 して 11月 24 日結成された ｢都知事選挙に関する連合東京 ･ 関係政党懇談会 (懇散
会)+ であ っ た｡ 参加政党は ､ 都議会自民党､ 社会党都議会､ 都議会 日新党､ 都議会民社党､
都諌会新生党､ 都議会さきが けの 7会派である｡ 後､ 新進党の結党に合せ て ､ こ の 会派構
成は ､ 都議会自民党､ 都散会公明､ 都読会新進党､ 社会党都議会､ 都議会民社クラブ､ ユ
ニ テ ィ に変わ っ た294｡ ｢懇散会+ は国政とは - 線を画する枠組みで あっ たo これ らからも
分か る ように ､ 知事候補擁立をめぐっ て主導権を確保 しようとする三 つ の ｢核+ が中心を
なっ て活動が行われたの で ある｡ この ため各政党は複数の 枠組みに参加が可能で あ っ た ｡
ただ し､ こ の うち懇散会は 12月 9 日､ 95年 1月 11 日と会合を重ねるが ､ 1月 15 日には
解散 した｡
一 方 ､ 二 つ の 枠組みの中で ､ 終始政局を先行 したの は ､ 都議会自民党の 呼びか けで結成
された都識協で あっ た｡ 都議会自民党は ､ 政党中央 の介入を排除 して ､ 議会内の知事派 に
限定 して知事選出の枠組みを残そうと構想 して い た｡ 自民党都連 は ､ 同時並行的に ｢都知
事選挙連絡協議会296+ を作 っ て は いたが ､ 知事候補擁立 に関して自民党都連 の意向を尊重
し､ 自らの役割に徹 してい た｡ つ まり､ 候補者選考を都議会自民党中心 と した会派に任せ ､
問題発生時に の み後見役が出て行く こ とが双方の 暗黙の 理解と して あっ たか らである｡
以降､ 都議協は 2月 7 日､ 候補者確定を目処に会合を94年12月 2 1日､ 28 日､ 95年 1
月 11日 ､ 19日と■重ねてい くが､ 候補者の 絞込 みは進展 しなか っ た｡ 都議会公 明が 明確な
賛成の 態度を示 さなか っ たからで ある｡ 特に都議会公明は動揺した｡ 都議会公 明代表は ､
1月 15 日､ 自民党都連会長 と会散 し､ 中央の 政党の対立 を持ち込まない ことを確認 した か
と思えば､ 新進党選対局長の 中西啓介と 1月 16 日､ 都議会六会派 による候補者調整 を確
認 したりと､ 双方 の交渉に臨み ､ 一 向に態度を明確 に しなか っ たの で ある296o
しか し､ 自民党の みならず､ 新進党も困惑して いた . 新進党畔同党主導の 候補者選考を
構想 して い たが ､ 公明が椿跨 したためである｡ 語る会は ､ 1月 8 日､ 同会をさらに発展さ
せて ､ 都議会公明 ､ 都読会新進党､ 都議会民社ク ラブを含めた ｢新進党知事選連絡協議会+
を設置 して ､ 第 一 定例会の 開会日の 2月 7 日を目処に主体性を持 っ て候補者選考をする こ
とに した297｡ 自民党､ 新進党の 両党が 二極化して候補者擁立の枠組みを模索するが ､ 都議
会新進党､ 都議会公明が双方の 枠組みに属 し､ しか も明確な態度を提示 しなか っ たため知
事候補者選考は停滞状態の か かで推移 し､ 2月 7 日を迎 えた｡
これより先､ 2 月 2 日､ 自民党都連会長は ､ 都議会公明幹事長と会談 し､ 都議会公明に
具体的に石原信雄を､ 都議協統 一 候補と して提示 したo さらに都議会自民党は ､ 一 気に候
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補決定まで蒋ち込みたい と､ 翌 3 日､ 都議協の会合を持 つ が､ こ の ときは統 一 候補擁立を
確熟したままで ､ 具体的候補者の指名に はならなか っ た｡
都議会公明は都議会自民党が自公 を中心に､ さらに社会党都読会も加えて綻 一 俵補擁立
を図ろうと再三に わたっ て 申し入れも したが､ 全く態度を明確に しなか っ た｡ なぜ態度を
明確に しなか っ たの であろうか｡
第 一 定例会は 95年2月 7 日か ら開会されたが､ 最大の争点に なっ たの は ､ 束京協和信
用組合と安全信用組合救済 - の 300億円低利融資資金の支出と､ 臨海計画構想 の 見直しと
であ っ た298｡
二倍組 - の 融資に対する都の対応に理解を示 したの ほ ､ 都議会自民党､ 都議会民社ク ラ
ブで ､ 他は支援に つ いて否定的であ っ た｡ 共産党都議会に いた っ て は ､ 300億円融資を含
む 9 5年度予算そ の もの に反対 の態度で あっ た｡ 都議会公 明は ､ 2月 21 日の 予特委で預金
者リ ス トの 提出を都に迫 っ て審議が 2 時間 40分も中断するとい っ た場面すらあ っ た｡ 都
議会公明の 反対は強硬で あっ た｡ 都読会公 明､ 都満会新進党が追求したの は ､ 乱脈経営の
結果破綻 した と ころに公的資金 を注入 しなけれ ばならない東京都の 行改指導の あり方を問
うて ､ 監督庁としての行政責任を明らかにする ことであ っ た｡ 社会党都議会と同 一 会派と
を組ん で い たネッ トワ ー ク (所属 5人) が反対 を表明 したため､ 自民､ 民社､ 社会の 3会
派 による賛成多数で の処理も困難になっ た｡
そこ で浮上 したの は ､ 都の融資分300億円を95年度予算案か ら削除して ､ それを財政
調整基金に積み立て ､ そ こ から同額の 支出で対応 し､ その 後の 問題は ､ 後継知事に委ね る
とい うも の であり ､ 共産党以外 の 会派が賛成 した｡
一 方 ､ 臨海計画に つ いて は ､ 都議会公 明は都市博の開催を全面的に再検討 して ､ 次期知
事にその判断を委ね､ その 間､ 95年度予算を凍結するとい う内容で あっ た｡ 共産党都議会
も都民要望 に沿 っ た計画にする こ と､ 都蔑会新進党も土地利用計画 を見直し､ 当初計画に
固執する べ きでは ない と､ 社会党都議会は ､ 都市博の 見直し､ 防災の充実､ 臨海開発計画
の 見直し､ を知事に要望 したの で ある299｡ 当初知事を支持 して いた都議会自民党も見直し
を言わ ざるを得なくなっ た｡ 都議会公明は ､ 全面見直 し､ 都議会新進党は徹底見直 しを主
張 した｡ 都議会自民党は総合的見直しに譲歩したの である｡
以上の ように都議会公 明は ､ 臨海計画 に関 し､ 全面見直しに変更 した｡ 9 1年第二定例会
で ､ 同会派は住宅着工に関 し､ 公 的住宅と民間住宅の比 率に固執 して い た｡ 都議会公明は ､
そ の結果知事に世界都市博延期の言質を得て ､ 臨海開発予算の復活を支持 した経緯があっ
たo 2月 10日 ､ 都議会公明代表と自民党都連会長との 第二回の会談で ､ 凝議会公明は､ 新
知事となる者に ､ ｢鈴木非継承+ と臨海副都心開発の 全面的見直しを取り入れてもらいたい
旨の 条件を自民党都連に迫 っ た｡ 自民党都連は鈴木後継と して の 石原 に固執して い たただ
けに 困惑するが ､ 鈴木後継と しと して の 石原を断念 し､ 鈴木非継承 と して の 石原を選択 し
て ､ 事実上公 明の 要求を飲ん だ｡
第 一 定例会での 政策決定が都読会公明の 望む方向になると ､ 同会派の 対応 は早か っ た.
第 一 定例会で の ､ 二信組 ､ 臨海開発計画問題が最終的に 3月 2 日の衛生労働経済委員会で
決着する の を待 っ て ､ 3月 3 日､ 都議会公明は議員総会を開い た｡ こ こ で都議会公明は､
鈴木路線の非継承 ､ 二信組 へ の 融資金の 財政調整基金からの削除しない こと ､ 臨海副都心
開発 ･ 都市博の 見直しが石原に受け入れ られたこ とを報告 して ､ 石原を知事候補とした ｡
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3月 6 日､
●
同会派は議員総会を開き ､ 石原信雄前内閣官房副長官を知事候補と したの であ
る｡
1月 27 日の都議協の 会議の段階で ､ 社会党都議会は臨海開発も都議博にお い ても見直し
とい う立場で あっ たo 都議会民社党は前者で は状況に応 じて対応する､ 後者に つ い ては推
進という立場で あっ たo 都議会公明も民社と同 じで あっ た｡ しか し都議会自民党は ､ 都議
協での 一 致を重視す るあまり ､ 都議会公明の 主張に譲歩したため､ 両者につ い ては推進と
いう立場を変更せ ざる を得なか っ たの である｡ この ことは自民党の支持組織に歓迎される
内容の 政策選択か らは逸脱 したもの となっ た｡ か とい っ て ､ 都議会公明の 主張 した全面見
直しも ､ 総合見直しとは異なり ､ 自民も公明もいずれもが満足するもの とは ならなか っ た
ので ある o 打撃の あ っ たの は自民党で あっ た. 一 連の 交渉で主導的位置にな っ たために ､
支持組織､ たとえば開発に伴う建設事業で潤うはずの 大手建設会社で は恩恵を受 けられな
か っ たo 臨海副都心開発は基盤整備費でも 4兆円､ 進出企業の 投資分まで含めると､ 総事
業費は 8兆円とい う規模で あ っ た800｡ 景気低迷で建設予算が削減され るなか ､ 臨海開発の
停滞は ､ 自民党の 集粟 マ シ ー ンで ある建設業界にとて は 二重に打撃を被る結果となり､ 業
界にと っ ても厳 しい もの で あっ たと言わざるをえない ｡ しか し､ 動揺 したの は建設業界の
みならず ､ 都市博に 出展 を予定 して い た都内 64区市町村で組織する出展運営協議会も例
外で はなか っ た｡ 自民党から新進党に移籍 した､ こ の 知事選挙では岩国哲人の 選対本部長
を務めた衆議院議員は ｢従来 の選挙だとゼネ コ ン などが精力的に動くが ､ 今回は動きが鈍
い o 景気が悪 い という面もあるが ､ 六氏とも臨海などを見直すと言 い ､ ハ コ 物行政も期待
できない状態だ｡ これで は企業は動か ない801+ と述べ て いた｡ 旧 自民党都議出身の議員で
あっ ただけに説得的で ある ｡
第二 に ､ 鈴木後継は ｢非鈴木路線+ が条件とされたこ とで ある｡ 1月 31日の 都論協会議
か ら都議会公明は明確に ､ 鈴木路線の 非継承を提示 したの で ある ｡ 2月 3 日の 会議で は ､
臨海開発 の鈴木政策を挙げて ､ こ のままで は勝てない と厳 しく批判 した｡ 2月 10日の都読
協の 政策担当者会議で ､ 統 一 候補の政策調整の合意は実現 したが ､ 具体的候補は決定して
い なか っ た｡ 2月 15 日の会議 で ､ 石原 の合意を迫 る自民党に ､ 社会党は同意したが ､ 公明
は消極的で あっ た ｡
こ の ように ､ 鈴木都故は ､ 80年代は じめの財政危機では ､ 知事派の 安定を背景 に､ 周到
な故治術を駆使 して財改再建 に成功 したが ､ 90年代の 財政危機で は ､ 知事派 の分裂と動揺
によ っ て影響力を喪失 した ため財政再建を行い 得なか っ た｡ こ う した保守中道都政は有権
者に評価されず､ 無党派都政 に至 る｡ そ の 青島都故は どの ように財政再建に取り組んで い
つ たの か ､ この 点を以下で検討す る｡
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154『朝日新聞』1986年7月 27 日｡
165横田政次『僕は裏方 一 都 ･ 区故の 四十五年』 ぎょ うせい ､ 1992年 ､ 74 - 80貢o
156竹下惟利 ｢東京 臨海部開発の 抜本的見直 しの提唱 (1)+『都市間題』 第8 6号第5号､
1995年､ 91- 2頁｡
167同会議は知事以下副知事 ､ 企画審議室長 ､ 総務局長など9人の 局長で構成されたo 都の
意気込みがみ える｡
168東京都港湾局編 『図表でみる東京臨海部』(社) 東京都港湾振興協会､ 1987年｡
159課長クラス の 各 10人か ら構成され る4 つ の チ ー ム を発足させ た｡ ①再開発の 方針 ､ ②
交通基盤 ､ ③都市基盤 (防災､ 埋 め立て ､ 盛り 土)､ ④水供給処理 の集団で ある｡
160事業主体は第三セ クタ ー にす る｡ 87 年中に マ ス タ ー プラン を策定す る｡ 9 3年までに東
京テ レポ ー トの部分的完成を目指 して い る｡ 供給床面積は 340- ク タ ー ル で ある｡ 就業人
口を 10万人とした｡ 建設投資額 は土地造成､ 道路､ 上下水道､ 人 口地盤 ､ などの都市整
備費2500億円､ 通信基盤整備が 2 500億円､ また周辺施設建設で 1兆 1100億円､ 情報通
信機器で 2800億円 ､ 合計 1兆 8900億円という内容で あっ た｡
161①用地 は 13号地その 1 ､ そ の 2 ､ 10号地そ の 1 ､ 有明の 4地区で ､ 4 40 ヘ ク タ ー ル
とするo ②建設物は ､ 高度情報通信基地を備 えたイ ン テリジ ェ ン トビル街 (東京テ レポ ー
ト 13 号地その 1とそ の 2 地区)､ 世界的規模の展示施設 (10号地そ の 1地 区)､ 住宅地
区 (12500戸 有明地区) ③交通 は首都高速 12号線と 一 般道路を建設 ､ 京葉線と新交通
シ ス テ ム (12 キ ロ) を93年まで に完成させ る｡ ④総事業費3兆4千 200億円 (交通施設
1兆 4千 200億円を含む) を予定 して い る｡
162『自由新報』1987年 10月 4 日｡
163 『自由新報』 1987年11月 10 日｡ 『朝 日新聞』 1987年 11月 7 日 ｡
164他に次の ような内容が あ っ た｡ ①土地利用 は長期貸し付け方式 に加 え土地信託方式に
した｡ 第三セ ク タ - の東京臨海副都心建設株式会社が賃貸料を徴収管理する｡ ②会計 89
年度当初臨海副都心 開発事業会計を設置 した｡ ③住宅 60000人程度の人 口 を目指す｡ 公
共住宅 60%､ 民間住宅 35%､ そ の他5%に した｡ そ の 際開発利益を受ける事業者に交通
182
関係 の受益負担を決めた｡
165人件費＋扶助費＋公債費
16 普通建設事業費＋災害復旧事業費＋失業対策事業費
167土岐寛
168東京都
169東京都
170東京都
17 1東京都
『東京問題 の政治学』 日本評論社､ 1995年､ 143- 60貢｡
『住宅50年史 一 任宅局事業の あゆみ - 』 東京都 ､ 1999年 ､ 6貢o
『住宅需要意識調査 一 束京都関係の 結果報告』 東京都､ 1988年､ 28頁｡
『世論調査 40年の 概要 (Ⅰ)』 東京都､ 1991年 ､ 21頁 ｡
『東京都住宅政策懇散会中間報告』 東京都､ 1988年｡
172東京都 『束京都住宅政策懇散会報告』 東京都､ 1990年｡
178須田春海 ｢矛盾が集中する臨海副都心計画+『世界』 第550号 ､ 1991年 ､ 35 4貢.
174篠木昭夫 『40年 の足跡 都政と共に』 詩歌社出版サ ー ビ ス ､ 1997年｡
175『都議会リポ ー ト』 No240､ 1990年 ､ 31貫｡
176『都政新報』1990年 6月 12日｡
177『都議会リ ポ ー ト』 No222, 1989年 ､ 4 - 5貢｡
178 東京都労働経済局 『事業概要』 東京都､ 1991年｡ 中小企業対策の 項が を参考 した｡
東京都商工指導所 『東京都中小企業経営白書』 東京都､ 1992年 ｡
179『都議会リポ ー ト』 No222, 1989年､ 6 - 7 乱
180『都議会リポ ー ト』 No22､ 1989年､ 8 - 9頁 ｡
18 1『都議会リポ ー ト』 No239､ 1990年6頁｡
182『都轟会リポ ー ト』 No225, 1989年､ 11･2 貫｡
188『都議会リポ ー ト』 No239､ 1990年､ 8頁o
184竹下惟利 ｢東京臨海部開発の 抜本的見直しの 提唱(2･完) 『都市間題』第8 6巻第6号､
1995年 ､ 93- 4頁 ｡
185『都政新報』1991年 4月 30日｡
186『朝日新聞』1991年6月 27 日｡
187『都政新報』 1991年 10月 4日 ｡
188『都政新報』
189『朝日新聞』
190『都政新報』
19 1『朝日新聞』
192『朝日新聞』
1992年 12月 25 日｡
1991年6月 14日｡
1991年9月 6 日 ｡
1991年 10月 2 日｡
1992年 12 月 17 日｡ 都は 1000社の 見込みを行 っ て い たが ､ 参加希望を
提出 した企業は 500社に満たなか っ た｡
193『朝日新聞』19 3年 3月 19 日.
194鈴木誠 ｢不況下の 民活プ ロ ジ ェ クトと生活協調型社会資本政策+『都市間題』 第84 巻
第7号､ 60頁｡
196『朝 日新聞』
196 『朝日新聞』
197 『都政新報』
198 『都政新報』
199『朝日新聞』
1991年 11月 13 日｡
1992年 6月 11日｡
1992年 6月 19 日｡
1992 年 12月 8 日｡
1993年4月 1 日｡ 臨海開発 に疑問を持 つ 約 30 の市民団体で組織され る
｢臨海部市民アク シ ョ ン 実行委員会(本尾良 ･ 元日本婦人有権者同盟会長)+ はオフ ィ ス 計
画の撤回 ､ 市民参加で の 土地利用 を提案 した｡
200 『朝日新聞』1993年9月 29 日｡
201『朝日新聞』 1993年9月 9 日｡
202実質収支比 率 - 実質収支額/標準財政規模×1000
203 90年度4 7.4､ 91年度46.1 であ っ た｡
204他 に ､ リサイク ル都市づくりを加 えた四 つ の 緊急プラ ン ｡
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205『朝日新聞』1992年 ､ 4月 2 日｡
206篠木昭夫『40年の 足跡 都政と共に』清談社出版サ ー ビ ス セ ンタ ー ､ 1997年､ 288貢｡
207束京都 『平成8年度東京都住宅白書』 東京都､ 1996年､ 188頁｡
208東京都 『東京 の 土地 1992』 東京都､ 193年､ 30- 2 頁o
209『都政新報』 1994年12月 20 日｡
210東京都 『住宅 50年史 一 任宅局の あゆみ - 』 東京都､ 199年､ 62貢｡
2 11『都政新報』 19 4年 6月 21 日｡
2 12 『都議会リポ ー ト』 No300､ 1995年､ 33- 5頁 .
213東京都議会局 ､ 前掲書､ 8頁｡
214『都議会リボ -
216 『都議会リボ -
216『都議会リボ -
217 『都議会リボ -
218『都議会リ ボ -
ト』
ト』
ト』
ト』
ト』
No2 7
No28
No28
No28
No28
3､
5､
5､
5､
5､
1993年 ､ 6頁｡
1994年 ､ 6京o
1994年､ 9 - lo貰 o
1994年､ 8頁｡
1994年､ 8頁｡
219 『公明新聞』1992年 3月 30 日｡
220東京都議会局 『都議会リポ ー ト』 No266､ 1992年 11- 2 見
221『都商会リポ ー ト』 No285､ 1994年､ 11頁｡
222東京都議会局 『都議会リポ ー ト』 No264､ 1992年 14頁｡
228 『都蘇会リポ ー ト』 No287､ 1994年､ 9貢｡
224『都議会リポ ー ト』 No28 7､ 1994年 ､ 7頁｡
225 『都議会リポ ー ト』 No288､ 1994年､ 29 - So東o
226佐 々 木信夫 ｢都市開発行政と財政運営過程+『都市間題』 第86号第11号､ 1995年 ､
2 1 - 3貫 o
227峰野芳郎 ｢地方自治体に お ける予算編成 - 地方政治における官僚制
アサ ン』 第16号､ 1995年 ､ 147- 8貢｡
+『レヴァ イ
228篠木昭夫 『40年の足跡 都政と共に』 講釈社出版サ ー ビ ス セ ン タ ー ､ 1997年 ､ 32 2-
4頁｡
229東京都財務局財政課職員 - のイ ン タ ビ ュ ウ 一 による｡ 19 9 8年 12月 15 日｡
230 東京都 『昭和六 二年度第五回都政モ ニ タ ー ア ンケ ー ト』 東京都､ 1987 年｡
231三 沢美音 『これで い い の か - 臨海部副都心 開発』 自治体研究社､ 1991年 ､ 68- 9頁｡
282 『朝日新聞』198･9年 6月 29 日o 6月 25､ 26日に行われた都議会議員選挙 の調査 .
233東京都『臨海副都心 に 関する都民ア ン ケ ー ト調査』東京都､ 1996年 ､ 23･5貢 ､ 53頁｡
284 『朝日新聞』 1995年4月 6 日｡ 朝日新聞とテ レ ビ朝日両者合同調査｡ 4月 2 ､ 3 日に
電話調査 を実施 ｡
285 内田滞 ｢地方政治にお ける利益団体+『都市間題』 第82 号第2号 ､ 1991年 ､ 12 頁｡
2B6佐藤竺 ｢審諌会の 役割+『地域開発』 第 160号､ 1978年 ､ 4頁｡
237『都政新報』1989年4月 14日｡
238 新川達郎 ｢審議会 ･ 懇歌会と自治体政策形成+『都市問題』 第8白骨第1号 ､ 1997年､
73頁｡
239 小 島昭 『自治体の 予算編成』 学陽書房､ 1984年｡ 森脇俊雄 ｢自治体の予算過程と利益
団体+『都市間題』 第82巻第2号 ､ 1991年 ､ 43貢｡
240 河村和徳 ｢地方首長 の財政観+ 小林良彰 『地方自治の 実証分析 - 日米韓3 カ国の 比
較研究』 慶応義塾大学出版会 ､ 1998年 ､ 165頁｡
241河村和徳､ 前掲書､ 175頁｡
242花井清人 ｢経済社会環境の 変化と都市経営+ 神野直彦 (編)『都市を経営する シリ
- ズ東京を考える④』 都市出版 ､ 1995年 ､ 139- 56 貢｡
2418 鈴木俊 一 『官に生き る - 鈴木俊 一 回想録』 都市出版､ 1999年 ､ 363- 5頁. 主な公共
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事業で は､ 地下鉄 12号線､ 多摩都市モ ノ レ ー ル ､ 東京都体育館､ 都立大学移転､ 都庁舎
建設､ 国際フ ォ ー ラム ､ 東京芸術劇場､ 東京武道館､ 写真美術館､ 現代美術館
､ 葛西臨海水族館､ 熱帯植物園､ 江戸博､ 中央卸売り市場などで ある
244鈴木俊 一 『官に生き る - 鈴木俊 一 回想録』 都市出版 ､ 1999､ 363頁o
245東京都 『マ イタウン東京 93 東京都総合実施計画』1992 年｡
246村松疲夫『東京 の 政治 シリ ー ズ東京を考える②』 都市出版､ 1995年､ 187･ 9頁｡
24791年知事選挙で は自民党都連副本部長として ､ 明治座会長三 田が従来から同組織の会
長を努めて い る｡ 三 田は マ イタウン構想懇散会委員､ 東京都シテ ィ ー ホ ー ル建設構想懇談
会副座長等､ 都の 各種委員を歴任 して い る｡
24坤す松岐夫 『東京 の政治 シリ ー ズ東京 を考える②』都市出版､ 1995年 ､ 189- 92頁｡
249小林良彰 ｢公明党+ 堀江湛 『変貌する有権者』創世紀､ 1979年､ 84 - lO3貫o
250有田芳生 『現代公明党論』
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252 ｢日本の 政党+『ジ ュ リ ス ト総合特集35号』 1984年､ 77･ 93貢o
253三宅 一 郎 『投票行動』 東京大学出版会､ 1989年､ 133貢 ｡
254前田寿 - ｢野党支持率の 政治経済学的分析+『慶応義塾大学 新聞研究所年報第26号』
1986年 ､ 7 9頁o
255前田寿 - ｢野党支持率の 政治経済学的分析+『慶応義塾大学 新聞研究所年報第 26 号』
1986年 ､ 77頁｡
256阿部斉 『現代政治と政治学』 岩波書店､ 1989年､ 179- 93貢.
257東京都生活文化局『東京都内における町内会 ･ 自治会 の実態調査報告書』東京都､ 19 9 7
年｡
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259河村和徳 ｢地方首長 の財政観+ ノJ､林良彰『地方自治の 実証分析 日米韓3カ 国の 比較
研究』 慶応義塾大学出版会 ､ 1998年､ 168 - 78頁o
260 都議会自民党の保坂三蔵議員は 『都政新報』19 90年 1月 9 日､ 3頁で ､ 都議会民社党
の 三浦正勝議員は ､ 同 1月 2 3日 ､ 3貢で鈴木支持 を表 明してい た｡
261 『都政新報』 1990年 7月 10 日､ 1頁｡ メ ン バ ー は ､ 内田茂 ､ 塚原宏司､ 内藤尚､ 天
野 - ､ 松本文明､ 山田宏 ､ 高野之夫､ 小林多門､ 田村市朗､ 白井威､ 川島忠 一 ､ の 11名 o
262 『公 明』1990年6月号 ､ 92･8頁o
263 『都政新報』1990年 6月 1 5日 ､ 1頁｡
264 『都政新報』1990年 7月 6 日, 1頁｡ 第二定例会の代表質問が7月 4 日､ 5 日行われ
たが
､ 同会派の岩館衛幹事長 は ､ そ こ で住宅着工個数に つ い て質問した｡
265『都政新報』1990年 7月 13 日 ､ 1頁｡ 知事の答弁 の強権ぶ りが具体的に詳述され て
い る｡
26 こ れは ､ 都の 第三次長期計画 ､ 都長期計画恕散会の報告に基づ い てい る ｡ 同計画は ､
185
鈴木都政にな っ て 1982 年､ 86年､ 90年と3回出されて い る ｡ い ずれも知事選挙の 前年
である｡ 第二 次計画と比較して大幅に伸びて い るの は投資的経費の 額である｡ その伸びは､
対前計画比で 19.8%で あ っ た ｡ 具体的には次の項目の伸びが著しい ｡ 順位は ､ ｢交通 ･ 情
報通借基盤+ ｢都市構造 ･ 市街地整備+｢住宅+ ｢社会福祉+ である｡ 公明党の要求 して い た
都営住宅着工 はこれ に盛 り込まれて い る｡ 『都政新報』 1990年 11月 30日 ､ 1頁｡
267『都政新報』1990年11月 27 日､ 1頁
268『都政新報』 1990年11月 20 日､ I東o
269公明党はこ の 党大会で ｢三 党体制下で の中道の 主体的発揮+ を方針として掲げた｡ こ
の 3党体制 とは ､ 自民､ 社会 ､ 中道 - 公明党の体制の こ とであ っ た ｡ 五十嵐仁 『概観 現
代政治 - そ の 動態と理論』 法律文化社､ 1993年､ 200･1頁｡
270『都政新報』1990年 11月 30日､ 2頁
271『公 明』19 1年 2月 号､ 100- 5頁｡
272 内田健 三 『大政変』 東洋経済新報社､ 1994年 ､ 54頁｡ 自民党執行部は磯村尚憲を90
年末には決定してい たo
273『公明』1 991年 4月号 ､ 106･8頁｡
274『都政新報』1991年2月 12 日 ､ 1頁o 公明党副幹事長の 前島衛とのイ ン タ ビ ュ ー
であ っ た｡
275『都政新報』1991年 2月 19 日 ､ 1頁
276『都政新報』19 91年3月 5 日､ 2頁 .
27789年の 第 一 定例会で 平成元年度補正予算案 交通事業会計 ､ 高速電車事業会計
が都議会公 明党の反対で成立 が危ぶまれた ことはあっ たが ､ こ の ときは都議会自民党と ､
都議会民社党の か ろう じて の過半数で可決 したとい う事例はあっ た ｡
278横田政次 『僕は裏方 - 都 ･ 区政の 四十五年 - 』 ぎょうせ い ､ 192年 ､ 6 - 11頁｡
279同上書､ 6 - 11頁｡
280 論点は ､ ①臨海 開発は東京 一 極集中を加速する｡ ②住宅戸数2 万戸を増加させ ､ 公営
と民営の 比 率を見直す (公 営住宅 13000戸､ 民営住宅 7000戸)0 ③東京 フ ロ ンテ ィ ア の
開催時期 を見直す ｡ ④進出企業の 跡地利用 に住宅建設 を進 める｡ ⑤進出企業選定の 密室性
を解除する. ⑥事業用地 の価格が廉価過ぎるo とい う点で あっ た.
281 『都政新報』1991年 2月 1 9日 ､ 1頁｡
282『都政新報』 1991年 2月 19日 ､ 1頁｡
283 本稿は ､ ｢フ ロ ンテ テ ィ ア+ ｢世界博覧会+
東京都の外郭団体が ｢東京 フ ロ ン テ ィ ア協会+
覧会+ である｡
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1 9 3年3月
19 93年 3月
1994年 2月
19 4年3月
1994 年 2月
1994年 3月
19 9 4年3月
5 日 ､ l衷o
5 日､ 1頁｡
25 日､ 1頁｡
29 日､ 1貢｡
25 日､ 1頁｡
22日､ 1頁｡
29日､ 1頁｡
と二通りで表現 したが ､ 何れも同 じで ある｡
で あり ､ 終会が 主催するの が ｢世界都市博
291永道の みならず､ 下水道に つ い ても 13 ミリ口径で適用される こ とになっ たい た｡
292 『都政新報』 1994年 3月 25 日､ 1 頁｡
293都議協は , 94年 12月 8 日､ 自民党の 呼びか けで結成されたが ､ 11 日には幹事長に政
調会長 を加 えて拡大 し､ 28 日に正式に発足した｡
294 旧日新党､ 新生党が都議会新進党 (21人) に ､ 日新党議員で新進党 - 不参加 の 3人と
民社3人が 同 一 会派 を結成 して都散会民社クラブ (6人) にな っ た. こ1 ニ テ ィ は都議会さ
きが けに合流 した｡
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295自民党本部､ 都連､ 都儀の代表から構成された連絡の 協議機関であっ た｡ 座長は ､ 都
連会長の越智通雄で あっ た o 自民党森喜朗幹事長も､そ うした都連の考えを支持して い た｡
『産経新聞』1994年 12月 8 日､ 朝刊o 『読売新聞』1995年 1月 13 日､ 朝礼･に詳 しい ｡
296 『都政新報』 1995年 1月 15 日､ 1頁｡
297『産経新聞』19 5年 1月 9 日 ､ 朝刊｡
298二信組問題 は ､ 経営破綻に陥 っ た二 つ の 信用組合の預金者保護と信用秩序保護を目的
に ､ 日本銀行 と 一 般金融機関か ら1月 31 日設立された､ 東京共同銀行を通 じて ､ 救済し
ようとい うもの で っ た｡ つ まり､ 救済される二 つ の信組は 3月 に事業を東京共同銀行に譲
渡 し､ 同銀行は 回収不能債権の 額､ 約 1100億円の うち800億円を､ 預金保険機構からの
資金提供と民間金融機関からの 低利融資などの財政的支援で処理 し､ 残りの 300億円を東
京都信用保証協会の 中に設置される債権回収機関 へ 債権を譲渡して処理するとい う枠組み
で あ っ た｡ 都は この 債権回収機関に300億円を15年間1%の低利 で民間金融機関ととも
に支援する こと に し､ 95年予算に 300億円計上 して いた｡
299 『都政新報』1995年 2月 17 日 ､ l衷o
300松戸芳彦 ｢混戦 東京都知事選挙の ｢自治+ 感覚+『世界』19 1年4月号 ､ 260貢｡
301『都政新報』 1995 年4月 7 日 ､ 2頁｡
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第5章
一
青島都政の財政再建 一 世論と現実の 狭間
19 5年4月 に行 われた都知事選挙では ､ ｢無党派+ の青島幸男が石原信雄
.
に代表される
有力政党の 支援を受けた候補をは じめ､ 知名度の ある 5人の 有力候補を押さえて ､ 戦後 5
人目の 都知事に当選 した1｡青島は作詞家 ､作家を経て参議院議員を5期24年間近く努め､
執行部の 一 員と しての 行政経験こそなか っ たもの の ､ 国政にも参画 した実績の ある政治家
であっ た｡ 同時期､ 大阪府知事選挙で は ､ 漫才師､ タ レン ト､ 同様 に参議院議員を経験 し
た横山ノ ッ ク が ｢無党派+ と して知事 に当選 して い たが2､ 彼らに共通 して い た ｢無党派層
3+ とは ､ 特定の支持政党を持たない有権者の層(indepe nde nts v ote r s)を構成する､ 既成政
党を批判的に見て い る有権者であ っ た｡
そ もそ も､ 東京都､ 大阪府 の いずれ に関 しても､ 日本を代表する大都市部の 多数の有権
者に支持されて都道府県の 首長選 に勝利するには ､
▲
選挙運動資金の確保 に は じま っ て ､ 高
い 知名度や､ 多数の 支持者の動員など､ 多く の 政治資源を調達する必要があるため ､ そ の
困難さは並み大抵の もの ではない とい う経験か ら､ 東京都の 場合でみても ､ 1995年知事選
挙までは知事選挙史を詳細に調査 してみ ても､ 支持 ､ 推薦など支援の 形態は異な っ ても､
勝利者は い ずれも政党か ら何 らか の援助を受けて勝利した候補者であ っ た4｡ こ の ような点
からす ると､ 多く の報道が ｢無党派知事+ の 登場を極めて異例 に扱っ た の も､ いわば当然
の帰結で あっ たと考えられる6｡
特定 の候補者が特定勢力の 支持を中心 として ､選挙に勝利 して特定の地位に就い た場合､
その 特定勢力 の意 向に配慮 した政策の遂行が､ その 政治家にと っ て の再選を目指す必要条
件と なっ た こ とは多くの 論者が指摘 してきたと ころで ある6｡ しか し､ こ の ような論理 に立
つ と､ 特定勢力 の支持を受けずに勝利 した政治家の 場合で は ､ 俊に再選 を前提と しても､
特定勢力 の 主張に配慮した改策形成を行 なう必要は必ず しもない こ とになる ｡ そ の ような
改治家は ､ 特定勢力との選挙で の支援と財政的措置との 交換という関係からは自由で ある
ため､ 選挙の 際､ 選挙民に公約 した政策に従 っ て政策形成を行なえる こ とにな るはずで あ
る｡ そうで あるとすれば､ 知事は特定政党や団体の 支持を積極的に受けて勝利 した候補者
で はなか っ た点か ら､ 選挙 公約 に従 っ て忠実に政策形成は行なえるとい うことになる｡ 果
た して こ うした点 はどの ようで あっ たの か ｡
一 方 ､ 知事の 就任 した95年4月 の 90年代中期は景気 の 動揺期に あっ た｡ 90年春の ｢バ
ブル経済+ 崩壊後も､ 86年11月か ら拡張期に入 っ た ｢ バブ/レ景気+ の影響は大きく ､ 91
年 2月 に絶頂期 を迎えるまで の約 1年間そ の景気は持続した｡ そ の 後 ､ 紫りが生 じ､ 景気
は後退 して 93年 10月 にはボトム 期を迎える｡ しか し､ それ以降97年5月 まで ふたたび
景気 は拡張 して ､ 約 4年弱の 間 一 旦景気は持ち直すもの の ､ そ の 後ふ たたび景気は後退 し
て 99年 1月 にはボトム 期を迎えた ｡ 90年代中期の都政におい ては ､ 鈴木都政の 4 期日に
後退 した景気が ､ 青島都政の前半期の 2年間には持ち直すもの の ､ 後半の 2年間にふたた
び不景気 に陥っ て ､ その ような状況が後継の石原都政に引き継がれたの で ある｡ こ のため
知事 は ､ この ような景気 の拡張期と後退期の 双方 の時期に都政を担当する ことにな っ たが､
この 間､ 彼の 担当 した都財政は如何なる状況 にあり ､ またそ の ような状況 に対 し､ 彼は如
何に対処 して い っ たの か ､ 以下では これ らの 点に つ い て検討する｡
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1 . 聖域を設けた財政再建方策の 実施
｢ハ ー ド+ から ｢ソフ ト+ へ
90年代初頭 の ｢バ ブル 景気+ の 後退期 には ､ 91年1月 に湾岸戦争が勃発 して 90億 ドル
の財政支援が行われたが ､ 景気対策として は ､ 92 年 8月 には 10兆 7千億円､ 93年 4月
には 13兆2千億円の総合経済対策が ､ また同年 9月 には 5兆9千億円の 緊急経済対策が
実施されて ､ ｢バ ブル 景気+ 対策に政 凧ま追われ ることになっ た ｡ その 後､ 90年代中期に
入ると､ 94年 2月 には 15兆3 千億円の 総合経済対策が ､ 95年 4月 には 7兆円の緊急円
高経済対策が､ さらに同年 9月 に は 14 兆2千億円の 経済対策が実施 された｡ しか し､ こ
の ような対策に留まらず､ 97年 7月 ､ 日本経済がア ジア通貨危機に見舞われると､ 98年
4月 に 16兆7千億円の ､ また 同年 8月 の ロ シア通貨危機に対 して は同年 11月 ､ 24兆円に
もの ぼる緊急経済対策が実施 された｡ こ の ように 90年代の 日本経済は､ 国内状況におい
ては ｢ バブル経済+崩壊に備えて ､ また世界経済との 関係におい て は ､ 金融危機に備えて ､
その 都度財政出動 を行っ て ､ そ の 対処の 規模を拡大 して い か ざる を得ない状況に あっ たの
である｡
一 方 ､ 東京都の 経済状況で は ､ 都内総生産は ､ 91年には 85兆 5644億円にも達 したも
の の
､ 92年に は下降局面に入 っ て 8 4兆 7224億円に減少 し､ 石油危機以来 一 貫 して上昇
し続けてきた対前年度増加率が初めて マ イナ ス に転 じ､ 92年か ら95年まで の 3年間 ､ 都
内総生産は逓減 して い っ た｡ 96年か ら97年まで の 3年間で は ､ 都内総生産の 対前年度比
が､ 95年 が
'
1.2､ 96年が 1.5､ 97年が0.8 と､ やや回復基調に戻すもの の ､ 98年､ 99年
にはふ たたび下降局面に入 り ､ 前年度比 では 98年が 2.3%減､ 99年が 1% 減と縮小 してい
つ た｡ 都内総生産 は ､ 99年度に は 83兆2516億円になり ､ ｢バ ブル経済+ の頂点で あっ た
91年度に比 べ て ､ 2兆3千億円もの 額が減少 したが ､ ただ し､ そ の 率は 2% 程度で あっ て ､
｢バ ブル経済+ の始動期に あたる 8 6年度の 6 1兆 7193億円と比 べ ると依然と して高い生
産額を維持 して い た7｡
6 - 0 普通会計決算の 推移 前年度比 : % 実質収支 : 億円
9 5年 96年 97年 9 8年 9 9年
歳入 4.6増 0.8減 5.8減 o.2増 1減
歳出 4.8増 0.9減 6.7減 1.4増 1.2減
実質収支 0.07 0.15 0. 7 - 1 068 T 881
財政支出の状況を歳入 ､ 歳出の 普通会計決算か ら見ると､ 鈴木都政末期の 9 4年に 6兆
7337億円で あっ た歳入総額は ､ 95年に は前年度比 で 4.6%増 96年には 0.8%減 97年
に は 5.8%減 98年 0.2%増 石原都改発足時の 99年が 1% 減､ また ､ 歳出か ら見ると ､
95年が 4.8% 増､96年が 0.9%減 97年が 6.7%減 98年が 1.4% 増､そ して99年が 1.2%
減となっ て い る ｡ 実質収支で は ､ 95年 700 万円 ､ 96 年 1500万円､ 97年 700 万円､ 98
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午 - 1
■068億円､ 99年 - 881億円とな っ て い る｡ 都の財政状況は､ 都内の 経済状況との 関
係では､ 経済状況に若干遅れるという傾 向には あっ たもの の ､ 歳入歳出 ベ ー ス から見る限
りで 臥 必ず しも都の経済情勢か ら大きく解離した財政が編成されて い たとい う状況で は
なか っ たo 表 6 - 0 から見る限りで は ､ 問題は ､ 95年度に ､ 前年以上に拡大 した財政を､
96年 97年の 両年度で歳入 の伸び以上に歳出の 伸び を抑制 して ､ 実質収支にも改善の傾向
が見られ る状況 にまで財政再建が図られたにも拘わらず､98年度に は 一 気に財政が悪化 し
て い るという点にあるこ とになる｡
こ の点は ､ 表 6 - 1から見て も､ 94年に 94.8%で あっ た経常収支比率 臥 青島都政に 交
替した95年には 96･3%と上昇 したに も拘わらず ､ 96年 には 95.4%に低下させて ､ (97年
には若干上昇して 96･1%になるもの の) 財政の硬直化 に改善の 兆候を示 したにも拘わらず､
98年には 99･3%と再び上昇させた､ 石原都政に交替 した99年に は 104.1%にまでに達 し
て い る ､ と いう点か らも確認でき る｡ で はなぜ ､ 青島都政後半期の財政運営は成功 しなか
っ た の で あろうか ｡
表6 - 1 経常収支比率の 推移8 歳出総額の 占有率%
91年 92年 93年 94年 95年 96年 97年 98年 99年
経常収支比率 73.7 81.5 87.6 94.8 96.3 95.4 96.1 99.3 104
内訳 人件費 3 2.9 37.4 41.3 44.4 44.8 42.5 42.7 44.8 45
公債費 7.5 7.3 ･8.3 10 10.8 1 2. 12.8 14.1 1 4.6
補助費 21 23.7 24.5 26 26 24.9 24.8 25.8 29.4
その他 12.3 13.1 13.5 1 4. 14.7 15.8 15.8 14.6 1 5.1
如何 なる経費の影響が財政悪化要因とな っ て い たの で あろうか ､ そ の 点を表 6 - 1 から見
ると･､ 全体を通 じて ､ 人件費､ 補助費の ウェ イ トが大きく ､ それらが経常収支比 率を上昇
させ る要因にな っ て い る点が伺える ｡ 96､ 97年には若干改善されたにも拘わらず､ 98年
には 95 年 の段階にまで逆行 して い る｡ 公債費は これらとは占有率 は低いが ､
るため ､ 税源不足を起債で補てん して い っ た様子 が伺える｡
表 6 - 2 主な目的別歳出内訳 の推移 歳出総額に対する占有率%
94年 95年 96年 97年 98年
民生費 7.6 7.4 7.8 8.6 8.7
衛生費 7 6.7 8 8 6.9
商工費 5.8 6.8 5.4 5.7 6.2
土木費 24.5 23.7 20.9 19.7 18.9
瞥寮費 9 8.8 8.8 9.5 9.4
教育費 15.4 15.1 15.1 1 5.9 15.1
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漸増 して い
公債費
財調交付金
6.3
9.4
6.2 7.3 8.1 8.4
1 0 10.5 11ll.3
こ の 状況を歳出予算の 構成比 から見 ると､ 青島都政の 後半期で は ､ 民生費の 増加 ､ 公債費
の増加 ､ 都区財政調整交付金 の増加に対 して土木費が縮小 して い る ｡
表 6 - 3 主な性質別歳出内訳の 推移 歳出総額に対する占有率%
94年 95年
1
96年 97年 98年
人件費 26.1 25.6 26 28.3 27.6
普通建設事業費 24.5 26.5 22 A 19 18.8
公債費 6.1 6 7.1 8 8.3
積立金 2.3 0.7 3.2 0.1 0.8
扶助 ･補助費 27 27.6 27.6 30.1 27.6
公債費は歳出と歳入との帝離に対応 して措置される財源確保 の 一 手段と して行なわれるも
の で あるため､ 問題 は ､ 公債費を年々 増大 しなければならなかj'たほ ど､ 財政悪化を誘発
した要因に こ そあるとい わざるを得な い｡ 表 6 - 2および 6 - 3を見る限り ､ 歳出総額全体
が 94年度 (100%)か ら9 8年度まで の 4年間に 98.2%にまで縮小するなかに あっ て ､ 土
木費の 占有率は抑制され るもの の ､ 逆に民生費や人件費､ そ して都区財政調整交付金の そ
れは増加 して ､ それらに要する予算額が増大 して い っ た点が伺える｡
土木費は ､ 道路､ 橋梁､ 河川 ､ 海岸 ､ 港湾､ 街路 ､ 公園､ 下水道､ 住宅､ 空港 などの 公
共的投資 - の経費で ､ 民生費は､ 社会福祉､ 老人福祉､ 児童福祉 ､ 生活保護､ 災害復旧費
などの 費用で ､ 補助費の 大半は都区財政調整交付金 で構成されて い る｡ そうして見ると､
青島都政 は ､ 民生費､ 人件費､ そ して都区財政調整交付金 の削減に十分効果を発揮できず､
それが要因とな っ て財政再建 に成功 しなか っ た点が伺えるということになるの で ある｡
以上は定量的検討で あっ たが ､ 以下では定性的にそ う した状況を検討するこ とにする｡
2 . 継続問題 に関わる政治責任の 所在
継続方策の処 理に関わる政治責任の所在
95年3月 2 2日に告示された知事選挙では ､ 世界都市博覧会の開催と臨海副都心開発継
続の 是非､安全､ 旧東京協和 の 二信用組合の経営破たん に伴う都か らの 金融支援 - の 是非､
そ して ､ 95年 1 月 に起 こ っ た阪神淡路地震に対する教訓からの震災対策という､･ 主に 3
点が政策論争と して取り挙げられて い た｡ 特に前2 者に つ い て は ､ 90年代中葉が バ ブル 経
済崩壊の影響で経済低迷 の 経済的環境にあ っ たため､ こ の ような大型開発と して の 臨海副
都心 開発 とそれに付随する世界都市博覧会の 開催 に つ い て ､ また乱脈経営で経営危機に陥
つ て い た二信組 - の支援問題 が注目されて い たの で ある｡
そもそも これ らの 問題 は ､ 鈴木都政 の ｢負の政治遺産+ と して知られた政策課題でもあ
つ たが ､ そ の 点か ら確認 しておくo
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89年7･月東京世界都市博覧会基本構想懇談会によ っ て提出された ｢東京 フ ロ ンテ ィア+
構想 は ､･21世紀の人間都市の 理想を追求する ｢都市フ ロ ンテ ィ ア+ 運動の 一 環と して開催
される万博博覧会､ オリ ン ピ ッ ク に次 ぐ ｢第三の 国際行事+ と して位置付けられてい た｡
同座長の丹下健三 は同報告書提出の際 ､｢博覧会では なく フ ロ ンテ ィア の名をつ けたい+と ､
その 意義付けを行 っ て い るo こ うした事態にい たっ たの もこ90年に大阪で ｢国際花と緑の
博覧会+ とい う特別博が 開催されたい たため､ 5 年後以降でなければ国内で 同様の博覧会
を開催することができな い とい っ た国際博覧会開催規定によ っ たためである9｡ しか しこ う
した名称は ､､博覧会で ある の か単なる国際運動であるの か ､ その差異を不明瞭にする効果
があっ たため､ 都庁職員で さえ､ フ ロ ンテ ィア という言葉に惑わされ ､ 臨海地区を主会場
とする博覧会で あると いう印象を持たなか っ た｡ それは当時 ､ こ の種の 地方博では採算が
疑問視されて い たからで ある10｡ 東京ディ ズ ニ ー ラ ン ドでも当時 一 日当たりの入場者数は
約4万人とされて い たにも拘わらず ､ 世界都市博は約 200日の期間中に 20 0 万人を集客
する計画で あっ たため､ 一 日当たり の平均入場者数を 10 万人と予定 し､ その うち有料入
場者数を8 万 5000人と想定して い たの である｡ したが っ て ､ 同構想はその 後いくたびか
計画変更を余儀なくされ ､ 規模はむ しろ縮小傾向に あっ た｡ そ れでも鈴木 4選後の 92年 1
月 に ｢東京フ ロ ンテ ィア 協会+- が試算 した事業計画で は､ 約 3 0 0億円の規模で あっ た ｡
外郭団体分を含めた都関連 の事業が 1500億円で企業分が 150
`
億円とされたの で あるo し
か し､ この ような事業計画 が バ ブル経済崩壊後の経済情勢に負担 し得るか が問題 にな っ た
の である11｡
また臨海副都,亡♪開発にお いて は ､ 臨海副都心 の基盤整備費は ､ 93年3月 の予算特別委員
会で の 報告では当初計画 の 約 5400億円が30% 増の 約 7100億円に増大 して い た｡ すなわ
ち､ 整備用地の 液状化対策に関する費用と､ 博覧会の開催時期に完工させ るため の計画変
更に伴う工事費の増大とで あ っ た｡ 既にそれまで にも事業費は増大 して いたため ､ これら
の 費用は上積みされた こ とになる｡88年 3月の 臨海部副都心開発基本計画時に算定され た
もの か ら90年 9月 の 見直 しで は約 2倍に増大 して いたの で ある ｡ 広域交通基盤費は 1兆
5100億円か ら2 兆790億円に ､ 地域内基盤費は 490b億円か ら1兆 170億円に ､ さら
に建設施設では 2兆1400億円から把握困難とい うほ どにも達 して いたの である｡
臨海副都心用地 は､ 企業に永年借地権を供与 して そこ か ら得られる借地料を都が収入 に
するとい う方法が取られ て い たため､ そ の整備に設 立された都の 関係する関係団体の事業
費も加算だ｡ 東京臨海副都心建設が建設するモ デル ビル の 事業費､ 東京テ レポ ー トセ ンタ
ー の建設するテ レ コ ム セ ン タ ー ビ ル の建設費､ 副都心建設の 資本金の 増資､ 東京 臨海熱供
給の プラン ト建設費等々 ､ い ずれもバ ブル 経済崩壊に伴 っ て ､ 進出企業に変更が生 じたた
め､ 当初計画の 見直しに よ る都の負担分であっ た12｡
さらに同地区の地価そ の もの の 下落による借地用 の賃貸料は地価の 下落で引き下げを余
儀なくされたため､ そ の差額が当初見込みの都の 収入額 を狂わせる ことにな っ た｡ 90年1
平方メ ー トル あたり業務 ･ 商業地で 257 万円で あっ たもの が ､ 92年には 213万円 ､ 93年
には 164万円 ､ 95年に は 132万 円､ さらに 96年 には116万 円にまで下落 して い たの であ
る ｡ 当初計画で予定 した 2013年の 黒字時期は2025年に延び るこ とが見込まれ ､ 企業で は
経営的に採算が取れな い と して 当初予定の 14 企業集団の うち2 集団が進出を辞退 し退場
した13｡
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第三 に ､ 東京協和 ､ 安全 の 二信用組合の経営破たん に関わる都か らの財政支援問題 は 94
年 11 月 明るみ に出た｡ 南信組 の融資先である国内外の 不動産投資業､ ゴ ル フ 場 ･ リゾ ー
ト開発業等がバ ブル経済崩壊の煽りで資金繰りが不能となっ て行き詰ま っ たためi羊､ 二信
組からの それ ら - の 融資が不良化 し､ 採算が取れない状況になっ たことが原因 した｡ そ の
不良債権額は 1000億円以上に上 っ たの である｡自主再建が 困難となっ た94年12月 9 日､
日銀は両信組救済の ために新銀行の東京共同銀行を設 立 して融資を行うことを明らかに し
た｡ 日銀 が金融秩序を維持するために 出資するの は 1965年の 山 一 琵券救済の 特別融資以
来の 出来事で あっ た｡ 金融不安を考慮した大蔵省は ､ ペイオフ を実施 しない こ とを前提に
して ､ 大蔵省､ 日銀 ､ 東京都間で 両組を倒産させ ､ 新銀行設立 の枠組みを決定 した｡ 都が
こうしたス キ ー ム に加 わ っ た のは ､ 信用組合の指導監督が､ 政府か ら都知事に任されて い
た機関委任事務であっ たか らである｡ しか し､ 都が両信組 の不良債権処理に低利融資を実
施するとい っ た構想も法的 に根拠があ っ たわけで はなか っ た｡ 金融秩序の維持と借用体系
の 保持は本来大蔵省の責任 の範域であ っ たが､ 信組か ら預金の払 い戻 しが不能となると信
用不安が拡大 し､ 都民生活に支障を来たすとい う懸念 から､ 都が公的資金の 拠出によ っ て
援助するとい う方法が採用されたの で ある｡
●
前知事は ､ 同年 11 月 問題の情報を得た際､
①都は大蔵省が資金援助する場合 に限 っ て支援する こ と､ ②金額は 200億円とす る こと を
担当副知事と労働経済局長を通 じて政府 に進言 したとされ る｡ しか し大蔵省は直接的金融
は無理 と して ､ 日銀と預金保険機構 によ っ て出資や贈与の 形態で支援を決定 したが ､ これ
に伴な っ て都は 94年度最終補正予算案で 300億円を計上で ざるを得なか っ たの である14｡
95年の統 一 地方選挙を目前に した2月 の 95年第 一 定例会では ､ 補正予算案を可決 して
同問題 に決着を付 けたか っ た都諌会自民党と､ 支出に反対 の都議会公明 ､ 新進党などが対
立する構図で あっ た｡ 2月 26 日には日曜日であ っ たが ､ 蔵相 ､ 日銀総裁が前知事を都庁 に
訪ね ､ 都議会の支援要請を行 っ たo 自公両党は ､ 4 月 の知事選挙で同 一 候補を支持 して い
た関係もあっ て決定的解決 を回避すべ く ､ 300億円の財政支出をい っ たん ､ 財政調整基金
に組み入れ ､ 支出の判断を後継知事 に委ねるという処理 を行 っ た問題解決を先送り して い
たの で ある｡
情緒的な世論の責任追及
世界都市博に関 して い えば､ 既に都と東京フ ロ ン テ ィア協会 は ､ 2 12億円の 支出済みで
あり､ 95年度予算案でも 595億円が計上されて いた｡ 国連 をは じめ海外の 50主要都市､
国内の 地方自治体 ､ 1077の各種団体等も参加の 準備を進めて い た｡ こう した状況で あっ た
ため､ 知事は就任前の 4月 20 日の視察におい ては ｢縮小開催も考えてもい い+ と述 べ た
が ､ 翌 日には ｢あくまでも中止 の方向で いく よう腹を決 めて い る+ 動揺し､ 26 日 には､ 正
副議長 に中止 を伝え､｢これ は信義の 問題だ+と して中止 を決定 した｡ これ に対 して議会は ､
5 月 開催の 臨時都議会にお いて ｢世界都市博覧会等に 関する特別委員会+ を設置 して ､ 中
止 は支出した財政を無駄に し､ 信用を失墜させ る こ と､ 経済効果が予想される こ と ､ そ し
て都民代表で ある議会が 開催 の決定を既に行 っ て い る にも拘わらず､ 知事の 決定は議会の
意思を否定するもの で ある との点を挙げて ､ 5月 18 日､ 世界都市博実施を推進する意見書
を自民､ 民社 ･ コ ア東京 ､ 公 明､ 新進党等の 100対反対 23 の圧倒的多数で採択 した｡ し
か し知事は 5月 31日､ 中止 を決定したの で ある15｡ 知事は ｢撤回という公約 を守 るこ とが
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都民に対する私 の 政治責任と して優先されるべ き+ で あると理 由を述べ た｡ こ の決定は都
民には概ね受け入れられて い たようである16｡
一 方､ 二信組 - の金融支援問題は ､ 新たに顕在化 したコ ス モ信用組合- の財政支援問題
と関連す る ことに なっ た｡ 95年7月 29日､ 都内に本店を持つ コ ス モ借用組合が経営破た
んか ら自主再建が困難にな っ た こ とが報 じられた17｡ 不良債権3800億円の うち ､ 回収不能
の 1300億円は整 理回収機構 に譲渡された｡ 都は 30日の 日曜 ､ 大蔵省､ 日銀と協議 して預
金者の不安を解消するため信組 の上部団体である全国信用協同組合連合会か ら無担保融資
による資金準備を行 い ､ 財政支援を行うこ とを方針を明らかに した｡ この ような状況を不
安視した預金者が ､ 翌 31 日 ､ 日本橋の本店前に始業前か ら約 20人詰めか けたの を手始め
に ､ 同日午後 5時まで の 営業時間内に 627億円が引き出される とい う事態に至 っ た｡ 知事
は同日､ 蔵相､ 日銀総裁に支援を要請 し､ コ ス モ 信組 の業務の - 部停止命令を出 し､ 期 日
前定期預金等の 払 い戻 しを禁止する措置を行な っ た｡ その 際都の財政支援は 200億円とさ
れたの で ある｡ 都は整理回収機構の運営の ため､ 10年間にわたっ て 20億円ずつ 支出する
方信を示 して いた ｡
しか しこう した事態 は ､ 二信組 - の財政支援は行わない と した選挙公約に ､ 矛盾すると
した批判が紙上で はなされ ､ 二 つ の問題が混同されて ､ 公約破棄の 責任が問われたの で あ
る｡ 知事は ､ コ ス モ 信組 - の支出は ､ 借用不安の拡大を防止 して預金者を保護するため の
もの で あると釈明 し､ そ の 上で 二信組 - は支出 しな いと明確 に否定した18｡ 同様の 取り付
け騒動は､ 8月 30 日 に明るみに出た大阪の木津信組 ､ 兵庫銀行にお い ても破綻が表面化 し
た｡ 木津信組 の 場合で は ､ 破綻の報じられた･30日に限 っ て も引き出しを求めて殺到 した
預金者は 10000人以上に も及び ､ コ ス モ信組以上の 規模で あっ たの である｡
95年 9月 の 95年第三定例会に コ ス モ 信組 の処理の ための 補正予算案が提出され たが ､
読会は予算特別委員会を設置 して審議に当 っ たo 95年 2月 の 95 年第 一 定例会 にお い て ､
二信組 - の財政支援に反対 して い た都議会公明､ 新進 ､ 共産などの 会派は､ 同問題 に つ い
ても反対 した｡ 特に問題 とな っ たの は､相次い で信組の 経営破たん が明らかにな っ たため､
国と地方自治体との処理をめぐる責任分担の範域に対する疑問と､ 二倍組 - の 30億円の
処理が論点とな っ た. 知事は コ ス モ処理の場合で娃預金者保護の ため財政支援を行う方針
を提示 したが ､ そ れは選挙 公約とは基本的に異なる事項で あっ た ｡ しか し､ 読会と紡上を
始めと した世論は ､ コ ス モ に支出する ことは 二信組 - の 支援をしない との公約を破棄する
もの で あるとの 認識 を持 っ て い たの である19o 二信組 は実際には既に消滅 してお り､ そ の
営業権は新銀行に譲渡されて い たため､ 都の財政支出を行うと しても ､ それはそ の枠組み
自体にで あ っ て ､ 実質的な支出対象は既 に存在 して い なか っ たので ある ｡ しか し知事は公
約被棄を議会で表 明 し､ こ れに白眉 党が賛成の 態度を表明 したため∴ 一 気に解決方向に審
議は進展 した｡ 9月 29 日未明の 予特委で は､ ①国の 責任を明確にすることを国に要望する
こと､ ②二信組 - の財政支援300億円は支出 しない こ とを付帯決議に して ､ 自民､ 社会
･
市民会議､ 民社 ･ コ ア東京 ､ 生活者ネ ッ トが賛成に 回り､ 可否 同数という緊迫 した状況下
であ っ たが ､ 委員長採決で 可決され ､ 続く本会議で は 3票差で可決 された｡ そ の後 ､ コ ス
モ 信組の 乱脈経営問題 は刑事事件に発展する事態を迎 えたり､ 都の 同級 - の 指導に問題が
あっ たり したが ､ 二信組 - の支出は ､ 財政処理が新銀行設立 で達成されたため ､ 凍結され
たままで あっ た｡
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臨海副都心開発問題 は ､ 知事候補全員が見直しを主張 して いた ことから､ 知事の就任が
あり次第､ 見直 しの ため の知事の 私的諮問機関と して の有識考によ る懇談会の 開催を予定
して いた が､ 都市博中止決 定で紛糾し､ 港湾局推薦委員の人選と知事推薦委員の人選に 手
間取り調整 が難航して い たため初会合が開かれたの は 95年 9月 11日で あっ た｡ この よう
な人選に表 われた委員会内 における対立構図の 様相はその後の 審諌にも影響し､ 懇教会内
部は ､ ｢推進派+と｢見直 し派+とに峻別されて いた｡ 当初は中間的な立場の 委員もい たが ､
港湾局長が同懇談会を軽視 して いたことによっ て見直し派に態度を変更 したため ､ 結局 二
つ の 対立構図が現出され､ 審議の結果も推進 ､ 見直しの両論併記の決裂答申として 96年4
月 26 日知事に提出された｡
これを受けた港湾局は ､ 精力的に都の最終案を作成するが ､ 6月 7 日に公表 された見直
しは､ 部分的に見直しされ たもの の ､ 現行推進派に近似したもの で あっ たの で ある｡ すな
わち ､ 主な改善局は ､ ①最終完成時を2000年から2015年にする こ と､ ②事業費を計画の
3兆 9600億円か ら削減して 2 兆4300億円に変更す ること､ そ して③事業計画 の完成時を
2034年にするこ とが決定されたの である20｡ 確かに内容に変更はあっ たが ､ 基本 的に同計
画は継続される こ とにな っ たの である｡
95年 の 知事選挙にお いて ､ 青島候補は ､ 都市博につ いて は ｢中止+､ 臨海副都心 開発 に
つ い ては ｢根本的な見直し+､ 二倍組につ い て は ｢反対+ を公約 して い た｡ こ の選挙では青
島をは じめ ､ 石原 ､ 黒木 などの 有力 6候補が立候補 したが､ 青島に限らず､ 前2 者に つ い
て は6候補とも程度の相違はあ､りつ つ も､ 鈴木都政の 政策に批判的であっ た｡ ただ し､ な
かで も青島候補の選挙公約は 6者の なかでも最も厳 しい内容で鈴木都政に批判的で あっ た
の である21o こ のため以上の 検討からも分か るように ､ 公約と実際の方策処理 との 帝離が
公約違反と して批判されたの である｡
3 . 不充分な取り組み姿勢
逼迫する都財政
財務局が95年8月 10 日発表 した94年度の普通会計決算によると､歳入総額は 6兆 7624
億円､歳出練額は 6兆7 160億円で あっ た22｡ これらは 93年度をいずれも5%以上下回り ､
歳入総額が 7 兆円を割り込ん だの は 91 年決算以来の こ とであ っ た｡ しかも経常収支比 率
の点か らい えば､ 鈴木都政の財政再建が開始された 79年の 状況にまで都財政が縮小 した
こ とを示 して い た｡ 形式収支こそ 464億円の 黒字で あっ たが ､ 実質収支はわずか 120 万
円で しかなく ､ ほとん ど収支ゼ ロ に近 い とい う状態で あっ た｡
財政悪化の 最大要因は ､ 都税収入 の減収で あり､ 都税決算額は 3兆
･860億円で ､ 93年
度決算額を 1 970億円 (4.9%)も下回り､ 92 年度以来 3 年連続で前年度割れ の状態にあ
っ た｡ しかも 94年度の都税決算額は87年度以来 7年ぶりに 4兆円阜を割り込むという状
態で あっ たの で ある｡ 特に法人二税の 落ち込みは著 しく ､ 93年に対 して 94年は 12%も落
ち込ん で い た｡ こ うした歳入の 減収分を補てん したの は ､ 各種基金の取り崩 しと､ 起債に
よる財淑とで あっ たため ､ 勢い都債残高は増大せざる を得なか っ た｡ 公債費負担比 率2 3は
92年に 5.8%にまで減少 して ボトム期を迎えたもの の ､ 93年には逆に増加 に転じて 6･4%
となり ､ さらに 94年は 7.2%に上昇して い っ たことがこの 点を裏付けて い る｡
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こ の ような状況で あっ たため､ 7月 27 日 には ､ 都財政の 現状と向こう3年間の 見通 しを
集約した ｢都財政白書+ が発表されて い た｡ こ の 白書は､ ｢転換期を迎えた都財政+ と題 さ
れ､ ｢現状+ ｢財政状況悪化 の原因+ ｢今後の 見通 し+ ｢財政運営の 方向+ の 4部か ら構成さ
れて ､ 都財政の状況を都民に周知する目的で発行された｡ 同様の 白書の発行 は､ 美濃部都
政から鈴木都政に移行時の 79年以来16年ぶりであ っ たが､ それだけ財政に対する危機感
は強か っ たとい えよう｡ そ こで は , 景気後退による税収の落ち込みで ､ 歳出と都税収 の帝
離が90年 から 94年の 5年間に約1兆4000億円にまで拡大する 一 方 ､89 年末には 1兆円
にも達 して した各種基金残高も取り崩されて 3600億円にまで減少 したため ､ 95年以降の
財政運営が厳 しさを増すこ とが予想されて い た｡ 原因としては ､ 歳出額の増大と税収の減
少とが挙 げられ ､ 歳出額は85年か ら94年まで の 10年間に約2 倍にも増大する 一 方で ､
逆に ､ 景気対策による道路整備などの都の単独事業､ つ まり歳出は増大 して も減少するこ
となく ､ 約 5.6備にも達 して い た｡ この ため､ 都税収 が仮に年率で 3% 程度伸長したと し
ても､ 各年度で約 2600億円の赤字が継続される可能性が高か っ たため ､ ｢都政の リ ス トラ+
｢受益者負担の適正化+｢地方税財政制度の 改革+ が必要であると結論付けられた の で ある
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他方で ､ 橋梁や道路とい っ た都が従来投資してきた社会資本は ､ 全国平均に比較 して老
朽化 し､ 耐用年数を迎えたもの が多く ､ この ような施設 の修繕時期をも迎えて いた｡ 88年
時点で の 調査で は ､ 15年前 の 73以前に整備され た道路の禰習時期に当 っ て い たものが ､
たとえば道路で ほ､ 全体の 61%にも達 し､ 全国平均 の 23%を大きく上回 っ て い た｡ 下水
道設備で は全国平均の 32%に対 し､ 57% ､ さらに橋梁で は､ 全国平均 の 52%に対 して ､
97%にも達 して いたの で ある｡ この ような中長期的管理費用に加 えて ､ 80年代に建設され
た多くの都有施設 の管理 ･ 保守に伴う短期的経費も増加する傾向にあっ た｡ 95年度予算案
に計上 された都有施設の修繕などの維持管理費も､ 江戸東京博物館の 31 億円 ､ 現代美術
館26億円､東京芸術劇場19億円などがあり ､なかでも都庁舎の 70億円は突出 して い た2 5.
こ の ように､ 社会資本の整備という点からすると､ 前政権か ら継続した物件の 維持費の 増
大と､ 修繕 ･ 改善時期にあた っ て い た物件の整備という､ 非政策的予算の 増大も都財政圧
迫の 懸念材料と して存在して いたの で ある ｡
一 方 ､ 都と都内の 自治体との 関係で は ､ 都内区市町村の 94年度の普通会計決算におい
ても財政が悪化 して い た｡ 都は 95年 9月 5 日､ 23 区と41市町村の 94年度普通会計決算
の概要を明らか に したが､ そ こ で 23区は 93､ 94年度と2年連続で歳入 ､ 歳出が前年度を
割り込み ､ 市町村で は戦後は じめて歳入 ､ 歳出が前年度を下回わるとい う状態にあっ た ｡
23 区全体の 92年度の 歳出ベ ー ス の財政規模は､ 2兆7375億円で前年度比 3.3%であ っ た
もの が ､ 93年に は 2兆7120億円で 0.9% 減､ さらに 94年に は 2兆6638億円にまで落ち
込み ､ 1.8%減となっ て い た26｡ また94年 の 市町村全体の 決算では ､ 歳入規模は 1兆2565
億円で ､ 前年度比 2.9% 減で あっ た｡ 特別 区の場合の 経常収支比率は 86.2% ､ 市町村の場
合は 88.6% と､ いずれも両団体の適正値を上回 っ て い るとい っ た状態にあ っ た27｡
しか しながら､ 歳出の増加 は - 向に減少する状況で はなく ､ 予算編成における各局の要
求額は増大の 一 途を辿 っ て い た｡ 景気後退に よ る都税収入の 落ち込みが続き ､ 財務局は用
地取得費に初めて マ イナス シ - リ ン グを設定 して歳出抑制を求め るなど､ 財政再建努力 が
行われて い た 一 方 で ､ 95年10月 31 日 ､ 財務局の まとめた96年度 一 般会計予算の各局 の
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要求額は､9 5年 一 般会計当初予算額に比 べ て 4.8% 増にもな っ てい たo96年度予算案セは ､
新規､継続事業などの 要求が積極的に盛り込まれ ､96年度 一 般会計の要求総額は 7兆3044
億円となり ､ 95年度に比 べ て 3344億円も予算総額が増加 して い たの で ある｡ しか し､ こ
れらの歳出に見合う歳入となると､ 税収が落ち込ん で い たため起債に依存せざるを得ず､
起債費は前年度比 27% 増となり､ 税収 の落ち込み分を起債で補てんするとい う方法を都は
選択で ざるを得なか っ た｡ この ため財政悪化 をさらに助長するとい っ た藩循環に都財政は
陥っ て い たの で ある｡
この ため､ 青島都政は財政健全化の ために財政 の総合的管理が必要で あっ た. 青島都革
は ､ 鈴木都政の政策を転換 して ､ 新たな政策形成を行なうため ､ 95年を始点 に 97年度を
目標年度と した東京都の 3 カ年計画､ ｢とうきょ プラ ン 95+ を95年11月 8 日の 知事主宰
の執行部 ･ 幹部の会議で ある ｢政策会議28+ におい て策定 した. それ は同月 29 日､ ｢生括
者の 視点+ を重視 した都政改革と して具体化され るが､ その 計画によ ると ､ 財政は税収が
3年連続 して前年度を下回 るという厳 しい 状況に あっ たため､ 97年度予算目標こそ地方消
費税の導入による税源 の増収を見込んで 96年度税収の 7.8% 増､ 財政規模は 3.2% 増と設
定されて いたが､ 96年度税収様対前年度比 0.9% 増と低く設定され ､ 96年度の財政規模を
(95年9月補正予算後 の規模で)95年度比 で 0.7% 減と して ､ 緊縮財政を取 らざるをえな
か っ たこ とが詳細 に述 べ られて い る｡
こ の ような状況は予算編成の質的側面にも表われており､ 計画 した事業そ の もの の件数
こ そ 252件と､ 鈴木都政下で行なわれた93年度から 3年間の 財政再建計画 の 2 3 1件を上
回 っ て い たが ､ 新規事業はわずか に 65件で しかなく ､ 一 部新規事業は 49件､ そ して鈴木
都政か らの継続事業が 138件で ､ 計画事業の 大半は鈴木都政から継続されたも の となっ て
い た｡ 鈴木都政下で設計 された既述計画の総額 8兆5000億円にもの ぼる 3 カ 年計画から
みれば､ 総事業費の 7兆6990億円は それを9.4% 下回り､ 財政規模が税収に見合 っ たもの
とはされたが ､ 予算額か らす ると､ 6 兆 550億円に当たる事業費は鈴木都政 からの継続
事業分で あっ たため､ 約 85%の 予算は ､予算削減対象に はならない事業で あ っ たの で ある｡
したが っ て ､ 財政的観点か ら見れ ば､ 鈴木都政を引き継 い だ青島都政は ､ そ の発足時から ､
継続事業が多か っ たために歳出削減は容易ではなく ､ しかも独 自性を重視 した ｢青島色+
の発揮も し辛い状況 に置かれて い たの で ある｡
財政再建方策の模索
知事 は 95年12月 1 日開会の 95年第四回定例会 の所信表明説明で ､ ｢とうき ょ うプラン
95+ に つ い て ､ 都民の 生活 を守り ､ 支え､ 豊か にするために施策の 重点化 に工夫をこらす
ために策定 したと説明 し､ 財政健全化 のためには長期計画や行政改革に取り組む必要があ
るとの 認識 を明らかに した29o 都債や他会計か らの 借入金を合わせ ると､ 一 般会計の借入
金依存度は 13.3%にも達 し､ こ の ような状態は 70年代未の 美濃部都政末期と同水準の 程
度にあ っ たの である ｡ したが っ て ､ 知事は 96 年度予算案を ｢財政健全化元年 の予算+ と
位置付け､ 歳出削減方策に積極的に取り組む姿勢を強調 した｡
96年度予算案における都税収入 は ､ 95年度 (当初) に比較しても 1200億円減で ､ 4兆
413 億円と見積もられたため ､ 一 般会計予算額 (歳出額) の 6 兆 8650億円に対 して ､ 2
兆8237億円もの帝離が あ っ た｡ 不足額は ､ 都債で 8000億円計上 (都債依存度は 95年度
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の 10.2%から 11･7%にな っ て い た) できたと しても ､ その 節離は完全に は補てん できず､
歳出の 抑制は必 至の情勢で あ っ たの で ある30｡
96年度当初予算実の 編成過程にお いて ､ 青島都政が計画 した主な削減方策を指摘すると､
先ず人員整理が挙げられ る｡ 青島都政は 10年ぶりに人員削減を96年度予算案に盛り込 む
こ とに したの で ある｡ 具体的には ､ 全職員を対象に 1626人の人員整理が構想され ､ 知事
部局で は813人､ 都立学校教職員では938人 ､ 公営企業で は127人が割り当て られた (響
視庁163人 ､ 束京消防庁 90人は各々 増員)0
第二 に, 青島都政は従来の事業の 見直しにも着手するが ､ なかでも象徴的であ っ たの は
敬老金 の廃止 問題で あっ たo 都内市町村の 75歳以上の 高齢者 - の年1回の 一 律5000円支
給の敬老金を96年度か ら廃止 し､代替 して記念品贈与を構想した｡敬老金制度は 1958年､
一 律2000円支給か ら開始され､ 69年には 5000円に引き上げられ現行に至 っ て いた. 当
初こ そ 23区も含めた都下全域を対象と して いたが､ 75年以降は 23区分は 区の 事業に移
管されたため､ 市町村に限 っ て実施されてい た｡ それでも95年度には 16 万2000人が対
象となり､ 8 億 1000万円もの財源が必要であ っ た｡ 福祉局はこ の 制度の形骸化と高齢化
社会に対する予算的措置の増大化 に備 えて ､ 年齢の 節目にお い て祝い金を支給する制度 -
の 改定を計画 したの で ある31｡ しか しこ の 方策の 提案には各会派が強力 に反対 したため ､
自公の 主要会派との事前調整で福祉局は ､ 提案の 時点で ､ 施行 日･を ｢規制で定める日+ に
妥協して提出する にな っ た｡
また都と区の関係で は ､ 都 区財政調整交付金 の 引き上げが予算化された｡ 特別 区の 収入
で ある市町村民税個人分が 95年度より0.9% 減収 になり､ また道府県税の 一 定部分を原資
と して市町村に交付され る交付金 で ある利子割交付金32が 95年度実績か ら半減すること
ことが確定的となっ たため ､ 特別 区全体として歳入総額は 95年度より5.4% 減収すること
が見込 まれた. この ため調整基本額を2%加算 して 6915億円が交付される こと力学96年度
予算案に盛り込まれた｡
通常､ 各年度の予算案は財務局経理部主計課で編成され ､ そ の編成案は経理部長 ､ 財務
局長､ 担当副知事を経て各々 の 段階で レ ベ ル に応 じて査定され ､ 最終的には知事査定によ
つ て予算案と して作成され る33ム そ の後約 2 0 億円の 知事の査定枠をめぐっ て復活折衝 が
行われるが ､ 96年2月 2 日に行われた96年度の 当初予算案に対する復活折衝は ､ ①不況
対策と して 中小企業 - の 融資を増大させ るた め ､ 預託原資の 増額に 72億7700 万円が ､ ②
私立学校 - の助成費の 増額に 8･億 8000 万円などが配分されたが34､ 何れの 要求も政党か
らの 強い 要請に答えたもの で あっ た ｡ ①に つ い て は全教党から､ ②に つ い て は自民党か ら
もたらされたもの である｡ この ような予算案に対 して ､ 都議会自民党は ､ 都政の リス トラ
と都民福祉につ い て評価 し､ 都議会公 明は生活者の視点か らハ ー ドか らソフ ト - の 予算配
分を評価 し､ 都議会新進党､ 社会 ･ 市民連合 ､ 民社 ･ コ ア東京などの 会派35も概ね同予算
案に賛成の 意向を示 したが ､ 共産党都諌会は ､ 鈴木都政の予算編成を色濃く継続 して い る
点と ､ 住民犠牲を前埠と した都政の リス トラ に反対 した｡
しか し､ 2月 27 日に 31日の会期で始ま っ た96年第 一 定例会では ､ 敬老金の廃止 時期
に つ い て知事 ･ 執行部提案に反対 の意見が多く ､ 執行部は会派 の要求を受け入れなければ
ならない状態 にな っ たの で ある｡ ｢実施時期に つ い て配慮し､ 総合的な高齢者福祉対策をあ
わせ て実施する+ という付帯決議が付され ､ 事業単独で は実施できない ことが決定 した｡
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こ の ため ､ 周 方策の 実施 は事実上見送られ た格好にな っ たの である｡ この ような結果は ､
無論予算全体の 中でみれば､ わずか な政党間対立で しかなか っ たが ､ 問題は ､ こうした方
策が執行部と議会の政治的力関係に依存せ ざるを得なか っ たと いう点である. 知事の 主導
性とい う点から見れば､ そ の影響力 は発揮できなか っ たの で ある ｡ したが っ て ､ 知事は ､
財政再建 を目標と した歳出削減政策の必要性 を強調 して ､ 行政需要の増大と都税収入の 低
迷で逼迫する都財政の 再建 を主導すべ く ､ 都庁内に 96年か らの 3 カ年間の 財政健全化計
画の策定を行うこ とを目的 に ､ ｢財政健全化検討委員会(委員長 櫓垣正 巳副知事)+ を96
年 3月新設 した｡
同委員会は 96年 4月 17日初会合を開き ､ 財政再建団体指定を回避すべく ､ 97 年度予
算編成に提案を反映させ るため96年7月中旬に は中間報告を､ 同年 10月 には最終報告の
提出を行うことに なっ た｡ 96年度は2700億円あまりの財振不足が懸念されたなか ､ 他会
計か らの借入と財政調整基金 の 取り崩 しで不足を賄っ たが ､ 97年に は5000億円 ､ 98年に
は 4 300億円の財源不足が予想された｡ この ような状態の 継続は ､ 01年に実質赤字で 20%
を超 えて ､ 財政再建団体指定が現実化する可能性 を持 っ て い たため ､ 財務当局には深刻で
あっ た｡ 財政健全化計画で はまず､ ①総量を規制する歳出削減と ､ ②歳入確保 の努力とが
提示され ､ 大幅な税収増の見込みが立ちにくか っ たため､ 人員削減や公共事業の抑制など
にも向かわざる を得なか っ た36｡ 財政課長は ｢まん べ んなく歳出を削らない と､ 反発も予
想される｡ が け っ ぶちにある ことを都民に理解して もらうため にも ､ 都がリ ス トラの姿勢
をきちん と示さなければならない+ と会合で意見 を述 べ て い た｡
一 方 ､ こ の時期 (97年 4月) には消費税の 5% - の 税率変更に伴ない ､ 都道府県にとっ
て は新規の地方消費税 1%による増収が期待された｡ 確か に ､ 地方自治体の 多くは地方消
費税の 導入に伴ない税収増加 とい う恩恵を得たが ､ 東京都の場合で い えば､ 地方消費税創
設 による税収以上に ､ 創設 に よ っ て流失する減収の 影響の 方が大きく ､ 地方消費税の導入
は都財政の悪化の 改善に は寄与 しなか っ たの で ある｡ 主税局の試算によれば､ 地方消費税
は本店所在地で 一 括して国庫に納入され ､ 国による調整の 後､ 各々 の 自治体に交付される
仕組みで あっ たが ､これに よ っ て配分される新規税収は年あたり340 億円と試算された ｡
しか し都の場合 ､ その うち 1700億円は区市町村 - 配分される地方消費税となり ､ さらに
当税の導入 に伴な っ て廃止 され る地方譲与税の 減収分が 1300億円､ また同時に行なわれ
た住民税の 恒久減税で 300億円が加 わる点もあっ て ､ 都の新規の財源 は高々 10 億円で し
か なか っ たの で ある｡ 一 方 ､ 都が私人と して購入する物品や 工事代金などにかか る消費分
にかか る消費税の 支出分は従来で は 500億円で あ っ たの に対 して ､ 税率の引き上げに よ っ
て 350億円と積算されたため ､ 100億円の新規増収も結局は差 し引き 2 50億円の 減収に な
るというの が現状であっ た37｡ つ まり消費税率引き上げも都財政再建には貢献 しなか っ た
の で あ っ たの で ある｡
さて ､ 財政健全化要員会は 96年 7月 11 日 ､ 97年度予算編成に向けての 歳出削減の 指
針 を中間報告と してまとめた｡ そ の 中間報告によると ､ 当面､ 96､ 9 7年度の 目標が提示さ
れ ､ 投資的経費に つ い ては最大 50%の 削減基準 を 一 律に適用する 一 方 ､ 各種催事費､ 調査
研究委託費､旅費などの 一 般経費に つ いても - 律30% 削減の基準を適用する よう答申され
た｡ この ような措置が実行されれば､ 行政事業は現状程度の水準に設定され るため､ 新た
な経費の 支出が抑制され るため ､ 97年度単年度に限 っ ても 30qO億円以上､ 場合に よ っ て
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は 5000億円程度の歳出削減が見込まれるとされたの であるo もちろんその 中には ､'美渡
部都政以来､ 都の 重点福祉政策と して象徴的で あっ た ｢老人福祉手当+ や ｢私学助成金+
も削減対象に含まれて いた ｡ この ため､ 問題は ､ 削減事業が具体化するこ とによ っ て生 じ
る反対派 ､ たとえば削減対象者 ､ 学校経営者､ さらには こうした補助金 の削除によ っ て影
響を受ける団体などからの ､ 政党を巻き込んで の 党派的圧力の 彫響を､ 知事 ･ 執行部が如
何に調整して ､ 財政健全化 に資するか とい う点にあ っ た38｡
そ こで ､ 知事は､ こ の ような財政再建に取り組む執行部の姿勢を理解してもらうため､
96年 9月 5 日に開会された 96年第三定例会の所信表明説明で次のように力説 した｡ 都財
政は 95年度択算で実質的に は 3000億円の 赤字にな っ たため､ 財政健全化の 端緒として ､
96年度の 予算編成で は経常的経費や投資的経費を削減して ､ ｢この試練を､ 都政を真に都
民の もの に変革して いくた めの 『産みの苦 しみ』 と しなければならない+ と述 べ たの で あ
る39｡
そ して 11月 27 日には､ 財政再建検討委員会の 最終答申と して の財政再建計画案が発表
された｡ こ こでは ､ ①財源不足を 98年度まで に解消す ること.､ ②財政再建団体指定の回
避 ､ ③弾力的な財政体質を目標と して ｢職員定数削減などの 内部努力+｢施策の 見直し+｢歳
入確保努力+｢財政運営 ･ 予算編成手法の 改善+ の 4項目が明示 された｡ それ によ ると､ ｢職
員定数削減な どの 内部努力+ と しての 経費節減では ､ 組織見直 しや職員定数削減､ 事務経
費削減に よ っ て 97年度に は260億円､ 98年度には390億円の財源 を削減する こ と､ 人件
費削減で は 3年間で定数 450 0. 人 を削減する こと､ ｢施策の 見直 し+ の 点では ､ 96年度予
算で 12 4 4億円計上されて い た私立学校経営費補助と､ 3238億円計上されて い た道路 ･ 街
路 ･ 中小河川整備事業を中心iこ 97､ 98年度を含めて 640億円を削減する こと､ 投資的経
費の削減では 97年度に 260 0億円､ 98年度に2800億円の 削除が明示されたの で ある｡ ま
た ｢歳入確保努力+ に関 して は ､ 新規に税源を求 め､ そ こか らの増収が期待できない場合
には ､ 都税補足率を高めて 97年度には 800億円､ 98年度には 120 億円の増収を目標と
し､ さらに歳入確保の ため に都民負担として の各種利用料金 の引き上げを行うという提言
になっ て いた｡ 97年度の財源不足額は 5000億円であ っ たため ､ 財政再建計画案で は ､ こ
の 目標値の 設定とそ の 達成とに よ っ て ､ 97年度に は 4440億円の 財源を捻出し､ 都債発行
を2500億円と した場合､ 差 し引-
'
% 1940億円が黒字になるとの 見通 しを提示 したの である
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こ の 提言は知事 の諮問機関以外 でも構想され , 都議会新進党は ､ 12月 18 日には議会､
行政､ 都民が 一 体 して行政改革に取り組む必要性 を強調 して ｢都政改革.
- t の 提言+ を知事
と議長 に提出 した｡ 提言 で は ､ 特別職 の報酬 ･ 給与削減､ 都議会の 情報公開 ､ 議員定数削
減などの 内容が盛り込まれ て い た｡
97年第 一 定例会の審議過程
都の 外郭団体は 85年か ら 95年までの 10年間に ､ 毎年ほぼ 2 団体づ つ 設立されて 22
団体増加 して い たことが 95年 9月 9 日､ 都がまとめた行財政改革の検討か ら明らか にな
っ た｡ しか も各々 の 団体の約半数の 役員は都職員退職者で占め られて い ることも判明 した｡
都が補助金を拠出 したり､ 継続的に業務を委託 して い る財団や第3セクタ ー などの総数は
95年 8月 1日現在で 128 団体に上 っ て い た｡ こ の うち運営に都が強力に関与 したり ､ 都
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の 出資比 率が高い 団体は 83団体になっ て いた｡ 都はこ の ような ｢設立や存立 に都が直接
関わ っ て い る団体+ を外郭団体と規定 して い る｡ 都は行財政改革を行うため､ 国とも関係
の深 い首都高速道路公団と帝都高速度交通営団を除外 した 81団体の職員構成に つ い て調
査した結果､ 279人の 常勤役員の うち 140人が都職員の退職者で あっ たことが分か っ た｡
しかも常勤役員数は 88年度か ら94年度まで の鈴木都政期に 1.43倍に増加 したが､ これ
は団体数の伸び
●
(1.23 倍) 以上で あっ た｡ こ の 点は単に団体数が増加 したことに限らず､
団体数の増加とともに役員数の 伸び率も高まり, 当該団体が退職 した職員の 再就職の 受け
皿 ともなっ て いたことを意味 した｡ したがっ て ､ 財政再建 には ､ 都庁内職員数の 削減のみ
ならず､ 団体数やその 役員数に つ い ても削減が必要で あるとい う点が明らか になっ たので
ある41｡
さらに外郭団体の財政再建問題で は経営状況の 悪化も焦点と して浮上した｡ 知事は 97
年 1月 2 4日の 定例記者会見で ､ 外郭団体はますます経営は苦 しく なり､ 事態は切迫して
い ると指摘 し､外郭団体の整理統合化や効率化に努力する ことを明らかに した｡ たとえば､
竹芝地域開発 (樵) (港区 - 社長 : 植野正明副知事) の累積赤字額は 96年度末で 170億円
にも達 し､ 自己資本額以上 に膨張 してい た42o なか でも都の 関係する外郭団体の 経営次況
の うち､ 都の資本金比率が 25%以上にの ぼる第3 セクタ ー で は ､ 29社のうち 15社が累積
赤字を抱え､ しか もそれらの 総額は 1995年度末で約 4 20億円にも達する見通 しであっ た
(97年1月 29 日現在)｡ 都が 9 7年 1月 30 日まとめた改革案で ､ 統合対象となっ た第三
セ クタ ー を含む外郭団体のうちの 6 社43は､ 竹芝地域開発をは じめ東京臨海副都心開発 ､
東京テ レポ ー トセ ンタ ー な ど､ 臨海開発 関連企業に集中し､ その 赤字合計額は 350億円と
なり ､ 累積赤字を抱えた企業15 社中の 累積赤字額の 84%にも達 して いたの で ある｡
ただ し､ 財政健全化の ため の外郭団体の整理統合化 には ､ 都財政の圧迫とい う問題点も
含まれて いた点は注意を要する｡ たとえば､ 都財政の赤字額は 95年度の 場合､ 30 0 0億円
が見込まれて い たが ､ 仮 に外郭団体の整理統合化を図れば､ 整理統合後の債務超過企業の
累積赤字をも都財政は補て ん しなければならなか っ たとい う点で ､ 外郭団体の整理統合化
は､ 都財政の さらなる悪化 を促す可能性が あっ たの である｡ こ の ため､ 外郭団体の 整理統
合化では ､ 累積赤字額の最小化 を図 っ た後で の整理統合が重要であ っ た｡ 財務局長の 第三
セク タ ー の整 理統合に つ いて の会見で発せ られた, 三 セ ク自己改革が先だとの 97年 1月
27 日の発言は ､ まさにそ の 点を裏付けたもの で あっ た44.
こ の ため都は ､ 97年1月 30日 ､ 外郭団体の整理統合化に先立 ち､ 外郭団体の財政悪化
の 改善か ら着手 した｡ それ によ ると､ ①都の 関与度の 高い 70 団体を対象に 98年度まで に
団体数と常勤役員数を各々 1割削減すること45､ ②役員報酬 は経常状況 に応 じて減額し46､
③退職金 には上限を設け47､ さらに④経営評価制度の 導入 を図る48､ などとい う方針が提示
された49｡ たとえば港湾局所管の 事例では ､ 9 7年3月 18日審議の 経済 ･ 港湾委員会にお
い て ､ 臨海関連 3団併 (東京臨海副都心建設 ､ 束京テ レポ ー トセ ン タ ー ､ 東京臨海交通)
における人員削減や役員報酬引き下げなどに よる経営改善策を通 じて 3億 4000 万円の 経
費削減が達成されたこ とが報告されて い る50｡
こ のような方策を集約 した97年度 一 般会計当初予算案は､ 96年度に続いて 2年連続の
緊縮予算となっ た (6兆 6550億円､ 96年度に対 して 3.1%下回る)0 90年代初頭の バ ブル
経済崩壊後の税収不足 は都債で 手当てされたが ､ その都債も残高が昂 じ限界に達 してい た
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ため青島都政は事業の 大幅な削減を行なわざる を得なか っ た｡ 事は当該予算案を ｢改革の
第 一 歩+ と し､ 改革の ための 予算案で ある ことを強調 したo また併せて青島知事は､ 外郭
団体や部局の 統廃合などの行政改革にも積極的に取り組むことも表明した61｡ 加えて当該
予算案に は消費税の 税率改定に伴う公共料金の 値上げ案も含まれ ､ 上 ･ 下水道料金 ､ 工業
用水道料金 ､ 貸切バ ス な どの運賃には消費税率の上昇分が転嫁されて いたの で ある62.
以上の 97年度予算案に つ いて政党は次の ように評価した｡ 都議会自民党は ､ 歳出面で
努力の跡が認 められるo 内容で は重要課題をは じめ ､ 各分野にわたり配慮したもの とな っ
て いると､ 都議会公明は､ 財源不足が見込まれ る中で様々 な工夫をこ らして い るが､ 外郭
団体の リス トラなどは十分とは い えないょそ の 中で福祉予算がは じめて 10%を超えた点は
評価する｡ しか し消費税引き上げに伴う公共料金の 転嫁は断 じて容認できないと述 べ ､ ま
た都議会新進党は ､ 財政健全化計画の 目標をほぼ達成 し､ 財政体質の転換に向けて大きく
前進 した ことは評価すると ､ 共産党都議会は ､ 消費税率 5% の上乗せ は容認できない と､
社民党都議会は ､ 総論と しておおむね評価できるが､ 消費税率の 改定を公共料金に反映さ
せ るなど､ 厳 しい経済環境に置かれた都民に対する配慮がうかがえない面もあると､ そ し
て民社党 ･ コ ア東京は ､ 財源確保 ､ 歳出抑制に大き な努力 の あとがみられ るなどと､ 概ね
青島都政2度目の予算編成は各政党 ･ 会派に好意的に受け取られてい たの で ある6B｡
また知事は ､ こ の ような予算編成に並行 して ､ さらに都の長期構想をまとめて財政再建
に取り組むの 姿勢を強調 した｡ すなわち､ 21世紀の あるべ き都政像を構想 した ､ 長期構想
で ある ｢生活都市東京構想+ の策定が それで ある｡ 97年2月 7 日公表されたこの構想は ､
公募委員を交えた ｢長期構想 を考える会+ が 96年年頭から 1年がか りで構想を練 っ て き
た成果で もあ っ た64o
知事は ､ 当会の 構想も併せて ､ さらに強力な財政再建推進を因 っ てい っ たo 長期構想提
言の実現化と､ 財政健全化検討委員会にお い て答申された財政健全化3 カ年計画を実施す
る行政組織と して 97年 2月 13 日発足 した､ 櫓垣 正巳副知事 を委員長とする ｢財政健全化
実施委員会+ を財政再建計画 の実施組織と して位置付 けたの で ある65｡ こ の ように知事 の
財政再建 にか ける意欲 は高か っ た点が伺える｡
97年 2月 25 日に始ま っ た 97年第 一 定例会の審議過程で特 に注目を集めたの は消費税
の 税率改定に伴う公共料金 - の転嫁問題で あっ た｡ 都は当議会に上 ･ 下水道､ 工業用水道､
都営地下鉄 ､ 貸切 バ ス運賃など - の 消費税率改定分を転嫁する条令案6件を提出した｡ こ
れらの議案に対 して ､ 都議会自民党 (37人)､ 都議会民社 ･ コ ア東京 (6 人) は､ 転嫁を
見送れば ､ 将来の都民負担 が より重くなるとして賛成の意向を表明 したが ､ 都議会公 明(25
人) や共産党都議会 (13人)､ そ して東京市民 2 1(2 人) の 3.会派は ､ 都民の負担増は
避ける べ きだと して反対 の意向を明らかに した｡ 残 る会派の 民主 ･ リ ベ ラル と新進 ･ 刷新
は こ の 時点で は態度を明確に は して い なか っ た56｡
97年第 一 定例会も終盤 を迎 えた 3月 26 日､ 経済 ･ 港湾委員会と公営企業委員会の 両委
員会では , 都営地下鉄運賃や上 ･ 下水道料金 - の 消費税率改定に伴う転嫁条令案6件が集
中的に審議された｡ そ こで は両委員会 に委員を出 して い る会派を中心に自民 ､ 民社､ 民主 ･
リ ベ ラル ､ 新進 ･ 刷新などの 会派が賛成多数で 当該条令案を可決 したが､ 同日開かれた本
会議で の議決で は ､ 公明 ､ 共産､ 東京市民 21が6 件全ての 条例改正案に反対 した｡ ただ
し残る会派の 員数が多数で あっ たため当該条令案は 可決されたが､ ただ上 ･ 下水道料金改
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定の 2条例案に つ い て は ､ 高齢者世帯､ 生活関連業種 ､ 医療施設 で特に必要と認 めるもの
は97年12月まで特別 の措置を講ずる67との付帯決議が付されたの で ある｡
以上の ように 97年予算編成時の 消費税率改定に伴う公共料金 引き上げ嘆策を通 じて の
都の財政再建 - の状況は ､ 最大会派都議会自民党を中心と した会派の意向とも合致したも
ので あっ たため ､ 知事提案はそ うした勢力にも支持 されて可決された｡ 無党派知事の執行
部ではあ っ ても財政再建に関する都の 方針は ､ む しろ自民党を始めとする会派か ら支持 さ
れ､ 議会対策もか なり円滑に終了 した｡ 消費税の 転嫁政策でも､ 89年時の 鈴木都政にお け
るそれとは異なり ､ 典産党都議会や都議会公明の反対は あっ たもの の ､ 都読会自民党が こ
れらに同調 しなか っ たため ､ 付帯決議こそ付い たもの の 財政再建方策は著に つ いた状況 で
あっ た｡ この ため知事の財政再建はその後さらに具体化 して強化 されて い っ たo
浸透しない財政再建意義
全外郭団体 の財政再建 の 達成状況は ､ 97年 5月 29 日開かれた行政改革推進本部 (本部
長 一 青島幸男知事) 会議で報告 されたo 96年 3月 28 El に設定された ｢行政改革大綱+ に
基づく各方策の 96年度末 (97年 3月末) における達成状況の把握で は ､ ｢1996年度実施+
を目標と した全方策91件のうち 80件が達成され ､ そ の 実施率は 88%であ っ たo た だ し､
そ のうち外郭団体に 関する財政再建の 達成率は全体で 63%に しか及んでお らず ､ ｢96年度
か ら順次実施+
状況であ っ て ､
たので ある68.
年6月 12日 ､
とされた事例が11%､ ｢96年度に検討 ･ 協議+ とされた事例が 5%とい う
外郭団体の 整理統合化を前提と した財政整理は十分な達成状況 にはなか っ
こ の ような評価に よ っ ても外郭団体の経営改善は遅れてい たため ､ 都は 97
第 3 セク タ ー や財団法人など都の 出資 して い る外郭団体に つ い て ､ 所管局
は各団体の経営状況 を把握 して経営改善指導を行うよう通達 した｡ 従来 ､ 都は ､ 都が出資
する外郭団体の経営状況の 把握で は､ 随時の報告書の提 出ですませ ､ その 際問題 の ある団
体に つ い て に のみ都が直接指導を行 っ て いた とい う状況で あっ た｡ 都はそれを改め､ 都の
直接検査 ､ 直接指導に切り替えて ､ さらに定期的に そうした監査が 実施できる制度上 の措
置を取 っ たの で ある59｡
また､ 都は 9 7年 6月 17 日 ､ 98年度予算案編成に伴う概算見積もりに対す る方針 を各
局に通達 した際､ 外郭団体の 経営改善の ための 指導指針 につ い て も担当局に発する よう指
示 した ｡ それに よると ､ 都の 98年度予算案編成に 関する各局 - の 通達は ､ 人件費などの
経常的経費で は 97年度に比較 して 10%､ 道路建設や公営施設の 整備などの投資的経費で
は 30%の削減が指示され ､ 外郭団体に つ いて も同 一 基準での 予算要求が規定された の で あ
る｡
この ような方策は庁外で の 状況であっ たが ､ 都は ｢財政再建実施委員会+ の 方針を受け
て ､ 97年 8月 14 日 には､ ｢財政健全化計画+ の実施案を策定 した｡ そ こで は ､ 97年度ま
でに行われた事務事喪の 見直 しが言匝われ､ ｢内部努力+ の 達成の ため には､ 第 一 に ､ 局の 統
廃合を含む行政組織の再編と､ それによ っ て得られ る行政の 実施範囲の確定と ､ こ れらの
作業結果 から期待され る事務事業の余剰経費の 捻出が求められた｡ その ために は特に人件
費の 削減が求められ ､ 98年度までの 3年間に職員定数を4500人削減して ､ そ の削減に よ
つ て 98年度の 一 般経費を97年度より1割削減する こ とが求め られた｡ さらに在宅介護サ
ー ビ ス の 拡充や特別養護老人ホ ー ム - の入所待機の 改善など､ 重度の 介護を要する介護政
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策は充実の 一 方､ 高齢者医療費の 見直しや高齢者 シル バ ー パ ス 制度の 見直しに よ っ て経費
削減を行なう ことも求められた｡ また第二 に ､ 補助率が 50%を超える区市町村 - の補助事
業費の 超過分の 削減や､ 第3 セクタ ー など外郭団体 - の補助費を97年度比で 10%以上削
減する こ とも同様に求められたの である｡ そ して第三 に ､ 都有施設の使用料や各種行政サ
ー ビ ス の 手数料 に受益者負担制を導入する ことによ っ て料金収入の増大を図る ことなども
提示された｡ そ の結果 ､ 97年度に実施
■
した事務事業の うちの 30事業は､ 98年度には見直
しが可能とされ たの で ある60｡
こ の ような動 向と合わせて知事は ､ 財政健全化に資するための行政改革を提唱 した｡ 97
年 6月 の 都議会議員選挙後の 7月 24 日の臨時定例都議会におい て ､ 知事は ｢自治と分権
の確立+､ ｢開かれた都政の 実現+､ ｢行政改革の推進+､ ｢行政の健全化+ の 4課題 に つ い て
全力で取り組むと所信表明鋭明で決意を表明 した｡ その 際知事は ､ ｢行政改革の推進+ に関
しては ､ 97年10月まで に外部の有識者らによる懇談会を設け､ そ こで抜本的 な行改組織
の統合案をまとめ､ また ｢自治と分権の 確立+ に関しては ､ 都と区市町村間の 事務事業の
あり方を見直すため の ｢地方分権推進本部+ の 新設 を 97年度内に具体化するこ とも明ら
か に した61｡ こ れら行政組織の 設置を通 じて ､ 知事は ､ 行政改革で は都財政 - の 競争原理
の導入 と､ 一 部行政組織の 民営化を､ 一 方地方分権で は ､ 基礎的自治体の 自給を重視 して
区市町村と都との行政 の役割分担の 見直しなど､ 行政 - の 効率性と経済性の導入?必要性
を強調 したの で ある｡
労使間題に対する強い 姿勢
ところで ､ こ の ような内部努力の推進 は財政再建 には重要であっ たが ､ 特に人件費の削
減は急務で あ っ た｡ 都職員の給与の状況では ､ 95年 当時の職員の 給与水準ほ ､ 都道府県 レ
ベ ル で は首位で ､ 92年度以降その 状況は連続 して い た｡ 鈴木都政末期の 94年 4月 1 日当
時 ､ 国の職員給与水準 を 10 と した場合､ 都の ラ ス パイ レ ス 指数は 106.8 で政令指定都市
レ ベ ル では大阪市 (108.9)､ 川崎市 (107.2) に つ い で 3位7fhあ っ たo これを 9 5年 4月 1
日で比較 した場合95年は 101.3とな っ て い た ｡
表 6 - 4人事委員会勧告の推移62 0/.
91年 92年 93年 94年 95年 96年 97年 98年 99年
人事院 3.71 2.87 1.92 1. 8 0.9 0.95 1.02 0.76 0.28
人事委員会 3.7 2.9 1.7 0.92 0.97 0.99 1.06 0.79 0.29
注 1 . 97年は指走職は 翌年 4月 実施 ｡ 管理職は同年 10月実施｡
注 2 . 98年は 1年遅れ で実施｡
注 3 . 99年は総括課長級以上 の幹部職員は改定見送り｡
また人事院と人事委貞会勧告 との 比較では ､鈴木都政の 4期日の 91年度で は国が 3.71 %､
都が 3.7 %､ 92 年度では 国が 2.87 %､ 都が 2.9% ､ 続いて 1.92 % に対 し 1.7%､ 94 年度が
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1.18% に対 し0･92% で､ 92年度こそ都が 国を上回 っ たが ､ 4年平均でみ ると ､ 国の 2.42 %
に対 し､ 都は 2･31%とな っ て ､ 国より低か っ た｡ 確か に､ 都の 人事委員会勧告は由の人事
院勧告を下回 っ ては い たが ､ その基数の 差異や ､ 都道府県 レ ヴ ュ ル では通常国の 率を下回
る場合が多いとい う実情もあっ て ､ 勧告率の みでは都の給与水準が国の それ より低位に あ
っ たとは必ず しもい えな い状況で あ っ た｡
青島都政の開始時こそ国を下回 る勧告率で あっ たが ､ 人事委員会が 95年 10月 5 日に知
事と議長に提 出した 0.97 % とい う勧告率は ､ 国の 0.9%を上回 っ て い た｡ 勧告率の 遡及を同
年4月 1 日に求めた点で は国と同じで あっ たが､率が国のそれを上回 っ て い とい う点で は ､
当時の都の職員給与は全国的に見ても高い水準にあっ た ことが何われる｡ さらに人 事委員
会が96年9月30 日に勧告 した内容では ､96年4月 1日に遡及 して職員 の給与を平均o.9 9%
引き上げる ことが勧告され た｡ こ の た め､ 青島都政前半期では都の職員給与は国の水準を
上回り ､ さらに全国的 レヴ ュ ル でみて も高い水準にあ っ たとい えるの で ある ｡
と こ ろが 97 年に入 っ て事態が変化 した｡ それは先ず現業部門から表面化 した ｡ すなわ
ち､ 公営企業におい て業務手当の支給が引き下げられ る方向に なっ たの である｡ 水道局と
下水道局は 97年 4月 28 日､ 両局の職員で構成され る全水道束京水道労働組合(藤崎良三
委員長 - 9328人) と束京水道労働組合 (′ト林光男委員長 - 4 3 1人) に対 し､ 勤務日数に応
じて支給されて い る業務手当の 引き下げを提案 した｡ 計画に
`
よると､ 97年 8 月か らの 2
年間で支給率を段階的に逓減させ ､ 最終的には現行の 半額が削減されるとい うもの であ っ
た｡ 当然両労組は これ に反発す るが ､ そ の 後の 交渉過程で 両労組は ､ 削減が段階的であ っ
た点を考慮 して妥結する｡ 従来､ 水道局と下水道局の 一 般職員に対 し､ その 業務の特殊性
か ら ｢給与日額の 7%に勤務日数を掛けた額+ が支給されて いたが ､ 財政難か ら 97年 7
月 31 日両者 は削減で合意 した の で ある｡ 削減の 開始期を98年 4月と し､ 削減率は段階的
に 4%にまで 逓減させ るとい う内容で あ っ た｡
一 方 ､ 都は 9 7年 7月 11日の 定期異動 に合わせ て ､ 行政組織の統廃合と組織改正 を行な
つ て い るo そ こで は局長級 3､ 部長級 10､ 訣長級 3 0席を新設する 一 方 ､ 局長級 3､ 部長
級 14､ 課長級 25の定数が削減されて い た｡ 知事は 11月 7 日､ 定例記者会見で行革に対
する基本方針 を明らか に したが ､ そ こ では行改組織の 見直しに つ い ては ､ 小 さい政府で効
率よくす るこ と ､ そ して 改革の 重点を民間 - おき ､ 規制緩和も世界的な流れだと述 べ て ､
そう した姿勢で行政改革を行うこ とを強調 したの で ある63｡
また 一 般職に つ い て い えば､ 人事委員会は 9 7年 10月 8 日 ､ 知事と議長に対 し､ 97年 4
月 1 日に遡及 して職員の給与を平均 1.06% 引き上げる勧告を行 っ た｡ 勧告率は 96年度を
0.7 %上回り ､ さらに国の 1.02% をも上回 っ た｡ しか し都税収入が 1000億円減収に なる見
通 しから ､ 部課長級な どの管理職 は半年支給が引き延ばされ ､ また局長級職員は実施が翌
年98 年 4月 となり 1年間支給は延ばされた｡ こ の ような措置はさらに続き､ 都の特別職
報酬等審議会 (吉野俊彦会長) は 98年 1月 19日青島知事に ､ 知事や議員など特別職の 報
酬に つ い て 96年度に引き続い て 97年度も ｢改定 を見送るの が適当64+ と答申 した ｡ 現業
部門の 次は管理職以上 の職員に及んだの で ある｡ 特別職の 報酬答申が 2年度 にわた っ て据
え置かれたの は 1979 年と 80年以来で あっ た｡ 1一 方都議会も98年 1 月 19 日､ 自らの 判
断で ､ 議員報酬を5 %削減する方針 を 98年 4月 以降も継続するこ と を議会運営委員会理事
会で決定 した ｡
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こ の よう な知事 ･ 執行部の行政改革に対する姿勢は概ね議会内の 政党会派か らも評価さ
れてい た｡ 97年 10月 6 日の 97年第三定例会の財政委員会では ､ 都議会自民党､ 都議会
民主党､ 都議会公明 ､ 無党派ク などの会派が財政再建の ためには 一 層の 内部努力の 推進が
必要で あると ､ 知事の行政改革推進 の 立場に 同調する意向を表明した. こわため知事は ､
行政改革を効率あるもの にするため､ 次に職員に対する 97 年度の 人事委員会勧告の売全
実施 につ い て留保する意向を固めた｡ この ような知事の姿勢は ､ 都の行財政の あり方を審
議する97年 11月 5 日の都議会行財政改革基本問題特別委員会で の審蔑の場 にお い ても自
民､ 民主 ､ 公明の各会派か ら評価された｡ 97年度の人事委員会勧告に対 し､ 給与改定を見
送 るべ きだという意見が自民､ 民社､ 公明の 3会派か ら主張されてい たの で ある｡ こ のた
め､ 都は ､ 97年 10月 29 日における 98年度予算案の 編成作業におい て ､ 公共事業 (土木
工事) 費に つ い ての ｢建設 コ ス ト縮減に関する行動指針+ をまとめ ､ 98年度末に は96 年
度に比 べ て約 3%､額に して 200億円以上 の公共事業費の 削減目標が設定されたの である｡
続い て知事は 97年12月 2 日､ 97年第四定例会で も､ 行政改革の 必要性に つ いて 触れ ､
所信表明説明で ､ 基本的な考え方を､ 内部努力とともに ､ 年明け早々 にも示 したい と語り ､
また事業執行の効率性の追求などか ら､ 局の 統廃合を含めた組織の 大胆な再編整備を行う
こ と改め て表明 したの である｡
こ の ような知事の行政改革に対する姿勢に都議会自民党はこ 数合わせだけで は真の行革
にならない ｡ じ っ く り検討す るべ きだと述 べ ､ 都議会公 明や都議会民主党は ､ 本当に行革
をやる気 があるの か ､ などと行政改革に対する知事の 姿勢を問う意見が あり ､ 所信表明艶
明を簡単に修正するの は ､ 知事発言 の 重みが問われ ると､ 行政改革を疑問視する意見もあ
つ た66.
青島都政の行政改革は 98年に入 っ て か ら強化されて いく ｡ 都は98年 1′月 20日､ 98年
度に 2000人 を削減する改革案をまとめた｡ 都は 96年3月 ､ 行政改革大綱の制定によ っ て
96年度からの 3年間に 4500人 の人員削減を推進 して いたが ､ 9 8年に 2000人が上乗せ さ
れたため最終的には削減数はさらに拡大 し 6500 人 になる見通 しとな っ た｡ この 内容は ､
鈴木都政時の 87年度から91年度の 期間で の それ を上回り ､ 戦後2番目の 規模とな っ て い
た｡ こ の ような措置になっ たの も ､ 長期化 した不況によ っ て 97年度決算で は 100億円の
税収減が明確になるなど､ 財政状況 には依然と して厳しい環境にあ っ たためで あり ､ さら
にそうした状況を反映 して議会か らも - 層の 人員整 理を要請されて い たか らである｡
この ため 98年度には 2066人の 削減が 計画された｡ 知事部局が917人､ 公営企業が 459
人 ､ 都立学校数職員が690人となり削減数は ､ 全職員数(警視庁 ､ 束京消防庁職員を含む)
194000人の 約 1%に あたり ､ 知事部局でみ ると 2 %の 規模にもなっ て いた｡ 鈴木都政時 に
お ける人員削減では ､ 都庁職員の減員分を外郭団体が吸収する形で進んだが､ 青島都政の
行革では外郭団体の縮小も課題とされた ため ､ 外郭団体が退職職員の 受け皿 には なり得な
か っ たの で ある66｡
他方 ､ 人員整理とい う方法を通 じて の歳出削減にあわせて ､ 行政組織の 再編成とい う方
法での 行政改革も計画された｡ ｢事業本都制+ を都立病院や都営福祉施設 - 導入 して行政組
織の 再編を図るこ とにな っ たの で ある ｡ 知事は行草に取り組むため ｢行政改革の取り組 み
につ いて+ という指針を発表 し､ そ こ で は企業運営の視点を加える こ とに し､ 民間や国 ､
区市町村との役割分担 を明確に し ｢民営化 の推進+ を明らか に した｡ この ため行政組織再
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編の ために ｢政策形成部門+ と ｢事業実施部門+ の 強化を掲げ､ 事業実施部門セは､ 事業
の目標 を明示 し､ 成果 を公表する組織と して ｢事業本都制+ の 導入を図ることに し､ また
政策形成部門と しては ､ 政策立案部門を統合して簡素化 し､ 現場に応 じた実践組織に しよ
うと した｡ この ような方法 は都政の 経営につ いて外部の評価も受け容れやすく ､ 人事や財
政面で自由裁量も認め られ る ことにも資するため ､ 将来行政組織の エ ー ジ ェ ン シ ー 化にも
繋がる こ とが可能で ､ 青島都政の行革と しての 利点となる可能性もあ っ たの で ある67｡
そ して そ の行革の基本方針 は 98年 1月 21 日まとめられた｡ 注目点は 3点に集約でき ､
第 一 に ､ 行政経費の 削減に つ い て は ､ 既述の ように､ 職員数を青島都政 - 期間に 6500人
削減 し､ 管理職の給与改定を凍結する こと､ そ して現行の外郭団体を統廃合 してその 団体
数を削減するこ とが盛 られた｡ 第二 は ､ 簡素で効率的な行改組織運営の ため行政組織の再
編を行うことで あっ た｡ 既述 の ように将来の エ ー ジ ェ ン シ ー 化を想定して事業部門には｢事
業本部制+ を導入する こ とを計画 したo これらの詳細をみると､ 定数削減､r管理職数の削
減､ 職員給与に成績主義を導入する こ と､ 現業部門の 業務手当て の 見直し､ O A化の推進
に よる事務の 簡素化､ そ して現行 70の外郭団体を 60団体に10団体削減する点などが 明
示された｡ そ の 際､ 都か ら外郭団体に派遣 されて い た職員も ､ 98 年度中に 3000人中 80
人を引き上げる ことが計画された｡ また職員定数の 削減にお い て ､ 当初計画の 3 カ年間中
(96年度か ら 98年度) の前 2 年間で目標の 73%に あたる4500人の 削減が設計された.
ただ し98年度が 1000億円の減収に なることが判明すると ､ また読会か ら 一 層の 内部努力
の推進を要請 されると､ 新たに 98年度から2000年度にか けてさらに人員削減数をさらに
1500人上乗せすることも構想され た｡ こう した措置によると､ 年間で 400億 円の 経費削
減が見込まれ る こ とになり ､計画通り に達成されれ ば､合計8 00人 の職員が削減でき2040
億円の経費削減になるとされたの で ある｡
また職員給与の 見直 しで は管理職に限定 して 97年度の 給与改定を凍結して 6億円を削
減し, 143の 特殊勤務手当て の削減で は ､ 建設局や港湾局の乗船手当てや学校の校長兼務
手当て の廃止 ､ 上下水道の 業務手当て など14手当て の減額で年間22億円が歳出減となる
見通 しであ っ た ｡ さらに こ の ような措置を講じた上で ､ 既述の通り ､ 企業経営の 指針を都
政運営に導入 しようとした｡
しか し､ こ うした行政組織の再編成は必ず しも円滑に進ん だ訳で はなか っ た ｡ 再編に向
けて の知事の 姿勢とは異なり ､ 都議会行財政改革基本問題特別委員会で の審議過程で は早
急に進 めてもらい たい という主張がある 一 方で ､ 拙速は避 ける べ きだとの議論もあ っ たか
らで ある68｡ 98年 2月 4 日に開かれ た行財政改革基本問題特別委員会の審議にお いて ､ 執
行部が 1月 に議会に提出 した ｢組織再編の 基本的な考え方+ に つ い て の集中審議中､ 都議
会民主党の 中山義括議員は ､ ｢事案が示されなければ､ この 委員会の議論も前に進まない ､
都庁幹部が知事をバ ッ クア ッ プ して ない からで はない か+ と行政改革の進み具合に疑問を
呈する意見があり ､･ また都議会公明の 石川芳昭議員は ､ ｢昨年の 九月議会で知事は 『年内』
と言 っ たの に ､ 十 二月議会で は 『年明 け早々』 に変わり ､ 二度も裏切られた｡ 早く作業を
進 めて ほ しい+ と行政改革と要求する立場の 意見表明が行 なわれた｡ しか し反面で ､ ｢各局
か ら評判 が良く ない と聞い て い る ､ 拙速は避 ける べ きだ+ と主張 した都議会自民党諌員も
い たの で ある69｡
さらに都諌会民主党の中山義括議員は ､ 98年 3月 12 日 に始まっ た98年第 一 定例会の
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予算特別委員会におい て ､ 現在の行政組織を14局か ら5 局に再編する自らの提案を示 し
て ､ 現在の行政組織を ｢政策形成部門+ と ｢事業実施部門+ に分ける構想を提由した都の
行政組織再編案を支持 して ､ 事業実施部門を切り離せば､ 残された政策､ 企画 ･ 調整部門
は極めて簡素化されると､ 都の行政組織全般に対する提案を行 っ た｡ 行政改革は都議会自
民党以外 の 政党に比較的好意的に受け入れられて い た70｡
都はこ の ような動きにもあわせて ､ 98年3月 26 日､ 98年4月 から行政改革部門を強化
するために ､ 新たに行政改革推進担当部長及 び ､ 組織担当部長 を置く人事を決めた｡ 続い
て知事は ｢都庁行革+ の ために 同年8月中に抜本的な合成組織再編の 素案を策定する方針
を明らかに し71､ 98年7月 の定期奥動では､ 知事と3人の副知事 ､ 政策報道室長 ､ 総務局
長､ 財務局長ら9人で構成する行革戦略会議を設立 し､ 総務局を事務局と して行政改革推
進室 (浪越勝海理事) を新設 したの で ある｡
また ､ 外郭団体 へ の 方策と して は､ 97年 11月 2 7日､ 外郭団体の経営改善の ために経
営評価制度を導入す ることが明らか にされた｡
都の 関係する第3セ クタ ー は ､ 15社中12社が 97年度まで に 947億円の累積赤字を出
す状況で あっ た｡ なかで も東京臨海副都心建設 ､ 東京テ レポ ー トセ ン タ ー ､ 竹芝地域開発､
多摩ニ ュ ー タ ウン開発セ ンタ ー の 4社が特に経営状況の悪化が 著しく ､ 4社の累積赤字は
97年度末で 790億円と概算され ､ 外郭団体の 累積赤字線療の 実に 83%にも達 してい たの
である｡
こ れら4社は 特に財政悪化の主要企業で あっ たが､ これ以外にも外郭団体の 経営状況は
悪化 して いた｡ 都が97年 11月 27 日発表 した外郭団体の経営評価結果によると､ 1年以
上の 長期借入金 の残高の存在した外郭団体は､ 公営法人 12団体､ 第3セ クタ ー 12 団体で
97年度末で の借入金残高の 総額は 2兆4638億円にも達することが判明 した｡ そ の額は 6
年前の 91年度との 比較でみても 2倍となり ､ 特に第3セ クタ ー で は 1兆5345億円で 91
年度の 3倍にも達 して いた72｡ したが っ て経営基準の 導入は ､ いままで暖昧で あっ た借入
金総額を明示的に した点で も画期的で あっ たので ある｡
こ の ような新たな指標 の導入によ っ て 明らかとな っ た外郭団体に対 して ､ 都は 97年 12
月 24 日､ 具体策を講 じた｡ す なわち ､ 臨海地区で経営難に陥っ て い た都の 第 3 セク タ
ー
(東京臨海副都JL､建設､ 東京テ レポ ー トセ ンタ ー ､ 竹芝地域開発) の救済策で 臥 ①国か
ら受け入れて い る常勤役員の 17人の うち運輸省､ 建設省から受け入れて い る 7人を削減
して 10人 に し､ ②160人 の職員数を60人削減して 100人に して 両者で年間8億円を削減
し､ ③さらに財政面で都が 270億円､ 富士銀行 ､ 日本興行銀行 ､ 第 一 勧業銀行の 3社合計
で 270億円､ 両者合計で 540億円に上る金融支援策を98年度か ら実施す るこ となどが行
なわれた73｡
こ の ような知事 ･ 執行部の財政再建の 方策の展開によ っ て ､ 都議会公明 (橋本辰 二郎団
長以下 23 人) 壮､ 同党が これらの団体に実施 したア ン ケ ー トを下に ､ 外郭団体数を現在
より2割削減するこ となどを主な内容 とした財政再建案を98年1月 14日知事に提出した -
都政の行革は ､ 議会内の会派 にも関心 を呼び､ 都議会民主党や都議会公明などの 会派が ､
積極的な財政再建方策に関心を持 っ て い たの で ある74｡
重点の 不明な 98年度の 予算編成
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9 8年度予算案は ､ 財政再建計画の 最終年度を迎えた ｢財政健全化計画75+ と､ 都債発行
の抑制を目的と した ｢計画目標+ とい う二 つ の 計画を前提に編成された｡ 歳入面で は､ 公
債費が97年度の 4033億円を24%も上回り500億円の水準にも達 して いたため､ 都税の
捕捉率の強化を図るこ と､ 導入とそれに 関わる減収との関係で ､ 地方消費税 - の依存ほ必
ずしも効果的で はなか っ たが ､ 税収が増大 したという点でこれにも期待 し､ 都税収入 では
97年度比 で 6.7%増の 4 兆 6200億円が見積もられた｡ また､ 都債残高の逓減化を滑 っ た
｢計画 目標+ を達成するた めに は都債発行額を抑制する必要か ら､ 前年度比で 4.6% 削減
して 5200億円に都債は圧縮された｡ 一 方歳出面で は ､ ｢財政健全化計画+ で は額 に して
3100億円を削減することが求められたため､ 投資的経費で 10 00億円､ 将来的に歳入増収
を図るための 経費と して 500億円 ､ 内部努力とは じめとする経常的経費の削減で 1700億
円の合計 3200億円の経費削減が計画 されて ､ 財政再建計画に沿う状況にまで なっ た｡ 以
上の ように編成された 98年度当初予算案は ､ 一 般会計の規模では 97年度比で 0.70/.増の
6兆7000億円で あっ た ｡ 財政規模は前年度以上であ っ たが､ 公債費が 1000億円増大して
い たため､ 実質的に事業展 開できる予算は前年度を下回 っ て ､ 96年以降3年連続の緊縮予
算案で あっ たとい っ て もよ い76｡
こ の ように して編成された 98年度予算案は､ 98年1月 6 日から13 日まで知事査定が
行われ､1月 1 4日にはそれが局長に説 明され ､1月 16日たは再度知事に よる調整 を経て ､
1月 2 2日に予算原案と して発表されるという経緯になっ て い た｡ その 後､ 予算原案が編成
され ると､ 各会派の要望も受 け入れて最終的には 2月 5 日に最終原案が決定するという運
びで あっ た｡ 特 にこ の年度の 予算編成過程でそれ以前の 場合と異なっ たの は 1月 13 日ま
での 知事査定の あり方で あ っ た｡ 9 7年度まで の事例で いえば､ 財務局長 に よる予算案の調
整作業にお い て予算全体の 概要はほぼまとめられ ､ 形式的に知事査定を受けるとい うもの
であ っ たが ､ 98年度の 知事査定では ､ ｢財政健全化計画+ の 目標に従っ て ､ 見直しの規模
や方法が適性に行なわれて い るか否 かに つ いて知事自身が判断をするとい う作業が新たに
導入 された点で ､ 従来とは異なり ､ より厳 しい査定が行 なわれたの で ある77｡
知事は ､ 知事査定におい て ､ 従来聖域とされた福祉政策予算の 見直しに着手 した｡ 投資
的経費の 削減を行なっ て い た青島都政と して は ､ 民生費の削減が財政再建方策と して重要
であ っ たため､ それが削減されるの か否か は､ 知事の財政再建に対する姿勢を見るうえで
重要な課題とならざるを得 なか っ たからで ある｡ 民生費の削減で は特に福祉予算 - の 見直
しが注目されたo すなわち ､ 第 一 に ､ シ ル バ ー パ ス 制度の 見直 しで あっ たo それは ､ 従来
70歳以上 の 78万人の 高齢者を対象に支給されて い た都営交通や都内の 民営バ ス の無料乗
車券交付制度に新たに所得制限を導入 して ､ 一 定 の 限度額を上回る 5 万人を支給対象から
外 して ､ 60億円の 経費削減を図るという見直しで あっ た｡
第二 に､ 私学学校 - の助成金削減も重要な課題 であ っ た｡ 東京都は他道府県に比較して
小学校か ら高校までの 就学者を受け入れる学校の 割合で+ 私学の率が公立 に比 較して高い
という特徴があっ たため私 立学校- の 助成金支給が制度化され てい た｡ こ の補助金の 見直
しによっ て 98年度は 17 9億円 ､ 前年度比率に して 14.5%を削減して 1052億円にまで引
き下げるとい うもの で あっ た｡
第三 に ､ 特定医療費制度 ､ なかで も老人 - の 医療費助成と心身障害者 へ の 医療費助成に
対する助成金 の見直しが課題 に挙が っ て い た｡ この制度は65歳以上70歳未満の 高齢者や､
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心身障害者が負担する医療費を財政か ら負担 して無料7 8にするというもの で あ っ たが､ こ
の制度の 見直 しに よ っ て 1 9億円の経費削減を行おうとい うもの で あっ た｡
これに対 し､ 知事に よる最終調整 日の 1月 16日､ 都議会自民党､ 都議会公 明党､ 都議
会民主党､ 無所属クラブの 4会派は ､ こうした見直しに異鼓を唱えて ､ 知事に シ ル バ ー パ
ス 制度､特定医療制度の見直しに対 して現行制度の 据え置きを申し入れた｡ シ ル バ ∵ パ ス ､
特定医療制度の 見直しには ､制度の 目的や対象者の 生活実態を十分に勘案する必要があり､
仮に見直しを行なうと して も､ 都が徹底 した内部努力や行政改革を断行する ことの方が先
決で ､ 福祉の後退 を招い て は ならない と したの で ある｡ 現行制度の 見直しには内部努力 の
達成が前提 になるとの 判断を示 したの で ある79｡ 福祉局長は ､ 予算原案内示の 1月 22日ま
での調整期間におい て ､ 知事を税得した｡ 青島都政の ｢財政健全化計画+ に よる ｢聖域な
き見直し+とい う予算編成方針に沿っ て ､ シ ル バ ー パ ス 制度で は所得制限を導入するこ と､
また心身障害者医療費助成制度の見直 しでは入院時の食費に 一 部負担を盛り込むこと､ こ
れらの方策が計画されたが ､ 4 会派が､ 障害者団体か らの強い 要望に沿 っ て ､ こららの 世
論を代表する形で ､ 見直 し反対を申 し入れたからで ある｡ 福祉局長は ､ 財政状況は厳しく ､
福祉分野で あっ ても ー 定の 負担 には応 じざるをえない現状があるため ､ 都議会にもそうい
う点で協力を要請 して い る ､ と知事に制度の見直 しの重要性を強調 した｡ しか し知事は ､
予算原案内示 の 1月 2 2日当日に なっ て ､ ｢従来や っ てきたもの を自分の 時代で削減するの
は つ らい+ と述 べ ､ 制度の継続を決定 したの である80｡
一 方 ､ 私学学校 へ の 助成金削減には､ 都議会自民党と都議会公明党が従来か ら強い 関心
を示 してきて い たが ､ 98年度予算に 関して い えば､ 都蘇会民主党や社民党都議会も新た に
関心 を示 した格好とな っ た｡ 都議会自民党と都議会公明党は 45 億円を､ 都蔑会民主党と
社民党都議会は 33億円を ､ 各 々 新たに増額する よう1月 22 日 ､ 予算原案が内示されると
要求 した が､ 知事はそれ らの 要求の全て を受け入れ ることは出来ない として ､ 削減額を当
初予算案より圧縮して 83億円 (6.7%削減率) で決定 した｡ ただ､ 私学学校助成金が前年
度額を下回 っ たの は この 98年度予算案がは じめて で あっ たという｡
また ､ 知事は ､ 都議会自民党､ 都議会公明党､ 都議会 民主党の 3会派 の要望 に沿う形で
児童手当 の新設 を決定 した ｡ 3会派は ､ 少子化対策と して ､ 国の 児童手当制度と は異なる ､
第3子以降にも手当て を支給する児童手当制度の新設 を要望 して いた81o 98年度予算編成
過程 におい て福祉局は ､ こ れらの要望に沿っ て 3億 4400 万円を概算要求 したが､ 知事は
現金給付型の 事業は見直す との ｢財政健全化計画+ の 方針に したが っ て ､ 知事査定段階で
は予算は削除され ､ 一 旦計画は白紙に戻 っ た｡ しか し3会派 は予算原案内示後の復活要求
段階で知事に新設 を要望 し ､ 知事もそれらの 要求に応えて第3子 - の手当て支給の制度化
を新設 したの である82｡
また執行部と労組との 関係では､97年の給与改定問題があっ た｡ 人事委員会勧告は通常､
年度内に労使間で解決 される の が 一 般的であっ たが､ 97年度の 都の勧告は ､ 都道府県 レ ベ
ル で は都の みを例外に妥結されて い なか っ た｡ 都は財政再建を理由に年内解決を保留 して
いたが ､ 越年回答は 85年以来の ことで あっ た｡ こ う した中､ 都議会自民党は知事査定の
始ま る前日の 1月 5 日83､ 知事に直接面会して給与改定 に伴う予算 ･ 条例改正案を98年 の
第 一 定例会には提出 しない よう要請 した｡ 財政健全化に取り組むには ､ 都が先ず努力する
必要が あっ て ､ そ の ため には現行行政組織内で の徹底 した内部努力を都民に納得の い く形
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で提示する必要があるためというの がその 理由で あっ た｡ 都読会も 97年 4月以降､ 議員
報酬を5%削減 して い る最中で あ っ た｡ 97年7月 の都蔵会議員選挙を終えて以降､ 都議会
自民党､ 都議会公 明党は職員定数の削減､ 外郭団体の 統廃合､ 外郭団体の役員報酬の見直
し､ 都庁全体の職員の 給与関係費の見直し､ い わゆる内部努力の推進には熱心な会派とな
っ て い た84｡ 過去の 例で は皆無で あっ た異例とも い うべ き自民党の この 申 し入れには ､ 庁
内でも賛否両論があっ たため知事の判断が注目された｡
都議会自民党の 行動に対 して都労連 は直ちに反応 した｡ 同労組 は翌日の 1月 6 日､ 都轟
会自民党の 要請を受け入れ ないよう知事に文書で申 し知れする 一 方､ 7 日には各単組 の委
員長で構成する代表者会議を招集して ､ 賃金確定闘争の 実施を合意して ､ 知事 ･ 執行部に
要求 して いく こ とを確認 した. 都労連は予算査定が山場 を迎える 1月 20 日前後を最大の
闘争時期と して ､ 1月 13 日と 1月 19 日にほ単組毎に総決起集会を職場で開き ､ 1月 13
日か ら19 日にまで の 間には職場で の 29分間職蕩大会を開催し､ そ して 1月 21日に は全
組織を挙げて 二 時間の ス トライ キの 実施を計画 して賃金闘争を盛り上げ､ 妥結を有利 に展
開 しようと考えたの で ある｡
一 方 ､ 都議会公明党は知事に対 して ､ 東京都が関係する監理団体の 統廃合の促進を1月
19日申 し入れた ｡ 同党は 10項目の改革案を知事に提 示 して ､ 団体数の 2割削減､ 役員報
酬 ･ 退職金 の 見直し､ 委託費や補助金 の削減など､ いずれも内部努力と して行わなければ
ならない 必要の 点に つ い て提言を行なっ たの で ある86o
こ の ような動きに対 し都労連は ､ 人事委員会勧告の実施 をめぐっ て都との 交渉を行な っ
たが ､ 1月 21日 の 同盟罷業の 決行を目前に した 1月 20 日午後遅くまで妥結する気配もな
く交渉は勝者状態 のまま推移して い た. 都労連は各単組の 委員長 による総務局長 へ の勧告
実施 の要請を行なうなど､ 事態打開に向けて精力的 に各 レ ベ ル で交渉に当たっ たが､ 都執
行部も強硬姿勢を崩さず､ 協議 はそれぞれの レ ベ ル で暗礁に乗り上げて い た｡ こうした状
況を重視 した矢沢都労連委員長 は ､ 労務担当の瀬田副知事に会談を申 し入れ ､ 労使の代表
者間で の 事態 の 打開に 向けて ､ 1月 20日午後 10時か ら会釈を行なっ た｡
両者の交渉で は ､ それまで の両者の専門委員会交渉及び小委員会交渉で の積み上げによ
っ て段階的成果を踏まえて最終判断が行なわれた｡ それまでの 争点は①人事委具会勧告の
完全実施 に つ い て の 可否と ､ ②勤勉手当 へ の ｢成績率+ という勤怠態度を測る指標 を新た
に導入する こ との 是非とで あ っ た｡ 両者の 交渉の 結果で は ､ ①勧告の実施 につ いて は ､ 一
般職貞の給与は人事委員会勧告通り 1.06%引き上げ､ ② 一 般職具の 勤勉手当て へ の成績率
導入問題 では 98年給与改定交渉時を目処に合意が得られ るよう引き続き協鼓する ､ とい
う二点が確認されたo またそ の 際0.05ケ月分を年度末の 勤勉手当として増額するとい う内
容も付 け加 えられたo こ の こ とによ っ て両者は合意 し､ 交渉は妥結されたが ､
一 般職に つ
い ては 97年 4月 1 日か らの 実施となっ たが ､ 部課長級の 職員の 実施は 10月 1 日､ また局
長級職員の 場合は 1年 間勧告が凍結されるとい うことにな っ た86｡ 各級 レ ベ ル の職員 へ の
妥結の 内容は､ 各々 そ の職責の レ ベ ル に応 じて異な っ たが ､ 97年度の人事委員会勧告は限
定的に実施され る こ とにな っ た｡
この 際興味深 い の は ､ 共産党都議会や社民党都議会の ､ 人勧に対する主張が見られなか
っ たとい う点で ある｡ 都議会の 自民党､ 共産党､ 公 明党､ 民主党､ 無所属クラブ､ 生活者
ネ ッ ト､ 社民党の 7会派が知事査定に向けて要望 した ｢平成 10 年度予算に対する各政党
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の要望+
●
の点検か らも ､ そ の 点は見当たらなか っ た｡ 共産党都議会はシ ル バ ー パ スの 交付 ､
老人医療費の助成､ 障害者 (児) 医療費の助成などの政策の現行維持に つ い て は要請して
いたが､ また社民党都議会 も老人医療､ 障害者医療､ 国保等の 水準の維持に つ い て は要望
して いたが ､ 越年 した人勧につ い ての 完全実施の 要望は ､ そ こで は述べ られて いない ｡
都議会自民党は共産 ､ 社民と同様の 福祉政策の 充実につ い て はもちろん言及するも､ さ
らに職員定数の削減や給与費の圧縮の 問題等を含む内部努力 の達成を
一 日も早く都民の 前
に提示する必要性 を強調 して い た｡ また都議会公明党は ､ 都自らの 努力によ っ て都はすべ
ての 施策の徹底的な見直しを行なっ て ､ それに よ っ て財源の捻出を行い ､ 行政改革の推進
体制 を強化する こ とや ､ 外郭団体の行政改革の 推進 につ い七さえも要望するとい っ た周到
さで あっ た｡ 自公両会派は内部努力の 推進に熱心 な姿勢を強調 して い たの で ある87｡ しか
し､ 社共両会派 はそうした人件費問題 に対する賛否 を明らかに してはい なか っ た｡
社共両党は過 去の 経験からしても都労連とは密接な関係にあ っ た政党の
一 つ で あるが ､
こ の勧告の交渉過程におい て積極的な介入があ っ たとは必ずしもい えず､ む しろ都議会自
民党が勧告実施に関 して積極的に知事に提言 したの とは対照的であ っ た｡ 従来より都労連
自身が､ 労使間の 問題は労使間で解決する のが適切で あるとの 立場をと っ てきて いたとい
う経緯が あっ たという点は考慮すると しても､ 過去の 事例か ら考えても労使の交渉に特定
政党の介入が存在するこ と自体はさほ ど不可思議で はない ｡
`
それ にも拘わらず､ 都労連 を
主な支持母体と してきた社共両党にとっ て人事委農会勧告とい う労組にとっ て 最大の 関心
事に ､ 両党が 関心 を示 さなか っ たとい う点で は都労連と両政党との 関係にも変化が 生 じて
い るこ とを伺わせる ｡
去る 97年7月 に行われ た都議会選挙で は ､社会党は こ の選挙から社民党に改称 したが ､
社民党は 93年選挙で は 14議席であ っ たの にも拘わらず1議席に激減して い た｡ これに対
して共産党は 93年選挙で 13議席であ っ たもの が 97年選挙で は倍増 して 26議席に躍進 し
て い た｡ 民主党がこ の選挙か ら新たに登場 して 12 議席を 一 挙に獲得したため ､ 社会党の
減少分が民主党の 議席にその まま反映された形とな っ て い た｡ 社民党の議会内勢力の 衰退
が､ 都労連 - の 支持の 低下や､ 特定政党の 労使問題 に関する知事の対処に政治的介入を喚
起させ たとすれば既述 の 点は青首でき るとこ ろで ある｡ た だし典産党の 躍進が都労連との
関係 に如何に表現された のか は疑問である｡ こ の 点は喚起だけに留めておく ことにする｡
とこ ろで都は ､ 人事委員会勧告の 妥結した翌 日の 98年 1月 2 1日､ 当面する内部努力 -
の対応と ､98年夏に向けて の行政組織再編成に関わる組織再編素案策定の基本方針 として
の ｢行政改革の取り組む指針+ とを発表 した｡ そ こ では ､ 厳しい財政状況の 中で都自らが
内部努力を実施する認識を持 つ こ とが必要で ある とされ､ 職員定数と給与費の 見直し､ 外
郭団体の 統廃合の促進が言匝われてい た｡
知事 も会派の 意向に は従わざるを得ない と いう点が分か るo 関係者 - の 聞き取り調査
88
によ っ ても ､ 知事査定で復活する財源は 20 億円とされ るが､ そ の財源 の使途 の方向は ､
政党 ･ 会派の 意向を反映させ るもの となり､ 知事の 財政再建 - の意気込みとは逆に ､ 会派
の意向を凌駕できたわけで ある｡ こ う した点に つ い て知事は ､ ｢先々 に つ けを残さず､ 聖域
を設 けず見直す方針があっ たか ら､ 各局とも - 割以上の 削減が でき ､ その結果 シ ル バ
ー パ
ス ､ 心 身障害者 医療制度の 存続も可能で あっ た89+ と釈明 したが ､ 知事
･ 執行部に ､ 計画
やそれ を達成させ ようとす る熱意は認められ ると しても､ それを実施 してい く ことは別間
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題で あり ､ 居 島都故は ､ む しろそれを貫徹できなか っ たところに課題があ っ たとい申ざる
を得ない の で ある｡
妥協を重ねた 98年第 一 定例会の審議
98年第 一 定例会は 2月 25 日から3月 27 日まで の 日程で開会された｡ こ の定例会は 2
月 2 5日 の青島知事の所信表明説明を皮切りに ､ 3月 3 日には各会派の代表質問が ､ 翌 4
日, そ して 5 日には 一 般質問が行なわれて ､ 3月 12 日の予算特別委員会設置で本格的な審
議に入 っ た｡
知事は 2月 25 日の 所倍表明貌明で ､ 96年度から取り組んだ財政嘩全化計画 が､ 当初予
定した段階に 一 応達 したとい う判断か ら､ 次の 段階 - 進むための財政構造改革の具体化の
必要性を力説 して ､ 財政再建 に引き続き取り組む意欲を強調 した｡ その際知事 は､ ｢軸足を
変革に移す+･ と表現 して簡素で効率的な行財政 シ ス テ ム - の 転換､ 自治と分権の確立など
を提唱 して行政改革に連進す る決意を表明 した｡ 青島知事は就任後3度目の予算編成を終
えて ､ それまで とは異なる都政運営の方針 を提示 した格好で あっ たが ､ それは悪化 した財
政状況の 本格的な再建でもあり､ 具体的に は歳入増大を目的と した各種公共料金の 引き上
げ政策 - の傾斜を明示 したも ので もで あっ た｡
これに対する評価は 3月 4 日の代表質問や 5 日の 一 般質問を通 じても､ 共産党都散会 を
除く都議会自民､ 都議会公明 ､ 都議会民主 ､ 無所属ク ラブの 4会派 にも概ね理解されたた
め ､ 問題 は 98年度予算案の なかの①老人医療費助成の 見直し問題 ､ ②各種行政サ ー ビ ス
- の 受益者負担の強化をねらっ た使用料 ･ 手数料の 値上げ問題 ､ そ して③行政組織再編案
に盛 られた行政改革や ､ 監理団体と臨海副都心開発 に伴う第三セク タ ー の整理統合化 の時
期 に関する財政健全化問題 などに集約 された90｡
3月 12 日から始ま･つ た予算特別委員会で は ､ 初日に自民 ､ 共産 ､ 公明､ 民主 ､ 無所属ク
ラブの 5名 が質問に立ち､ 第 一 に ､ ③の財政健全化問題で は ､ 都議会自民党と無所属クラ
ブが都債 の 償還終了時期や職員の退職手当で増大 した人件費の 削減対策を､ 共産党都読会
が公共投資の 削減対策を､ 都議会公明党が財政構造改革 - の対策を､ そ して都議会民主党
が公共投資を福祉施設の 充実に方向を変更 して行なう可能性に つ い て知事 ･ 執行部を質し
た｡ そ して翌日 13 日からの こ の委員会審議で は自民 ､ 民主､ 無所属クラブに共通 したの
を耳､ ③に 関連 して ､ 財政再建改策の根幹ともなるべき行政組織再編案につ いて の具体的実
施時期の 明確化 とい う問題 で あっ た｡ 計画の構想は是としても具体的対策が財政再建 を通
じた財源削減に は必須とされたからで ある｡
第二 に ､ 医療費助成問題では ､ 都議会自民党が老人医療費助硬と心身障害者医療費助成
とひとり親家庭 医療費助成政策の各々 の 見直しに関 して相互 間の整合性に関する点を､ 共
産党は老人医療費助成制度 - の所得制 限の 導入 とその 導入対象の 拡大化の 点を､ 都読会公
明党はそ の 対象者の 拡大 の 点を各々 質 した｡
第三 に ､ 各種行政サ ー ビス に対す る料金値上げ問題では ､ 自民党が3年毎の 公共料金 の
見直しとそ れに伴う値上げ方針とい う現状 の変更を､ 都議会民主党は公共料金値上げの 前
提と して の 内部努力 の必要性 を､ 無所属クラブは公共料金値上げに伴う都民や企業に与え
る影響に つ い て質した91｡
ただ し､ これ らの 審議 を通 じて明らかにされた知事の 回答は ､ 財政再建 のため には従来
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聖域とされ た領域にも踏む込んで改革を実施 しなければ財政の好転は望めないという点で ､
従来の 政治姿勢を積極的に改革姿勢に転換するもの ではあ っ た｡ しか し､ そ うした知事の
姿勢とは異なっ て編成された予算の 内容 は料金値上げを中心とする政策で あっ たという点
で､ 公共料金値上げに は慎重な姿勢を持っ て い た議会との 隔たりは大きく ､ いずれの 会派
にと っ ても受け容れ難い もの で あ っ た｡
都議会自民党､ 都議会公明党､ 都議会民主党の 3 会派は 3月 18 日､ 知事の公共料金 の
値上げ提案に難色 を提示 した｡ すなわち､ 不況 の 中で都民負担を増やす政策には賛成で き
ないと いう点､ 不況対策が必要とされ るとき公共料金の値上げは絶対に認 められない とい
う点とを根拠 に ､ 3 会派 を代表 して自民党の 内藤尚幹事長は ､ 第 一 に ､ こ の定例会に提 出
された利用料 ･ 手数料値上げとい う公共料金値上げ問題に つ い て は､ 65条例2規則の料金
値上げ実の うち5条令実につ い て は賛成するもの の ､ 他の 60条令2規則 につ いて は反対
する旨を記者会見をして議会審蔑以外 の 場で表 明したの である｡ 3 会派は これらの値上 げ
が､ ①都民の 家計を直撃する値上げで ある点 ､ ②高齢者の 生活 をさらに悪化 させ る値上げ
である点 ､･③景気動向に対する配慮が なく ､ 定期的値上げで ある点から反対を表明した92o
これらの 理 由は いずれも都自体の 内部努力 を前提とする立場か らの もの で あっ た｡ そ し
て 3会派 は これに続いて ､ 第二 に予算案や下水道料金の 改定には賛成するが ､ 第三 に老人
医療費助成の 見直しに は反対す る ことも合わせて表明 した｡ 3 会派は当該共同声明に無所
属クラブの 参加も促 したが同会派 これ には同調 しなか っ た｡
知事は ､ 95年4月 か ら都政を担当 して実質的に編成された予算案と して は 96年度､ 97
年度と過去 2回編成経験を持 っ たが､ 無党派知事とはされても知事提案はこ の 時期まで基
本的には認 められて いたため､ こ の ような状況か ら3会派の反対で 6 0条令案が否決され
るこ とに なっ たこ と､ さらに､ 不況の 中で都民負担を増やすの は反対とい う理由で 民主党
まで もが 2党に 同調 して反対に加 わっ た点は明らか に従来の 状況とは異な っ て い た｡ しか
し議会の多数の反対の 前に は､ 知事は議会の 理解が得られるよう努力すると しか表明でき
なか っ た93｡
ただ し 3会派 の 主張は整合的で はなか っ た｡ 3会派の ､ 各種料金値上げ - の反対に よ っ
て得られ る都民負担軽減とい■ぅ効果は ､ 77億円で あっ たの に対 して ､ 3会派が賛成 した下
水道料金 の値上 げ政策で の ､ 都民の 負担 は 127億円で あっ たからである｡ 単に都民負担が
3 会派の 各種料金値上げ政策 - の反対理由であ っ たとすれば､ 3 会派の 反対 はむ しろ逆で
下水道料金値上げ方策で行われ る ことの 方が合理的であっ たの である｡ 下水道料金値上げ
方策 へ の反対 によ っ て得られ る都民負担の 軽減という効果の方が都民にと っ て は寄与が 高
か っ たか らで ある. そうい う点で は 3会派に よる各種料金借上キヂ政策 - の反対は ､ 党派 的
色彩を帯び て い たように思われ る｡ た だし､ 結果的 には下水道料金値上げ問題 は ､ 都民負
担に直結する効果が高い 政策であ っ たがゆえに ､ そ の前提と して内部努力 の推進をより促
す効果 を持 っ たこ と
■
に はな っ たの である｡
3会派は ､ 用水の使用頻度の高い企業や浴場業､ 洗濯業など24業種の 生活関連業界 へ の
値上げは 見合わせ る こ と､ 低所得者 - の減免措置を講 じる こと ､ とい う付帯決議を条件と
して 下水道料金値上げ政策に賛成する こ とも3月 18 日の表明で同時に明らか に した94｡ 他
方共産党は議会審議の 過程にお い て ､ 98年度予算案はもとより ､ 各種料金値上げ､ 老人医
療費助成の 見直し､ 下水道料金値上げの いずれの 政策にも反対 した｡
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こ の 定例会後半の 審議で は ､ 知事提 出議案の 170議案の うち､ 共産党以外 の 政党によ っ
て評価されて い た98年度予算案及 び ､ これに 関連する議案31件と､ 会期の中途で 可決さ
れた 18件以外 の 121件が 中心になっ た｡
そ の 121件の中では ､ 公営企業委員会での 下水道料金改定問題 では ､ 減免措置が講じら
れた上で ､ 自民､ 公 明､ 民主､ 社民の 4会派による賛成多数で値上げが決定 し､ また厚生
委員会で の老人医療費助成見直し問題で は全会派に よる反対 によ っ て廃案が確定 し､ 児童
手当の第3子分は新規に制度化された｡ そ して行政組織の 改編に伴う具体化 の 時期 の 問題
では ､ 無所属ク ラブの 質問に対する知事の 回答から 98年 8.月が具体化 の 時期とされたの
である96｡ そ の結果 ､ 審議の 状況は ､ 公共料金値上げなどの 64条令改正案では 47件が否
決､ 修正が 12 件､ 原案どおりの 可決が 5件となり､ 残りの 57件は可決された｡ こう して
3月 27 日､ 当定例会は､ 170件の知事提案の うち､ 値上げに伴う47件の条例改正案の否
決､ 修正 12 件､ を例外と して残り 11･ 件が可決されて閉会した96｡ ただ し､ 47件の否決 ､
12件の修正 は異例の ことで あっ た｡
4 . 知事の 主導性 の弱化
財政再建政策の強化 から破綻 -
さらに都は 98年 8月 2 7日､ 行政改革推進本部会諌を開き ､ 質的な改革例と して予め目
標を設定 し､ 客観的に事業の成果 を評価 ､ 見直す行政評価制度や ､ 情報公開制度の充実､
また職員意識 の昂揚の ため ｢ - 係改善運動+ の導入する方針を決定 した. また行政組織再
編で は ､ 従来の事業をどう行うかで はなく ､ 何を し何をやめるかか ら考えると政策立案の
重視も言匪っ た｡ 知事は こ う した点に関 し､ 合理性 に富んだ案と確信 して いる と自ら評価さ
え して い た｡ こう した経緯に至 っ た過程で は ､ 強い 知事の 意思が あっ たとされ る｡ 8月 26
日の 最終調整の 場において ､組織再編でもめる幹部 の中に入 っ て知事は ､結論を出したり ､
合計 9回に及ん だ会議にお い ても､ 実際や っ てもらうの は君らだと激を飛ば したとい うの
である. 会議に出席した 一 人の幹部も ､ こ と行革に つ い ては ､ 知事の 強 い意思を感じたと
述懐 して い る｡
他方で ､ 安易な定数削減には断固反 対だ､ 合理的な組織再編を否定 しない が ､ 労働条件
にかかわる問題なの で ､ 今後､ 当局と交渉する､ と都庁職の ように警戒感 を露に して反対
する勢力もあっ た｡ 知事の提案は ､ 都議会自民党議員が委員長を努め る ｢行財政改革基本
問題特別委員会の 審議に掛けられる こ とになり､ 議会審議の狙上にの るこ とに なっ た97｡
知事は 98年 9月 10日開会 した第三定例会で の所信表明説明で も行政改革問題 に触れ､
都民の視点に立 っ て何を行 い ､ 何をや るの かとう政策立案重視 へ と都政全体を転換し､ 組
織を再編 しなければならない ｡ 不退転の決意で取り組ん でまい りたい と述 べ て ､ それに対
する取り込みの重要性を強調 した98｡ そ の上で都は 98 年 12
一
月 22 日 ､ 都政改革の中期目
標を定めた ｢行政改革プラン+ を発表 した ｡ それは､ 職員数や外郭団体数などの 見直しに
よっ て 99年度に 780億円の経費削減を行うこ とを目指し､ その ために①直営福祉施設の
民間委託や民営化を実施 し､ ②職員定数を200 0年度までに 4700人を削減 し､ 405億円を
削減する数量と質を問う改革で あり ､ そ して③諸手続きの簡素化を図っ て ､ 行政サ ー ビ ス
の 手続きの 簡素化と利便性の 向上を促すと し､ さらに こ の 行革は第3者機関を通 じて監視
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するともされた99｡
ただ議会内会派は ､ こ の構想 に必ずしも賛同レて い なか っ た｡ すなわち､ 98年12月 25
日の 98年第四定例会の 行政改革基本問題特別委員会で は ､ こ の ｢行政改革プラン+ の是
非につ い て議論が行われた ｡ 都議会自民､ 都議会公明は ､ ｢四千七 百人の 削減計画の うち千
二百人は都社会福祉事業団 へ の 派遣であり､ そ こ からの 人材派遣とい う形で ､ 委託料を都
費か ら支払うの は ､ 行革に はならない+ と指摘 したの で ある｡ 98年参議院選挙後､ 従来の
都議会自民党が断片化 して 都議会自民党と､ 自民党東京との 2会派が存在して い たが､ そ
の うちの 自民党東京は ､ 細か な改善計画は当然の こ とで改革というほ どの内容 ではないと
主張､ また都議会公明党や無所属クラブは､ 議会報告より前にマ ス コ ミに報道される の は
議会軽視だと批判したの で ある100｡
こ の 時期 ､ 人件費削減は重要 な課題となっ て い た｡ 都は 98年 9月 25 日､ 税収不足から
歳出抑制の ため 98年度の 給与改定の 凍結や職員定数の削減を検討するこ とを明らかに し
た｡ 景気低迷で財政難に陥 っ た98年度の 税収不足が年度中期に して 4400億円にも達する
ことが判明したためで ある ｡ 都税収入 の 98年度当初見込み額は 4兆 6200億円と考えられ
てい たが ､98年7月 末で 1兆6000億円減収する ことが判明 し､97年度と比較 しても1100
億円の 不足が生 じる こ とに なっ た｡ この結果 ､ 都は人件費抑制はもとより､ 98年度事業費
の 削減にさえ着手され なければならない状況に なっ たの で ある｡
こうした中でも､ 人事委員会は 10月 7 日 ､ 知事と議長に対 し､ 職員の 給与を4月 1日
に遡及 して 0.79% 引き上げる勧告を行 っ た｡ こ の引き上げ率は過去最低で は あっ たが､ さ
らに高齢職員の 昇給停止 年齢に つ い ても､ 人事院勧告同様､ 現行の 58歳から 55歳 - の 引
き下げも検討対象とされた101｡ そ して知事は 98年10月 13 日の記者会見で ､ 景気低迷に
よる税収不足か ら生 じる財政難を理 由に特別職の期末 ･ 勤勉手当の 削減を明らかに した｡
知事の 発表に よると､ 98年 12月と 99年 3月 の期末 ･ 勤勉手当を知事の場合 は 50% ､ 3
人の 副知事と出納長の 場合 を30%削減するという内容であ っ た｡ 財政危機で知事の期末 ･
勤勉手当の 削減は鈴木都政の 79年以来で あ っ た｡
知事 10月 13日､ 自らの期末手当を半額返上 して都民に都財政の危機的状況を訴えたが ､
それは根本的な財政対策に はならなか っ た｡ 特に法人 2税 の税収落ち込みが大きく起因 し
てい たからで ある. 97年度当初比 で 9.20)oの税収見込 みを立 てて 98年度当初予算案は編
成されたが ､ そ う した設計 は幻想に帰 した｡ 既述の ように公共料金引き上げに よる税収対
策が見込まれなく なっ た状況下で は ､ 直接的には減収補て ん債に依存せ ざるを得なか っ た
が ､ 一 方で議会内会派 の 主張するように ､ 職員定数削減､ 人件費の抑制 ､ 管理職の賞与削
減､ 事務経費の削減な どの ｢内部努力+ の推進による歳出抑制改策も模索された｡ 特に都
議会自民 ､ 都議会公明､ 自民党東京､ 民主､ 無党派ク ラブの 5会派が知事の 財政運営に つ
い て厳 しい 姿勢を見せ て い たか らである102｡
こ の 影響は 一 般職具に も及んだ｡ 都は 11月 17 日､ 都労連に 98年度の 給与改定見送り
- の 協力を要請 したの で ある｡ これに対 し都労連は期末手当は 2.5 ケ月支給で合意したが､
給与改定には反対 したo しか し都がさらに 11月 23
◆
日､ 局長級の期末手当を 一 律 10%削
減する ことを決定 し､ 11月 24 日の局長会議で知事が各局長に要望 した ことなどによっ て ､
都労連も積極的に は反対 できない状況 になっ た. こ の ため人事委員会は 一 般職の給与改定
で は凍結の勧告を行 っ た｡ 都は 98 年度の 給与改定に つ い て人事委員会の 0.79% 引き上げ
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の勧告を1年間凍結する ことを決定し､ 12月 16日 ､ 都労連との交渉で妥結した｡ 給与改
定の凍結を決定 した の は都道府県レ ベ ル で東京都の みであ っ た｡ 都と しても 1982年以来
の異例なこ とで あ っ た｡ 98年度の 給与改定の凍結を決定 した道府県は岡.山県 ､ 神奈川県､
埼玉県 の 3件で あっ た が､ 岡山､ 神奈川が共に9 ケ月 ､ 埼玉 が 3 ケ月で あっ た点か ら見 て
も､ 4月 に遡及 して 12ケ月 に わた っ て凍結したの は東京都のみであっ た103. それだけ都
の財政状況は深刻で あ っ たの で ある ｡
また､ 外郭団体に 関 して は ､ 団体数の みならず､ 団体の役員の 報酬等につ い ても改善が
計画された. 財政難か ら都庁局長級以上の職員の 期末 ･ 勤勉手当の 一 部加減を決定 した都
は､ 11月 24 日 ､ 都の 出資する外郭団体の役員の 期末 ･ 勤勉手当につ いても 10%削減す る
ことを決定 した ｡ 対象役員数は 67社 165人にの ぼり ､ 返上額は 500 万円にも達 した104｡
そ の 上で ､ 都は 12月 16 日､ 都の 幹部職貞が役員に就任 しでい る外郭団体につ い て は､ 役
員の 退職手当て をも全廃す る ことを決定 した105｡ そ して都は 12月 2 1日､ さらに財政再
建対策の 一 環と して 99年 4月 か ら3年間で現行65 にの外郭団体の うち10団体を統廃合
し､ 5団体を削減する方針も固めた｡ 以上の ように外郭団体 - の財政再建政策は実施され ､
また達成されて い っ たの で ある ｡
人件費抑制の 次に処置されたの は増収方策であっ たo 都を耳11月 24 日の蔑会運営委員会
において ､ 12月 1 日 に開会する 98年第四回定例会に ､ 都施設の使用料や手数料などの公
共料金 を値上げする条例改正案を提案することを明らかに した｡ 98年12月 に開かれた 98
年第4 回定例会の 12月 8 日における各党の代表質問に ､ 中小企業や広く都民の暮らしに
かかわる料金は除き ､ 上 げ幅も圧縮した､ さらに財政難の 中､ 特定の サ ー ビ ス や施設を利
用する人に は経費に見合う負担を求め ､ 公費支出を減ら し､ それ以外の 分野で都民の 公平
化を図る ことに したと､ 財務局長は提案理由を説明を した. 98年第 一 定例会で は 6 5条例
改正案の うち大半が否決された点に鑑み､ 都民 - の 影響下比較的少数であると判断され る
案件に つ い て の み提案する旨を財務局長は説明 したの で ある｡ 公共料金値上げ案は財政危
機 に陥っ て い る財政の 健全化 を目的に ｢利用者に応分の 負担を求める+ ことを主要因に提
案されたが ､ 都議会自民､ 都議会公明､ 自民党東京 ､ 無所属クラブの 4会派 は人員削減や
職員定数の 見直しに よ っ て 100億円程度は寧らに経費削減が可能との論理 で ､ あくまで
も内部努力 - 固執 して ､ 公共料金引き上げ16 条例案中 9条令案に反対 したため再び 当該
提案は否決される事態 に至 っ た｡ 4 会派は ､ 教育費や子 どもに夢を与える動物園の 値上 げ
はすべ きで ない と､ 述 べ ､ 都立大入学 ･ 授業料､ 都立高校入学 ･ 授業料､ 公園入場料､ 美
術館使用料などの 引き上げに反対 し､ 共産党は ､ 都民負担を強い るもの は認 められ ない と
主張 して ､ 道路占有料の大企業負担部分や港湾施設占用料以外に反対 した｡ さらに残りの
7条令案につ いて も執行部の 99年 1月か らの引き上げに対 して ､ 4月 からの 引き上げに引
き延ば しされ るなどの修正 が行 なわれて ､ 結局知事 ･ 執行部の 思惑通りには至 らなか っ た
の である ｡ したかっ て知事 は翌年度の 予算案編成に当た っ てさらに財政再建政策の 実施を
断交 して い い かざる を得なか っ たの である｡
そ こで ､ 都は ､ 次に 99年度予算編成を通 じて行政改革を推進 していく ことになるが ､
その原則 となっ たの は都の 指針で あっ た｡ 都は 11月 25 日､ 98年か ら2000年まで の 3 カ
年間で の行財政改善案 ､ す なわち ｢重点計画+ の 作成を行 っ た｡ それは 97年 11月 ､ 景気
後退に伴う不景気と財政悪化- の 対応として制定された ｢生活都市東京構想+ の 実施計画
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ともいうべ き性格の 予算計画書でもあ っ た｡ そ こで は事業費の 見直しが行われ ､ こ の 計画
で選択されない 事業は予算化も見送られるという方針で あっ たため､ この 計画は予算編成
前の査定的性格の 強い基準とな っ てい た｡ 計画で は事業費の 2割が削減されることにな っ
てい た｡ こ の た めこうした予算計画は 99年度の 予算編成にそのまま継承される こ とにな
っ たの で ある106｡
こ うした経緯の 下で編成された99年度予算案は ､ 都が98年12月 24 日発表 したように
過去に例 の ない超緊縮型予算案となっ た｡ 一 般会計の 規模は 6 兆2980億円で ､ 過去最高
であっ た92年度より約 1兆円削減され ､ 89年度の規模にほぼ相当 した｡ そうした結果 に
なっ たの も税収不足 を都債に依存してきたためで あるが ､ 99年度でみても､ 都債残高は6
兆8675億円にも達 し ､ 額に して初めて 一 般会計の 予算規模を上回るという事態に 陥っ て
いた｡ 歴代の 政権は財政再建団体指定の 回避 を最優先に ､ 財政運営を行 っ てきたが ､ 青島
都政もそ の点で は 同じで ､ 過去の 政権と同様に ､ 経費を削減し､ 投資的経費は景気対策に
配慮 して 国 の 補助事業を中心 に前年並みに抑制 し､ 補助の ない 単独事業は前年度比 で
2 3.5% も削減するなど､ 財政全体で 1599億円も規模を削減す ることに成功 して い た｡ ま
た歳出削減と して ､ 人件費や管理事務費､ 外郭団体 - の 支出などを600億円絞り込み､ 必
要性の 低い事業は見直し 1300億円を削減 した｡ 各局の 要求の中でもほぼ要求通りの予算
額が措置されたの は ｢生活都市東京構想+ の重点計画に盛られた事業に限られたため ､ 目
的別に見ても ､ 住宅建設費の 前年度比 で 16.1%削減に象徴されたように ､ 生活関連予算に
おい て さえ削減は例外 なく ､ お よそ全ての分野で予算額は減少されたの である｡
こ の ような予算案の 中でも ､ 私学学校助成金 は都議会自民党が強力に要望 した補助金 の
ひとつ で あ っ たが､ それに つ い ても例外ではなか っ た｡ 財務局は要求額が大きい だけに例
年削減対象として それを検討 してきたが ､99年度で い えば都議会自民党はもとより共産党
都議会までもが私学学校助成金の増額を要望 してい た｡ しか しそれにつ い ても 98年度予
算と比較 して 35億円削減 し1298億円としたの である｡ 前年並みに予算が確保 でき た の は
福祉 ･ 保健関係費と警察 ･ 消防費くらい であっ た｡ こ の ような措置によ っ ても 4 200億円
の財凍不足が生 じたため都債発行と社会資本等整備基金の 取り崩し､ 他会計か らの借入金
で 99年度予算案は編成された｡ 特に 99年度では各種基金残高は払底し､ 99年度予算で
見込まれ た財政赤字額が 100 億円にも達 したため都は ､ 公営企業会計 - の支出を 1 カ年
遅滞させ る こ とに よ っ て財政収支を均衡させるとい う状況で あっ た｡
都は 99年 1月 26 日､ 都政始ま っ て以来の 大規模な行改組織再編計画案を作成 した｡ そ
れに よる と､ 巨大な都庁 の行政機構を簡素化 し､ 縦割り行政組織の 弊害の 除去を目的に ､
①知事部局の 現行 18 の局数を 7局に再編し､ そ の 所管下で事業実施を担当する 6事業本
部制を敷くもの で あり ､ ②これ に伴な っ て管理職数も削減する､ ③これらを 2000年度を
目処 にするとい う内容が それで あっ た107｡ こ れによ っ て ､ ①従来複数組織にわた っ て分散
して い た局を統廃合 して行政事務の効率化を図る こ と､ ②各局にある管理部署 (総務部と
か総務課) の 統合に よる人員削減が 目指された｡ こ の 結果 ､ 各局内の 部数が 1 0以下に削
減される こ と､ 管理職数を2do以上削減する ことなどが効果と して算定された108｡
以上 の 結果 ､ 都は 99年 1月 28 日､ 現行の 18局 を7 局6事業実施本部制に再編成する
組織再編案を決定 し､ 公表 した｡ 知事を議長 に､ 副知事､ 主要局長らで組織されて 98年 7
月発足 した ｢行政改革戦略会議+ は ､ 合計 29 回に もわたる論議の 上､ 統合に伴う組織拡
218
大や､
一
逆に組織縮小で利害対立する幹部職員との 調整 に難航 しながらも､ 知事の 主導で最
終決着が図られた｡ 知事が行革の 必要性を議会審議の 過程で強調 したの は97年9月 の 第3
定例会で あっ たが ､ そ の後 ､ 知事の 提起に対する都議会自民党の ｢拙逮+
.
との 批判発言や ､
幹部 OB による当該会議幹部職員 へ の 自民党が反対するもの が 出来るわけがない との 忠告
発言､ さらには行草担当職員 - の ､ 次の選挙で代わるか もしれない知事の ために苦労する
ことはない との 反対攻勢に晒されて ､ 知事自身も動揺するなど､ 行革の行方も危ぶまれも
したが ､ 知事と行革担当組織との 協調で当該行革は端緒に着く に至 っ たの で あっ た｡
知事は 99年 1月 28 日の記者会見で ､ 今後の都政の あり方を見直す大変重要なもの ｡ よ
り効率的 に して ､ 都民 - の サ ー ビス を向上させ る の が主眼で ､ その上で組織を小さくでき
ればい い と説明 し､ 行革実現に対 して決意を述 べ たが､ こうした青島都政の動 向に都議会
自民党は､ 十分な議論がない ｡ 都政の 混乱を招くばかりと ､ 共産党都議会は ､ 福祉､ 教育
など都民施策の切り捨て を目的と した組織作り､ さらに自民党東京の ､ 単なる既存組織の
寄せ集めなどとい う批判もあっ たの は確かで あっ た｡ しか し他方で ､ 都民 ニ ー ズに基 い た
組織に再編成する ､ 都議会公明党の ､ 今後の議会審議の中で知事の真意をただ したい ､ と
主張 した議論もあり､ 政党の評価も ー 定程度あ っ た ことが伺える1090
しか しながら ､ 知事は 99年2月 に入 っ て再び知事選挙には立たず､ 1期で引退する旨を
表明 した o こ の ため以上の 行革提案は議会審議 の風上に乗るこ となく､ 知事提案と して作
成され る こともなく ､ 当該問題は政策形成の段階で終結したが ､ 議案と して提案され る前
段階にまでに は達 して い た ｡ その 点で いえば ､ 執行部の 一 部反対は受けながらも ､ 行政改
革の 促進する組織を通 じて知事は主導性を持ち､ さらに議会内の 一 部会派･(民主) の 賛同
なども得て当該問題 を進 めてたが ､ ただしそ の 帰結は十分なもの とはならず ､ 頓挫 した形
であ っ た｡
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注釈 欝5章 青島都政の財政再建
1 山崎正 『東京都知事の 研究』 明石 書店､ 2002年､ 595- 600頁｡
2 三宅 一 郎などの研究によると､ 日本の 政党支持は流動的で あっ たが､ そめ傾向は 19 90
年代に入 っ て政党が分裂し流動化 した ことか ら 一 層そ の傾向を帯びた｡ 支持政党を持たな
い有権者層が急増 し50%を越えて注目を集めるようにな っ てきた｡ 田中愛治は ワイズバ ー
グや三宅 の研究を参考に ､ 無党派層を①政治的に無関J亡♪な伝統的無党派層 (約 15%)､ ②
政治的関心 が高い が政党支持を持たない積極的無党派層(約 20%)､ そ して③90年代の政
界再編成に時期に政党支持を喪失 した ｢脱政党層+(約15%)に分類した｡ そ の 中でも ｢積
極的無党派層+ は故党の組織動員に は反応 しない が ､ 反政魔の機運が盛り上が っ た選挙 な
どで は投票に行き ､投票率が前挙ごとに変動 して選挙結果の 予想を覆す要因に な っ てい るo
したが っ て ､ 9 5年知事選挙での 青島､ 横山知事の登場は ､ 積極的無党派層の 存在を想定し
ない と説明が つ かない 選挙で あるとされて い る o Weisbe rg,H.F. ,
"
M ultidim e ntio n al
Co n c eptu aliz atio n of Pa rtylde nti丘catio n
”
,
Politic al Beha vio r,Vol.2･1,1980.p p.33
･66･
田中愛治｢『政党支持 なし』層の意識構造と政党支持概念の 再検討+『レ ヴァイ アサン』No.20､
木鐸社､ 1997年､ 101 - 29貢｡
3 田中愛治 ｢
"
政党支持 な し
”
層 の意識構造+『レヴァイアサン 20』1997年 ､ 1 01 - 29頁｡
こ こで 田中は ､ 無党派層の 分類をする｡ ヨ ー ロ ッ パ 政治学では候補者個人 を選ぶ有権者は
支持的に未熟であり ､ 政党の 支持者は政治通で あると考えられてきた｡ アメリカ の 政治学
では ､ 政党に対する評価が低くて も､ 政党支持が なければ政治に無関心 なの だとい う印象
が強か っ た｡ しか し最近では ､ 無党派層が増加 して ､ 単なる無知､ 無関心 によるの では な
い積極的な無党派層が存在し得ることに注目が集ま っ た｡ 少なくとも日本 の無党派層は保
守でも革新でもなく独立 した次元を形成して い るとされる｡
4 土岐寛 ｢解説 東京都知事選+ 村松岐夫編 『シリ ー ズ東京を考 える2東京の 政治』都市
出版､ 1995年 ､ 413- 68貢｡
6 比較的政治情報は少ない『日本経済新聞』1995年 4月 10 日朝刊でも大きr( 報道された.
また､ ニ ュ ー ヨ ー ク タイ ム ズ紙は ､ ｢テ レ ビタ レ ン トが政治家を破る+ とい う見出しを､ 英
国の ガ ー ディ ア ン紙は ､ ｢既成改党と官僚支配 - の 明確な拒否回答+ といずれも 4月 10日
の紙面で報 じた ｡
6 代表的な議論として ､ 広瀬道貞 『補助金と政権党』 朝日文庫､ 19 93年｡
7 これ らの数値は 『東京都財政統計資料』 の 各年度から把握 した｡
8 財務局主計部発行の各年度の財政資料か ら作成 した｡
9 平本 一 雄 『臨海副都心物語』 中公新書､ 2000年 ､ 163 - 5頁｡
10 平本 ､ 同上書､ 166- 7頁. 北海道が函館市を中心 に 88年に行 っ た ｢世界食の祭典88+
がある｡
11 塚田博康 『東京都の肖像』 都政新報社､
12 平本 一 雄 『臨海副都心 物語』 中公新書 ､
13 塚田博康 『東京都の肖像』 都政新報社､
2002年､ 2 49頁｡
2000年 ､ 187 - 92頁o
2002年 ､ 257頁｡
14 同上書､ 234 - 5頁.
15 同上書､ 250- 1頁｡ 賛成派 は ､ 自民､ 公 明､ 新進 ､ 民社 ･ コ ア東京の 全員､ 社会党 ･
市民会議の 一 部 (党議拘束を解い て 12人 中8人が賛成 した)｡ 反対派は共産党､ 社会党 ･
市民会議 の 一 部､ 生活者ネッ ト､ 東京市民21､ ユ ニ テ ィくらぶで あっ た｡
16 『東京新聞』95年 7月 20 日朝刊掲載の都民政治意識調査 によると､ 中止 を支持する人
の割合は 61%で ､ 不支持が 15%であ っ た ､ 無党派では 70%にも達して い た｡ 自民党支持
者におい て も不支持の 31%を上回 っ て 40%が支持で あ っ た｡
17 『転 日新聞』1995年7月 29 日朝刊
18 『朝日新聞』1995年 9月 2 日朝刊 ｡
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19 『朝日新聞』1995年 9月 27日朝刊｡
20 平本､ 前掲書､ 207- 217頁｡
21世界都市博に つ い て は ､ 石原 は ｢内容を見直して開催+､ 岩国は ｢中止+｡ 臨海副都心開
発では､ 石原 は ｢総合的見直し+､ 岩国は ｢凍結 し徹底的に見直す+｡ 二信組 - の支援問題
では､ 石原は ｢300億円は使い ません+､ 岩国は ｢反対+ を主張 してい た｡ 以上 ､ 『読売新
聞』95年 4月 7 日朝刊 の ア ンケ ー ト結果か ら｡
22財務局が速報として公表 した数値の ため ､ 確定数値は若干異なるが､ 大きく差異が ある
わけで はない o
28 公債費負担比率 - 公債費充当の 一 般財源/一 般財源×100 で表されるo
24 東京都財務局 『都財政の現状』 東京都､ 1995年o
25都が年間で使用する消耗品費は ､ 95年予算案で は電気 13億円 ､ 水道料金 2億円､ 冷暖
房費 10億円､ 清掃委託費22億円が経常されて い た｡
26 各年度の 『地方財政白書』 から作成した数値である｡
27 『朝日新聞』1995年 9月 6日朝刊｡
28 知事､ 副知事をは じめ出納長 などの 特別職と ､ 財務局長､ 総務局長などの 関係局長で構
成される執行部の最高政策決定会議 の こと｡
29 『朝日新聞』
30 『朝日新聞』
31 『朝日新聞』
1995年 12月 2 日朝刊｡
196年 1月 9 日朝刊｡
19 5年11月 16 日朝刊 ｡
32 特別区財政にと っ て ､ 利子割交付金は必ず しも主要な財源ではなか っ たが ､ 1 区あたり
平均約 20億円で ､ 1%から2%の構成比に相当 して いたため無視でき る額で はなか っ た0
特別 区職員研修所編 『特別 区職員 ハ ン ドブ ッ ク 2002』 ぎょうせ い ､ 2002 年､ 389頁｡
33 財務局主計課主査からの聞き取り調査に よる . 予算編成はこうして知事査定に至 る が ､
場合に よ っ ては知事か ら差し戻され､ 逆の順序 で練り直しが行なわれる場合もある｡
34 『朝日新聞』 1996年 2月 3 日朝刊｡
85 他に ､ 無所属改革､ 生活者ネ ッ ト､ 東京市民 2 1 の会派があり ､ 合計 9 会派か ら構成さ
れて い た｡
36 『朝日新聞』1996年 4月 18 日朝刊｡
37 『朝日新聞』1996年 6月 25 日朝刊o
38 『朝日新聞』 1996年7月 12 日朝刊｡
39 『朝日新聞』1996年 9月 6 日朝刊 ｡
40 『朝日新聞』 1996年11月 28 日朝刊｡ 見直し対象事業 :私立学校経常費補助 1244億
円､ 老人医療費の 助成312億円 ､ シ ル バ ー パ ス の 交付 146億円､ 中′J､企業制度融資3084
億円 ､ 公営住宅の建設 ･ 管理 15 4億円 ､ 市街地再開発事業970億円 ､ 道路 ･ 街路 ･ 中小
河川整備323 8億円､清掃事業3197億円､都立高校の適正配置 1773億円 ､下水道事業2 2 50
億円などで あ っ た｡
41 『朝日新聞』 1995年9月 10 日朝刊｡
42 『朝 日新聞』 1995年 1月 25 日朝刊｡
43竹芝地域開発 ､ 東京 臨海副都心開発 ､ 東京テ レポ ー トセ ンタ ー ､ 多摩 ニ ュ ウ 一 夕ウン開
発セ ン タ ー ､ 束帯臨海新交通､ 東京臨海熱供給の 各企業｡
44 『朝日新聞』1997年 1月 30日夕刊｡
45124 団体の うち70団体が対象になっ た. 団体数で は 7団体､ 常勤役員数では 20人を削
減する ｡
46 常勤役員の報酬には経営規模の 点で 2種類 の ラン クがある｡ A ラン ク 一 月額 106 万円､
年収 2 160 万円. B ラ ンク - 90 万円 ､ これらを各々 削減する.
47 報酬月額の 12か月分に改める｡ 現行では 1 5ケ月か ら18ケ月 になっ て い る｡ A ラン ク
- 5年勤務の 場合 - 1590 万円. 300 万円削減す る. 限定をつ ける ことで 1人 あたり 300
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万円か ら600 万円の 削減効果が生まれ る｡
48 70団体を ｢監理団体 (都の 直営)+ と ｢協議団体 (報告の提出の義務化)+｡ 前者 - 各年
度ごと経営目標と達成状況の 報告を義務化 して ､ 都の監督を受 ける｡ 管理団体の 常勤役員
数は 96年8月 1 日現在で 200人 ､ うち都の退職者112人 (56%) 協議団体には 32団体
で61人の都の退職職員がい た｡ 監理団体以外の団体 124団体に派遣されて い る都職員数
は3314人で ､ 監理団体で は 3201人 に上 っ て い た｡
49 『朝日新聞』1997年1月 31日朝刊｡
60 『朝日新聞』19 7年3月 19 日朝刊.
61 『朝日新聞』1997年1月 24日朝刊o 当該予算案で見直 しされた主な事業: テ レ ビの 都
政広報番組の廃止 ･ 縮小 ､ 『広報東京都』 などの印刷物の 内容改定､ 職員研究の 見直し､ 永
年勤続表彰の簡素化､ など他に 12事業｡ また96年度には 1億1900万円計上された知事
自身の接待費 (飲食を伴う会議費) が 97年度は全廃された｡
52 1 ケ月 の 水道料金負担増は 65円 ､ 下水道料金が 46円o 都営地下鉄 へ の 転嫁は当該予算
案で はなく ､ 運輸省の転嫁に伴う行政指導を待 っ て補正予算案で対処され るこ とになっ て
いた｡ 路線バ ス の運賃 - の転嫁は見送られた｡
53 『朝日新聞』 1997年1月 24 日朝刊｡
54 『朝日新聞』 19 9 7年 2月 8 日朝刊 ｡ こ こ での 議論 の特徴は行政サ ー ビ ス の 達成を期 日
を指定 して マ ニ ュ アル 化 した点で ある｡ たとえば､ 特別養護老人ホ ー ム の 入所待機者数に
つ いて み ると､ 95年度には 1290 人 となっ て い たもの が､ 2000年 には原則解消と構想さ
れて い た｡ こ うした例が具体的政策におい て提示 された o
68 『朝日新聞』 1997年2月 14 日朝刊.
66 『朝日新聞』 1997年 3月 2 6日朝刊 o
67 『朝日新聞』1997年4月 11 日朝刊､ 減免などの措置につ い ての 詳細は これを参考され
た い ｡
58 こ の とき進捗度合い に応 じて A か らI)ラン クまで の作業状況が作成されて い たo
59 『朝 日新聞』1997年 6月 13 日朝刊 ｡
60 『朝日新聞』 19 9 7年 8月 15日朝刊 ｡
61 『朝日新聞』1997年 9月 25 日朝刊｡
62 東京都人事委員会 『東京都人事委員会 50年の 記録』 東京都人事委員会､ 20 0 1年､ 279
頁｡
63 『朝日新聞』1997年 11月 8 日朝刊o
64特別職の報酬 は 96年4月 に 1.92%引き上げられた｡ しか し9 7年 4月 か らは ｢財政健
全化+ を理由に 3役 ､ 議員ともに 5%の 報酬削減が 実施されて い る｡
65 『朝日新聞』
66 『朝日新聞』
67 『朝日新聞』
68 『朝日新聞』
69 『朝日新聞』
70 『朝日新聞』
71 『朝日新聞』
72 『朝日新聞』
73 『朝日新聞』
74 『朝日新聞』
1997年 12月 3 日朝刊｡
198年 1月 20 日夕刊｡
1998年 1月
1998年 1月
19 98年 2月
19 8年 3月
1998年3月
1997年 11月
1997年 12月
2 1日朝刊｡
22 日朝刊｡
5日朝刊 ｡
1 3日朝刊｡
27日朝刊｡
28 日朝刊 ｡
25 日朝刊｡
1998年 1月 1 4日朝刊｡
76 1996年 11月 に策定された財政再建計画は ､ ①当面する財渡不足を98年度を目処に解
消する こと｡ ②起債制限団体指定の 回避 ｡ ③都民の 要求に対応できる弾力的な財政体質の
確立 ｡ 以上の ような目的が掲げられて い る｡
76 『都政新報』 1998年 1月 9 日｡
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77同上書｡
78 老人医療費助成で は､ 対象を本人と扶養者の双方が住民税の 非課税世帯で ある世帯に限
定する こ とo 心身障害者 - の助成では 一 定の 所得以上の 対象者には入院､ 外来医療費に
一 部負担制を導入する とい う改正内容になっ 七い たo
79 『朝日新聞』1998年 1月 17 日朝刊｡
80 『朝日新聞』1998年 1月 23 日朝刊｡
813歳未満に つ い て は月額5000円､ 3歳以上 7歳末備に月額1 万円を支給するとい うも
ので あっ た｡
82 『朝日新聞』1998年 2月 6日朝刊｡
83要望がこの 時期に選ばれたの は､ 知事査定を終えて知事の最終原案が固ま る 1月 20 日
前後が､ 過去 の例で い えば､ 労組の ス トライ キなどともあいま っ て労使交渉の解汲機運
が最も昂揚する時期に あたるとの判断が自民党側 にあっ たもの と考えられ る｡
84 『都政新報』 1998年1月 9日 ｡
85 『都政新報』1998年 1月 20 日｡
86 『都政新報』 1998年 1月 23 日｡
87 『都政新報』1998年 1月 9日 ｡
88 1998年 5月の 横田正次元副知事からの 聞き取り調査｡
89 『朝 日新聞』
90 『都政新報』
91 『都政新報』
92 『都政新報』
93 『朝日新聞』
94 『都政新報』
95 『都政新報』
96 『都政新報』
97 『朝日新聞』
98 『朝 日新聞』
99 『朝日新聞』
100『朝 日新聞』
101『朝日新聞』
102『朝 日新聞』
103
104
106
106
107
108
109
『朝日新聞』
『朝 日新聞』
『朝日新聞』
『朝日新聞』
『朝日新聞』
『朝日新聞』
『朝日新聞』
19 8年1月 23 日朝刊 ｡
19 8年 3月 6 日｡
199 8年 3月 17 日｡
1998年3月 24 日｡
1998年 3月 2 1日朝刊｡
1998年 3月 20 日｡
1998年 3月 24 日｡
1998年3月 31 日｡
1998年8月 28 日朝刊 ｡
1998年9月 11 日朝刊｡
199白年 12月 23 日朝刊.
1998年 12月
198 年 10月
1998年 10月
1998年 12月
1998年 11月
1998年 12月
1998年11月
19 9年 1月
1999年 1月
19 9年 1月
26 日朝刊｡
8 日朝刊｡
14 日朝刊｡
17 日朝刊｡
24 日夕刊｡
16 日夕刊｡
26 日朝刊 ｡
2 7日朝刊｡
28 日朝刊｡
29日朝刊｡
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第6章 石原都政の財政再建 - ｢ウチ+ と ｢ソト+ の使 い分け
前知事の突然の不出馬表 明に よ っ て ､ キャリア の ある衆議院議員､ 国嘩事務次長 ､ ジ ャ
ー ナリズム 関係者､ 元労組幹部などの 有力候補の 乱立 した 99年の 知事選挙におい て ､ 作
家と しても高名な石原慎太郎もこ れに加わり ｢地方から国を変える+ と宣言 した｡ 選挙公
約で は ､ ｢東京が蘇るために N Oとい える東京+ をキャ ッ チ フ レ ー ズ に､ 財政再建 ､ 災害
対策､ 福祉の 見直し､ 排ガ ス 規制 の強化 ､ 小中学校の学区制の廃止と徳目教育の 推進など
を訴えた1｡ 選挙の 結果 ､ 彼 は 160万葉を獲得して 6 代目の都知事にな っ た｡ 彼は知事に
就任するに当た っ て ､ ｢青島行革プラ ン ･ 組織再編案は ､ 現場 の 実感を把握 してか ら取り扱
い を決め る+｢交通 ､ 福祉 ､ 痛院､ 学校などは ､ 民間の知恵とリ ス ク負担に依頼 して運営し
た方が効果的+｢将来は職員の多くを人材押遣会社の ような民間の能率的な手段 で採用 ･ 雇
用 して もよい+｢行改 の新 しい形態で の 運営と並行 して合理化もする+ などと､ 改革を都政
で行うこ と を明確に した2｡ 以下で は如何なる財政再建を行 なっ た の か検討する｡
1 . 財政再建方策の基盤 固め
人事を駆使 した基盤 の 強化
石原都政の発足 した 99年当時の都財政の 状況は厳しい状態であっ た｡ 青島都政末期の
1 9 8年度の 普通会計決算3は ､ 歳入 6兆5962億円に対 し､ 歳出6兆5 7 36億円で ､ 形式収
支では
'
2 26億円の黒字で あ っ たが､ 実質収支で は 1068億円の赤字とな っ て いた ｡ また公
営企業会計 を含めた 一 般会計決算でも形式収支は 1 34億円の黒字で あっ たが ､ 実質収支は
1068億円の 赤字とな っ て い た｡ 経常収支比 率の 99.3%も 20年ぶ りに高水準にあっ た｡ 都
財政は ､ 減収禰填債 の発行や各種基金積み立て の見送りなどに よ っ てか ろうじて財政再建
団体指定 (赤字限度額は 3191億円) を回避できたと いう状況であっ たの である｡ したが
つ て ､ 石原都政に課せ られた課題 は､ 逼迫 した都財改を如何に再建すべ か という命題で あ
つ た｡
バ ブル経済の崩壊後､ 都の 税収 は減少 して予算は年々 そ の 規模を縮小 して いた｡ 過去最
高で あっ た92年度の 一 般会計予算の 7 兆2314 億円に比 べ ると 99年度は 6 兆6750億円
で ､ 予算額は 5564億円も減少 して いた ｡ 青島都政の最終年度の 99年度 一 般会計当初予算
は ､ 知事選挙の年に当た っ た た め骨格予算となり ､ 税収は 9 8年度当初予算より約 5000億
円少 なく なる こ とが予想され るとい っ た状況であ っ た｡ そ の ため税収不足を中央卸売市場
会計か ら 2000億円繰り入れ るなどの 措置を講 じて財政運営.しなければならない状況にあ
つ たの で ある4｡
石原都改発足後の 9 9年 5月 10 日､ 副知事人事な どを議決する臨時都議会が 開かれた｡
知事 は出納長に佐々 木克巳政策報道室長 (59) を､ 副知事に福永正道清掃局長 (57) と青
山倫 (55) 政策報道室理事と国会議員時代からの秘書で ある浜渦武生 (51) を提案した｡
しか し､ 出納長と福永副知事 の選任は全会 一 致で可決されたもの の ､ 青山に つ い ては ｢若
い+｢先輩を飛び越す+ と して ､ また浜渦 につ い て は ｢副知事とい う公的な役職の中に ､ 身
内を入れ ようと してい る｡ 提案自体を疑う+ として ､ い ずれも最大会派の都議会自民党の
異議の 提出に よ っ て人事問題は難航した｡
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都議会自民党は両者の 選任に つ い て継続審諌の動議を提出 した｡ 浜渦につ い ては都議会
自民党の意向通り､ 他会派もこ れに同調 したため継続審議とな っ て選任は事実上否認され
た｡ 彼が副知事 に選任され る の は 1年彼の ことである｡ これ に対 し､ 青山の 継続審議で は
都議会自民党の主張は他会派 からは賛同されなか っ たため､ 彼はその他の 会派の 賛成で選
任され る ことになっ た5｡ この ように紛糾したの も､ 青山副知事の 選任は ､ ｢抜てき ･ 飛 び
越 しの 印象もあるが ､ 発想力 を非常に期待 してお願 い した+ と知事も認めたように ､ 2階
級飛び越 えての 副知事選任で あ っ たため､ 異例の人事と映 っ たの である6｡
副知事が決まると､ 知事は首脳部の意思決定の あり方を変更 した｡ 青島都政までの都の
最終意思決定とは異なる方紘を採用 したの で ある｡ 従来の 最終意思決定では ､ 副知事は担
務とそれ に合う局の双方を監督する立場であ っ たが ､ 石原都政で は副知事同士 は 一 体と し
て知事を補佐する機関に位置付 けられ , 担当局に対 して も単に連絡窓 口として の役割を果
たす立場とされたの である｡ また ､ 従来行財政の 最高方針 を決定 した ｢庁議+ は審議 ･ 調
整の場 と して決定機能を持たない こ とになり､ 従来 ､ それ より前に開かれ ､ 庁議の事前調
整の場で あ っ た ｢政策会議+ を実質的な議論の 場と し､ そ こ を都政運営の基本方針を決定
する場 に改めたの で ある7｡
こ の ような制度に合わせ､ 5月 24 日に は本庁局長級 の ､ 26 日 には本庁部長級の人事も
行われた｡ これに つ い て の都政担当各社の記者の評価に よれば ､ 知事は人事権を効果的に
行使 したとされる｡ つ まり年功序列 の順送り人事の 伝統 を廃 し､ 知事の選挙公約に沿っ た
業務には年次 ･ 年齢を飛び超えて ､ 若手 の抜てき人事を行 っ たの である｡ 二 階級飛び越 え
て局長に就い た者が 51名中に 4名おり､ しかもそ の いずれもが局長の 中で は.54歳で最年
少で あっ た｡ さらに条例に規定されて い る局長(条例局長)12名の うち9名.を退職させ た｡
中に は通常3年くらい の 就任期間にあっ て ､ 就任2年とい う局長も1名いたとい っ た状況
であっ た ｡ 部長級人事でも若手の 抜てきは いうに及 ばず､ 前例 の ない左遷か らの復活 ､ 降
格 ､ ｢斜め下がり (他の 部局 - 異同させ た上で降格させ る)+ などの人事が行われたの であ
るo 一 連の 人事は公平 ･ 客観的とい うより総じて悉意的で あっ たとされ るo この 結果 ､ 調
整型か ら迅速型に管理職像が転換されたというのが ､ 各社記者の共通印象で あっ た ｡
こ の ような状況 の たため職員の 人事異動に対する評価は 二分された0 50歳以上の職員に
は不満 を残 したが ､ 40 歳以下の職員には比較的好評に受け止 め られたの である8｡ ∴前都政
が補助機構 の意向に沿 っ た行政であ っ たこ とを考慮すれば､ 都政 へ の影響力の 大きい補助
機構を如何に知事の ス タ ッ フ と して機能させるか に工夫の 凝らされた体制作りであっ た｡
青島都政では ､ 知事は公約に掲げた都市博中止 を実行に移 して ､ 無党派知事の 公約実現
で世論も喚起 したが ､ そ の 直後 の コ ス モ信組 - の 融資問題で は
.
､ 預金者保護を理由に融資
を決定 したため ､ 批判的な世論が形成され て ､ ｢役人の 言い なり+ との評価を定着させた｡
知事の主導性の 欠如が問題 とされたの である｡ 政策決定の会蘇では幹部職員の意見を然 し
て聞くだけと巷間では噂された｡ これ に対 し石原都政で は ､ 補助機構の最高首脳を知事 を
支える組織として機能させ ､ それを中心 と して ､ 局､ 部にまで知事の意向が反映する体制
を巧妙な人事を通 じて行 っ たの が石原都政 の特質の 一 つ で あ っ た｡
人件費､ 福祉費見直 しの 基本方針の提示
都は 99年5月 1 4日 ､ 財政再建団体の 指定を回避する こ と ､ 財源不足を任期中の 03年
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度まで に解消することを目標と して ､ ｢財政再建推進プラ ン+の 策定を副知事の 依命通達と
して各局に発令 した｡ そこ では ､ ①施策および行政サ ー ビ ス の 提供方法を時代要請に適合
させる こ と､ ②民間と都､ 国 ･ 区市町村と都の役割分担 を明確にすること ､ ③事業の効果
と財政負担 の均衡を図る こ と､ ④行政コ ス トの 最/J､化を目指す こと､ 以上4 点が基本方針
になっ て い たo 発令後の 記者会見で ､ 知事は ､ ｢何と言 っ ても ー 番緊急の 問題は財政再建 で
あり､ 今はがけ っ 線状態だ. 総論賛成各論反対ということがないよう ､ 聖域を設けず 一 つ
一 つ 見直して いく+ と決意を表明 したo
石原都政初年度の 99年度予算で は ､ 一 般会計 6兆3 千億円のうち､ 国庫支出金 ､ 都債
を除いた財源は 4 兆 8千億円で ､ 給与関係費の 1 兆 5500億円の うちの 83%､ 補助費の
6700億円の うちの 88%､ 1700億円の扶助費のうちの 76%が都固有の 一 般財源に予算化
されて い た｡ 9100億円の投資的経費はわずか 17% しか 一 般財源 に充当されて い なか っ たo
石原都政発足時 の財政は ､ 固定的な財源が経常経費の財源に充当されて ､ 政策的な投資的
経費は ほとん どない という状況で あっ たため､ 石原都政の独自性を発揮するこ とは困難な
状況に あっ た9o
99年 の第二定例会の開会された 6月 29 日の 所信表明説明で ､ 知事は ､ 財政再建の た め
の構造改革､ 新た な都市構造 - の転換､ 法的制約 - の 挑戦などを行う･と述べ た｡ そ して財
政再建プラン の後は ､ 同年 11月 を目処に ､ ｢危機突破 ･ 戦略プ ラン+を策定すると述 べ た ｡
最大会派 の都議会自民党は ｢意欲満々 でやる気が感 じられる+､ 都議会公 明党は ｢時代認識
や危機 - の対応 は共感でき る+ と ､ そ して都議会民主党は ｢時代認織は全く同じ+ と主要
会派の見解は概ね知事 に好意的で あっ た10｡
先に知事の表 明して い た ｢財政再建推進プラ ン+ が､ 7月 29 日発表された｡ それ によ る
と､ 2003年度に は 6300億円の財渡不足に陥る こ とが考えられるため ､ ①財政再建 団体指
定回避は いうに及ばず､ ②経常収支比率の 90%以下 へ の抑制 を掲げて ､ 石原都政は財政再
建に取り組むと した｡ 具体的に は ､ ①内部努力 によ っ て 1600億円を削減し (職員定数を
5000人削減､ 庁内管理事務費の 削減3割､ 外郭団体 - の支出を3割削減)､ ②経常経費と
公共事業費の 見直しで 2400億円削減し､ ③歳入増収策に よ っ て 5 50億円 (税の徴収率の
1%引き上げ､ 使用料 ･ 利用料の 見直しで 150億円を創出) を確保 し､ ④地方自治体 - の
税漁委譲 などの税財政制度の改善で 17 50 億円を創出す ることが盲匝われた｡ 歳出面では青
島都政で は投資的経費を伴なう公共事業が中心 に削減されたが､ それも限界に達 して い た
ため福祉分野 - の検討も視野に入り ､ 使途の特定されて い ない 一 般財源の比 率の高い 事業
の 見直しが急務とされた｡ 歳入 面で は ､ 資産売却､ 国の補助事業 へ の傾斜なども考慮され ､
さらに事業や政策評価を行う ｢事業評価+ 作業にも取り組む ことも明確にされた｡ そ して
知事 は ､ 副知事､ 総務局長 らが同席の 下､ 都労連委員長 らにも協力要請を行 っ た｡ 知事は
｢政府をあて にせず､ 自主的な再建を行う必要が ある+ と述 べ た11｡
一 方 ､ 石原都政の特徴と して福祉予算の 削減も推進されたo 福祉予算削減の 指針とな っ
たの は ､ 現行 の経済給付型福祉 の あり方を転換するために都に よっ て発行された ｢東京都
の福祉政策を考えるⅡ+ で ある12｡ これはその 後具体化され ､ 99年 7月 30 日 ､ ｢福祉政策
の新たな展開+ と題する見直 し案と して公表された｡ 現行の福祉政策は美濃部都政時にそ
の基盤がなされたの もの で あっ たため､ たとえば 99 年度の 予算におい ても､ ねたきり高
齢者 - の 手当て が 70歳以上で月額55000円となっ て お り ､ 近隣県､ たとえば､ 千葉県の
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12650円､ 埼玉県の 5000円と比較 しても高額とな っ て いた｡ さらに 70歳以上に交付され
る都営交通な どの 無料パ ス も年間で 157億円の 費用負担がかかるなど､ 4人家族で は医療
費助成､ 福祉手当支給 ､ シ ル バ ー パ ス 支給で年間55000円を負担 して いた｡ 財政難か ら限
りある資源を重点的に配分する必要があるとされ､ ｢現金給付型福祉+ を以後の 5 年間で
｢サ ー ビ ス 中心型福祉+ に改め るとい う方針が決定された｡ 寝たきり高齢者- の老人福祉
手当 ､ 老人医療費助成など11の 制度が見直しの 対象に挙げられた18｡ 中でも象徴的で あ っ
たの は ､ シ ル バ ー パ ス の有料化で あっ た｡
8月 3 日､ 福祉施策の方向性や主な施策を盛り込んだ再構築案と して ､ ｢福祉施策の新た
な展開+ を都は発表 した. そ の冒頭で は ｢ 一 人ひ とりの選択と責任に基づく自律 ･ 自助を
基本と しつ つ ､ 家族､ 地域社会､ 民間､ 行政などの 社会的連帯による､ 自助 ･ 協同 ･ 公助
の バラ ン ス の とれた､ 安心 して暮らせ る社会を目指す+ ことが宣言されてい る｡
2 . 合理化の 展開
方策の 推進と政党の彫響力
都は ､ 99年 11月 8 日､ 各局の 99年度予算に対する要望を集約 して ､ 福祉局は新たに
70歳以上の 高齢者から月 額1000円の 受益者負担を求めたo こゐ財源で ､ 非営利組織の実
施する高齢者送迎用バ ス の整備費などが手当て できた14｡ しか し､ 福祉政策の 給付見直 し
に つ いて反対する団体は ､ 99年12月 1 日の 99年第4定例会の 開会 日､ 嵩事堂前広場に
おい て抗議の座り込みを して知事や各会派に現行 どおりの支給を確保するよう陳情した｡
既存利益 の受益者は反対行動を起 こ したの で ある｡ こ の反発も ー つ の 要因にな っ て ､ そ の
後 シル バ ー パ ス の 有料化政策は変更された｡ 高齢者施策推進室は 99年 12月 8 日､ 福祉局
が実施 して い た月額 1000円を支払 っ てシ ル バ ー パ ス を受けると いう方針を変えて ､ そ の
金額を年額の 6000円に改めた｡ 世論や会派 に配慮 したの である16｡
しか しこ の ような点 は知事をさらに強硬な姿勢に向か わせた｡ 知事は 99年 1 2月 8 日の
第四定例会の本会議で ､ 福祉政策につ い て所倍を表明 した｡ 都議会の代表質問に答えて ､
知事は ､ 個人 の 自立 ､ 自助が基本で あると主張 して福祉政策に対する基本的姿勢を強調 し
た｡ ｢自助努力 だけでは生活が 困難な人には社会が支える仕組みづく りも必要 にはなるが,I
現行 の施策を継続すれ ば社会の 活力を損うこ とにも なりかねず､ 改革を先延 ばしする こと
は将来に大きな禍根を残す+ と述べ て ､ 福祉政策の 見直しを強調 した｡ 知事 の 方針 は､ 所
得保障などは基本的に は国の役割と し､ 在宅サ ー ビ ス などの 地方に可能の政策は都の行政
サ ー ビ ス の対象で あるとした点にあっ た｡ 知事 は ､ 現金給付型の福祉政策か ら現物支給方
の福祉政策 - の転換を図ろうと したの である｡ 都の 事業は国の所得保障を補完する役割を
担っ てきた が ､ 国の社会保障制度などの 充実が進む中で ､ 施策の転換を図るこ とも必 要で
あっ た｡ ｢シ ル バ ー パ ス を受けて い る 65歳以上の 可処分所得の 平均値は ､ 2､ 30代よ りも
多い+､ 制度を存続させ るためにこ そ適切な見直 しも必要で あると持論を述 べ た16｡
こ の ような方針 に対 し､ 都議会自民党は年額 600 円で検討されて い るシ ル バ ー パ ス に
つ い て負担軽減を主張 し､ 都議会公明党は ､ 交付 の ための手数料程度はやむを得ない と
一
部負担の 導入 を静 めながら ､ 基本的には負担軽減に 同調 した｡ 共産党都議会は ､ 福祉の 見
直 しは都民生活に深刻 な影響を与えると強硬に反対 した17｡
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しか し知事は 99年 12月 20日､ 都議会自民､ 都議会公明両党が議会内で多数を占める
現状に配慮して ､ シ ル バ ー パ ス に つ い て年額 1000 円にする方針に傾斜した｡ 執行部は知
事の福祉施策の 見直し発言を踏まえて ､知事の意向に沿うよう現行制度の変更を計画 した ｡
交付の ための 手数料程度まで しか認められないと主張する自公 の要望に応えた知事に従 っ
てさらに引き下げを決 めた｡ そればか りか ､ 現行で は無料であ っ た乳幼児医療費助成は､
少子化対策の 中で ､ む しろ充実するべ きだという会派の意向に沿っ て､ 入院時の 食事費負
担を前提 に ､ 対象を4歳末怖か ら5歳未満に対象年齢を拡大した｡ また現行 では 65歳以
上70歳未満を対象に無料で あ っ た老人医療費助成制度につ いても2004年度が廃止予定年
度であっ た が､ 経過措置と して 2年延長 して 6年度までと した｡ また区市町村の 福祉助成
制度の新設も決 めたが ､ これらはいずれも自公両党の意向に従 っ たもので ある｡ こ の よう
に､ これらの方策の変容 は ､ 知事 ･ 執行部の当初の 予定の大幅の 変更を意味した18｡
99 年 12月 20日､ 知事は､ 福祉政策見直しにつ い ての議会や区市町村の 早期予算化要
望を踏まえて ､ 通常1月初旬か らの ｢知事査定+ の 時期を繰り上げて ､ 99年度予算編成の
｢知事査定+ を行 っ た｡ その過程で は､ ｢こ の案で ない と議会は納得しません+ と主張する
執行部幹部の要望を踏まえて ､ 知事は原案に大幅な修正を加えることもなく知事査定を終
えたo 幹部の 一 人は ､ 議会 の意向の丸呑みだと発言 した. 議会内多数派 (自民党と公明党)
の意向に配慮 した状況で あっ た｡ 自民党の 主張 した ､ 福祉施策見直しによ っ て 生じる財源
の使途を区市町村の福祉事業支援に充当する補助制度の新設や ､ 公明党の 主張 した シル バ
ー パ ス の受益者負担 の軽減 ､ 乳幼児医療費助成 - の 一 部負担制 に対する対象の拡大などの
方策が知事査定 におい て要望どおり箇所付けされたの で ある｡ 都議会公明党議団長は要求
がほぼ百%が受 け入れられたと評価した19｡
影響力を喪失した都労連
また､ 財政推進プラン に基づ い て人件費に つ い て も石原都政は対応を打ち出 した｡ 第二
回定例会の施政方針説明で知事は､ ｢財政再建を進めるに当た っ ては ､ こう した 点を踏まえ
つ つ
､ まず職員定数の 削減 など内部努力 の さらなる徹底を図ります｡ 不況に あえぐ民間企
業の厳 しい 現状を考えれば ､ 給与関係費の 見直しも避 ける ことはできません20｡+と発言 し､
人件費削減の 重要性に つ い ても示唆したo
7月 29 日､財政再建推進 プラ ン - の協力を要請 した知事と都労連委員長との会談では人
件費の 削減問題も話題とな っ た21｡ こ の 件は 8月 3 日の 都と都労連との 夏季手当に関す る
小委員会交渉で も知事と都労連委員長の 間で話 し合われた22｡ さらに ､ 8月 1 1日､ 人事院
勧告が出され ると､ こ の 間題は 一 挙に現実的とな っ たo 人事院は 8月 11 日､ 平成11年度
の 国家公務員の給与に関 して ､指定職､本省庁課長級 の職員につ い て は給与改定を見送 り､
一 般職貞に限っ て 99年 4月 1 日に遡 っ て平均 0.28%引き上げるよう国会と内閣に勧告 し
た
｡ この 勧告率は過去最低を記録 した 98年度の 0.76%をも下回る過去最低 の 引き上げ幅
であ っ た ｡ また期末勤勉手当などの 特別給 に つ い て も 0.3 ケ月 分引き下げる ことを勧告 し
て いた｡
一 方､ 都の人事委貞会の 勧告は例年 10 月 で ､ まだ時間が あっ たため､ 財政再建プラン
に計画された職員給与の 削減に つ い て庁内の意思統 一 が図られようと して い た｡ 総務局長
は ､ 8月 11日 ､ 各局の 総務部長で構成され る総務部長会の席で ､ 全庁 一 丸とな っ た財政再
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逮 - の取り組みを呼びか け､ 民間も生存をかけて経営努力をしてい ることをみなら っ て ､
都でも内部努力を推進 して い かなければならないと述 べ た｡ この当時､ 都と同様に財政危
機に陥っ て い た他の 自治体で は ､ 千乗､ 神奈川 ､ 愛知 ､ 大阪､ 岡山が 99年度から給与の
削減を行 っ て い たの で ある ｡
都の給与関係費は ､ 6兆3千億円の 99年度予算の うちの 1兆8700億円にも達 し､ 約 3
分の 1を占めて い たo 総額 4 兆 10 億円の 一 般財源の 38%を占めるまで に なっ て い た.
こ の 点で ､ 給与関係費の 削減は､ 財故再建の 方策と して重要で あっ たの である23｡
これに対 し都労連は全面対決 の様相をみせた｡ 都労連委員長は､ 反対の総決起集会を催
し､ 労使 関係 の 非常事態宣言とまで い っ て当局の 姿勢を痛烈に非難した24｡ そ して ､ 彼 は
は同日早速人事院勧告に関連 して ､ 都は給与削減を行わない よう人事委負会委員長に申 し
入れた25o
しか し､ 9月 3 日､ 都は期末 ･ 勤勉手当を99年度か ら01年度までの 3年間 0.55 ケ月 ､
さらに給与 の本俸を00年度か ら02年度まで の 3年間 4%各々 削減する方針を固め ､ 都労
連に提示 した｡ 労務担当 の福永副知事 は ､ 財政再建の ため福祉などの事業も見直して い る
最中で あり､ 行政が都民に負担を求め る以上 ､ 同時に都庁の内部努力の 推進で都民にもそ
の姿勢を示すこ とが 必要で あると理由を説明した26｡ こ の ような事態は都政史上初めて の
ことで あっ た た め ､ 都労連はすぐさま給与削減に反対 を表明した｡ この 問題 はそ の後都議
会を交えて複雑な展開を辿る こ とになる ｡
と こ ろで ､ そ の都議会の政党配置は どの ようになっ て い たの か ､ この点 をこ こで確認 し
ておく ｡ 97年 6月 の都議選では ､ 127の 定数の中､ 自民党が5 4議席､ 共産党が26議席 ､
公明党が 24議席 ､ 民主党が 12轟席で ､ 主要政党で 112議席を獲得して い たo こ のうち自
民党は 98年 7月 31日 ､ 参議院選挙後に分裂した｡ 都議会自民党 (34名) と自民党東京
(18名) とは ､ 99年9月 8 日､ 石川要三自民党東京都連会長の 斡旋によ っ て ､ 新会派結
成総会を開き ､ 52 名の 東京都議会自民党と して再出発 した27｡ 都議会の役員人事が任期を
迎える第 3定例会を前に統合 した ｡ 都議会自民党が34､ 共産党都議会が 26､ 都議会公明
党が 2 4､ 自民党東京が 18､ 都議会民主党が 12 というなかで ､ 議員数を背景に して議会の
役員ポ ス トを得 るには統 一 が有利で あ っ たo
自民党は統 一 によ っ て都議会蘇長の ポ ス トを得るこ とができた｡ 同会派内で議長候補は
旧自民党東京 から､ 幹事長候補は 旧都議会自民党かも選出することが決ま っ た｡ 自民党の
統 一 によ っ て政党配置は大きく変わる こ とになっ た. こ の 結果､ 自民党が最大会派に なり､
第三会派の公 明党との 取引で ､ 議長は自民党から､ 副議長は公明党か らとい う割り振りを
行 い ､ また議会割り当て の 監査委員の 2ポ ス トにつ い て も自民､.
公明両会派で独占した28｡
さて ､ 9月 13 日､ ｢給与削減白案の 白紙撤回まで全力 を挙げて闘うぞ+ と都労連は ､ 総
決起集会を都庁第二 庁舎の 玄関先で開き ､ 気勢を上げた｡ この 日の集会に は 6単組から約
5千人 の労組員が泰加 した｡
9月 21 日には第三定例会が開会された ､開会当日の 21 日の代表質問で ､都議会自民党､
都議会公 明党､ そ して無所属ク ラブの 3会派は ､ 職員の給与削減問題に触れ ､ 知事の財政
再建に取り組む姿勢を評価 した29｡ 9月 24 日の 総務委員会の審議にお い ても ､ 自民､ 公 明
両会派は こ の 問題 に触れ ､ そ の 実行 を執行部に迫 っ た30｡ こ の ような動向に歩調 を合 わせ
るか の よう､ 都議会も 9月 30 日には議員報酬の 減額を ､ 現行の 00年 3月末 日までの 期間
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からさらに 1年延長 して ､また期末手当は99年12月支給分から01年3月支給分まで 15%
削減する ことを決定した8 1.都の要請して い た削減対象の職員数は 18万8000人にも上り ､
知事部局はもとより ､ 行政委員会傘下の 警察や ､ 教職員にも向けられてい冬o
職員の 労働条件とも い うべ き給与削減が､ 執行部の意向から発せ られたの は従来にはな
か っ た点で ある｡ それに追い討ちをか けたの は ､ 10月 6 日､ 知事と議長に出された人事委
員会勧告で あっ た｡ そ こで は､ 同年 4月 に遡及 して給与改定につ い ては 0.29% を引き上げ
るもの の ､ 期末 ･ 勤勉手当では 0.3 ケ月分を削減して 4.95ケ月を支給するとい う内容で あ
つ た82｡ 期末 ･ 勤勉手当の 合計で 5 ケ月水準を割るの は ､ 11年前の 鈴木都政下の 88年度
に存在 したが ､ 今回に象徴的で あっ たの は ､ これに加えて本俸の 削減までもが執行部か ら
提案されたことで ある ｡ 10月 13 日の都と都労連との小委員会交渉で は ､ 給与削減と人勧
の取り扱い につ いて の 協議に加 えて ､ 96年か ら継続 してい た 一 般職貞の 勤勉手当て へ の 成
績率導入 問題 も提起されたo 都労連は断 じて静められない として ､ これを拒否 して 交渉は
物別れに終わ っ た88｡
翌日 の 14 日 に開かれた都諌会行財政改革基本問題特別委員会の審議で は ､ 職員給与削
減と人勧の 取り扱い に つ い て質疑がなされ､ 都議会民主党議員は ､ 人勧の 見送 りで組合が
ス トライ キ を行なうような事態に至 る懸念と､ 職員給与の 削減が福祉施設や中小企業労働
者 - 波及す る恐れにつ いて質 した｡ 知事､ 総務局長 は ､ 都財政の お かれた現状か ら､ こう
した措置を選択 したこ とに理解を求めた34｡
翌 15日 には 99年度の 第1 回都労連中央委員会が開催され､ 99年秋季年末闘争方針が
決定されたが ､ こ こで は給与削減の 白紙撤回と人勧実施 ､ そ して成績率導入の 阻止が採択
された35｡ そ の 際委員長 は､ 場合によ っ て は同盟罷業の設定や､ 都議会各会派 - の要請行
動の必 要性を強調 し､ 都議会第4定例会の ある 12月 に向けて 11月 中旬以降に行動を起す
ことを宣言 した｡ それ以降､ 都労連の 攻勢は強化され､ 10月 25日か ら3 日間の 日程で都
民広場と第 一 庁舎前で 白紙撤回を求 めて ｢座り込み闘争+ が行なれた36｡ 11月 1日の 小委
員会交渉､ 11月 2 日の 団体交渉を経て労使の 関係は緊張 した｡ 都労連と都との緊張関係は
頂点に達 し､都労連は 11月 12 日早朝8時半から 1時間の 同盟罷業を決行 した｡都労連は ､
全庁的経費削減の 一 環と しての 給与削減に加 え､ 勧告によ る削減の 二重の削減には到底応
じるこ とはできなか っ たの である｡ 本俸の 4%の 削減が oo年度以降の既定事実とな っ た以
上､ 勧告 に よる新規の 削減内容は それをさらに過重させる内容で あっ た｡
都労連 の 同盟羅業を対抗手段と して の反対姿勢の硬化を重視した知事は ､ 1 1月 16 日､
事態の 打開を求めて都労連との 交渉に臨んだ｡ 知事は委員長との会談で ､ 当時の都政運営
で将来見通 しを見誤 っ た点で財政危機 の 責任が執行部にあっ た.と
の 責任を認 め ､ その よう
な要因か ら生 じた財政危機 - の 協力 を要請 した｡ そ の際 ､知事の意向を受けた総務局長は ､
財政運営の過失を前提と した経費削減の 具体策と して ､ 削減内容の軽減を提起 した ｡ 妥協
案の 提示は 労使双方の対立 を緩和 し､ 同月 17 日未明労使は妥結した｡ すなわち､ そ の 内
容は ､ 期末 ･ 勤勉手当は 99年度o.3 ケ月 削減､ oO年と01年度の 2年間は 0,4 5ケ月削減
し､ 本俸は 00年度と01年度の 2年間4%削減するというもの で あっ た｡ 期末 ･ 勤勉手当
の 削減幅が若干縮小 した こと ､ 本俸の 4%削減期間が3年か ら2年 1年短縮されたと いう
点では軽減されてい た｡ 妥結の 結果 ､ 都労連が予定 した 11月 17 日早朝か らの ス トライ キ
は中止 され ､ 知事 ･ 執行部の 財政再建 に対する労組との 交渉は終了 した37｡ 知事 ･ 執行部
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は､ 労使交渉の 過程で都労連に譲歩は したもの の ､ 財政再建 の 一 環と して 一 般職員給与な
どの 人件費削減が実施された点に は､ 知事 ･ 執行部の成果にあっ た｡ これに合わせ て局長
級職員も ､ 99年 11月 ､ 本俸の 5%と期末 ･ 勤勉手当の 10%が 00年度カ.
ゝら削減される こ
とにな っ た38｡
都総務局発行 の 98年調査 に よると､ ｢都職員の 給与状況+ は ､ 都内民間企業の貸金水準
に比 較すると 19% 高か っ たが ､ 国を 100と したラ ス パイ レ ス 指数でみると､ 都は 104.8
で大阪府や神奈川県と比 較 して も低い という状況で はなか っ た｡
2000年度予算編成 - の取り組み
知事 ･ 執行部は ､ 00年度予算 - の反映を目的と して ､ ｢危機突破 ･ 戦略プラ ン - 二十 一
世紀 - の第 一 ス テ ッ プ+ を11月 26 日発表 したo 同プラン は ､ 東京が危機的状況を打開す
るために必要とされる ｢経済活力+ ｢首都+ ｢環境+ ｢福祉+ ｢教育+ の 5大テ ー マ に焦点を
絞っ て戦略的な対策を講 じる方策集であ っ た｡ 方策を苗に例え､ ｢政策の 苗+ を28植える
と した政策発表で あっ た39｡ 当然その 方策集にある方向で予算要求も行われ るこ とにな っ
た｡
2000年度の 各局の予算要求は 一 般会計の 要求額で 6 兆2980億円とな っ たo しか し､ 税
収不足から 4000億円の財源不足も同時に明らか になっ た｡ 公共事業に充当される投資的
経費や経常経費は前年度以下の状態にあ っ たが ､ 給与関係費や事務費を除く 一 般事業費が
10%の 削減目標 に対 して逆に 3.9% 増となり､ それ が予算全体を圧迫する要因の 一 つ に も
な っ て い た｡ 予算原案は 00年1月 21日発表され ､ 続いて ｢知事査慕+ が行われた ｡ 知事
は査定の基本的姿勢と して ､ ①各事務事業の担当局長と財務局長との説明で は担当局長 の
説明より財務局長 の説明を重視 した｡00年 1月 5 日から2週間にわたっ て行 われた知事査
定で は ､ 個々 の事業概要の 説明を ､ ｢もうわか っ て い る+ と制 し､ 担当局の 予算要求と財務
局の判断を聞き､ 財務局案で承認す るやり取りの 連続で査定 を終えた40｡ つ まり ､ 全体予
算を財務局の 主導で詰めて いく方法 によ っ て知事査定は行われたの である｡ しか しディ ー
ゼ ル者の排出微粒対策 (2億 8000 万円) は 99年度の 6.7倍 に ､ また債券市場 の 開設に対
する中小企業対策には新規 に 2億円 ､自衛隊の 防火訓練には 99年度より5000万 円引き上
げて 3 億円に した｡ 知事 の政策の 実現と､ 都議会自民党と都議会公 明党の要望に応 えて ､
区市町村 - の補助金と特別養護老人 ホ ー ム - の 支援策で は ､ 要求 をほぼ全面的に入れて
228億円を計上 した41｡
石原都政が重視したの は ､ 私学学校の経常費助成の 削減で あっ た｡ 石原都政は 98 年度
から 5 カ年間に各年度ごと 30億円 の経費削減を予定 して いたが､ 総務局は こ の 削減を 2
年間前倒 しに して ､ 00年度の予算編成では 90億円を削減する原案を公表 した｡ 99年度の
こ の 予算が 1179億円であ っ たため 00年度では 2年分の 60億円が追加 され 1 19億円の
予算にな っ た｡ その 後知事 の査定でさらに削減額が 10億円上乗せされ 00年度は 1109億
円となっ た ｡ こ の額は過去最大 の 削減額であっ たため ､ こう した措置に各会派や私学関係
団体か ら私学助成の 充実を求めて 強い反対が噴出した｡ こ の ため知事は政党要望などを勘
案して歳出される復活財源の 200億円の活用を通 じて ､ 約 4分の 1 の 54億円を充当 して
手当 した42｡
98年 5月 の ､ 地方自治法上 の特例措置の改正 ､ 税財政制度の 改正 ､ 国民健康保険事業に
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係る都条例に よる特別区間の調整措置の廃止 などによ っ て ､ 特別区を基礎的な均方公共団
体と位置付ける ことが決定 した｡ この ため都か ら特別区 - の事務委譲が可能となり ､ 清掃
事務､ 教育委員会事務､ 保健所事務などが都か ら特別区 へ 2000年4月 1 日か ら移る こと
にな っ た｡ これによ っ て都が処理をするもの を除き ､ 一 般的には市町村が処理する事務が
特別区でも処理される こ とに な っ た｡ この ため財政調整交付金制度で も､ 調整財源が法定
化され ることになり ､ 総額補てん 主義も廃止され ､ 納付金制度も廃止 される ことになっ た43｡
これに伴 っ て清掃事業などの 区移管が行なわれ ､ 都区財政調整制度の見直 しが 図られた ｡
00年度当初予算で は事業移管の 一 時的経費と して 740億円､ その 他の事業を入れても約
900億円の 交付で賄われ ると都は予定 した｡ 都の事業が区に移管される場合､ 配分額の変
更が必要で あ っ たの で ある｡ しか し､ 大幅増率を求め る区と､ それ を抑制 しようとする都
との 対立が生 じた｡ 都は､ 清掃事業移管､ 区長委任条項の廃止 ､ 介護保険制度に伴う措置
費の 削減､ 介護給付負担金 の増額などで 900億円を移転させればよい と考えて い たの で あ
る｡ しか し 1月 7 日､ 都議会自民党幹事長 ､ 都議会公明党幹事長らは ､ 財源配分に つ い て
切実な要求が区長会からきて い るため､ 都は ､ 最大限酉己慮すべ きで あると して ､ 福永副知
事に要請 した｡ これを受 けて知事 が最終判断を して 900億円のみならず､ 調整率もそれま
での 44% から引き上げて 52%に改正する ことに し､ 1月 11日､都議会自民党に内示 した ｡
両者を仲介した格好 の都議会自民党は ､ 52%とい う斡旋案を区長会に提示 して ､ 区長会の
要求を抑え込ん だ44｡ 現行 の調整 率は 76年度以来24年間4 4%で 固定されて いたため ､ た
とえば99年度では約 1兆5500億円の ｢調整三税+ の 中の 6800億円が区に交付 されて い
たが ､ 改定後の 00年度予算で は 1兆 5100億円とされる財源の うちの 78 80億円が ､ 前年
度比で 16%の 1080億円が新たに区側に支出され るこ とにな っ た｡ 00年 1月 20 日の 臨時
区長会では ､ 不満だがやむを得ない と､ 都の 主張 した調整率で合意 し､ 00年 2月 10日の
都区協議会にお い て正式に 00年 4月 から52%で調整される ことで合意 した｡ ただし､ ①
00年度の 都市計画交付金 と､ 知事留保 の復活折衝予算枠 (政党対応の 予算 200億円) か
ら45億円を支出し､ ②9 9年度中に 一 部清掃事業の 前倒.しで の 区 - の移管の ための 経費と
して 区ごとに 1億円が 追加交付された｡ そ して③税制改正や事務配分の 変更などの 生 じた
場合には改めて都と区が配分率を協議す るこ とを求める付帯決議をつ けて ､ 予算は可決さ
れた45｡
とこ ろで ､ 97年度の 調査で 見ると､ 都内市町村に対する都支出金を人 口 一 人当たりで換
算すると 407 2 4円で ､ 道府県 の 市町村に対する支出金の 20034 円と比 べ て 二倍の 水準に
あっ た ｡ こ の都の支出金 のうちで国庫支出金に関わるもの が 583 円で ､ 都単独の 支出金
は3484 1円にも達 し､ 道府県 の 4.1倍にも当た っ て い た｡ 特に投資的経費である普通建設
事業費支出金は 11202 円で道府県の 3.6倍で あ っ た｡ 市町村の歳入構成で見 ると､ 都内市
町村の 歳入全体に占める都支出金の 割合は10.9%になっ て い た の である｡ 他の道府県の市
町村4.5%に比 べ ても高い割合で あっ た ｡
市町村に対す る都道府県の支出金 (人 口 1人 あたり46: 97年度)
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那 道府県 都/道府県
支出額 40 724円 2 00 34円 2倍
移転財源 58 83円 115 29円 0. 5倍
単独 11 202円 3108円 3. 6倍
また ､ 都の計画 した支出削減には都営住宅の 家賃の全額免除制度の 廃止 があ っ た｡ こ の
制度改正 に伴う対象世帯は都営住宅の入居世帯約25 万 7000世帯(98年度)の うちの約 4
万世帯であ っ た｡ 住宅利用規則 によると､ 高齢者世帯を例外的に ､ 通常4人世帯で年収 209
万円以下の 場合家賃が全額免除とされて い た｡ しか し95年度､ 96年度､ 都民の 高齢化と
景気低迷とが あいま っ て免除世帯の増加 が著しく､ 98年度で見ても免除額は 120億円に
も達 し､ そ れが財政を圧迫 して い た｡ この ため都の当初案では ､ 収入に よるラ ン ク別に減
免額を定率化 し､ 4 年間の 経過措置を設定 して順次家賃の 引き上げを予定 した ｡ しか しこ
う した制度改正 に都議会公明党が強硬に反対 した｡ こ の ため都は 1月 3 1日 ､ 特に収入の
少ない 高齢者などを中心に免除制度の継続を存続させ るこ とで合意 した47｡
そ の他 ､ 執行部は削減方策の みならず､ 増収策も模策した｡ 知事は､ 臨海地 区の台場で
の カ ジノ設置に よる観光客の 招致､ ロ ー ドプライ シ ン グ制度の 導入に よる車両か らの料金
徴収､ あるい は上 ･ 下水道料金に裸税する環境税､ 果て は不利用の都有地の売却や､ 償還
期間 5年の都債発行 ､ 新税制などで ある ｡ 中で も注目されたの は大手都市銀行に対する外
形標準課税制の 導入で あっ た｡
3 . 税源の 拡大と内部努力
新財源 の模索
知事 ･ 執行部は 2000年 の 第 一 定例会に ､ 5 年間とい う期間限定の大手銀行の 法人事業
税 に外形標準課税を導入す る条令案を提出 した｡ 条令案は ､ 資金量5兆円以上 の銀行業を
対象に ､ 人件費や不良債権の 処理費などを控除する前の業務粗利益に対 し､ 3% (農林中
央金庫などの 特別法人は 2%)の 税率で法人事業税を課すと い うもの で あっ た｡ 期間は
2001年3月期決算か らの導入 が計画され､ 最初の申告納税は 2 0 0 1年6月 とされ､ 対象と
なる銀行は 30社で 1100億円の 税収が見込まれた｡
｢バ ブル 経済+ 崩壊後の 景気後退で ､ 東京都は税収不足が顕著に なり ､ 9 1年度以降は都
債の 大量発行､ 歳入不足に よ る減収補填債の発行などを余儀なく･されて い た｡ そうした中
で ､ 都の採 る べき方策と して安定的な自主財源 の拡大は重要で あっ た｡ 事業税の外形標準
課税は格好の 材料にな っ た の で ある48｡
知事は 00年2月 7 日記者会見を して ､ 財政再建推進プラ ン の 一 環と して ､ 2000年度か
ら法人事業税に外形標準課税制 を導入するこ とを年表 したo こ の計画には全国銀行協会が ､
金融機関に限定されて課税され るの は課税の公 平性に失するとの 声明を して ､ まずこれ に
反対 を表明 した｡ また大蔵省は ､ 課税対象が特定企業に限定されて い るこ と ､ 政府税調が
検討 してきて い る同制度と ､ 都の 制度との整合性 の 点で懸念を示 して これも反対 した｡ 地
方税制問題 を所管する自治省 は ､ 地方税と国税との 制度上の 問題から慎重姿勢を示 した｡
ただし自治省は同制度の全業種 へ の 適用を従来か ら構想してき てい た経緯もあ っ て ､ 同制
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度導入 は必ず しも反対で は なか っ た49. 政府税調は ､ 同制度を地方法人課税小委で全国､
全業種 一 律課税と して検討 してきた経緯もあっ て ､ 寧ろ都の計画に触発される形で ､ 同年
6月予定の 中期答申に同制度をまとめる方向である旨を公表 した80o
一 方 ､ 都読会自民党､ 都議会公明党､ 共産党都議会の 3会派は各々 賛成で あっ たo 都内
地方自治体や都民からも都の方針を支持する反応が多か っ た51｡ 全国知事会は ､ 77年に同
制度を資本金5億円以上 の製造業に限定して導入 しようとした経緯もあ っ て ､ 早期全国 一
律導入 に向けての 努力 をして いた ところで あっ た｡ 問題は ､ 政府与党内には賛否両論があ
つ たこ とであるo 自民党地方制度調査会長は官房長官との会談で全国 一 律全業種で の課税
を支持 した｡ また自治相､ 地方首長議員経験者等 ､ 地方行政に詳 しい 自民党地方行政部会
所属の 国家議員も､ 都の計画を奇貨として 同制度の 早期導入を目指して い ると ､ こ の方策
には概ね賛成である旨が報 じられた . 一 方､ 経済界との 関係を背景に持 つ自民党商工部会
は､ 将来中小企業 - の制度の 導入が懸念 されて同制度に反対 した62. ま■た党政調会も総選
挙が近く想定されて い たの で賛成には慎重で あっ た｡
しか し､ 2月 7 日の 知事 の 公表後 ､ 官房長官の ｢法的 に都に撤回を促す の は難しい+ と
の 見解を述 べ て ､ 国の 対応は都の 計画を前提に してそれを容認する方向 - 変わっ た｡ そ し
て知事は 同日､ 記者会見で ､ ｢新たな税制を東京か ら発信 して いく ことは ､ 停滞する国政の
本質を変える最初の 引き金 を引く意味で ､ 大きな意義がある+ と自賛した58｡ 2 月 14 日 ､
首相は ｢多数決で可決すれば条例と して成立する｡ その ことを否定する立場にない+ と事
実上容認 の発言を行 っ たの で ある54. 都議会自民党と都満会公明党は , 各 々2月 14日 ､ 議
員総会を開き ､ 同条例実に賛成す ることを決 めた｡ 共産党､ 民主党などの 会派も賛成の意
向を表明 した. 一 方 ､ 知事が同税の 導入を表明 して以来 ､ 都民からの反響も高か っ たo 政
策報道室 の発表に よると､ 発表後の 二 日間で 50 件を越える声が寄せ られたとい う55. そ
れ以降､ 流れは決まり ､ 2 月 16 日､ 都は議会に対 し同制度を含む条例案を提示 し､ 2 月
21 に は全銀協 - の説 明を行 い ､ 知事が自治相と会談 して ､ これは都側の 主張を提示 した｡
｢法人事業税に外形標準課税を導入する都税特例条例案+ の 議会上程 ､ 財政委員会で の審
嵩 ､ 公聴会の 開催を経て 3月 30 日の本会議で 同条例案は賛成 12 2議員に対 し反対 1議員
で可決 (定数 123名) した｡ 議会内会派の 当該税に対する評価もあっ て ､ 00年の 第 一 定
例会で は ､ 自治市民 93(1人) がただ1党反対 したもの の ､ そ れ以上の 反対はなく ､ いず
れの 会派か らも賛成を得て導入が決定 した56｡
石原都政での 外形標準課税制の導入 には背景 にいく つ かの 有利な要因があ っ たo 都政を
取り巻く税制環境が近年変容 して い たの である . 全国知事会は.77年から同制度の 検討を
開始して いたことに加 え､ 政府税調や自民党税調も同制度につ い て検討して い た｡ 大蔵省
は税率の 統 一 性 の混乱 とい う点で確か に反対 して い たが ､ 自治省は地方財政の安定的な確
立 の観点か らすれば必ず しも積極的に反対する理由はなか っ た ｡ 寧ろ黙認 したとい っ ても
良い ｡ そもそ も大蔵 ､ 自治両省は 90年代以降､ 国税重視と地方税拡充とい う点で対立 関
係 が強調されて いた. 自治省が都の 改正 を黙課 した の も納得でき る. したが っ て都と国と
の 関係という観点か らすれ ば､ 都の便益を代表するア クタ ー が国の 政策決定の場に存在し
て い たということが い えよう｡
石原都政は地方自治体にも可能の税源 を求めて ､ 00年 5月 26 日､ 地方税制を含めた税
制全体の あり方を検討する都税制調査会の 設置( 同年6月 1 日)を明らか に した｡ 知事は ､
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｢国が税財源を地方 に分与するの を待っ てい るわけには いか ない ｡ 今まで になか っ た提言
を国に 向か っ て して い ただく ことを熱願する+ と述 べ た57o 国と地方が取り組むべ き税制
改革の 全体像を提示 して ､ 都として実現可能の 方策を総合的に提示 することに よ っ て ､ 課
税自主権の行使 を都が 主導しようと したの である｡ 具体的な調査と素案作成は議員以外 の
委員で構成す る調査委員会が担当 し､ ①国と地方との税源配分に つ い て ､ ②環境税などの
政策税制を模索 し､ ③資産課税や ､ ④法定外課税をテ ー マ と して小委員会を設置 して行う
こ とが計画された58｡
と い うの も､ 1999年度 一 般会計決算臥 歳入 6兆4405(98年度比 1%減) に対 し､ 歳
出6兆4207億円 (同 1.1%減)で形式的には 198億円の黒字で あっ たが ､ 実質的には 881
億円の赤字となっ た｡ 赤字決算は 98 に続いて 2年連続で あっ たが､ 赤字額は 98年度に比
較して 187億円減少 し､ 若干財政は持ち直した状況で あっ た ｡ さらに経費削減方策も功 を
奏 し､ 98年度以上 に公営企業会計 - の 支出金の繰り延 べ額を減額する こともできたの で あ
る69o
さらに ､ 9 9年 7月策定 した 2003年度まで に経常経費削減20%､ 投資的経費削減30%
を目標 とする財政再建推進プ ラン の達成を求めて ､ 都は 00年7月 27 日､ 0 1年度予算編
成における指針 ､ すなわち事務的経費及 び投資的経費を前年度比 25%減､ これ以外 の補助
金 15%削減を実行に移すべ く ､ 副知事名の 依命通達を発令 し左60a OO年 8月 21日に発表
された 1999年度普通会計決算における経常収支比 率は ､ 2003年度を目処に 9 0%以下に
する ことが目標で あっ たにも拘わらず､ 依然として高く ､ 前年度比 4.8% 増の 10 4.1% とな
つ て い たため余計に改善は急がれたの である｡
税制調査会の 検討の結果提示された議論 は､ 00年 11月 24 日の答申案の発表 によ っ て
明らか にな っ た. 一 つ は 0 0年泰に国によ っ て認 められた地方税の法定外目的税で条例 で
制定可能 の大型デ ィ ー ゼ ル 車 - の 課税で あっ た｡ 首都高速に入場 した段階で 200円か ら
600円の範囲で徴収すると いうもので ある｡ 第二 は ､ 産業廃棄物 - の課税で トン当たりで
税額を決め るもの で あっ た｡ 第三 はパ チ ン コ 新台 - の課税で ､ 1台あたり 1000円を予 定
した. 第四は ､ 旅客宿泊施設 でめ宿泊料が 10000円以上の 場合に 100円を課税するも の で
あっ た｡ これらの検討の 結果 ､ 当調査会は 00年 11月 3 0日 ､ 首都高速道路を走行する大
型ディ ー ゼ ル 車､ 産業廃棄物､ パチ ン コ 新台 ､ ホテ ル での 宿泊に課税する4税を知事に答
申 した｡ これらの税制の 実施 によ っ て最大年間 2 20億円の 税収が見込まれるとされた61｡
こう した増収方策はそ の 後各々 実行に移されて いく ことになる｡
財政再建の ため の体制固め
都は 00年 12月 6 日､ 財政再建 の体制固めに大幅な行改組織改編案を提示 した｡ それ に
よ ると､ 都政の課題に戦略的に対処するため知事の 政策立案機能を強化 し､ 縦割り行政 の
弊害解消と効率化推進 の ため行政組織の統廃合が提示されたょ そ こ では ､ 情報の 技術化や
入札制度の 見直しに よる行政費用の 軽減､民間 - の事業委託や事業部門の 民営化によ っ て ､
行政組織全体で は 7800億円の財政が削減可能と､ そ の 効果に つ い ても言及 した｡ ①都政
運営の 中枢に なる官房機能 の 強化 ､ すなわち知事室 と政策調整 を実施 して い る政策報道室
とを母体として ､ 外交機能 ､ 行政改革部門の加わ っ た行政組織を新規に編成する こ と､ ②
少子高齢化に対処するため福祉局と高齢者施策推進室との 01 年度の合併する こと､ ③都
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立大学の 一 体的管理運営の ための行政組織の再編とい うもの であ っ た｡ これ を実施すれば
現行 17局は 12 局に締′J､され るとされた62｡ こ の ような体制固めを行 っ て予算編成に臨む
の である｡
o 1年予算審議過程に見られ る自公 に特化した予算審議
01年 1月 24 日発表された01年度予算案は緊縮予算案とな っ た ｡ 都債残高が 01年度に
は7兆8000億円に達する見込みか ら3251億円にも上 る償還額は02年度には5650億円､
03年度に は8050億円にも達する ことが予想されたの で ある｡ しかも都債償還に備えて積
み立てが義務付けられて い た減債基金の 400億円は未だ積み立て られておらず ､ 予算編
成を行う財故事情も厳 しい状況であ っ た｡ こ の ため都は ､ 歳出抑制策と して は①職員数を
1279人削減 して 90億円を､ ②職員給与の 削減で 700億円を､ ③外郭団体 - の支出削減で
50億円 ､ ④そ の 他事務費の削減で 200億円を､ ⑤事務事業の見直しや建設費の削減で 420
億円を捻出する こ とに し､ 一 方 ､ 歳入増収策として①徴収率の増率で 300億円､ ②都有遊
休土地 の売却で 370億円､ ③そ して外形標準課税で 1400億円を見込み ､ 財源の 確保に努
力 しようと したの で ある｡
これらの財源は ､ ①都債償却に 2 200が減債基金 に組 み入れられ､ ②都区財政調整金と
して 1兆 813億円が区市町村に還元され ､ ③各種基金と して 29 3 2億円が配分されるよう
計画 され た. 一 般歳出は 4 兆 4847億円でうち 1兆 7年62 億円が人件費に充当され ､ 残額
は各種事業 - 配分されたの で ある63｡
予算案は予算特別委員会で審議されたが､ こ の審読過程で顕著で あっ たの は ､ 知事支持
を明確に した都議会自民党は ともかく ､ そうで はなか っ た都議会公明党までもが都議会自
民党と共 に ､ 知事 の予算編成を評価した点で ある｡ 共産党都議会から知事の 回答を引き出
させて は ､ それに対 して 自公両党が批判 を加えるとい っ た状況で あっ た､ ｢知事 ･ 都議会自
民党 ･ 都議会公 明党+ 対 ｢共産党都議会+ と､ 中間的な ｢民主党+ いう構図として知事と
議会 の 関係 は配置された ｡
予算特別委員会の審議 の行われた 3月 1 6日､ 都議会公 明党議員は､ ｢こうい うチ ラ シで
ござい ます｡ 日本共産党の チラ シで ご ざいます+ と､ 一 枚の チラシ を掲げて ､ シ ル バ ー パ
ス 全面有料化反対 ､ 水道料金値上げス トッ プ､ 私学助成や中小企業融資そ して乳幼児医療
費助成の 拡充政策などの 成果 が石原都政にお い て実現され得たの は共産党の影響力で ある
か の ごとき宣伝物が町 田市内に配布されたと提起 した｡ そ の上で ､ ｢予算案には反対 しなが
ら､ 自分 の党の 成果だと｡ これは大うそ つ き+ 都民をだます誇大宣伝だと主張 して ､ 共産
党の ビラに ある数々 の成果の - つ ひ とつ批判 した . そ して こ叫 こ対する感想を知事 に求 め
た｡ 知事は これに答えて ､ ｢他人の獲物を横からさらう｡ アフ リカ にはよくある｡ ハ イ エ ナ
とい う非常に下劣なもの か ｡ 私は非常にそれ によく似て い るなとい う感 じが して ならない+
と発言 した｡ 都議会自民党議員もこれに同調 して別 の 質問の 中で ､ 共産党の こ とに触れ ､
｢共産党の 主張する成果の根拠は ､ 単に質問したり､ 意見を述 べ ただけでもそれに該当す
るもの で ある+ と述 べ て ､ 共産党批判を展開 した｡ 同日別の 質問に立っ 予定で あっ た共産
党都議会の 別の 議員は ､ 自らの 持ち時間の すべ てを使 っ て これらに反論した｡ ｢知事 の ､ ハ
イ エ ナだとか ､ 非常に下劣なもの とい う発言は ､ 過去 の発言 と比 べ てみても許 しがた い侮
辱的なもの ｡ 陳謝 し､ 発言を取り消 してい ただきたい+ と謝罪を要求した｡ 知事は ｢あえ
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て公党だか ら､ 非常に文学的な言葉を使っ て非難した+ として ､ 同議員が外形療準課税に
触れた点 を捉えて ､ ちょ っ とお聞き しますよ､ 逆に+ と述 べ ｢共産党の言 っ て い るの は ､
一 般外形で しょ ｡ これ ､ 地方税の 改正 で しょ ｡ そうじやないの か . 答えてください+ ｢答え
なさい ､ 銀行税+ と怒鳴っ た｡ 委員会室は報道に よると､ 野次と怒号で騒然として いたと
い う｡
本会議最終日の 3月 29 日､ 無所属クラブの議員が､ 討論に立ち､ ｢議会と執行機関との
関係を根底から脅しかねない ことが起こ っ た+ と以上の発言に苦言 を呈 した. ｢共産党q)チ
ラ シによ ることの発端は発端と して ､ この こ とは私ども議会全体として真剣に考える べき
怒悦に耐 えない こ とだ｡ 知事をは じめ､ 執行機関の方々 は ､ 議会の 要請に応 じて鋭明員と
して出席されて い るの で あ っ て ､ 議会におい て議員に質問権はない ｡ 何か を指示す るこ と
も ､ もちろん できない ｡ 従 っ て ､ 知事の 一 連の発言は ､ どう強弁されようとして も､ こ れ
は議会の 尊厳を陳欄する ､ 執行機関と して は超えて はならない 一 線を超 えたとい わざる を
得ない+ と､ 政党間の 争い に理事者側が立ち入 ることは厳に慎まなければならない と審議
の あり方 に疑問を呈 したの である64｡
こ の ような政党間対立 に執行部幹部も加 わっ たこ とは今までにも例がなく ､ 知事と議会
の あり方が と して重要な問題を提起 したの である｡ しか し､ 知事 ･ 執行部と都議会自民党､
都議会公明党は協調的にな っ て い っ た｡
とこ ろで ､ 石原都政にな っ て初の都議会議員選挙が 0 1年6月 2 4日に行われた｡ 自民党
は小泉人気を ｢追い風+ と して (前回54議席) 53嵩席を獲得し､ そ の後の 無所属入れて
5 5名に なっ た｡ 公明党が 24議席から 23議席､ 民主党が 12議席から22議席と大きく議
席を伸ば し､ さらに推薦した2人を加 えて 24名となり公 明党を抜いて第二 党に躍進 した ｡
共産党が26議席か ら15議席､ 生活者ネッ トワ ー ク は 3議席から6 議席に伸び たo 逆に社
民党と自由党は議席を獲得す るこ とは出来なか っ た｡
都議選後､ 02年度の 予算編成の 準備 にか かる時期にな っ た｡ 石原都政は新方式の 予算編
成を行 っ た｡ すなわち､ 知事 ･ 執行部幹部に よる ｢政策会議+ で重要政策と予算編成の 基
本方針 とを決定 したの ち､ 各局にこ の 基本方針 を提示 し､ その 範囲内で予算編成を行うと
い うもの で あ っ た｡ 予算編成前に基本的事項を決定 しておくとい う方法は､ 従来 の財源 あ
りき方針とは異なり ､ 知事 ･ 執行部の主導権を確保す る上の戦略で あっ た｡ ｢具体的な政策
を選 び ､ それ に必要な財源 の 手当てをする+ と予算編成方針を宣言 した知事 の発言にも表
わされたよう に ､ 政策会議 に ｢官房的機能+ を担わせ ､ 01年4月に発足 した ｢知事本部+
が そ の事務局となり ､ そ の事務局を通 じて予算全体を把握するという予算編成の方法は ､
知事の意向が予算編成に反映される仕組みで あっ た｡ 01年6月 4 日の第 2 定例会で の知
事の 所信表明説明か らも分か るように ､ 平成 12 年度決算でも 3 年連続の赤字は避けられ
ない 状況で は､ 構造改革で財不足を早期に解消 し､ 施策の ス クラ ップ ･ ア ン ド ･ ビ ル ドを
徹底する必要があっ た65o OO年度の 一 般会計決算の見込み額では ､ 歳入 は 6 兆4216億円
で ､ 歳出は 6兆3502億円となり ､ 形式収支は 7 14億円の黒字で あっ たが ､ 実質収支では
678億円の赤字とな っ て い たの である66｡
･こ の ような財政状況の ゆえ､ 知事 ･ 執行部は ､ 0 1年 7月 27 日､ 知事の 主宰す る政策会
議で決定された重点施策や給与関係費を除いて ､ 99年度か らの 4年間で 6300億円の財源
確保 を予定 して い た財政再建推進プラン の 達成を 1年早めて ､02年度での 達成を目指 して
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予算編成を行 っ たo こ の予算編成で は､ 01年度予算額の 10% 削減を日掛土o2年度予算が
編成され ､ 政策会議で提案された政策と､ 従来のやり方の 両面で の予算編成が行われた｡
ただ実際に政策会蘇の 方針に沿 っ て各局か ら提案されたその 内容の重要事業数は ､ 予算限
度額外の 事業と して別枠で あっ たた め ､ 各局は提案件数を競っ て応募したため全体の事業
数は 188にも拡大 した｡ その結果全ての 実施には 544億円もの 新たな支出を伴うこ とに
なっ たo この ため ､ こ の事業の 区別 が必要になっ た｡ また政策会議の当初の予定に反 して ､
新規事業の選定過程では読会 の会派の意向も反映させ るるよう会派から要求 されて ､ 当初
の政策会議の構想 とは変わ っ た67｡ 必 ずしも知事主導で の政策決定はできなか っ たので あ
る. その 結果財務局が01年 11月 1 日に発表 した 02年度の 一 般会計予算要求額は ､ 前年
度予算額を下回る こ とが目標とされたにも拘わらず､ 実際の 要求額は 6兆 2 542 億円とな
り､ 01年度を0.8%上回るもの とな っ た｡ たとえば､ 住宅局は都営住宅の 建設 ･ 管理を02
年度か ら特別会計 に移行す る方針を既に決定 して いたの で ､ 都営住宅関係予算は特別会計
に予算化されたが､それ以外の 住宅局関係予算は 一 般会計に見積もられると い っ た ように ､
予算額が二重 に積算されて住宅局の予算総額は実質的には前年度比 3.5%増の要求額を予
算化す るとい っ た状況にな っ たの である｡ 従来の 予算案作成方法を改めた点が ､ 財務局と
知事本部の 二 元的予算編成作業となっ て ､ 却 っ て要求額は増大する結果とな っ た｡ こ の た
め､ さらに要求額の 全体的削減調整が必要 になっ た68｡
0 2年度予算の 歳入 ､ 歳出状況は ､ 税収の落ち込みに よ っ て厳しい 状態で あっ た｡ 法人 2
税の 01年度との 比較にお い ても 3 562億円が減収となっ て いた｡ こ の ため財務局 の 一 般会
計の 当初見込みの予算規模は 5 兆9380億円となり ､ 02年度の当初予算案は 2年ぶ りに 6
兆円を下回る緊縮型予算となっ た｡都税収入全体は 01年度比で 8.2% 減の 4兆 342億円に
落ち込む ことが予定されて い た｡ こ の ため都税収入以外での 見積り額を充当 しても不足す
るこ とは必至 で ､ 1650億円が財源不足 になっ た｡ したが っ て財務局は 300億円の都債発
行と各種基金の 取り崩 しを行わざるを得なか っ た｡
また都は ､ 11月 2 日､ 独 自に法定外目的税 の ｢ホテ ル税+ の 導入を発表 した ｡ 知事は観
光目的に 同税をあて る こ とを目的に第四定例会で の 成立に拘泥 した69｡ た だ し具体的な実
施時期 に つ いて は ､02年 6月 の ワ ー ル ドカ ップの 開催時に導入するこ とを前提 に検討して
い る こ とも明らか に した｡
予算全体の 枠組みを決定 したの ち､ 02年 1月 8 日から知事査定は始ま っ た｡ こ こで は知
事の重点化事業に つ い て の 予算的措置作業が主に行なわれた｡ 知事 は ､ ｢倣 におれが選挙の
公約とす るなら､ どれを選んだらい い の か という視点で考えて ほ しい+と幹部職具に述 べ ､
最終的には新規が 43事業､ 石原都政の 基本計画 ｢東京構想 2000+ に盛られた事業が 63､
そ して従来か らの継続事業が 19 で総計 125事業が決定された｡ 査定の 効果に よ っ て全体
額 の 4200億円は 330億円にまで圧縮された70｡ そ の 結果､ 当初の要求額 の増大の懸念に
も拘わらず､ 重要事業は 一 般会計では前年度に比 べ て 706･億円増の 3315億円が予算化さ
れた｡ 重要事業以外の 事業は平均前年度比 8.8%減とな っ て ､ 知事の構想 した知事主導の
予算編成は 一 応そ の 目的を果た したこ とになっ たの で ある7 1｡
そ して 1月 23 日 ､ 02 年度 一 般会計当初予算案に対する会派の復活要望を反映させ る復
活予算折衝 が行 われた｡ 200億円の財源をめぐっ て行われた復活予算要望で は ､ 市町村交
付金 - の増額要望 ､ 私学学校 - の助成額の 増額など､ どちらかとい えば､ 都議会自民､ 都
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歳会公明の 会派の 要望に沿 っ た政策の 復活が認 められた72o O2年度の予算案は年 3月待 つ
諌会で自民､ 公 明､ 民主､ 無所属クラブの 賛成多数で可決された｡
知事 の構想 した知事主導の 02年度予算編成は ､ 01年度の それとは異なる視点か ら編成
されたの は事実として も､ 最終的な復活予算折衝において知事 ･ 執行部は政党 ･ 会派の 主
張に傾斜 しなければならなか っ た点は興味深 い ｡ 青島都政の最終年度の予算編成時､ すな
わち 99年度予算編成過程では ､ 自民党や公明党か らの強力な復活要望があ っ たにも拘わ
らず､ 私学学校経費助成金や全党の 要望の 強力であ っ た福祉関係予算の復活 に対 し前年度
額を圧縮 して 処理 した前知事と比較すると､ 知事はその点では政党 ･ 会派 の要求 を比較的
容易に取り入れて いた点が見受けられ るの で あっ て ､ 両者の差異は復活予算折衝 にも表わ
れて い た｡
職員給与削減問題 の帰結
ところで ､ 去 る 01年6月 14日の福永副知事と都労連との夏季 - 時金要求に対する回答
を議題と した交渉にお い て ､ 副知事は夏季 一 時金に つ い ては要求 どお り支給すると述 べ た
が､ 2000年と 01年の 時限措置と して 実施 して い る職員給与 4% 削減措置を継続 したいと
提案 した｡ これ に委員長は反論 したが ､ 新たに継続が問題と して提起されたの である73｡
委員長は ､ 6月 28 日に開会された都労連の第 56回定期大会におい て ､ 2001年度の運動
方針案を提起する際､ 二年間の 時限措置で ある給与の 4%削減問題にも触れ ､ 新たな賃金
カ ッ トを許さない 闘い をすると宣言 した74｡
人事委員会が01年 10月 4 日に知事と議長 に提出した勧告の特徴は ､ ①能力.･ 業績主義
の推進と､ ②複線型人事体系の構築と+ ③柔軟で機動的な人材登用と人材活用の 3点が人
事制度の改革と して新たに盛り込まれた 点で あっ た7らo 都労連は ､ 勧告率の低さ､ 特別給
の 3年連続 しての 削減で年収がさらに減収になる点を指摘して即 日反対 を表明 した76｡ し
か し都労連にと っ て打撃で あっ たの は ､ 同日の人勧提示の ために持 っ た労使交渉の 場にお
い て ､ 総務局長 から本給の 4%削減政策の継続が提示された点で あっ た77｡ こ の ため以降
の 労使の 交渉は ､ ①給与削減措置 の ゆくえ､ ② 一 般職負の 勤勉手当て - の成績率の 導入問
題 ､ ③人勧の実施の 3 点が主要課題となっ た｡ 成績率の 導入 は青島都政の 96年に都から
都労連に提起 されたもの で あっ た｡ 現行の 給与に勤務評定を加味すると いう趣旨で あっ た｡
それ以来 ､ 労使双方で協鼓 してきたが未解決であっ た｡ 10月 18 日の 01年度第 1回の中
央委員会でも委員長は反対 を表明 し､ 都に撤回を求めると意欲を示 して い た78｡ 労使は 11
月 5 日､ 労務担当の福永副知事との交渉を経ても主張は並行 したままで ､ 11 日 には専門委
員会交渉が ､ 12 日に は小委員会交渉が ､ 14日 には総務局人事部長と総務局勤労部長と都
労連と の交渉も行 なわれ るが､ 両者 は合意に達 しなか っ た｡ その 結果 ､ 都労連は 同月 12
日には 29分の職場大会を実施し, 14 日には第 一 庁舎で 1 時間の 座り込 みして ､ また 20
日には ス トライ キまで設定 した｡
知事は 13 日､ 東京都区市町村協議会で ､ ｢せ っ かくカ ッ トした歳費を東京だけ元に戻 し
て上げる という の は世間で は通らない+､ また 16 日の 記者会見で は ､ ｢去年より経済状況
は悪く な っ て い る し､外を見ればみんな泣い て い る｡ 状況が良くな っ て い るん なら別だが ､
世の 中大変だよ+ と述 べ て ､ 2年度以降も給与削減を継続するか の ような発言を した79
こ の 知事発言が都労連に誤解を生み ､ 都労連は約束が違うと反発 して ､ 11月 20 日にス
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トライキとい う凄力行使という手段の 設定を都に通告した｡ 都労連の強硬姿勢を重視した
都は ､ 01年11月 19 日夜か ら20 日未明にかけての 知事と都労連委員長間で労使交渉を行
つ たo そ こで知事は ､ 2年前の 労使合意の重みを十分理解し､ 当初の 通り O1年度未で終了
し､ 延長を断念すると述 べ て都労連の 協力を要請 した｡ これに都労連が同意 したため妥結
した80｡ しか し､ 管理職の 4% 削減や､ 係長の 3年第二 四半期か らの勤勉手当 - の成績率
導入は実行された81｡
しか し知事の提案した ､ 管理職以上の本俸の 4%削減が継続す るなか ､ 一 般職の 4%の本
俸削減を01年度末で終えるという妥結には ､ 第4定例会での 12月 11 日の代表質問にお
い て ､ 都議会自民党議員は ､ 労使関係の 経緯や職員の心情に重きを置かず､ 都民感情や議
会 の意向を軽視 し､ バラ ン ス を欠くもの であると批判を加えた｡ これには都議会公 明党議
員も ､ 都民の 納得を得られるか どうか疑問だと述 べ て 同調し､ 02年度以降の継続の 必要性
を強調 した82. 都議会自民党と都諌会公明党の 両党が多数を占めてい たため､ 知事は ､ ｢都
民に納得して い ただく決着をみる ようにできるだけ短時間に ､ できれば来年度にも間に合
うように これか ら仕切り直 しをして話 し合い を進めたい+ と､ 労組との合意を翻意するか
の ような答弁 をした8B｡
01年 12月 13日の総務委員会の審議で ､ 都議会自民党は都の 提出 した管理職に限定 し
た給与削減継続条令案の撤回を求め､ 都議会公 明党も ､ ｢都民の納得が得られるか疑問+ と
述 べ て都議会自民党の意向に同調 した｡ 両党が問題に したの は ､ 当問題の妥結した知事と
都労連委員長との 会故に先行 して ､ 労使交渉の 直接の 担当副知事で はなか っ た浜渦副知事
が ､ 委員長 と当問題で交渉 した点で あ っ た｡ 都議会自民党からは ､ 担当の局長や副知事が
外され ､ 知事と浜渦副知事が話 し合っ て決めたの は ｢療室談合+だと批判したの で ある84o
Ol年 12月 17 日の総務委員会と文教委員会での 当条令改正案の採決で ､ 多数の自公両会
派は86､ 知事の提案した削減継続終了条令改正案に対抗して ､継続審議の動議 を振出 した.
採決 の結果､ 知事提出の 条例改正案は否決 され ､ 両会派提出の動議が可決されたため当問
題 は継続審轟とな っ た86｡ 12月 18 日の本会議でも自公両会派が給与削減継続の決議案を
提出 し､ また共産党と生活者ネッ トワ ー ク は打ち切り決畿案を提出 した｡ 民主党は いずれ
の 決議案にも反対 したため自公 の 賛成多数で本会議にお いても削減継続決議が可決されて
当問題 は継続され ることに なっ た87｡ 知事 ･ 執行部の提出 した提案が事実上 の 知事支持派
の 両党に よ っ て継続審議 に付されたの は異例であ っ た88o I
当問題が ､ 継続審議にな っ て都労連は知事に反発 した｡ 都労連は 12月 20 日の 労使交渉
の席上で ､ 妥結事項を責任を持 っ て履行する姿勢が感 じられないと批判した｡ 知事は 11
月 19 日､ 都労連委員長との 会放で現在実施中の 給与削減措置は今年度で終了と述 べ ､ 都
労連 と合意文書に調印 して いたの で ある｡ しか し知事は 12月 19 日の記者会見で ､ 給与削
減継続の ため に自ら労使交渉に臨む意向を表明 し､ さらに 12月 20日の 労使協議では ､ 今
後の 対応 に つ い て古ま十分な検討と早急な対応が必要と して ､ 倫与削減継続の ため の再協議
の 開催を示唆 した｡ これに対 し都労連は労使合意 は無条件で守られる べ きだと述 べ て知事
の 姿勢を批判 した89｡
知事は ､ ｢なぜ 4%カ ッ トをやめるん だという疑義を持たれる の は当然だ+ と述べ ､ 一 般
職員も含めた給与削減の継続の ため労組との 交渉を再開する考えを表明 した ｡ さらに ､ ｢景
気が上向きになる兆 しが あるなら別だが ､ こうい う状態で職員の 給与を元に戻すことは あ
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り得ない o 給与体系を合理的に直すこ とも含めて組合と話 しを していく+ とも述べ たo 総
務局はこ う した状況か ら 01年 12月 19 日午後､ 課長級と都労連幹部による専門員会交渉
を行 い ､ 都議会の審議の 経過 を鋭明 して ､ 同月 20 日 には部長級による小委員会交渉を開
催 して ､ 職員給与の 4% 削減政策を継続してい っ た90｡
以上 の ように財政再建が都政に課 された重要課題で あり､ またその対策に石原都政も苦
慮 して い た｡ その結果､ 石原都政は都財政再建にむけて地方税 の創設を視野 に入れて い っ
た｡ 知事 は 01年8月 9 日の 第二 定例会本会議での 代表質問に答えて ､ 都が独自に持 つ 税
制調査会を活用 し､ 銀行 へ の 外形標準課税に続く新 しい財源を生み出すことで ､ 東京が地
方主権の 確かな道筋を切り開きたいと述べ ､ 新税導入に意欲を示 した. 具体化 の 一 つ は観
光振興を目的と した法定外 目的税の ｢ホテ ル税+ 構想で あっ た ｡
ホテ ル新税を求めて
この 構想 は 00年都税制調査会答申に上 っ た当時､ む しろ都下のホテ ル業界､ あるい は
都内の ホテ ル ･ 宿泊施設を利用する地方利用者からは同税の宿泊料 - の転嫁は利用者の負
担増に帰結するとの 理由で反対 の声が上が っ てい た｡ そ こ で都は ､ 海外の 主要都市にお い
て は既 に導入されて い て現実的で ある こと､ また観光振興 - の 目的税化によ っ て利害関係
者の反対を鎮め ることが可能であることなどと して ､ 当税を政策として提示 した｡ 宿泊都
内の ホテ ル や旅館で の 1泊の宿泊費が1万円以上の 宿泊者を対象に100円か ら200円を課
税すると いうもの で ある｡
ただ し､ 同税の 導入は議会審議の過程で困難を極め ､ 政党 ･ 会派の 主張に依存するとい
う形態で決定された｡ ｢ホテ ル 税+ 構想が提出されて い た01年 12月 4 日開会 した第4 回
定例会に は ､ 一 般職貞の本棒の 4% 削減を01年度末で終結する提案も同時に提出されて い
たo 都は ホテ ル税の 導入 に よ っ て年間 15 億円の増収 を見込 んで い たが ､ 他方で都職員の
給与カ ッ トはやめるの に ､ 市民には新税で負担を強 い る の は筋が通らない とい う都議会 自
民党を中心と した反対の 主張もあっ た｡ こ の ような主張に は都議会公明も同調 し､ 税収の
使い 道が不明確で ､ 納税者に納得されない と反対 して い た｡ 委員会審議に移 っ た 0 1年 12
月 19 日の総務委員会では ､ 議会内で多数の都諌会自民 ､ 都議会公 明両派が採決直前まで
ホテ ル税の審議 につ いて 賛否 の態度を明確に しなか っ た｡ 両者の主張は ､ 仮にホテ ル税導
入で 15億円の 歳入が見込まれても ､ 職員の給与 4%削減の 不継続で は 340億円もの歳出
が見込まれるため ､同税導入 は行政経費の節約には ならない という主張である｡ こ の ため ､
同税の 導入 は ､ 職員給与削減継続の 後､ 行われる べ きで あると彼らは 主張 した｡ そ の 後審
鼓を経て ､ 賛否に 関して は 自公両派は ホテ ル税に賛成､ 給与削減継続にも賛成で ､ 民主党
はホ テ ル税に賛成 ､ しか し労使合意尊重とい う立場か ら給与削減継続に反対という態度を
表明 したo 知事は職員の本俸削減問題と新税とを 一 括 して処理 しようと した. しか し､ 本
俸の 削減問題は労使間題 を超えて政党も巻き込 む政治問題 とな っ たため､ 都議会自民党や
都議会公 明党の動向ともあい ま っ て知事の方針は変わ っ た｡ そ の ため同税の 導入は ､ 本俸
の 削減問題とは切り離 して処理される ことになっ た｡01年 12月 19 日の 本会議にお いて ､
ホテ ル税は ､ 実施時期に つ い て は納税者 - の周知期間などに考慮 し､ 来年の サ ッ カ ー ･ ワ
ー ル ドカ ッ プ終了後の適切な時期とするという付帯決議 をつ けて賛成多数で可決されて ､
同税 の 導入 は決定 した91｡ 自公 とい う多数の 前に ､ 職員給与削減問題に関 しては ､ 都議会
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自民党の反対は しないが継続審議とする主張に､ 都議会公明党も同調 して ､ 両者の 賛成多
数で継続審議となり､ またホテ ル税の 導入は､ 当問題 が継続されたことで ､ 可決された｡
2002年第 一 定例会の新税構想
こ の 背景に は大手銀行 - の 外形標準課税の導入もあまり効果の ない結果となっ て いたか
らで ある｡ 資金量5兆円以上の銀行を対象に導入された当税の税収は､ 01年度の当初予算
額 より 387億円税収が下回り ､ 1029億円に留まるこ とがo1年 12月 25 日には判明 した ｡
不良債権処理の影響で多数の 大手銀行の 01年3月期決算が赤字となっ たため9月期決算
後の中間申告､ 納付をしなか っ たためで ある｡ 主税局 は 01年度の銀行税の税収を 1416億
円と見込 んで いたが ､ 3月 期決算と受けた税収額は対象の 31 社が納税し89 億円で しか
なか っ た｡ しか し合併によ っ て対象が 29社に減じたため 9月期決算で中間申告を したの
は ､3月 期決算で 10 万円を超 えて法人税を国に納付 した東京三菱､第 一 勧業などの 9社 で､
税収は 130億円に留ま っ た｡ また銀行税に つ い ては ､ 都銀 など 19社が都を相手取っ て外
形標準課税条例 の無効などを求めて行政訴訟を提起 して いた｡ こ の ような経緯の 後､ 銀行
税につ い て東京地方裁判所の 判断が02年3月 26 日都側 の敗訴とい う結果となっ て い たた
め､ 知事の 増収構想は頓挫 した形となっ た｡
一 方ホテ ル税は総務省の合意を得て施行が可能 になっ た｡ 総務相は､ 02年 3月 29 日､
観光振興を目的に1万 円以上 の宿泊料金 に課税する東京都の法定外目的税の新設 に同意し
たの である ｡ これを受けて都は 02年 10月 から徴収を開始すると発表 した｡
こ の ように 石原都政では歳入増収方策と して新税を提起 し､ 多様な方法を駆使 して税収
確保 に当たっ たが ､ それで も歳入不足は続いた｡ 財務局は 02年 7月 19 日､ 03年度の 予
算編成で財源不足は 3600億円にも達する見通 しで あるとした｡ 歳入見込みが 5 兆 6400
億円で歳出が 6 兆円の 見込みとなれば3600億円の 財源不足が生 じる｡ 景気の低迷に よ っ
て税収が期待 できないため で ある｡ こ の ような事態 に至 っ て ､ 都は福祉につ いて の財政改
革を構想 した｡
都立福祉施設改革推進委貞会 (座長一 北沢清司高崎健康福祉大教授) が 02 年 6月 末に
まとめた報告書 を受けて ､ 都は都立福祉施設 の改革方針と目標年次をまとめた ｡ そ の計画
に よると､ 7 高齢者施設 ､ 10児童養護施設 ､ 19障害者施設の うち22施設が合 理化の 対象
とされ 07 年度を目標 に各々 廃止や規模縮小､ 民間委譲が行われることにな っ た ｡ こ れに
対 し､ 都議会や福祉団体､ 都立施設で 労働する職員労組から､ は じめに結論 ありきで ､ 全
体像が見えない と批判が出た｡ 議会内では都議会自民党､ 都議会公 明党､ 共産党都議会 が
こ う した状況には反対 したの で ある｡
こ の ため ､ 本来なら概算要求額も縮小されなければならなか っ たが､ 概算要求は逆に増
大 した｡ 要求額は 5 兆 95 98億円にもの ぼり ､ 財源不足は 3 671億円になるこ とが分 か っ
た｡ しか し財政上厳しい 状況 にあ っ たことは変わりなか っ
■
た｡ 02年 10月 24 日､ 明らか
にされた03年度 一 般会計予算案の 要求額は5兆9 598億円で02年度に比較して 520億円 ､
0.9% 上回る規模となっ た の で ある ｡ 不景気の影響で税収 は伸びず､ 現状で は3671億円の
財振不足 の 可能性が 出てき た｡ こ の ような税収と歳出との 解離が都債などの借入金に よ っ
て充当された ｡ 特別会計と公営企業会計を加 えた全体の 要求額は 12兆7 242億円で 02年
度当初予算案より 7504億円､ 率に して 6.3%と大幅に増加して い た｡ これに伴ない ､ 都債
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返済が6805億円 ､企業債の返済が640億円など借入金 - の 支払いが大きく影響 して いた92o
確か に資金量 5兆円以上 の銀行 へ の 外形標準視税､ い わゆる銀行税も 1096億円に達 し､
02年度当初予算を 61億円上回る貢献を したい ため 03年度でもその ことが期待されて は
い たが､ 確実で はなか っ たため ､ 勢い歳出削減を行うこ とになっ たの である.
その 結束 ､ 都が 02年 12月 26 日発表 した03年度の 一 般会計予算原案によると､ 総額前
年度比 3%減の 5兆7295億円 ､ つ まり 88年度の 5兆2298億円に近似した水準まで財政
が縮小 した｡ 都税収入 は 8年ぶりに 4兆円を下回る見通 しとなり ､ また新規の借入金 へ の
依存を制限 した緊縮予算とな っ たo その 一 環と して は人件費削減と して ､ 職員定数削減が
計画された｡ 都が 02 年12 月 26 日発表 した 03年度の職員定数の 削減では ､ 知事部局で
694人 ､ 公営企業で 474人 ､ 都立学校が111人､ 東京消防庁が 2人で増員が警視庁 の 240
人で あっ た｡
そ して財務局は復活財渡と しての 200億円の配分を行い ､ 03 年度の 一 般会計予算案の
最終案を調整 した｡ 予算総額は原案を同じで 5兆7295億円であ っ たが ､ 原案作成後 の 国
と の調整 で歳入増加 が認 められたため ､ 財源不足は 555億円となり減税補填債で充当され
たo 政党の要望にも答えて復活 した予算案で は ､ 市区町村 - の 交付金が 59 億Fqi 道路補
修 50億 7000 万円 ､ 特定車両排気ガス 規制対策24億 50 0万円､ 私立学校 へ の教育助成
10億円などが上乗せされた｡ こ の結果 ､ 市区町村 - の 交付金 は総額 4 15 億円､ 道路補修
に 162億5000万 円､ 特定車両排気ガス 規制対策は 130億 1000 万円､ 私学助成に 125億
円となっ た93｡ こ こ でも復活予算折衝では自公両党 - 配慮した形となっ たの で ある｡
人件費削減問題
一 方 ､ o2年第 一 定例会で給与削減条令実は ､ 都議会自民党の手によ っ て議員提案と して
提出され る ことが02年2月 13 日の議会運営委員会で 明らかにな っ た94｡ こ の た め総務局
長は 2月 13 日､ 都労連と小委員会交渉の場で新たな給与削減措置を02年度か ら実施す る
こ とも含め ､ 協議 の 開始を都労連に申 し入れた ｡ しか し都労連は ､ 労使合意を破棄する不
当な提案であるとこれを拒否 した95｡ しか し知事は 2月 15 日の記者会見で ､ ｢都議会自民
党がそ うした条例提案を行 っ たこ とは ､ 厳しい経済情勢を眺めれば真撃に受け止 めた いと
思う+ と述 べ ､ ｢議会の 意向を踏まえて都労連と公式 ､ 非公式の 協議 をして､ ギリギリの 段
階まで努力 し､ 議会の 理解を得られるように したい+と都議会自民党の意向に同調 した96｡
2月 26 日の 第 一 定例会の 代表質問で当問題 が取り上 げられた｡ 都議会自民党は削減継続
の 立場か ら､ 都議会公 明党は早期解決を主張 して ､ また民主 ､ 共産両党は各々 反対の 立場
か ら議論 を展開 した. その 後の 審議 によ っ て ､ 都議会自民党?提出した
一 般職の 本俸の 4%
削減を02 年 4月 から 2 年間延長させ る条例案の 共同提案者に都議会公 明党も同調する こ
とが o2年 2月 27日確定 したため､ 当条令実は同月 28 日本会議に上程された97｡
職員給与問題 が､ 人事委員会勧告､ 労使交渉､ 知事提案､ 議会 の議決という経緯とは異
なる政治過程で行なわれたの は興味深い ｡ 地方公務員法では ､ 人事委員会によ る職員の処
遇 などに関する条令案が議会 に提案された場合､ 議会は人事委の意見を聞く こ とが義務付
けられて い る｡ しか し当問題で はそうした手続き は採られず議会事項になっ たが､ こ の 点
で は人事委の 意義が問われ ､ 通常の 経緯とは異なる経路でそれが決定された ことになる｡
人事委は ､ ①2 年間の 再継続では都合削減期間が 4年間になり影響が大きい こ と､ ②財政
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再建プラ ンなどの 具体的裏付けに基い て い ない 改定である こと､ ③労使合意を含めた関係
者の 合意が整 っ て い ない点で当提案に難色を示 した｡ 都議会自民党は､ 都が提出 した管理
職の 1年延長ならよく て ､ 職員の 2年延長だとなぜだめなの かという疑問には答えて い な
い と人事委の 意向に反対 した98｡
こ の ような中､ 都は ､ 労使の 小委員会交渉において 2年度か らの給与削減実施 を含め た
協議の開始と議論のやり直 しを都労連に求めたが､ 都労連は拒否 して ､ 委員長も3月 5 日
の 第二回中央委会におい て責任をと っ て辞意を表明 した99｡ そして 3月 8 日の 団体交渉を
経て ､ 3月 22日の 交渉で ､ 一 旦 2年3月 までで当初の予定通り終結す ることに した｡ そ
の 上で ､ 2年 8月 から 3年 7月 まで の 1年間､ 4%削減する ことで労使が合意 して決着し
た｡ 自民公明両会派が共同提出 して い た継続の条例改正案は取り下げるこ とにな っ た100｡
o2年度の 人事委負会の職員給与改定の勧告が知事と議長に提出された101｡ それは職員給
与につ い て は平均 1.64 %､ 期末 ･ 勤勉手当に つ い ては年間で0.05 ケ月分引き下げる内容 で
あっ た｡ 給与削減は初めて導入され､ 期末 ･ 勤勉手当につ いては 4 カ年連続で削減が提案
されたo 既に 一 般職 の 給与削減は同年8月か ら4%削減中でもあっ たため ､ 当勧告が 4%削
減に上乗せ されるか否かとい う点も新たに問題 になっ た｡ 都労連 はかつ てな い厳しい内容
だが､ 勧告 は尊重され るべ きだと人事委負会の 方針に理解を示 しながらも､ 上乗せ して 実
施するこ とは到底認 められないと反発 した102｡ これに都は ､ 給与を平均 1.64%削減し､ 既
述実施中の本俸4 %削減問題 は ､4 %を2% に半減させて ､04年 3月 まで ､ 8 ケ月 間延長 し､
期末手当に つ い ては 0.05ケ月分の 削減と03年 3月期分で調整す る方針 を提示 した｡ 都労
連は当面 の利害軽減措置に同意し､ 02 年 11月 19 日同提案を受諾 したため両者 の合意は
成立 した . もちろん 一 般職に限定されず､ 特別職に つ い ても､ 特別職報酬等審議会は 02
年 12月 19 日､ 知事をは じめ特別職の 給与や都議会議員報酬に つ い て ､ 01年度と同様に
o2年度もそ の額を据え置く ことを提案した｡ そ の結果､ 都は知事 ､ 副知事 ､ 出納長 ら幹部
と議員の 給与 ･ 報酬に つ い ても03年 3月 か ら04年3月までの 1年間継続す ることに した
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4 . ｢ウチ+ か ら ｢ソト+ -
行革対象 の拡大化 一 監理団体の 改革
石原都政の財政再建の 主題で ある､ 福祉費の 見直し､ 人件費の 抑制に続い て ､ 外郭団体
- 監理団体の扱い も焦点に なっ た｡ 監理団体の 見直しは ､ 青島都政時代か ら本格化 した ｡
石原都政 にな っ て こ の 改革はさらに強化 された｡ 知事は ､ ｢危機意識の徹底+ ｢ス ピ
ー ドの
重視+ を都営運営の基本として ､ 行政改革､ 財政再建に取り組むが ､ 監理団体の 統廃合や
関連事業を分野別 に整理するなどの措置を取 っ て いくの で ある｡ また､ 時代 の 客観的な背
景も異な っ て い た.
L
っ まり都の財政状況や都民の 監理団体に対する見方も厳 しくなっ て い
たの で ある｡ こ の ため団体役員も能力と業績評価をより徹底す るよう都は指導 した｡ 99年
7 月 に提出された財政再建プラ ンの 方針 に従 っ て ､ 団体自身の 見直しや内部努力で 2003
年まで に 30%､ 額に して 500億円を削減する通達を財務局主税部は発令 した｡
そもそ も監理団体は戦後いく つ か の節目に統廃合もされてその 都度､ そ の 定義も変わ っ
てきた｡ 現行の 定義は青島都政の 97 年 4月 か ら適用されて}､る｡ い わゆる外郭団体は東
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京都の 規定で い えば､ 外郭監理団体とされ ､ これは監理団体と協嵩団体とか らなり ､ さら
に ､ 監理 団体は特別監理団体と 一 般監理 団体とか ら構成されるo 特別監理団体は ､ 都が
100%出資 し､ 継続的な財政支出､ 人的支援の割合が高い 場合で ､ 指導監督する必要の あ
る団体と して い る｡ また 一 般監理団体は ､ 出資率が 50%以上で ､ 協議団体は 25%以上と
いうように ､ 規定されて い る104｡
ただ､ 監理団体に対する都民世論 の意識は高か っ た｡ 知事も記者会見では ､ ｢都の外郭団
体は伏魔殿 ､ 天下り人事は淘汰され る べ きで ある+｢外郭団体の役員の報酬は高すぎる し役
員も多すぎる+ ｢都の O B役員は何の 経営努力も して い率い+ と知事も批判 して いきた. こ
の ため ､ 総務局は 99年6月 の異動で刷新する手段として ､ ①4月 から新設 した功労金制度
は廃止する ｡ ②能力 ･ 業績に応 じた役員人事を目指す｡ ③65歳役員退任を制度化する｡ ④
特別職も 7 0歳退任を基本原則とする｡ ⑤局長級ほ退職 5 年前まで職務上関連 の ある民間
企業には就任させ ない ｡ とい っ た基準を作成した｡
そ して ､ 99年 7月 29 日の財政再建 プラン の策定では ､ 都自らの責任によ る自主的な財
政再建委取 り組む ことにな っ た｡ 都からの財政支出金も03年まで に30%約 50 0億円を削
減する こ とが目標とされた｡ 具体的に は､ 財政再建プラン によ っ て 3 点が明確 にされた｡
① ｢都の適切 な指導監督の もと ､ 各監理団体は自らの経営責任にお い て ､ 事業執行 の徹底
的な効率化を図るため､ 都派遣職員を含む団体職員定数並びに常勤役員数の 削減目標を設
定す る+ こ と､ ｢団体職員数および役員に関する人事 ･ 給与制度を､ 各監理団体の 経営状況
等に見合 っ た適正 な制度となる よう見直すとともに ､ 都の給与の見直しに応 じた対応を行
う+ と いうも の である｡ そ して都は 92 年から総務局人事部調査課が担当 してきたが､ そ
れを 99年度か ら監理団体事務の 一 本化 に よ っ て総務局行政改革推進室が担当す る こと に
なっ た105｡ そ して 99年 8月 16 日に は行政改革推進室と人事部､ 主計部の部長級 をメ ン バ
ー とする ｢監理団体総点検プロ ジ ェ ク トチ ー ム+ も発足 した106｡
バ ブル 経済の絶頂期の 89年 8月 1 日では ､ 監理団体は 110団体が あっ たが ､ 青島都政
の 98年 には 団体の 統廃合によ っ て 6 4団体にまで減少 した｡ 団体常勤職員数は 805 5人で
あっ たが､ 石原都政になっ て 2000年度には団体数が 64団体で 同じであるが ､ 常勤職員数
が 9 590人 と逆に 1500人増加 した｡ また ､ 都の派遣職員数は ､ 96 年に 3 17 2人であ っ た
が ､ 2000年 には 4616人となっ て逆に 14 2 4人増加 した｡ この要因は､ 都営で運営してき
た社会福祉施設を東京都社会福祉事業団に委託 したこと ､ 地下鉄建設や多摩都市モ ノ レ ー
ル などの 建設 で増加 したた めで ある｡
都の職員定数は､ 8 5年以降､ 総定数抑制方針 を掲げてきた｡ 条例定数を 一 人でも多く削
減する ことが必要であ っ たため ､ 新規事業では外郭団体の建設によ っ て局の 職員を派遣 し
た｡ また議会の職員定数削減の要請や ､ 事務事業の 簡素合理化のために事務事業を直営か
た委託に してきたた め､ これが結果的には外郭団体職員数を増大させ る要因とな っ たの で
ある ｡ たとえば ､ 20 0年に大きな職員比 率を占める企業を見ると､ 財団法人東京都老人総
合研究所が 97%､ 財団法人東京都地域福祉財団と財団法人東京連合防災協会が 96%､ 東
京都社会福祉事業団が 95% ､ 束京地下鉄建設株式会社が 94%などである107｡ 都の 派遣が
50%を超 えた団体は 64団中で 20団体に なっ た｡ 98年度は 18団体であっ た の で ある｡ ま
た常勤役員数 では ､ 97年に 921人で 56%で あ っ たが ､ 99年に役員数が 162人となり､ 29
人 (16%) 減少 した｡
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こ の ため､ 石原都政の 外郭団体 - の 財政再建政策の第 一 は､ 功労金など人件費に関する
報酬につ い て の廃止問題で あ っ た｡ 東京都は99年5月 22日 ､ 執行部の幹部職員の再就職
先と して の 外郭団体の役員報酬などを見直し､ 中でも報酬中で大きな比重を占めてい た退
職金に相当する功労金108を廃止 する方針に した109o 現行で は都の財政支援を受けた外郭団
体は 65社あり ､ それに再就職 して いた元職員幹部の数は 170人にのぼり､ こ の うち 100
人が定年退職 した元幹部で ､ 残りは在籍派遣の役員であっ た｡ 100人に上っ た退職職員の
役員退職金は､ 在籍年数 1年につ き給与の 3 か月分が加算されたが､ 給与は外郭団体の規
模別にラン ク分けされて い た｡ 役員は通常､ 在籍が 5年 - 6年であっ たため､ 退職金は副
知事級の幹部で 2000 万円､ 局長級で 1000 万円以上となっ てい た｡ こうした制度の廃止 は
青島都政にお い ても行われ ､ そ こでは功労金と してその制度が定着してい た｡ 功労金は､
各々 の 団体の 経営状態や役員個人の業績を評価して ､ 団体の判断で退職時に支払われるも
の で あ っ たが､ 多分に団体の都合で配分されるという淡況にあ っ たため､ 石原都政 は これ
に改善を加 えた の で あっ た｡ そ の際､ 都は外郭団体の 155人の常勤役員につ い て はその 期
末 ･ 勤勉手当にも 10%の 削減を実施するよう各団体に伝えて ､ 人件費の 削減に努めた｡
第二 は ､ 執行部幹部職員の兼任 - の規制で あっ た｡ 東京都は 00年2月 17 日､ 都幹部が
第3 セ ク ター 会社などを含む外郭団体の社長や理事長 を兼務するの を原則と して廃止する
ことを決 定した110o 兼務とは い っ ても実態は常勤で はなか っ たたあ､ 経営責任は必ずしも
明確で はなか っ た. したが っ て この 点を改申､ 単に都からの補助金の受け皿 と して の 要素
の 強か っ た団体の性格に鑑み､ 都は全団体を対象に ､ 人事や給料制度の改革を含めた経営
改善計画 の策定を当該団体自体に義務付けるこ とに し､ 自立 した経営を目標 に して立て直
しを図る こ とに したの で ある｡ 都の調査によると､ 外郭団体は 64 団体 (廃止 の決ま っ て
い る 2社を含む) で あっ 泰が､ その うち組織の長 が非常勤の それが 37団体､ そ の うち2 0
団体は知事 ･ 執行部が兼務 しており ､ 知事の 場合が3団体､ 副知事の場合が 5 団体､ そ し
～
て局長 らが 12団体で あっ た｡ さらに各団体の 常勤役員162人のうち､ 103人を都職員退
職者が占めて い た｡ これらを改善して社外取締役も含ゆて民間出身者の登用を増やすこ と
に したの で ある｡
第三 に ､ 都は外郭団体の 財政に つ い ても改善を試みた｡ 財政上 ､ 東京都の第3 セ クタ
ー
会社な ど､ 外郭団体の 35社で ､ それらの借入金総額は 1兆8200億円にも達 し､ 年間売上
高の 6.3倍に も達 して いた ことが､00年3月 14 日帝国デ
ー タ バ ンク杜の 調査で判明 したo
特に債務超過に陥っ て いた 5社で は､ 売上高の 20･9倍もの借入金があり､ 帝国デ
ー タバ ン
ク社は ｢都の 三セ クの 際立 っ た借金体質が､ 都財政ひ っ 迫の
一 因となっ て い る+ と指摘さ
れたほ どで ある111｡ そ こ で都は､ 都が出資し､ 財務内容が明らかであっ た安定経営の 19
社､ 債務超過 の 5社､ そ の恐れの ある企業の 11社に つ い て ､ 財政再建に取り組むため､
統廃合を進 め､ 全体で 03年度までに年間720億円を抑制する こ七 などを盛り込ん だ改革
案を00年 11月 10 Blまとめた112o 都の 監理団体は 62 団体あ っ たが､ 既述改革によっ て
99年度で は 2741億円の財政支出を､ 03年度まで には 2021億円にまで削減する計画を立
てた o その 際役員 ･ 職員数の 削掛 こつ い て 臥 派遣職員の 引き上げなども含め､ 外郭団体
か ら 993人を削減する方針に した｡ また財政的には､ 00年11月 22 日､ 監理団体改革実
施計画を発表した ｡ 総務局 によると､ 03年度までに現行の 62団体を 47団体に削減する
とともに ､
･
制度や人事面で も監理団体の あり方を見直し､ 99年.
では 2741億円で あっ た支
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出を30%の 削減することも目標と した113｡
それを見ると､ 総務局 の調査に よれば､ 都が出資した第3セ ク タ ー の 00年度の 収支決
算の 経営実績報告書で は 13社が黒字､ 9社が赤字で全体合計の財政状況で は 98億円の赤
字決算で あっ た｡ 全体の 単年度の赤字額では 99年度に比較 して 48億円縮小 した が､ 累積
赤字は 1407億円とな っ て い たの で ある｡ 特に00年度の当期利益が赤字にな っ たの は ､ 多
摩都市モ ノ レ ー ル ､ 東京臨海高速鉄道､ 東京 フ ァ ッ シ ョ ン タウン ､ 束京臨海副都心建設な
どで赤字額の合計は 142億 50 0 万円であっ た ｡ 一 方黒字は､ 多摩ニ ュ ー タウン開発セ ン
タ ー ､ ゆりか もめ ､ 東京臨海熱供給､ などで黒字額合計が44嘩1400 万円であ っ た11チo し
たがっ て ､都は第3セ クタ ー を含めた外郭団体につ い て ､都か らの 財政支援を迎えるため ､
団体ごとに収支目標を決めたり ､人件費を抑制 したりするなど厳 しい経営目標 を設定した｡
こ の結果00年度か ら都の財政支出は2106億円となり､当初目標より15億円圧縮された｡
また ､ 02 年 9月 17 日､ 都が 出資して いた外郭団体に つ い て ､ 予め都が定め た01年度
の 経営目標の達成状況 をみると､ 53団体の うち27団体において計画の 目標値が 90%以上
となっ て改善されてい たの で ある｡ 都は 01年度か ら ｢成果+ ｢費用対効果+ などの 4点に
つ い て ､ 経営目標を設定して達成度を評価してきたが ､ 初めての 評価がそれで あっ た｡ そ
の 結果 ､ 東京税務協会など51%にあたる 27団体がその 計画値を達成し､ 逆に ､ 東京都健
康推進団体､ 首都圏新都市鉄道 など 26 団体が基準以下とな っ左115｡ こう した 点か らも財
政再建 の 外郭団体での 再建軌道が緒につ い たことが分か る｡
監理団体の 経営実績116
公営法人 37団体 株式会社 21社
総収入 4 2 07億円 総収益 2 1 2 2億円
総支出 4 2 2 8億円 総費用 2 3 1 4億円
当期収支 A 2 0億円 当期利益 A 1 9 2億円
以上 の ように ､ 石原都政は ､ 外郭団体の財政再建 につ い て ､ 功労金廃止 ､ 都職員と役員
との兼業の禁止 ､ 民間人材の 導入 ､ 経営評価基準の 導入 によ る財政改善策の 実施によ っ て
外郭団体の財政再建を行 っ た｡ こ の ような点は青島都政を同様で あっ たが ､ なぜ同様の こ
とが可能で あっ た の かと いう点から見ると､ 石原知事は自公両党の 支持を調達は したが ､
外郭団体の財政再建は彼 らの 主張に抗する論点ではなか っ たの で ある｡ したが っ て こ の改
革が可能で あっ たと考えられ る｡
石原都政の継続 -
石原都政1期日最終予算案の 審議が行われた03年 2月 12 日の本会議では ､ 知事は知事
選挙 - の 対応を質され ると､ 知事は ､ まだまだ問題 は山積 して い ると述 べ 再選 - の意欲を
示 した｡ これに対 し､ 都議会自民党議員は ､ 4 年間ゐ取り組み を高く評価すると石原都政
1期日の 状況を評価した｡ 石原都政は都議会自民党を中心 に都議会公 明党か らも支持され､
99年 4月登場時とは異なり ､ 自公中心の 議会内多数に支援された知事となっ て い た｡ そ し
て 03年.3月 7 日､ 03年度の
一 般会計予算案を審議して い た03年第 一 定例会は 03年度の
2 4 7
予算案を可決 した｡ そ して 03年 4月 の知事選挙で は自民党都連は知事を支持することを
決定 した｡ この ように 石原都政は 03年4月 の 知事選挙を前に ､ 都議会自民党の協力を得
るこ とになり､ 事実上政党に支援された知事と して再度都政に登場すること
_
になるの であ
る｡
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注釈 第･6 章 石原都政の財政再建
1 『東京都選挙管理委員会』 発行の 石原慎太郎の選挙公報より｡
2 『都政新報』2000年 2月 15 日o
8 普通会計は 一 般会計と公営企業会計を除い た特別会計の 合計から成り立 っ てい るo
4 塚田博康 『東京都の 肖像 一 歴代知事は何を残 したか -』 都政新報社､ 202年 ､ 276頁o
6 青山伶 『石原都政副知事ノ ー ト』 平凡社､ 2004年 ､ 22- 4貢o
6
■
99年 4月 12 日の 副知事の 秤令交付式彼の 記者会見で ､ 青山副知事の選任が 一 般的な見
方と して抜擢人事とされ ､ しか も議会で継続審議の 動議も提出されたことに つ いて 記者か
ら聞かれ ると､ 青山自身もそれを静めて ､ ｢知事に呼び出された時は､ 大変なことになると
思っ たが ､ こうなっ た以上は誠心誠意､ 全力でや っ て いくほかない+｢議会 の審議経過等は
承知 して い る｡ その 点は謙虚に受け止 めてやっ て いきたい+ と述 べ てい る｡ 『都政新報』
1999年 5月 14 日｡
7 『都政新報』
8 『都政新報』
9 『都政新報』
10 『都政新報』
ll 『都政新報』
12 『朝日新聞』
13 『朝日新聞』
14 『朝日新聞』
1999年5月 14 日｡
1999年6月 29日｡
1999年 5月 18 日｡
1 9 9年7月 2 日 ｡
1999年 8月 3 日｡
1999年 7月 5 日朝刊｡
1999年7月 31 日朝刊｡
1999年 11月 8 日夕刊｡
16 現行 では所得194万 円以上の 場合､ 2 5010円で パ ス を購入する ことが出来た｡ そ れを同
提案で は 125 万円に引き下げた｡ したが っ て実質的には負担となっ た ｡ 現行制度は 70歳
以上の 高齢者が対象で ､ その 6割に当たる70万人に無料で配布された｡ 『朝日新聞』199
年 12月 8 日朝刊｡
16 『朝日新聞』 1999年12月 9 日朝刊. 現行で はシル バ ー パ ス の 対象で桔なか っ た65歳
以上 69歳まで の高齢者に つ いて は ､ 都が新たに財政負担は しないが､ 有料パ ス の導入 を
バ ス 事業者に働きかける方針もあわせて提示 した｡
17 『朝日新聞』 1999年 12月 16 日朝刊｡
18 『朝日新聞』1999年 12月 21 日朝刊｡
19 『朝日新聞』199年12月 22日朝刊｡
20 平成11年第2回定例会 における石原知事の施政方針より抜粋｡ 『都政新報』19 99年 7
月 2 日｡
21 『都政新報』
22 『都政新報』
23 『都政新報』
24 『都改新報』
25 『都政新報』
26 『朝日新聞』
27 『都政新報』
28 『都政新報』
29 『都政新報』
30 『都政新報』
3 1 『都政新報』
32 『朝日新聞』
33 『都政新報』
34 『都政新報』
36 同上書｡
1999年 8月 3 日｡
1999年 8月 20 日｡
199 年8月 20 日｡
19 9年 8月 13日｡
1999年 8月 13 日｡
1999年 9月 3 日夕刊｡
199 年9月 10 日｡
1999年 10月 12日 ｡
1999年 9月 24 日｡
1999年 9月 28 日｡
1999年 10月 1 日｡
1999年 10月 6 日夕刊｡
1999年 10月 19日 ｡
1999年 10月 19 日｡
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36 『都政新報』1999年10月 26日｡
37 『朝日新聞』 1999年11月 17 日朝刊｡
38 『朝日新聞』1999年11月 18日朝刊｡ 副知事は基本給10%､ 期末手当20%､ 出納長
は同､ 特別秘書は基本給5% 削減｡
39 たとえば､ 経済活力 の項目で は ､ ｢東京の経済活力を掘り起こ し+ のために ､ 苗 1資金
調達の 多様化､ 苗2･ 中小起業 - の新たな支援体制の構築などとまとめられてい る｡ 東京都
『危機突破 ･ 戦略プラン - 二 十 一 世紀 - の 第 一 ス テ ッ プ』 東京都､ 1999年.
40 『朝日新聞』2000年 1月 22 日朝刊｡
41 『朝日新聞』2000年 1月 21 日朝刊｡
42 『朝日新聞』2000年1月 28 日夕刊｡
4B 特別 区職員研修所編 『特別区職員 ハ ン ドブッ ク 2002』 ぎょうせい ､ 200 2年 ､ 27頁 ｡
44 『都政新報』2000年3月 7 日｡
45 『朝日新聞』2000年 1月 21日朝刊.
4698年3月 31 日現在の住民基本台帳の 人口 に よる｡ 東京都財務局『財政統計資料』東京
都､ 199 9年｡
47 当初案で は ､ 収入 によ っ て家賃を10%か ら50%減額するこ と､ さらに収入の 低い 高齢
者世帯や障害者世帯に つ い ては減額率を 75%に引き上げる｡ 4年間の経過措置を経て段階
的に家賃を引き上げる ､ その 際の 限度額は1万 円とし､ 7 50/?の 減額措置を受ける世帯の基
準年収 は､ 一 人暮ら しの 高齢者の場合､ 120万円で 2 万世帯がその 対象になっ て い たo こ
れ に対 し､.見直 し彼の 内容は､ 75%の減額措置を受ける世帯のうち ､ 年間80万円
の 国民
年金以下の 収入 の 世帯は家賃免除の継続を実施 し､ また 75% 減額となる 120 00世帯に つ
いて も経過措置 をより緩慢に し､ 4年間の借上限度額を5000円にす る｡ 他方 ､ 現行でほ
障害者年金 などで これまで年収の算定対象をして こ なか っ た収入を新たに把握したり ､ 任
人気の 高い都心 の住宅に居住して い る免除世帯 には郊外の 空きの ある住宅 - の移転を求 め
るなど制度上の 規制強化が行われたo 『朝日新聞』2000年 2月 1 日朝刊占
48 林前掲書 12 9貢｡
49 『読売新聞』2000年 2月 10 日朝刊｡
50 『読売新聞』200年 2月 2 6日朝刊 ｡ 石原慎太郎監『東京都主税局の 戦い』財界研究所 ､
2002年｡ 特に第 1章､ 第2章が外形標準課税の こ とにつ いて詳述 して い る｡
5 1
52
58
5 4
56
56
57
『読売新聞』2000年2月 9 日朝刊 ｡
『読売新聞』
『都政新報』
『読売新聞』
『都政新報』
『朝日新聞』
2000年2月
2000年 2月
2000年2月
2 0 0年 2月
200 年 3月
27 日朝刊｡
18 日｡
27日朝刊o
15 日｡
31日朝刊｡
『朝日新聞』2000年6月 2 日朝刊｡
58 委員は学識経験者､ 財界関係者､ 執行部幹部ら 19人と議員6 人の 2 5人で あっ た ｡ 会
長 は神野直彦東大教授､ 牛尾治朗ウシオ電機会長 ､ 小倉昌男ヤマ ト福祉財団理事長 ､ 小林
陽太郎富士ゼ ロ ッ ク ス 会長で任期は 3年 ｡
5月 27 日朝刊 ｡
59
60
61
62
『朝日新聞』2000年 7月 4 日朝刊｡
『朝日新聞』2000年 7月 28 日朝刊｡
『朝日新聞』2000年 12月 1 日朝刊｡
『朝日新聞』2000年 1 2月 22 日朝刊｡
年 に 1度答申をまとめる｡ 『朝日新聞』2000年
人件費削減と して の政策は 一 方で職員数の 削減
と して も計画された｡ 都は ､ 00年 1月 16 日､ 00年度の職員定数を2138人削減する方針
も決定した｡ 99年 7月 にまとめた財政再建推進プラ ン では 00年度か らの 4年間で 500
250
人削減する方針を提示 して い たが ､ oo年度における 200億円の財源削減を目的に ､ それ
を繰り上げoo年度か ら大幅な削減を行うことを決 めた62｡ 定数削減対象は､ 児童 ･ 生徒数
の 減少に伴う学校再編で教職員が632人 ､都営三 田線の効率的運営で交通局職員が 333人 ､
児童擁護施設 の 管理運営を都社会福祉事業団に委託する ことに伴う知事部局職員が296人 ､
警視庁で は事務職貞を20人 ､ 東京消防庁では事務職貞が15人とされた｡
68 『朝日新聞』2001年1月 25日朝刊｡
64 『都政新報』2001年 4月 10 日｡
66 『朝日新聞』2001年6月 5 日及び 29 日朝刊.
66 『朝日新聞』
67
68
69
70
71
72
73
74
『朝日新聞』
『朝日新聞』
『都政新報』
『朝日新聞』
『朝日新聞』
『朝日新聞』
『都政新報』
2001年6月 29日朝刊｡
2001年 10月 10 日朝刊｡
2001年 11月 2 日朝刊｡
2001年11月 6日｡
2002年 1月 9 日朝刊｡
2 0 2年 1月 18 日朝刊 ｡
2002 年 1月 2 4日朝刊｡
2001年 6月 19 日｡
『都職労』2001年 7月 3 日｡ ･
7 6 『都政新報』2001年 10月 5日. 能力 ･ 業績主義の推進と
`
は､ 一 般職員の勤勉手当て
- の 成績率の 導入の 点である｡ また複線型人事体系の 構築と は､ 主任 ･係長制度の 見直し､
管理職の 選考 ･ 育成方法の 見直 し､ 採用試験 の選抜方法の改善であっ た｡ そ して柔軟で機
動的な人材登用と人材活用で は､ 民間か らの任期付き任用や､ 内部人材の 広域的連携の人
材交流や活用 とい うもの で あっ た｡ 知事 は人件費削減を強化 した｡ 因みに､ 00年度の人事
委員会勧告も 99年度に続き ､ 2 年連続で引き下げで あっ たo 人事委員会は 00 年 10月 5
日 ､ 知事と議長 に対 し､ 00年度の職員の期末 ･ 勤勉手当を0.2 ケ月分引き下げる勧告 を行
っ た｡ た だ し知事 こう した内容 にも満足せず､ ｢人勧は作成の過程で どういう配慮が あるの
か ｡ 民間から見れば高い ｡ 倒産 してい る企業もあり ､ 経済情勢を配慮して い ただかない と
い けない+ と勧告の 内容に注文を付けた｡ 知事は知事の 主導性強化 のための行政組織の 改
組を計画 したの で ある｡
76 『都政新報』2001年 10月 5日｡
77 『朝日新聞』2001年10月 5 日朝刊 ｡
78 『都職労』2001年 10月 23日｡
79 『朝日新聞』2001年 11月 17 日朝刊 ｡
80 『朝日新聞』2001年 11月 20日朝刊 ｡
81管理職は課長以上で あり ､ 係長は組合員の 対象で あっ たた め､ 都労連の 了承を得た ｡
82 『朝日新聞』200 1年 12月 12日朝刊｡
83 『朝 日新聞』2001年 1 2月 13 日朝刊｡
84
86
86
87
88
89
90
『朝日新聞』2001年 12月 14 日朝刊｡
自民党53当選 ､ そ の 後2名の 会派入りで 55名o 公 明党 由 名o 定数は 127名.
『朝 日新聞』
『朝日新聞』
『朝日新聞』
『朝日新聞』
『朝日新聞』
2001年 1 2月
2001年 1 2月
2001年 12月
200 1年 12月
2001年 12月
18 日朝刊｡
19 日朝刊｡
19 日朝刊｡
21 日朝刊｡
20 日朝刊｡
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91 『朝日新聞』2001年12月 20 日朝刊｡
92 『朝日新聞』2002年 10月 25日朝刊｡
93 『朝日新聞』2003年 1月 15 日朝刊 ｡
94 『朝日新聞』2002年2月 13 日朝刊 ｡
95 『朝日新聞』 2002年2月 14日朝刊 ｡
96 『朝日新聞』 2002年 2月 16 日朝刊｡
97 『朝日新聞』 2002年 2月 28 日朝刊 ｡
98 『朝日新聞』 2002年3月 2日朝刊｡
99 『都政新報』 2002年 3月 8 日｡
100 『都政新報』2002年3月 26日｡
101『朝日新聞』 2002年10月 3 日朝刊｡
102 『朝日新聞』 2002年 10月 4日朝刊｡
108 『朝日新聞』 2003年1月 30 日､ 朝刊｡ 通常､ 財政危機時における予算編成で は ､ 副
知事 に よる予算見積もり通達と､ 財務局に よる予算見積もりに対する方針と を踏まえて ､
予算要求額に対する予算要求限度 (シ ー リ ン グ) 額が設定される｡ 各局はそ の 限度額 に沿
っ て ､ 予算額を積算し､ 財務局での 予算額調整 ､ 知事査定､ 復活予算配分とい う過程を経
て原案が作成され る｡ しか しこ うした従来の 方法は ､ 前年実績を重視す るため新規事業の
展開が困難で ､ 知事の 構想する政策の実現可能性に は乏 しく ､ 知事の 意向が十分には反映
され得ない 状況に あっ た｡ 知事主導で配分可能で あっ た予算廟は精々 知事査定の 2 0 億円
程度の復活財源に 限定されて い たか らである｡
104『都政新報』 2000年2月 1 日｡
105『都政新報』 2000年 2月 29 日o
106『都政新報』 1999年 8月 20 日｡
107ほ か に ､ 東京 トラフィ ッ ク 開発株式会社が 84%､ 財団法人東京都生涯学習文化財団が
81%を占めた｡ 『都政新報』2000年 2月 25 日｡
108青島都政時に行政改革プラン の 中で 一 律の 基準に よる退職金制度を廃止 し､ 業績に応
じて支給す る金銭 の支払い 制度｡
109『朝日新聞』
110『朝日新聞』
111『朝日新聞』
112『朝日新聞』
118『朝日新聞』
114 『朝日新聞』
115 『朝日新聞』
1999年 5月
2000年 2月
2000年 3月
2000年11月
2 2日朝刊｡
18 日朝刊｡
15 日朝刊 ｡
11 日朝刊｡
2000年11月 23日朝刊｡
2002年 1月 10 日朝刊 ｡
2002年 9月 18 日朝刊 ｡
116 東京都 『東京都の 監理団体』 東京都､ 2002年 より作成 した｡
252
第7章. 都政の 計量分析1
1 . 都をめぐる財政状況
表 7 - 1 実質収支､ 実質収支比率の 推移2 単位百万円
年度 実質収支 実質比率 年度 実質収支 実質比率
美浪部① 67年 - 3233 -1.2鈴木③ 87年 34499 1.3
68年 -1520 -0.5 88年1 32240 1
69年 -1697 -0.4 89年 23925 0.6
70年 -2156 -0.4 90年 32 0
美浪部② 71年 -39185 - 7鈴木④ 91年 28 0
72年 - 23092 - 3.8 92年 33 0
73年 -1 50 25 -2 93年 . 102 0
74年 -18898 -2 94年 1.2 0
美溝部③ 75年 -53739 -5.1青 島① 95年 7 0
76年 -77573 -7.2 96年 15 0
77年 -94194 -7.8 97年 7 0
78年 -101102 -7.9 98年
-106782 - 3.1
鈴木① 79年 -60695 -4 A 石原① 99年
188129 - 2.8
80年 -20779 -1.3 00年
-67847 - 2.2
81年 3123 0.2 01年
-10O20 -0.3
82年 1 5095 0.8 02年
-524 31 -l.8
鈴木② 83年 1949 0.1
84年 3459 5 1.8
85年 35421 l.6
86年 93016 3.8
1955年 に制定された地方財政特別措置法に よると､都道府県 レ ベ ル の 地方自治体の 場合､
実質収支比 率郷 マ イナ ス 5%を超 えると財政再建団体に指定される. 美濃部都政2
･ 3期
目 ､ 鈴木都政1期日前半期､ 青島都政末期 ､ 石原都政 1期目の 時期は こ の ような状況に陥
る可能性が あっ た (表7 - 1)｡
本稿は財政危機の 指標と して経常収支比 率を採用するが､ 美濃都政 3期目､ 鈴木都政 1
期目 ､ 鈴木都政 4期目 ､ 青島都政､ 石 原都政が 80%4以上を示 し､ 財政危機の 状況を表 し
て い る (図7 - 1)0
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図7 - 1 経常収支比率の推移5 単位%
120
100
8 0
6 0
40
20
(.C)ト ー
1
†
･ 一
トー
∽
トー
廿
美濃②
L∫〕
ト ･ トー
ド
ト ー
美濃③
⊂⊃
(冗) ∞
鈴木① 鈴木②
⊂⊃
Ol
鈴木③
Cn
鈴木④
ド
OT)
青島
C31
CT)
y <
⊂⊃
石原①
これ らの 指標か ら､ 既述の 期間が財政危機の状態にあっ たと考えられる｡ では ､ 如何な
る要 因か らこうした財政状況 になっ たの か ､ こ の 点を図7 - 2 から確認する｡
図 7 - 2 普通会計決算における歳入内訳6 単位%
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これ に よると ､ 71年 72 年に減収 した地方税は 73年 74 年 一 旦上昇するが ､ 75年 には
60.1%に減少 し､ 76年若干持ち直すもの の 7 7年には再び下がり ､ 78年が 61.7%になる｡
美濃部都政 3期日は都税は減少傾 向にな っ た｡ これ に対 し､ 鈴木都政 1期日の 7 9年 から
82年の期間は上昇傾向を示 して い る｡ また88年78.8%にまで上昇した都税の 普通会計全
体に対する比 率は ､ 89年か ら減少傾向に転じる｡ こ の 状況は ､ 95 年 56.6%にまで減少 し
て ボ トム期 を向かえ､ 再 び 9 6年上昇傾向に転 じるが ､ その 後も 70% を越えるま で には回
復せず､ 美濃部都政1期2 期目の 60年代後半か ら70年代前半期の 状況にまで後退 して い
る｡
しか し､ こ の ような地方税 の減少傾向を補てんす る財源 と して の 国庫支出金は十分で は
なか っ たo そ の 割合が美濃部都政期には 10%を超える時期もあっ たが ､ そ の後は ほぼ - 質
して減少 し10% を割っ て い る｡ 国庫支出金は歳入の 重要な財源で はあっ ても地方税の 減少
分を補て んす るまで には なっ て い なか っ たの で ある ｡ さらに使用料 ･ 手数料は あまり上 下
変動がなく ほぼ 2% 台で推移 して い た点を考慮すれ ば､ 地方税の減少分は ､ 都債に依存せ
ざる を得なか っ た状況で ある｡ 都債発行額の普通会計予 算全体 に占める割合は ､ 7 4年の
8.4%が 75年 には 17.5%にまで 一 気に上昇し､ そ の 後は減少 して 80年に 8.1%になり ､ そ
れ以降は漸減する｡ また､ 90年代で見ると､ 91年 4.4%であ っ た比率が 92年には 12.3%
にまで上昇し､ 9 7年10%を割るまで高い比率を占め て い る｡9 7年 に1 0%を割 っ た もの の ､
そ の後 は再び上昇 して 10%を切 っ たの は､ 0 0年に な っ てか らで ある｡ した が っ て ､ 歳入
面か ら見れば､ 都財政は地方税の 占め る比率が歳入全体の 中で大きな比 重を占めて い る こ
とが分か る｡ こ の ため ､ こ の 減少が都財政の危機の 主要な要因とな っ たの である｡
25 5
で は ､ この ような財政状況に歳出では どの ように対応 したの か ､ この 点を確認するこ 図
7 - 3 は普通会計決算の歳出総額における目的別歳出率の推移であるo
図 7 - 3 目的別歳出決算の構成比7 単位%
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土木費は 76年16.1%なるまで減少するが､ その 後はむ しろ77年が 18%､78年が 18.9%
と上昇 し､ 80年代初めで横ばい になる｡ 美濃部都政の 3期目に土木費は減少 して い たとは
い えない状況で ある｡ 警察消防費と教育費がむ しろ減少 して い る ｡ しか し､ その他 の支出
は上昇傾向を示 し減少傾向に はない ｡ 土木費が美濃部都政2期日から減少傾向を示 して い
た点か らすれば､ 美濃部都政は､ 財政危機に対 し､ 土木費の 削減で対応 したわけで は ない ｡
む しろ鈴木都政1期日前半期の 方が土木費の 抑制 ､ 民生費の抑制で対応 して い る｡
また 90年代で は ､ 92年 28.1%にあっ た土木費はそ れを頂点として以降減少する｡ この
傾向は青島都故､ 石原都政にも引き継がれてい るo 警察 ･ 消防費がほぼ丁 定 して い る点を
除けば､ そ の他 の歳出は増加傾向にある｡ 90年代以降の財政再建に は土木費の 削減が役立
つ て い る点が読み取れる ｡
こ の ような歳出の傾向を性質別歳出の 点から確認するo 図 7 - 4によると､ 人件費は76
年 40%を超 えて頂点に達 したが､ 77年に は 39%､ 78年には 37.9% と減少 して ､ 鈴木都
政に こ の 傾向は継続されて い る点か らすれば､ 確か に美濃部都政も人件費削減に 一 定の 方
策を講 じた点が認 め られる｡ しか し､ こ のような傾向は 77 年以降の ことで ある｡ 美濃部
都政は ､ 財政危機 - の対応 と して国に ｢財政戦争+ を挑んだ｡ 具体的には 74 年か らの 事
業税法人分､ 75年からの道府県民税法人分 - の 超過課税の 導入と､ また77年 の 固定資産
税法人分 - の 不均 一 超過課税の導入 ､ そ して ｢起債訴訟+ で あるo しか し､ それでも財政
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は再建できず､ 美濃部都政は自治省に財政健全化計画を提 出して起債許可を得た｡ それに
伴 っ て美濃部都政は公営企業などを中心とした人員整理 に応 じた｡ つ まり人員整理 を中J亡♪
とする内部努力 は 77年まで の 一 連 の ｢財政戦争+ に敗北して からである8. 人件費が 77
年78年に削減されて い る の はその ため である｡
また普通建設事業費は 76年 16%でボトム を迎 えるが 77年 には16.7%と逆に増加 して
い る o 78年に 15%に下が るが鈴木都政にお い ても こ の状況は継統され ､ とりわけ普通建
設事業費を大きく減少させて財政危機に対応 したとは考えにくい ｡ こ の 点は目的別歳出の
と こ ろでも述 べ たとおりで ある｡ これに対 し､ 補助費は 76年 20.1%と減少するもの の ､
それ は 一 時的であり ､ 77年 には 22%に上昇 し､ 以降の 上昇傾向か ら見て ､ とりわけ財敢
危機に土木費の みの 削減で対応 したとは い えない ｡ 補助費は主に都区財政調整交付金と公
営企業 - の 支出金 とか らな っ て い るが ､ こ才とち の削減はむ しろ行なわれなか っ たの で ある .
こ れに対 し､ 鈴木都政は ､ 普通建設事業費､ 補助費､ 人件費の 抑制で対応 して い る｡
また90年代で は ､ 普通建設事業費の 削減が顕著で ある｡ 93年 ピ ー ク になるが ､ 94年 に
は 24.6%に下が り､ 95年 - 旦 26.5%に上昇するもの の , 9 6年には再び 22.4%に減少 し､
以降は減少の 一 途を辿る｡ したがっ て普通建設事業費の 削減が財政危機 - の対策とされた
こ とが分か る ｡ こ の点は目的別歳出に おいて検討 した点を裏付けて い る｡
図7 - 4 性質別歳出構成比 の推移9 単位%
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7 0年代中葉以降の財政危機に際し､ 美濃部都政は積極的な歳出削減で はなく ､ それを受
けた鈴木都政は歳出削減で ､ また 90年代以降の財政危機には ､ 歳出削減方策で対応 した
こ とが読み取れる ｡
こ の ような状況をさらに詳細に検討する｡ 美濃部都政は積極的な歳出削減で は財政危機
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に対応 しなか っ た点を指摘 したが､ そうで あるとすれば歳入増収方策で対応 したのかとい
う点に焦点は移る｡ そ こ で美濃部都政の 導入 した増収方策と しての超過課税に つ い て検討
する｡
図 7 - 5 法人二税の不均 一 超過課税額の 推移10 単位億円
300 0
250 0
20 00
15 00
1 000
500
ー1
Ib
#
洩
ー】
( 刀
棉
ヽ】
Cn
#
ヽ】
-j
-&
美浪③
ー1
00
#
ー1
(D
傭
00
⊂)
令
α)
ト⊥
棉
鈴木①
α:)
N
令
∞
CL3
#
(X)
Ji
#
00
Ul
令
鈴木②
(X)
O)
#
∞
-1
#
∝〉
00
墳
00
(.D
令
鈴木③
(工)
⊂)
令
( D
ト ⊥
令
- - ◆ 一 道府県民税 . ＋ 事業税 十 合計
(D
N
令
(D
CA)
令
鈴木④
(8
1ト
棉
(凸
Ul
#
図 7 - 5 は法人 二税に導入された超過課税額の推移 につ い てまとめたもの で あるが､ 同
税 の導入 は グラフ からも ー 定の財政増収効果 を持 っ て い る｡ 美濃部都政3期日後半期､ 鈴
木都政 1期目前半期に同税は年々 増大 して い っ て い る｡ しか し､ 70年代 から80年代前半
期に上昇 した同税も 90年代の時期で は逆に減少 して い る｡ 実質収支の 赤字額 の推移を見
れ ば､ 財政危機時における 500億円か ら100億円もわ超過課税に よる増収が財政再建 に
寄与 した こ とは確かで ある｡ しか し､ 超過課税の増収効果- の期待は ､ 70年代末期の財政
危機に備 えて 実施されたもの ではなく ､ 70年代の 前半期に構想 され ､ 実施されたもの で あ
り､ 以上の 効果 はむ しろ結果的に現れたも の で ある｡ そ の 額は 90年代では減少傾向に あ
るため ､ 対象業種やそ の 時々 の経済情勢に よ っ て ､ こ の税か らの増収が安定的で あ っ たと
は い えな い ｡ したが っ て ､ 美濃部都政が同税の 導入によ っ て積極的に財政再建に対応 した
とは考えにく い ｡
図 7 - 6 法人 二税の超過課税の税率と歳入全体に占め る此 率の推移11 単位%
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不均 一 超過課税の道府県民税法人分の税率は 75年に改定されて以降､ 81年に税率変更
され るが ､ 基本的にそ の後 の変動はな いo また事業税法人分につ いても 88年に税率が変
更され るが ､ こ れも美濃部都政で の財政危機に対応 して変更されて い るわけで はない (図
7 - 6)｡ したが っ て ､ 美濃部都政が財政危機 に歳入増収方策で積極的に対処 したとは必ず
しもい えない で あろう｡
次に都と特別 区との 関係 は如何なるもの であろうか ､ こ の 点を確落するo 目的別歳出の
図 (図7 - 3) からも分か っ たように ､ 都区間で は財政危機に対応 して ､ 都区財政調整交付
金 の 削減は確認されなか っ た. 図 7 - 7 は都区財政調整交付金額の 推移で あり ､ 図 7 - 8 は
そ の 根拠 となる ｢調整 3税+ の調整率の推移 に つ い て示 したもの である｡
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図7 - 7 特別区財政調整交付金額の推移12 単位億円
80 00
70 00
60 00
50 00
40 00
30 00
20 0()
10 00
美浪① 美洩② 美瀕③ 鈴木(丑 鈴木② 鈴木③ 鈴木④ 青島 石原①
こ れを見る と､ 78年 に 2083億円となっ て 77年の 2136億円から若干下がるが ､ ほぼ 一
貫 して上昇傾向にある｡ 90年代でも 94年に 6318億円に減少するが 95年には再び上昇 し
て い る｡
図7 - 8 都区財政調整交付金の調整率の推移13 単位%
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図7 - 8 は同交付金の 調整率 の推移であるが ､ 70年代後半期の 調整率は安定的で ある ｡
また 2000年に 44%か ら52%に 一 気 に上昇して い るが､ これは都制の 制度改正 によ っ て ､
石原都政で 52%に改正 され た｡ 調整率を見ると財政危機に応 じて調整率が変動 したとはい
えない ｡
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一 方 ､ 都内の市町村 - の財政支出はどの ような状況にな っ て い るの で あろうかo‾ この 点
を市町村 - の都支出金の推移を通 じて確蒸する. 図 7 - 9 は都か ら都内市町村に支出され
た都支出金額の推移をまとめた もの である ｡ 資料の ない年度もあ っ て連続的で はないが､
本稿の分析対象期では確認 できる ｡
図7 - 9 都内市町村 - の都支出金額の推移14 単位億円
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美濃部都政3期目､ 鈴木都政 1期日が ともに増大 して い る｡ また鈴木都政4期日も増加
傾向に あるo 青島都故に なっ て横ばい か ら減少傾向に転じた. 石原都政で は横ばい で ある.
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2 . 内部努力の推移
図 7 - 10 職員定数削減数の推移15 単位人
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図 7 - 10 は職員定数の 削減数の推移で ある｡ こ れに よると 76 年77年78年はいずれも
増加 して い る｡ 76年は 1125人 ､ 77年は 2 251人 ､ そ して 78年は 1536人増加 してい る｡
そ れを実数で見たもの が表 7 - 2 で ある｡
表 7 - 2 定数削減数の 推移16 単位人
美濃③ 鈴木①
74年 7 5年 76年 77年 78年 7 9年 80年 81年 82年
知事部局 21 59- 2140 - 21 7 - 46 - 56 - 1577 12580 1 790-1390
公営企業 1 085 100 20 - 143 -4 83 - 654 - 614 - 525 -522
学校職員 21 54 2558 1 308 1777 1753 - 23O 400 -1 65 - 50
警視庁 9 90 0 0 390 322 1 05 - 99 -1 00 - 3
東京消防庁 157 0 208 0 276 6 -51 - 81 -61 - 3
その他 65 42 14 -3 - 6 ⊥49 - 31 -135 1 28
小計 8023 768 1125 2251 1536- 2456 -3005 - 2776 - 19 96
鈴木(罫 鈴木④
87年 8 8年 89年 90年 91年 92年 93年 94年
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0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 - 790 -50 - 30 0 0 0
- 318 - 810 - 928 -1339- 1051-1 069-1380 - 901
247 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0
- 71 - 810- 1718- 1389- 1081-1 069-1380 - 901
青島 石原①
95年 9 6年 97年 98年 99年 09年 ' 01年
0 - 81 3 - 892 - 91 7 . -2099 -1
,
30 2 -879
-1 64 - 127 -143 -5 41 -208 - 215 -316
- 793 - 938 -810 - 690 -754 - 586 -69
0 163 168 0 0 0-10
0 90 0 0 0 - 15 - 5
- 957-1 625-1 677- 21 48-3 061-10112-1269
(注) 75年の 知事部局 の 削減数 2 1 40人のうちの 2 110人は特別 区 - の清掃事業の移管に
伴う措置による制度上 の人員削減で あるため ､ 通常の定数削減と しては 30人となる｡ ま
た2000年は都制度改正 の ため清掃局の 区 - の 派遣職員が身分振り替えによ?て7994人区
職員に なっ たため大幅な減少があ っ た｡ それを含んで い る｡
表 7 - 2 に よ ると､ 美濃部都政 3期日､ 知事部局の 職員定数､ 公営企業の職員定数は確
か に減少 して い るが､ 都立学校の 職.員定数が増加 して い る ｡ つ まり美濃部都政の人員整理
は ､ 行政部門で の削減が中心で あり ､ 都全体には及んで い なか っ た｡ これに対 し､ 鈴木都
政で は全部門に及んだ点が伺える ｡ また制度改正分を除いても ､ 青島都政と石原都政で は
各年度 1000人か ら1500人規模で ､ 全分野の 定数が削減されて い た｡
こ の ように定数削減に伴っ た人事異動での 退職者などは ､ その 後､ どの ような処遇を得
たの か ､ 次に この 点を考える｡
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図7 - 11 財政支出監理団体数の推移17
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図 7 - 11 は美濃部都政か ら鈴木都政に交替して以降､ 一 貫 して監理団体数が増加 して い
る実態を表 して い る. 統廃合も行われ串がそ れは極 めて少ない o そ の ような状況を石原都
政 に至 るまでの 期間で確認 したの が表 7 - 3 である ｡ 美濃部都政以前に36団体であ っ たそ
れは鈴木都政時に徐々 に増加 して 4期目の 90年代前半期は 75団体にまで達 した ｡ したが
つ て ､ 鈴木都政を受けた青島都政､ 石原都政にお いて監理団体の合理化は重要な再建方策
の ひ とつ で あ っ たの で ある ｡
表 7 - 3監理団体統廃合の 推移18
美 濃 部 以
節 鈴木(D 鈴木② 鈴木③ 鈴木④ 青島 石原(D
新設 36 12 10 22 10 2 2
統廃合 3 1 8 3 14 3
現行数 36 45 54 68 75 63 62
表 7 - 4 監 理団体 - の派遣職員数の推移19
鈴木④ 青島 石原①
92年 93年 94年 95年 96年 97年 占8年 0 0年 0 1年
人員数 5487 5807 586060 8 5989 6054 6052 9590 9120
うち都派遣数 2 70 5 2863 2889 2931 281 52785 27784616 4148
派遣率 49.3 49.3 49.3 48.3 47 46 45.9 48.1 45-5
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こ の ため青島､ 石原都政は 派遣職員数の 削減を目指 し､ それを実施 して い っ た Q 表 7 - 4
はそ れを示 して い る｡
そ して以上 の ような財政再建方策の 状況は ､ 表 7 - 5 の ようにまとめられ るo
表 7 - 5 都政の行財政改革の 推移20
美濃部都故③ 鈴木都政① 鈴木都政② 鈴木都政③ 鈴木都政⑥
期間 7 6年 - 7 8年 7 9年 - 8 3年 8 4年 - 8 6年8 7年 - 9 0年9 1年 - 9 5年
財政指標 経常収支比率 102- -106 90- - 96.6 82- 88.7 68- 73 73.7 - 94.8
削減方策 組織再編管理職ポスト 0 - 204 -113 -112 -32
定数削減 0 -9 255 - 4154 - 5069 - 4607
監理団体再編統廃合 0 3 1 8 4
退職手当て見直し 9 0→ 80 8 0･ ヰ 68 68 → 62. 7
特殊勤務手当て 見直し 0 -74 -19 -12 - 7
給与見直し
民間活力等 民間委託 3ヤク活用 3 セク活用 民間委託
民間委託 民間委託
増収方策 都債
税財渡等 超過課税
青島都政 石原都政①
期間 9 6年 - 9 8年 9 9年 -
財政指標 経常収支比率 95- 99.3 92.4-10 4
削減方策 組織再編管理職ポスト - 165 - 167
定数削減 - 8429 - 5875
監理団体再編統廃合 8 1 7
退職手当て見直し
特殊勤務手当て見直し -1 7 - 42
給与見直し 2 %- 5%削減
民間活力等 民間委託 民間委託
N P O活用 都民との協働
公設 民営方式
増収方策 都債
税財源等 外形殊税
(注)石原都政の 2000年に は清掃事業の 区 へ の 移管に伴う 7994人の職員定数削減は含ま
れ て い ない ｡
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表7･6 公営企業の料金改定2 1
都営交通 水道
美濃部① 1967○
1968 ○
美渡部② 1973○
1974○
美濃部③ 1975 0.
1977○
1978○ ○
鈴木① 1 980○
1 981 ○
鈴木② 1984○ ○
(注) 鈴木都政89年 ､ 青島都政97年に消費税の 導入によ っ て水道､ 交通料金 へ 転嫁｡
また表 7 - 6 は公営企業の料金改定の 推移をまとめたもので ある. こ こ では第 一 に ､ 美濃
部都政の 歳入増収方策か ら鈴木都政の歳出削減方策 - 行財政改革の方策が変容 し､ その後
その ような歳出削減の 方向は青島 ､ 石原都政に継続された｡ 第二 に ､ そ の 際､ 歳出削減の
方 向は ､ 鈴木都政の都庁内機構内部の削減方向から青島石原都政の外部 - め方 向に変容 し
た｡ こ の ような方向と共に都の 行政の役割は縮小傾向を示 してい る｡ つ 草り財政危機にお
ける都政は ､ 歳入増収方策から歳出削減 - ､ 内部改革か ら外部改革へ と変容 して､ 都政機
能が縮小 したの で ある｡
こ の ような行政は どのような議会内政党との 関係 から成立 したの か､ 次は都議会内の政
党との 政治関係 の 点から検討する｡
3 . 政治選好と議会の決定 シ ス テ ム の揺らぎ
政治参加 を絶対得票率か ら見ると､ 表 7 - 7 で は､ 65年の都議会選挙以降の既成政党が
絶対得票率を減少させ る中にあっ て ､ 新規政党が登場 して多党化 した0 77年選挙までは 5
っ の 政党で構成されて い た都議会も､ 77年以降 97 年まで の間で古土既成 5政党に加 えて ､
1 ない し 2 の政党が新規に登場 し､ 6ない し7政党時代を呈 したo そ して 97年以降で は､
さらに既成政党の 退場と新規政党の登場との 交替時期に差し掛かり ､ 都議会内の 政党シ ス
テ ム は多元化 したo ただ し､ こ の ような多党化の 中でも自畏党､ 公明党､ 共産党が
一 定の
勢力 を維持 した ｡
また各党の絶対得票率は減少傾向に ある｡
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表 7 - 7 各政党の 絶対得票率の推移22
美浪① 美濃② 美濃③ 鈴木① 鈴木② 鈴木③ 鈴木④ 青島 石原①
69年 73年 77年 81年 85年 89年 93年 97年 o
1
1年
自民党 1 9.5 20.6 23 18.5 19.1 17. 15.8 12.4 17.
公明党 10.3 10.6 9. 10.6 ll.2 9.1 8.1 7.5 7.4
共産党 8.6 12. 9.1 8.7 8.2 8.1 6.9 8.6 7.7
土会党 14.4 12.4 9.7 6.8 6.2 14.2 6.6
民社党 2.3 2.2 2.2 2.1 1.6 1.3 0.8
新自由ク 6.5 3.6 3
社民連 0.9
進歩党 0.4
ネットワ ー ク 0.8 1 1.4
日本新党 6.1
新進党 0.8
生民党 0.8 0.7
民主党 4.1 6.7
自由党 1.
こ の ような中で ､ 絶対多数党の不在の場合では ､ い ずれかの 政党に よる投票連合が行われ
る こ とにならざるを得ない が､ 自民党と公 明党が政策距離か ら至近に あっ たため､ 都議会
を主導 した (図7 - 12)0
図 7 - 12 各政党の諌席率の 推移23
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定数 .127前後( 定数改正 が行われたため) の中で ､ 自民党の 50議席以上と公明党の 20議
席以上は 一 定 の影響力を都議会内に維持するに は十分な勢力で あっ たo
どの ように代表 されて い る の か ､ こ の 点を選挙区の 状況から確認する｡
表 7 - 8 都議会の 定数配分の 状況24
1973年 1977年 1981年 1985年
区数 定数
23区 23 102 23 1 02 23 102 23 99
多摩地 区 14 22 15 23 1 6 2416 27
島部 1 l 1 1 1 1 1 1
合計 38 1 25 39 1 263 9 1 27 40 127
1 989年 19 93年 1997年 2001年
23区 23 96 23 91 23 9 0 213 89
多摩地区 1 7 31 18 36 18 36 18 37
島部 I I 1 1 1 1 .1 1
合計 41 128 42 12 8 42 127 42 127
この ような議席は
表 7 - 8 からも分か るように ､ 議員定数の約5分の 4は 23 区を選挙区とすると こ ろか ら選
出されて い る｡ また各政党の 当選状況 は表 7 - 9 である｡
表 7 - 9 主な政党の 当選状況25
1 973年1 977年1 981年1985年1989年1 993年1997年2001年 平均
自民党 23区 38 43 39 41 32 29 37 35 37
多摩地 区 1 3 1 3 13 1 5 10 1 4 16 1 7 1 4
島部 1 1 1 1 1
計 51 56 52 56 43 44 54 53 5 2
公明党 23区 23 2 2 23 24 22 21 20 20 22
多摩地区 3 3 4 5 4 4 4 3 4
島部
計 2 6 2 5 27 29 26 25 24 23 26
社会党 23区 15 12 12 16
2 68
97年から 多摩地区 5 6 3 4 13 8 5
社民党 島部
計 20 18 15 ll 29 14 1 14
共産党 23区 23 ll 15 19 14 1 2 20 13 16
多摩地区 1 1 1 6 2 1
島部
計 24 ll 1 6 19 1 4 13 26 15 17
表 7 - 9
.
i羊よる と､ 自民党は 区と多摩地区とから定数に比例 して選出されており､ 公明党
は主に区か ら選出されて い る｡ こ の ように ､ 23
'
区に定数配分の重点が あり ､ しか も既成政
党は こ の特別 区を中心と して選出されて い た｡
表 7 - 10 定数改正の 状況26
安井① 美濃部(D 美渡部② 美濃部③ 鈴木① 鈴木② 鈴木③
43年 46年 69年 73年 77年 81年 8 3年 84年 86年 87年
定数 100 1 20 126 125 126 1273減3増
裁判 高裁違法 最高棄却 高裁違法 轟高違法
鈴木③ 鈴木④ 青島 石原①
88年 89年 91年 92年 93年 95年 96年 97年 99年 01年
定数 3減 4増 128 8減 8増 128最高適法1減 127最高適法 2減2増
裁判 最高速法
しかも､ 表 7 - 10 からも分か るように定数是正は ほとん どなされて い ない｡
こ の ような配置状況の 中で ､ 政策決定過程で は大半の知事提案は可決されて い た｡ 67年
4月 か ら 2000年 3月 まで の 知事 の 専決処分と諮問に関わる提案を除い て予算､ 条例 ､ 事
件 ､ 契約 に関する提案の 8,603本を分析した結果27が図 7 - 13 である｡ これによ ると美渡
部都政 2期日 3期日､ 鈴木都政3期日の 後半期 ､ 青島都政の後半期にそれぞれ可決率が低
下 して い るが､ それで もか なり高い可決率で推移して い る ｡
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図7 - 13 知事提案の可決率の推移28
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では各々 の 政党は他党と如何なる関係にあ っ たの か ､ それ を各政党の協調に よ っ て見るこ
とにする｡
図7 - 14 自民党中心 の場合29
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図 7 - 15 公 明党中心の 場合30
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図 7 - 16 民社党中心 の場合31
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図 7 - 17 社会党中心の場合82
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図 7 - 18 共産党中心の 場合33
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これらを見 る‾と､ 自民対社共 ､ 社公共対自民､ 自公 民対社共､ そ して自社公民対共とい っ
た対立構図で議会は機能してきたことが分かる｡
次に知事提案に対する各政党の 態度を図7 - 19か ら見ると､ 社会､ 共産両党の反対数が
他党に比 べ て多い ｡ こ の ため､ これらの 政党に対抗した勢力の自民党と公明党の あり方が
重要で ある｡
図 7 - 19 知事提案に対する可決数､ 政党の反対数の推移34
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自民党と公明党の 2党に よる議会内で の主導性が考えられる｡
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表 7+ 11 各政党の 絶対得票率と変動値の推移85
都議会選挙年 自民党 公明党 社会党 共産党 民社党 新自ク 民主党 日新党
69-65. 1.96 2.54 -1.99 3.16 -1.68
73-69 1.05 0.39 -1
'
.96 3.63
-0.7
77-73 1.89 -I.47 -2.92 -3.32 -0 .05
81-7 7 -3.97 1.47 -2.68 -0.17 - 0.04
85-81 0.57 0.54 -Q･59 -0.51
- 0.52 -2.77
89- 85 - 1.43 -2.13 8 -0.ll
- 0.29 -0.5 2
93 -89 - 1.86 -0.97 -7 .6 - 1.22
-0.5 4 6 .15
97 -93 -3.43 -0.58 -5.85 1.6 4.14
- 6.15
0 1-9 7 5.3 7 -0.0 7 -0.05 - 0.85 2.5 3
得票率の 変動借
自 一 公 自 一 社 公 一 社 公 一 民社 自一 民 主 公 一 民 主 自
一 日 新 公 一 日新
69-65 2.25 1.9 8 2. 7 1.8 1
7 3- 69 0.7 2 1.5 1 1.18 0.55
77
- 73 1.68 2.41 2.2 0.7 6
81 -7 7 2.7 2 3.33 2.08 0.76
85- 81 0.56 0.58 0.57 0.53
89て85 1.78 4.72 5.07 1.21
93-89 1.42 4.73 乍･29 0.76 4.0 1 3.56
97-93 2.01 4.6 3.22 3.79 2.36 4.79 3.3 7
0 1-9 7 2.7 2 2.7 1 0.06 3 .9 5 1.3
表 7 - 1186は都議会議員選挙における政党の絶対得票率の 変動値(v o r atility)37で あるo65
年 の議会選挙以降 89 年の 議会選挙まで の間 ､ 自民党と社会党の絶対得票率の 変動 は ､ 自
民党の 増加 は社会党の 減少 に ､ 逆に社会党の増加 は自民党の減少 にと､ 反対方向に連動す
るなか ､ 公明党の絶対得票率の 変動は自民党とほぼ同 一 方向に連動 し､ 自民 ･ 公明両党と
社会党との 対極関係が概ね固定して いたか に見える｡ しか るに89年議会選挙で の社会党､
93年読会選挙で の 日本新党､ そ して 97年議会選挙で の 民主党の 躍進で明示されたように ､
80年代末期以降90年代で の有権者の 党派的選好は､ 80年代までの 固定化とは異なり ､ 選
挙の都度その方向を変えて動揺 したこ とが分か る｡ こ の ため自民 ･ 公明両党と社会党との
対極関係は解消され ､ 90年代では自民 ･ 社会 ･ 公明 3発と日本新党や民主党との 間に対抗
関係が生 じ､ む しろ政党対抗軸は既成政党と新党との 間に位置 したの である｡ こ の変容は
議会選拳で の 無所属候補の 当選数の推移からも確認でき る｡ 選挙の都度無所属候補の 当選
(65年 1人 ､ 69年 1人､ 73年2人､ 77年 3人 ､ 81年 4人 ､ 85年4 人) は確かに あっ
たが､ 89年議会選挙以降その数値の増加は顕著にな っ た (89年10人 ､ 93年 7人､ 97年
8人). つ まり ､ 既成政党より無所属候補がより求められたの であるo これは有権者の既成
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政党､ あるい は政党に対する忌避 を意味した｡ この た め有権者の 投棄行動は ､ ひ とつ は既
成政党以上に新党を､ あるい は政党以上に無所属候補を指向したことが読み取れる ｡ した
が っ て ､ こ の ことは ､ 7､ 80年代の都政が､ 90年代 ､ い ずれの 既成政党にも党派的に組織
化 ･ 動員されなか っ た多く の有権者を生み出した ことを意味する｡ その帰結と して 90年
代 ､ 都政で の 政党シ ス テ ム は弛緩 し､ 政党支持 な し層は党派的に動員されないまま非常に
高い 水準に な っ たと考えられる｡
ところで ､ 俊に経済状況の あり方が､ 知事 ･ 執行部による故策決定に影響を及ぼすとし
て も､ そ の決定の 行方 は究極的には政策提案を議決する議会内会派の政治的力学に依存す
るで あろう｡都政で は 65年の議会選挙以降単独多数派 の不在が議会内多数派形成に際し､
他党との 議会連合を要請 した｡ その 際､ 知事 ･ 執行部の政策譲歩の極小化には ､ 政策距離
の 近 い会派同士 の ､ たとえば自民党と民社党､ 社会党と共産党とい っ た議会連合が指向さ
れ た｡ そ の帰結と して中道会派の公明党は ､ 左右両極の い ずれとも連合可能という立場に
なり ､ 議席規模以上の 影響力を都政におい て行使 できたの で ある｡
しか る に , 公明党は 77年議会選挙で議席を減少させ ると ､ 79年知事選挙で は ､ 知事 ･
執行部との政策交渉で自覚に有利 な成果をもた ら し､ さらに保守系会派 (新自ク) を超越
してその 会派 の存在意義を希薄化させ る効果をも期待可能な保守会派 - 接近 した｡ こ の結
果 ､ 公明党は保守性 の強 い知事 の登場も受け入れ たが ､ 反面で ､ 女持基盤 の利害に抵触す
る政策選択を強要 され ､ ｢現実的+ 政党- の脱皮を求められたの である｡
80年代前半新自ク の 勢力が停滞するなか ､ 公 明党は自民党と共に蔑席を増加 してそ の存
在意義の 明示 に成功 したが ､ 他方 80年代後半に は ｢ジレ ン マ+ を抱えることに もなる｡
す なわち, 同党の知事派 にお ける政策的成果 - の優位性が議席に結実 しない とい う事実で
あ っ た｡ 有権者の関心の 高い 政策課題 には ｢野党性+ さえ発揮して知事 ･ 執行部批判を行
っ て政策的成果を得て も､ その 一 般的評価は同党には動員されず､ 80年代末期には む しろ
社会党に集中 した｡ すなわち､ 消費税導入に伴う都公共料金 - の 転嫁という ､ 有権者 へ の
負担政策の決定をめぐっ て の 鈴木都政で の自公民 3党知事派連合内の争点化は ､ 自民党 ･
民社党と公明党との対立 に帰結した｡ それにも拘わらず ､ 89年の 議会選挙で は状況は ､ 自
民党と社会党とが対抗するなか ､ 公明党はむ しろ自民党 - の批判をともに受け､ そ の存在
意義を議席上に明示 できなか っ た｡
そ の帰結と して ､ 91年知事選挙で鈴木以外 の候補擁立に 関わ っ た公明党は ､ 当該候補の
敗退 に伴い ､ 以降公式 に知事支持派を離脱するが ､ 社会党の知事支持による多数派形成を
前提と して ､ ｢野党化+ 路線選択という意味で の 意義を喪失する｡ さらに､ 同党の こ の ｢野
党化路線+ は 93年の議会速挙において も議席拡大 に向わず､ 有権者の政治的関心 は新党
(日本新党)を指向 した｡ 先述政党の 絶対得票率の変動値か ら見 ると､89年議会選挙以降､
自民 ､ 社会､ 公明3党間で は ､ 自公 ､ 自社､ 社公 の いずれ の関係でも得票変動値が上昇す
る｡ しか し3党の絶対得票率は89年､ あるい は 93年議会選挙以降各々 減少する｡ つ まり
3党はともに党派的動員を低下させながら､ 他方同 一 方向で の 政党間競合を展開した. し
たが っ て ､ 80年代末以降､ 現状不満 - 鈴木都政不支持という有権者の党派的選好は ､ 89
年議会選挙で は社会党に ､ 90年代に入 ると日本新党､ 民主党に動員された ことが理解でき
る｡ こ う した有権者の党派的選好は ､ 95年知事選単におい て ｢無党派+ 候補に動員され る
こ とになっ たと考えられ る｡
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以上か ら､ 90年代初頭以降の ｢無党派化+ は､ ｢革新都政+ の退場､ ｢保守 ･ 中道都政+
の 融解とい う`政治変容の延長戦上にあり､ それを特色づ けるの は ､ 第 一 に政党支持なし層
の 増加 に よる政党シ ス テ ム の弛緩で あり､ 第二 にその 原因は社会党基盤の 融解で あり､ た
だ第三 に｢無党派化+ はその 時の 状況に応 じて無秩序に移動する層の様相を指すに過 ぎず､
新 しい階層の動員 ､ 組織化の結果で は ない ､ と いうことで ある ｡
そもそも､ 通常､ 地方政治で の行財政悪化 の 帰結と して ､ 政党間の党派的動員の 対象と
なる ような社会構造的な対立軸には ､ ①財政悪化 の 下 ､ 財源配分を受けようとする中小企
業 ･ 社会的弱者などの公的保護の必要なセ ク タ ー と､ その ような便益に距離の ある新中間
層などの セ ク タ ー との 間の利害対立 ､ ②公営企業会計改善や消費税導入に伴う公共料金引
上 げなどを遠因とする受益者負担に伴う痛税感の有無による亀裂､ そ して③行政組織内部
にお ける再編成に伴う組織内対立の 三 つ が考えられ る｡ これらの 対立は いずれも価値的対
立 を伴うが ､ そ の価値的対立も経済的利害を伴い ､ しかもそれが組織化されて は じめて政
治過程に媒介され る｡
都政における革新勢力 の衰退の原因は､ 同勢力が財政逼迫下 ､ 以上の ような潜在的な対
立 の いずれをも党派的動員の 対象にできなか っ た点にある｡ そ して ､ そ の ような政治的動
員を抑制 したの が政党シ ス テ ム の 弛緩､ 政党に よる政治的動員力の 低下にもとづく改党機
能 の衰退で ある｡ 抑制と負担とい う対照的政策を党派的に動員できなか っ たが ゆえに ､ 財
政逼迫に伴っ て出現する上記の ような対立軸上の 諸争点を政治化､ 党派化できず､ 都政の
政党 シ ス テ ム の弛緩化と無党派化 に貢献 したこ とは ､ 革新勢力が党派的動員を低下させ る
中､ その 対抗勢力 の保守 ･ 中道勢力で さえそ の断片化 の ゆえに 一 定の支持を調達できず､
そ の 帰結として有権者の政治選好が浮遊 したと考えられる｡ 知事､ あるい は議会選挙時の
｢選挙に 関す る世論調査38+ の 政党支持 の状況 でも ､ 自民党､ 社会党の 支持率 は 91年知事
選挙で 50.4､ 12.9､ 93年議会選挙で 29.9､ 9.1､ 97年議会選挙で 16.4､ 2 と推移 し､ 政党
支持が低下 したの に対 し､ 支持政党なしは 15.2､ 12.8､ 63.3, そ して 99年知事選挙では
69.2 と逆に増加 した(表 7 - 12､ 表 7 - 1389)o こ の傾向は改発別絶対得票率にお い ても裏付
けられ る. 93年議会選挙で自民党､ 社会党, 公 明党､ 共産党が 15.8､ 6.6､ 8. 1､ 6.9､ 97
年議会選挙で 12.4､ 0.8､ 7.5､ 8.6 と90年代､ 政党の絶対得票率が低下するなか ､ 知事選
挙で の 政党と距離をおい た候補の絶対得票率の合計は ､ 91年の 25.6 %が､ 95年 33.7､ 99
年 32.90/.と増加 して い た (表 7 - 7 を参照の こ と､ ただし知事選の数値は載せて い ない)o
つ まり ､ 通常ならば諸政党に よっ て組織化され ､ 政党間の 党派的対立軸を構成 し､ さらに
高度成長期には左翼に有利 な党派的な動員の対象となる ような構造的な利害対立が ､ 都政
で は行われず､ 依然と して自民､ 公 明2党によ る決定様式が維持されて対処され ､ 選挙 レ
ヴ ェ ル にお ける代表状況とは異なる様相を呈 して いた この 点は重要である｡
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表7 - 12 各選挙における政党の 支持率の推移40
各選挙における政党の 支持率の推移
＼ 支持なし 自民党 土会党
1 973議会 35.4 30.2 12.6
1 975知事
1 977嵩会 27.1 30.4 12.5
1 979知事 20.2 36r.7 15.6
1 981議会 14.5 38.8 l .1
1 983知事 26.2 37.5 ll.9
1 985Aコ言 21.4 43.9 8.4
1 987知事 18.2 39.4 13.1
1 989読会
1 991知事 15.2 50.4 12.9
1 993
A
コギ 12.8 29. 9.1
1 995知事
1 997
A
耳 63.3 1 6.4 2
1 999知事 69.2
表 7 - 13 各選挙にお ける支持な しと自社の 支持率の 推移41
各選挙における支持な しと自社の 支持率の推移
＼ 支持なし 自＋社
19 73
_ A
コく 35.4 42.8
19 75知事
19 7 会 27.1 42.9
19 79知事 20.2 55.3
19 81議会 14.5 49.9
19 83知事 26.2 49.4
1 985議会 21.4 52.3
1987知事 18.2 52.5
198 9議会
199 1知事 1 5.2 63.3
199 3
_
. A
つ 言 1 2.8 39
199 5知嚢
199 7貴会 63.3 18.4
知事 69.2
277
以上の よう･な状況が都政には見えるが､ これらの点は 一 体如何なることを意味している
の で あろうか｡ 表7 - 14は衆議院議員当選者の 経歴 の調査で ある｡ この資料は92年2月
表 7 - 14 は衆議院議員当選者の経歴の 調査42
自民 社食 公 明 共 産 民社 並艮蓮 - 墓所濃 合 計
中 央 官 僚 66 1 1 0 0 0 0
.
4 72
地 方 官 世 ヰ 0 0 0 0 0 0 0 4
公 聴 鼻 0 2 2 0 0 0 0 0 4
知 ･ -
‾
事
'
2 0 0
‾
0 0 0 0 0 2
脹 払 66 4S 8 6 3 1 0 7 136
首 匿 町 村 長 1 8 5, 0 0 1 0 0 0 14
市 区 町 杜_
-
a 31 3 . 3 =･ 0
へ
1 0 0 1 u
園 舎き我見秘 管 67 1 2 0 4 1 0 1 79
Zk党 事 務 局 1 7 9 1 3 0 01 0 21
労 組 I O 41 0 4 2 0 0 2 49
大 学 軟 農 3 S I O･ 0 0 0 0 9
文 化 人 1 1 0 rJ O O O O 2
マ ス コ ミ 6 2. 0 0 O O l l lO
タ レ ン ト 0 0 0 0 0 0 0 00
判 事 ･ 故 事 0 0 0 ' 0 0 0 0 0 0
弁 才 士 5 11 ナ 4 0 1 0 0 28
匿 l挿 O 1 1 1 0 0 02 5
教 具 1 1 2 1 7 0 0 0 0 0 4
自 縛 炊 0 01 0 i O O O O O O
･全 社 鼻 13 1 0 0 O B O l 15
英 ;集 京 13 0 0 0 0 0 0 0 ･13
瓦 件 附 償 4 4 6
'
0 0 0 0 2 16
軍 ;義 経 曹 1 0 0
'
0 0 0 0 0 4
自 由 集 0 0 1 妄 0 0 1 0 0 2
そ の 他 S I S
-
0 0 0 0 0 12
選挙で の結果で ある｡ 当時 ､ 衆議院議員が地方公職の前歴を持 っ て い た比率は概ね30%か
ら40%で あるとされて い た43｡ こ の 表からもそ の点は何える｡ 自民党当選者275人中地方
公職暦は ､ 首長 ､ 地方議員の 出身者 79人で , 比率は 28.7%であ っ た｡ 地方公職とい っ て
も市町村長､ 市町村全議員も含まれるため､ 必ず しも都道府県会議具に限定されないが､
表 からは 79人中66人が都道府県議で ある ことが分かる｡ 衆議院議員の 供給源として地方
公職は概ね都道府県会議員で構成されたと見て よい ｡ しか し東京都では どうで あっ たで あ
ろうか ｡ それを示 したの が表 7 - 15 である ｡ これによると､ 1943年か ら 1997年まで の
54年間で ､ 都議会議員に なっ た者が 703人 い た｡ そ のうち､ 国会議員を目指 した者は 54
人 (落選を含む) で ､ 比率は約 7.7%であっ た｡ この 比率は全国平均の 30%か ら40%と比
較 しても ､ また 90年の 衆議院議員の 当選者中に占める地方公職の比 率か ら しても実に少
ない ｡ つ まり､都議会鼓員は国会議員にはあまり進出して い ない実態があることがわか る｡
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表 7 - 15 都議会議員か ら国会議員 - の キャ リア ･ /1ス 44
全体数 703
自民党 28
公明党 2
社会党 6
民社党 3
共産党 0
El新党 1
新進党 5
自由ク 1
無所属 8
合計 54
次に都諌会議員の都議会で の滞留状況を調 べ たの が表 7 - 16 である.
表7 - 16 自民党､ 公明党の都議会議員の 滞留状況 単位当選回数45
自民党 公明党 金平均
65年 3.7 1.8 2.5
69年 2.9 2.7 2.7
73年 3 3.2 2.8
77年 2.9 3.5 2.9
81年 2.8 3 2.9
85年 2.9 2.9 2.8
89年 3.4 3.2 2.7
93年 3.2 3.8 2.8
97年 3.1 4.2 3
01年 2.9 3.3 2.8
これ を見 ると､ 全議員の 平均当選回数を自民党と公 明党の議員は上回 っ て い る｡ 自民 ､ 公
明両党を取り上 げたの は ､ 既述 したように ､ 両党が 一 定の 勢力を読会内に維持 し､ しかも
議決等 に関与する状況が深 か っ たとい う判断か らで ある｡ 知事は 65年以降で見て も平均
2.5 回の 平均当選回数で あっ た ことからす ると､ 議員の 当選回数はか なり高か っ たとい え
よう｡
したが っ て ､ 都議会内の自民党と公明党は､ 選挙 レ ベ ル で は議会内ほ ど支持されて い な
か っ たにも拘わらず､ 都議会選挙で の中選挙区制の 持つ 代表性の優勢に ､ 定数の 特別区 -
の偏重が加 わり ､ しか も定数是正 が十分に行われなか っ た利点に依存して ､ 一 定程度の読
席をほぼ固定 して有する こ とが可能で あ っ たo こ の 結果 ､ 両党は 一 定程度の影響力を議会
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内に保持するこ とに成功したの で ある ｡ これは ､ 都知事の 政治的キ ャリア を凌駕 した ｡ こ
の ため､ 都知事に は財政危機に際し､ こ の ような議会や政党をも主導する能力が必要とさ
れたの で ある｡
本章の 目的は ､ 3章以下 6章までの 記述的検討を定量的に確認する ことで
■
ぁ っ たo 以上
の検討か らその 目的は果たせ たと考えられる｡
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注釈 第7章 都政の 計量的分析
1 煩雑を避けるため図表 の 出所は注釈に記入 して い る｡
2 東京都財務局 『平成14年度決算』 東京都､ 2003年 ､ 174- 古頁O
3 歳入額か ら歳出額および翌年度に繰り越すべ き財源を差し引い た額を実質収支と呼び､
こ れが正 の場合は黒字団体 ､ 負の 場合は赤字団体となる. こ の 実質収支が 一 般財源の標準
規模を示す標準財政規模に対 して どの程度の比 率になるかが実質収支比率で ある｡ ただし
指標 は他にも､ ①過去 3年間の 起債制限比 率の 平均が 20%以上 の場合､ ②地方債の 元利金
の 払込 に遅延 の ある場合､ ③地方税の徴収率が90% 未満の 場合などの要件があるため､ 実
実質収支比 率の みで は指定されない ｡ 林宜嗣 『地方財政』 有斐閣､ 2002年 ､ 204 貢｡
4 一 般的に市で は75%､ 町村に あっ ては 70% 程度が妥当を考えられてい る. こ の 水準を
5%以上上回ると財政は弾力性 を失うと見られて い る｡.∴林､ 前掲書､ 18貫｡
5 東京都財務局､ 前掲書より作成した｡
6 東京都財務局 『東京都財政統計資料』 東京都､ 1989年 ､ 2003年から作成した｡ こ こ で
比 率とは ､ 地方税に対する普通会計の歳入総額の決算の割合で示されて い る｡
7 東京都財務局､ 各年度の決算か ら作成した｡
8 神野直彦編 『都市を経営する - シリ ー ズ東京と考える④』 都市出版､ 19 5年､ 9 2貢o
9東京都財務局『東京都財政統計資料』東京都､ 1989年､ 2003年から作成した｡ こ こで比
率とは ､ 地方税に対す る普通会計 の歳入総額の 決算の 割合で示 されてい る｡
10 東京都財務局 『各年度の決算』 東京都 ､ 各年度の 資料か ら拒成したo
ll 東京都財務局 『50年代の都財改』 東京都､ 1987年 ､ 28 - 9 頁｡ 2004年 9月 1 日の 財
務局 - の 聞き取り調査に よ る ｡
12 東京都財務局 ､ 各年度の決算の数値から作成した｡
13 東京都財務局 ､ 各年度の決算の数値から作成した｡
14東京都行政管理委員会編 『図表で 見る都の 行政改革』 東京都 ､ 19 94年､ 23頁｡
15 東京都､ 各年度の 『職員 ハ ン ドブ ッ ク』 および ､ 『各年度の 決算』 か ら作成 した｡
16 東京都､ 同上書｡
17東京都『東京都財政支出管理 団体概要 平成13年度版』都政新報社､ 2004年､ 116頁｡
18同上書｡
19 同上書｡
20 以上 に示 した図表の 根拠となっ て い る数値や事項を総合的 に筆者がまとめた｡
21 東京都水道局 『東京近代水道百年史』東京都､ 1999年 ､ 192頁 ｡ 東京都交通局90年史
編さん委員会編『東京都交通局 90年史』 東京都交通局 90年史編さん委員会､ 2003年 ､
434頁 ｡
22 東京都､ 都の発行 して い る選挙関連の資料を総合的に確認 して筆者が作成 したo
23 同上書｡
24 同上書｡
26 同上書.
26 『朝日新聞』 の各年度の もの から筆者が作成した｡ こ れを束京都の発行する選挙資料か
ら確認 したo
27 『東京都広報』『都議会リポ ー ト』『都諌会委員会速記録』 の各年度を参考に した｡
28 東京都 『東京都広報』 各月 の 資料か ら筆者が作成 した｡
29
3 0
3 1
32
33
同上書｡
同上書｡
同上書｡
同上書｡
同上書｡
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34 同上書｡
36 東京都の 選挙資料か ら筆者が作成 した｡
36束京都選挙管理委員会 『東京都議会議員選挙の記録』 東京都
87 同上書､ 2001年版をもとにデ ー タを作成した. 作成上の理論的問題は次の文献に よ っ
たo Pede r s e n
,
M oge n sN,
`
changingPatte rn s of Ele ctr al Volatilityin Eu rope a nPa rty
Syste m s,1948･1977:Expla n atio n
'
,
in Ha n sDa alder a nd Pete rM air(eds.), We ste m
Eu r opea nPa rtySyste m sICo D血 ul
'
tJ, a LZd αa nge, Lo ndo n:Sage,1983,p p3I133.
8 8 東京都選挙管理委員会 『選挙に関する世論調査』 東京都､ 2001年o
39 同上書か ら筆者が作成 した｡
40 東京都 『選挙における世論調査』 選挙年毎の もの か ら作成 した｡
41 同上書｡
42 同上書､ 7 8貫｡
43 野中尚人 『自民党政権下の政治エ リ ー ト』東京大学出版会､ 1995年､ 11頁｡
44東京都 『都議会議員人名鑑』 東京都､ 1 9 9 8年｡ こ の中か ら作成した｡
45 『都議会だより』 の 選挙時の もの から作成したo
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結語
本稿の実証分析で は ､ 1970年代中葉か ら 1980年代前半､ お よび 1990年代か ら 2000
年初頭まで の 東京都の 行財政再建 の過程を通 して ､ 都政の 不可視化の 理由と､ その ような
都政の 特質に つ い て解答す るこ とを目的に検討が加えられた｡ 不可視化につ い ては既述し
たの で ､ こ こで は都政の 特質に つ い て述 べ る o
要約すれば､ 美濃部都政は ､ 計画性 に乏 しく場当たり的であ っ たことか ら､ 財政再建に
成功 しなか っ たo 税源拡大 を図る方策を選択 して の財政再建は ､ 支持基盤の 一 つ で ある労
組や革新政党との 関係 を円滑にす る上で適切で あ っ たが ､ こ の ような方策の 選択で は財政
再建 の成果は限定されて い た o起債や税制とい っ た方策は ､参加ア クタ ー 数は過少に加え､
実現 には国との 関係もあり ､ 困難 を伴うもの で あ っ た｡ 国との 関係で知事は挫折する こと
になるo そ の結果 ､ 歳出抑制方策に移行するが ､ これは支持基盤 を動揺させ る ことにな っ
たため ､ 美濃部都政は統治の 主導性を喪失 した｡
鈴木都政は ､ 参加 ア ク タ ー 数の 多い方策を選択 したが ､ それが実効的で あっ たの は知事
の 主導性を安定的に支持する知事支持派 の存在 ゆえで ある o しか し､ 80年代末期に知事支
持派が動揺して 以降の 90年代前半期の財政危機では ､ 参加 ア クタ ー 数の 多い 方策に よる
財政再建が目指されたが ､ 知事支持派の 凝集性 の低下に起因して知事の主導性が低下した
た め成功 しなか っ た｡
青島都政は ､ 行政技術に未熟で あ っ たため ､ 統治組織に政策形成を依存せ ざる を得なか
つ たo しか し､ こ の ように して形成された方策は議会で の 正統化に失敗する ｡.無党派知事
で あっ た ため ､ 議会からの 安定的な支持は得られ なか っ たの で ある o こ の こ とは､ 世論の
支持に よ っ て登場 したに も拘わらず ､ 世論の 支持 を調達するとこ ろまで至 らなか っ たたた
め ､･青島都政は退場せ ざる を得なか っ た こと を意味 したo
石原都政では ､ 知事の 主導性も発揮されるが ､ 基本的には統治組織に依存 して政策形成
が行 われ ､ しかもそれは自公 を中心 にそれらの意向に沿う形で展開された｡ 知事の 主導性
は 限定されて いたの で ある｡ 石原都政は ､ 内的には政党依存という政治資渡を活用 し､ 外
的には美濃部都政の重視 したような世論受けする参加 ア ク タ ー の 少ない方策を選択 して世
論を喚起 したo つ まり ､ 増収方策とい っ た参加 ア ク タ ー 数の過少の方策と ､ 経費の抑制と
い っ た参加 ア ク タ ー 数の 多い歳出抑制方策の双方が選択されるが ､ 前者は ､ 世論向けに ､
後者は議会内の 特定勢力 の意向に配慮した方策で あっ た｡ 内的には政党依存､ 外的には世
論依存で あっ た o
各 々 の都政に期 間の 長短 はあるもの の ､ それ らの財政再建 の特徴を仮説的に類型化すれ
ば､ 美濃部都政は参加 ア ク タ ー 数の 多い方策 - の変容 とい う点 Tt> ｢参加拡大型+ つ まり ､
美渡部都政は無秩序な参加 を統御できず苦境に陥っ たの である｡ 鈴木都政は行政統治術 -
の過信に よ っ て 自勢力 の離反を招来 した と いう点で ｢支持離反型+ つ まり ､ 政治的無関心
の 上に乗 っ て統治技術を発揮したが ､ 不況 ､ 都市博で支持勢力の離反 を受けて退場するこ
とに なっ たo 青島都政は政治資源 の過少にも拘わらず ､ 参加 ア クタ ー 数の 多い方策で の財
政再建を重視した点で ｢能力不足型+､ 石原都政は ､ 議会内特定勢力の 支持 - の依存を前提
に ､ 世論受けす る方策の 実施 を打ち出す財政再建方策であ っ たとい う点で ｢妥協型+ と考
えられる ｡ 青島､ 石原都政は ､ 当初 ､ 不人気な方策を提示 して逆に人気を博す とい う手法
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で 統治 した が ､ こ の ようなアイデアが尽きる と補助機構と議会内の 特定多数派 - の 依存で
都政を展開 したの で ある o
こ の ように ､ 同じ制度の 上で ､ 同 じ統治組織を持ちなが ら､ しかも同 じ環境や財政条件
にありなが らも ､ 各 々 の 都政における財政再建の成果には相違が出された ｡ そ の成果の 違
い は如何なる要因に よ っ たの か o 本稿は主に知事 の主導性の あり方に関わ っ て い たと主張
する o こ の ような都政とは如何なるもの と理解できるで あろう｡ 本稿は こ の ような状況を
財政再建とい う統合的な シ ンボ ル を掲げて ､ 諸ア ク タ ー や資振を 一 定方向に動員する ｢統
治 シ ス テ ム の管理+ と して の 政治と し､ こ の ような政治が都政で行われて い たと結論付け
る｡
財政再建 の ため都政をめ ぐるア ク タ ー には ｢小異を捨て て大同につ く+ こ とが求め られ
たo こ の ような都政にお ける統治 シ ス テ ム の 管理の 政治は ､ 都故 を担う立場の ｢誰もがし
なければならない政治+ で あっ たが ､ リ ー ダ ー の 一 定 の 主導性が必要であ っ たた め ｢誰も
ができ る政治+ で はなか っ たの で ある｡
以上か ら､ 第 一 に ､ 執行機関にお ける政策課題の 解決策の 選択で は ､ 政策決定者の ア イ
デ アや価値等が 政策課題 に影響を与えるという以上に ､ 財政効果の 程度が影響を与えると
い う点が挙げられる｡ 財政効果 の 高い方策で は利害関係者も多い が ､ そ こで の 主導性の効
果は ､ 賛成の 程度に依存す るか らで ある｡ つ まり ､ リ ー ダ ー には ､ 影響力の ある (より利
害関係者の多い) 問題で如何に目標通りの 成果 (より多数の 賛同を得る) を得るかが 問わ
れて い るの で ある ｡
第二に ､ 議会内政党の 統治活動 におい ては ､ 何 らか の価値や利益の 考慮､ さらに政策理
念等が政策決定に影響を与 えるとい う点が挙げられる｡ これは ､ 議会の選挙制度が中選挙
区制の ため､ 何らか の価値や利益 の 考慮等が政党単位に よ っ て相違す るため ､ 政策 - の対
応 に差異が生まれ るこ とを意味す る｡
制度論は ､ 以上の 2 論点 を導き出す上 で重要で ある｡ 財政再建 の ような政策課題で は ､
財源拡大を図る方策の選択は ､ 制度上 ､ 中央政府 の統制下にあ っ ため ､ そ の 達成は容易で
は なか っ たと いう ことで ある . 一 方 ､ 歳出抑制方策の選択は ､ 都政の 統治シ ス テ ム 内で の
処理で あ っ たた め現実的で あり ､ しかもそ の 点に よ っ て こそ知事の主導性 の効果も大きか
つ たと考えられ る｡
地方自治体の 政策決定に お いて ､ 政策決定 - の執行機関の主導性 は ､ 政策知識の蓄積に
代表される政治資演の 点で ､ 議決機 関に優位す ると いう非対称性 を前提と はす るが ､ 自ら
に有利な ､ す なわち統治能力を高め るような政策を選択す るこ とによ っ て効果的となる ｡
こ の ような政策決定では ､ 執行機関は現実的対応 を求められるn
.
に対 し､ 議会内政党や世
論 は観念的 ･ 情緒的に対応する場合が多い ため ､ 政策決定の 方向は複雑化する ｡ しか し､
こ の ような場合にお い て も､ そ の責任は執行機関に帰するため ､ リ ー ダ ー は如何なる政策
を選択するか政治責任の点で重要で あるo
こ の ように本稿で は ､ 従来の 見方 とは異なる観点から ､ 地方自治体の政策決定にお ける
行政 と政治との 間の 関係 を通 して ､ リ ー ダ ー の 主導性 の あり方とい う理論的問題を提起 し
た ｡
とこ ろで ､ 統治 シ ス テ ム の 管理は多くの 普遍性 を提供する1o 現下における地方政治をめ
ぐる論点は ､ 政府からの 移転財源 をめ ぐる ｢三位 - 体改革+ の議論が華々 しい o 中央政府
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依存の方 向性が財源と権限の あり方に よ っ て は ､ 変容する可能性が現実性 を帯び てきた ｡
これ は地方自治の観点か らすると歓迎すべ きで あるが ､ これはまた地方の能力が試される
ときで もある ｡ 財源と権限とを供与されなが ら､ 如何にそれ を効果的に機能させ るかは ､
まさに地方の 力量にか か っ て い る とい っ ても過言で はない ｡
さらに ､ 視野を広くすれば ､ こ の枠組み は地域､ 自治体､ 国家を超 えて世界政指に係わ
る政策課題 にも適応でき るもの と考えられる ｡ 従来の ､ 理想的な政治 の発展形態は ､ 先進
諸国の政治シ ス テ ム で あるとい うこ とを前提 と した政治発展論とか ､ 民主主義の実現を前
提と した民主化論は ､ 先進民主主義諸国をモ デル と した発展嘩上諸国の キャ ッ チア ッ プと
して捉えられてきた｡ その キ ャ ッ チア ッ プは｢南北間題+と して捉えられてきたの で ある｡
それ ゆえ研究対象として の 地域は ､ 特定の先進諸国家に限定されて い た｡ しか し､ 統治シ
ス テ ム の 管理 は ､ こ の ような理論とは異なるため ､ 南北を同時に視野に入れて解決が図ら
れる可能性 を有 して い る ｡ たとえば ､ 水資源とい っ た環境政策を例にとれば､ それに係わ
る関係 国､ ある い は関係都市とい っ たア ク タ ー の 登場も可能になるであろう2｡
最後に ､ 本論文は ､ 都政の 不可視性 - の疑義に - 定の解答を付 したが ､ 可視的都政 - の
言及も都政研究 には欠 かせ ない ｡ これが今後の 課題で ある｡
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注釈 結語
1 統治シ ス テ ム の 管理とい う概念は ､ 地方自治体のみならず､ 地球規模の 環境問題 の管理
で あるとか ､ 世界政治の舞台でも適用できる枠組みで ある｡ 参加者は必ずしも対面的で は
なく てもう良い ｡
2参加 とはひ ろく意思決定過程 - の 影響力 の行使 を目的に行われる活動を意味するが､ とり
わけ政府の 政策決定過程に対 し影響を及 ぼす こ とを目的と した住民の 活動を指す場合が多
い ｡ 間接民主制を基本 とする現代の 国家におい て ､ 最も基本的な参加 の 形態は ､ 基礎的自
治体から国まで の 各 レ ベ ル の議員や行政の 責任者を選出す るための 投票で ある｡ 投票は ､
簡便 か つ 容易な政治活動で あるため多く の住民がそれには参加する ｡ しか し､ 住民にとっ
て投票は何れ かの 候補者ない し政党を選択す る機会に過ぎず､ 直接､ 政策 - の支持を表明
でき るわけで はない . しかも ､ 一 度選挙が終了すると､ 次の選挙まで は政治家や政党に対
する選択 を変更する ことは通常出来ない ｡ そこ で政策決定過程 - の より積極的な参加をめ
ざす住民は ､ 利益団体の活動や住民運動 - の 参加 ､ さらに は政治献金や政治家 - の 個別の
働きか けな どを通 じて ､ 様々 な活動を展開する (浦島郁夫 『政治参加』 東京大学出版余､
1988年)｡ こ の ような参加 は ､ ア クタ ー は異なるが ､ 政府 と住民間の みならず､ 政府内､
ある い は政府間の 関係 にお い ても存在する｡ たとえば､ 既存の政策決定過栓 - の 参加論で
は政策ネ ッ トワ ー ク論が ある｡ これは ､ 様々 なアクタ ー が政策の決定や執行 に関与 して い
る状況を ｢政策ネ ッ トワ ー ク+ とい う概念で理解しようとするが､ こ の ネッ トワ ー クは ､
複数の人や組織などの ア クタ ー を結びつ ける 一 定の 関係と して表現され る. こ の ため ､ 政
策 より決定に参加するア クタ ー の 関係が重視され る｡ こ の ようなネ ッ トワ ー ク論で は ､ 支
配 と被支配とい っ た対抗関係 が把握されるの で はなく ､ 多くの アク タ ー の協調関係 が重視
され るため ､ そ の 分析で はア クタ ー ごとの関係 に焦点が集まるo マ ク ロ レムル で は国家と
社会 の 関係が ､ メ ゾ レ ベ ル で は政策の 決定過程が 扱われ る｡ こ の 主要な分析者で ある
R hode sは政策決定分析 の枠組み として ､ 5基準か ら6分類の類型化 (Wa a rde n は 7基準
11類型 Wa a rde nF. ,
"
Dim e n sio n s a ndType s of PolicyNetw o rks
”
,
Eu r ope a nJo u rn alof
Political Re s e a r cb2 1
,
19 9 2.)を提出 して い る｡ しか し､ ロ ー ズに しても ワ - デン に しても､
そこ で は ､ いずれも政策決定過程 にお ける参加者の 限定や ､ 諸アク タ ー の役割の 限定 ､ さ
らに複数の特定利害者の優越 などとい っ た､ 参加の 状態と しての 閉鎖性が重視されてい る
(メ ゾレ ベ ル の ､ 政策決定過程における政策ネ ッ トワ ー ク の議論で は ､ 参加するア クタ ー
の 開放性と閉敵性の観点か ら､ ポリ シ ー コ ミ ュ ニ テ ィ ー とイ シ ュ ー ･ ネ ッ トワ ー ク の議論
が行われて い る｡ ポリ シ ー コ ミ ュ ニ テ ィ ー の議論で は ､ 閉鎖的な参加環境が前提とされ ､
イ シ ュ ー ･ ネ ッ トワ - ク の 議論で は ､ これとは逆に参加ア クタ L- の 開放性が重視される の
で ある)0
しか し､ 本稿の 参加 は アク タ ー 中心 で はなく ､ 政策を重視するとい う点で ､ 以上の参加
論とは異なる｡ 提示 される政策ごとに利害を持 つ アクタ ー は兵なり ､ ある政策の 決定過程
に登場したアク タ ー も ､ そ の 政策が異なれば必ずしも登場 しない ｡ 政策が変われ ばそれに
伴っ て登場するア ク タ ー の顔ぶれは異なるの で ある ｡ つ まりアクタ ー の 属性､ たとえば政
治資源の 多寡が影響力の 行使を規定するの では なく ､ 政策ごとにア クタ ー が選択 されて ､
政策決定が行われ るた め ､ 政策の 状況 ､ たとえば制度､ 慣習等が政策の 決定 を規定する こ
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とになるの である｡ こ の ため ､ 政策の 幅も拡大 し ､ よりグロ ー バ ル 化 した領域で機能する
可能性がある｡
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